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(注記)

１　本書において、文脈上別意に解すべき場合を除き、「モルガン・スタンレー」、「当社」および「我々」とはモルガン・

スタンレーおよびその連結子会社を意味する。

２　本書において、別段の記載がある場合または文脈により別意に解すべき場合を除き、「ドル」または「$」とは米国の法定

通貨である米ドルを意味し、「円」または「\」とは日本の法定通貨である日本円を意味する。

３　便宜上、一部の財務データはドルから円に換算されている。別段の記載がある場合を除き、換算レートは2015年５月７日

現在の東京における株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売相場である１ドル＝120.32円で計算されている。但し、

この換算は同日に上記のレートまたはその他のレートでドルから円への換算が行われたか行われていた可能性がある、ま

たは行うことが可能であったことを示すものとは解釈されない。

４　本書中の表において計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。
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第一部 【企業情報】

将来予測に関する記述

本書には、第３「事業の状況」７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」、第５「提出

会社の状況」５(1)(c)「リスク管理」および第６「経理の状況」３「その他」(2)「訴訟」の項等を含め、1995年

私募証券訴訟改革法のセーフハーバー条項にいう「将来予測に関する記述」に該当する記述が含まれまたは参照さ

れており、また当社は随時、これらに関して公的な届出、報道発表またはその他の公表を行うことがある。さらに

当社経営陣は、アナリスト、投資家、メディアその他に対して将来予測に関する記述を行うことがある。かかる将

来予測に関する記述は過去に発生した事実ではなく、将来の事象に関する当社の見解を述べたものにすぎず、元来

性質上その多くは不確実であり、当社が制御できるものではない。

当社の事業の性質ゆえに、当社の収益、費用および純利益の将来の傾向を予測することは困難である。これら

の記述事項は、当社の事業に内在するリスクと不確実性の影響を受けるため、当社の実績がこれらの将来予測に関

する記述において述べられた結果の予測と、時により大幅に異なる可能性がある。将来予測に関する記述において

述べられた結果と実績が異なる重要な要因として、以下が挙げられる(但し、これらに限られない。)。

・経済および政治の状況ならびに地政学的な事象の影響

・法人貸付、(商業向け、住宅向けの)モーゲージ貸付、商業用不動産およびエネルギー市場を含む、特に世界の株

式、債券、信用およびコモディティ市場における市況の影響

・アメリカ合衆国(「米国」)および世界各地における現行もしくは審議中の、または将来立法される法律(ドッ

ド・フランク・ウォール街改革および消費者保護に関する法律(「ドッド・フランク法」)を含む。)、規制(資

本、レバレッジおよび流動化に関する要件を含む。)、政策(財政政策および金融政策を含む。)および争訟・規

制措置の影響

・株式、債券および商品の価格(原油価格を含む。)、金利、通貨価値等の市場指数の水準とボラティリティ

・信用・資本双方の利用可能性およびコスト、ならびに当社の短期および長期の無担保債務の信用格付け

・金融市場における投資家、消費者および企業の心理と信頼

・当社の買収、資産売却、合弁事業、戦略的提携その他の戦略的な取決めの実績

・当社の評判および金融サービス業界に対する一般認識

・インフレーション、自然災害、疫病の流行および戦争行為またはテロ行為

・既存のおよび潜在的な競合会社、政府、規制当局および自主規制機関の行動および計画

・当社のリスク管理方針の有効性

・技術面の変化・リスクおよびサイバーセキュリティに関するリスク(サイバー攻撃および事業継続リスクを含

む。)、および、

・第２「企業の概況」３「事業の内容―監督および規制」および第３「事業の状況」４「事業等のリスク」等に詳

述したその他のリスクおよび不確実性
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したがって、将来予測に関する記述は当該記述がなされた日現在の記述にすぎず、本書利用者はこれに過度に

依拠してはならない。当社は、適用法令上要求される場合を除き、新しい情報によるものか、将来の事象によるも

のかその他の場合かを問わず、将来予測に関する記述がなされた日以後に生じた状況または事象による影響を反映

するために当該記述を公式に更新または修正する義務を負わない。しかし、本書利用者は、当社が今後提出する継

続開示書類、および今後行う報道発表その他の公表を参照すべきである。
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第１ 【本国における法制等の概要】

１ 【会社制度等の概要】

(1) 【提出会社の属する国・州等における会社制度】

以下は、当社のようにデラウェア州で設立された会社に適用されるデラウェア州一般会社法(「デラウェア州会

社法」)の骨子であり、デラウェア州会社法を参照することにより全体として適格なものとなる。

 

概説

提出会社の属する国・州等における会社制度

当社には米国連邦法およびデラウェア州会社法の双方が適用される。米国連邦法は米国会社の事業活動の多

くの分野に影響し、その範囲は独占禁止、破産、労使関係、有価証券の売却および税務をはじめとする広範囲

に及んでいる。一定の米国連邦証券関係諸法の施行は米国証券取引委員会(「SEC」)が司っており、同法は一般

に詐欺的手段による有価証券の売却を禁止するとともに、当社のように発行有価証券を公開している会社に対

しては、定期的に財務に関する情報およびその他の企業情報を同委員会および株主に提出することを義務付け

ている。

米国においては、事業会社は一般に州法に基づいて設立されている。当社はデラウェア州法に基づいて設立

されている。以下はデラウェア州会社法の関連規定の骨子である。

 

(a) 基本定款および付属定款

デラウェア州の会社はデラウェア州内務省法人課に基本定款を届け出ることによって設立される。基本定

款は、会社の基本的事項、すなわち名称、デラウェア州にある登記簿上の事業所の所在地、会社の事業の性

質または会社が遂行もしくは促進する事業の目的、すべてのクラスの授権資本株式数および各クラスの株式

数ならびに各クラスの株式の指定、権限、優劣および権利に関する記載、ならびに条件、制限または制約を

規定するものでなければならない。基本定款のほかに会社は、会社の事業、会社の権利および権限、ならび

に株主、取締役、役員および従業員の権利または権限に関して法律または基本定款の規定と矛盾しない種々

の規定を含む付属定款を採択することを求められる。

 

(b) 株式の種類

デラウェア州会社法によれば、会社はその基本定款に定めるところに従い、株式を発行する場合にはその

種類を一種または数種とし、額面株式または無額面株式として、また議決権株式または無議決権株式とし

て、名称、優先権、相対的な権利、利益への参加権、選択権その他の特別な権利、条件、制限または制約付

の形で発行することができると規定されている。基本定款に別段の規定がある場合を除き、株主はその所有

株式１株につき１票の議決権を有する。会社は取締役会の決議により、基本定款に規定された授権の枠内で

株式を発行することができる。株式引受の対価は、額面株式の場合は額面未満を対価とする発行が禁止され

る点を除き、取締役会の決定に従う。
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(c) 株主総会

定時株主総会は、取締役の選任を議案として会社の付属定款による指定日に、または付属定款の規定に従

い開催される。定時株主総会では、適切な議事のすべてを処理することができる。臨時株主総会は取締役会

の決議によって招集できるほか、基本定款または付属定款に定めるところに従い招集することができる。取

締役会は、総会前10日以上60日以内の日を、株主総会において議決権を行使できる株主を確定するための基

準日とすることができる。その基準日に名簿に登録されている株主が議決権を行使することができる。株主

総会の法律上の定足数は、基本定款または付属定款に別段の規定がある場合を除き、議決権のある全株式の

過半数を有する株主が自らまたは代理によって出席すれば満たされる。会社の基本定款または付属定款は、

株主総会において議案を審議する定足数を構成するために出席する保有者本人または代理人によって行使さ

れる議決権のある株式数またはその他の議決権のある証券の金額を特定することがある。定足数は、いかな

る場合も当該株主総会における議決権のある株式数の３分の１を下回ってはならない。但し、一または複数

のクラスまたはシリーズ別に議決権を行使することを要する場合には、定足数はかかるクラスまたはシリー

ズの株式数の３分の１以上とする。

 

(d) 取締役会

デラウェア州会社法をその設立の準拠法として設立された会社の場合、基本定款に別段の規定がある場合

を除き、その事業は取締役会の管理または指揮のもとで運営される。一般に取締役会には、デラウェア州会

社法および基本定款上の制限の範囲内で会社の事業の管理運営に関し広範囲な権限が認められている。取締

役は各年次株主総会において選任されるが、基本定款、当初の付属定款または株主決議により採択された付

属定款により、１、２または３つのクラスに区分される場合がある(その場合、各クラスの任期は１年ずつず

れて満了する。)。基本定款または付属定款に別段の規定がある場合を除き、取締役の死亡、辞任または定員

の増加により欠員が生じた場合には、定時株主総会もしくは当該欠員の補充を目的として招集される臨時株

主総会において、または取締役会において欠員を補充することができる。取締役は、理由の有無を問わず、

当該時点において取締役選任に係る議決権を伴う株式の過半数を有する株主によってのみ解任される。但

し、取締役が複数のクラスに区分されている場合には、基本定款に別段の規定がある場合を除き、取締役は

理由のある場合に限り解任される。

取締役会は基本定款および付属定款に定めるところに従って招集され、基本定款または付属定款により制

限されている場合を除き、全取締役の書面による同意がある場合には、取締役の決議は実際に取締役会を開

催することなく書面決議として有効に採択することができる。

 

(e) 取締役会付属委員会

取締役会は、１人以上の取締役で構成される委員会に一定の権能および権限を委譲することができる。
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(f) 役員

会社には、付属定款の規定によるか、または取締役会で決議された役員を置く。各役員の権限は、付属定

款の規定によるか、または取締役会が付与する。役員の選任は、付属定款の規定または取締役会の決定に従

う。

 

(2) 【提出会社の定款等に規定する制度】

当社の修正改訂基本定款(「当社基本定款」)および修正改訂付属定款(「当社付属定款」)に関する以下の要約

は完全な記載を意図したものでなく、当社基本定款および当社付属定款の関連規定を参照することにより全体と

して適格なものとなる。

 

(a) 授権資本

モルガン・スタンレーの授権資本株式総数は3,530,000,000株であり、１株当たり額面0.01ドルの優先株式

30,000,000株および１株当たり額面0.01ドルの普通株式3,500,000,000株からなる。

 

(b) 取締役会

当社付属定款には、取締役会は３名以上15名以内の取締役で構成されるものと規定されている。当社基本

定款に基づき、選任された取締役はすべて、翌年次株主総会に満了となる期間を任期とし、各取締役とも、

その後任が正式に選任され権限を付与されるまで在任する。

モルガン・スタンレーの優先株式(シリーズを問わない。)、または当社基本定款に記載のあるその他のシ

リーズもしくはクラスの株式の保有者の権利に服することを条件として、欠員、および取締役の定員増加に

伴って新たに創設された取締役の職位は、他の取締役(かかる他の取締役が定足数を充足しているかを問わな

い。)の過半数が賛成決議を行った場合にのみ補充される。

また、当社基本定款は、取締役は理由の有無にかかわらず解任されることがある旨規定している。

 

(c) 取締役会付属委員会

当社基本定款に従い、モルガン・スタンレーの取締役会(「取締役会」)は、５つの常任の委員会、すなわ

ち監査委員会、報酬・経営開発・後継人事委員会、指名・ガバナンス委員会、運営・技術委員会およびリス

ク委員会について規定している。取締役会は、一または複数の追加の委員会を指定し、各委員会とも、取締

役会決議で決定される人数の当社の取締役で構成され、取締役会決議で決定される権能または権限を有す

る。

 

(d) 定時株主総会

当社付属定款は、モルガン・スタンレーの定時株主総会を開催する日時と場所は取締役会決議によって定

める旨を規定している。
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(e) 臨時株主総会

当社付属定款は、当社の優先株式(シリーズを問わない。)、または当社基本定款に記載のあるその他のシ

リーズもしくはクラスの株式の保有者の権利に服することを条件として、取締役会の裁量により、いつでも

取締役会の採択した決議をもって、または当社の流通資本株式の議決権の25パーセント以上を保有する登録

株主の要請に従い、臨時株主総会を開催することができ、その招集者はモルガン・スタンレーの秘書役であ

り、他の者によって招集されてはならないと規定している。

 

(f) 設立書類の改正

デラウェア州会社法によれば、原則として、取締役会は、取締役会決議に従い、当社基本定款の改正を提

案することができる(その改正は流通株式のうち当社基本定款の改正に関して議決権を有する株式の過半数の

賛成により承認された場合に採択される。)。

当社付属定款は、取締役会の過半数、またはモルガン・スタンレー流通議決権株式の過半数以上の承認に

より、当社付属定款の全部または一部を変更、改正もしくは廃止し、または新しい付属定款の採択を行うこ

とができる旨を規定している。

 

(g) 役員の解任

当社付属定款は、当社役員の解任を認めている。

 

２ 【外国為替管理制度】

米国連邦法またはデラウェア州法のいずれにおいても、日本の居住者が通常どおり当社の普通株式の配当金ま

たは当社の円建社債の利息を受領する権利に対する制限は存在しない(但し、当社がこれらの配当金および利息を

支払うことを禁止される場合、および当該居住者が同法上、個人的に、または特定グループに属しているため

に、特にそれらを受領することを禁止される場合を除く。)。また、米国連邦法またはデラウェア州法のいずれに

おいても、日本の居住者が通常どおり当社の普通株式または円建社債の処分に際して売却代金を受領する権利に

対する制限は存在しない(但し、同人が同法上、個人的に、または特定グループに属しているために、特にそれら

を受領することを禁止される場合を除く。)。

 

３ 【課税上の取扱い】

以下においては、本項で対象とする米国連邦課税に関する問題のみを議論する。本項においては議論の対象と

されない他の問題が存在する可能性もあり、当社普通株式、当社記名社債および当社無記名社債に係る米国連邦

課税上の取扱いはかかる問題の影響を被ることがある。納税義務者は、個々の状況に応じて、独立した税務顧問

から助言を得るべきである。

本項の記載は課税上の取扱いに関する一般的な説明である。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

  7/611



(1) 普通株式

(A) 当社普通株式の非米国人株主に適用される米国における課税上の取扱い

下記は、米国連邦所得税法上、(i)非居住外国人、(ii)外国法人、または(iii)純額ベースの所得が米国連邦

所得税の対象とならない遺産もしくは信託(「非米国人株主」)である実質所有者による当社普通株式の所有お

よび処分に関する米国連邦の所得税および相続税の概要である。ここでは、国外居住米国人等の特定の株主に

関する具体的な事実や状況は考慮せず、また州、地方または米国外の税法に基づく当社普通株式の非米国人株

主の取扱いについては言及せず、投資収益に対する高齢者・障害者医療保険税の結果についても言及しない。

本項の記載は、1986年内国歳入法(その後の改正を含み、「歳入法」)、同法に基づく財務省規則ならびにそれ

らの行政上および司法上の解釈(いずれも本書の日付現在有効なもの)に基づくものであり、これらの法律等は

遡及的に変更される可能性がある。当社普通株式の保有希望者は各自、当社普通株式の取得、所有または処分

に関連する米国連邦税法上の取扱いおよび州、地方または米国外の税法上の取扱いに関し、それぞれの税務顧

問に相談されたい。

 

配当

当社普通株式の非米国人株主に支払われる配当は、30パーセントの税率または適用ある租税条約上のこれ

より低い税率による米国連邦所得税の源泉徴収の対象となる。但し、当該配当が米国内での取引または事業

と実質的な関連があり(かつ、適用ある租税条約上要求される場合には、米国内の非米国人株主の恒久的施設

に帰属し)、かつ当該非米国人株主が配当の支払者または配当を当該非米国人株主の口座に入金した者に対

し、米国内国歳入庁(「IRS」)の様式W-8ECI(またはその後継様式)等の所定の書類を提供している場合はその

限りではない。かかる「実質的な関連がある」配当は、米国の市民、居住外国人および米国法人に適用され

る税率と同率で課税され、原則として源泉徴収の対象とされない。米国法人ではない法人が「実質的な関連

がある」配当を受領した場合は、状況により、30パーセントまたは適用ある租税条約上のこれより低い税率

による「支店収益税」の追加課税もなされる。

適用ある財務省規則上、非米国人株主(法人またはその法人の所有者である場合を含む。)が適用ある租税

条約に基づく源泉徴収税率の引下げを求める場合には、一定の証明要件を満たさなければならない。下記(B)

「日米租税条約に基づく課税上の取扱い」の項参照。

当社普通株式の非米国人株主が租税条約上、米国源泉徴収税率の軽減を受ける資格を有する場合には、IRS

に対して還付請求を行うことにより、超過納税額の還付を受けることができる。

 

当社普通株式の処分益

後記「FATCA」における検討に従うことを条件として、非米国人株主は原則として、当社普通株式の処分益

については、下記の場合を除いて米国連邦所得税の対象とされない。

(i)その処分益が非米国人株主による米国内での取引または事業と実質的な関連がある場合(かつ適用ある

租税条約上、当該非米国人株主が当社普通株式の処分益について所得純額ベースで米国所得税の適用を

受けるための条件として要求される場合には、当該処分益が非米国人株主の米国内の恒久的施設に帰属

する場合)。
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(ii) 当該非米国人株主が個人であり、当社普通株式を資本財産として所有しており、売却した課税年度の

うち米国滞在延べ日数が183日以上に及び、かつその他一定の条件を満たす場合。

(iii) 国外居住米国人に対する米国の課税に関連する歳入法の規定により、当該非米国人株主が課税の対

象となる場合。

(iv) 売却した当社普通株式に関してその処分前の５年間または株式保有期間のうち、いずれか短い方の期

間に当社が米国連邦所得税法上の「米国不動産保有会社」に該当し、当該非米国人株主が処分日までの

期間に直接的にまたは構造上当社普通株式の５パーセント超を所有していたことがある場合(租税条約

上の例外に該当する場合を除く。)。非米国法人の米国内での取引または事業と実質的な関連がある当

社普通株式についての処分益には、状況により、30パーセントまたは適用ある租税条約上のこれより低

い税率による「支店収益税」の追加課税もなされる。当社は、米国連邦所得税法上の「米国不動産保有

会社」に該当せず、これまでも該当したことがなく、今後も該当することとなる予定はない。非米国人

株主が以下に記載する当社普通株式の処分に際して「バックアップ源泉徴収税」を回避するためには、

一定の証明要件を満たさなければならない。

 

米国連邦相続税

個人の非米国人株主および法人のうち、所有する資産が米国連邦相続税上の総遺産に含まれる可能性のあ

る(かかる個人が拠出した信託で、かかる者がその信託に対して一定の持分または権能を留保しているもの

等)者は、適用ある相続税条約の例外規定がある場合を除き、当社普通株式が米国連邦相続税に従う米国内の

資産として扱われることに留意すべきである。下記(B)「日米租税条約に基づく課税上の取扱い」の項参照。

 

情報の報告義務とバックアップ源泉徴収制度

非米国人株主に支払われる当社普通株式の配当は、原則として米国の情報報告義務の対象とされる。さら

に、それ以外で、当社普通株式の非米国人株主が偽証した場合は処罰される可能性があることを前提とし

て、非米国人であることを証明しない場合またはその他の方法で免除資格を立証しない場合、同人に支払わ

れる配当に対し、米国連邦所得税バックアップ源泉徴収税が適用される場合がある。一部の非米国人株主に

ついては、当該非米国人株主の実質所有者も一定の証明要件を満たしていなければならない。
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非米国人株主が委託売買業者の米国事務所に対し、または当該事務所を通じて当社普通株式を売却した場

合の手取金の支払いについては、同人が(i)偽証したときには処罰される可能性があることを前提として、

IRSの様式W-8(またはその後継様式)により非米国人であることを証明した場合、および状況により、その実

質的所有者も自らが非米国人であることを証明した場合、(ii)非米国人であることを証明するための一定の

書面要件およびその他一定の要件を満たした場合、または(iii)その他の方法により免除資格があることを証

明した場合には、原則として情報報告義務またはバックアップ源泉徴収税は適用されない。また、非米国人

株主が非米国人である委託売買業者の米国外の事務所に対し、または当該事務所を通じて当社普通株式を売

却した場合の手取金の支払いについては、当該委託売買業者と米国との間に特定種類の関係がない限り、

バックアップ源泉徴収税または情報報告義務は適用されず、かかる関係がある場合には、その支払いに対す

る情報報告義務およびバックアップ源泉徴収税の取扱いは次のとおりとする。すなわち、非米国人株主が米

国人である委託売買業者の米国外の事務所に対し、もしくは当該事務所を通じて、または非米国人でありか

つ米国との間に特定種類の関係を有する委託売買業者に対し、もしくは当該委託売買業者を通じて当社普通

株式を売却した場合の手取金の支払いについては、原則として(当該委託売買業者が実際に当該株主は米国人

であるとの認識を持っていないことを前提として)バックアップ源泉徴収税は適用されないが、(i)当該非米

国人株主が偽証したときには処罰される可能性があることを前提として、IRSの様式W-8(またはその後継様

式)により非米国人であることを証明した場合、および状況により、その実質的所有者も自らが非米国人であ

ることを証明した場合、(ii)当該委託売買業者が当該非米国人株主は非米国人でありかつその他一定の条件

が満たされていることを示す一定の書証を記録として保持している場合、または(iii)その他の方法により当

該非米国人株主が免除資格があることを証明した場合を除き、情報報告義務は適用される。

非米国人株主は原則として、バックアップ源泉徴収税に関する規則に基づき過度に源泉徴収された金額に

つき、IRSに請求することにより、その還付を受けることができる。

 

FATCA

一般に「FATCA」と呼ばれる外国口座税務コンプライアンス法に基づき、一定の非米国法人(金融仲介業者

を含む。)に対して行われる米国源泉の配当および米国株式の売却その他の処分による手取金の支払いには、

各種の米国の情報報告・適正評価義務が充足されていない限り、概ね30パーセントの源泉徴収税が課され

る。上述した報告義務に追加されるFATCAの報告・評価義務は、一般に当該非米国法人に対して有する持分ま

たはこれに開設した口座が米国人の所有であるか否かの判断に関連する。源泉徴収(適用ある場合)は、当社

普通株式に係る配当とみなされる金員の支払いに適用され、2016年12月31日以降に行われる処分について

は、当社普通株式の売却手取金の総額の支払いに対して適用される。日本と米国の間では、当社普通株式を

保有する日本法人に対するFATCAの適用方法および適用の有無に影響を及ぼす可能性のあるこれらの事項につ

いて政府間協定が締結されている。投資予定者は、FATCAに関して税務顧問から助言を得るべきである。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

 10/611



(B) 日米租税条約に基づく課税上の取扱い

「所得に対する租税に関する二重課税の回避および脱税の防止のための日本国政府とアメリカ合衆国政府と

の間の条約」(「2004年租税条約」)は、日本の居住者が実質的に保有する当社普通株式の配当金および売却益

に関して適用される。1955年の「遺産、相続及び贈与に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止の

ための日本国とアメリカ合衆国との間の条約」(「1955年租税条約」)は、日本の居住者である個人が実質的に

所有していた当社普通株式が同人の死亡または贈与により移転された場合に課される租税に影響する。

上記の「FATCA」の項において検討するとおり、FATCAに基づき、一定の非米国法人(金融仲介業者を含む。)

に対して行われる米国源泉の配当および米国株式の売却その他の処分による手取金の支払いには、各種の米国

の情報報告・適正評価義務が充足されていない限り、30パーセントの源泉徴収税が課される(「FATCA税」)。

FATCA税は、2004年租税条約および1955年租税条約に関係なく適用される点に留意されたい。

(注)　2004年租税条約による米国の租税についての軽減税率の適用可能性および1955年租税条約によるタックス・クレ

ジットの適用可能性は、これらの恩恵を受けるための所定の請求手続を満たしているか否かにより、また状況によ

り、当社普通株式を保有している日本の投資家が関連する米国税法上および租税条約上の日本の実質所有者として

の適格要件を満たしていることを米国の税務当局が満足するように立証できるか否かによって決せられる。前記

(A)「当社普通株式の非米国人株主に適用される米国における課税上の取扱い―情報の報告義務とバックアップ源

泉徴収制度」参照。

さらに、一定の要件を満たす株主が利用可能な便益もかかる租税条約が制限してしまう可能性があるので、株主

は、適用される租税条約上自己が資格を有する便益について税務顧問に相談されたい。

 

(i) 米国における課税上の取扱い

(a) 普通株式配当に対する所得税の源泉徴収(上記(注)参照。)

2004年租税条約および米国税法により、日本の居住者でありかつ米国人でも米国の居住者でもない者ま

たは日本法人が実質所有している当社普通株式に対して支払われる現金配当には、原則として税率の削減

がなされる。かかる保有者に支払われる配当には原則として実際の支払総額の10パーセントの税率で米国

の税金が課される。当社または該当する源泉徴収代理人はこの税金の源泉徴収をしなくてはならない。但

し、当社普通株式の日本における実質所有者が米国内に恒久的施設を所有しており、かつ配当利益がその

恒久的施設に帰属する場合には、通常、源泉徴収税ではなく米国人に適用される通常の所得税率によって

米国の税金を課される。

適用ある財務省規則上、非米国人株主(法人またはその法人の所有者である場合を含む。)が2004年租税

条約に基づく源泉徴収税率の引下げを求める場合には、一定の証明要件を満たさなければならない。
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(b) 当社普通株式の売却益に課される所得税

2004年租税条約および米国税法上、米国人でも米国の居住者でもない当社普通株式の日本の実質所有者

は、同人が米国内に当該株式がその事業資産に含まれる恒久的施設を所有していない場合には、原則とし

て、当該普通株式の売却益について米国の税金を課されることはなく、損失控除も認められない。

 

(c) 普通株式について支払われた配当および株式売却益に課される州および地方所得税

上記(a)および(b)に記載の米国の税金に加えて、当社普通株式の日本の実質所有者が米国内に恒久的施

設または住居を所有している場合には、当該恒久的施設または住居の管轄地または所在地において一定の

条件により当社普通株式の配当および株式売却益に州または地方所得税が課される場合がある。

 

(d) 相続税

現行法上、当社普通株式の実質所有者である日本人が死亡した場合には、当該普通株式は米国内にある

財産とみなされ、米国の連邦相続税の課税対象となる。死亡した株主が日本の居住者であり、かつ米国の

国民でも居住者でもない場合、当該相続税は、故人が米国内に遺した財産の価額(税額控除等の諸控除を

差し引いた残額)に対して米国の市民または居住者と同等の税率によって課税される。

 

(e) 取引税

株式譲渡税がニューヨークにおける株式の一定の販売、交付または譲渡に課されるが、かかる税金は、

ニューヨークとの関連が、登録済名義書換代理人または登録済清算機構を通しての株式譲渡のみである場

合等、多くの関連する状況下においては、非居住者株主には適用されない。

 

(ii) 日本における課税上の取扱い

日本国の所得税法、法人税法、相続税法およびその他の関連法令を遵守することを条件として、また適用

ある租税条約に従い、日本人および日本法人は、上記の(i)「米国における課税上の取扱い」の(a)、(b)、

(c)および(d)における記載に該当する自らの所得(個人の場合は相続財産を含む。)について支払った日本国

の税金との相殺による税額控除を請求することができる。

 

(2) 米国連邦所得税上で記名式で発行される円貨社債

(i) 当社記名社債の米国における課税上の取扱い

以下は、下記に記載する「当社記名社債」の課税上の取扱いのみを検討対象としている。そのため、特

に、米国連邦所得税上で「無記名式」の債務とみなされる当社の負債証券には適用されない。
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本書において、「当社記名社債」とは、米国連邦所得税の観点からは当社の債務として扱われ、「偶発的

な利息」についての定めがなく、かつ株式またはその他一切の当社の義務に転換できない、当社が記名式で

発行するか、または米国連邦所得税上記名式で発行されるものとして扱われる一切の社債を意味する。下記

は、米国連邦所得税法上、(i)非居住外国人、(ii)外国法人、または(iii)純額ベースでの所得が米国連邦所

得税の対象とならない遺産もしくは信託である実質所有者(「非米国人保有者」)による当社記名社債の取

得、所有および処分に関する米国連邦の所得税の概要である。ここでは、国外居住米国人等の特定の保有者

に関する具体的な事実や状況は考慮せず、また州、地方もしくは米国外の税法に基づく当社記名社債の非米

国人保有者の取扱いや投資収益に対する高齢者・障害者医療保険税の結果についても言及しない。本項の記

載は、歳入法、同法に基づく財務省規則ならびにそれらの行政上および司法上の解釈(いずれも本書の日付現

在有効なもの)に基づくものであり、これらの法律等は遡及的に変更される可能性がある。当社記名社債の保

有希望者は各自、当社記名社債の取得、所有または処分に関連する米国連邦税法上の取扱いおよび州、地方

または米国外の税法上の取扱いに関し、それぞれの税務顧問に相談されたい。

現行の米国連邦所得税法および相続税法上の取扱いは下記の通りである(バックアップ源泉徴収税および

FATCAに関する以下の記載を参照。)。

(a) 当社またはその支払事務取扱者が当社記名社債の非米国人保有者に支払う元利金(当初発行割引を含

む。)については、米国連邦所得税法上、(i)当該保有者の実際の所有割合または所有しているとみなさ

れる割合が当社のあらゆる種類の株式の議決権総数の10パーセント未満であり、(ii)当該保有者が株式

の所有を通じて当社と直接的にまたは構造上関連のある被支配外国法人ではなく、(iii)当該保有者

が、歳入法第881条(c)(3)(A)に記載される利子所得を受領する銀行ではなく、かつ(iv)証明義務が後述

のとおり実施済みである場合には、米国連邦源泉徴収税を免除される。

証明義務　上段に記載する証明義務は、非米国人保有者(または非米国人保有者に代わって当社記名

社債を保有する金融機関)がIRS様式W-8BENまたはその他の適切な様式(非米国人保有者が、自己を米

国人でないと偽証した際に罰則が適用される条件で保証を行うもの)を該当の源泉徴収代理人に提出

することによって充足される。

(b) 当社記名社債の非米国人保有者が当社記名社債の売却、交換または消却に伴い実現した利益について

は、(i)一定の例外を除き、同人が当社記名社債を処分した課税年度中の米国内滞在延べ日数が183日以

上に及ぶ個人である場合、(ii)かかる処分益が同人の米国内での取引もしくは事業と実質的な関連があ

る場合、または(iii)同人が米国の市民もしくは居住者であった一定の者に適用される米国連邦所得税

法の規定に基づく課税対象である場合を除き、米国連邦所得税を課されることはない。
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(c) 非米国人保有者の米国内での取引または事業と実質的に関連する(かつ、適用ある租税条約上要求され

る場合には、非米国人保有者の米国内の恒久的施設に帰属する)、当社記名社債の利子所得または利益

については、米国市民、居住外国人および米国法人に適用される税率で課税される。米国法人ではない

法人が受領した実質的に関連する利子所得または利益についても、一定の状況により、30パーセントま

たは適用ある租税条約によって指定されるより低率での「支店収益税」が追加で課税される。

(d) 米国連邦相続税法上、死亡時に米国の居住者または市民のいずれでもなかった個人が保有していた当

社記名社債については、同人の実際の所有割合または所有しているとみなされる割合が当社のあらゆる

種類の株式の議決権総数の10パーセント未満であり、かつ同人の死亡時において当社記名社債に関連す

る支払いが同人の米国内での取引または事業と実質的な関連のないものであった場合、米国連邦相続税

を課されることはない。

当社記名社債に関する利息の支払いとの関連で、IRSに対し情報申告書を提出する予定であり、また売却、

交換その他の処分の代り金の支払いに関しても提出する場合がある。非米国人保有者は、自己が米国連邦所

得税の課税目的上米国人ではないと立証するための証明手続に従わない場合、またはその他、適用除外を立

証しない場合は、支払いを受ける金額に関してバックアップ源泉徴収税に服する場合がある。上記の証明手

続を遵守することにより、バックアップ源泉徴収税を回避するために必要な証明義務が充足される。非米国

人保有者に対する支払いから生ずるバックアップ源泉徴収税額は、非米国人保有者の米国連邦所得税債務に

対する税額控除を認められ、IRSに必要情報を適時に提供することによりその還付を受けることができる場合

がある。

当社記名社債の非米国人保有者は、各自の状況に応じて報告義務およびバックアップ源泉徴収税の適用の

有無、免税の可否ならびに免税を得られる可能性がある場合はそのための手続につき、御自身の税務顧問に

相談されたい。バックアップ源泉徴収税に関する規則上、非米国人保有者への支払額から源泉徴収された金

額は、同人の米国連邦所得税債務に対する税額控除を認められ、IRSに必要情報を適時に提供することにより

その還付を受けることができる場合がある。

 

FATCA

FATCAに基づき、米国源泉の利息および米国の債務の売却その他の処分による手取金の支払いには、各種の

米国の情報報告・適正評価義務が充足されていない限り、概ね30パーセントの源泉徴収税が課される。上述

したIRS様式W-8BENまたはその他の適切な様式の提出義務に追加されるFATCAの報告・評価義務は、一般に当

該非米国法人に対して有する持分またはこれに開設した口座が米国人の所有であるか否かの判断に関連す

る。源泉徴収(適用ある場合)は、当社記名社債に係る利息の支払いに適用され、2016年12月31日以降に行わ

れる処分については、当社記名社債の処分(消却による場合を含む。)による手取金の総額の支払いにも適用

される。源泉徴収が求められる場合、モルガン・スタンレーは、源泉徴収額に関し追加額の支払いを要求さ

れない。日本と米国の間では、当社記名社債を保有する日本法人に対するFATCAの適用方法および適用の有無

に影響を及ぼす可能性のあるこれらの事項について政府間協定が締結されている。投資予定者は、FATCAに関

して税務顧問から助言を得るべきである。
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(ii) 日本における課税上の取扱い

日本国の居住者または日本国の法人が支払いを受ける当社記名社債の利息は、日本国の租税に関する現行

法令の定めるところにより課税対象となる。なお当社記名社債の譲渡によって生じる所得については、その

譲渡人が法人である場合は益金となるが、個人である場合には一定の例外を除いて日本国の租税の対象とさ

れない。上記にかかわらず、日本の居住者である個人が2016年１月１日以降に当社記名社債を売却した場

合、その売却益は日本の課税に服する。

 

(3) 米国連邦所得税上で無記名式で発行される円貨社債

(i) 当社無記名社債の米国における課税上の取扱い

以下は、2012年３月18日以前に発行された、下記に記載する「当社無記名社債」の課税上の取扱いのみを

検討対象としている。そのため、下記において検討される場合を除き、特に「社債、株式等の振替に関する

法律」(平成13年法律第75号)(「振替法」)に従って発行され、またはその他同法の適用を受けているか受け

ることとなり、あるいはその他米国連邦所得税上で「記名式」の債務とみなされる当社の負債証券には適用

されない。

本書において、「当社無記名社債」とは、米国連邦所得税の観点からは当社の債務として扱われ、「偶発

的な利息」についての定めがなく、株式またはその他一切の当社の義務に転換できず、かつ米国連邦所得税

上「記名式」の債務とみなされない、当社が無記名式で発行するか、またはその条件により保有者の選択で

満期前のいつでも無記名式に転換することが許容される一切の社債を意味する。下記は、米国連邦所得税法

上、(i)非居住外国人、(ii)外国法人、または(iii)純額ベースでの所得が米国連邦所得税の対象とならない

遺産もしくは信託である実質所有者(「非米国人保有者」)による当社無記名社債の取得、所有および処分に

関する米国連邦の所得税の概要である。ここでは、国外居住米国人等の特定の保有者に関する具体的な事実

や状況は考慮せず、また州、地方もしくは米国外の税法に基づく当社無記名社債の非米国人保有者の取扱い

についてや投資収益に対する高齢者・障害者医療保険税の結果についても言及しない。本項の記載は、歳入

法、同法に基づく財務省規則ならびにそれらの行政上および司法上の解釈(いずれも本書の日付現在有効なも

の)に基づくものであり、これらの法律等は遡及的に変更される可能性がある。当社無記名社債の保有希望者

は各自、当社無記名社債の取得、所有または処分に関連する米国連邦税法上の取扱いおよび州、地方または

米国外の税法上の取扱いに関し、それぞれの税務顧問に相談されたい。

現行の米国連邦所得税法および相続税法上の取扱いは下記の通りである(バックアップ源泉徴収税に関する

以下の記載を参照。)。
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(a) 当社またはその支払事務取扱者が当社無記名社債の非米国人保有者に支払う元利金(当初発行割引を含

む。)については、米国連邦所得税法上、(i)当該保有者の実際の所有割合または所有しているとみなさ

れる割合が当社のあらゆる種類の株式の議決権総数の10パーセント未満であり、(ii)当該保有者が株式

の所有を通じて当社と直接的にまたは構造上関連のある被支配外国法人ではなく、(iii)当該保有者

が、歳入法第881条(c)(3)(A)に記載される利子所得を受領する銀行ではなく、かつ(iv)当社無記名社債

の募集、売出し、販売および交付が下記「当社無記名社債の発行に対する制限」に記載する米国の連邦

所得税に関する一定の手続に従って行われた場合には、米国連邦源泉徴収税を免除される。

(b) 当社無記名社債の非米国人保有者が当社無記名社債の売却、交換または消却に伴い実現した利益につ

いては、(i)一定の例外を除き、同人が当社無記名社債を処分した課税年度中の米国内滞在延べ日数が

183日以上に及ぶ個人である場合、(ii)かかる処分益が同人の米国内での取引もしくは事業と実質的な

関連がある場合、または(iii)同人が米国の市民もしくは居住者であった一定の者に適用される米国連

邦所得税法の規定に基づく課税対象である場合を除き、米国連邦所得税を課されることはない。

(c) 非米国人保有者の米国内での取引または事業と実質的に関連する(かつ、適用ある租税条約上要求され

る場合には、非米国人保有者の米国内の恒久的施設に帰属する)、当社無記名社債の利子所得または利

益については、米国市民、居住外国人および米国法人に適用される税率で課税される。米国法人ではな

い法人が受領した実質的に関連する利子所得または利益についても、一定の状況により、30パーセント

または適用ある租税条約によって指定されるより低率での「支店収益税」が追加で課税される。

(d) 米国連邦相続税法上、死亡時に米国の居住者または市民のいずれでもなかった個人が保有していた当

社無記名社債については、同人の実際の所有割合または所有しているとみなされる割合が当社のあらゆ

る種類の株式の議決権総数の10パーセント未満であり、かつ同人の死亡時において当社無記名社債に関

連する支払いが同人の米国内での取引または事業と実質的な関連のないものであった場合、米国連邦相

続税を課されることはない。

原則として、当社無記名社債を満期前に売却した場合の売却益に関し、米国外のブローカーによる売却の

場合に限り、バックアップ源泉徴収税または情報報告義務を課されることはない。米国内のブローカーによ

る売却の場合には、かかる売却がバックアップ源泉徴収税または情報報告義務を回避するためには一定の書

類提出要件を満たさなければならない。

当社無記名社債の非米国人保有者は、各自の状況に応じて報告義務およびバックアップ源泉徴収税の適用

の有無、免税の可否ならびに免税を得られる可能性がある場合はそのための手続につき、御自身の税務顧問

に相談されたい。バックアップ源泉徴収税に関する規則上、非米国人保有者への支払額から源泉徴収された

金額は、同人の米国連邦所得税債務に対する税額控除を認められ、IRSに必要情報を適時に提供することによ

りその還付を受けることができる場合がある。
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当社無記名社債の発行に対する制限

米国の連邦所得税に関する法令に従い、当社無記名社債は、米国財務省規則1.163-5(c)(2)(i)(D)またはそ

の後継規則により別段の許可が得られた場合を除き、直接的にも間接的にも、米国内もしくは米国領内でま

たは米国人に対して売り出されもしくは募集、販売、再販売または交付が許容されることはなかった。当社

無記名社債の募集に参加する引受人は、当社無記名社債の当初の発行に関連して、または制限期間(米国財務

省規則1.163-5(c)(2)(i)(D)(7)に定義されている。)(「制限期間」)中、上記の適用ある米国財務省規則によ

り許容されている場合を除き、直接的にも間接的にも、米国内もしくは米国領内でまたは米国人に対して当

社無記名社債の売出しもしくは募集、販売、再販売または交付をしない旨を誓約した。

さらに、引受人は、当社無記名社債の販売に直接的に携わる従業員または代理人に、当社無記名社債の売

出しもしくは募集、販売、再販売または交付に対する上記の制限を周知させる合理的な手続を完備するよう

要求された。

発行体が米国財務省規則1.163-5(c)(2)(i)(D)(3)(i)に従い署名のある証明書または米国財務省規則1.163-

5(c)(2)(i)(D)(3)(ii)に定める電子的手段による証明書を受領している場合を除き、当社無記名社債が米国

財務省規則1.163-5(c)(2)(i)(D)(3)(iii)に定める要件を満たしていないときは、当社無記名社債およびその

利札が交付されることはなく、それらに利子が支払われることもない。上記の証明書には、その作成日現

在、当社無記名社債が以下のいずれかに該当する旨の記載が含まれるものとする。

・所有者が米国人ではないこと。

・所有者が米国財務省規則1.163-5(c)(2)(i)(D)(6)に定める米国人であること。

・所有者が制限期間中に当社無記名社債を再販売することを目的としている米国または外国の金融機関であ

ること。当社無記名社債の所有者が本項の記載に該当する米国または外国の金融機関である場合(前２項の

いずれかにも該当するか否かを問わない。)、当該金融機関は、直接的または間接的に米国人または米国内

もしくは米国領内の者に対して当社無記名社債を再販売する目的で当社無記名社債を取得したのではない

ことを証明する。

上記財務省規則により許容されている場合を除き、当社無記名社債に対する支払いは、米国外および米国

領外でのみ行われる。

当社無記名社債(仮包括社債券を除く。)および当社無記名社債とともに発行された利札には、「当社無記

名社債の米国人保有者は、米国連邦所得税法上の制限(内国歳入法第165条(j)および第1287条(a)に定める制

限を含む。)に服するものとする」という文言が英文で記載されている。この文言が言及している条項は、米

国人は当社無記名社債の販売、交換または償還により実現した損益について、損失の控除を認められず、利

益に関しキャピタル・ゲインとしての取扱いを受けることができない(例外もある。)と規定している。
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本項における「米国人」とは、(i)米国連邦所得税法上の米国の市民または個人居住者、(ii)米国法、米国

の州法またはコロンビア特別区の法律に基づいて設立または組織された法人またはパートナーシップ(米国連

邦所得税法上、法人またはパートナーシップとみなされる組織体を含む。)、(iii)所得がその源泉を問わ

ず、米国連邦所得税法に服する遺産、または(iv)米国内の裁判所が運用について一次的な監督権を有し、か

つ１名または複数の米国人が重要な決定のすべてを行う権限を有する信託を意味する。「米国人」にはさら

に、1996年８月20日より前まで米国人とみなされており、かつ引き続き米国人としての取扱いを受けること

を選択した信託も含まれるものとする。

 

(ii) 振替社債に移行された当社無記名社債の米国における課税上の取扱い

IRS通達第2006-99号により、2007年１月１日より前に米国財務省規則1.163-5(c)(2)(i)(D)(上記(i)「当社

無記名社債の米国における課税上の取扱い―当社無記名社債の発行に対する制限」参照。)に従って発行さ

れ、振替法に基づき振替社債に移行された当社無記名社債は、米国連邦所得税の課税目的上は、満期まで引

き続き当社無記名社債として扱われる。かかる社債の取扱いについては、上記(i)「当社無記名社債の米国に

おける課税上の取扱い」参照。

 

(iii) 日本における課税上の取扱い

日本国の居住者または日本国の法人が支払いを受ける当社無記名社債の利息は、日本国の租税に関する現

行法令の定めるところにより課税対象となる。なお当社無記名社債の譲渡によって生じる所得については、

その譲渡人が法人である場合は益金となるが、個人である場合には一定の例外を除いて日本国の租税の対象

とされない。上記にかかわらず、日本の居住者である個人が2016年１月１日以降に当社無記名社債を売却し

た場合、その売却益は日本の課税に服する。

 

４ 【法律意見】

当社の秘書役補佐兼カウンセルにより、下記の趣旨の法律意見が提出されている。

(i) 当社は、デラウェア州法に基づいて設立され有効に存続している。

(ii) 本書第一部 第１「本国における法制等の概要」における米国法およびデラウェア州法に関する記載は、

３「課税上の取扱い」を除き、そのあらゆる重要な点において正確である。

また、税務上の問題に関する当社の米国法の法律顧問であるデービス・ポーク・アンド・ウォードウェル法律

事務所により、下記の趣旨の法律意見が提出されている。

(i) 本書第一部 第１ ３「課税上の取扱い」の記載は、米国の連邦所得税関連法に関する限り、そのあらゆる

重要な点において正確である。
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第２ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

以下の抜粋財務データは、2015年３月２日にSECに提出した当社の2014年12月31日終了年の様式10-Kによる年次

報告書(「2014年様式10-K」)からの抜粋である。

 

モルガン・スタンレー

抜粋財務データ

 2014年  2013年  2012年  2011年  2010年  

損益計算書データ(単位：百万ドル)：           

収益：           

非金利収益合計 32,540 31,715 26,383 31,953 30,407 

　受取利息 5,413 5,209 5,692 7,234 7,288 

　支払利息 3,678 4,431 5,897 6,883 6,394 

　　純利息 1,735 778 (205) 351 894 

　　　純収益 34,275 32,493 26,178 32,304 31,301 

非金利費用：           

　人件費 17,824 16,277 15,615 16,325 15,860 

　その他 12,860 11,658 9,967 9,792 9,154 

　　非金利費用合計 30,684 27,935 25,582 26,117 25,014 

法人所得税計上前継続事業利益 3,591 4,558 596 6,187 6,287 

法人所得税 (90) 902 (161) 1,491 823 

継続事業利益 3,681 3,656 757 4,696 5,464 

非継続事業(1)：           

　法人所得税計上前非継続事業利益(損失) (19) (72) (48) (170) 600 

　法人所得税 (5) (29) (7) (119) 362 

　　非継続事業利益(損失) (14) (43) (41) (51) 238 

純利益 3,667 3,613 716 4,645 5,702 

　償還可能非支配持分に帰属する純利益(2) ― 222 124 ― ― 

　償還不能非支配持分に帰属する純利益(2) 200 459 524 535 999 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 3,467 2,932 68 4,110 4,703 

優先株配当等 315 277 98 2,043 1,109 

モルガン・スタンレー普通株主に帰属する利益

(損失)(3)
3,152 2,655 (30) 2,067 3,594 

モルガン・スタンレーに帰属する金額：           

　継続事業利益 3,481 2,975 138 4,168 4,478 

　非継続事業利益(損失) (14) (43) (70) (58) 225 

　　モルガン・スタンレーに帰属する純利益 3,467 2,932 68 4,110 4,703 

           

１株当たりデータ(単位：株式数を除き、ドル)：           

基本的普通株式１株当たり利益(損失)(4)：           

　継続事業利益 1.65 1.42 0.02 1.28 2.49 

　非継続事業利益(損失) (0.01) (0.03) (0.04) (0.03) 0.15 

　　基本的普通株式１株当たり利益(損失) 1.64 1.39 (0.02) 1.25 2.64 
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希薄化後普通株式１株当たり利益(損失)(4)：           

　継続事業利益 1.61 1.38 0.02 1.27 2.45 

　非継続事業利益(損失) (0.01) (0.02) (0.04) (0.04) 0.18 

　　希薄化後普通株式１株当たり利益(損失) 1.60 1.36 (0.02) 1.23 2.63 

普通株式１株当たり簿価(5) 33.25 32.24 30.70 31.42 31.49 

普通株式１株当たり宣言済配当 0.35 0.20 0.20 0.20 0.20 

流通普通株式の平均株式数(3)           

　基本的 1,923,805,397 1,905,823,882 1,885,774,276 1,654,708,640 1,361,670,938 

　希薄化後 1,970,535,560 1,956,519,738 1,918,811,270 1,675,271,669 1,411,268,971 

           

貸借対照表およびその他の営業データ

(単位：利益率を除き、百万ドル)：
          

　トレーディング資産 256,801 280,744 267,603 275,353 306,746 

　ローン(6) 66,577 42,874 29,046 15,369 10,576 

　総資産 801,510 832,702 780,960 749,898 807,698 

　総預金 133,544 112,379 83,266 65,662 63,812 

　長期借入債務 152,772 153,575 169,571 184,234 192,457 

　モルガン・スタンレー株主資本 70,900 65,921 62,109 62,049 57,211 

　平均普通株主資本利益率(7) 4.8％ 4.3％ N/M 3.8％ 9.0％
 

 

N/M ― 数値が僅少であることを表す。

(1) 過去の期間の数値は、非継続事業に関して再計算している。非継続事業に関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務

諸表の注記１参照。

(2) 当社とシティグループ・インクとの個人向け証券合弁事業(「ウェルス・マネジメントJV」)の所有権(2013年６月28日以降100パーセン

ト、2012年９月17日以降65パーセントおよび2009年５月31日以降51パーセント)に関するものを含む。(第６「経理の状況」１「財務書

類」連結財務諸表の注記３参照。)。

(3) 基本的および希薄化後普通株式１株当たり利益(損失)の算出基準となる金額。

(4) 基本的および希薄化後普通株式１株当たり利益(損失)の計算については、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記16参

照。

(5) 普通株式１株当たり簿価は、普通株主資本(2014年12月31日現在64,880百万ドル、2013年12月31日現在62,701百万ドル、2012年12月31日

現在60,601百万ドル、2011年12月31日現在60,541百万ドルおよび2010年12月31日現在47,614百万ドル)を流通普通株式数(2014年12月31

日現在1,951百万株、2013年12月31日現在1,945百万株、2012年12月31日現在1,974百万株、2011年12月31日現在1,927百万株および2010

年12月31日現在1,512百万株)で除して得られる。

(6) 投資目的保有ローンおよび売却目的保有ローンを含み、当社の連結貸借対照表上のトレーディング資産に含まれる公正価額のローンを除

く金額(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記８参照。)。

(7) 平均普通株主資本利益率の計算は、モルガン・スタンレーに帰属する純利益から優先配当を差し引いた額の平均普通株主資本に対する

割合を用いる。平均普通株主資本利益率は、一般に公正妥当と認められる会計原則によらない財務評価であり、当社はこれを、業績の

評価にあたって当社および投資家が用いるのに有用な手段であると捉えている。
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２ 【沿革】

(1) 沿革

モルガン・スタンレーは、法人、政府機関、金融機関および個人を含む広く多様な取引先および顧客のグルー

プに対し、各子会社および関連会社を通じて商品とサービスを提供するグローバルな金融サービス会社である。モ

ルガン・スタンレーは当初、デラウェア州法に基づき1981年に設立され、前身会社の設立は1924年に遡る。当社は

1956年銀行持株会社法(その後の改正を含み、「銀行持株会社法」)に基づく金融持株会社であり、米国連邦準備制

度理事会(「FRB」)の規制に服している。当社はニューヨーク市内および同市周辺に所在する各本部、米国全域の

地方事務所および支店ならびにロンドン、東京、香港およびその他世界の金融センターにおける主要な事務所を拠

点に事業を遂行している。2014年12月31日現在の全世界における当社の従業員数は55,802名であった。

 

(2) 日本における活動

モルガン・スタンレーは、1971年に東京駐在員事務所を開設し、1984年以来、日本国内で証券業務、投資銀行

業務および資産運用業務を行っている。

モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッドは、従前は外国証券会社として登録されていたが、2006年３月

31日の営業終了後にその事業および権利義務の一切をモルガン・スタンレー証券株式会社(「MSJS」)に譲渡し

た。2006年４月１日から2010年４月30日まで、MSJSは日本の株式会社として証券業登録を受け業務を行った。

2010年５月１日付けで、当社および株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ(「MUFG」)は日本における証券業

務を統合し、モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社(従前の商号はMSJS。「MSMS」)および三菱UFJモルガン・ス

タンレー証券株式会社(従前の商号は三菱UFJ証券株式会社(「MUS」)。「MUMSS」。MSMSと総称して「本合弁事

業」)の２社に対する共同出資を通じた合弁事業を開始した。かかる合弁事業を行うに当たり、MSJSのインベスト

メント・バンキング部門はMUSのインベストメント・バンキング部門に統合されている。MUFGは、日本でMUSが

行っていた投資銀行業務、ホールセール業務および個人向け証券業務をMUMSSに拠出した。MSMSは、日本で行って

いた販売・トレーディング業務およびキャピタル・マーケッツ業務を継続する。本合弁事業に対するそれぞれの

拠出およびMUFGの当社に対する現金230億円(247百万ドル)の支払後、当社は本合弁事業に対する経済的出資持分

比率の40パーセントを、MUFGは本合弁事業に対する経済的出資持分比率の60パーセントを所有している。MUMSSに

対する当社およびMUFGの議決権はそれぞれ40パーセントと60パーセントであるが、当社およびMUFGがMSMSに対し

て有する議決権は、それぞれ51パーセントおよび49パーセントである。当社は引き続き要約連結財務諸表上で

MSMSを連結し、2010年５月１日以降、MUMSSに対する持分を法人・機関投資家向け証券業務の持分法投資として計

上している。2015年および2014年３月31日に終了した四半期において、当社はMUMSSに対する当社の40パーセント

の持分に起因して、要約連結貸借対照表のその他の収益にそれぞれ69百万ドルおよび58百万ドルの利益を計上し

た。MUMSSはMUFGの連結子会社である。MSMSは、企業・機関投資家を対象とした有価証券の販売・トレーディング

業務など幅広い金融サービスを提供している。MSMSは株式会社東京証券取引所、株式会社大阪取引所および株式

会社東京金融取引所の取引参加者資格を有している。
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モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント株式会社(「MSIMJ」)は、1987年に投資顧問業の登録

および投資一任業務の認可を取得し、1995年に投資信託委託業務の免許を取得し、日本国内で資産運用業務を

行っている。MSIMJは、投資運用業に係る事業の一部である、日本株式運用戦略全般および外国株式パッシブ運用

戦略全般に係る事業、ならびにハイ・イールド債券運用戦略の運用商品およびグローバル・バリュー・エクイ

ティ戦略の運用商品に係る事業を、2010年７月５日付けでインベスコ投信投資顧問株式会社に譲渡した。

 

３ 【事業の内容】

以下の情報は、2014年様式10-Kおよび2015年５月４日にSECに提出した2015年３月31日終了四半期の様式10-Qに

よる四半期報告書(「2015年第１四半期様式10-Q」)を出典としている。

 

概説

モルガン・スタンレーは金融持株会社であり、法人・機関投資家向け証券業務、ウェルス・マネジメント業

務および投資運用業務のいずれの事業セグメントにおいても、市場で重要な地位を維持するグローバルな金融

サービス会社である。モルガン・スタンレーは、法人、政府機関、金融機関および個人を含む広く多様な取引

先および顧客に対し、各子会社および関連会社を通じて広範な商品とサービスを提供している。文脈により別

の解釈が必要な場合を除き、「モルガン・スタンレー」または「当社」とは、モルガン・スタンレー(「親会

社」)とその連結子会社を指す。

当社の各事業セグメントの業務の概要は次のとおりである。

 

法人・機関投資家向け証券業務

ファイナンシャル・アドバイザリーおよび資本調達サービスを提供する。これには、合併および買収、

リストラクチャリング、不動産金融ならびにプロジェクト・ファイナンスに関する助言の提供、法人貸

付、株式、債券およびこれらの関連商品(外国為替およびコモディティ等)の販売、トレーディング、資金

調達およびマーケット・メイク、ならびに投資活動等が含まれる。

 

ウェルス・マネジメント業務

個人投資家や中小規模の事業者および機関に対して、各種の投資手段、資産運用・財形プランニング業

務、年金およびその他の保険商品、クレジットその他の貸付商品、キャッシュ・マネジメント業務、なら

びに退職関連業務等の仲介・投資助言業務を提供し、また主として顧客による債券のトレーディングや投

資を促進する、債券のトレーディングを行う。

 

投資運用業務

法人・機関投資家および仲介機関、ならびに個人富裕層顧客全般にわたる各種の顧客グループに対し、

各地域、各資産クラスおよび各公開・未公開市場でのリスク／リターン分布に及ぶ多岐にわたる投資戦略

を提供する。
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カンターム

2014年３月27日、当社は、カナダに２つの流通ターミナルを有する石油製品共同保管ターミナル運営会

社であるカンターム・カナディアン・ターミナルズ・インク(「カンターム」)の売却取引を完了した。当

社のカンタームへの継続関与の度合いを踏まえ、カンタームの業績は、対象期間すべてに関して当社の法

人・機関投資家向け証券業務の継続事業の一部として報告されている。売却益は約45百万ドルであった。

 

監督および規制

当社は大手金融サービス会社として、米国の連邦および州の規制当局および証券取引所、ならびに当社が事

業を行う各主要市場の規制当局および取引所による幅広い規制に従っている。また2007年から2008年に生じた

金融危機に関して、米国および世界各地の立法・規制当局は広範にわたる改革をすでに導入し、継続的に提案

し、または目下その導入・確定・実施過程にあり、この改革により、当社に対する規制および当社が事業を遂

行する方法に大きな変化がもたらされている。この改革には、ドッド・フランク法、バーゼル銀行監督委員会

(「バーゼル委員会」)により採択されたリスクベース資本、レバレッジおよび流動性基準(バーゼルIIIを含

む。)ならびに米国におけるこれらの基準の実施のほか、米国およびその他の地域において整備されつつある新

たな破綻処理制度が含まれる。かかる改革の一部はすでに発効しているが、なお最終規則の制定や経過期間の

満了を待っているものもある。

米国内および当社が事業を行う他の市場のいずれにおいても、大手金融機関に対する規制には2015年以降さ

らに重大な変更があるとみられているが、かかる変更による将来の特定の期間における当社の事業、財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローへの影響について正確に予測することは依然困難となっている。

 

金融持株会社

連結監督制度

当社は2008年９月以来、銀行持株会社法に基づき銀行持株会社および金融持株会社として事業を運営し

ている。当社は銀行持株会社として、FRBによる包括的な連結ベースの監督、規制および調査に従ってい

る。ドッド・フランク法により、FRBも、当社の子会社すべてに関して調査を行い、規制を定め、措置を講

ずる強化された権限を取得した。特に、ドッド・フランク法が施行されることで、当社は(とりわけ)大幅

に改定・拡張された規制監督、当社の事業および事業拡大計画に対する集中的な調査の強化、新規取引に

対する制限、自己資本および流動性要件を引き上げるシステミック・リスク管理体制、ドッド・フランク

法によって加わった「ボルカー・ルール」と称される銀行持株会社法の一節により課される新規の取引・

投資規制、ならびに新たな包括的なデリバティブ規制に従っており、または今後従わなければならなくな

る。さらに、消費者金融保護局は、当社および当社の子会社に対し、連邦消費者保護法が適用される範囲

で、同法に係る規則を制定し、実施し、調査する主要な権限を有している。
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許可された取引の範囲

銀行持株会社法は、銀行持株会社および金融持株会社の業務に制限を課すとともに、FRBに対して当社

の業務遂行能力を制限する権限を付与している。当社は、米国内および米国外のいずれにおいても、一定

の銀行業務その他の金融業務に従事する際には事前にFRBの承認を取得しなければならない。当社は、銀行

持株会社となって以降、一定の不適合資産を処分し、一定の取引については銀行持株会社法の要件に適合

させた。

加えて、銀行持株会社法により、「コモディティおよび原資産である現物資産のトレーディング、販売

または投資に関連した取引」についても適用除外が認められているため、当社はコモディティ取引に関し

てFRBと協議を続けており、これには、当社が「アメリカ合衆国において1997年９月30日現在かかる取引の

いずれか」に従事していたこと、および当社の合理的な統制の範囲内にある他の一定の条件が充足されて

いることが条件となる。当社のコモディティ取引のいずれかが銀行持株会社法の適用除外に適合していな

かったとFRBが判断した場合、当社は、本来的に銀行持株会社法に適合しないかかる取引を処分するよう求

められるおそれがある。当社は、現時点においては、適用法の解釈に基づき、(i)かかるコモディティ取引

については銀行持株会社法の適用除外が認められるか、その他により同法に準拠し、また(ii)FRBが別段の

判断をしたとしても、取引の処分を義務付けられることにより当社の財政状態に重大な悪影響が及ぶこと

はないと考えている。FRBは2014年１月に金融持株会社の現物コモディティ取引および非金融会社に対する

自己資金投資に関する一定の事項について規則作成先行公示を公表した後、かかる取引および投資に伴う

リスクに対処するために講じうる追加的な資本要件、リスク管理要件および報告要件等の各種の措置につ

いて検討中である旨表明し、これらの事項に係る規則作成正式公示を2015年中に公表する意向である旨示

唆した。

 

ボルカー・ルールに基づく取引の制限

2013年12月、米規制当局は、ボルカー・ルールを実施するための最終規則を公表した。ボルカー・ルー

ルにより、当社や当社の関連会社等の「銀行事業者」は、同条項に定義する「自己勘定取引」のうち一定

の対象取引に従事することを徐々に禁じられるが、引受業務、マーケット・メイク関連業務、リスク軽減

を目的としたヘッジその他一定の業務は適用除外となる。またボルカー・ルールにより、銀行事業者は、

一定の投資およびボルカー・ルールに定義する「カバード・ファンド」との関係を再編または解消するよ

う求められるが、一定の適用除外および免除に従う。銀行事業者は、2015年７月21日までにすべての取引

および投資をボルカー・ルールに適合させなければならないが、かかる期限は一定期間延長される。ま

た、ボルカー・ルールは、銀行事業者に対して、同条項に基づく規制の遵守を確保し、遵守状況を監視す

るよう設計された包括的なコンプライアンス体制を整備するよう求めている。
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ボルカー・ルールはさらに、銀行持株会社のティア１資本からカバード・ファンドを対象とする一定の

投資について一定の控除を行うことを義務付けている。かかる控除は現時点では適用されていないが、い

ずれにしても、管轄規制当局による後述の米国バーゼルIIIに基づく資本要件に合致させる必要がある。

当社は、ボルカー・ルールを遵守するために必要なコンプライアンス体制の整備に向けた施策を講じて

いる。新たな枠組みが複雑であることから、ボルカー・ルールによる影響の全体像は依然として不透明で

あり、最終的には、監督責任を負う５つの規制機関の解釈および実施状況に左右されることとなる。

 

資本および流動性の基準

FRBは当社に対して資本要件を設定し、当社がこの要件を遵守しているかを評価する。米国通貨監査局

(「OCC」)は、モルガン・スタンレー・バンク・エヌ・エイ(「MSBNA」)およびモルガン・スタンレー・プ

ライベート・バンク・ナショナル・アソシエーション(「MSPBNA」)(総称して「米国銀行子会社」)につい

ても同様の資本要件および基準を設定している。

当社および当社の米国銀行子会社に適用される現行のリスクベース資本およびレバレッジ資本の枠組み

は、バーゼル委員会によって定められ、一部を米銀行監督機関が変更した、バーゼルIII資本基準(「米国

バーゼルIII」)に準拠している。当社および当社の米国銀行子会社は、2014年１月１日より米国バーゼル

IIIの適用を受けている。米国バーゼルIIIのうち、リスクベースの資本比率の最低要件、新たな資本バッ

ファー、一定の資本控除項目および調整項目等の規制は、今後数年をかけて段階的に実施される。当社お

よび当社の米国銀行子会社は、2014年１月１日までは、米銀行規制当局の米国バーゼルI準拠規則(一般に

「バーゼル2.5」と称される、バーゼル委員会による市場リスク資本の枠組みの改定の実施規則による補足

を含み、「米国バーゼルI」)を用いて自己資本比率を計算していた。

自己資本の質・量を向上させることを目指す米国バーゼルIIIにより、新たな資本ティアとして普通株

式等ティア１資本が設定され、最低限必要とされるリスクベースの資本比率が引き上げられ、かかる最低

限の比率に上乗せされる資本バッファーが定められ、自己資本調達手段の適格性基準が厳格化され、新た

な自己資本控除項目および調整項目が定められ、カウンターパーティ信用リスク資本要件の引上げ等によ

りリスク加重資産(「RWA」)、すなわち、リスクベースの資本比率の分母の計算方法が変更され、補完的レ

バレッジ比率が導入される。
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米国バーゼルIIIが全面的に実施された場合、当社は、米国バーゼルIIIに基づく最低限の資本比率とし

て、4.5パーセントの普通株式等ティア１資本比率、6.0パーセントのティア１資本比率、8.0パーセントの

総資本比率、4.0パーセントのティア１レバレッジ比率および3.0パーセントの補完的レバレッジ比率の適

用を受けることとなる。当社はまた、米国バーゼルIIIが全面的に実施された場合、2019年までに、2.5

パーセント超の普通株式等ティア１資本保全バッファーと、銀行規制当局によって導入される場合は上限

2.5パーセントの普通株式等ティア１景気変動抑制的資本バッファーの適用を受けることとなる。資本保全

バッファーおよび景気変動抑制的資本バッファー(導入される場合)は、当社のリスクベースの普通株式等

ティア１資本比率、ティア１資本比率および総資本比率のそれぞれに上乗せされる。これらのバッファー

を維持しない場合、当社は、資本の分配(配当の支払いおよび自己株の買戻しを含む。)を行う能力や、業

務執行役員に対して裁量ベースの報酬を支払う能力を制限される。FRBは、当社および同業の金融持株会社

に対し、一般経済情勢や金融持株会社特有の状況、リスクプロフィールおよび成長計画に応じて、法律上

強制される最低水準を大きく上回るリスクベースおよびレバレッジベースの資本比率を維持するよう求め

ることができる。

2015年１月１日以降、当社の米国銀行子会社が米国バーゼルIIIに定める引上げ後の資本要件に基づき

「十分な資本がある」と認められるためには、リスクベースの総資本比率(RWAに対する総資本の割合)を10

パーセント以上に、リスクベースのティア１資本比率を８パーセント以上に、リスクベースの普通株式等

ティア１資本比率を6.5パーセント以上に、ティア１レバレッジ比率(平均連結総資産に対するティア１資

本の割合)を５パーセント以上に、それぞれ維持しなければならない。

さらに、米国バーゼルIIIのもとでは、各ティアの自己資本から新たな項目(非連結金融機関の資本調達

手段に対する一定の投資を含む。)が控除され、現行の規制上の控除項目および調整項目の一部は変更され

るか、または適用を廃止される。これらの資本控除項目の多くは、段階的実施計画の対象となっており、

2018年までに全面的に実施される。売却可能有価証券に係る未実現損益は、段階的実施計画に従い、普通

株式等ティア１資本に反映される。

2014年２月21日、FRBおよびOCCは、当社および当社の米国銀行子会社がそれぞれ、後述の「資本フロ

ア」に従い、2014年第２四半期より、自己のリスクベースの資本比率の計算および公開にあたり、信用リ

スク資本要件の決定については米国バーゼルIIIに基づく先進的内部格付手法を、オペレーショナル・リス

ク資本要件の決定については先進的計測手法(総称して「先進的手法」)を採用することを承認した。当社

は、先進的手法を採用する銀行として、(i)信用RWAおよび市場RWAの計算に標準的手法(「標準的手法」)

を、また(ii)米国バーゼルIIIに基づき信用RWAの計算に先進的内部格付手法を、オペレーショナルRWAの計

算に先進的計測手法を、市場RWAの計算に先進的手法を用いることにより、リスクベースの資本比率を計算

するよう求められる。
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ドッド・フランク法の規定を実施するために、米国バーゼルIIIは、先進的手法を採用する銀行のう

ち、管轄規制当局より試行期間終了の承認を得た当社等に対し、永続的な「資本フロア」を適用する。か

かる資本フロアの適用により、2014年の先進的手法を採用する銀行の拘束力あるリスクベースの資本比率

は、先進的手法に基づき計算された比率と、米国バーゼルI(バーゼル2.5による補足を含む。)によって計

算された比率のうちいずれか低い方の比率とされた。2015年１月１日以降の当社の自己資本比率は、先進

的手法に基づき計算された資本比率と、米国バーゼルIIIに基づく標準的手法に基づき計算された資本比率

のうちいずれか低い方の比率となる。米国バーゼルIIIに基づく標準的手法は、米国バーゼルIに準拠する

RWAの計算方法の一部を変更し、ある種類の資産およびエクスポージャーに対する新たな標準リスク・ウェ

イトを定めている。かかる「資本フロア」はリスクベースの最低資本要件と、資本保全バッファーおよび

景気変動抑制的な資本バッファー(銀行規制当局によって導入される場合)の計算に適用される。当社のリ

スクベースの各資本比率の計算方法は、米国バーゼルIIIに基づく分子および分母の改定が段階的に実施さ

れるに従って、また、当社が先進的手法および標準的手法を用いてRWAを計算するのに伴い、2022年１月１

日までの期間にわたり変更される。現在進行中のかかる方法論の変更の結果、当社が報告する資本比率

が、当社の資本基盤、資産構成、オフ・バランスシートのエクスポージャーまたはリスクプロフィールに

係る変化とは関係なく報告期間毎に変動することとなる可能性がある。

米国バーゼルIIIはまた、当社および当社の米国銀行子会社に対して、補完的レバレッジ比率要件を遵

守するよう義務付ける。同要件は、2014年中に、米銀行規制当局によってバーゼル委員会が定めた基準を

上回る値に引き上げられた。具体的には、当社は2018年以降、資本の分配(配当の支払いおよび自己株の買

戻しを含む。)や業務執行役員に対する裁量ベースの報酬の支払いに対する制限を回避するために、最低限

の補完的レバレッジ比率３パーセントに上乗せして、２パーセント超のティア１補完的レバレッジ資本

バッファー(合計５パーセント超)を維持しなければならない。また、2018年以降に当社の米国銀行子会社

が「十分な資本がある」と認められるためには、６パーセントの補完的レバレッジ比率を維持しなければ

ならない。バーゼル委員会によって採用された改定後のレバレッジ基準に適合させるべく米銀行監督機関

が2014年中に改定した補完的レバレッジ比率の分母は、米国の一般会計原則(「米国GAAP」)に基づく連結

オン・バランスシート資産の平均日次残高から、四半期末時点においてティア１資本から控除される一定

金額と、暦四半期中のデリバティブ(清算集中されるデリバティブおよび売却クレジット・プロテクション

を含む。)、レポ形式の取引およびその他のオフ・バランスシート項目に関連する一定のオフ・バランス

シートのエクスポージャーの平均月末残高を差し引いた金額を基準とする。強化された補完的レバレッジ

比率基準は、当社および当社の米国銀行子会社の双方について、2015年１月１日から開始される四半期毎

の情報公開後、2018年１月１日に発効する予定である。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

 27/611



米国バーゼルIIIはすでに発効しているが、米銀行監督機関およびバーゼル委員会はそれぞれ、当社お

よび当社の米国銀行子会社に適用される自己資本基準を変更することとなる自己資本の枠組みの改定をす

でに提案しているか、提案することを検討している。2014年12月、FRBは、グローバルにシステム上重要な

銀行(「G-SIB」)として特定された米国銀行持株会社に対してリスクベースの資本サーチャージを課す規則

案を公表した。FRBの提案はバーゼル委員会の国際的なG-SIBサーチャージの枠組みに準拠しているが、FRB

が提案する方法は、一般的に、バーゼル委員会の枠組みが求める水準を上回るG-SIBサーチャージにつなが

るものであり、各米国G-SIBの短期のホールセール資金調達への依存度を直接的に考慮する。FRBの提案に

よれば、G-SIBとして特定された銀行持株会社は、２つの方法に基づき自己のG-SIBサーチャージを計算す

ることとなる。１つ目は、当該G-SIBの規模、相関性、地域横断的な活動、代替可能性および複雑性を考慮

した方法で、全体としてはバーゼル委員会によって策定された方法と一致する。２つ目の方法は、同様の

インプットを用いるものの、代替可能性の代わりに短期のホールセール資金調達の利用度を用いるもの

で、全体としてはバーゼル委員会が定める枠組みよりも高いサーチャージが要求される。各G-SIBには、上

記の２つの方法で決定されたサーチャージのうち、いずれか高い方が適用される。FRBの提案によれば、G-

SIBサーチャージは普通株式等ティア１資本を用いて充足されなければならず、資本保全バッファーの延長

として機能する。FRBは、この提案によりG-SIBサーチャージは各G-SIBのRWAの1.0パーセントから4.5パー

セントまでの範囲になると見積っている。FRBの提案は、2016年１月１日から2019年１月１日までの間に段

階的に実施される。

バーゼル委員会は現在、バーゼルIIIの枠組みの各種規定の改定を検討している最中であるが、かかる

改定が米銀行監督機関によって採用された場合、米国バーゼルIIIの大幅な改定につながる可能性がある。

特に、バーゼル委員会は、取引相手方の信用リスク・エクスポージャーの新たな計算手法として、カウン

ターパーティ信用リスク・エクスポージャーの計測に係る標準的手法(「SA-CCR」)を確立し、証券化に係

る資本要件を定める改定後の枠組みを最終決定するとともに、各種の自己資本基準の改定を提案してい

る。いずれについても、かかる改定後の基準が当社および当社の米国銀行子会社に及ぼす影響は不透明で

あり、米銀行監督機関による今後の規則制定に左右される。

米銀行監督機関およびバーゼル委員会は、資本規制に加えて、流動性基準をすでに採用し、または現在

検討している。バーゼル委員会は、流動性リスクの管理に用いる２つの基準として流動性カバレッジ比率

(「LCR」)および安定調達比率(「NSFR」)を定めた。LCRは、銀行に対して、30暦日間にわたって継続する

厳しいストレスに起因した現金アウトフロー純額の合計の100パーセント以上に相当する金額の高品質の流

動性資産を維持することを義務付ける。
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2014年９月、米銀行規制当局は、米国においてLCRを実施するための最終規則(「米国LCR」)を公表し

た。米国LCRは、当社および当社の米国銀行子会社に適用される。米国LCRは、一定の側面においてはバー

ゼル委員会が定めたLCRよりもさらに厳格な内容となっている。これは、米国LCRが、高品質の流動性資産

として適格な債券および持分証券の定義を全般的に狭義化するとともに、30日のストレス期間中の現金ア

ウトフロー純額の計算の方法および前提を変更し、マチュリティ・ミスマッチ・アドオンを導入し、2016

年12月31日に終了する、バーゼル委員会のLCRよりも短い２年間の段階的実施期間を定めているためであ

る。加えて、米国LCRにより、銀行は、３営業日連続で米国LCRの最低要件を維持することができなかった

場合、自らを管轄する主要な連邦銀行監督機関に対して流動性遵守計画の提出を義務付けられる。2015年

１月１日以降、当社および当社の米国銀行子会社は、最低80パーセントの米国LCRを維持するよう求められ

ている。この最低要件は、2016年１月１日より90パーセントに引き上げられ、2017年１月１日には全面実

施に伴い100パーセントに引き上げられる。当社および当社の米国銀行子会社は、2015年１月１日から６月

30日までの期間中は月次ベースでそれぞれのLCRを計算しなければならず、2015年７月１日以降は営業日毎

の計算を求められる。

NSFRは、安定的な資金調達の必要額に対する安定的な資金調達の利用可能額の比率と定義される。この

基準は、将来の資金調達ストレスのリスクを軽減するために、十分に安定的な資金調達源を利用して事業

資金を調達することを銀行に義務付けることによって、１年間にわたって資金調達リスクを軽減すること

を目的とする。2014年10月、バーゼル委員会は、当初の2010年12月版NSFRの改訂内容を確定した。米銀行

監督機関は、米国におけるNSFRの実施案を公表するものとみられている。当社は、引き続きNSFRならびに

NSFRが当社の現行の流動性および資金調達需要に及ぼす潜在的な影響の評価を行っている。

第３「事業の状況」７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析―流動性および資本

の源泉―バーゼル流動性枠組み」および「―自己資本規制」も参照。

 

資本計画、ストレステストおよび配当

ドッド・フランク法に従い、FRBは、当社をはじめとする大手銀行持株会社について、資本計画および

ストレステスト要件を導入した。かかる要件は、FRBの年次の包括的資本分析とレビュー(「CCAR」)の枠組

みの一環をなしている。FRBの資本計画規則に基づき、当社は、FRBに対して、当社およびFRBが策定した別

個のストレステストの結果を考慮した年次の資本計画を提出しなければならない。
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資本計画には、９四半期の計画期間にわたる、債務商品や株主資本商品の発行、資本の分配(配当の支

払いまたは株式の買戻し等)、および銀行持株会社の連結資本に影響を及ぼすとFRBが判断した同様の行為

を含む一切の資本行為の計画の詳細を含めなければならない。資本計画には、銀行持株会社が規制上の最

低資本比率(計画期間にわたって段階的に実施される米国バーゼルIIIに基づく最低比率を含む。)を超え、

かつ５パーセントのリスクベースのティア１普通資本比率を超える資本を維持し、監督当局のストレスシ

ナリオに基づき、米国の預金取扱金融機関子会社に対する財務力の源泉として機能する方法に関する議論

を含めなければならない。かかる会社は、資本の分配実施前にFRBから異議を受けないことが、資本計画規

則において要件とされている。さらに銀行持株会社は、資本計画が承認済みであったとしても、提案され

る資本分配の実施後に同社が規制上の資本要件を充足しないことが予想される場合は特に、資本分配前に

FRBの承認を求めなければならない。資本計画上の要件のほか、OCC、FRBおよび米国連邦預金保険公社

(「FDIC」)は、当社および当社の米国銀行子会社等、それらが監督対象とする銀行組織の配当の支払い

が、当該銀行組織の財政状態に照らして安全性または健全性を欠いていると銀行規制当局が判断した場合

には、これを禁止または制限する権限を有している。かかる方針その他の要件はすべて、当社の配当支払

能力または自己株買戻能力に影響を及ぼし、または通常であれば当社が当社の米国銀行子会社に対する資

本的な支援を決定しない状況下において、これを提供するよう求める場合がある。

また、ドッド・フランク法上のストレステストに関するFRBの最終規則は、会社主導のストレステスト

を半期毎に実施するよう当社に求めている。また同規則により、当社はFRBが実施する年次の監督上のスト

レステストにも従っている。2015年１月５日、当社は半期のストレステストの結果をFRBに提出した。

2015年３月、当社は、2015年の資本計画に関してFRBより特段の異議を受けなかった。同計画には、

2015年第２四半期から2016年第２四半期末までの期間中に31億ドルを上限として当社の流通普通株式の買

戻しを行う旨および2015年第２四半期に宣言された配当以降、当社の四半期普通株式配当を１株当たり

0.10ドルから0.15ドルに引き上げる旨が盛り込まれた。当社の取締役会は、2015年第２四半期に支払われ

る配当に関して、四半期普通株式配当を１株当たり0.15ドルに引き上げた。当社の授権済みの現行プログ

ラムに基づく株式の買戻しは、当社の資本ポジションや市況等の種々の要因を勘案して当社が適切である

と判断する価格にて随時実施される。株式の買戻しは、規則10b5-1取引計画を通じて行うものを含め、公

開市場における購入や相対取引によって実施することができ、いつでも停止することが可能である。

またドッド・フランク法は、当社の各米国銀行子会社に対して年次のストレステストを実施するよう要

求する。MSBNAは、2015年１月５日に2015年の年次の会社主導のストレステストの結果をOCCに提出した。

MSPBNAは、2015年３月中に2015年の年次の会社主導のストレステストの結果を提出した。

上記「資本および流動性の基準」および後記第３「事業の状況」７「財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析―流動性および資本の源泉―自己資本規制」も参照。
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システミック・リスク管理体制

ドッド・フランク法は、システミック・リスクをもたらすとみなされる金融機関に適用される規制枠組

みを確立した。2010年７月、当社を含む連結資産500億ドル以上の銀行持株会社は、自動的にシステミッ

ク・リスク管理体制に従うこととなった。新たな監督機関である金融安定監視評議会(「FSOC」)は、FRBに

対し、システム上重要な金融機関に関する健全性基準、報告・開示要件を推奨することができる。また

FSOCは、支払い、清算および決済取引を行うシステム上重要な金融機関を指定し、これらを健全性監督お

よび規制に従わせ、かつドッド・フランク法によって設置された米国財務省(「米国財務省」)内の新たな

金融調査局の助力を得て、当社を含む金融機関からのデータおよび報告を集積する権限を与えられてい

る。

ドッド・フランク法により確立されたシステミック・リスク管理体制は、システム上重要な金融機関が

米国の金融安定にとって「深刻な脅威」となっているとFRBが判断した場合、FRBは、FSOCの承認を得たう

えで、当該金融機関の合併能力を制限し、金融商品提供能力を制限し、取引活動の終了を要求し、取引活

動に条件を課し、また最終手段として、資産処分を要求しなければならないと定めている。FRBは、偶発資

本に関する基準、公的開示の強化に関する基準およびオフ・バランスシートのエクスポージャー等短期債

務の制限に関する基準を含む、追加的な基準を設定することもできる。

2014年２月、FRBは、ドッド・フランク法の強化された健全性基準に関する一定の要件を実施する最終

規則を公表した。2015年１月１日以降、この最終規則により、当社のような連結総資産500億ドル以上の銀

行持株会社は、内部流動性ストレステストを実施し、内部ストレステストにおいて用いられる様々な流動

性ストレスシナリオに対して予測される30日間の現金アウトフローの純額を補填できる担保権等の付され

ていない高流動性資産を維持し、かつ各種の流動性リスク管理要件を遵守するよう求められる。さらに、

最終規則により、金融機関は取締役会付属リスク委員会の設置や最高リスク管理責任者の任命(当社はその

いずれもすでに有している。)等の様々なリスク管理要件およびコーポレート・ガバナンス要件を遵守する

よう求められる。最終規則に基づき、深刻な脅威であるとFSOCが判断した場合、FRBは、FSOCがリスク軽減

のために必要とみなすときは、負債資本比率を15対１以下に維持するよう当該銀行持株会社に対して要請

しなければならない。

FRBはまた、当社をはじめとする連結総資産5,000億ドル以上の各銀行持株会社、およびFSOCが指定する

各会社が、他のかかる金融機関に対して負う総エクスポージャーを、各金融機関の総資本および剰余金の

10パーセントに制限し、またかかる金融機関が他の非関連取引相手方に対して負う総エクスポージャー

を、各金融機関の総資本および剰余金の25パーセントに制限する規則を提案した。さらにこの規則案によ

り、４段階の早期改善策(高次の監督機関による検討、初期段階における改善、回復、および解決策の審査

を含み、いずれのレベルにおいても固有の制限と要件が課せられる。)を参照して決定される、財政難また

は重大な経営上の脆弱性に対応する新たな早期改善体制が創設される。FRBは、シングルカウンターパー

ティ・クレジットリミットおよび早期改善体制について定めた最終規則を後日公表する旨明らかにしてい

る。

上記「資本および流動性の基準」および下記の「破綻処理および再建計画」も参照。
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破綻処理および再建計画

ドッド・フランク法に基づき、当社は、FRBおよびFDICに対して年次の破綻処理計画を提出するよう求

められる。破綻処理計画には、当社が深刻な財政難または破綻に陥った場合の米国破産法に基づく迅速か

つ秩序ある破綻処理戦略を定める。2014年８月５日、FRBおよびFDICは、当社および他の大手銀行10行に対

し、2015年７月１日までの提出が義務付けられる2015年の破綻処理計画において、2013年の破綻処理計画

中の一定の不備に対処しなければならない旨通達した。FRBおよびFDICが、当社の破綻処理計画が信頼性に

欠けるまたは秩序ある破綻処理の促進に資さないと判断し、当社がかかる計画の不備を是正することがで

きない場合、当社または当社の子会社は、より厳格な資本、レバレッジまたは流動性要件を課されるか、

自社の成長、活動または業務を制限される可能性があり、また、当社は、資産または事業の売却を求めら

れるおそれがある。

MSBNAもまた、同社が深刻な財政難または破綻に陥った場合の迅速かつ秩序ある破綻処理戦略を定めた

年次の破綻処理計画をFDICに提出しなければならない。2014年12月17日、FDICは、MSBNAをはじめとする付

保対象の預金取扱金融機関の破綻処理計画に関する指針を公表した。かかる指針には、想定される破綻の

シナリオや、各種の現実的な破綻処理戦略の策定および分析に関する要件が含まれる。

さらに、当社は、長引くストレス状況下においてリスクを軽減し、流動性を高め、かつ資本を保全する

ために経営陣が長期的に講じうる措置の概要を示す年次の再建計画をFRBに提出しなければならない。

当社の外国子会社の一部もまた、当該子会社が事業を行う地域における破綻処理および再建計画に関す

る要件の適用を受ける。

ドッド・フランク法のもとでは、当社等の銀行持株会社および対象となる一部の子会社を含む一定の金

融会社に対し、FDICを破産管財人とする秩序ある清算権限に基づく破綻処理が適用される場合がある。最

大の米国子会社がブローカーまたはディーラーに該当する金融会社は、FRBの３分の２およびSEC委員の３

分の２の勧告がある場合に限り、これらの主導により、または米国財務長官の要請に従い、FDICと協議の

うえ、また、大統領との協議に基づく米国財務長官の決定に従い、秩序ある清算権限に基づく破綻処理の

対象となる可能性がある。
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秩序ある清算権限に係る規則の制定は段階的に進められており、規制のなかには現在確定されているも

のもあるが、その他は計画はあっても未提案の状況である。当社が秩序ある清算権限に従う場合にはFDIC

に多数の権限が付与される。この権限には、(i)当社の破綻について責任を負う役員および取締役を解任

し、新たな取締役および役員を選任する権限、(ii)債権者の同意や裁判所の事前審査を要することなく資

産および負債を第三者またはブリッジ金融会社に譲渡する権限、(iii)債権者が破産の清算手続において受

領すべきものを最低限回復する権利に従うことを条件として、下位債権者を上位債権者よりも優先的に扱

う等の債権者間の差別化を図る能力、および(iv)債権処理の管理において、管財人の管理下にある資産か

ら行う分配について決定する広範な能力が含まれる。2013年12月、FDICは、システム上重要な金融機関を

秩序ある清算権限に基づき破綻処理するためのシングル・ポイント・オブ・エントリー破綻処理戦略案を

公表した。この戦略案には、米国の一流持株会社を管財人の管理下に置くとともに、その事業子会社につ

いては、新たなブリッジ持株会社に譲渡すること、事業子会社の資本構成を変更すること、ならびに管財

人の管理下にある持株会社の株主および債権者に法律に定める優先順位に従い損失の責任を負わせること

で当該事業子会社の自由を確保し、破産手続の影響を受けないようにすることが含まれる。

FRBは、一定の大手銀行持株会社について、その秩序ある破綻処理を円滑に実施するために、持株会社

において最低限の金額の長期負債を維持するよう求める要件を導入する可能性を示唆している。2014年11

月、金融安定化理事会(「FSB」)は、自己資本要件に加えてG-SIBの総損失吸収能力(「TLAC」)に係る最低

限の国際基準を確立するための方針案を公表した。これは、破綻処理下にあるかかる金融機関の損失吸収

能力および資本増強能力を強化することを目的としている。FSBの提案では、TLACの最低要件は、RWAの16

パーセントから20パーセントまでの範囲内で(但し、TLACの最低要件に加えて引き続き要求される、適用あ

る自己資本バッファーを除く。)、かつ、バーゼルIIIに基づくティア１レバレッジ比率の最低要件の２倍

以上に設定される。規制当局はまた、各G-SIBの再建・破綻処理計画、システミック・フットプリント、事

業モデル、リスクプロフィールおよび組織構造を考慮したうえで、追加的なTLAC要件を課すこともある。

TLACの最低要件は、G-SIB内で破綻処理ツールの対象となる各事業体に適用される。FSBはTLAC適格な負債

とみなされるための適格性基準のほか、TLAC適格な負債をTLAC適格でない負債に劣後させる要件を提案し

ている。また、破綻処理事業体以外の重要な事業体の一部には、内部的なTLAC要件が課される。FSBによれ

ば、TLAC要件の遵守期間の開始は2019年１月１日以降となる見込みである。

2014年11月12日、当社および当社の一部子会社は、国際スワップデリバティブ協会(「ISDA」)の2014年

破綻処理に伴う権利凍結プロトコル(2014 Resolution Stay Protocol)(「プロトコル」)を批准した。同プ

ロトコルはISDAマスター契約に基づき取引される店頭デリバティブに適用される。プロトコルにより、こ

れを批准するディーラー当事者またはその関連会社に係る一定の破綻処理手続開始に伴う一定のクロスデ

フォルト権およびその他の一定のデフォルト権が停止される。FRBは、プロトコルのうち米国破産法に関連

する部分および他の一定の事項を実施するための規則を制定するとみられ、かかる規則は2016年または

2017年中に発効する見込みである。
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他の大手金融会社と同様に、秩序ある清算権限と、FRBおよびFDICがG-SIBの秩序ある破綻処理を円滑に

実施するために制定する可能性のあるFSBのTLACに関する提案および要件の複合的な影響によって、破綻処

理が適用される場合の持株親会社の債権者による債権回収はより不確実になるおそれがある。

 

米国銀行子会社

米国銀行業務取扱機関

MSBNAは主に卸売銀行業務を取り扱う商業銀行であり、預金商品のほか商業貸付や有価証券を裏付けと

した一定の個人貸付のサービスを提供する。またMSBNAでは、一定の外国為替取引も行う。FDICの付保を受

ける国法銀行としてMSBNAは、OCCの監督、規制および調査に従っている。

MSPBNAは、一定のモーゲージその他の有担保貸付商品を、主にその関連会社の個人向けブローカー・

ディーラーであるモルガン・スタンレー・スミス・バーニー・エルエルシー(「MSSBエルエルシー」)の顧

客に提供する。またMSPBNAでは、一定の預金商品のほか、プライム・ブローカレッジにおけるカストディ

業務も提供する。MSPBNAはFDICの付保を受ける国法銀行であり、OCCの監督、規制および調査に従ってい

る。

2013年10月１日以降、当社の米国銀行子会社に適用される貸付制限が変更され、第三者とのデリバティ

ブ取引、有価証券貸借取引、レポ契約およびリバース・レポ契約から生じる信用エクスポージャーが考慮

されることとなった。

2014年９月、OCCは、大手国法銀行向けに強化された基準を確立するためのリスク管理に関する最終指

針を公表した。かかる最終指針はMSBNAおよびMSPBNAの双方に適用され、銀行のリスク管理の枠組みの整備

および実施ならびに銀行の取締役会によるかかる枠組みの監督について最低限の基準を定めている。

 

即時是正措置

1991年連邦預金保険公社改善法は、預金取扱金融機関およびその持株親会社等の関連会社に対する、連

邦銀行規制当局による規制枠組みについて定める。この枠組みにおいて特に、関連する連邦銀行規制当局

は、預金取扱金融機関が一定の適正資本基準を充足しない場合に当該金融機関について「即時是正措置」

(「PCA」)を講ずるよう求められる。現行のPCA規制は、通常、付保を受ける銀行や、MSBNAまたはMSPBNAと

いった貯蓄金融機関にのみ適用され、持株親会社は対象とされない。但し、FRBは、制限に従うことを条件

として、持株会社レベルで適正措置を講ずる権限を有している。加えて、上述したとおり、システミッ

ク・リスク管理体制に基づき、当社は財政難が生じた際には早期改善計画案に従うことになる。またドッ

ド・フランク法は、当社のような銀行持株会社が、米国の銀行子会社の財政難に際して当該子会社の財務

力の源泉として機能し、当該子会社支援のために財源を投入する要件を正式に定めた。
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関連会社との取引

当社の米国銀行子会社は、関連会社との「カバード・トランザクション」を制約する、連邦準備法第

23A条および第23B条に従っている。カバード・トランザクションには関連会社に対する信用供与、関連会

社からの資産購入および関連会社との他の一定の取引が含まれる。この制約により、当社の米国銀行子会

社が関連会社のうち１社ないし全社に対して負う信用エクスポージャーの総額や担保要件は制限され、ま

たかかる取引がすべて市場条件に従って行われるよう求められる。2012年７月以降、当社の米国銀行子会

社とそれらの関連会社との間のデリバティブ取引および有価証券貸借取引はこの制約に従っている。この

改革により、当社の米国銀行子会社が当社の他の関連会社との間でデリバティブ、レポ契約および有価証

券貸付取引を行う能力は制限される。FRBは、これらの最新の制約を実施する規則の制定を提案する意向を

示しているが、現時点ではかかる提案は行われていない。

またボルカー・ルールは一般的に、(i)当社またはその関連会社と(ii)当社もしくはその関連会社が投

資運用会社、投資顧問、商品取引アドバイザーもしくは出資者となるカバード・ファンドまたはボル

カー・ルールの特定の適用除外規定に基づき当社もしくはその関連会社が設立・募集を行うその他のカ

バード・ファンドとの間のカバード・トランザクションを禁じている。

 

FDIC規制

FDICの付保を受ける預金取扱金融機関は、通常、同一の銀行持株会社の共通支配下にある付保対象の預

金取扱金融機関が破綻した場合にFDICが負い、または負うことが予想される損失について責任を負う。共

通支配下にあるFDICの付保対象預金取扱金融機関として、MSBNAおよびMSPBNAはそれぞれ、他方の破綻に起

因する損失についてFDICに対する責任を問われる可能性がある。また両金融機関は、FDICの保険料の変動

リスクにもさらされている。2010年、FDICは、複数年にわたって準備金を補充する復興計画を採択した。

ドッド・フランク法に基づき、復興計画のなかにはMSBNA等の大手預金取扱金融機関のみが支払義務を負う

ものもあり、FDICの預金保険査定額の計算には、資金の大半を預金に頼っている銀行にとって通常有利と

なる新たな手法が用いられる。
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法人・機関投資家向け証券業務およびウェルス・マネジメント業務

ブローカー・ディーラーおよび投資顧問規制

当社の主な米国ブローカー・ディーラー子会社であるモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・エ

ルエルシー(「MS&Co.」)およびMSSBエルエルシーは、SECならびに全50州、コロンビア特別区、プエルトリ

コおよび米領ヴァージン諸島の登録ブローカー・ディーラーであり、金融取引業規制機構(「FINRA」)なら

びに各種の証券取引所および決済機関を含む様々な自主規制組織の会員となっている。ブローカー・

ディーラーは、販売・トレーディング慣行、有価証券の募集、調査報告書の公表、顧客の資金および有価

証券の利用、資本構造、帳簿記録および保持を含む有価証券関連事業のあらゆる側面、ならびにそれらの

取締役、役員、代表者およびその他の関連する個人の行為に適用される法令および規制に従う。またブ

ローカー・ディーラーは、事業を行う州の有価証券管理者による規制も受ける。ブローカー・ディーラー

の行為を統制する法令や規制に違反した場合、連邦および州双方の有価証券管理者による譴責、罰金、排

除命令の発令、許認可または登録の撤回、当該ブローカー・ディーラーまたはその役員もしくは従業員の

有価証券業界における取引停止または業界からの追放、あるいはその他の同様の結果を招く可能性があ

る。

また、MSSBエルエルシーは、SECの登録投資顧問である。MSSBエルエルシーとその投資顧問業顧客との

間の関係は、1940年投資顧問法ならびに同法に基づき制定された規則および規制に加え、様々な州証券法

令に基づき投資顧問に課される信認義務その他の義務に服する。かかる法令および規制は通常、SEC等の監

督機関に対して、法令の不遵守に対処するための広範な行政権を与えており、これにはMSSBエルエルシー

が投資顧問業務その他の資産運用業務を営むことを規制または制限する権限も含まれる。課される可能性

のあるその他の制裁として、個々の従業員の業務停止、一定期間、または特定の種類の取引先との間で一

定の業務に従事することに対する制限、登録の取消、その他の譴責や多額の罰金が挙げられる。

ドッド・フランク法には、ブローカー・ディーラーの販売慣行および顧客との関係の規制に影響する各

種の規定が含まれる。例えばSECは、個人顧客に対し有価証券についての個別の投資助言を行う際に、ブ

ローカー・ディーラーに適用される信認義務を採用する権限を有している。米国労働省は、1974年従業員

退職所得保障法に基づく規制の修正を検討しており、これによりブローカー・ディーラーは、信認義務を

課され、かつより広範囲の顧客との関係において特定の取引を禁じられる可能性がある。かかる進展は、

被影響事業の遂行方法に影響を与え、収益性を減じ、潜在的な負債を増加させるおそれがある。

ブローカー・ディーラーによる信用貸付は、顧客に係る貸付や自己勘定での有価証券の購入および空売

り、ならびに有価証券貸借取引に関するFRBの制約によって規制される。またブローカー・ディーラーは、

FINRAおよびその他の自主規制組織の規則によって課される、維持その他の信用に関する要件にも従わなけ

ればならない。多くの場合、当社のブローカー・ディーラー子会社の信用に関する方針は、かかる規則よ

りも厳格なものとされている。
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米国の登録ブローカー・ディーラーとして、当社の一部の子会社はSECの純資本に関する規則ならびに

各種の取引所、その他の規制機関および自主規制組織の純資本要件に従わなければならない。また多くの

非米国規制機関および取引所も、当社の非米国ブローカー・ディーラー子会社に適用される資本要件、お

よび場合により流動性要件に関する規則を備えている。これらの規則は、通常、一般的な財務の健全性ま

たは流動性を測定するよう設計されており、子会社は、少なくとも純資産や流動資産の最低額を維持する

よう求められる。上記「金融持株会社―連結監督制度」および「金融持株会社―資本および流動性の基

準」も参照。またFINRAおよびその他の自主規制組織の規則によっても、会員組織の資産の譲渡に際して制

限および要件が課される。

規制上の資本要件を遵守することで、資本の集中利用を必要とする当社の事業運営が制限される場合が

ある。この要件により、当社はブローカー・ディーラー子会社から資本を引き出す能力に制約を課され、

ひいては当社が配当を支払い、債務を返済し、または流通している自社株の償還もしくは買戻しを行う能

力を制限されるおそれがある。資本要件の範囲、対象、計算方法もしくは金額、または多額の営業損失も

しくは資本に対する異例な多額の費用計上に影響するかかる規則の変更や新たな規則の強制は、当社の配

当支払能力または現在の事業水準を拡大もしくは維持する能力に悪影響を及ぼすことがある。さらに、当

社はかかる規則により、一または複数のブローカー・ディーラー子会社に対し、当該子会社が当該規則を

遵守するために多額の資本を投下するよう求められる場合がある。

MS&Co.およびMSSBエルエルシーは、ブローカー・ディーラーの顧客に対し、ブローカー・ディーラーが

倒産した場合に損失のプロテクションを提供する証券投資者保護公社(「SIPC」)の会員である。SIPCは、

会員ブローカー・ディーラーの保有する顧客の適格な有価証券を、未投資の現金残高に対する債権につき

250,000ドルの制限に従うことを条件に、同一能力のすべての勘定に関して顧客当たり500,000ドルまで保

護する。このSIPCによる保護を補うため、MS&Co.およびMSSBエルエルシーはそれぞれ、各適格顧客に対し

SIPCの制限を超えるプロテクション(全社合計で上限10億ドル、残存する不足額のうち有価証券部分につい

ては取引先当たりの副次的な制限が設定されず、現金部分に関しては取引先当たり1.9百万ドルの制限を条

件とするもの。)を提供する一定の引受人および各保険会社が発行する年間契約の形態で、顧客のために追

加のプロテクションを購入した。上記「金融持株会社―システミック・リスク管理体制」に記載のとお

り、ドッド・フランク法には、付保対象の金融機関(潜在的にMS&Co.やMSSBエルエルシーを含む可能性があ

る。)の秩序ある清算に関する特例が含まれている。この規定は通常、対象ブローカー・ディーラーの顧客

に対し、少なくとも証券投資者保護法に基づくブローカー・ディーラーの清算手続において享受しうるも

のと同程度に有益なプロテクションを提供することを意図するが、かかるプロテクションの詳細や実施に

ついては、将来の規則制定に従う。
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SECは、有価証券市場の利用提供に関しブローカー・ディーラーに対してリスク管理の統制と監督手続

を維持するよう求める規則も採択し、同規則は2012年に全面的に効力を生じた。2012年７月、SECは連結監

査証跡の作成を義務付ける規則を採択し、この規則が実施された場合、ブローカー・ディーラーは、あら

ゆる取引所上場株式およびオプションの価格決定、注文および取引実行のライフサイクルにおいて生じた

重要な事象毎に、その総合的な情報を１件の連結監査証跡にまとめて報告するよう求められるが、同規則

の適用は最終的に他の商品にも拡大される可能性がある。

今後、SECまたは自主規制組織が株式市場や債券市場の市場構造等に関する追加の規則を提案または採

択する可能性がある。上記で検討した規定、新たな規則および提案により、コストが増加し、または当社

が事業を運営する市場での取引量その他の状況に悪影響を及ぼす結果となる場合がある。

 

先物取引および一部のコモディティ取引に関する規制

MS&Co.は先物取次業者として、またMSSBエルエルシーは取次ブローカーとして、米国商品先物取引委員

会(「CFTC」)、登録先物協会である全米先物協会(「NFA」)および各種の商品先物取引所の純資本要件に

従っており、その活動は、当該委員会、協会および取引所により規制されている。MS&Co.およびMSSBエル

エルシーならびにそれらの一部の関連会社は多数の資格においてNFAの登録会員となっている。CFTC、NFA

および商品先物取引所の規則および規制は、特に、顧客資金の分別管理や担保額の一部の保有、先物取次

業者による顧客資金の利用、先物取次業者および取次ブローカーの帳簿記録および報告義務、リスク開

示、リスク管理ならびに一任取引に関する義務を対象とするものである。2013年11月にCFTCによって最終

決定され、2014年１月に発効した規則により、MS&Co.およびMSSBエルエルシーは、既存の顧客保護制度

に、顧客保護の強化を盛り込むよう求められる。

MS&Co.およびMSSBエルエルシーは、商品取引アドバイザーや商品プール運用者として登録され、または

CFTC規則その他のガイダンスに従ったかかる登録の一定の例外に基づき運営を行う関連会社を有してい

る。CFTC規則およびNFA規則に基づき、口座の管理を担う商品取引アドバイザーやNFAに登録された商品

プール運用者は、開示書類を配布し、それらの取引に関して詳細な記録を維持しなければならず、また商

品取引アドバイザーや商品プール運用者は、助言または運営する各基金について一定の責任を負ってい

る。CFTC、NFAまたは商品取引所の規則に違反した場合、罰金、登録の制限もしくは解除、売買の禁止また

は商品取引所の会員権取消等の是正措置がなされる場合がある。
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当社のコモディティ事業は、米国内外における、広範かつ発展的な、エネルギー、コモディティ、環

境、衛生および安全その他に関する政府の法令に服している。米連邦、州および米国内外に所在する地域

の当局や国民により一部のエネルギー市場に対する監視が強まったことで、発電や液化炭化水素の取引に

従事するもの等のエネルギー関連会社を巻き込んだ、規制上および法的な強制・救済手続が増加する結果

となった。当社のコモディティ事業に関連したターミナル施設およびその他の資産にも、米国内外の環境

法が適用される。さらに、パイプライン、輸送およびターミナル運営者も、当社が現在もしくは従前所有

もしくは運営していた設備において、または当社の廃棄物処理先で放出されたおそれのある危険物質の除

去に関連する州法に従わなければならない。上記「金融持株会社―許可された取引の範囲」も参照。

 

デリバティブ取引規制

ドッド・フランク法により、当社は、一部の店頭デリバティブ取引について包括的な米国の規制制度に

直面している。「スワップ取引」および「有価証券関連スワップ取引」(総称して「スワップ取引」)に係

る米国の規制は、現在CFTC、SECおよびその他の当局の規制を通じて有効となり、実施されており、今後も

同様である。CFTCは、この分野における規制の大部分を完成させており、その多くは現在施行されてい

る。SECは、依然として、スワップ取引に関する規制の大部分を採択していない。

一定の限定的な例外に従い、ドッド・フランク法は、特定の種類のスワップ取引の中央清算機関を通じ

た決済、公的および規制上の報告、ならびに規制対象の取引所または執行機関における強制的な売買を要

求する。CFTCの規制対象となるスワップ取引に対する報告義務はすでに施行されており、CFTCの規制を受

ける一定の類型の金利スワップおよび指数クレジット・デフォルト・スワップは、清算集中義務に服す

る。同時に、一定のスワップ取引は取引所または執行機関での売買を行わなければならない。

またドッド・フランク法において、「スワップ・ディーラー」はCFTCに、「有価証券関連スワップ・

ディーラー」はSECに登録するよう求められる(総称して「スワップ事業体」)。当社の子会社の一部は、ス

ワップ・ディーラーとしてCFTCに登録されており、今後、他の子会社もCFTCに登録される可能性がある。

今後、一または複数の当社の子会社が、有価証券関連スワップ・ディーラーとしてSECに登録されるよう求

められることになる。

スワップ事業体は、新たな資本要件、清算集中されないスワップ取引に関する新たな証拠金制度および

清算集中されないスワップ取引の相手方の担保に関する新たな分別管理制度等、当該事業体が登録してい

るスワップ取引に関し新たな義務を伴う、包括的な規制制度に従っており、今後もこれに従う。スワップ

事業体には、特に、スワップ取引の相手方に関する内外の事業遂行方法および書類作成基準ならびに帳簿

記録等の追加的な責務が課される。
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スワップ取引の要件の一部に係るこれら個別のパラメータは、CFTC、SECおよび銀行規制当局の規則制

定により進展してきたものであり、今後も同様である。特に、2014年９月、CFTCおよび米銀行規制当局

は、清算集中されないスワップ取引に関する証拠金要件に係る規則を再提案した。米国当局のスワップ事

業体に対する証拠金・資本要件が当社に及ぼす影響の全容は、要件が確定的となるまでは不明である。

2014年12月、CFTCは、提案通りに確定した場合、28の農業、エネルギーおよび金属商品(かかる商品取引と

経済的に同等のスワップ取引、先物およびオプションを含む。)におけるポジションが制限されることとな

る、再提案された規則に対する意見公募を再開した。CFTCは、この再提案により、かつて2011年11月に確

定されたものの、2012年９月に連邦裁判所によって無効とされたポジション制限の導入に向けた対策を講

じている。

米国のデリバティブ規制が当社に及ぼす影響の全容は依然として不明であるが、当社は、上記で示した

登録・規制要件により、コスト増および規制監督の強化にすでに直面しており、今後もその状況が続く。

またスワップ取引の規則を遵守することで、当社はスワップ取引事業改変を求められており、また今後求

められ、かつ体制や人員の大幅な変更も求められており、また今後求められることになる。スワップ取引

関連の規制上の資本要件を遵守することで、当社はスワップ取引事業により多くの資本を充てるよう要求

される可能性がある。

欧州連合(「EU」)は、店頭デリバティブ市場に関する一定の規則を採択および実施しており、かかる規

則は2014年２月より規制上の報告義務を課している。EUは2015年より店頭デリバティブ取引に対して中央

清算機関を通じた決済義務を課すことを検討しており、中央清算機関および取引情報蓄積機関向けの規制

制度ならびにリスク軽減義務の同等性評価の検討および採択を開始した。EU規制当局は2014年４月には清

算集中されないスワップ取引に係る証拠金要件の提案も行った。また、他の米国外の地域は、特に、一部

店頭デリバティブ取引の中央清算機関を通じた決済、デリバティブ取引の強制的な報告および清算集中さ

れない取引に関する双務的なリスク軽減手続を要求するG20のコミットメントから生じた法制度を採択およ

び実施する手続の途上にある。現時点においては、かかる米国内外のデリバティブ規制制度がどのように

相互作用するかは依然として不明である。

 

信用リスクの保持

2014年10月、連邦規制当局は、ドッド・フランク法第941条に定める信用リスク保持要件を実施する最

終規則を公表した。同規則は一般的に、異なる種類の資産に裏付けられた証券化(住宅用モーゲージ、商業

用モーゲージならびに法人貸付、クレジットカード貸付およびオートローンにより裏付けられる取引を含

む。)の組成者に対して、証券化対象資産の信用リスクの５パーセント以上を保持することを義務付ける。

住宅モーゲージを裏付けとする新規の証券化取引については、2015年12月24日より当該義務の遵守が求め

られ、その他の種類の資産を裏付けとする新規の証券化取引については、2016年12月24日より遵守が求め

られる。当社は今後もかかる最終規則および同規則が当社の証券化業務に及ぼす影響の評価を続ける。
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米国外の規制

当社の法人・機関投資家向け証券業務は、特に当社が事務所を維持する地域において、政府、証券取引

所、商品取引所、自主規制組織、中央銀行および規制機関を含む米国外の規制当局によっても広く規制対

象とされている。欧州委員会や欧州監督機構を含む米国外の政策決定機関および規制当局は、銀行の構造

にさらに影響を与えるものを含め、引き続き多くの市場改革を提案・採択しており、当社の欧州での事業

運営について関連性と重要性を持つ規制基準および規制措置を策定する。モルガン・スタンレーの子会社

の一部は、事業を運営する地域の法律上、ブローカー・ディーラーとして規制されている。米国外で銀行

業および信託業に従事する子会社は、これらが設置・設立され、または事業取引を行う各地域の様々な政

府当局によって規制を受ける。例えば、当社の英国での事業活動は、健全性監督機構(「PRA」)、金融行為

監督機構(「FCA」)およびロンドン証券取引所やICEフューチャーズ・ヨーロッパを含むいくつかの英国の

証券取引所および先物取引所による規制を受け、当社のドイツ連邦共和国内での事業活動は、ドイツ連邦

金融監督庁およびドイツ取引所による規制を受け、当社のスイスでの事業活動は、スイス連邦金融市場監

督庁による規制を受け、当社の日本での事業活動は、金融庁、日本銀行、日本証券業協会、ならびに東京

証券取引所、大阪取引所および東京金融先物取引所等の日本のいくつかの有価証券取引所および先物取引

所による規制を受け、当社の香港での事業活動は、香港証券先物委員会、香港金融管理局および香港証券

取引所による規制を受け、当社のシンガポールでの事業活動は、シンガポール金融管理局およびシンガ

ポール証券取引所による規制を受ける。

英国、EUおよびその他の主要な地域の規制当局もまた、これらの地域において事業を行う当社の一部子

会社に適用されるリスクベース資本、レバレッジ資本、流動性、銀行組織改革その他の規制基準をすでに

確定しているか、または提案もしくは最終調整している最中である。例えば、当社の英国における主要な

ブローカー・ディーラーであるモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・ピー

エルシー(「MSIP」)は、健全性に関する事項について、PRAの規制および監督に服している。PRAは、健全

性規制当局として、その規制下にある企業の安全性および健全性を促進し、これら企業が英国の金融シス

テムの安定に及ぼす悪影響を最小限に抑えるべく努めている。PRAは、かかる目的を達成するために健全性

等に関する基準を定める広範な法的権限を有しており、かかる権限には、関連する規制モデルを承認する

ことや、かかる基準の不遵守に対処するために規制対象企業に対して公開・非公開の懲戒処分を講じるこ

とも含まれる。MSIPは、事業慣行に関する事項について、FCAの規制および監督にも服している。MSIPは、

2014年１月１日より、自己資本規制および自己資本指令(総称して「CRD IV」)の適用を受けているが、CRD

IVは、バーゼルIIIならびにMSIPを含むEU籍の金融機関および投資会社を対象とするその他の規制上の要件

を実施するものである。欧州市場基盤規制は、デリバティブ取引の中央清算機関を通じた決済および報告

に関する新たな要件を導入する。また、EU銀行再建・破綻処理指令(「BRRD」)によって、MSIPを含むEU籍

の金融機関および投資会社を対象とする再建・破綻処理の枠組みが確立された。EU加盟国は2015年１月１

日より、一定の適用除外に従い、BRRDの実施規定を適用することを義務付けられた。改正金融商品市場指

令(「MiFID II」)および新たな金融商品市場規則(「MiFIR」)もすでに採択され、EUにおいて様々な取引基

盤改革および市場基盤改革が導入される見通しである。MiFID IIおよびMiFIRは、一定の適用除外に従い、

2017年１月３日より適用される。
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投資運用業務

当社の資産運用業務に従事する子会社の多くは、SECに投資顧問として登録されている。当社の資産運用業

務は多くの点で、主として投資家や取引先の利益確保を目的とした連邦や州の法律・規制に服している。か

かる法律・規制により、監督当局および監督機関は通常、当社が規制を遵守しない場合にその資産運用業務

の続行を制限または制約する権限を含む幅広い管理権限を与えられている。このような不遵守に対する制裁

には、個々の従業員の業務停止、当社が一定期間、または特定の種類の取引先との間で各種の資産運用業務

に従事することに対する制限、登録の取消、その他の譴責や多額の罰金が含まれる。資産運用業務を促進す

るため、当社は、米国の登録ブローカー・ディーラーであるモルガン・スタンレー・ディストリビューショ

ン・インクを所有しており、同社はモルガン・スタンレーのミューチュアル・ファンドの販売人、および当

社の投資運用業務で管理する一定の民間投資ファンドの募集代理人業務を行っている。当社の投資運用業務

の事業セグメントに属する法人の多くが商品取引アドバイザーや商品プール運用者として登録を受けてお

り、またはCFTCの規則その他の指針に基づくかかる登録要件の一定の適用除外に依拠して事業を行ってい

る。上記「法人・機関投資家向け証券業務およびウェルス・マネジメント業務―ブローカー・ディーラーお

よび投資顧問規制」および「法人・機関投資家向け証券業務およびウェルス・マネジメント業務―先物取引

および一部のコモディティ取引に関する規制」も参照。

ドッド・フランク法が可決されたことで、当社の資産運用業務は、追加的な報告・帳簿記録義務(民間ファ

ンドである取引先に関するものを含む。)、一部の限定的な適用除外ならびにトレーディング活動(デリバ

ティブ市場でのトレーディングを含む。)に関する一定の規則および規制に従い、ボルカー・ルールに定義さ

れる「カバード・ファンド」に出資もしくは投資を行い、または他の一定の関係を維持することに対する制

約を含む(但し、これらに限定されない。)一部の追加的な法律・規制に従うことになる。かかる新たな要求

の多くは、当社の資産運用業務関連の費用を増加させ、また当社が資産運用業務の取引先から得られる投資

収益を減じるおそれがある。

当社は、ボルカー・ルールの影響を受ける可能性のある資産運用業務について検討を続けており、同条項

の遵守を確保および監視するために必要なコンプライアンス体制の整備に向けた施策を講じている。当社

は、最終規則の公表を待たずにすでにボルカー・ルールを遵守するための一定の施策を講じており、ボル

カー・ルールに準拠するよう設計された新たなファンドの創設はその一例である。新たな枠組みが複雑であ

ることから、ボルカー・ルールによる影響の全体像は依然として不透明であり、最終的には、監督責任を負

う５つの規制機関の解釈および実施状況に左右されることとなる。上記「金融持株会社―ボルカー・ルール

に基づく取引の制限」も参照。

また当社の投資運用業務は、米国外でも規制対象となる。例えば、当社の英国での事業活動は、主にFCAに

よる規制を受け、当社の日本での事業活動は、金融庁による規制を受け、当社の香港での事業活動は、香港

証券先物委員会の規制を受け、また当社のシンガポールでの事業活動は、シンガポール金融管理局による規

制を受ける。
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マネー・ロンダリング防止および経済制裁

当社のマネー・ロンダリング防止(「AML」)プログラムは、全社ベースで統一されている。米国において

は、例えば、2001年米国愛国者法によって改正された銀行秘密法は、マネー・ロンダリングおよびテロリス

トに対する融資取引を検出・抑止する重大な義務を金融機関に課すもので、これには、銀行、銀行持株会社

の子会社、ブローカー・ディーラー、先物取次業者、取次ブローカーおよびミューチュアル・ファンドに対

し、AMLプログラムの導入、口座を保有する顧客の身元確認ならびに疑わしい取引の監視および適切な法執行

機関または規制機関への報告を求めることが含まれている。米国外においても、適用法、規則および規制に

より、特定種類の金融機関に対し同様にAMLプログラムの導入が求められる。当社は、適用される一切のAML

関連法規制を遵守するよう設計された方針、手続および内部統制を実施している。また当社は、米国の外交

政策、国家安全保障または経済的利益に対する外からの脅威に基づき、外国の国家、事業体および個人を対

象に米国財務省外国資産管理局(「OFAC」)が運用する規制および経済制裁プログラム、また適切な場合は、

外国政府または国連安全保障理事会やEU理事会等の世界規模もしくは地域における多国間組織により課され

る類似の制裁プログラムを遵守するよう設計された、方針、手続および内部統制を実施している。

 

腐敗防止

当社は、事業を運営する地域において、米国連邦海外腐敗行為防止法および英国贈収賄防止法等の、適用

される腐敗防止法に従っている。腐敗防止法は、公的な行為に影響を及ぼすため、またはその他事業の獲得

もしくは保持等により不当な事業上の便宜を得るため、政府職員や民間団体に対し直接または間接に価値あ

るものを提供し、提供を約束し、付与し、または付与する権限を他者に与えることを広く禁じる。当社は、

かかる法律、規則および規制を遵守するよう設計された方針、手続および内部統制を実施している。

 

取引先情報の保護

当社の事業においては、多くの点で、米国のグラム・リーチ・ブライリー法および2003年信用取引の公

正・適正化に関する法律、EUのデータ保護指令、ならびに日本の個人情報の保護に関する法律、香港の個人

情報保護条例およびオーストラリアのプライバシー法等のアジアにおける各種の法律を含む、一定の取引先

情報の使用および保護に関する法的要求に従っている。当社では、上記のおよび適用される関連要求をあら

ゆる関連地域で遵守するよう設計された手法を採択している。

 

調査

米国内および米国外双方の規制当局が、利益相反の調査に継続的に注力している。調査に関する規制は多

くの地域で実施されてきた。2014年11月には、FINRAが株式調査規則の改定および新たな債券調査規則の導入

を提案した。かかる規制ならびに米国の連邦および州の規制当局との包括的な調査の和解(当社も一当事者で

あるもの)に基づく新たな、および改定された要件によって、必然的にこれに対応する方針や手続が進展しま

たは強化されている。
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報酬実務およびその他の規制

当社の報酬実務は、FRBの監督に服している。特に、当社は、銀行組織が支払うインセンティブ報酬が、組

織の安全および健全性に脅威をもたらす不健全なリスクテイクを助長しないよう確保する助けとなるよう設

計されたFRBのガイダンスに従っている。FRBの業務執行役員報酬に関する方針の範囲および内容は拡大を続

けており、ピアレビューの過程での発見によって変更される可能性があり、当社では、これらの方針が長い

年月にわたって発展していくと見込んでいる。

当社は、当社の報酬実務に影響を及ぼす可能性のあるドッド・フランク法の報酬関連規定に服している。

ドッド・フランク法に従い、特に、FRBを含む連邦規制当局は、当社をはじめとする対象金融機関に対し一切

のインセンティブ報酬の取決めに係る構造について報告するよう求め、従業員、取締役または主要株主に対

して過度な、または対象金融機関が重大な財務損失を被る結果となるような報酬を与えることにより、不当

なリスクテイクを促進するインセンティブ報酬を禁じる規制を設けなければならない。2011年４月、FRBを含

む７つの連邦当局が共同で、かかる要求を実施する共通規則を提案した。さらに、SECはドッド・フランク法

に従い、上場取引所に対して、公的に報告された財務情報に基づくインセンティブ報酬の開示、および一定

の会計の修正再表示に従った現任または従前の業務執行役員からの報酬の回収に関する方針の実施を各社に

求めるよう、指示しなければならない。

FRB発行による上述の各ガイドラインのほか、当社の報酬実務は、EUのCRD IV、代替投資ファンドマネー

ジャー指令、第五次譲渡可能証券の集団投資事業(UCITS)指令、金融商品市場指令(「MiFID」)ならびに今後

実施されるMiFID IIおよびMiFIRに関連するものを含むその他の規制の影響を受ける可能性もある。当社のEU

における事業のリスクプロフィールに重大な影響を及ぼす業務を担当する一部の従業員に係る当社の報酬実

務には、CRD IVならびに関連するEUおよび各加盟国の規制が適用され、これには固定報酬に対する変動報酬

の比率に係る上限やその他の変動報酬に係る制約等も含まれる。英国においては、銀行その他の企業の一部

従業員の報酬は、PRAおよびFCAのハンドブックに定める報酬基準の適用を受けるが、これには、2014年１月

１月以降適用されるCRD IV実施規定および追加的な英国における要件が含まれる。

当社の規制環境に関連した一定のリスクに関する検討は、第３「事業の状況」４「事業等のリスク」参

照。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

当社に親会社はない。

 

(2) 子会社

下記は、当社の重要な規制対象子会社の情報である。

 

社　　名 設 立 地 業　　種

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・

エルエルシー

 

米国デラウェア州 米国のブローカー・ディーラー

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・

インターナショナル・ピーエルシー

 

英国 英国のブローカー・ディーラー

モルガン・スタンレー・スミス・バーニー・

エルエルシー

米国デラウェア州 米国のブローカー・ディーラー

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 日本 東京拠点のブローカー・ディーラー

モルガン・スタンレー・バンク・エヌ・エイ 米国 米国の連邦認可ナショナル・アソシ

エーション

モルガン・スタンレー・プライベート・バンク・

ナショナル・アソシエーション

米国 米国の連邦認可ナショナル・アソシ

エーション

 

５ 【従業員の状況】

2014年12月31日現在の全世界における当社の従業員数は55,802名であった。
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第３ 【事業の状況】

１【業績等の概要】

後記７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」参照。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

後記７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」参照。

 

３【対処すべき課題】

後記７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」参照。

 

４【事業等のリスク】

以下の情報は、2014年様式10-Kの抄訳である。
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市場リスク

市場リスクとは、市場価格、金利、指数、インプライド・ボラティリティ(オプション価格に起因した原

証券の価格変動性)、相関関係または市場の流動性等の市場要因のうち、一または複数の水準が変動するこ

とにより、当社が保有するポジションまたはポートフォリオに損失が生ずるリスクをいう。

 

当社の業績は、市況の変動、世界および経済の情勢ならびにその他の要因により重大な影響を受ける場

合がある。

当社の業績は、世界および経済の情勢ならびにその他の要因による市況変動の影響を強く受けることが

ある。これまでの当社の業績は、特に経済および政治の状況ならびに地政学的な事象の影響、市況(とりわ

け、世界の株式市場、債券市場、為替市場ならびに法人貸付、(商業向け、住宅向けの)モーゲージ貸付、商

業用不動産およびエネルギー市場を含む信用市場およびコモディティ市場)の影響、現行、審議中および今

後施行される法律(ドッド・フランク法を含む。)、規制(自己資本規制、レバレッジおよび流動性要件を含

む。)、政策(財政政策および金融政策を含む。)ならびに米国内外の訴訟行為および規制措置の影響、株

式、債券および商品の価格(原油価格を含む。)、金利、通貨価値等の市場指数の水準とボラティリティ、信

用・資本双方の利用可能性およびコスト、ならびに当社の短期および長期の無担保債務の信用格付け、金融

市場における投資家、消費者および企業の心理と信頼、買収、資産売却、合弁事業、戦略的提携その他当社

の戦略的な取決め(株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ(「MUFG」)との提携を含む。)の実績、当社

の評判および金融サービス業界に対する一般認識、インフレーション、自然災害、流行病および戦争または

テロ行為、既存のおよび潜在的な競合他社、政府、規制当局および自主規制機関の行為および計画、当社の

リスク管理方針の有効性ならびに技術面の変化・リスクおよびサイバーセキュリティに関するリスク(サイ

バー攻撃および事業継続リスクを含む。)、あるいはこれらのまたはこれらと他の要因との組み合わせ等を

含む多数の要因により重大な影響を受けてきており、今後の業績についても同様の影響が及ぶ可能性があ

る。また、当社の事業に関係のある立法、法律および規制の整備により費用の増加を招くおそれがあり、そ

の結果、業績に影響する可能性がある。これらの要因により、当社の戦略目標の達成に悪影響を及ぼす場合

がある。

当社の法人・機関投資家向け証券業務の業績は、特に、発行・流通市場のあらゆる種類の金融商品を対

象とした取引への関与に係る業績について、上述のような当社が制御または確実に予測することのできない

各種要因によって大幅に変動する場合がある。かかる変動により、新たな事業フローや有価証券その他の金

融商品の公正価額が変化するため、業績に影響を及ぼすことになる。またこの変動はグローバル市場におけ

る取引の水準によっても生じ、その場合特に、投資銀行業務の顧客に依頼された案件や取引の規模、件数お

よび時期、また当社の自己勘定投資によるリターンの実現に影響を与える。市場環境または経済状況が悪化

している時期は、個人投資家によるグローバル市場への参加度や顧客資産の水準も低下する可能性があり、

その場合、当社のウェルス・マネジメント業務の業績にも悪影響を及ぼすおそれがある。さらに、グローバ

ル市場における業務の変動により、運用・管理資産に係る投資資金の出入りや顧客による投資資金の配分方

法(マネー・マーケット、株式、債券その他の代替的な投資商品を対象とする。)にも影響することがあり、

当社の投資運用業務の業績にマイナスの影響を及ぼす可能性がある。
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当社は、市況の変動や低流動性により金融商品の価値の低下およびその他の損失を計上するおそれがあ

る。

当社の保有する金融商品の一部は、特に市況の変動期においては市場のボラティリティや低流動性、お

よび信用市場の混乱により評価が非常に困難となっている。当該金融商品の将来的な価値は、今後実勢的な

要因を考慮して評価された場合に大幅に変動するおそれがある。またこれらの金融商品を売却・決済する際

の最終実現価格は、当該時点の市場の需要や流動性に左右され、現在の公正価額よりも著しく低下すること

がある。上記の要因により、当社の金融商品の価値が低下し、当社の将来的な業績に悪影響を及ぼすおそれ

がある。

また、資産の流動性低下に伴う資産価値の急速な下落からも明らかなとおり、金融市場は深刻な事象の

発生による影響を受けやすい。このような非常事態において、ヘッジ取引その他のリスク管理戦略は、取引

損失を軽減するという点では、通常の市況の場合と比べ効果的に機能しない可能性がある。またかかる状況

のもとで、市場参加者は特に、市場参加者の多くが同時かつ大規模に適用する取引戦略の影響を受ける。当

社のリスク管理・監視手続においては、市場の極端な変動に対するリスクを定量化し軽減するよう努めてい

る。しかし、過去数年間にも見られたように、市場の深刻な事象を予測することは過去の例においても困難

であり、当社は、市場で深刻な事象が生じた場合には多額の損失を計上するおそれがある。

 

当社は、大量かつ集中的なポジションの保有により損失のリスクを負う可能性がある。

リスクが集中している場合、当社のマーケット・メイク、投資、ブロック・トレード、引受けおよび貸

付けの各業務においては、市況の悪化に際して減収や損失のおそれがある。当社は、上記の各業務に多額の

資金を投入しており、ときに特定の産業、国家または地域において特定の発行体が発行する有価証券に対し

大きなポジションを取ったり、かかる発行体に多額の貸付けを行ったりする場合がある。

 

信用リスク

信用リスクとは、借入人、取引相手方または発行体が当社に対して負う金融債務を履行しない場合に生

じる損失のリスクをいう。

 

当社は、当社に対して債務を負う第三者の債務不履行リスクにさらされている。

法人・機関投資家向け証券業務では多大な信用リスクにさらされている。このリスクは、取引相手方と

の間でスワップ契約やその他のデリバティブ取引を締結し、これに基づきかかる取引相手方が当社に対して

支払債務を負うこと、各種の貸付コミットメントを通じて顧客に信用を供与すること、現物担保または金融

担保の価値が貸付返済額の全額に不足するおそれのある短期または長期の資金調達を提供すること、清算機

関、決済機関、取引所、銀行、証券会社およびその他の金融取引相手方に対し証拠金または担保を差し入

れ、その他のコミットメントを提供すること、ならびに原債務および貸付けについて実際に生じたかまたは

予想される不履行により資産価値の変動を招くおそれのある有価証券や貸付けのプールにおいて投資および

売買を行うこと等、様々な事業活動により生じる可能性がある。
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また、ウェルス・マネジメント業務でも、有価証券で担保されている信用貸付および証券担保貸付、住

宅モーゲージ・ローンおよび住宅担保ローン等の主に個人投資家向けの貸付けについて信用リスクを負って

いる。

当社は、現行の評価や積立金により、認識している水準のリスクには十分に対応していると考えている

が、経済情勢の悪化が、当社の顧客および現状の信用エクスポージャーに悪影響を及ぼす可能性もある。ま

た、当社は複数の中央清算機関の清算会員会社として顧客のポジションに資金を充当しており、顧客の債務

不履行または不正行為について責任を問われる場合がある。当社では信用エクスポージャーを定期的に審査

しているが、発見または予測が困難な事象や状況から債務不履行リスクが生じるおそれがある。

 

大手金融機関の債務不履行により金融市場全体に悪影響を及ぼすおそれがある。

多くの金融機関は、信用、トレーディング、清算その他に関して相互関係を有しており、その経営の健

全性も緊密に相関している。例えば、ドッド・フランク法の要求に従い、特定の決済機関、中央清算機関ま

たは取引所を通じたトレーディングの集中化が進めば、これらの機関に係る当社のリスクの集中度が高まる

可能性がある。このため、ある金融機関に対する懸念や当該金融機関の債務不履行もしくは不履行の可能性

が、市場全体に及ぶ重大な流動性や信用の問題、損失、または他の金融機関の債務不履行につながるおそれ

がある。これは「システミック・リスク」と呼ばれることがあり、当社が日常的に関係する決済機関、手形

交換所、銀行、証券会社および証券取引所等の金融仲介機関に対して悪影響を及ぼすおそれをはらんでい

る。したがって、かかる事象により当社が悪影響を被る場合がある。第２「企業の概況」３「事業の内容―

監督および規制―金融持株会社」も参照。

 

オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスクとは、処理手続、人材、システムの不備もしくは機能不全、またはその他の

外的要因(例えば詐欺行為、窃盗、法務・コンプライアンス・リスク、有形資産に対する損害等)による損

失、あるいは当社の評判に対する損害のリスクをいう。当社では、販売・トレーディング等の収益を生ずる

業務ならびに情報技術および取引処理等の管理部門を含め、当社の事業活動全体にわたってオペレーショナ

ル・リスクを負う可能性がある。オペレーショナル・リスクの範囲に含まれる法務、規制およびコンプライ

アンスのリスクについては、後記「法務、規制およびコンプライアンス・リスク」参照。
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当社はオペレーション・システムやセキュリティ・システムの機能不全、侵害その他による中断等のオ

ペレーショナル・リスクを抱えており、これにより当社の事業または評判が悪影響を被るおそれがある。

当社の事業は、日常的に、多種多様な市場において多数の通貨により大量の取引を処理する能力に大き

く依存している。一部の事業では、処理の対象となる取引は複雑である。また、当社は新たな製品やサービ

スを導入したり、処理手続を変更したりする場合があり、その結果、当社が完全には評価または特定しきれ

ない新たなオペレーショナル・リスクが生じる可能性がある。使用される技術はより複雑化しており、プロ

グラミング・コードの有効性が継続的に保たれ、かつ、取引を処理するためのデータが完全であることに依

拠している。当社は、内容の異なる事業を行うために必要な機能を、自社内でまたは外部業者との契約を通

じて遂行している。大量の取引の処理については、従業員、社内システムおよび関連会社以外の外部業者の

運営する技術センターのシステムの能力に頼っている。

当社は、世界の資本市場の主要参加者として、データ、モデル、システムもしくは処理手続の不備また

は詐欺行為に起因して当社のトレーディング・ポジションが不当に評価またはリスク管理されるリスクを軽

減するべく広範な管理体制を維持しているが、かかるリスクを完全に排除することはできない。

当社はさらに、証券取引の処理に利用する決済機関、取引所、手形交換所などの金融仲介機関において

運営上の機能不全が生じたり、廃止となったりするリスクにも直面している。当社または外部業者のシステ

ムに故障や誤作動を生じた場合、あるいは外部業者または当社の従業員が不正または無許可の行為を働いた

場合に、当社は金銭的損失を被り、流動性が低下し、事業に混乱を来たし、規制上制裁を受け、または評判

を損なうおそれがある。さらに、複数の金融機関が、中央清算機関、取引所および手形交換所と相互接続し

ていることや、これらの清算機関等の重要性が増していることから、ある一つの金融機関または事業体にお

ける運営上の機能不全が、当社の業務遂行能力に重大な影響を及ぼしうる業界全体の機能不全につながるリ

スクが増大している。

事業上では危機管理計画を実施しているものの、かかる計画により、当社が抱える潜在的な事業継続リ

スクのすべてが完全に軽減される保証はない。当社の事業遂行能力は、当社の事業ならびにニューヨーク都

市圏、ロンドン、香港および東京のほかムンバイ、ブダペスト、グラスゴーおよびボルチモアに集中する当

社が拠点とする地域を支援する基幹設備が混乱した場合に悪影響を被るおそれがある。これには、かかる場

所への物理的なアクセスの途絶、サイバー環境における事象、テロ活動、疫病の流行、大惨事、自然災害、

異常気象、当社、当社の従業員または取引先が利用する電気、環境、コンピュータサーバー、通信その他の

サービスの中断等が含まれる。
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当社は、侵入検知・防止システム、重要な業務用アプリケーションを保護するためのファイアウォール

の監視、当社のシステムにアクセスできる第三者サービス・プロバイダーの監督等の対策を講じることによ

り、当社のシステムおよびネットワークの維持およびアップグレードに多大な資源を投入しているが、これ

らのおよびその他の対策が絶対的な安全性を実現する保証はない。スマートホン、タブレットその他のモバ

イル端末およびクラウド・コンピューティングの利用者の増加も、これらのおよびその他のオペレーショナ

ル・リスクを増大させるおそれがある。当社および第三者サービス・プロバイダーが他の金融サービス会社

と同様に、不正なアクセス、情報の取扱ミスまたは誤用、コンピュータ・ウィルスまたはマルウェア、機密

情報の入手、データ破壊、サービスの中断・劣化、システム妨害またはその他の損害を与えることを狙った

サイバー攻撃、サービス妨害(DoS)攻撃その他の事象にさらされる状況は今後も続く。これらの脅威は、当

社の従業員または第三者(第三者サービス・プロバイダーを含む。)の人為的ミス、詐欺行為または悪意に起

因する場合もあれば、予期しない技術的な不具合によってもたらされる場合もある。外国国家主体等の国外

の過激派からもさらなる課題が突きつけられており、時に政治的目的を追求するための手段となっている場

合もある。また、このような過激派が従業員、顧客、取引先、第三者またはその他の当社システムのユー

ザーを唆して、当社や当社の顧客または取引先のデータにアクセスするために機微情報を開示させようとす

る可能性もある。かかる不正アクセスやサイバー環境における事象が将来発生しないという保証はなく、よ

り頻繁かつ大きな規模で発生するおそれがある。

このような事象が生じた場合、当社のシステムはセキュリティの面で影響を被るおそれがあり、当社お

よび第三者サービス・プロバイダーのコンピュータ・システムによって処理、保管および伝達される当社ま

たは当社の顧客、取引先もしくは取引相手方の個人情報、機密情報、資産情報その他の情報が損なわれるお

それがある。さらに、かかる事象によって当社、当社の顧客、取引先、取引相手方または第三者の事業を妨

害しまたは障害を引き起こすことがあり、その結果、当社の顧客および市場における評判が失墜し、顧客満

足度が低下し、(システムの修復や新たな人員・保護技術の導入等により)当社の費用が増大し、規制上の調

査、訴訟もしくは強制執行または規制当局からの罰金もしくは違約金の対象となるおそれがあり、これらは

いずれも、当社の事業、財政状態または経営成績に悪影響を及ぼす可能性がある。

当社が世界中で事業を展開し、大量の取引を処理し、多数の顧客、パートナーおよび取引相手方と取引

を行っていることや、サイバー攻撃が複雑化してきていることから、サイバー攻撃は、検知されないまま長

期にわたって発生するおそれがある。さらに、サイバー攻撃に関する調査は本質的に予測不可能であり、調

査が完結し、完全かつ信頼できる情報が入手できるまでに時間を要する場合がある。その間、当社は被害の

程度やその是正に最適な方法を把握することができない可能性があり、過失または作為の一部は、発見およ

び是正されるまでに繰り返されまたは悪化するおそれもある。このような事態はいずれも、サイバー攻撃に

よる費用および影響をさらに増大させる。
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当社が取引先および第三者ベンダーとの間で締結している契約の多くには補償条項が含まれているが、

かかる補償条項により、損失を十分に相殺するに足る補償を受けられない可能性があり、補償をまったく受

けられない可能性さえある。当社はまた、約款の条件に従い、サイバー攻撃の一部が補償される可能性のあ

る保険も維持しているが、かかる保険は損失を全額補償するには不十分である可能性がある。

 

流動性・資金調達リスク

流動性・資金調達リスクは、当社が資本市場へのアクセスを失い、または保有資産の売却が困難となる

ことによって、事業運営に必要な資金を融通できなくなるリスクをいう。また流動性・資金調達リスクに

は、継続企業としての存続が危ぶまれるような重大な態様で事業を中断させたり、評判を損なったりするこ

となく、金融債務を弁済できる能力も考慮される。当社の流動性・資金調達リスクの監視および管理に関す

る詳細は、第３「事業の状況」７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析―流動性およ

び資本の源泉」参照。

 

当社の事業にとって流動性は必要不可欠であり、当社は事業運営上必要な資金調達の大部分を外部の源

泉に頼っている。

当社の事業にとって流動性は必要不可欠である。当社の流動性は、当社が長期もしくは短期の債券市場

において資金調達を行うことができない場合、または有担保貸付市場を利用できない場合に、悪影響を被る

おそれがある。当社の資金調達能力は、金融市場に混乱が生じ、または金融サービス業界全体について否定

的な見方が示されるなどの、欧州において残存するソブリン債問題または米国の財政問題に対する不安を含

む、当社が制御できない要因によって損なわれる場合がある。さらに、当社の資金調達能力は、当社が多大

な営業損失を被り、格付機関が当社の格付けを引き下げもしくはウォッチをネガティブとし、当社の事業活

動の水準が低下し、規制当局が当社に対して重大な措置を講じ、または従業員による重大な不正行為や違法

行為が発覚したことによって、投資家または貸出機関が当社の長期・短期の財政見通しを否定的に捉えるよ

うになった場合にも損なわれることがある。上述した方法で資金を調達できない場合には、満期を迎える債

務を弁済するために投資やトレーディングのポートフォリオをはじめ担保設定のない資産を資金調達に用い

または現金化しなければならないおそれがある。当社は資産の一部を売却できずまたは市場価値を下回る価

格で売却しなければならないことがあり、いずれの場合も、当社の業績、キャッシュ・フローおよび財政状

態に悪影響を及ぼす可能性がある。
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当社の借入コストおよび負債資本市場へのアクセスは、当社の信用格付けに大きく左右される。

無担保での資金調達のコストや利用可能性は、通常、当社の短期および長期の信用格付けにより影響を

受ける。格付機関は、内部統制、利益の水準や質、自己資本、資金調達および流動性、リスク選好度および

リスク管理、資産の質、戦略の方向性ならびに事業構成等、当社の信用格付けの決定のために重要な発行体

の特定の要因について監視を続けている。加えて、格付機関は、規制または法律の変更、マクロ経済環境、

および予期される範囲の政府支援の水準等のその他の業界全体の要因についても観察しており、当社や同様

の金融機関の格付けが引き下げられるおそれがある。第３「事業の状況」７「財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析―流動性および資本の源泉―信用格付け」も参照。

当社の信用格付けはトレーディング収益の一部に大きな影響を与えることがあり、この傾向は特に、相

手方のより長期の業績が主な留意事項となる店頭デリバティブ取引等の業務(信用デリバティブおよび金利

スワップを含む。)において顕著である。法人・機関投資家向け証券業務の事業に関係した一部の店頭ト

レーディング契約その他について信用格付けが引き下げられた場合には、一定の取引相手方に対し追加担保

の差入れまたは債務残高の即時決済を行う必要が生じるおそれがある。当社のトレーディング契約およびそ

の他の契約が終了した場合には、他の資金調達源を確保するか、多額の現金の支払いまたは有価証券の異動

の必要が生ずることで、当社が損失を被り、当社の流動性が損なわれるおそれがある。今後信用格付けが引

き下げられた場合に発生する可能性がある追加担保額または契約終了に伴う支払金額は、契約毎に異なり、

ムーディーズ・インベスターズ・サービスおよびスタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービ

シズのいずれか一方または双方の格付けに左右される可能性がある。2014年12月31日現在、当社の格付けが

一段階あるいは二段階引き下げられた場合に、格付けの引下げに連動する契約上のトリガー条項に基づき取

引相手方、取引所および清算機関から請求または要求される可能性のある将来の潜在的担保額および契約終

了に伴う支払金額は、それぞれ1,856百万ドルおよび増分2,984百万ドルであった。
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当社は持株会社であり、子会社からの支払いに依存している。

持株会社は、配当の支払いおよび借入債務を含む他のすべての債務に充当する資金として、子会社から

の配当、分配その他の支払いに依存している。当社と子会社との間の自由な資金移動は、規制当局、税制も

しくは選挙制度およびその他の法規制により制限されることがある。特に、ブローカー・ディーラー子会社

を含む当社の多くの子会社は、規制当局に対して親会社への資金の流れを阻止もしくは制限する権限を与

え、特定の状況では資金の流れそのものを禁じる法令や自主規制組織の規則に服しており、これには、ある

事業体が財政難に陥った場合に、当該事業体の顧客および債権者を保護する目的で米国外の規制当局が実施

する「囲い込み」措置も含まれる。かかる法令および規則は、債務返済に必要な資金の調達を妨げる可能性

がある。さらに当社は、銀行持株会社であることで、配当の支払いまたは当社普通株式の買戻しを禁止また

は制限されるおそれがある。OCC、FRBおよびFDICは、監督対象とする当社や当社の米国銀行子会社等の銀行

業務機関が配当を支払うことを禁じ、または制限する権限を有しており、また状況によりその義務を負う。

 

当社の流動性および財政状態は、従来より米国および世界の市況と経済情勢による悪影響を被ってお

り、今後もその可能性がある。

当社の長期もしくは短期の債券・株式市場からの資金調達または有担保貸付市場の利用は、従来より米

国および世界の市況と経済情勢によって重大な悪影響を被っており、今後もその可能性がある。世界の市況

および経済情勢は、過去数年間において特に混乱と変動を生じており、今後もその可能性がある。とりわ

け、資金調達コストと調達源の利用可能性については、信用市場における流動性の低下や信用スプレッドの

さらなる拡大により過去に悪影響を被っており、かかる状況は今後も生じるおそれがある。米国、欧州およ

びその他の世界の市場と経済における著しい混乱は、当社の流動性および財政状態に悪影響を及ぼし、また

当社と取引を行おうとする取引相手方や顧客の一部の意欲を減退させる可能性がある。

 

法務、規制およびコンプライアンス・リスク

法務、規制およびコンプライアンスに関するリスクには、当社が、当社の事業活動に適用される法律、

規制、規則、関連する自主規制機関基準および行動規範を遵守しなかったことにより負う法律上もしくは規

制上の制裁もしくは罰金、課徴金、判決金、損害賠償金もしくは和解金等の重大な財務上の損失または評判

の失墜に関するリスクが含まれる。またかかるリスクには、取引相手方の履行義務が執行不能となるリスク

をはじめ、契約上および商業上のリスクも含まれる。規制が急速にかつ場合により変容的に変化する今日の

状況において、当社は規制変更も法務、規制およびコンプライアンス・リスクの一要素と考えている。
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金融サービス業界は、広範な規制に服しており、かかる規制の大幅な変更により当社事業はその影響を

受けることになる。

当社は他の主要な金融サービス会社と同様に、米国の連邦および州の規制機関や証券取引所、ならびに

事業を行う各主要な市場の規制当局および取引所による広範な規制に従っている。これらの法令は、当社の

事業遂行の方法に重大な影響を及ぼし、既存の事業の範囲を制限するおそれがあり、商品の提供を拡大する

能力や一定の投資を継続する能力を制限する場合がある。

米国および世界の立法機関や規制機関は、金融危機を受けて広範な金融市場改革をすでに採択し、継続

的に提案し、または目下その採択、最終決定および実施段階にあり、これにより、当社のグローバルな事業

に対する規制およびかかる事業の遂行の方法が大幅に変更されてきている。特に、このような改革により、

当社はとりわけ、大幅に改定・拡大された規制および監督、当社の事業および当該事業を拡大する計画に対

するさらなる集中的な調査、新規取引に対する制限、さらに高度の自己資本・流動性要件およびその他の強

化された健全性基準を課すシステミック・リスク管理、新たな破綻処理制度および破綻処理計画要件、事業

活動および投資に対するボルカー・ルールによる新たな制限ならびに新たな包括的なデリバティブ規制に

従っており、または今後従うこととなる。これらの改革の一部はすでに実施されているが、最終規則の制定

や経過期間の満了を待っている状態のものもある。これらの改革により求められる変更の多くは、当社事業

の収益性や保有資産の価値に大きく影響し、当社に追加費用のリスクを課し、事業慣行の修正を求め、もし

くは事業の廃止を余儀なくし、当社の配当支払能力および自己株買戻能力に悪影響を及ぼし、または、当社

の株主もしくは債権者に不利に影響するような方法を含め、当社に資本の調達を要求する。さらに、外国の

政策決定機関および規制当局が提案している規制上の規則は当社が米国内で服する規制に矛盾または抵触す

る可能性があるため、かかる規則が実際に採択されれば、当社に悪影響が及ぶおそれがある。これらの変化

によるすべての影響は未だ不透明であるが、当社が現在および将来において、より複雑な規制枠組みに服

し、かつ新たな要件を遵守し法令遵守の監視をするために費用を負担することは確実である。

例えば、ドッド・フランク法のボルカー・ルール条項は、当社事業の多様な側面を制限する可能性を含

め、当社に影響を及ぼす。当社は、ボルカー・ルールの影響を受ける可能性のある業務について検討を続け

ており、同条項を遵守するために必要なコンプライアンス体制の整備に向けた施策を講じている。新たな枠

組みが複雑であることから、ボルカー・ルールによる影響の全体像は依然として不透明であり、最終的に

は、監督責任を負う５つの規制機関の解釈および実施状況に左右されることとなる。
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金融サービス業界は重大な訴訟を抱え、広範な規制当局による調査の対象となっているため、当社の評

判が損なわれまたは当社が法的責任を負うおそれがある。

当社は国際的な金融サービス会社として、事業を行うすべての国において政府や自主規制当局による調

査・手続を受けるリスクに直面している。当局による介入の結果、不利益な裁判、和解、罰金、制裁、差止

めその他による処分が課せられるおそれがある。かかる措置により、金銭面での影響のほか、例えば当社の

事業の一部の遂行能力に影響を与えたり、または制限を加えたりするおそれがある。かかる調査および手続

の件数や課される制裁および罰金の金額は、当社を含む金融サービス業界の多数の会社において近年大幅に

増加してきている。当社に対し重大な規制措置が講じられた場合、当社の事業、財政状態または経営成績が

相当の悪影響を受け、当社の評判が著しく傷つけられることで、事業に深刻な打撃を被るおそれがある。ま

たドッド・フランク法は、証券またはコモディティ関連法令の違反に関して強制措置を成功に導くような情

報をSECまたはCFTCに提供した内部告発者に対して報酬を与える。この報酬により、当社がSECまたはCFTCか

ら受ける調査の数は増加する可能性がある。

当社は随時、グローバルで多様な総合金融サービス機関としての通常の事業活動に関連して各種の訴訟

(仲裁および集団代表訴訟等を含む。)の被告とされ、また規制機関が行う調査および手続の対象とされてお

り、これらの係属中または提起されるおそれのある訴訟または規制措置のなかには、多額の補償的・懲罰的

損害賠償や不特定額の損害賠償が請求されるもの、または最終的に不利益な制裁、罰金その他の結果をもた

らす可能性のあるものもある。また本来は主たる被告となるべき発行体がすでに破産していたり、または財

政危機に直面していたりする事例もある。当社はさらに、他の大企業と同様、従業員が不正行為(方針に対

する違反や秘密情報の不正使用または開示を含む。)を行うリスクにもさらされている。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

 56/611



当社は、住宅用・商業用不動産担保ローンに関連する表明保証について責任を問われる可能性があり、

その結果、当社の準備金を上回る損失を被るおそれがある。

当社は、商業用・住宅用不動産によって担保されたローンのオリジネーションを行っている。さらに、

当社は多種多様な商業用・住宅用不動産ならびに当該不動産関連のホール・ローン、モーゲージその他の不

動産や商業上の資産および商品(住宅用・商業用モーゲージ担保証券を含む。)の証券化とトレーディングに

も従事している。この業務との関連で当社は一定の表明および保証を行っており、または別段の方法で責任

を負う旨合意している。かかる表明および保証に違反があった場合、当社は一定の状況下で当該資産を買い

取り、または当該資産に関連した他の支払いを求められる場合がある。2004年から2014年12月31日現在まで

の期間において、当社は、主に米国の住宅ローン約1,480億ドルを組み込む住宅モーゲージ担保証券

(「RMBS」)取引に出資した。この金額のうち、約470億ドルのローンに関して表明保証を行い、約210億ドル

のローンに関して第三者の売主(その多くが現在破産状態にある。)が行った表明保証の責任を引き受ける旨

に同意した。2014年12月31日現在、当該表明保証の対象となる米国の全住宅ローンの当該時点での未払元本

残高(「UPB」)は約155億ドルであり、かかるローンに関連する累積損失は約141億ドルであった。当社は、

同時期に証券化した約799億ドルの住宅ローンに関しては表明保証を行っておらず、またその第三者売主に

よる表明保証に対して別段の方法で責任を負う合意も行っていない。当社は、2007年以降は米国のRMBS取引

に組み込まれたローンについて表明保証は行っていない。

当社はまた、当社が商業用モーゲージ担保証券(「CMBS」)として証券化した一定の商業用モーゲージ・

ローンに係るオリジネーターとしての役割に関連した表明保証も行った。2004年から2014年12月31日現在ま

での期間において、当社は米国で約560億ドル、および米国外で約70億ドルの商業用モーゲージ・ローンを

それぞれオリジネートし、当社が出資するCMBSに組み込んだ。2014年12月31日現在、当該表明保証に係る米

国の全商業用モーゲージ・ローンに関する当該時点のUPBは、337億ドルであった。また2014年12月31日現

在、当該表明保証に係る米国外の全商業用モーゲージ・ローンに関して判明した当該時点のUPBは、約18億

ドルであり、UPBの時価が不明である資産の売却時点でのUPBは、４億ドルであった。

当社は現在、表明保証に違反したと主張されている請求に関連して複数の訴訟の当事者となっている。

かかる訴訟において、当社にとって不利益な決定が下された場合、当社は準備金を大幅に上回る額の損失を

負うおそれがある。また、当社の準備金の一部は、一定の事実についての前提および法的前提に基づいてい

る。かかる前提が正確でなく、修正を要する場合、準備金についても大幅な調整が必要となる可能性があ

る。
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当社はコモディティ事業に起因して広範な規制、壊滅的事象の可能性、環境リスクおよび環境関連規制

に服し、多額の費用および債務を負うおそれがある。

当社は、法人・機関投資家向け証券業務のコモディティ事業に関連して、金属(卑金属および貴金属)、

原油、石油製品、天然ガス、電力、排出権、石炭、輸送、液化天然ガスおよび関連製品ならびにそれらの指

数に係る製造、保管、輸送、マーケティングおよびトレーディングに従事している。また、当社は米国にお

いて電力取引を行うとともに発電設備を所有しており、また国際海運および米国の海上物流事業に従事する

企業グループを所有するハイドマー・ホールディングス・エルエルシーの少数株主持分を保有している。当

社はこうした活動のために、エネルギー、コモディティ、環境、衛生および安全その他に関する政府の法令

に服しており、加えて、環境法令に基づく過失の有無を問わず、汚染地域の改善義務を負う場合がある。さ

らに、かかる活動を通じ、気候変動に伴う規制上の、物理的な、および一定の間接的なリスクにさらされて

いる。当社はコモディティ事業を行うことにより、人身傷害や死亡、物損および業務停止等を招くおそれの

ある自然災害、漏出、流出、爆発、毒性物質の放出、火事、陸上および海上事故、戦争ならびにテロ攻撃等

の予見できない壊滅的事象のリスクにもさらされている。

汚染その他の環境リスクを最小限に抑えるため、発電施設の運転については適切な方針と手続を採用し

ており、石油貯蔵施設および輸送船については品質管理を行い、緊急対応プログラムなどを実施している。

但し、こうした措置がすべての偶発事象に対応できるとは限らない。また、かかるリスクの一部には保険を

適用できないものもあり、仮に保険金を回収できたとしても特定の事故について債務を穴埋めするのに十分

でない可能性がある。そのため、当社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローは、このような事象

により悪影響を受ける可能性がある。

銀行持株会社法においては、「コモディティおよび原資産である現物資産のトレーディング、販売また

は投資に関連した事業」については当社が「1997年９月30日現在米国で当該事業」に従事していることおよ

び当社の合理的な支配が及ぶその他の一定の条件が充足されていれば、適用除外が認められているため、当

社のコモディティ事業に関して、当社はFRBとの議論を続けている。当社のコモディティ取引が銀行持株会

社法上の適用除外に該当しないとFRBが判断した場合、当社は、銀行持株会社法に適合しない取引を清算す

るよう求められる可能性がある。第２「企業の概況」３「事業の内容―監督および規制―許可された取引の

範囲」も参照。
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また、当社のコモディティ事業に影響を及ぼすその他の法令についても、今後はその範囲が拡大され複

雑さも増すものとみている。ここ数年間、一部のエネルギー市場に対する米国内外の連邦、州および現地当

局、ならびに一般市民の監視が厳しくなっていることを受け、当社と同じ活動に従事する会社への規制およ

び法律上の強制、ならびに訴訟および救済手続の件数は増加している。一例として、米国およびEUはエネル

ギー市場に対する関心を高めているため、発電や液化炭化水素の取引への従事者を含むエネルギー市場の参

加企業に対する規制が強化されてきている。加えて、米国の店頭デリバティブ市場に対する新たな規制およ

び米国外で提案または採択された同様の法律により、当社の商品デリバティブ事業に対して相当額の追加費

用および追加要件が課される可能性がある。当社は、現行および将来の法令を遵守するために多額の費用を

負担したり、収益上損失を被ったりする場合があり、また現行の法環境のもとで事業全般や評判に対して悪

影響を受けるおそれがある。さらに、上記法令を遵守しない場合には、民事および刑事上で多額の制裁金や

罰金に処せられる結果となることがある。

 

利益相反に適切に対処できない場合、当社の事業および評判は悪影響を被るおそれがある。

当社は、国際的な金融サービス会社として企業、政府、金融機関および個人等の多数かつ多様な顧客に

対し商品およびサービスを提供しているため、通常の業務の過程上で利益相反が生じるおそれがある。例え

ば、当社と顧客の間もしくは顧客同士の間において、または従業員と当社もしくは顧客との間で利益に相違

があった場合、潜在的な利益相反を生じることがある。潜在的な利益相反への対応を目的とした方針、手続

および制度はあるものの、潜在的な利益相反の特定および軽減は複雑かつ困難となることがあり、メディア

や規制当局による調査の対象とされるおそれがある。現に、利益相反を生ずるだけと思われた行為が、実際

の利益相反の可能性は軽減されているにもかかわらず当社の評判を危険にさらすおそれもある。そのため、

潜在的な利益相反によって、新たな訴訟が提起されたり強制措置が採られたりすることもあり、これが利益

相反の可能性のある取引を行おうとする顧客の意欲を減退させ、当社の事業および評判に悪影響を及ぼすお

それがある。

当社を管轄する規制当局は、特定の取引の綿密な調査等により当社の活動に潜在的な利益相反がないか

を精査することができる。当社はFRBの監督に服する銀行持株会社であることから、当社の米国銀行子会社

とその関連会社との間の取引についてFRBによる直接の監視下に置かれている。
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リスク管理

当社のリスク管理戦略は、あらゆる市場環境において、またはすべての種類のリスクに対し、当社のリ

スク・エクスポージャーを軽減するために完全に有効には機能しない場合がある。

当社は、リスク管理方針および手続の整備に多大な資源を費やしており、今後も同様に継続していくと

予測している。にもかかわらず、ヘッジ戦略を含む当社のリスク管理戦略は、あらゆる市場環境において、

または、未確認もしくは予測不能なものを含むすべての種類のリスクに対して、当社のリスク・エクスポー

ジャーを軽減するために完全に有効には機能しない場合がある。当社の事業は変化および成長し、当社が事

業を展開する市場も進化するが、当社のリスク管理戦略がかかる変化に常に適応できるとは限らない。当社

のリスク管理手法のなかには、過去に観察された市場動向や経営陣の判断に基づくものがある。そのため、

かかる手法によって将来のリスク・エクスポージャーを予測することができず、エクスポージャーが過去の

測定結果に示されるものから大幅に拡大する可能性がある。例えば、金融危機下の市況は、過去に例のない

混乱を見せており、リスクを管理するために過去の情報を使用することに内在する限界を浮かび上がらせ

た。特に市場リスク、信用リスク、流動性リスク、オペレーショナル・リスク、法的リスク、規制リスクお

よびコンプライアンス・リスクの管理は、適切な記録と多数の取引および事象の検証を行う方針および手続

を要するが、かかる方針および手続が完全に有効には機能しない場合がある。また当社のトレーディング・

リスク管理の戦略および手法においては、売買ポジションによる収益力と潜在損失に対するエクスポー

ジャーとの均衡を図っている。当社では、広範かつ分散された一連のリスク監視・軽減手法を導入している

が、かかる手法およびその適用の判断において、すべての経済上、財政上の結果および結果発生の時期を予

想することはできない。例えば、当社のトレーディング業務または投資業務に他と比べて流動性の低い取引

市場が関与する場合や、その他の状況において売却またはヘッジが制限される場合、当社はポジションを減

少させることができず、ひいては、かかるポジションに伴うリスクも軽減することができないことがある。

そのため、当社はトレーディング業務または投資業務において損失を被る可能性がある。
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競合的環境

当社は他の金融サービス会社との厳しい競争に直面しており、このために当社の収益および収益性に重

大な悪影響を及ぼす価格圧力が生ずる可能性がある。

金融サービス業界および当社の事業のすべての側面における競争は大変激しく、この状況は今後も変わ

らないものと予想される。当社は、米国内外およびインターネット経由で金融またはそれに付随するサービ

スを提供する商業銀行、証券会社、保険会社、電子取引および清算プラットフォーム、財務データのレポジ

トリ、ならびにミューチュアル・ファンドのスポンサー、ヘッジ・ファンド、エネルギー会社等とも競合し

ている。当社は、取引の実行、資本や資本調達、商品とサービス、刷新、評判、リスク選好および価格等の

いくつかの要素に基づいて競争を進めている。広範な金融サービスに従事する金融機関が撤退した事業が相

次いで他社に買収または合併され、あるいは破産を宣言したことにより、長期を経て金融サービス業界の一

部の分野で集約が進んでいる。かかる変化により、残存する競合他社がより多く資本を獲得したり、より広

範な商品・サービスを提供する能力、および地理的に分散するなどによってその他の資源を獲得したりする

場合や、新たな競合他社が現れる可能性もある。当社は、上記のような要因や一部の競合他社が価格引下げ

によって市場シェアの獲得を図ることにより、価格圧力を受けており、今後も受ける可能性がある。加え

て、当社の競合他社の一部は、当社と異なる、または場合によっては当社に比べて緩やかな法務・規制上の

制度に従っており、当社は競争において不利な状況に置かれている。当社の事業運営における競合的な環境

に関する詳細は、第２「企業の概況」３「事業の内容―監督および規制」参照。

 

取引市場の自動化により当社事業に悪影響が及び、競争の激化につながるおそれがある。

当社は近年、いくつかの事業で激しい価格競争に直面している。特に、取引所、スワップ執行ファシリ

ティおよびその他の自動化されたトレーディング・プラットフォーム上で有価証券、デリバティブその他の

金融商品を電子的に売買できることにより、ビッド・オファー・スプレッド、取引手数料、運用手数料また

は類似の受取手数料に対する圧力が強まっている。自動化された電子市場を直接に利用する傾向は今後も継

続するものとみられており、さらに多くの市場がより自動化されたトレーディング・プラットフォームに移

行するにつれこの傾向は強まるものとみられている。当社は、上記およびその他の分野において競争圧力を

受けており、競合他社がビッド・オファー・スプレッド、取引手数料、運用手数料または類似の受取手数料

の引下げによる市場シェア獲得を追求すれば、今後も競争圧力を受け続けるおそれがある。
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優秀な従業員の維持および確保は当社事業が成功するために不可欠であり、これが維持または確保でき

ない場合には当社の業績に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

人材は最も重要な資源であり、優秀な従業員をめぐり熾烈な競争が展開されている。能力の高い従業員

を維持・確保できず、または競争上の優位性を保つために必要な程度または形態において維持・確保できな

い場合、あるいは従業員を維持・確保するための報酬費用が増加した場合、競争上の優位性を含む当社の業

績は重大な悪影響を被るおそれがある。金融業界においては、インセンティブに基づく報酬に関する制限、

クローバック要件、特別税を含め、従業員報酬に対してより厳しい規制が課せられており、また課せられ続

ける可能性がある。これによって当社の最も優秀な従業員の雇用・維持に悪影響が及ぶおそれがある。

 

国際リスク

当社は国際的に事業展開しているため、政治、経済、法律、営業、フランチャイズ上その他多数のリス

クにさらされており、当社の事業に様々な悪影響を及ぼすおそれがある。

当社は多数の国で事業展開する企業が避けることのできない、国有化、強制収用、価格統制、資本規

制、為替管理、公租公課の増加および政府によるその他の規制措置、ならびに戦争行為の発生または政治、

行政における不安定性等の可能性を含む、政治、経済、法律、税、営業、フランチャイズ上その他のリスク

にさらされている。証券・金融サービス業界に適用される法令は、多くの国で不確定的かつ常に改正を繰り

返すため、各市場における現地法の具体的な要件を判断するのは困難な場合がある。ある市場の現地法を継

続的に遵守できない場合、当該市場で行う事業のみならず、当社の全般的な評判に対しても重大な悪影響を

及ぼすおそれがある。またいずれの場合も、当社の企図する取引について法的に履行を強制できないとい

う、より強大なリスクにもさらされることになる。

多くの新興市場諸国が通貨の大幅な切下げ、ソブリン債の債務不履行または潜在的な債務不履行、資本

規制および為替管理、インフレ率の上昇ならびに経済の低成長やマイナス成長をはじめとする政治面、経済

面、金融面での深刻な混乱を経験している。国によっては、犯罪や汚職、および治安や個人の安全に関する

問題も存在する。このような状況は、当社の事業に悪影響を及ぼし、かつ金融市場全体の変動性を高める可

能性がある。

世界的な流行病その他の広範囲に及ぶ健康面での危機またはかかる危機への懸念、および自然災害、テ

ロ行為または軍事行為により、新興市場や世界の他のあらゆる地域に経済、金融上の混乱を招き、ひいては

移動制限を含む営業上の困難につながる可能性があり、当社が世界中で展開する事業の管理能力を損なうお

それがある。

米国の会社として、当社は米国財務省外国資産管理局(OFAC)やこれに類する多国籍機関および世界中の

政府機関による経済制裁および禁輸措置、ならびに当社が事業を行う法域において適用される反汚職法を遵

守する必要がある。かかる制裁や禁輸措置または反汚職法に違反した場合、当社および個々の従業員は、規

制当局の強制措置や民事および刑事上で多額の制裁金・罰金に処せられる可能性がある。
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買収、資産売却および合弁事業に関するリスク

買収、資産売却、合弁事業、少数株主持分の取得および戦略的提携において、期待した価値すべてを獲

得することができないおそれがある。

当社は、従前または今後の買収、資産売却、合弁事業または戦略的提携(MUFGとの提携を含む。)に関連

し、対象事業およびシステムの結合、移転、分割または統合(会計、データ処理システムおよび経営管理を

統合または分割するニーズ、ならびに顧客、取引先および提携先との関係を統合するニーズを含む。)に係

る様々なリスクおよび不確実性に直面する。合弁および少数株主持分の取得の場合はさらに、当社の統制下

にないシステム、管理および人員に関連した債務、損失または評判の低下に左右され、またこれらの被害を

受ける可能性があるため、追加的なリスクと不確実性がある。

例えば、当社の日本におけるMUFGとの合弁事業に関連した各投資銀行業務および証券業務の所有に関す

る取決めは複雑なものとなっている。MUFGと当社は、MUMSSおよびMSMSという合弁会社２社を設立して、そ

れぞれの日本における証券事業を統合した。第３「事業の状況」７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析―その他の事項―日本における証券事業の合弁」参照。

また、当社といずれかの合弁先との間で対立または意見の不一致が生じた場合、関連する合弁事業を通

じて予定していた利益に不利な影響を与える場合もある。

当社の買収済の事業の統合もしくは売却資産の分割が順調に進み、または期待した利益のすべてを生み

出せるかについては何らの保証もない。当社が従前または今後の買収事業または売却資産を順調に統合また

は分割できない場合、当社の業績、財政状態およびキャッシュ・フローが重大な悪影響を被るリスクがあ

る。

当社は、既存事業の拡大を含め、事業における一定の取組みにより、従前には当社の顧客や取引先の基

盤に属していなかった個人や事業体と直接間接に関わることで新たな資産クラスや市場に対するエクスポー

ジャーを得る可能性がある。こうした事業活動により、当社は新たなかつ増強したリスク、事業活動に対す

る規制当局の監視の強化、信用関連リスク、ソブリン・リスクおよびオペレーショナル・リスクの増大なら

びに資産の運用または保有方法に関する風評上の懸念にさらされることとなる。

当社の事業運営における競合的な環境に関する詳細は、第２「企業の概況」３「事業の内容―監督およ

び規制」参照。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当なし(但し、本書において特に記載されている場合を除く。)。

 

６【研究開発活動】

該当なし。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2013年および2014年の当社の業績

 

以下の情報は、2014年様式10-Kおよび2015年第１四半期様式10-Qの抄訳である。

 

概説

モルガン・スタンレーは金融持株会社であり、法人・機関投資家向け証券業務、ウェルス・マネジメント業務

および投資運用業務のいずれの事業セグメントにおいても、市場で重要な地位を維持するグローバルな金融サービ

ス会社である。文脈により別の解釈が必要な場合を除き、「モルガン・スタンレー」または「当社」とは、モルガ

ン・スタンレー(「親会社」)とその連結子会社を指す。

 

当社の各事業セグメントの業務の概要は次のとおりである。

 

法人・機関投資家向け証券業務

ファイナンシャル・アドバイザリーおよび資本調達サービスを提供する。これには、合併および買収、

リストラクチャリング、不動産金融ならびにプロジェクト・ファイナンスに関する助言の提供、法人貸付、

株式、債券およびこれらの関連商品(外国為替およびコモディティ等)の販売、トレーディング、資金調達お

よびマーケット・メイク、ならびに投資活動等が含まれる。

 

ウェルス・マネジメント業務

個人投資家や中小規模の事業者および機関に対して、各種の投資手段、資産運用・財形プランニング業

務、年金およびその他の保険商品、クレジットその他の貸付商品、キャッシュ・マネジメント業務、退職関

連業務等の仲介・投資助言業務を提供し、また主として顧客による債券のトレーディングや投資を促進す

る、債券のトレーディングを行う。

 

投資運用業務

法人・機関投資家および仲介機関、ならびに個人富裕層顧客全般にわたる各種の顧客グループに対し、

各地域、各資産クラスおよび各公開・未公開市場でのリスク／リターン分布に及ぶ多岐にわたる投資戦略を

提供する。
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これまでの業績には、経済や政治の状況および地政学的な事象の影響、法人貸付および商業用・住宅用のモー

ゲージ貸付、商業用不動産市場およびエネルギー市場を含む、特に世界の株式、債券、為替、信用およびコモディ

ティ市場における市況の影響、米国および世界各地における現行もしくは審議中の、または将来制定される法律

(ドッド・フランク法を含む。)、規制(資本、レバレッジおよび流動性に関する規制を含む。)、政策(財政政策お

よび金融政策を含む。)および争訟・規制措置の影響、株価、債券価格および商品価格(原油価格を含む。)、金

利、通貨価値その他の市場指数の水準とボラティリティ、信用および資本双方の利用可能性とコストならびに当社

の短・長期無担保債務の信用格付け、金融市場における投資家、消費者および企業の心理および信頼、当社の買

収、資産売却、合弁事業、戦略的提携その他戦略的取決めの実績、当社の評判および金融サービス業界に対する一

般認識、インフレーション、自然災害、流行病および戦争行為またはテロ行為、既存のおよび潜在的な競合会社な

らびに政府、規制機関および自主規制機関の行動および施策、当社のリスク管理方針の有効性、技術の変化・リス

クおよびサイバーセキュリティに関するリスク(サイバー攻撃および事業継続リスクを含む。)、またはこれらもし

くはその他の要因が組み合わさった多数の要因が重大な影響を及ぼしており、今後の業績についても同様の影響が

予想される。また、当社の事業に関連した立法上、法律上および規制上の進展によりコストが増加し、そのために

業績に影響する可能性がある。これらの要因により、当社の戦略目標の達成に悪影響を及ぼす場合がある。上記お

よびその他の当社の事業に影響を及ぼしうる重要な要因については、第２「企業の概況」３「事業の内容―監督お

よび規制」、第３「事業の状況」４「事業等のリスク」および後記「流動性および資本の源泉―自己資本規制」参

照。

以下に記載する当社の業績の検討には、将来予測に関する記述が含まれている場合がある。これらの記述は経

営陣の判断および予測を示すものであり、実際の結果が記述の内容と著しく異なるリスクおよび不確実性を伴う。

当社の将来の業績に影響する可能性のあるリスクおよび不確実性については、第一部注記「将来予測に関する記

述」、同第２「企業の概況」３「事業の内容―監督および規制」および同第３「事業の状況」４「事業等のリス

ク」、ならびに後記「流動性および資本の源泉―自己資本規制」参照。

当社の非継続事業に関する検討については、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記１参照。
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業績概要

財務情報および統計データ

 
(単位：特に記載する場合および１株当たりの金額を除き、百万ド
ル) 2014年 2013年 2012年

純収益：       

法人・機関投資家向け証券業務 16,871 15,519 11,101 

ウェルス・マネジメント業務(1) 14,888 14,143 12,947 

投資運用業務(1) 2,712 3,059 2,306 

セグメント間相殺消去 (196) (228) (176)

連結純収益 34,275 32,493 26,178 

純利益 3,667 3,613 716 

償還可能非支配持分に帰属する純利益(2) ― 222 124 

償還不能非支配持分に帰属する純利益(2) 200 459 524 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 3,467 2,932 68 

モルガン・スタンレーに帰属する継続事業利益(損失)：       

法人・機関投資家向け証券業務 (77) 983 (797)

ウェルス・マネジメント業務(1) 3,192 1,473 772 

投資運用業務(1) 366 519 167 

セグメント間相殺消去 ― ― (4)

モルガン・スタンレーに帰属する継続事業利益 3,481 2,975 138 

モルガン・スタンレーに帰属する非継続事業利益(損失)(3) (14) (43) (70)

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 3,467 2,932 68 

優先株配当等 315 277 98 

モルガン・スタンレー普通株主に帰属する利益(損失) 3,152 2,655 (30)

基本的普通株式１株当たり利益(損失)：       

継続事業利益 1.65 1.42 0.02 

非継続事業利益(損失)(3) (0.01) (0.03) (0.04)

基本的普通株式１株当たり利益(損失)(4) 1.64 1.39 (0.02)

希薄化後普通株式１株当たり利益(損失)：       

継続事業利益 1.61 1.38 0.02 

非継続事業利益(損失)(3) (0.01) (0.02) (0.04)

希薄化後普通株式１株当たり利益(損失)(4) 1.60 1.36 (0.02)

地域別純収益(5)：       

米州 25,140 23,358 20,276 

EMEA 4,772 4,542 3,078 

アジア太平洋 4,363 4,593 2,824 

純収益 34,275 32,493 26,178 

税引前利益率(6)：       

法人・機関投資家向け証券業務 N/M 6％ N/M 

ウェルス・マネジメント業務 20％ 18％ 12％

投資運用業務 24％ 33％ 28％

連結 10％ 14％ 2％

継続事業法人所得税実効税率(7) (2.5)％ 19.8％ (27.0)％
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平均普通株主資本(単位：十億ドル)(8)：       

法人・機関投資家向け証券業務 32.2 37.9 29.0 

ウェルス・マネジメント業務 11.2 13.2 13.3 

投資運用業務 2.9 2.8 2.4 

親会社資本 19.0 8.0 16.1 

連結平均普通株主資本 65.3 61.9 60.8 

継続事業平均普通株主資本利益率(9)：       

法人・機関投資家向け証券業務 N/M 2.3％ N/M 

ウェルス・マネジメント業務 27.5％ 9.9％ 5.7％

投資運用業務 12.8％ 18.1％ 6.7％

連結 4.9％ 4.4％ 0.1％

平均有形普通株式株主資本(単位：十億ドル)(10) 55.5 53.0 53.9 

継続事業平均有形普通株式株主資本利益率(11) 5.7％ 5.1％ 0.1％

DVAを含まない選択的運用の財務評価：       

DVAを含まない純収益(12) 33,624 33,174 30,580 

DVAを含まないモルガン・スタンレーに帰属する継続事業利益
(12) 3,063 3,427 3,256 

DVAを含まない継続事業希薄化後普通株式１株当たり利益(12) 1.39 1.61 1.64 

DVAを含まない平均普通株主資本利益率(9) 4.1％ 5.0％ 5.2％

DVAを含まない平均有形普通株式株主資本利益率(11) 4.9％ 5.8％ 5.9％

 

(単位：特に記載する場合および１株当たりの金額を除き、百万
ドル) 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

ローン合計(13) 66,577 42,874 

資産合計 801,510 832,702 

米国銀行子会社ローン(13)(14) 59,622 35,039 

米国銀行子会社資産(14) 151,157 125,341 

預金合計 133,544 112,379 

長期借入債務 152,772 153,575 

翌12ヶ月以内満期到来発行済長期借入債務 20,740 24,193 

全世界の従業員総数 55,802 55,794 

普通株式１株当たり簿価(15) 33.25 32.24 

有形普通株式１株当たり簿価(16) 28.26 27.16 

銀行および銀行以外の法人が保有するグローバル流動性準備(単

位：十億ドル)(17)
193 202 

平均グローバル流動性準備(単位：十億ドル)(17)(18)：     

　銀行 87 75 

　銀行以外 108 117 

　　平均グローバル流動性準備合計 195 192 

自己資本比率(19)：     
普通株式等ティア１資本比率(2014年は経過措置／先進的手法に
基づき算出) 12.6％ N/A 

ティア１普通資本比率 N/A 12.8％

ティア１資本比率(2014年は経過措置／先進的手法に基づき算
出) 14.1％ 15.6％

総資本比率(2014年は経過措置／先進的手法に基づき算出) 16.4％ 16.9％

ティア１レバレッジ比率(2014年は経過措置／先進的手法に基づ
き算出)(20) 7.9％ 7.6％

連結運用・管理資産(単位：十億ドル)(1)(21)：     

投資運用業務(22) 403  377  

ウェルス・マネジメント業務 778  688  

合計 1,181  1,065  
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N/M―数値が僅少であることを表す。

N/A―該当なし

EMEA―欧州、中東およびアフリカ(「EMEA」)

DVA―債務評価調整額は、当社の信用スプレッドの変動およびその他の信用に関連した要因に起因した、当社の一定の長・短

期借入金の公正価額の変動額を表す。

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。

(2) 償還可能および償還不能な非支配持分に関するデータは、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２、

３および15参照。

(3) 非継続事業に関するデータは、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記１参照。

(4) 基本的および希薄化後の１株当たり利益の計算については、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記16

参照。

(5) 地域別純収益は、当社の連結純収益の地域別評価を管理ベースで反映している。純収益に関する地理的手法についての

詳細な検討は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記21参照。

(6) 税引前利益率は、GAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、業績の評価にあたって当社および投資家が用いるの

に有用な手段であると捉えている。パーセンテージは、純収益に対する法人所得税計上前継続事業利益の割合を表す。

(7) 法人所得税実効税率に関する検討は、後記「業績概要―2014年の業績概観」および第６「経理の状況」１「財務書類」

連結財務諸表の注記20参照。

(8) 各事業セグメントの平均普通株主資本は、当社の社内的な適正資本測定手法である必要資本の枠組みを用いて算定され

ている(後記「流動性および資本の源泉―自己資本規制―必要資本」参照。)。また各事業セグメントの平均普通株主資

本は、GAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、適正資本の見積りにあたって当社および投資家が用いるのに有

用な手段であると捉えている。

(9) 各事業セグメントの平均普通株主資本利益率の計算には、モルガン・スタンレーに帰属する継続事業利益から優先配当

を差し引いた額の各事業セグメントの平均普通株主資本に対する割合を用いる。平均普通株主資本利益率は、GAAPによ

らない財務評価であり、当社はこれを、業績の評価にあたって当社および投資家が用いるのに有用な手段であると捉え

ている。事業セグメントの平均普通株主資本利益率の算定に用いる法人所得税実効税率は、個々の法人毎に決定され

た。DVAの影響を考慮しない場合の連結平均普通株主資本利益率もGAAPによらない財務評価であり、これを決定するにあ

たり分子および分母の双方についてDVAの影響を除外する調整を行った。2014年、2013年および2012年のDVAの影響は、

それぞれ0.8パーセント、マイナス0.6パーセントおよびマイナス5.1パーセントであった。

(10)平均有形普通株式株主資本はGAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、適正資本の見積りにあたって当社および

投資家が用いるのに有用な手段であると捉えている。有形普通株式株主資本についての検討は、後記「流動性および資

本の源泉―資本管理」参照。

(11)平均有形普通株式株主資本利益率はGAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、適正資本の見積りにあたって当社

および投資家が用いるのに有用な手段であると捉えている。平均有形普通株式株主資本利益率の計算には、モルガン・

スタンレーに帰属する継続事業利益から優先配当を差し引いた額の平均有形普通株式株主資本に対する割合を用いる。

DVAの影響を考慮しない場合の平均有形普通株式株主資本利益率もGAAPによらない財務評価であり、これを決定するにあ

たり分子および分母の双方についてDVAの影響を除外する調整を行った。2014年、2013年および2012年のDVAの影響は、

それぞれ0.8パーセント、マイナス0.7パーセントおよびマイナス5.8パーセントであった。

(12)当社は随時、決算発表、電話での決算会議、財務情報の開示その他において、一定の「GAAPによらない財務評価」を開

示することができる。ここにいう「米国GAAP」とは米国の一般会計原則である。SECは、「GAAPによらない財務評価」

を、過去または将来の経営成績、財政状態またはキャッシュ・フローに関する数値的な尺度と定義しており、これは米

国GAAPに従って計算・表示される最も直接的に対比可能な手段から得られる数値を除外もしくは包含し、または当該数

値を有効に除外もしくは包含する調整に従う。当社が開示するGAAPによらない財務評価は、当社の財政状態および経営

成績に関するさらなる透明性を投資家に提供するための追加情報として、またはこれらを評価するための代替的な手段

として付与される。かかる手段は米国GAAPに従うものでも代替するものでもなく、他社が用いるGAAPによらない財務評

価と相違していたり、整合していなかったりする場合がある。当社では、GAAPによらない財務評価に言及する際は常

に、GAAPによらない財務評価と米国GAAP準拠の財務評価間の差異を調整しつつ、米国GAAPに従って計算・表示される最

も直接に対比可能な財務評価も表示する。
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 2014年 2013年 2012年

選択的運用のGAAPによらない財務評価から米国GAAP準
拠の財務評価への調整(単位：１株当たりの金額を除
き、百万ドル)：       

純収益       

純収益―GAAPによらない財務評価 33,624 33,174 30,580 

DVAの影響 651 (681) (4,402)

純収益―米国GAAP準拠の財務評価 34,275 32,493 26,178 

モルガン・スタンレーに帰属する継続事業利益       

モルガン・スタンレーに帰属する利益―GAAPによら
ない財務評価 3,063 3,427 3,256 

DVAの影響 418 (452) (3,118)

モルガン・スタンレーに帰属する利益―米国GAAP準
拠の財務評価 3,481 2,975 138 

希薄化後普通株式１株当たり利益       

継続事業希薄化後普通株式１株当たり利益―GAAPに
よらない財務評価 1.39 1.61 1.64 

DVAの影響 0.22 (0.23) (1.62)

継続事業希薄化後普通株式１株当たり利益―米国
GAAP準拠の財務評価 1.61 1.38 0.02 

 

(13)投資目的保有ローンおよび売却目的保有ローンを含み、連結貸借対照表上のトレーディング資産に含まれる公正価額で

測定するローンを除く(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記８参照。)。

(14)MSBNAおよびMSPBNAは、当社の米国銀行子会社であり、金額は関連事業体との取引を除く。

(15)普通株式１株当たり簿価は、普通株主資本(2014年12月31日現在64,880百万ドルおよび2013年12月31日現在62,701百万ド

ル)を流通普通株式数(2014年12月31日現在1,951百万株および2013年12月31日現在1,945百万株)で除して得られる。

(16)有形普通株式１株当たり簿価は、有形普通株式株主資本(2014年12月31日現在55,138百万ドルおよび2013年12月31日現在

52,828百万ドル)を流通普通株式数(2014年12月31日現在1,951百万株および2013年12月31日現在1,945百万株)で除して得

られる。有形普通株式１株当たり簿価はGAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、当社および投資家が適正資本

を見積もるにあたって有用な尺度になると捉えている。

(17)グローバル流動性準備は、当社の銀行および銀行以外の法人において維持されており、流動性の高いかつ分散された現

金および現金同等物ならびに無担保の有価証券で構成されている。適格な無担保有価証券には、米国債、米政府機関

債、米政府機関発行モーゲージ担保証券、米国以外の国債およびその他の高流動性投資適格有価証券がある。グローバ

ル流動性準備に関する検討は、後記「流動性および資本の源泉―流動性リスク管理の枠組み―グローバル流動性準備」

参照。

(18)当社は、平均グローバル流動性準備を日々の金額に基づき計算している。

(19)当社は、適用されるリスクベースの資本比率およびRWAを、FRBが採択した金融持株会社の適正資本基準に従って計算し

ている。当社のリスクベースの資本比率およびRWAの計算方法に関する詳細な検討は、後記「流動性および資本の源泉―

自己資本規制」参照。

(20)2014年第１四半期以降、ティア１レバレッジ比率は、ティア１資本(米国バーゼルIIIに関する経過規則に基づいて計算

されたもの)を調整後平均総資産(損金算入否認されたのれん、経過措置上の無形資産、一部の繰延税金資産および一部

の金融持分投資に関する調整ならびにその他の調整を反映後のもの)で除して得られる。2013年のティア１レバレッジ比

率は、ティア１資本(米国バーゼルIに基づいて計算されたもの)を調整後平均総資産(損金算入否認されたのれん、一部

の無形資産、繰延税金資産および金融・非金融の持分投資に関する調整反映後のもの)で除して得られた。

(21)これらの資産に伴う収支は、当社のウェルス・マネジメント業務および投資運用業務に含まれる。

(22)少数株主持分を有する事業体の管理資産に対する当社の投資運用業務の比例割合によるシェアを除く。
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世界の市況および経済情勢

2014年の世界の市況および経済状況は、世界各国の中央銀行による緩和策の継続、低いインフレ率、地政学的

緊張および2014年末にかけての数ヶ月間における石油価格の急落を特徴として、不安定ながらも引き続き前年比

で改善した。2014年の米国経済は、天候の影響により国内総生産(「GDP」)が減少した第１四半期から始まった

が、同年終了時のGDP年間成長率は2.4パーセントであった。これとは対照的に、ユーロ圏経済は、ロシアによる

ウクライナのクリミア地域の併合やウクライナ東部における紛争が不安と緊張を高め、地域経済を圧迫したこと

により第２四半期において失速したが、下半期にはやや改善の兆しを示した。英国では、GDPの成長が加速を続

け、2014年全体の年間成長率は2.6パーセントであった。一方、日本経済では、４月に消費税率が５パーセント

から８パーセントに引き上げられたことに伴う著しい変動が見られ、その結果、2014年全体のGDP成長率はほぼ

ゼロであった。中国では、政府による経済構造改変のための改革が継続され、レバレッジ解消が推進されたこと

により経済成長がやや減速したものの、2014年の実質GDPは、中国の中央銀行による対象を絞った緩和策に支え

られて7.4パーセント増加した。

米国では、2014年終了時の主要株式市場指数は2013年終了時比で大幅に上昇し、S&P500指数は、米国経済が相

対的に堅調であったことに支えられ、2014年において11.4パーセントの上昇を記録した。米国のGDPは労働市場

の改善が追い風となって増加し、また失業率は６年ぶりに６パーセントを下回り、2014年終了時において2013年

終了時比1.1パーセント減の5.6パーセントであった。しかし、平均賃金上昇率は依然として低水準にとどまり、

インフレ率は、FRBの目標とする２パーセントを大幅に下回る水準で引き続き推移した。家計支出の伸びは、堅

調な雇用増加およびエネルギー価格の下落に支えられ、2014年を通じて著しく加速し、事業投資もまた2014年第

２四半期および第３四半期を通じて加速したが、第４四半期においては、世界の経済情勢に対する不透明感の高

まりを背景に鈍化の兆候を示した。住宅市場は、住宅ローンの厳格な貸付条件が足かせとなり、回復が進まな

かった。2014年10月、FRBの連邦公開市場委員会(「FOMC」)は、毎月の債券購入額を150億ドル減額したことを

もって量的緩和を終了した。2014年12月31日現在のフェデラル・ファンドの目標金利は0.00パーセントから0.25

パーセントの間で維持され、公定歩合は0.75パーセントで据え置かれた。FOMCは、2014年12月の会合で、金融政

策に対する姿勢の正常化を開始することに関して辛抱強くある旨を公表した。

2014年終了時の欧州の主要株式市場指数は2013年終了時比で低下したが、2014年終了時において2.7パーセン

ト高であったドイツのDAX30指数は例外であった。欧州地域のGDPは、2013年の減少後プラス成長に転じたが、

2014年においては１パーセント未満の増加と回復が進まず、ユーロ圏の市場に基づくインフレ期待指標は、欧州

中央銀行(「ECB」)が掲げる２パーセントのインフレ目標に沿った水準を大幅に下回った。これを受け、ECBは、

2014年９月に追加的な緩和策を公表し、基準レポ金利を0.25パーセントから0.05パーセントに、預金ファシリ

ティ金利を2013年終了時の0.00パーセントからマイナス0.20パーセントに引き下げるとし、また資産担保証券お

よびカバード・ボンドの購入プログラムを公表した。2015年１月には、欧州地域のソブリン債の購入を含む拡大

資産購入プログラムを公表した。2014年の英国のGDPは、消費支出、事業投資および住宅投資の加速的な拡大に

支えられ、より堅調に増加したが、輸出は低迷した。また英国では、失業率の大幅な低下が続いたが、平均賃金

上昇率も引き続き低水準にとどまり、インフレ率はイングランド銀行(「BOE」)の目標を下回った。2014年12月

31日現在、BOEの基準金利は、2013年12月31日から据え置かれて0.5パーセントであり、BOEの資産購入額もま

た、2013年12月31日から変わらず3,750億ポンドであった。
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2014年終了時のアジアの主要株式市場指数は2013年終了時比で上昇したが、2014年終了時において4.8パーセ

ント安であった大韓民国のKOSPI総合指数は例外であった。日本経済は、2014年４月の増税を受けて2014年半ば

に景気後退に陥ったが、2014年10月に日本銀行が公表した資産購入額の大幅な拡大および堅調な輸出に支えら

れ、その後回復した。中国の年間経済成長率はやや減速したものの７パーセントを上回る水準を維持し、世界の

他の国々と比べても堅調である。とはいえ中国経済は依然として押下げの圧力に直面しており、政府は成長の後

押しを目的とした施策を講じて対応する計画である。そこで中国政府は、輸出および投資への依存から脱却し、

国内消費が牽引するより持続的な成長に向け、経済再編を目指す改革案を公表した。

 

2014年の業績概観

連結業績

当社のモルガン・スタンレーに帰属する純利益は、2013年は純収益32,493百万ドルに対し2,932百万ドルで

あったが、2014年には、純収益34,275百万ドルに対し純利益は3,467百万ドルを計上した。

2013年の純収益には681百万ドルのマイナスの収益が含まれたのに対し、2014年の純収益にはDVAの影響に

より、プラスの収益651百万ドルが含まれた。さらに、2014年の純収益には、資金調達評価調整(「FVA」)の

導入に関連した費用約468百万ドルが含まれ(後記「重要な会計方針」および第６「経理の状況」１「財務書

類」連結財務諸表の注記２参照。)、これは当社の法人・機関投資家向け証券業務に計上された。2014年の非

金利費用は、2013年の27,935百万ドルに対し30,684百万ドルとなった。2014年の報酬費用は、主として裁量

インセンティブ報酬の繰延率の変更に関連して約11億ドルの報酬費用調整額が生じたことにより、2013年の

16,277百万ドルから10パーセント増加し、17,824百万ドルとなった(後記「事業セグメント―報酬費用―裁量

インセンティブ報酬」参照。)。2014年の非報酬費用は、訴訟費用の増加を主因として、2013年の11,658百万

ドルから10パーセント増加し、12,860百万ドルとなった。

希薄化後EPSおよび継続事業希薄化後EPSは、2013年においてそれぞれ利益1.36ドルおよび利益1.38ドルで

あったが、2014年にはそれぞれ利益1.60ドルおよび利益1.61ドルとなった。2013年の希薄化後EPSの計算に

は、ウェルス・マネジメントJVの取得(2013年６月に完了)に関連して約151百万ドル(希薄化後株式１株当た

り0.08ドル)のマイナスの調整額が含まれた。

DVAの影響を考慮しない場合、2014年の純収益および継続事業希薄化後EPSは、2013年のそれぞれ33,174百

万ドルおよび１株当たり1.61ドルに対し、33,624百万ドルおよび１株当たり1.39ドルとなった。DVAの影響を

考慮しない純収益の表示はGAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、当社および投資家が期間対期間

の業績をより詳細に比較するために有用であると捉えている。

当社の継続事業法人所得税実効税率は、2014年および2013年においてそれぞれマイナス2.5パーセントおよ

び19.8パーセントであった。2014年および2013年の業績には、一時的な正味税金ベネフィットとしてそれぞ

れ2,226百万ドルおよび407百万ドルが含まれた。かかる一時的な正味税金ベネフィットを考慮しない場合、

2014年および2013年の継続事業法人所得税実効税率は、それぞれ59.5パーセントおよび28.7パーセントで

あった。この実効税率の上昇は、主に訴訟および規制上の事項に係る控除不能な費用の増加と、寄与度は劣

るが、収益の地域別構成に起因するものであった。一時的な正味税金ベネフィットに関する検討は、後記

「その他の事項―法人所得税に関する事項」参照。
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法人・機関投資家向け証券業務

法人・機関投資家向け証券業務の継続事業税引前損益については、2013年の利益946百万ドルに対し、2014

年においては損失58百万ドルとなった。純収益は、2013年の15,519百万ドルに対し2014年においては16,871

百万ドルとなった。2013年の業績にはマイナスの収益681百万ドルが含まれたが、2014年においては、DVAの

影響によりプラスの収益651百万ドルが含まれた。2014年の投資銀行業務収益は、株式および債券の引受業務

ならびにアドバイザリー料収益の増加を反映し、2013年比19パーセント増の5,203百万ドルとなった。DVAの

影響を考慮しない場合、2014年の株式の販売・トレーディング純収益は、顧客残高の増加によるプライム・

ブローカレッジ業務の増収を主因として、2013年比４パーセント増の6,903百万ドルとなったが、ボラティリ

ティの不利な変動を反映したデリバティブ収益の減少により、部分的に相殺された。DVAの影響を考慮しない

場合、2014年の債券およびコモディティに係る販売・トレーディングの純収益は、債券商品の業績(FVAの導

入に関連した費用466百万ドルを含む。)の低下がコモディティ純収益の増加により部分的に相殺されたもの

の、2013年比10パーセント減の3,795百万ドルとなった。2014年の非金利費用は、住宅モーゲージに関する一

定の従来事件に関連する訴訟費用の増加を反映した非報酬費用の増加および報酬費用の増加を主たる要因と

して、2013年の14,573百万ドルから16パーセント増加して16,929百万ドルとなった(後記「その他の事項―訴

訟」、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13「偶発事象―訴訟」および後記「事業セグ

メント―報酬費用―裁量インセンティブ報酬」参照。)。

 

ウェルス・マネジメント業務

ウェルス・マネジメント業務の継続事業税引前利益は、2013年の2,604百万ドルに対し、2014年においては

2,985百万ドルとなった。純収益は、2013年の14,143百万ドルに対し2014年は14,888百万ドルとなった。取引

収益は、投資銀行業務収益、トレーディング収益ならびに委託手数料および手数料収益で構成され、2014年

において2013年比10パーセント減の3,875百万ドルとなった。2014年の投資銀行業務収益は、主にクローズ

ド・エンド型ファンドの引受業務の減少により、2013年比14パーセント減の791百万ドルとなったが、仕組商

品からの増収によって部分的に相殺された。2014年のトレーディング収益は、主に一定の従業員繰延報酬制

度に伴う投資に関連する利益の減少および債券商品の減収を受け、2013年比18パーセント減の957百万ドルと

なった。2014年の委託手数料および手数料収益は、主に株式、保険およびミューチュアル・ファンドの取引

量の減少により、2013年比４パーセント減の2,127百万ドルとなった。2014年の資産運用・販売・管理手数料

は、手数料ベース資産の収益増を主因に、2013年比10パーセント増の8,345百万ドルとなったが、銀行預金プ

ログラムの紹介手数料からの減収により部分的に相殺された。2014年の純利息は、主として貸付残高の増加

ならびにポートフォリオ融資勘定(「PLA」)の有価証券担保貸付商品における融資および貸付コミットメント

の拡大により、2013年比25パーセント増の2,339百万ドルとなった。2014年の非金利費用は、報酬費用の増加

を主因として、2013年の11,539百万ドルから３パーセント増加して11,903百万ドルとなったが、非報酬費用

の減少により部分的に相殺された。2014年12月31日現在、顧客資産残高の合計は20,250億ドル、また顧客負

債残高の合計は510億ドルであった。銀行預金プログラムの残高は、2014年12月31日現在1,370億ドルであっ

たが、この残高には、当社の関連会社でFDICの付保を受ける預金取扱金融機関の保有する預金として、2014

年12月31日現在の1,280億ドルが含まれた。2014年12月31日現在、手数料ベースの口座における顧客資産は

7,850億ドル、顧客資産合計に対する割合は39パーセントであった。手数料ベースの顧客資産のフローは、

2013年の519億ドルに対し、2014年は588億ドルとなった。
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投資運用業務

投資運用業務の継続事業税引前利益は、2013年の1,008百万ドルに対し、2014年は664百万ドルとなった。

純収益は、2013年の3,059百万ドルに対し2014年には2,712百万ドルとなった。この純収益の減少は、主に当

社のマーチャント・バンキング業務および不動産投資業務における純投資利益の減少および2013年には累積

的なファンドのパフォーマンスが基準を上回ったことにより発生した、ゼネラル・パートナーとしての当社

に対するファンド利益の追加的配分(「キャリードインタレスト」)が発生しなかったこと、ならびに当社の

繰延報酬制度および共同投資プランにおける投資の利益減に関連したものであった。また2014年の業績に

は、当社が出資する不動産ファンドに関連した一部の法人が2014年第２四半期において連結から除外された

ことで生じた、不動産投資業務における投資収益の前年からの減少も反映された。2014年の非金利費用は

2,048百万ドルであり、2013年比で実質的に横ばいであった。
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事業セグメント

当社の営業収益および営業費用は、ほぼすべてが各事業セグメントに直接的に帰属するものである。現に収益

および費用の一部は、原則として各事業セグメントの純収益、非金利費用またはその他の関連指標に応じて事業セ

グメント間で比例配分されている。

セグメント間の取引の一部を外部の第三者との取引として取り扱うことから、各事業セグメントの業績と当社

の連結業績とを調整するためにセグメント間消去の項目が設けられている。また、セグメント間消去においては、

当社の法人・機関投資家向け証券業務が銀行預金プログラムに関して当社のウェルス・マネジメント業務に支払っ

た手数料の影響も反映される。

 

純収益

トレーディング

トレーディング収益には、当社がマーケット・メーカーとして顧客との間で行う金融商品の売買収益およ

び当社の関連ポジションに生じる損益が含まれる。トレーディング収益には、現物商品の売却およびデリバ

ティブの決済による実現損益、当社のマーケット・メイク業務に関連したポジションに係る継続的な公正価

額の変動から生じた未実現損益、ならびに一定の従業員繰延報酬制度に関連した投資の損益も含まれる。多

くの市場において、売買取引の実現・未実現損益にはビッド・オファー間のスプレッドが含まれることにな

る。公正価額で計上されるローンに関して受領した一定の手数料および持分証券の配当金もマーケット・メ

イク業務のポジションに関連するため、この欄の項目に計上される。上場持分証券およびオプションの売買

により受領した委託手数料は、委託手数料および手数料欄の項目において別途計上される。その他の現物商

品およびデリバティブ商品については通常手数料を伴わず、関連サービスの手数料は、委託手数料および手

数料で計上される。

当社は、繰延報酬制度に基づく債務を経済的にヘッジするため、しばしば投資商品またはその他の金融商

品に投資する。当社が行ったかかる投資の価値が変動した場合、トレーディング収益および投資収益に計上

される。関連する繰延報酬制度の費用は人件費に計上される。報酬費用は付与済みの報酬の名目額に基づき

算定され、参照する投資の公正価額の上下変動について調整され、かつ当該報酬の所定の権利確定期間を通

じた按分により認識される。通常、参照する投資の公正価額の変動に起因した報酬費用の変動は、当社が

行った投資の公正価額の変動分で相殺される。しかし、当社が行う投資の損益に係る即時の収益認識と、権

利確定期間を通じた関連報酬費用の繰延べによる認識には時期的な差異を生ずることがある。
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当社はマーケット・メーカーとして、常時、多様な市況のもと顧客との間で売買等の取引を行い、顧客の

要請に応じて最終価格や気配値を提供することができる。流動性に関する当社の義務は、ときにより明白で

選択の余地がなく、そうでない場合、顧客は当社に対し、自己との取引を行う意思があると期待する。当社

はマーケット・メーカーとしての機能を最大限効果的に遂行するべく、トレーディング業務全体にわたり、

(i)顧客の売買需要を予測しかつそれに対応するポジションを取り、関連市場の流動性やポジションの額に鑑

みて同ポジションを一定期間保有する、(ii)顧客固有のリスクと当該リスクをヘッジするために市場で入手

可能な標準商品の間のベーシス・リスク(ヘッジとの間に差額が生じることに伴うリスク)を管理し見積も

る、(iii)他の市場参加者との間の売買により、ポジション残高を設定、維持および調整し、予想される顧客

需要に対応できるよう取引を蓄積する、(iv)価格決定およびトレンドについて現在の水準を保つよう市場で

売買を行う、および(v)市場に効率性および流動性を提供するその他の活動に従事している。トレーディング

収益には含まれないものの、利息および支払利息も、当社が保有する債務証券に利息が生じ、また有価証券

について貸付け、借入れ、買戻条件付売却または売戻条件付買入が行われた場合には、マーケット・メイク

の影響も受ける。

 

投資

当社の投資商品は、一般に長期的な値上り益の獲得を目的として保有されており、通常は重要な売却制限

が課される。これら商品の公正価額の見積りには重大な判断を伴うことがあり、事業、市場、経済および金

融全般の状況により、または特定の取引に関連して、時間の経過に伴って大幅に変動する可能性がある。か

かる投資は他の商品のオファリングの一環として求められまたは必要とされる可能性がある。売却による実

現損益、ならびに当社の持分に係る公正価額の継続的な変動や一定の従業員繰延報酬制度および共同投資プ

ランに伴う投資による未実現損益の結果として、収益が計上される。通常、こうした投資からは手数料収益

は得られない。投資に課される売却制限は、主に不動産ファンド、ヘッジ・ファンドおよびプライベート・

エクイティ・ファンドへの投資の償還制限や撤退制限に関するもので、一定の従業員繰延報酬制度に関連し

て行われた投資を含む(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記４参照。)。取引所および清

算機関に対する持分に課される制限には、通常、当社が当該取引所または清算機関において取引を決済する

期間は当該持分を保有するという要件が含まれる。加えて、連結対象の不動産ファンドが保有する資産に関

連した一定の投資があり、これは主に、非支配持分の保有者に関するものである。

 

委託手数料および手数料

委託手数料および手数料収益は、主に代理人として行う上場株式および店頭株式の取引、販売・トレー

ディング業務関連のサービスならびにミューチュアル・ファンド、先物、保険商品およびオプションの販売

から生ずる。
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資産運用・販売・管理手数料

資産運用・販売・管理手数料には、資産の運用および管理、口座に関するサービスおよび管理、一部の

ファンドに関する成功報酬、分離管理口座、株主サービスならびに一定のオープン・エンド型ミューチュア

ル・ファンドの分配に伴う手数料を含む。

当社のウェルス・マネジメント業務の資産運用・販売・管理手数料には、手数料ベースの価格システムを

希望する個人投資家からの収益および投資運用手数料が含まれる。当社のウェルス・マネジメント業務の

ミューチュアル・ファンド販売手数料は、各ファンドの１日毎の平均純資産残高または１日毎の平均純売上

総額のいずれかを基準としているため、運用資産または管理資産全体の水準および構成内容の変化によって

影響を受ける。

当社の投資運用業務の資産運用手数料は、当社が各種契約上の取決めに基づき投資ビークルに対して提供

する投資運用サービスから生じる。当社は、主にミューチュアル・ファンドの１日毎の平均純資産残高また

はその他のビークルに係る月次もしくは四半期毎の投資資本に基づき手数料を申し受ける。当社の投資運用

業務の成功報酬は、あるファンドが獲得した値上り益に対する一定割合を収受するもので、場合により一定

の業績基準の達成が基礎となる。これらの手数料は通常、年次ベースで受領し、月次または四半期の単位で

認識される。

 

純利息

受取利息および支払利息は、トレーディング資産およびトレーディング負債、投資有価証券(売却可能有価

証券および満期保有目的有価証券を含む。)、借入有価証券または売戻条件付買入有価証券、貸付有価証券ま

たは買戻条件付売却有価証券、ローン、預金、コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務、長期

借入債務、トレーディング戦略、当社のプライム・ブローカレッジ業務における顧客取引ならびにその時点

の実勢金利水準、期間構造およびボラティリティ等の総資産および総負債の水準および構成と相関的に推移

する。一定の売戻条件(「リバース・レポ契約」)付き買入有価証券および買戻条件(「レポ契約」)付き売却

有価証券、ならびに借入有価証券および貸付有価証券の各取引は、同一の有価証券を対象として異なる顧客

との間で行われる場合があり、リバース・レポ契約または借入有価証券について受け取る利息とレポ契約ま

たは貸付有価証券について支払う利息との間に差異を生ずることがある。

 

報酬費用

当社の人件費には、基本給および固定手当、定型プログラム、裁量インセンティブ報酬、繰延現金・株式型報

酬の償却、繰延報酬制度に基づく投資の公正価額の変動ならびに医療・福利厚生給付等のその他の項目に関する

計上額が含まれる。当社の従業員に対する報酬を左右する要因は、四半期毎、事業セグメント毎および事業セグ

メント内で異なる。当社のウェルス・マネジメント業務および投資運用業務の事業セグメントにおいて収益をあ

げた一部の従業員に対する報酬は、主に報酬を収益に連動させる定型給付に基づき支払われる。当社の法人・機

関投資家向け証券業務の事業セグメントにおいて収益をあげた従業員を含む一部の従業員に対する報酬にも、当

社、事業ユニットおよび個人の業績に対する評価に応じて決定されるインセンティブ報酬が含まれる場合があ

る。上記以外の従業員に対する報酬の大部分は、事実上固定されている(基本給、給付等)。
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裁量インセンティブ報酬

2014年12月１日、当社の取締役会に付属する報酬・経営開発・後継人事委員会は、2014業績年に関する裁

量インセンティブ報酬を2015年に付与する措置を承認した。かかる措置により、当該報酬の平均繰延率の基

準値は約50パーセントに引き下げられる。さらに報酬・経営開発・後継人事委員会は、一部の未決済の繰延

現金インセンティブ報酬につき、権利確定繰上げを承認した。権利確定繰上げの対象となる繰延現金インセ

ンティブ報酬は、今後の各予定分配日に定期的に分配され、引き続き失効および回収規定の適用対象とな

る。当社の事業戦略が実施され、財政上の安定性が向上することで、当社は繰延率の水準を変更し、当社の

実務を世界の競合他社の繰延水準により近づけることができる。下表は、当該措置により、当社および各事

業セグメントに生じた人件費の増加を示している。

 

(単位：百万ドル) 法人・機関
投資家向け
証券業務

ウェルス・
マネジメント

業務

投資運用
業務

合計

プロフォーマ形式の2014年人件費(1) 6,882 8,737 1,068 16,687

第４四半期における措置：        

2014年繰延率の変更(2) 610 66 80 756

前年繰延現金報酬の繰上げ(3) 294 22 65 381

第４四半期における措置合計 904 88 145 1,137

実際の2014年人件費 7,786 8,825 1,213 17,824

 

(1) プロフォーマ形式の2014年人件費は、調整前計上額(すなわち、2014年第１四半期から2014年第３四半期まで使用され

た、繰延率の平均基準値を約74パーセントとし、現金報酬の権利確定繰上げを考慮しない金額)での人件費を示してい

る。

(2) 繰延率の平均基準値が約74パーセントから　約50パーセントに引き下げられたことを反映している。

(3) 一部の現金報酬の権利確定繰上額を示している。
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法人・機関投資家向け証券業務

損益計算書

(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2012年

収益：       

投資銀行業務 5,203 4,377 3,930 

トレーディング 8,445 8,147 6,003 

投資 240 707 219 

委託手数料および手数料 2,610 2,425 2,175 

資産運用・販売・管理手数料 281 280 241 

その他 684 684 279 

非金利収益合計 17,463 16,620 12,847 

受取利息 3,389 3,572 4,224 

支払利息 3,981 4,673 5,970 

純利息 (592) (1,101) (1,746)

純収益 16,871 15,519 11,101 

人件費 7,786 6,823 6,979 

非報酬費用 9,143 7,750 5,734 

非金利費用合計 16,929 14,573 12,713 

法人所得税計上前継続事業利益(損失) (58) 946 (1,612)

法人所得税費用(ベネフィット) (90) (315) (985)

継続事業利益(損失) 32 1,261 (627)

非継続事業：       

法人所得税計上前非継続事業利益(損失) (26) (81) (158)

法人所得税費用(ベネフィット) (7) (29) (36)

非継続事業利益(損失) (19) (52) (122)

純利益(損失) 13 1,209 (749)

償還可能非支配持分に帰属する純利益 ― 1 4 

償還不能非支配持分に帰属する純利益 109 277 170 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益(損失) (96) 931 (923)

モルガン・スタンレーに帰属する金額：       

継続事業利益(損失) (77) 983 (797)

非継続事業利益(損失) (19) (52) (126)

モルガン・スタンレーに帰属する純利益(損失) (96) 931 (923)
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補足財務情報

投資銀行業務

投資銀行業務収益は、アドバイザリー・サービス報酬と有価証券の募集・売出しに係る引受けや融資のシ

ンジケーションによる収益で構成され、シンジケーション費用を相殺する。

投資銀行業務収益は次のとおりであった。

 
(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2012年

アドバイザリー料収益 1,634 1,310 1,369 

引受業務収益：       

株式引受業務収益 1,613 1,262 892 

債券引受業務収益 1,956 1,805 1,669 

引受業務収益合計 3,569 3,067 2,561 

投資銀行業務収益合計 5,203 4,377 3,930 

 

下表は、合併・買収取引、株式および株式関連商品の募集ならびに債券の募集に関する公表済みまたは完

了済みの取引の取引高である。

 
(単位：十億ドル) 2014年(1) 2013年(1) 2012年(1)

公表済合併・買収取引(2) 745 518 464 

完了済合併・買収取引(2) 620 526 391 

株式および株式関連商品の募集(3) 72 61 52 

債券の募集(4) 260 289 277 

 

(1) 出典：トムソン・ロイター社の2015年１月20日付データ。公表済みおよび完了済みの合併・買収取引額は、個々の取引

に関与した各アドバイザーに帰すべき総額に基づいている。また株式および株式関連商品の募集ならびに債券の募集に

ついては、単独のブックマネジャーの場合は総額に、共同ブックマネジャーの場合はそれぞれ同額に基づいている。取

引高は、該当する期間の純収益を示していない場合がある。また過去の期間の取引高は、その後の取引の撤退や取引額

に変動があった場合、従前の報告値とは異なる可能性がある。

(2) 100百万ドル以上の取引を含む。公表済合併・買収取引については終了した取引を除く。

(3) 規則144Aに基づく募集ならびに普通株式の公募および転換可能証券の募集およびライツ・オファリングを含む。

(4) 非転換優先株、モーゲージ担保証券、資産担保証券および課税対象の地方債を含む。また公開登録銘柄および規則144A

銘柄も含む。レバレッジド・ローンおよび自社が幹事を務める発行銘柄は含まない。
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販売・トレーディング純収益

販売・トレーディング純収益の内訳は、トレーディング収益、委託手数料および手数料、資産運用・販

売・管理手数料ならびに純受取(支払)利息である。上述した販売・トレーディング純収益の構成要素に関す

る詳細は、上記「事業セグメント―純収益」参照。当社はこの販売・トレーディング業務の収益性を、かか

る収益の純額の合算で判断する。また、トレーディングに関連する意思決定は、個別または一連の取引の収

益と費用の総額を全体的に検討したうえで行う。この場合の検討事項には、特に資金調達または保有ポジ

ションのヘッジに伴う委託手数料および手数料、配当、受取利息または支払利息ならびにその他の関連諸費

用等の、取引に付帯する潜在的な損益に対する評価が含まれる。デリバティブ商品の損益に関する詳細は、

第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記12参照。

 

販売・トレーディング純収益は次のとおりであった。

 
(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2012年

トレーディング(1) 8,445 8,147 6,003 

委託手数料および手数料 2,610 2,425 2,175 

資産運用・販売・管理手数料 281 280 241 

純利息 (592) (1,101) (1,746)

販売・トレーディング純収益合計 10,744 9,751 6,673 

 

事業別の販売・トレーディング純収益は、以下のとおりであった。

 
 
(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2012年

株式(1) 7,135 6,529 4,811 

債券およびコモディティ(1) 4,214 3,594 2,358 

その他(2) (605) (372) (496)

販売・トレーディング純収益合計 10,744 9,751 6,673 

 

(1) 2014年の業績には、FVAの導入に関連した費用468百万ドル(株式２百万ドルならびに債券およびコモディティ466百万ド

ル)が含まれた。

(2) 保有する流動性資産の額に関連したコスト(「ネガティブ・キャリー」)に係る純損失、当社の長期借入債務に関連した

経済的ヘッジに係る純利益(損失)ならびに法人融資および貸付コミットメントから生じた収益が含まれる。
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以下の販売・トレーディング純収益の業績においては、DVAの影響は除外されている。GAAPによらない株

式の販売・トレーディング純収益ならびに債券およびコモディティの販売・トレーディング純収益を含む、

販売・トレーディング純収益のGAAP準拠への調整は、以下のとおりとなっている。

 

(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2012年

販売・トレーディング純収益合計―GAAPによらない財務評価(1) 10,093 10,432 11,075 

DVAの影響 651 (681) (4,402)

販売・トレーディング純収益合計(2) 10,744 9,751 6,673 

株式販売・トレーディング純収益―GAAPによらない財務評価(1) 6,903 6,607 5,941 

DVAの影響 232 (78) (1,130)

株式販売・トレーディング純収益(2) 7,135 6,529 4,811 

債券およびコモディティ販売・トレーディング純収益―GAAPによ
らない財務評価(1) 3,795 4,197 5,630 

DVAの影響 419 (603) (3,272)

債券およびコモディティ販売・トレーディング純収益(2) 4,214 3,594 2,358 

 

(1) DVAの影響を考慮しない株式ならびに債券およびコモディティの販売・トレーディングの純収益を含む販売・トレーディ

ング純収益は、GAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、当社および投資家が期間対期間の業績を詳細に比較す

るために有用であると捉えている。

(2) 2014年の業績には、FVAの導入に関連した費用468百万ドル(株式２百万ドルならびに債券およびコモディティ466百万ド

ル)が含まれた。

 

2013年比における2014年の業績

投資銀行業務

2014年の投資銀行業務収益は、株式および債券の引受業務ならびにアドバイザリー料収益の増加を受け

2013年比19パーセント増加した。引受収益全体は、2013年比16パーセント増の3,569百万ドルとなった。株式

引受収益は、すべての地域にわたる顧客取引量の増加を反映し、2014年に28パーセント増加して1,613百万ド

ルとなった。2014年の債券引受収益は、投資適格取引高の増加およびレバレッジド・ローン発行の減少を反

映して、2013年比８パーセント増の1,956百万ドルであった。2014年の合併・買収・リストラクチャリング取

引(「M&A」)アドバイザリー料収益は、主に米州およびアジア太平洋地域において取引量が増加したことを反

映して、2013年比25パーセント増の1,634百万ドルとなった。2014年における業界全体での公表済みのM&A取

引量は、クロスボーダー取引を主因として、すべての地域において前年比で増加した。

 

販売・トレーディング純収益

販売・トレーディング純収益合計は、株式ならびに債券およびコモディティの販売・トレーディング純収

益の増加を反映して、2013年の9,751百万ドルから2014年には10,744百万ドルに増加したが、その他の販売・

トレーディング純収益における損失の増加により部分的に相殺された。
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株式

2014年の株式の販売・トレーディング純収益は、2013年比９パーセント増の7,135百万ドルとなった。株式

販売・トレーディング純収益の業績には、2013年においては78百万ドルのマイナスの収益が含まれたのに対

し、2014年は、DVAの影響により232百万ドルのプラスの収益が含まれた。DVAの影響を考慮しない場合、2014

年の株式の販売・トレーディング純収益は、顧客残高の増加によるプライム・ブローカレッジ業務の増収を

主因として、2013年比４パーセント増の6,903百万ドルとなったが、ボラティリティの不利な変動を反映した

デリバティブ収益の減少により、部分的に相殺された。

また、FVAの導入に関連した費用を考慮しない場合、株式の販売・トレーディング純収益には、2013年の37

百万ドルの利益に対し、2014年には取引相手方のクレジット・デフォルト・スワップ(「CDS」)のスプレッド

縮小およびその他の要因に起因してデリバティブ契約の公正価額が純額ベースで変動したことに関連し、18

百万ドルの利益が反映された。当社のCDSのスプレッドとその他の要因は、2014年および2013年の株式の販

売・トレーディング純収益に重大な影響を及ぼさなかった。CDSのスプレッドおよびその他の要因に係る損益

には、関連ヘッジ商品の損益が含まれた。

 

債券およびコモディティ

2014年の債券およびコモディティの販売・トレーディング純収益は、2013年比17パーセント増の4,214百万

ドルとなった。2013年においては603百万ドルのマイナスの収益が含まれたのに対し、2014年の業績には、

DVAの影響により419百万ドルのプラスの収益が含まれた。DVAの影響を考慮しない場合、2014年の債券および

コモディティの販売・トレーディング純収益は、債券商品の業績の低下がコモディティ純収益の増加により

部分的に相殺され、2013年比10パーセント減の3,795百万ドルとなった。2014年の純収益には、FVAの導入に

関連した費用466百万ドルが含まれた。DVAの影響を考慮しない場合、2014年の債券商品の純収益は、金利商

品の業績の向上が、不利な市場環境を反映した信用商品の減収によって相殺され、2013年比15パーセント減

少した。DVAの影響を考慮しない場合、2014年のコモディティ純収益は、仕組取引に対する顧客需要の増加な

らびに天然ガスおよび電力におけるボラティリティの拡大を反映し、2013年比34パーセント増加したが、石

油関連事業における減収(一部は2014年７月１日に売却したトランスモンターニュ・インクに帰属する。)に

より部分的に相殺された(後記「グローバル石油取引事業、カンタームおよびトランスモンターニュ」参

照。)。

上記のFVAの費用を考慮しない場合、債券およびコモディティの販売・トレーディング純収益には、2013年

において127百万ドルの利益が反映されたが、2014年にも、取引相手方のCDSのスプレッド縮小およびその他

の要因に起因してデリバティブ契約の公正価額が純額ベースで変動したことに関連し、利益23百万ドルが反

映された。また、当社は、2013年に114百万ドルの損失を計上したのに対し、2014年にも、当社のCDSのスプ

レッド縮小およびその他の要因によりデリバティブ契約の純額ベースでの公正価額が変動したことで、55百

万ドルの損失を計上した。CDSのスプレッドおよびその他の要因に係る損益には、関連ヘッジ商品の損益が含

まれた。
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その他

販売・トレーディング純収益には、上記で検討した株式ならびに債券およびコモディティの販売・トレー

ディング純収益のほか、ネガティブ・キャリーに関連した費用、当社の長期借入債務に関連した経済的ヘッ

ジの損益および当社の法人貸付業務関連の一定の取引で構成されるその他のトレーディング収益が含められ

ている。

その他の販売・トレーディングについては、2013年のマイナスの純収益372百万ドルに対し、2014年はマイ

ナスの純収益605百万ドルが認識された。両期間の業績には、ネガティブ・キャリーに関連した損失ならびに

当社の長期借入債務関連の経済的ヘッジおよびその他の費用に係る損失が含まれた。2014年および2013年の

両期間の業績にはまた、法人融資および貸付コミットメントからの純収益それぞれ325百万ドルおよび440百

万ドルが含まれた。

 

投資

投資の詳細な内容については、上記「事業セグメント―純収益」参照。

純投資利益については、2013年の707百万ドルに対し、2014年には240百万ドルが認識された。かかる減少

は、前年に計上された保険ブローカーへの投資の処分益と、自己勘定投資の利益の減少ならびに当社の従業

員繰延報酬制度および共同投資プランに伴う投資利益の減少を反映したものであった。

 

その他

その他の収益については、2014年および2013年のいずれも684百万ドルであった。2014年の業績には、2013

年の570百万ドルの利益に比し、当社がMUMSSに対して有する40パーセントの持分に起因した利益224百万ドル

が主に含まれた。(後記「その他の事項―日本における証券事業の合弁」および第６「経理の状況」１「財務

書類」連結財務諸表の注記22参照。)。2014年のその他の収益には、当社のトランスモンターニュ・インクの

所有持分の売却益112百万ドル(後記「グローバル石油取引事業、カンタームおよびトランスモンターニュ」

参照。)、リテール用不動産スペースの売却益84百万ドルおよびナチュエナ・ユーエスエイ・エルエルシー

(NaturEner USA, LLC)の取得に係る利益39百万ドル(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記

９参照。)も含まれた。

 

非金利費用

2014年の非金利費用は、2013年比16パーセント増加した。この増加は主に、訴訟費用の増加および報酬費

用の増加に起因するものであった。2014年の非報酬費用は、2013年比で18パーセント増加した。かかる増加

は主に、住宅モーゲージに関する一定の従来事件に関連する訴訟費用の増加を反映したものであった(後記

「その他の事項―訴訟」および第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13「偶発事象―訴

訟」参照。)。2014年の人件費は、2013年比14パーセント増加した。この増加は主に、裁量インセンティブ報

酬の平均繰延率の引下げ、一部の報酬の権利確定繰上げに起因する償却の増加ならびに基本給および固定手

当の増加によるものであったが、繰延報酬制度に基づく投資の公正価額の減少によって部分的に相殺された

(上記「事業セグメント—報酬費用—裁量インセンティブ報酬」も参照。)。
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2012年比における2013年の業績

投資銀行業務

2013年の投資銀行業務収益は、株式および債券の引受取引の増収を受け2012年比11パーセント増加した

が、その一部はアドバイザリー料収益の減収により相殺された。引受収益全体は、2012年比20パーセント増

の3,067百万ドルとなった。株式引受収益は、主に欧州、アジアおよび米州各地での顧客取引量の増加によ

り、2013年に41パーセント増加して1,262百万ドルとなった。2013年の債券引受収益は、引き続き良好な債券

引受環境を反映して、2012年比８パーセント増の1,805百万ドルであった。2013年のM&A取引アドバイザリー

料収益は、取引量の水準の低下を反映して、2012年比４パーセント減の1,310百万ドルとなった。2013年の公

表済みの合併・買収取引は、米州での取引の増加がEMEAにおける取引の減少により相殺され、業界全体で

2012年比ほぼ横ばいとなった。

 

販売・トレーディング純収益

販売・トレーディング純収益合計は、株式および債券の販売・トレーディング純収益の増加ならびにその

他の販売・トレーディング純収益における損失の減少を反映して、2012年の6,673百万ドルから2013年には

9,751百万ドルに増加した。

 

株式

2013年の株式の販売・トレーディング純収益は、2012年の4,811百万ドルから6,529百万ドルに増加した。

株式販売・トレーディング純収益の業績には、2012年においては1,130百万ドルのマイナスの収益が含まれた

のに対し、2013年は、DVAの影響により78百万ドルのマイナスの収益が含まれた。DVAの影響を考慮しない場

合、2013年の株式の販売・トレーディング純収益は、特に堅調であったプライム・ブローカレッジ業務をは

じめ、顧客取引量の増加による大部分の商品および地域にわたる堅調な業績を反映し、2012年比11パーセン

ト増の6,607百万ドルとなった。

また、株式の販売・トレーディング純収益は、2012年の68百万ドルの利益に対し、2013年には取引相手方

のCDSのスプレッド縮小およびその他の要因に起因してデリバティブ契約の公正価額が純額ベースで変動した

ことに関連し、37百万ドルの利益が反映された。当社はまた2012年に243百万ドルの損失を計上したのに対

し、2013年には、当社のCDSのスプレッド縮小とその他の要因に起因してデリバティブ契約の公正価額が純額

ベースで変動したことで、15百万ドルの損失を計上した。CDSのスプレッドおよびその他の要因に係る損益に

は、関連ヘッジ商品の損益が含まれる。

 

債券およびコモディティ

債券およびコモディティの販売・トレーディング純収益は、2012年の2,358百万ドルに対し、2013年は

3,594百万ドルであった。2012年にはマイナスの収益3,272百万ドルが含まれたのに対し、2013年の業績に

は、DVAの影響によりマイナスの収益603百万ドルが含まれた。DVAの影響を考慮しない場合、2013年の債券商

品の純収益は、主に大部分の商品にわたる顧客取引量の減少および金利商品の大幅な減収を反映して、2012

年比26パーセント減少した。DVAの影響を考慮しない場合、2013年のコモディティ純収益は、主にエネルギー

市場全体における顧客取引量の減少を反映し、2012年比38パーセント減少した。
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債券およびコモディティの販売・トレーディング純収益には、2012年において取引相手方のCDSのスプレッ

ド拡大およびその他の要因により、128百万ドルの損失が反映されたが、2013年には、当該スプレッドの縮小

およびその他の要因に起因してデリバティブ契約の公正価額が純額ベースで変動したことに関連し、利益127

百万ドルが反映された。また、当社は、2012年に482百万ドルの損失を計上したのに対し、2013年には、当社

のCDSのスプレッド縮小およびその他の要因によりデリバティブ契約の純額ベースでの公正価額が変動したこ

とで、114百万ドルの損失を計上した。CDSのスプレッドおよびその他の要因に係る損益には、関連ヘッジ商

品の損益が含まれる。

 

その他

その他の販売・トレーディングの純損失は、2012年の496百万ドルに対し、2013年は372百万ドルであっ

た。両期間の業績には、ネガティブ・キャリーに関連した純損失ならびに当社の長期借入債務関連の経済的

ヘッジおよびその他の費用に係る損失が含まれた。2013年および2012年の業績は、法人融資および貸付コ

ミットメントに関連した収益それぞれ440百万ドルおよび740百万ドルにより部分的に相殺された。

 

投資

2012年の219百万ドルに対し、2013年には707百万ドルが純投資利益として認識された。かかる増加は、主

に保険ブローカーへの投資の処分益を反映したものであった。2013年および2012年の業績には、不動産ファ

ンドに対する自己勘定投資の時価評価益と当社の従業員繰延報酬制度および共同投資プランに伴う純投資利

益が含まれた。

 

その他

その他の収益については、2012年の279百万ドルに対し、2013年には684百万ドルを認識した。2013年の業

績には、2012年の152百万ドルの利益に比し、当社がMUMSSに対して有する40パーセントの持分に起因した利

益570百万ドルが主に含まれた。(後記「その他の事項―日本における証券事業の合弁」および第６「経理の

状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記22参照。)。

 

非金利費用

2013年の非金利費用は、2012年比15パーセント増加した。この増加は主に、非報酬費用の増加に起因する

ものであった。人件費は、従業員数の削減に伴う給与の減少を主因として、2013年に２パーセント減少し

た。2013年の非報酬費用は、2012年比で35パーセント増加した。かかる増加は主に、住宅モーゲージ担保証

券および信用危機関連の問題に関する訴訟および調査に係る訴訟費用の増加を反映したものであった(後記

「その他の事項―訴訟」および第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13「偶発事象―訴

訟」参照。)。2013年の仲介・決済・取引所費用は、取引高の増加を主たる要因として、2012年比16パーセン

ト増加した。2013年の情報処理・通信費は、技術費用の減少を主な要因として2012年比９パーセント減少し

た。2013年の専門家役務報酬費用は、主として当社の技術プラットフォームに関連するコンサルティング費

用の増加により、2012年比５パーセント増加した。
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法人所得税に関する事項

2014年、当社は、法人・機関投資家向け証券業務に帰属する一時的な正味税金ベネフィット合計839百万ドル

を法人所得税費用(ベネフィット)として認識した。これには、主に税務当局による複数年にわたる精査状況に関

する新たな情報に基づき、準備金および関連利息を再測定したことに伴う612百万ドルならびに主に米国外で稼

得された利益を当初の見積りを下回るコストで本国送金したことに関連する237百万ドルの一時的な税金ベネ

フィットが含まれた。さらに、当該事業セグメントの法人所得税費用(ベネフィット)は、訴訟および規制上の事

項に係る控除不能な費用に起因する約900百万ドルの税金費用による影響を受けた。

2013年、当社は、法人・機関投資家向け証券業務に帰属する一時的な正味税金ベネフィット合計407百万ドル

を法人所得税費用(ベネフィット)として認識した。これには、税務当局による一定の精査状況に関する新たな情

報に伴って、準備金および関連利息を再測定したことに関連する161百万ドル、法人再編に伴う従前未認識の繰

延税金資産の計上に関連する92百万ドル、一定の米国外の子会社が稼得した利益が本国に送金される予定を踏ま

え、外国税額控除の利用を最適化するタックス・プランニング上の戦略に帰属する73百万ドル、ならびに2012年

米国納税者救済法(「納税者救済法」)の遡及的な効力発生日に起因する81百万ドルの一時的な税金ベネフィット

が含まれた。納税者救済法に関する詳細は、後記「その他の事項―法人所得税に関する事項」参照。

2012年、当社は、法人・機関投資家向け証券業務に帰属する正味税金ベネフィット249百万ドルを法人所得税

費用(ベネフィット)として認識した。これには、適用される出訴期間の満了または内国歳入庁による一定の精査

状況に関する新たな情報に伴って、準備金および関連利息を再測定したことに関連する299百万ドルの一時的な

税金ベネフィット、および主に過年度に計上された外国子会社が本国に送金した利益に関連する繰延税金資産の

過大計上に関連した期間外の正味税金費用50百万ドルが含まれていた。当社は、法人所得税費用の過少計上によ

る影響を定性・定量的に評価したうえ、過去の年次および四半期連結財務諸表に重大な影響を及ぼさないと結論

付けた。

 

非継続事業

非継続事業に関する検討は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記１参照。

 

償還不能非支配持分

償還不能非支配持分は、主にMUFGのMSMSに対する持分に関するものである(第６「経理の状況」１「財務書

類」連結財務諸表の注記22参照。)。
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グローバル石油取引事業、カンタームおよびトランスモンターニュ

当社およびロスネフチ石油会社(「ロスネフチ」)の子会社は、2013年12月20日に売買契約を締結し、当社は同

契約に従い、コモディティ部門のグローバル石油取引事業(「グローバル石油取引事業」)をロスネフチに売却す

る。当社は、売買契約が2014年12月20日に失効したことから、2014年12月22日に売却取引の終了を公表した。当

社は、グローバル石油取引事業に係る戦略上の選択肢を引き続き模索している。

2014年３月27日、当社は、カナダに２つの流通ターミナルを有する石油製品共同保管ターミナル運営会社であ

るカンターム・カナディアン・ターミナルズ・インク(「カンターム」)の売却取引を完了した。当社のカンター

ムへの継続関与の度合いを踏まえ、カンタームの業績は、対象期間すべてに関して当社の法人・機関投資家向け

証券業務の継続事業の一部として報告されている。売却益は約45百万ドルであった。

2014年７月１日、当社は、石油の保管、マーケティングおよび輸送に従事する米国拠点の会社であるトランス

モンターニュ・インクの所有持分ならびに関連する実在庫および一定のターミナル保管契約に基づく当社の引受

債務を、NGLエネルギー・パートナーズ・エルピーに対して売却する取引を完了した。売却益は継続事業に含ま

れ、2014年において約112百万ドルを計上した。
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ウェルス・マネジメント業務

損益計算書

    

(単位：百万ドル) 2014年 2013年(1) 2012年(1)

収益：       

投資銀行業務 791 923 835 

トレーディング 957 1,161 1,041 

投資 9 14 10 

委託手数料および手数料 2,127 2,209 2,087 

資産運用・販売・管理手数料 8,345 7,571 7,101 

その他 320 390 313 

非金利収益合計 12,549 12,268 11,387 

受取利息 2,516 2,100 1,886 

支払利息 177 225 326 

純利息 2,339 1,875 1,560 

純収益 14,888 14,143 12,947 

人件費 8,825 8,265 7,788 

非報酬費用 3,078 3,274 3,587 

非金利費用合計 11,903 11,539 11,375 

法人所得税計上前継続事業利益 2,985 2,604 1,572 

法人所得税費用(ベネフィット) (207) 910 538 

継続事業利益 3,192 1,694 1,034 

非継続事業：       

法人所得税計上前非継続事業利益(損失) ― (1) 94 

法人所得税費用 ― ― 26 

非継続事業利益(損失) ― (1) 68 

純利益 3,192 1,693 1,102 

償還可能非支配持分に帰属する純利益 ― 221 120 

償還不能非支配持分に帰属する純利益 ― ― 167 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 3,192 1,472 815 

モルガン・スタンレーに帰属する金額：       

継続事業利益 3,192 1,473 772 

非継続事業利益(損失) ― (1) 43 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 3,192 1,472 815 

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。
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統計データ

 

(単位：特に記載する場合を除き、十億ドル) 2014年 2013年(1) 2012年(1)

営業員１名当たり年間収益(単位：千ドル)(2) 914 863 780 

営業員１名当たり顧客資産残高(単位：百万ドル)(3) 126 116 104 

手数料ベース資産フロー(4) 58.8 51.9 26.9 

 

(単位：特に記載する場合を除き、十億ドル) 2014年12月31日
現在

2013年12月31日
現在

顧客資産残高 2,025 1,909 

手数料ベース顧客資産残高(5) 785 697 

顧客資産残高合計に占める手数料ベース顧客資産の割合(5) 39％ 37％

顧客負債残高 51 39 

銀行預金プログラム(6) 137 134 

ウェルス・マネジメント業務米国銀行子会社データ(7)：     

投資有価証券ポートフォリオ 57.3 53.4 

融資および貸付コミットメント 42.7 29.5 

ウェルス・マネジメント業務営業員数 16,076 16,456 

個人顧客向け拠点数 622 649 

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。

(2) 2014年、2013年および2012年の営業員１名当たり年間収益は、当社のウェルス・マネジメント業務の年間収益を2014

年、2013年および2012年のそれぞれの平均営業員数で除して得られる。

(3) 営業員１名当たり顧客資産残高は、期末現在の顧客資産残高合計を同日現在の営業員数で除して得られる。

(4) 手数料ベース資産フローは、新規の手数料ベース純資産、口座振替純額、配当、利息および顧客手数料を含み、キャッ

シュ・マネジメント関連業務の取引量を除外している。

(5) 手数料ベース顧客資産は、サービスに対する支払額が口座内の資産について計算された手数料に基づく顧客口座内の資

産額を表す。

(6) 2014年および2013年の各12月31日現在の銀行預金プログラムの残高には、当社の米国銀行子会社の保有する預金として

それぞれ1,280億ドルおよび1,040億ドルが含まれており、残りはシティの関連会社でFDICの付保を受ける預金取扱金融

機関で保有されていた。シティの保有する当社の顧客預金に関する検討は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財

務諸表の注記３参照。

(7) ウェルス・マネジメント業務米国銀行子会社とは、当社の米国銀行運営子会社であるMSBNAおよびMSPBNAを指す。

 

ウェルス・マネジメントJV

2013年６月28日、当社は47.25億ドルの対価をもって、ウェルス・マネジメントJVに対する残存する35パー

セントの持分の購入を完了した。ウェルス・マネジメントJVの100パーセント所有者として、当社は、従前

ウェルス・マネジメントJVに対する非支配持分に帰属していた関連純利益のすべて、ならびに一部の関連債

務およびウェルス・マネジメントJVパートナーとの業務契約の終了による利益のすべてを保有する。

ウェルス・マネジメントJVに対する残存する持分35パーセントの取得と同時に、シティと当社との預金ス

イープ契約が終了した。2014年および2013年において、シティが保有する顧客口座関連の預金それぞれ190億

ドルおよび260億ドルが、当社の預金取扱金融機関に移管された。2014年12月31日現在、追加の預金約90億ド

ルが、2015年６月までに合意に基づき当社の預金取扱金融機関に移管される予定である。

詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記３参照。
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純収益

当社のウェルス・マネジメント業務の純収益は、取引収益、資産運用収益、純利息およびその他の収益で

構成される。取引収益には、投資銀行業務収益、トレーディング収益ならびに委託手数料および手数料が含

まれる。資産運用収益には、資産運用・販売・管理手数料および銀行預金プログラム関連紹介手数料を含

む。純受取利息には、銀行預金プログラム関連の利息、売却可能有価証券および満期保有目的有価証券の利

息、貸付業務利息ならびにその他の純利息が含まれる。その他の収益には、売却可能有価証券および満期保

有目的有価証券の収益、顧客勘定サービス手数料、その他の雑収益ならびに投資収益を含む。

 

 
(単位：百万ドル) 2014年 2013年(1) 2012年(1)

純収益：       

取引 3,875 4,293 3,963 

資産運用 8,345 7,571 7,101 

純利息 2,339 1,875 1,560 

その他 329 404 323 

純収益 14,888 14,143 12,947 

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。

 

2013年比における2014年の業績

取引収益

投資銀行業務

当社のウェルス・マネジメント業務の投資銀行業務収益には、新規株式公開、売出し、クローズド・エン

ド型ファンドおよびユニット型投資信託等の株式および債券の販売収益が含まれている。2014年の投資銀行

業務収益は、主にクローズド・エンド型ファンドの引受業務の減少により、2013年比14パーセント減の791百

万ドルとなったが、仕組商品からの増収により部分的に相殺された。

 

トレーディング

トレーディング収益には、当社が取引の主体として顧客との間で行う金融商品の売買による収益と、主に

顧客の取引を促進するために当社が保有している有価証券ポジションに生じる損益、ならびに一定の従業員

繰延報酬制度に伴う損益が含まれる。2014年のトレーディング収益は、一定の従業員繰延報酬制度に伴う投

資利益の減少および債券商品の減収を主因として、2013年比18パーセント減の957百万ドルとなった。

 

委託手数料および手数料

委託手数料および手数料収益は、主に代理人として行う上場株式および店頭株式の取引ならびにミュー

チュアル・ファンド、先物、保険商品およびオプションの販売から生ずる。2014年の委託手数料および手数

料収益は、主に株式、保険およびミューチュアル・ファンドの取引量の減少を受け、2013年比４パーセント

減の2,127百万ドルとなった。
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資産運用収益

資産運用・販売・管理手数料

資産運用・販売・管理手数料の構成に関する情報は、上記「事業セグメント―純収益」参照。

2014年の資産運用・販売・管理手数料は、主として手数料ベース資産の増収を受け、2013年比10パーセン

ト増の8,345百万ドルとなったが、銀行預金プログラムの紹介手数料の減収により部分的に相殺された。シ

ティ関連の預金取扱金融機関に預託される預金の紹介手数料は、シティから当社への継続的な預金の移管を

反映して、2013年の240百万ドルから2014年は81百万ドルに減少した。

銀行預金プログラムの残高は、2014年12月31日現在1,370億ドルおよび2013年12月31日現在1,340億ドルで

あったが、この残高は、当社の米国銀行子会社の保有する預金として、2014年12月31日現在1,280億ドルおよ

び2013年12月31日現在1,040億ドルを含んでいた。

2013年12月31日現在の手数料ベースの口座で保有する顧客資産は6,970億ドル、顧客資産総額に占める割合

は37パーセントであったが、2014年12月31日現在、それぞれ7,850億ドルおよび39パーセントに増加した。顧

客資産残高の合計は、主に手数料ベースの資産のフローの増加および市況の影響を受け、2013年12月31日現

在の19,090億ドルから2014年12月31日現在20,250億ドルに増加した。手数料ベースの顧客資産のフローは、

2013年の519億ドルに対し、2014年は588億ドルであった。

 

純利息

受取利息および支払利息は、総資産および総負債の水準および構成に応じて発生する。純利息は、有価証券担

保貸付、モーゲージ貸付、信用取引、有価証券貸借取引および銀行預金プログラム取引により生じる。

2014年の純利息は、貸付残高の増加ならびにPLAの有価証券担保貸付商品における融資および貸付コミットメ

ントの拡大を主因として、2013年比25パーセント増の2,339百万ドルとなった。顧客負債残高の合計は、主にPLA

の有価証券担保貸付商品および住宅モーゲージ・ローンの成長拡大に起因して、2013年12月31日現在の390億ド

ルから2014年12月31日現在510億ドルに増加した。2014年において当社のウェルス・マネジメント業務の融資お

よび貸付コミットメントは拡大しており、当社はこの傾向が継続するものと予想している。後記「その他の事項

―米国銀行子会社の貸付業務」参照。

 

その他

その他の収益は、2013年の390百万ドルに対し、2014年においては320百万ドルとなった。2014年の業績には、

リテール用不動産スペースの売却益40百万ドルが含まれていた。2014年のその他の収益の減少は、前年度におけ

るグローバル・ストック・プラン・サービス業務に係る英国事業の売却益および口座手数料の減少を主に反映し

たものであった。
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非金利費用

2014年の非金利費用は、2013年比で３パーセント増加した。2014年の人件費は、主に純収益の増加に連動する

ウェルス・マネジメント業務の営業員に対する定型給付の増加および基本給の増加を要因として、2013年比７

パーセント増加した。2014年の非報酬費用は、主に非経常的な技術償却費ならびに前年度のオルタナティブ投資

ファンドに伴う一部の無形資産(管理契約)に関連した減損費用、無形資産償却費の減少およびFDICの預金評価額

の低下により2013年比６パーセント減少したが、一部の有価証券取引に必要とされる目論見書の交付を受けな

かったおそれのあるウェルス・マネジメント業務の顧客に対し、契約無効化を申し出たことに伴う当年の引当金

の計上により部分的に相殺された。

 

2012年比における2013年の業績

取引収益

投資銀行業務

2013年の投資銀行業務収益は、主にクローズド・エンド型ファンドおよびユニット型投資信託の引受業務

の増加により、2012年比11パーセント増の923百万ドルとなった。

 

トレーディング

2013年のトレーディング収益は、一定の従業員繰延報酬制度に伴う投資利益および債券商品の増収を主因

として、2012年比12パーセント増の1,161百万ドルとなった。

 

委託手数料および手数料

2013年の委託手数料および手数料収益は、主に株式、ミューチュアル・ファンドおよびオルタナティブの

取引量の増加を受け、2012年比６パーセント増の2,209百万ドルとなった。

 

資産運用収益

資産運用・販売・管理手数料

2013年の資産運用・販売・管理手数料は、主として手数料ベース資産の増収を受け、2012年比７パーセン

ト増の7,571百万ドルとなったが、銀行預金プログラムの紹介手数料の減収により部分的に相殺された。シ

ティ関連の預金取扱金融機関に預託される預金の紹介手数料は、2012年の383百万ドルから2013年は240百万

ドルに減少した。銀行預金プログラムの減収および紹介手数料の減少はいずれも、シティから当社への継続

的な預金の移管に起因している。

銀行預金プログラムの残高は、2012年12月31日現在の1,310億ドルから2013年12月31日現在1,340億ドルと

なったが、この残高は、当社の米国銀行子会社の保有する預金として、2013年12月31日現在1,040億ドル、お

よび2012年12月31日現在720億ドルを含んでいた。
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2012年12月31日現在の手数料ベースの口座で保有する顧客資産は5,540億ドル、顧客資産総額に占める割合

は33パーセントであったが、2013年12月31日現在、それぞれ6,970億ドルおよび37パーセントに増加した。顧

客資産残高の合計は、主に市況および手数料ベースの顧客資産のフローの増加による影響を受け、2012年12

月31日現在の16,960億ドルから2013年12月31日現在19,090億ドルに増加した。2013年３月31日終了四半期以

降、顧客資産には、ウェルス・マネジメントJVのプラットフォーム改変が完了したことに伴う、一部追加の

非管理資産も含まれる。手数料ベースの顧客資産のフローは、2012年の269億ドルに対し、2013年は519億ド

ルであった。

 

純利息

2013年の純利息は、貸付残高の増加ならびにPLAの有価証券担保貸付商品における融資および貸付コミットメ

ントの拡大を主因として、2012年比20パーセント増の1,875百万ドルとなった。加えて、当社が、2013年第２四

半期末にウェルス・マネジメントJVに対する持分100パーセントを取得したことに関連し、シティおよびその関

連会社が保有するＡ種優先持分をすべて償還したことで、2013年の支払利息は減少した。顧客負債残高の合計

は、2012年12月31日現在の310億ドルから2013年12月31日現在390億ドルに増加した。後記「その他の事項―米国

銀行子会社の貸付業務」参照。

 

その他

2013年のその他の収益は、主にグローバル・ストック・プラン・サービス業務に係る英国事業の売却益および

売却可能有価証券の実現利益により、2012年比25パーセント増の390百万ドルとなった。

 

非金利費用

2013年の非金利費用は、2012年比で１パーセント増加した。2013年の人件費は、主に純収益の増加に連動する

ウェルス・マネジメント業務の営業員に対する定型給付の増加を要因として、2012年比６パーセント増加した。

非報酬費用は、主にプラットフォーム統合費用および非経常的な技術償却費が発生しなかったことにより、2013

年において、2012年比９パーセント減少したが、2013年のオルタナティブ投資ファンドに伴う一部の無形資産

(管理契約)に関連した減損費用により部分的に相殺された(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の

注記９参照。)。
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法人所得税に関する事項

2014年、当社は、当社の法人組織を簡素化するための内部再編による繰延税金負債の取崩しに起因して、ウェ

ルス・マネジメント業務に帰属する一時的な税金ベネフィット1,390百万ドルを法人所得税費用(ベネフィット)

として認識した。一時的な税金ベネフィットに関する詳細は、後記「その他の事項—法人所得税に関する事項」

を参照。

 

投資運用業務

損益計算書

 

(単位：百万ドル) 2014年 2013年(1) 2012年(1)

収益：       

投資銀行業務 5 11 17 

トレーディング (19) 41 (44)

投資 587 1,056 513 

委託手数料および手数料 ― ― (6)

資産運用・販売・管理手数料 2,049 1,920 1,793 

その他 106 32 51 

非金利収益合計 2,728 3,060 2,324 

受取利息 2 9 10 

支払利息 18 10 28 

純利息 (16) (1) (18)

純収益 2,712 3,059 2,306 

人件費 1,213 1,189 848 

非報酬費用 835 862 818 

非金利費用合計 2,048 2,051 1,666 

法人所得税計上前継続事業利益 664 1,008 640 

法人所得税費用 207 307 286 

継続事業利益 457 701 354 

非継続事業：       

法人所得税計上前非継続事業利益 7 9 13 

法人所得税費用 2 ― 4 

非継続事業利益 5 9 9 

純利益 462 710 363 

償還不能非支配持分に帰属する純利益 91 182 187 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 371 528 176 

モルガン・スタンレーに帰属する金額：       

継続事業利益 366 519 167 

非継続事業利益 5 9 9 

モルガン・スタンレーに帰属する純利益 371 528 176 

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

 94/611



統計データ

当社の投資運用業務が運用または管理していた資産の各期間末現在残高および期中平均残高は次のとおりで

あった。

 

(単位：十億ドル) 12月31日現在  平　　均

 2014年 2013年(1)  2014年 2013年(1) 2012年(1)

資産クラス別運用・管理資
産：

 
 

 
  

 
 

 
 

 
 

従来型資産運用業務：            

株式 141 140  145 130 114 

債券 65 60  63 61 59 

流動性商品 128 112  119 104 87 

オルタナティブ投資(2) 36 31  34 29 26 

マ ネ ー ジ ド ・ フ ュ ー
チャーズ(1) 3 4  3 5 6 
従来型資産運用業務
合計 373 347  364 329 292 

不動産投資業務 20 21  21 20 19 

マーチャント・バンキング業務 10 9  9 9 9 

運用・管理資産合計 403 377  394 358 320 

少数株主持分資産に
おけるシェア(3) 7 6  7 6 5 

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。

(2) オルタナティブ投資の資産クラスには、ファンド・オブ・ヘッジ・ファンズ、ファンド・オブ・プライベート・エクイ

ティ・ファンズおよびファンド・オブ・リアル・エステート・ファンズ等の各種の投資商品を含む。

(3) 当社の投資運用業務が少数出資持分を有する事業体の管理資産に対する同業務の比例割合によるシェアを表す。
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2014年、2013年および2012年における当社の投資運用業務の運用・管理資産の推移は次のとおりであった。

 
(単位：十億ドル) 2014年 2013年(1) 2012年(1)

期首残高 377 343 293 

資産クラス別純フロー：       

従来型資産運用業務：       

株式 (2) (1) (2)

債券 5 ― (1)

流動性商品 17 12 26 

オルタナティブ投資(2) 4 2 1 

マネージド・フューチャーズ(1) (1) (1) ― 

従来型資産運用業務合計 23 12 24 

不動産投資業務 (2) (1) 1 

マーチャント・バンキング業務 3 1 ― 

純フロー合計 24 12 25 

純市場値上額 2 22 25 

純増額合計 26 34 50 

期末残高 403 377 343 

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に

移管された。過去の期間の金額は、すべて当年の計上方法に合わせて再計算されている。

(2) オルタナティブ投資の資産クラスには、ファンド・オブ・ヘッジ・ファンズ、ファンド・オブ・プライベート・エクイ

ティ・ファンズおよびファンド・オブ・リアル・エステート・ファンズ等の各種の投資商品を含む。

 

次へ
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2013年比における2014年の業績

投資銀行業務

当社の投資運用業務では、主として不動産およびマーチャント・バンキング業務におけるファンド投資持

分の募集により投資銀行業務収益を得ている。

 

トレーディング

トレーディング収益の構成については、上記「事業セグメント―純収益」参照。

当社はトレーディングに関して、2013年の41百万ドルの利益に対し、2014年においては19百万ドルの損失

を認識したが、これは主に当社が出資し連結対象とする一定の不動産ファンドに関連する利益および損失を

それぞれ反映したものであった。

 

投資

不動産およびプライベート・エクイティに対する投資は、一般に長期的な値上り益の獲得を目的として保

有されており、通常これには厳しい売却制限が課される。これらの公正価額の見積りには重大な判断を伴う

ことがあり、事業、市場、経済および金融全般の状況により、または特定の取引に関連して、時間の経過と

ともに大幅に変動する可能性がある。

当社の純投資利益は、2013年の1,056百万ドルに対し、2014年には587百万ドルが計上された。2014年の減

少は、当社のマーチャント・バンキング業務および不動産投資業務における純投資利益の減少およびキャ

リードインタレストが発生しなかったこと、ならびに当社の従業員繰延報酬制度および共同投資プランの投

資に係る利益の減少を主因としていた。2014年の業績は、2014年第２四半期に当社が出資する不動産ファン

ドに関連する一部の法人を連結対象から除外したことによるマイナスの影響も受けた。

 

資産運用・販売・管理手数料

資産運用業務の資産運用・販売・管理手数料の構成に関する情報は、上記「事業セグメント―純収益」参

照。

2014年の資産運用・販売・管理手数料は、2013年比７パーセント増の2,049百万ドルとなった。かかる増加

は、主に平均運用資産の増加による運用・管理収益の増加を反映したものであった。

当社の運用資産は、プラスの純フローおよび市場価格の上昇を反映し、2013年12月31日現在の3,770億ドル

から260億ドル増加して、2014年12月31日現在4,030億ドルとなった。2014年、当社は、主に流動性ファン

ド、債券ファンドおよびオルタナティブ・ファンドにおける顧客の純インフローを反映し、240億ドルの純イ

ンフローを計上したが、株式およびマネージド・フューチャーズにおけるアウトフローによって部分的に相

殺された。2013年においては、主に流動性ファンドにおいて、120億ドルの顧客の純インフローを計上した。
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その他

その他の収益は、2013年の32百万ドルに対し、2014年には106百万ドルとなった。2014年の業績には、特定

の第三者投資運用業者に対する当社の少数株主持分投資の増収およびリテール用不動産スペースの売却益17

百万ドルが含まれた。

 

非金利費用

2014年の非金利費用は、前年比でほぼ横ばいの2,048百万ドルであった。人件費は、インセンティブ報酬の

繰延率の引下げ、一部の報酬の権利確定繰上げによる償却費の増加および給与の増加に起因して、2014年に

おいて２パーセント増加したが、繰延報酬制度に基づく投資の公正価額の減少によって部分的に相殺された

(上記「事業セグメント―報酬費用―裁量インセンティブ報酬」も参照。)。非報酬費用は、前年度のオルタ

ナティブ投資ファンドに伴う一部の無形資産(管理契約)に関連した減損費用およびEUにおける消費税率引下

げの影響を主因として、2014年において３パーセント減少した。

 

2012年比における2013年の業績

トレーディング

当社はトレーディングに関して、2012年の44百万ドルの損失に対し、2013年においては41百万ドルの利益

を認識した。2013年におけるトレーディングの業績は、主に当社が出資し連結対象とする一定の不動産ファ

ンドに関連する利益を反映した。2012年のトレーディングの業績は、主に当社が出資し連結対象とする一定

の不動産ファンドに関連した損失および一定の投資に係るヘッジ損失を反映した。

 

投資

当社の純投資利益は、2012年の513百万ドルに対し、2013年には1,056百万ドルが計上された。2013年の増

加は、大部分が当社のマーチャント・バンキング業務および不動産投資業務における純投資利益の増加、な

らびに当社の従業員繰延報酬制度および共同投資プランの一部の投資に係る利益の増加を主因としていた。

2013年の業績には、キャリードインタレストによる利益も含まれた。

 

資産運用・販売・管理手数料

2013年の資産運用・販売・管理手数料は、2012年比７パーセント増の1,920百万ドルとなった。かかる増加

は、主に平均運用資産の増加および成功報酬の増加を主因とした、運用・管理収益の増加を反映したもので

あった。

当社の運用資産は、市場価格の上昇およびプラスの純フローを反映し、2012年12月31日現在の3,430億ドル

から340億ドル増加して、2013年12月31日現在3,770億ドルとなった。2013年、当社は、主に流動性ファンド

における顧客の純インフローを反映し、220億ドルの市場値上額および120億ドルの純インフローを計上し

た。2012年においては、主に流動性ファンドにおいて、250億ドルの市場値上額および250億ドルの顧客の純

インフローを計上した。
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その他

その他の収益は、2012年の51百万ドルに対し、2013年には32百万ドルとなった。2013年の業績には、特定

の第三者投資運用業者に対する当社の少数株主持分投資の増収が含まれた。2012年の業績には、当社が出資

する不動産ファンドへの貸付ファシリティの期間満了に伴う利益が含まれた。

 

非金利費用

非金利費用は、2012年の1,666百万ドルに対して、2013年は2,051百万ドルであった。人件費は、主に繰延

報酬制度に基づく投資の公正価額の増加により、2013年において40パーセント増加した。非報酬費用は、主

に仲介・決済費用、専門家役務報酬費用およびオルタナティブ投資ファンドに伴う一部の無形資産(管理契

約)に関連した減損費用の増加により、2013年において５パーセント増加したが、情報処理費用の減少により

部分的に相殺された。

 

法人所得税に関する事項

2012年、当社は、主に過年度のパートナーシップ投資に伴う繰延税金資産の過大計上に関連して、投資運用業

務に帰属する期間外正味税金費用107百万ドルを法人所得税費用(ベネフィット)として認識した。当社は、法人

所得税費用の過少計上による影響を定性・定量的に評価したうえ、過去の年次および四半期連結財務諸表に重大

な影響を及ぼさないと結論付けた。

 

償還不能非支配持分

償還不能非支配持分は、主に当社が出資する一定の不動産ファンドの連結に関連している。当該連結ファンド

に関連する投資利益は、2014年、2013年および2012年において、それぞれ104百万ドル、151百万ドルおよび225

百万ドルであった。償還不能非支配持分は、2014年第２四半期に当社が出資する不動産ファンドに関連する一部

の法人が連結対象から除外されたことを主因として、2014年において減少した。

 

会計の進展に関する最新情報

連結分析の変更

2015年２月、米国財務会計基準審議会(「FASB」)は、当社が一定の類型の法人を連結に組み入れるべきか否か

を判断するために実施しなければならない分析の内容を変更する改定を公表した。当社は、改定後の連結モデルに

基づき新たな指針の範囲に含まれる法人に対する保有持分を再評価するよう求められる。同指針は2016年１月１日

以降当社に適用されるが、早期適用も認められている。当社は現在、この改定の適用が及ぼす潜在的な影響の評価

を行っている。
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株式の形態で発行されたハイブリッド金融商品に含まれる主契約が負債と株式のいずれにより類似しているか

の判断

2014年11月、FASBは、株式の形態で発行されたハイブリッド金融商品に含まれる主契約の性質を、主契約が負

債と株式のいずれにより類似しているか、ならびに組込デリバティブ特性の経済的特徴およびリスクが主契約に明

確かつ緊密に関連するかを判断するにあたり、主契約とは別の会計処理において評価される組込デリバティブ特性

を含め、当該ハイブリッド金融商品全体の経済的特徴およびリスクを検討することによって判断するよう企業に求

める会計処理の改定を公表した。同指針は2016年１月１日以降当社に適用され、修正遡及適用されなければならな

い。同指針は、関連ある過去の全期間について完全遡及適用することができ、早期適用も認められている。この会

計指針が当社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼすとは見込まれていない。

 

事業体の継続事業としての存続能力に関する不確実性の開示

2014年８月、FASBは、企業が継続事業として存続する能力に重大な懸念があるか否かを評価するにあたっての

経営陣の責任に関する指針および関連する脚注の開示について定めた会計処理の改定を公表した。経営陣は、各報

告期間について、財務諸表の公表後１年以内に、企業が継続事業として存続する能力に対して重大な懸念を抱かせ

ることとなる状況または事象が存在するか否かを評価するよう求められる。同指針は2017年１月１日以降当社に適

用されるが、早期適用も認められている。この会計指針が当社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼすとは見込まれ

ていない。

 

連結された債務担保金融事業体の金融資産および金融負債の測定

2014年８月、FASBは、報告企業が、債務担保金融事業体の主たる受益者であると判断した場合における、当該

事業体の金融資産および金融負債の当初連結時の測定およびその後の測定について明確にする会計処理の改定を公

表した。同指針は2016年１月１日以降当社に適用されるが、早期適用も認められている。この会計指針の適用が当

社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼすとは見込まれていない。

 

報酬付与条件に所定勤務期間後に業績目標が達成されうる旨規定されている場合の株式報酬の会計処理

2014年６月、FASBは、企業が、所定の勤務期間後に達成されうる株式報酬に係る業績目標を、権利確定に影響

を及ぼす業績条件として扱うべきである旨を明確にする会計処理の改定を公表した。これにより企業は、業績目標

の達成を条件に従業員に移転される報酬について、業績目標が達成されることがほぼ確実となるまで(付与日の時

点で測定される)報酬費用を計上しないこととなる。同指針は、2016年１月１日以降当社に適用されるが、早期適

用も認められている。この会計指針が当社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼすとは見込まれていない。
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満期買戻取引、買戻資金調達取引および開示要件

2014年６月、FASBは、満期買戻取引について、他の買戻取引の場合と同様に担保付借入として会計処理するよ

う求める会計処理の改定を公表した。この改定はまた、同一の取引相手方との間で買戻取引と同時に実施した金融

資産の譲渡(買戻資金調達取引)について個別の会計処理を行うよう求めており、その結果、買戻取引について担保

付借入の会計処理が行われることとなる。同指針は2015年１月１日以降当社に適用される。さらに、当社が取引期

間を通じて実質的にすべてのエクスポージャーを負う金融資産の売却と、買戻取引および証券貸付取引に係る差入

担保および満期までの残存期間について新たな開示が要求され、それぞれ、2015年１月１日および2015年４月１日

付けで発効する。この会計指針が当社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼすとは見込まれていない。

 

顧客との契約により生じる収益

2014年５月、FASBは、収益の認識に係る原則を明確にし、米国GAAPおよび国際財務報告基準について、全業界

共通の収益認識基準を整備し、かつ、財務諸表の利用者に対して強化された開示を提供するための会計処理の改定

を公表した。この指針は、企業は、約束された商品またはサービスの顧客への移転を表示するうえで、企業がかか

る商品またはサービスと引換えに受領することが見込まれる対価を反映した金額で収益を認識するべきであるとい

う基本原則に基づいている。同指針は、2017年１月１日以降当社に適用される。当社は現在、この会計基準の改定

の適用が及ぼす潜在的な影響の評価を行っている。

 

担保権の実行に伴う住宅用不動産担保付き消費者向けモーゲージ・ローンの再分類

2014年１月、FASBは、実質的な占有回復または担保権の実行がなされる時期、すなわち、債権者が、消費者向

けモーゲージ・ローンを担保する住宅用不動産の占有を取得したとみなされ、貸付債権の認識を中止し、不動産の

認識を行うべき時期を明確にする会計処理の改定を公表した。同指針は、2015年１月１日より当社に適用される。

適用にあたっては、修正遡及的移行方法または非遡及的移行方法のいずれかを用いることができる。この会計指針

が当社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼすとは見込まれていない。

 

その他の事項

法的事項

当社は、2015年２月25日付けで、米国司法省民事局およびカリフォルニア州北部地区連邦検事局民事部(総称し

て「民事局等」)との間で、住宅モーゲージに関する従来事件について民事局等が当社に対して提起する意向を示

していた一定の請求の和解のために2,600百万ドルを支払うことで原則合意に達した。この原則合意は、2015年２

月18日および19日に実施された会合ならびに2015年２月25日まで続けられた交渉を含む、民事局等との間の急速に

進展した話し合いの結果実現した。
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当社は、本件の和解に関連して、2015年１月20日に行った2014年度の決算発表後に、本件和解および住宅モー

ゲージに関するその他の従来事件のための法定準備金を2,798百万ドル積み増した。これにより、2014年12月31日

終了事業年度の法人・機関投資家向け証券業務のその他の費用が増加した。その結果、2014年12月31日終了事業年

度の継続事業利益および継続事業希薄化後EPSはそれぞれ2,670百万ドルおよび1.35ドル減少した。民事局等との原

則合意は、米国GAAPに基づき、当社の2014年12月31日現在の連結財務諸表の調整を要する認識可能な後発事象とみ

なされた。

当社と民事局等とは本件を和解することで原則合意に達したが、当社と民事局等が和解に係る最終文書に合意

する保証はない。

当社は、2014年、2013年および2012年に、それぞれ3,411百万ドル、1,952百万ドルおよび513百万ドルの訴訟費

用を計上した。2014年に発生した訴訟費用は主に、上述した民事局等との原則合意に係る引当金の積増しおよび金

融詐欺対策タスクフォースのRMBS作業部会の他のメンバーが当社に対して提起する意向を示している一定の請求に

係る引当金によるものであった。2013年および2012年に発生した訴訟費用は主に、住宅モーゲージ担保証券および

信用危機に関する従来事件に係る引当金の積増しおよび和解金によるものであった(第６「経理の状況」１「財務

書類」連結財務諸表の注記13「偶発事象―訴訟」参照。)。訴訟費用は、当社の連結損益計算書においてその他の

費用に計上される。当社は、当社を含むグローバルな金融サービス会社に影響を及ぼす金融危機関連の政府機関に

よる調査や民間訴訟の現状に鑑みて、将来の訴訟費用は全体として引き続き増加すると見込んでおり、訴訟費用の

期間毎の変動額は大きく上下する可能性がある。

 

株主資本利益率目標

当社は、10パーセント以上のDVAを含まない平均普通株主資本利益率(「株主資本利益率」)を実現することを目

標に、株主に対するリターンの向上を目指しているが、かかる目標の達成は、当社が戦略目標を成功裡に実行する

ことが前提となる。

当社は、次の戦略を実行することにより、この株主資本利益率目標の達成に向けて前進したいと考えている。

ウェルス・マネジメント業務においては、2015年末までに22パーセントから25パーセントの税引前利益率を実現す

ることを目標としていることに表れているとおり、コスト管理および収益増加により引き続き収益性の向上に努め

る。債券およびコモディティ業務においては、現物コモディティに対するエクスポージャーの削減によりコモディ

ティ業務の最適化を図ること、より戦略的に資源を配賦するとともに、経費、レバレッジ技術、資本およびバラン

スシートの最適化に集中することで債券業務における意思決定過程の一層の集中化を図ること、ならびに引き続き

RWAの削減に努めることにより、長期的に株主資本利益率を10パーセント超に引き上げることを目指す。組織全体

としては、全体的な経費削減策の実行と報酬関連および非報酬関連の経費率の改善、モルガン・スタンレー固有の

機会の活用(とりわけ、当社の米国銀行子会社における預金の拡大および貸付商品・売却可能有価証券の最適化)に

よる収益増加、当社の信用スプレッドの改善および高利率で発行された借入債務の借換えによる資金調達コストの

削減、ならびに、状況に応じた、規制当局の承認を得たうえでの株主への適正な資本還元を追求する。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

102/611



当社が設定した株主資本利益率目標とこれに関連する戦略は、多数の要因により重大な影響を受ける可能性の

ある将来予測に関する記述に当たる。かかる要因には、マクロ経済環境および市況、法律および規制上の進展、業

界全体のトレーディング業務および投資銀行業務の取引高、株式市場の水準、金利環境ならびに訴訟費用等が含ま

れる。これらおよびその他の要因を取り巻く不確実性を考えると、当社が設定した株主資本利益率目標を実現でき

ず、また、実際の結果が設定した目標から乖離し、かかる乖離が重大かつ不利益なものとなる大きなリスクが存在

する。したがって、これらの将来予測に関する記述に過度に依拠するべきではない。これらの将来予測に関する記

述についての詳細は、第一部注記「将来予測に関する記述」および第一部第３「事業の状況」４「事業等のリス

ク」参照。株主資本利益率は、GAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、当社および投資家が業績を評価す

るにあたって有用な手段であると捉えている。

 

米国銀行子会社の貸付業務

当社は、大手法人および機関投資家から個人富裕層まで幅広い層の顧客に対して、主に当社の米国銀行子会社

を通じて融資を行っている。法人・機関投資家向け証券業務における当社の貸付業務には主に、当社が一定の法人

顧客に対して融資または貸付コミットメントを提供する法人貸付業務が含まれる。法人・機関投資家向け証券業務

は、法人貸付業務に加え、他の貸付業務にも従事している。ウェルス・マネジメント業務における当社の貸付業務

には、顧客のPLAにおける適格有価証券の価値を担保として借入れを許可する有価証券担保貸付および住宅モー

ゲージ貸付が含まれる。貸付業務については、今後も法人・機関投資家向け証券業務およびウェルス・マネジメン

ト業務の顧客基盤への普及拡大による継続的な成長が見込まれる。

下表は、連結貸借対照表に含まれる当社の米国銀行子会社による貸付業務を示したものである。

 

(単位：十億ドル) 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

法人・機関投資家向け証券業務米国銀行子会社データ：    

法人貸付 9.6 8.8

その他の貸付け(1)：    

法人融資 8.0 2.3

ホールセール不動産融資 8.6 1.8

ウェルス・マネジメント業務米国銀行子会社データ：    

有価証券ベースの貸付けおよびその他の融資 21.9 14.7

住宅用不動産融資 15.8 10.1

 

(1)　 法人・機関投資家向け証券業務は、主要な法人貸付業務に加え、他の貸付業務にも従事しており、これには、商業

用・住宅用モーゲージ貸付、資産担保貸付、流通市場で売買される法人融資、株式関連商品に投資する法人・機関投資

家顧客に対する融資および地方自治体に対する融資が含まれる。対2013年比でのその他の貸付けの増加は主に、商業用

モーゲージ・ローンおよび資産担保ローンの増加を反映している。

当社の融資および貸付コミットメントに関する詳細は、それぞれ第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務

諸表の注記８および13を参照。
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売却可能投資有価証券および満期保有目的投資有価証券

2014年、2013年および2012年中、当社は、売却可能有価証券ポートフォリオについて、それぞれ209百万ドルの

未実現利益純額(税引後)、433百万ドルの未実現損失純額(税引後)および28百万ドルの未実現利益純額(税引後)を

報告した。売却可能有価証券ポートフォリオにおける未実現損益は、表示されているすべての期間について、その

他の包括損益累計額に含まれている。2014年、2013年および2012年の未実現損益は主に、金利の変動に起因する。

当社の売却可能有価証券ポートフォリオに含まれる有価証券のうち、未実現損失が発生したものは、2014年、2013

年および2012年の各12月31日現在において一時的でない減損には該当しなかった。2014年、当社は100百万ドルの

満期保有目的有価証券を購入し、満期保有目的投資有価証券ポートフォリオの拡充を図ろうとしている。詳細は、

第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２および５を参照。

 

不動産

当社は各種不動産ファンドにおいてゼネラル・パートナーとして行為しており、また一部のファンドに対して

はリミテッド・パートナーとして投資を行っている。以下において、2014年12月31日および2013年12月31日現在の

当社の不動産投資の状況を記載する。これらの金額には、一部の従業員繰延報酬制度および共同投資プランに伴う

出資分は含まれていない。

2014年12月31日および2013年12月31日現在の当社の連結貸借対照表には、連結子会社の不動産投資資産として

それぞれ約３億ドルおよび22億ドルが含まれ、それぞれ非支配持分が約２億ドルおよび18億ドルであったため、純

額はそれぞれ約23百万ドルおよび451百万ドルとなった。この減少は、当社が出資する不動産ファンドに関連する

一部の法人を連結から除外したことに起因するが、かかる連結からの除外は、2014年４月１日にボルカー・ルール

が発効したことと、当社が更新を行わなかった信用ファシリティが早期に失効したことによるものであった。上記

の純額の表示はGAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、当社および投資家が当社のネットエクスポー

ジャーを見積もるにあたって有用な尺度になると捉えている。また、2014年12月31日現在、当社は不動産投資に関

して契約上のキャピタル・コミットメント、保証、貸付ファシリティおよび取引相手方との取決め３億ドルも負担

していた。

不動産投資に加えて、当社は商業用・住宅用不動産を担保とするローンのオリジネーション等、各種の不動産

関連業務にも関与している。当社はまた、広範囲にわたる商業用・住宅用不動産ならびに不動産関連のホール・

ローン、モーゲージおよびその他の不動産の証券化および売買を行っている。これらの業務との関連で、当社は一

定の表明および保証を行っており、または別段の方法で責任を負う旨合意している。かかる表明および保証に違反

があった場合、当社は一定の状況下で当該資産を買い取り、または当該資産に関連した他の支払いを求められる場

合がある。当社はこれらの市場および事業からのエクスポージャーおよび潜在的な負債を管理するため、不動産関

連業務を引き続き監督する。詳細は、第６「経理の状況」３「その他」(2)「訴訟―住宅モーゲージおよび信用危

機に関する事項」および第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13参照。
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日本における証券事業の合弁

MUMSSについて当社は議決権持分の40パーセントを、MUFGが60パーセントを有している。当社は、MUMSSに対す

る持分を法人・機関投資家向け証券業務の持分法投資として会計処理している。2014年、2013年および2012年中、

当社はMUMSSに対する40パーセントの持分から生じた利益として、それぞれ224百万ドル、570百万ドルおよび152百

万ドルを当社の連結損益計算書のその他の収益に計上した。

MUMSSに損失が生じ、資本を回復するよう求められる場合、MUFGは、最低水準を満たすまで追加の資本を投入す

る責任を単独で負うのに対し、当社には、MUMSSに対する追加出資義務はない。MUMSSが規制要件の変更等の損失以

外の要因により資本額の引上げを要する場合は、MUFGおよび当社はいずれも、上述した自己の経済的利益に基づき

必要な出資を行うよう求められる。

2014年６月および2013年６月、MUMSSはそれぞれ約594百万ドルおよび287百万ドルの配当を支払ったが、そのう

ちそれぞれ約238百万ドルおよび115百万ドルは、当社がMUMSSに対する比例的持分について受領した配当である。

詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記22参照。

 

法人所得税に関する事項

2014年、当社は、総額2,226百万ドルの一時的な正味税金ベネフィットを認識した。その内訳は、法人再編に伴

う繰延税金負債の取崩しを主因とする1,380百万ドル、主に税務当局による複数年にわたる精査状況に関する新た

な情報に基づき、準備金および関連利息を再測定したことに伴う609百万ドルおよび主に米国外で稼得された利益

を当初の見積りを下回るコストで本国送金したことに関連する237百万ドルであった。また、当社の法人所得税費

用(ベネフィット)は、訴訟および規制上の事項に係る控除不能な費用に起因する約900百万ドルの税金費用による

影響を受けた。

2014年10月31日、当社は法人組織を簡素化するための内部再編を完了したが、モルガン・スタンレー・スミ

ス・バーニー・ホールディングス・エルエルシーの税務上の取扱いをパートナーシップから法人に変更することも

その一環であった。この税務上の取扱いの変更に伴い、当社はスミス・バーニーの買収の一環としてかつて2009年

に設定された繰延税金負債を取り崩し、追加払込資本に計上した。この1,390百万ドルの一時的な正味税金ベネ

フィットは、当社の2014年の連結損益計算書において法人所得税費用(ベネフィット)に計上され、ウェルス・マネ

ジメント業務に帰属した。

米国外で稼得された一定の外国子会社の利益は、従来は米国における課税の対象外となっていた。これは、一

定の金融サービス利益が配当として本国に送金されるまで、かかる利益に対する課税を繰り延べる米国租税関連法

の規定によるものである。同規定および一定の税額控除による税金ベネフィットを認めるその他の規定は、2014年

増税防止法の一環として、2014年12月19日付けで１年間遡及的に適用が延長され、関連する税金ベネフィットは当

社の2014年の連結損益計算書において法人所得税費用(ベネフィット)として認識された。同規定の失効による2015

年の実効税率の上昇は、四半期ベースでも通年ベースでも、わずかなものに留まる見込みである。
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ニューヨーク州法人所得税制改革(「税制改革」)は、2014年３月31日付けで法制化された。2015年１月１日以

降に開始する課税年度について適用されるこの税制改革においては、既存の銀行事業税を大幅に改定された一般法

人事業税に一本化し、ニューヨーク州のすべての納税者について、顧客の所在地を基準とする単一の収益要素を用

いる方式を採用する。この税制改革により主に当社の銀行子会社に影響が及ぶが、当社の2014年の年間実効税率お

よび2014年の連結損益計算書に重大な影響を及ぼさなかった。

2013年、当社は、総額407百万ドルの一時的な正味税金ベネフィットを認識した。これには、税務当局による一

定の精査状況に関する新たな情報に基づき、準備金および関連利息を再測定したことに伴う161百万ドル、法人再

編に伴う従前未認識の繰延税金資産の計上に関連する92百万ドル、一定の米国外の子会社が稼得した利益が本国に

送金される予定を踏まえ、外国税額控除の利用を最適化するタックス・プランニング上の戦略に帰属する73百万ド

ル、ならびに納税者救済法の遡及的な効力発生日に起因する81百万ドルの一時的な税金ベネフィットが含まれた。

納税者救済法は2013年１月２日に制定され、特に、米国外で稼得された一定の外国子会社の金融サービス利益に対

する課税を当該利益が配当として本国に送金されるまで繰り延べる米国租税関連法の規定の効力の期間が、2012年

１月１日に遡って延長された。

2012年、当社は総額142百万ドルの正味税金ベネフィットを認識した。この金額には、適用される出訴期間の満

了または内国歳入庁による一定の精査状況に関する新たな情報に基づき、準備金および関連利息を再測定したこと

に伴う299百万ドルの一時的な税金ベネフィットのほか、主に投資運用業務の事業セグメントにおけるパートナー

シップ投資および過年度に計上された外国子会社が本国に送金した利益に関連する繰延税金資産の過大計上を調整

するための総額157百万ドルの期間外の正味税金費用が含まれた。当社は、法人所得税費用の過少計上による影響

を定性・定量的に評価したうえ、過去の年次および四半期連結財務諸表に重大な影響を及ぼさないと結論付けた。
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確定給付年金およびその他の退職後制度

費用

当社は、従業員の年金給付に係る報酬コスト(過去勤務費用を含む。)を当該従業員の概算の勤務年数にわ

たり計上している。このコストの計上に際しては、割引率および制度資産の長期期待運用収益率等の見積り

や前提を伴う。内国歳入法第401条(a)に基づく確定給付型適格年金制度(「米国適格年金制度」)は、2010年

12月31日以降、給付権の発生を停止した。2010年12月31日現在の米国適格年金制度加入者が得た給付は、米

国適格年金制度の規定に従って確保され、支払われる。2014年、2013年および2012年の米国および米国外の

制度に係る純期間年金費用は、それぞれ91百万ドル、97百万ドルおよび99百万ドルであった。

2014年、モルガン・スタンレー業務執行役員補充型退職・超過プラン(「SEREP」)について給付権の発生を

停止する変更を行った。2014年10月１日までにSEREP加入者が得た給付は、SEREPの規定に従って将来支払わ

れる。この変更は、当社の連結財務諸表に重大な影響を及ぼさなかった。

 

拠出

当社は米国内外の確定給付型年金制度に対し、2014年、2013年および2012年においてそれぞれ244百万ド

ル、42百万ドルおよび42百万ドルを拠出した。これらの拠出金には営業活動から得られた現金が充当され

た。

積立型の年金制度に対する拠出額は、年金負債と比較した制度資産の水準、制度の投資対象となる資産の

種類、制度上必要な流動性の見積額および将来必要となる拠出見積額等の諸要素を考慮して決定する。当社

は、従業員給付および租税関連の適用法上、最低限必要とされる拠出額(米国における1974年従業員退職所得

保障法(「ERISA」)上の必要最低拠出額等)に応じた金額以上を積み立てる方針を採っている。2014年12月、

米国適格年金制度に対して、選択的な200百万ドルの拠出がなされた。これは主に同制度が新たな死亡率統計

表を採用したことによる負債の増加を相殺することを目的としていた。2014年、2013年および2012年におい

て、米国適格年金制度に関して、ERISA上必要とされる最低拠出額はなかった。また、2013年および2012年に

係る米国適格年金制度への拠出はなかった。

当社の確定給付年金制度および退職後給付制度の詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸

表の注記19参照。

 

重要な会計方針

当社の連結財務諸表は米国GAAPに基づいて作成されており、当社はこの会計原則により、見積りおよび仮定の

設定を義務付けられている(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記１参照。)。当社では、適用す

る重要な会計方針(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２参照。)のうち、下記の方針は判断を

要する度合いが大きく、かつ複雑であると考えている。
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公正価額

公正価額で測定される金融商品

当社の金融商品の多くは公正価額で計上される。当社は連結財務諸表の作成に際して、公正価額で測定さ

れる資産および負債の評価を見積もっている。かかる資産および負債には、主に以下のものを含む。

・トレーディング資産およびトレーディング負債

・売却可能有価証券

・受入担保有価証券および受入担保有価証券の返済債務

・一定の売戻条件付買入有価証券

・一定の預金

・一定のコマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務(主に仕組債)

・一定の買戻条件付売却有価証券

・一定のその他有担保資金調達

・一定の長期借入債務(主に仕組債)

公正価額は、測定日現在の市場参加者間の秩序ある取引において、資産売却時に受領するかまたは負債譲

渡時に支払う価格(すなわち「出口価格」)であると定義される。

当社は公正価額の決定に際して各種の評価方法を用いる。公正価額の決定にあたっては、観察可能なイン

プットが利用可能であればこれを用いるよう求めることにより観察可能な価格とインプットを最大限利用

し、観察不能な価格とインプットの利用を最小限に留める、インプットの階層が用いられる。この階層は３

段階に細分化され、そのうちレベル１は活発な市場での相場を用い、レベル２は活発でない市場における相

場に基づく評価またはすべての重要なインプットが観察可能な評価を用い、またレベル３は重要な観察不能

インプットを組み込んだ評価手法で構成されているため、要求される判断の度合いが最大となる。市場の混

乱期においては、多数の商品に関して価格およびインプットの観察可能性が低下するおそれがある。この状

況により、商品はレベル１からレベル２、またはレベル２からレベル３に再分類される可能性がある。また

市場の低迷により、多くの商品について評価が引き下げられることもある。評価手続、公正価額の定義、レ

ベル１、レベル２およびレベル３ならびに関連する評価手法、ならびにレベル３公正価額測定において用い

られる重要な観察不能インプットに関する定量的情報および感応度に関する詳細は、第６「経理の状況」１

「財務書類」連結財務諸表の注記２および４参照。

当社は、2014年第４四半期中に、無担保または一部担保付店頭デリバティブおよび契約条項により受入担

保の再利用が認められない担保付デリバティブの公正価額測定においてFVAを組み込んだ。当社によるFVAの

導入は、当社がこれらの金融商品の主要な出口市場とする市場に関わる市場参加者の大部分が価格決定およ

び評価にFVAを組み込んでいることを反映するものである。一般的に、FVAは上記のデリバティブ商品に内在

する市場資金調達リスクプレミアムを反映する。FVAの導入により、以下を含む経営陣による多数の重要な判

断が必要となった。
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・FVAを公正価額測定に組み込むべきであることを示す十分な市場の裏付けが存在する場合の判断

・主要な出口市場における資金調達コストおよび利益の公正価額の見積り

・信用評価調整(「CVA」)とFVAの相互作用に関する判断(CVAがすでに、資金調達スプレッドに関連し、こ

れに影響を与える可能性のある信用スプレッドを反映していることを前提とする。)

当社が適用する評価調整の詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２参照。

 

非経常的に公正価額で測定される資産および負債

2014年12月31日現在および2013年12月31日現在、当社の資産および負債の一部は、主に融資、その他の投

資、建物・設備およびソフトウェアに関するコスト、無形資産ならびにその他の資産について、非経常的に

公正価額で測定された。当社には、かかる資産を公正価額に調整するに際して損益が発生する。市況が低迷

すれば、将来において減損費用が発生する可能性がある。

非経常的に公正価額で測定される資産および負債の公正価額は、各種の評価方法を用いて決定される。か

かる項目の公正価額の測定にあたっては、原則として観察可能なインプットが利用可能であればこれを用い

るよう求めることで、観察可能なインプットを最大限に利用し、観察不能なインプットの利用を最小限に留

めることとする、上述のものと同一の階層が用いられる。

非経常的に公正価額で測定される資産および負債に関する詳細は、第６「経理の状況」１「中間財務書

類」連結財務諸表の注記４参照。

 

公正価額を用いた管理プロセス

当社は、複数の管理プロセスを通じて自社の金融商品の公正価額(価格設定モデルから導き出されたものを

含む。)を認証している。これらの管理プロセスは、財務報告に用いる価格を可能な限り観察可能なインプッ

トに準拠させる仕組みになっている。観察可能なインプットを入手できない場合には、管理プロセス上、適

切な評価方法を一貫して適用していることと合理的な前提によることが要求される。

当社の評価方針、プロセスおよび手順に関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表

の注記２参照。
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のれんおよび無形資産

のれん

当社は７月１日において年次の、また特定の事象または状況が存在する場合は中間期に、のれんの減損を

評価する。減損評価は通常、事業セグメントレベルまたはその１階層下にある報告単位のレベルで行う。の

れんは、一旦報告単位に割り当てられれば、その後特定の取得とは関連性がなくなる。そのため報告単位の

すべての活動が、取得によるか社内的な成長によるかにかかわらず、のれんの価値を裏付けるために用いら

れる。当社は、年次および中間期双方のテストに関して、存在する事象または状況により、報告単位の公正

価額が簿価を下回っている可能性が高いと結論付けられるか否かを判断するため、まず定性的な要因を評価

することができる。事象または状況全体を評価したのちに、報告単位の公正価額が簿価を上回っている可能

性が高いと当社が判断した場合には、二段階の減損テストの実施は求められない。但し、当社が上記以外の

結論に至った場合は、二段階の減損テストのうち一段階目を実施するよう求められる。のれんの減損は、報

告単位の見積公正価額とそれぞれの簿価との比較により決定される。見積公正価額が簿価を上回れば、報告

単位レベルでののれんの減損はないとみなされる。一方、見積公正価額が簿価を下回る場合は、減損額を決

定するための追加的な分析が必要となる。また、報告単位の簿価がゼロまたはマイナスであり、のれんの減

損の可能性があると判断される場合にも追加的な分析を要する。報告単位の見積公正価額は、市場参加者が

各報告単位に関して用いると考えられる評価手法をベースに算出される。見積公正価額は通常、割引キャッ

シュ・フロー法または一定の類似の法人における株価純資産倍率および株価収益率を組み込んだ手法を用い

て決定される。各年ののれんの減損評価日において、のれんを有する当社の各報告単位の公正価額は、大幅

に簿価を超過していた。

 

無形資産

償却性無形資産は見積耐用年数にわたって償却され、特定の事象または状況が存在する場合は期中ベース

で減損評価される。無形資産の簿価が公正価額を上回った場合に減損が生じる。減損は、無形資産の簿価が

回復不能で、かつ公正価額を上回っている場合にのみ損失として認識される。無形資産の簿価は、割引前の

予想キャッシュ・フローの合計を上回る場合に回復不能となる。

のれん、無形資産のいずれも、減損が損失として認識された場合には、当該損失によりかかる資産につい

て新たな原価が設定される。損失として認識された減損の事後の戻入れは認められない。償却性無形資産に

関しては、かかる新たな原価が当該資産の残存耐用年数にわたって償却される。将来、市況または景気が悪

化した場合は減損費用を生じるおそれがある。

のれんおよび無形資産に関する追加情報は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２、

４および９参照。
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法律および規制上の偶発債務

当社は随時、グローバルな総合金融サービス機関としての通常の事業活動に関連して各種の訴訟(仲裁および集

団代表訴訟等を含む。)の被告とされている。

これらの係属中または提起されるおそれのある訴訟のなかには、多額の補償的・懲罰的損害賠償や不特定額の

損害賠償が請求されるものもある。また、本来は主な被告となるべき事業体がすでに破産し、または財政危機に直

面している事例もある。

加えて当社は随時、当社の事業、特に販売およびトレーディング業務、当社が出資、引受けまたは販売を行う

金融商品または募集ならびに会計および営業上の事項に関して政府および自主規制機関が行う他の公式・非公式の

精査、調査および手続に関与しており、これらが最終的に不利益な決定、和解、罰金、科料、差止めその他による

処分の結果をもたらす可能性がある。

訴訟および規制手続に関する計上額は、通常は事例毎に決定される。入手された情報により連結財務諸表の日

付において債務発生の可能性が示され、当社が損失の金額を合理的に見積もることができる場合には、利益に対し

見積損失予想額を費用計上する。但し、多くの手続において、損失が生じうるか、そもそもその可能性があるかを

判断したり、または損失予想額を見積もったりすることは本質的に困難である。一部の法的手続および調査に関し

ては、当社は発生の可能性がある損失、追加的な損失、損失の範囲または計上額を超過する追加損失の範囲を見積

もることができる。その他一定の法的手続および調査については、特に事実が明らかにされつつあるか、あるいは

争われている手続および調査や原告または政府機関が多額または不特定額の損害賠償、原状回復、不当利得の返還

または罰金を請求している手続および調査の場合は、当社は損失を合理的に見積もることができない。係属中の手

続または調査に関して損失、追加的な損失、損失もしくは追加損失の範囲を合理的に見積もるためには、長期にわ

たる可能性のある証拠開示手続や重要な事実の判断、クラスの認定に関連する問題の判断および損害賠償その他の

救済の金額の算定等により、また当該手続または調査に関連のある新規または未解決の法的な問題に対処すること

により、多くの問題解決を要する可能性がある。

これらの損失を計上する時期や場合の決定には重大な判断を要し、訴訟上の請求費用または規制当局による罰

金や反則金の実額が最終決定された場合には計上額と大幅に異なる可能性もある。

訴訟手続に関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13参照。
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法人所得税

当社は、米国、各州および自治体、ならびに当社が重要な事業を運営する外国法域の法人所得税および間接税

に関連した法令に従っている。これらの法令は複雑であり、かつ納税者および関連政府課税当局によっても解釈が

異なる。法人所得税費用および間接税に係る費用額を決定するに際してはこの複雑な性質の法令の適用に関して判

断と解釈を行わなければならず、また一定の事項がいずれの時期に各課税法域で課税所得に影響を及ぼすかの予測

を立てなければならない。法人所得税関連法令の解釈をめぐって課税当局との間に紛争が生じた場合、税務調査に

よって解決されることがある。当社は、現在または将来の年度における税務調査で確定される可能性のある各課税

法域での処分額について定期的に見積りを行い、税務監査から生ずる可能性のある潜在的な損失に関する未認識の

税金ベネフィットは、未認識の税金ベネフィットに関する会計処理指針に従って設定される。この未認識の税金ベ

ネフィットは、設定後に新たな情報を入手した場合、または増減を余儀なくする事由が発生した場合には調整され

る。

当社の法人所得税費用は、当期の税額および繰り延べられた税額で構成される。当期の法人所得税の概算値

は、当期に納付しまたは還付される税額となる。当社の繰延法人所得税には、資産および負債に関する財務報告上

の税額と課税標準額との一時差異による税効果の純額が反映され、かかる差異の解消が見込まれる時点で有効な適

用税率および法律に基づき測定される。当社の繰延税金の残高には、将来の税金負債を減じることで実現される純

営業損失および税額控除といった、租税由来の繰越に関連した繰延資産も含まれ、一定期間内に利用されなければ

失効となる場合もある。当社は、繰延税金資産が実現可能であるかを確認するため定期的に審査を行っている。当

該審査には、将来の課税対象の利益に関する経営陣の見積りや仮定が含まれ、純営業損失を失効前に使用するため

に利用可能な戦略を含め、多様なタックス・プランニング上の戦略が組み込まれる。繰延税金資産の残高が決定し

た場合、当社は、繰延税金資産残高に対する評価性引当金を計上して、当該残高のうち将来実現可能と思われる金

額(評価性引当金を相殺後の純額)を反映することができる。当期のおよび繰り延べられた法人所得税はいずれも、

当社の未認識の税金ベネフィットに関する調整が反映される可能性がある。

連結法人所得税費用(ベネフィット)、当期および繰延税額の残高(該当する場合、評価性引当金)、未払いの利

息または反則金、ならびに未確定のタックス・ポジションの見積りには重大な判断を要する。計上額および未認識

の税金ベネフィットがあっても、当社の見積りが補正され、または課税処分の実額により、最終的に大幅に異なる

場合がある。

法人所得税の会計処理に関する当社の重要な前提、判断および解釈に関する詳細は第６「経理の状況」１「財

務書類」連結財務諸表の注記２を、当社の税務調査に関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務

諸表の注記20を参照。
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流動性および資本の源泉

流動性および資本に関する方針は当社の幹部経営陣によって策定される。リスクや経営管理を担当する各種の

委員会を通じて、幹部経営陣は当該方針に照らして当社の業績を検討し、代替的な資金調達源の利用可能性を把握

し、当社の資産と負債のポジションについて流動性や金利および為替相場への感応性に留意している。当社の財務

部、本部リスク委員会、資産負債管理委員会をはじめとする各委員会および管理部門は、当社の事業活動がその連

結貸借対照表、流動性および資本構成に及ぼす影響の評価、監視および管理を支援している。流動性および資本に

関する事項は、定期的に取締役会のリスク委員会に報告されている。

 

貸借対照表

当社は、恒常的に貸借対照表の構成および規模に留意し、これらを評価している。当社の貸借対照表管理手続

には、四半期毎の計画策定、事業固有の制限、事業固有の用法とこれに対する制限の監視、主要な測定基準および

新規事業の影響の見積りが含まれる。

当社は、貸借対照表に対し、連結ベース、事業セグメント毎および事業単位毎に制限を設定している。当社で

は貸借対照表の用法とこれに対する制限を監視しており、事業活動または市場変動による変更を検討する。現行の

業績と制限についても定期的に検討し、また事業単位での需要に基づき、制限の再割当てに対する需要も見積もっ

ている。当社はまた、資産および負債の額、貸借対照表の構成、制限の利用および資本の使用等の主要な測定基準

についても監視している。

下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在の当社の各事業セグメントの総資産の概要である。

 

(単位：百万ドル) 2014年12月31日現在

 
法人・機関
投資家向け
証券業務

ウェルス・
マネジメント

業務

投資運用
業務

合計

資産        

現金および現金同等物(1) 23,161 23,363 460 46,984

清算機関預け金または連邦その他の規制・要件に基づ
き分別管理される現金(2) 37,841 2,766 ― 40,607

トレーディング資産 252,021 1,300 3,480 256,801

投資有価証券(3) 11,999 57,317 ― 69,316

担保受入有価証券(2) 21,316 ― ― 21,316

売戻条件付買入有価証券(2) 73,299 9,989 ― 83,288

借入有価証券(2) 136,336 372 ― 136,708

顧客およびその他の受取債権(2) 27,328 21,022 611 48,961

引当金相殺後ローン(4) 28,755 37,822 ― 66,577

その他の資産(5) 18,285 11,196 1,471 30,952

総資産(6) 630,341 165,147 6,022 801,510

 

(1) 現金および現金同等物には、現金および銀行預け金ならびに利付銀行預金を含む。

(2) これらの資産の一部は、有担保資金調達資産に含まれる(後記「有担保資金調達」参照。)。

(3) 投資有価証券には、売却可能有価証券と満期保有目的有価証券の双方を含む。

(4) 売却目的保有ローンおよび投資目的保有ローンを含み、当社の連結貸借対照表上のトレーディング資産に含まれる公正価額で測定する

ローンを除く金額(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記８参照。)。

(5) その他の資産は、その他の投資、建物、設備備品およびソフトウェアに関する費用、のれん、無形資産ならびにその他の資産を含む。

(6) 総資産には、2014年12月31日現在1,930億ドルのグローバル流動性準備を含む。
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(単位：百万ドル) 2013年12月31日現在

 
法人・機関
投資家向け
証券業務

ウェルス・
マネジメント

業務(1)

投資運用
業務(1)

合計

資産        

現金および現金同等物(2) 30,169 28,966 748 59,883

清算機関預け金または連邦その他の規制・要件に基づ
き分別管理される現金(3) 36,422 2,781 ― 39,203

トレーディング資産 273,959 2,104 4,681 280,744

投資有価証券(4) ― 53,430 ― 53,430

担保受入有価証券(3) 20,508 ― ― 20,508

売戻条件付買入有価証券(3) 106,812 11,318 ― 118,130

借入有価証券(3) 129,366 341 ― 129,707

顧客およびその他の受取債権(3) 33,927 22,493 684 57,104

引当金相殺後ローン(5) 17,890 24,984 ― 42,874

その他の資産(6) 19,543 10,086 1,490 31,119

総資産(7) 668,596 156,503 7,603 832,702

 

(1) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント業務から当社の投資運用業務に移管された。

(2) 現金および現金同等物には、現金および銀行預け金ならびに利付銀行預金を含む。

(3) これらの資産の一部は、有担保資金調達資産に含まれる(後記「有担保資金調達」参照。)。

(4) 投資有価証券には、売却可能有価証券のみが含まれる。

(5) 売却目的保有ローンおよび投資目的保有ローンを含み、当社の連結貸借対照表上のトレーディング資産に含まれる公正価額で測定する

ローンを除く金額(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記８参照。)。

(6) その他の資産は、その他の投資、建物、設備備品およびソフトウェアに関する費用、のれん、無形資産ならびにその他の資産を含む。

(7) 総資産には、2013年12月31日現在2,020億ドルのグローバル流動性準備を含む。
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当社の総資産は、流動性のある市場性有価証券および主として法人・機関投資家向け証券業務の販売・トレー

ディング業務から生じる短期受取債権が重要な部分を占めている。これらの資産の流動性により、当社は貸借対照

表の規模を柔軟に管理できる状況にある。当社の総資産は、2013年12月31日現在の8,330億ドルから、2014年12月

31日現在8,020億ドルに減少した。総資産のかかる減少は主に、米国債および米政府機関債、利付銀行預金ならび

に売戻条件付買入有価証券の減少を主因とするトレーディング資産の減少によるものであったが、ローン、投資有

価証券および借入有価証券の増加によって部分的に相殺された。

当社の資産および負債は、主に販売・トレーディング業務および証券金融業務に属する取引に関連している。

2014年12月31日現在の証券金融取引の資産および負債は、それぞれ3,200億ドルおよび2,950億ドルであった。2013

年12月31日現在の証券金融取引の資産および負債は、それぞれ3,520億ドルおよび3,530億ドルであった。証券金融

取引には、清算機関預け金または連邦その他の規制・要件に基づき分別管理される現金、買戻／売戻合意、有価証

券貸借取引、担保受入有価証券、受入有価証券返還義務および顧客等債権／債務が含まれる。借入有価証券または

売戻条件付買入有価証券および貸付有価証券または買戻条件付売却有価証券は、有担保資金調達(第６「経理の状

況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２および６参照。)として扱われる。買戻条件付売却有価証券および貸付

有価証券は、2014年12月31日現在950億ドルであり、2014年中の平均は、1,370億ドルであった。買戻条件付売却有

価証券および貸付有価証券の期末残高は、当社の資産の減少に伴い、2014年中の平均残高を下回った。売戻条件付

買入有価証券および借入有価証券は、2014年12月31日現在2,200億ドルであり、2014年中の平均は、2,550億ドルで

あった。売戻条件付買入有価証券および借入有価証券の期末残高は、顧客の金融取引の減少と金融貸借対照表の効

率性向上を受け、2014年中の平均残高を下回った。

証券金融取引の資産および負債には、市場、信用または流動性リスクが最小のマッチドブック取引も含まれる。

マッチドブック取引は、顧客に便宜を提供し、かつ保有ポジションの決済と資金調達を目的として有価証券を取得

する。証券金融取引の顧客に対する債権部分には、顧客の保有有価証券によって担保された信用取引、および規制

要件に従い分別管理される顧客の現金を含む。証券金融取引の顧客に対する債務部分には、主にプライム・ブロー

カレッジ業務の顧客に対する当社の支払債務を含む。これらの取引に対する当社のリスク・エクスポージャーは担

保維持管理方針により軽減されるため、当社の顧客に対する信用エクスポージャーも制限される。2014年12月31日

現在および2013年12月31日現在の証券金融資産に含まれた210億ドルは、全額担保された非現金貸付取引に関し相

殺ポジションにある資産および負債に相当するもので、金融資産の譲渡に関する会計指針に従って計上された。
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流動性リスク管理の枠組み

当社の流動性リスク管理の枠組みは、当社が広範な市況にわたり適切に資金調達の機会を利用できることを主

な目的としている。当該枠組みは、当社が金融債務を履行することができるよう、また当社の事業戦略の実施を支

援するよう設計されている。

以下は、当社の流動性リスク管理の枠組みの指針となる原則である。

・満期債務およびその他の計画的・偶発的なアウトフローを賄うのに十分な流動性資産の維持

・短期資金調達への依存の制限と資産および負債の満期構造の整合

・資金調達の源泉、取引相手方、通貨、地域および期間の分散

・資金危機対応計画(「CFP」)による資金調達の利用制限期の予測および把握

当社の流動性リスク管理の枠組みにおいては、CFP、流動性ストレステストおよびグローバル流動性準備(以下

において定義する。)が主たる要素となっており、これらの要素により、当社が対象とする流動性プロフィールが

支援される。

 

資金危機対応計画

当社のCFPは、流動性ストレス発生時のデータおよび情報の移動、制限、目標、運用環境指標、上申手続、機

能および責任、ならびに利用しうる軽減措置について記載している。CFPは、重大性と継続期間が異なるストレ

ス事由を特定する当社の流動性ストレステストの主要な要素についても規定し、現在の資金調達源を審査し、潜

在的な流動性ストレス事由を観察および管理するために計画を利用・策定する。

 

流動性ストレステスト

当社は、特定範囲の期間を対象とした複数のシナリオによる流動性アウトフローをモデル化するため、流動性

ストレステストを用いる。これらのシナリオは、特異かつシステミックなストレス事由の多様な組合せを含んで

いる。

流動性ストレステストの根拠には、下記をはじめとする複数の仮定が組み込まれている。

・ 政府の支援が受けられないこと

・ 株主資本および無担保債務市場の利用不能

・ ストレス対象期間内に満期が到来する無担保債務の全額返済

・ 有担保資金調達における担保額の増加または有担保資金調達の利用可能性の大幅な低下

・ 信用格付けが低下した場合の取引相手方ならびに一部取引所および清算機関からの追加担保の差入請求

・ 担保差換え、担保関連の紛争および未払担保に起因した追加担保の必要性

・ 無担保債務の裁量的買取

・ 第三者に提供した未使用融資枠に基づく融資の実行

・ 顧客による現金の払出しおよびロング・ポジションに資金を融通するための顧客のショート・ポジション

の減少

・ 外国為替スワップ市場の利用制限

・ 未払信用状が追加発行による代替なく満期において契約更新されないこと
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流動性ストレステストは、ストレス環境下における資産売却件数の制限を含め、全社にわたる個別の現金需要

と現金の利用可能性を把握するべく、親会社および主要な事業子会社を対象に、かつ主な通貨について策定され

ている。流動性ストレステストでは、子会社が親会社の流動性を引き出す前に自社の流動性を用いて債務を返済

することを前提とする。親会社は子会社を支援し、かつ、子会社の流動性準備を利用することはできない。当社

は、流動性ストレステストの根拠となる仮定のほか、有価証券および資金調達活動の日々の清算および決済に伴

う決済リスクを考慮している。

2014年12月31日現在および2013年12月31日現在、当社は流動性ストレステストのモデルに従い、現在のおよび

偶発的に生じる資金調達債務を弁済するのに十分な流動性を維持していた。

 

グローバル流動性準備

当社は、日常的な資金調達需要に対応し、かつCFPおよび流動性ストレステストが設定する戦略的な流動性目

標に見合う、十分な流動性準備(「グローバル流動性準備」)を維持している。グローバル流動性準備の規模は、

当社により積極的に管理されている。グローバル流動性準備の規模を決定するにあたっては、無担保債務の満期

プロフィール、貸借対照表の規模および構成、偶発的な現金の流出を含むストレス環境下での資金需要、ならび

に担保物の要件といった要素が考慮される。また、当社のグローバル流動性準備には、主に当社のリスク許容度

に基づく任意の剰余金であり、市場や会社固有の事由により変動する追加的な準備金も含まれる。

当社のグローバル流動性準備は、親会社および主要事業子会社において維持されている。当社のグローバル流

動性準備は、分散された現金および現金同等物ならびに流動性の高い無担保の有価証券で構成されている。適格

な無担保高流動性有価証券には、米国債、米政府機関債、米政府機関発行モーゲージ担保証券、米国以外の国債

およびその他の高流動性投資適格有価証券がある。

 

投資種類別グローバル流動性準備

下表において、当社のグローバル流動性準備を投資種類別に概略する。

 

(単位：十億ドル) 2014年
12月31日現在

2013年
12月31日現在

銀行預け金 12 18

中央銀行預け金 30 36

無担保高流動性有価証券：   

米国債 76 84

米政府機関債および米政府機関発行モーゲージ担保証券 32 23

米国以外の国債(1) 26 23

マネー・マーケット・ファンド投資 1 1

その他の投資適格証券 16 17

グローバル流動性準備 193 202

 

(1) 米国以外の国債は、ドイツ、フランス、オランダ、英国、ブラジルおよび日本の無担保国債で構成される。
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流動性危機の際に資産を現金化できる能力は必要不可欠である。当社は、グローバル流動性準備において保有

される資産が、当該準備の高い流動性と分散性により、ストレス環境下においても５営業日以内に現金化可能で

あると確信している。当社のグローバル流動性準備の通貨構成は当社のCFPおよび流動性ストレステストに適合

している。グローバル流動性準備のほか、当社では上表の残高には含まれていない現金および現金同等物ならび

にその他の現金化可能な無担保資産を有している。

 

銀行および銀行以外の法人が保有するグローバル流動性準備

下表において、銀行および銀行以外の法人が保有する当社のグローバル流動性準備(期末および平均残

高)について概略する。

 

(単位：十億ドル) 平均残高(1)  
 2014年

12月31日現在
2013年

12月31日現在
2014年 2013年

銀行：         

米国内 83 85 82 70 

米国外 5 4 5 5 

銀行計 88 89 87 75 

銀行以外：         

米国内(2) 70 80 76 83 

米国外 35 33 32 34 

銀行以外計 105 113 108 117 

合計 193 202 195 192 

 

(1) 平均グローバル流動性準備は、日々の金額に基づき算定している。

(2) 親会社は2014年12月31日現在および2013年12月31日現在、それぞれ550億ドルおよび580億ドルのグローバル流動性準備

を保有しており、2014年および2013年中の平均はそれぞれ570億ドルおよび630億ドルであった。
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バーゼル流動性枠組み

バーゼル委員会は、流動性リスクの管理に用いる２つの基準としてLCRおよびNSFRを定めた。

 

流動性カバレッジ比率(LCR)

LCRは、銀行が、30暦日間にわたって継続する厳しいストレスに起因した現金アウトフローの純額を十分に

補填できる高品質の流動性資産を確実に保有するために定められた。この基準は、銀行の流動性リスク因子

が短期間で回復するよう促すことを目的とする。

2014年９月、米銀行規制当局は、米国LCRを公表した。米国LCRは、当社および当社の米国銀行子会社に適

用される。米国LCRは、一定の側面においてはバーゼル委員会が定めたLCRよりもさらに厳格な内容となって

いる。これは、米国LCRが、高品質の流動性資産として適格な債券および持分証券の定義を全般的に狭義化す

るとともに、30日のストレス期間中の現金アウトフロー純額の計算の方法および前提を変更し、マチュリ

ティ・ミスマッチ・アドオンを導入し、2016年12月31日に終了する段階的実施期間を定めているためであ

る。加えて、米国LCRにより、銀行は、３営業日連続で米国LCRの最低要件を維持することができなかった場

合、自らを管轄する主要な連邦銀行監督機関に対して流動性遵守計画の提出を義務付けられる。2015年１月

１日現在、当社および当社の米国銀行子会社は、最低80パーセントの米国LCRを維持するよう求められてい

る。この最低要件は、2016年１月１日より90パーセントに引き上げられ、2017年１月１日には全面実施に伴

い100パーセントに引き上げられる。当社および当社の米国銀行子会社は、2015年１月１日から６月30日まで

の期間中は月次ベースでそれぞれの米国LCRを計算しなければならず、2015年７月１日以降は営業日毎の計算

を求められる。当社は、現在の見積りおよび解釈に基づき米国LCRの最低要件を遵守しており、米国LCRが当

社の流動性および資金調達需要に及ぼす潜在的な影響を引き続き評価している。

 

安定資金調達比率(NSFR)

NSFRは、将来の資金調達ストレスのリスクを軽減するために、十分に安定的な資金調達源を利用して事業

資金を調達することを銀行に義務付けることによって、１年間にわたって資金調達リスクを軽減することを

目的とする。2014年10月、バーゼル委員会は、当初の2010年12月版NSFRの改訂内容を確定した。米銀行監督

機関は、米国におけるNSFRの実施案を公表するものとみられている。当社は、引き続きNSFRならびにNSFRが

当社の現行の流動性および資金調達需要に及ぼす潜在的な影響の評価を行っている。

 

資金調達管理

当社は、当社の営業上混乱を来たすリスクを軽減する方法で資金調達を管理している。当社は、有担保および

無担保の資金調達源を商品別、投資家別および地域別に分散し、調達資金の弁済期限がその資金を充当する資産の

予定保有期間終了後に到来するよう取り計らっている。

当社は、貸借対照表上の資金を多様な資金源からグローバルに調達している。資金源には、自己資本、長期負

債、レポ契約、有価証券貸付、預金、コマーシャル・ペーパー、信用状および与信枠等がある。当社は、グローバ

ルな投資家と通貨を対象として、標準的な商品および仕組商品の双方で資金調達を行う積極的なプログラムを策定

している。
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有担保資金調達

当社の総資産の重要な部分は、流動性のある市場性有価証券によって構成され、主に法人・機関投資家向け証

券業務の販売・トレーディング業務から生じている。これらの資産は流動的であるため、当社は有担保資金調達

により、資金調達に柔軟に対応できる状況にある。当社は、永続的な有担保および無担保の資金調達の構成を最

適化することを目標としている。有担保資金調達の投資家は基本的に、適格差入担保の質に注目する。そのため

当社は、資金調達の対象資産の質に基づき、有担保資金調達の構成内容を積極的に管理する。

当社では、高流動性資産に対してのみより短期の有担保資金調達を用い、市場混乱時に資金調達が困難となる

おそれのある低流動資産クラスについては、より長期の期限を設定している。当社は高流動性資産を政府が発行

または保証する資金調達能力の高い有価証券と定義し、低流動性資産を上記基準に整合しないものと定義してい

る。2014年12月31日現在および2013年12月31日現在、低流動性資産に対する当社の有担保資金調達の加重平均満

期は120日を超えていた。低流動性資産に係る有担保資金調達のリファイナンスのリスクをさらに最小化するた

め、当社は集中制限を設けて投資家基盤の分散を図るほか、低流動性資産の有担保資金調達に係る毎月の満期額

を減額する。さらに当社は、有担保資金調達市場または当該市場を利用する当社の能力が制限された場合に、満

期となった取引に代替する追加的なリスク軽減材料として、低流動性保有ポジションを超過する有期の有担保資

金調達債務、すなわち「予備的な能力」を取得する。結果的に、上記のリスク管理の枠組みに加えて、当社は、

有担保資金調達を不能にする潜在的な事象に備えてグローバル流動性準備の一部を保有している。

当社はまた、流動性が高く、容易に資金調達が可能な有価証券のプールを維持しており、このプールが、将来

の流動性の貴重な源泉となる。当社は、米国バーゼルIIIに基づく流動性基準の実施に伴い、米国LCRの定義に合

致する高品質の高流動性資産の分類を担保報告に組み込んだ。これにより、表示された無担保の資産プールの流

動性特性およびかかる資産向けの新たな資金調達源を容易に特定する当社の能力がさらに裏付けられる。

 

無担保資金調達

当社は、長期性の負債および預金を安定した資金調達源と考えている。無担保の有価証券と非担保資産につい

ては、長期および短期の債務と預金の組合せにより資金を調達している。当社の無担保資金調達には、一定の原

資産(株式、信用、外国為替、金利およびコモディティ等)の運用業績に基づき支払額および償還額が決定される

仕組債が含まれる。適切な場合、当社では、資産と負債を管理し、かつ当社の金利および仕組債に係るリスクの

プロフィールを調整するため、デリバティブ商品を利用することがある(第６「経理の状況」１「財務書類」連

結財務諸表の注記12参照。)。
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短期借入債務

当社の無担保短期借入債務は、発行時の残存期間が12ヶ月以下のコマーシャル・ペーパー、銀行借入れ、手形

および仕組債で構成される場合がある。

下表は、当社の無担保短期借入債務の概要である。

 

(単位：百万ドル) 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

コマーシャル・ペーパー ―  8  

その他短期借入債務 2,261  2,134  

合計 2,261  2,142  

 

預金

当社の銀行子会社の資金調達源には、定期預金、マネー・マーケット預金勘定、要求払預金勘定、レポ契約、

買取フェデラル・ファンド、コマーシャル・ペーパーおよび連邦住宅貸付銀行の貸付金が含まれる。当社の米国

銀行子会社に対する預金の大半は、当社の個人顧客向け証券口座を通じて得られたもので、この資金調達は安定

性と低コスト性を備えたものと考えられている。ウェルス・マネジメントJVに対する残存する持分35パーセント

の取得と同時に、シティと当社との預金スイープ契約が終了した。2014年中に、シティが保有する当社の顧客口

座関連の預金190億ドルが、当社の預金取扱金融機関に移管された。2014年12月31日現在、追加の預金約90億ド

ルが、2015年６月までに合意に基づき当社の預金取扱金融機関に移管される予定である(第６「経理の状況」１

「財務書類」連結財務諸表の注記３参照。)。

預金の構成は以下のとおりである。

 

(単位：百万ドル) 2014年12月31日現在(1) 2013年12月31日現在(1)

貯蓄預金および要求払預金 132,159 109,908 

定期預金(2) 1,385 2,471 

合計(3) 133,544 112,379 

 

(1) 2014年12月31日現在および2013年12月31日現在FDICの付保対象とされていた預金の総額は、それぞれ990億ドルおよび

840億ドルであった。

(2) 定期預金勘定の一部は公正価額オプションに基づき公正価額で計上されている(第６「経理の状況」１「財務書類」連結

財務諸表の注記４参照。)。

(3) 2014年12月31日現在および2013年12月31日現在、それぞれ約1,280億ドルおよび1,040億ドルがウェルス・マネジメント

業務に帰属していた。預金合計にはシティが保有する当社の顧客口座関連の預金は含まれない。

 

上位借入債務

当社の2014年12月31日および2013年12月31日現在の上位借入債務残高(子会社の借入債務に係る保証債務を含

む。)の簿価は、それぞれ約1,420億ドルおよび1,430億ドルであった。
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長期借入債務

当社は、複数の販売手段を通じて債券の投資家にアクセスすることにより、無担保市場への安定的なアクセス

が提供されると考えている。また、長期債務を発行することで、コマーシャル・ペーパー等の無担保短期借入れ

をはじめとする信用への感応度が高い短期商品への依存度は低下している。通常、長期借入債務は、借換え時の

リスクの軽減を目的として満期の分散を図るよう、また各地域、各通貨および各種の商品タイプにわたるグロー

バルな法人・機関投資家および個人顧客に対する販売を通じて、投資家も最大限分散するよう管理されている。

当社の資金調達能力および資金調達費用は、市況、一定のトレーディング業務および貸付業務の取引高、当社の

信用格付けならびに全体的なクレジットの利用可能性により変動する場合がある。

当社は、当社と投資家の最善の利益になると確信する場合には、随時信用市場において各種の取引(債務の償

還等)を行うことがある。

2014年12月31日現在の満期別の長期借入債務の構成は下記のとおりであった。

 

(単位：百万ドル) 親会社 子会社 合計

2015年返済期限到来分 17,781 2,959 20,740 

2016年返済期限到来分 18,963 1,680 20,643 

2017年返済期限到来分 22,643 1,357 24,000 

2018年返済期限到来分 16,728 951 17,679 

2019年返済期限到来分 16,660 911 17,571 

2020年以降返済期限到来分 50,292 1,847 52,139 

合計 143,067 9,705 152,772 

 

2014年の長期借入取引

当社は2014年において、元本約367億ドルのノートの発行および再発行を行った。当社では通常、こうした

ノートの発行との関連で変動金利を入手するための取引を約定する。また、指定満期日に基づく長期借入債務の

加重平均満期は、2014年12月31日現在約5.9年であった。2014年において、合計で約331億ドルの長期借入債務が

満期となり、または償却された。2014年12月31日から2015年１月31日までの期間中、当社の長期借入債務(償還

分相殺後)は、約54億ドル増加した。この金額には、当社が2015年１月27日に発行した55億ドルの上位債務およ

び2015年１月30日に発行した17億ドルの上位債務が含まれる。当社の長期借入債務の詳細は、第６「経理の状

況」１「財務書類」連結財務諸表の注記11参照。
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信用格付け

当社は日常業務の大部分を外部からの資金調達に依存している。通常、資金調達の費用および利用可能性は、

当社の信用格付け等の変動要因の影響を受ける。さらに、当社の信用格付けは一定のトレーディング収益に影響す

ることがあり、この傾向は特に、取引相手方のより長期の業績が主要な留意事項となる店頭デリバティブ取引等の

業務(信用デリバティブおよび金利スワップを含む。)において顕著である。格付機関は、会社固有の要素、規制や

立法上の変更等の業界に影響するその他の要素、マクロ経済環境および認識される政府支援の水準等を検討する。

一部の格付機関は、現状、当社の信用格付けを含めたシステム上重要な銀行の信用格付けは、程度の大小を問

わず、政府支援の存在の認識に加えて外部からの潜在的な支援によって引き上げられていると述べている。また、

格付機関では、今後の金融危機に際して政府が金融システムに提供する臨時の支援が悪影響を受けないかを見積も

るため、米国の金融改革法令の進展を引き続き注視している。法律および規制が制定された結果、米銀各行の信用

格付け引上げの前提が減じられ引下げ圧力となる可能性がある。同時に、資本基準や流動性基準の引上げ等、上述

した米国の金融改革法の法案および最終的な法律と、付随する規制の制定は、信用格付けにプラスとなる可能性も

有している。現時点では、信用格付けに対する実質的な影響や、格付機関が潜在的な政府支援の変更や金融改革の

取組みに対する見解を変更する時期は不明である。

2015年１月31日現在、親会社およびMSBNAの上位無担保債務格付けは次表のとおりであった。

 

 親会社  MSBNA

 
短期
債務

長期
債務

格付
見通し

 
短期
債務

長期
債務

格付
見通し

DBRS・インク(1) R-1(中) A(高) 安定的  ― ― ―

フィッチ・レーティングス・
インク

F1 A 安定的  F1 A 安定的

ムーディーズ・インベスターズ・
サービス(2)

P-2 Baa2 ポジティブ  P-2 A3 ポジティブ

株式会社格付投資情報センター a-1 A ネガティブ  ― ― ―

スタンダード・アンド・
プアーズ・レーティングズ・
サービシズ(3)

A-2 A- ネガティブ  A-1 A 安定的

 

(1) 2014年６月12日、DBRS・インクは、長期債務格付けをA(高)とし、短期債務格付けをR-1(中)とする当社の格付けを確定

した。すべての長期格付けに係る格付見通しがネガティブから安定的に変更されたのに対し、すべての短期格付けに係

る格付見通しは安定的のまま据え置かれた。

(2) 2014年７月24日、ムーディーズは当社の長期債務格付けおよび当社の子会社の格付けを確定し、格付見通しを安定的か

らポジティブに変更した。

(3) 2014年11月26日、S&Pは、MSBNAを含む当社の事業子会社の格付見通しをネガティブから安定的に変更し、MSBNAの短期債

務格付けおよび長期債務格付けをそれぞれA-1およびAとする格付けを確定した。

 

当社が法人・機関投資家向け証券業務の一定の金融手段の流動性提供者となっている一部の店頭トレーディン

グ契約およびその他の一定の契約について将来信用格付けが引き下げられた場合、当社のポジションが純資産であ

るか純負債であるかに関係なく、当社は相手方当事者に対して追加担保の差入れもしくは債務残高の即時決済を行

い、または一部の取引所および清算機関に対する追加担保の差入れを求められることがある。
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今後信用格付けが引き下げられた場合に発生する可能性がある追加担保額または契約終了に伴う支払金額は、

契約毎に異なり、ムーディーズおよびS&Pのいずれか一方または双方の格付けに左右される可能性がある。2014年

12月31日現在および2013年12月31日現在、当社の格付けがムーディーズまたはS&Pの格付けのうち最も低い格付け

から一段階あるいは二段階引き下げられた場合に、格付けの引下げに連動する契約上のトリガー条項に基づき取引

相手方、取引所および清算機関から請求または要求される可能性のある将来の潜在的担保額および契約終了に伴う

支払金額は、それぞれ1,856百万ドルおよび1,522百万ドルならびに増分2,984百万ドルおよび3,321百万ドルであっ

た。

信用格付けの引下げにおける一定側面は契約条項によって定量化可能だが、これが将来の期間において当社の

事業および業績に与える影響は本質的に不透明であり、特に、格下げ幅、同業他社との格付け比較、格付けの引下

げ前に格付機関から付与されていた格付け、個々の取引先の行動および当社が今後行う緩和策といった多数の互い

に関連する要因によって左右される。追加担保要件による流動性への影響は、当社の流動性ストレステストに含め

られている。

 

資本管理

当社の幹部経営陣は資本を重要な財務基盤と考えている。当社は、特に事業機会、リスク、資本の利用可能性

および収益率等のほか、内部的な資本方針、自己資本規制および格付機関のガイドラインに基づき、連結ベースの

資本ポジションを積極的に管理しているため、将来的な業務上のニーズの変化に応じて資本基盤を拡大または縮小

することができる。連結ベースの資本合計については、事業子会社の必要株主資本の合計額を下回らない水準に維

持するよう努めている。

2014年３月、当社は、2014年の資本計画に関してFRBより特段の異議を受けなかった。同計画には、2014年第２

四半期から2015年第１四半期末までの期間中に10億ドルを上限として当社の流通普通株式の買戻しを行う旨および

2014年４月17日に宣言された配当以降、当社の四半期普通株式配当を１株当たり0.05ドルから0.10ドルに引き上げ

る旨が盛り込まれた。当社は、株式買戻プログラムの一環として、2014年および2013年中にそれぞれ約900百万ド

ルおよび350百万ドルの流通普通株式の買戻しを実施した(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記

15参照。)。

2014年12月31日現在、現行の株式買戻プログラムに基づく約３億ドルの買戻枠が残存していた。この株式買戻

プログラムは資本管理を目的としたものであり、特に、事業セグメントにおける資金需要ならびに株式付与型の報

酬および給付制度上の需要を考慮している。当社の授権済みの現行プログラムに基づく株式の買戻しは、当社の資

本ポジションや市況等の種々の要因を勘案して当社が適切であると判断する価格にて随時実施される。株式の買戻

しは、規則10b5-1取引計画を通じて行うものを含め、公開市場における購入や相対取引によって実施することがで

き、いつでも停止することが可能である。当社による株式の買戻しには規制当局の承認を要する。株式買戻プログ

ラムに失効日または終了日の定めはない。

配当の宣言および支払いについては、取締役会が四半期毎に決定する。2014年、2013年および2012年中に当社

の流通優先株式について宣言された現金配当はそれぞれ311百万ドル、271百万ドルおよび97百万ドルであった。

2015年１月20日、当社は取締役会が普通株式１株当たりの四半期配当を0.10ドルと宣言した旨公表した。当該配当

は2015年２月13日に、2015年１月30日現在の株主名簿上の普通株主に支払われた(第６「経理の状況」１「財務書

類」連結財務諸表の注記25参照。)。
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優先株式の発行

Ｇ種優先株式

2014年４月29日、当社は、総額500百万ドルの対価で20,000,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれ

ぞれ、１株当たり額面0.01ドルの配当率6.625パーセント非累積型無期限Ｇ種優先株式(「Ｇ種優先株式」)１

株の1,000分の１の持分を表章する。Ｇ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2019年７月15日以降の

各配当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発

生後、90日以内にいつでも一括して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預

託株式１株当たり25.00ドルに相当)の償還価格にて償還することができる。Ｇ種優先株式にはまた、普通株

式に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｇ種優先株式の募集により、約494百万ドルの発行代り金

(関連する発行費用の控除後)が得られた。

 

Ｈ種優先株式

2014年４月29日、当社は、総額1,300百万ドルの対価で1,300,000株の預託株式を発行した。預託株式はそ

れぞれ、１株当たり額面0.01ドルの配当率固定／変動非累積型無期限Ｈ種優先株式(「Ｈ種優先株式」)１株

の25分の１の持分を表章する。Ｈ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2019年７月15日以降の各配当

支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、

90日以内にいつでも一括して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式

１株当たり1,000ドルに相当)の償還価格にて償還することができる。Ｈ種優先株式にはまた、普通株式に優

先する残余財産分配請求権が付されている。Ｈ種優先株式の募集により、約1,294百万ドルの発行代り金(関

連する発行費用の控除後)が得られた。

 

Ｉ種優先株式

2014年９月18日、当社は、総額1,000百万ドルの対価で40,000,000株の預託株式を発行した。預託株式はそ

れぞれ、１株当たり額面0.01ドルの配当率固定／変動非累積型無期限Ｉ種優先株式(「Ｉ種優先株式」)１株

の1,000分の１の持分を表章する。Ｉ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2024年10月15日以降の各

配当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生

後、90日以内にいつでも一括して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託

株式１株当たり25.00ドルに相当)の償還価格にて償還することができる。Ｉ種優先株式にはまた、普通株式

に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｉ種優先株式の募集により、約994百万ドルの発行代り金

(関連する発行費用の控除後)が得られた。
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Ｊ種優先株式

2015年３月19日、当社は、総額1,500百万ドルの対価で1,500,000株の預託株式を発行した。預託株式はそ

れぞれ、１株当たり額面0.01ドルの配当率固定／変動非累積型無期限Ｊ種優先株式(「Ｊ種優先株式」)１株

の25分の１の持分を表章する。Ｊ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2020年７月15日以降の各配当

支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、

90日以内にいつでも一括して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式

１株当たり1,000ドルに相当)の償還価格にて償還することができる。Ｊ種優先株式にはまた、普通株式に優

先する残余財産分配請求権が付されている。Ｊ種優先株式の募集により、約1,493百万ドルの発行代り金(関

連する発行費用の控除後)が得られた。

 

2014年12月16日、当社は、取締役会が2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して四半期配当または

半期配当を宣言した旨公表した。当該配当は2015年１月15日に、下表のとおりに支払われた。

 

種類 優先株式の詳細
１株当たり

四半期配当(1)

Ａ
配当率変動非累積型優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、
0.25556ドルの配当を受ける預託株式の形態による。) 255.56

Ｃ 配当率10パーセント非累積型無議決権無期限優先株式
25.00

Ｅ
配当率固定／変動非累積型優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、
0.44531ドルの配当を受ける預託株式の形態による。) 445.31

Ｆ
配当率固定／変動非累積型優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、
0.42969ドルの配当を受ける預託株式の形態による。) 429.69

Ｇ
配当率6.625パーセント非累積型優先株式(それぞれ１株の1,000分の１の持分を表章し、
0.41406ドルの配当を受ける預託株式の形態による。) 414.06

Ｈ
配当率固定／変動非累積型優先株式(それぞれ優先株式１株の25分の１の持分を表章し、
27.25ドルの配当を受ける預託株式の形態による。)(1) 681.25

Ｉ
配当率固定／変動非累積型優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、
0.51797ドルの配当を受ける預託株式の形態による。) 517.97

 

(1) Ｈ種優先株式に係る配当は、2019年７月15日まで半期毎に支払われる。
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有形株主資本

下表は、2014年12月31日現在および2013年12月31日現在のモルガン・スタンレー有形株主資本および有形普通

株式株主資本、ならびに2014年および2013年中のモルガン・スタンレー有形株主資本および有形普通株式株主資本

の平均残高を示したものである。

 

(単位：百万ドル) 残高  平均残高(1)

 
2014年

12月31日現在
2013年

12月31日現在
 

2014年 2013年

          

普通株式 64,880 62,701  65,284 61,895 

優先株式 6,020 3,220  4,774 1,839 

モルガン・スタンレー株主資本 70,900 65,921  70,058 63,734 

キャピタル・トラストに発行した下位劣後債
券

4,868 4,849 
 

4,866 4,826 

差引：のれんおよび純無形資産(2) (9,742) (9,873)  (9,737) (8,900)

モルガン・スタンレー有形株主資本(3) 66,026 60,897  65,187 59,660 

普通株主資本 64,880 62,701  65,284 61,895 

差引：のれんおよび純無形資産(2) (9,742) (9,873)  (9,737) (8,900)

有形普通株式株主資本(3) 55,138 52,828  55,547 52,995 

 

(1) 平均残高は月末残高に基づき計算する。

(2) のれんおよび純無形資産の差引額は、2014年12月31日現在および2013年12月31日現在のモーゲージ・サービシング権

(「MSR」)(控除不能なMSRを相殺後の金額)それぞれ約６百万ドルおよび７百万ドルによって部分的に相殺された。

(3) 上記で定義するとおり、GAAPによらない財務評価であるモルガン・スタンレー有形株主資本および有形普通株式株主資

本はそれぞれ、モルガン・スタンレー株主資本または普通株主資本からのれんおよび純無形資産を差し引いて求める。

当社ではモルガン・スタンレー有形株主資本および有形普通株式株主資本を、当社および投資家が適正資本を見積るに

あたって有用な尺度になると捉えている。

 

資本特別条項

2006年10月および2007年４月、当社はモルガン・スタンレー・キャピタル・トラストVIIおよびモルガン・スタ

ンレー・キャピタル・トラストVIIIによる募集(「資本証券」)に関連して、2046年の予定償還日後に効力を発生す

る代替資本特別条項を締結した。この代替資本特別条項の条件に基づき、当社は特定の債務保有者の利益のため、

一定期間において資本証券の償還または買戻しを行う権限を制限することに合意した。
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自己資本規制

自己資本の枠組み

当社は1956年銀行持株会社法(その後の改正を含む。)に基づく金融持株会社であり、FRBの規制と監督に服し

ている。FRBは当社に対し十分な資本水準の維持等の資本要件を設定し、当社がこの資本要件を遵守しているか

を評価する。OCCは、当社の米国銀行子会社についても同様の資本要件および水準を設定している。

 

米国バーゼルIIIの実施

米銀行規制当局は、バーゼル委員会が策定したバーゼルIIIに基づく自己資本基準の多くの側面を実施するた

めに、リスクベース資本およびレバレッジ資本の枠組みを包括的に改定した。米銀行規制当局による改定後の資

本の枠組みを以下「米国バーゼルIII」という。当社および当社の米国銀行子会社は、2014年１月１日より米国

バーゼルIIIの適用を受けている。米国バーゼルIIIのうち、リスクベースの資本比率の最低要件、新たな資本

バッファー、一定の資本控除項目および調整項目等の規制は今後数年をかけて段階的に実施される。当社および

当社の米国銀行子会社は、2014年１月１日までは、米国バーゼルI(バーゼル2.5による補足を含む。)を用いて自

己資本比率を計算していた。

 

自己資本

米国バーゼルIIIのもとでは、各ティアの自己資本から新たな項目(非連結金融機関の資本調達手段に対す

る一定の投資を含む。)が控除され、既存の規制上の控除項目および調整項目の一部は変更されるか、または

適用を廃止された。これらの資本控除項目の多くは段階的実施計画に従い、2018年までに全面的に実施され

る。売却可能有価証券に係る未実現損益は、段階的実施計画に従い、普通株式等ティア１資本に反映され

る。2014年に当社に適用された普通株式等ティア１資本に対する規制上の控除項目および調整項目の割合

は、個別の項目毎に20パーセントから100パーセントに及んだ。

自己資本の質・量を向上させることを目指す米国バーゼルIIIにより、新たな資本ティアとして普通株式等

ティア１資本が設定され、最低限必要とされるリスクベースの資本比率が引き上げられ、かかる最低限の比

率に上乗せされる資本バッファーが定められ、新たな自己資本控除項目および調整項目が定められ、カウン

ターパーティ信用リスク資本要件の引上げ等によりRWA、すなわち、リスクベースの資本比率の分母の計算方

法が変更され、補完的レバレッジ比率が導入される。

さらに、米国バーゼルIIIは、自己資本調達手段の適格性基準を厳格化する。これらの改定の結果、既存の

信託優先証券は、2016年１月１日までに当社のティア１資本から段階的に完全に除外される。その後、米国

バーゼルIIIに基づくティア２資本の適格性基準を満たさない既存の信託優先証券も2022年１月１日までに当

社の自己資本から段階的に除外される。
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リスク加重資産

当社は、信用RWA、市場RWAおよびオペレーショナルRWAに対して資本を計算および保有することを義務付け

られる。RWAは、当社のオン・バランスシートおよびオフ・バランスシート双方のリスクを反映する。信用

RWAは、借入人または取引相手方が自己の金融債務を返済できないことから生ずる損失のリスクに起因した資

本コストを反映し、市場RWAは、市場価格その他の要素における不利な変動に起因した損失リスクを要因とす

る資本コストを反映する。オペレーショナルRWAは、処理手続、人材、システムの不備もしくは機能不全、ま

たはその他の外的要因(例えば詐欺行為、窃盗、法務・コンプライアンス・リスク、有形資産に対する損害

等)による損失のリスクに起因した資本コストを反映する。当社では、販売・トレーディング等の収益を生ず

る業務ならびに情報技術および取引処理等の管理部門を含め、当社の事業活動全体にわたってオペレーショ

ナル・リスクを負う可能性がある。また、金融サービス業界全体で規制および訴訟環境が変化し続けている

ことや、オペレーショナルRWAがかかる関連事項の影響を反映することから、オペレーショナルRWAはこれま

でに増加しており、今後も増加し続ける可能性がある。

バーゼル委員会は現在、バーゼルIIIの枠組みの各種規定の改定を検討している最中であるが、かかる改定

が米銀行監督機関によって採用された場合、米国バーゼルIIIの大幅な改定につながる可能性がある。特に、

バーゼル委員会は、取引相手方の信用リスク・エクスポージャーの新たな計算手法として、SA-CCRを確立

し、証券化に係る資本要件を定める改定後の枠組みを最終決定するとともに、トレーディング勘定および銀

行勘定のエクスポージャーに係るものを含む各種の自己資本基準、信用リスクの枠組みならびに資本フロア

の改定を提案している。いずれについても、かかる改定後の基準が当社および当社の米国銀行子会社に及ぼ

す影響は不透明であり、米銀行監督機関による今後の規則制定に左右される。

 

リスクベースの資本比率の計算

2014年２月21日、FRBおよびOCCは、当社および当社の米国銀行子会社がそれぞれ、後述の「資本フロア」

に従い、2014年第２四半期より、自己のリスクベースの資本比率の計算および公開にあたり、信用リスク資

本要件の決定については米国バーゼルIIIに基づく先進的内部格付手法を、オペレーショナル・リスク資本要

件の決定については先進的計測手法(総称して「先進的手法」)を採用することを承認した。当社は、先進的

手法を採用する銀行として、(i)信用RWAおよび市場RWAの計算に標準的手法(「標準的手法」)を、また(ii)米

国バーゼルIIIに基づき信用RWAの計算に先進的内部格付手法を、オペレーショナルRWAの計算に先進的計測手

法を、市場RWAの計算に先進的手法を用いることにより、リスクベースの資本比率を計算するよう求められ

る。
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ドッド・フランク法の規定を実施するために、米国バーゼルIIIは、先進的手法を採用する銀行のうち、管

轄規制当局より試行期間終了の承認を得た当社等に対し、永続的な「資本フロア」を適用する。かかる資本

フロアの適用により、2014年の先進的手法を採用する銀行の拘束力あるリスクベースの資本比率は、先進的

手法に基づき計算された比率と、米国バーゼルI(バーゼル2.5による補足を含む。)によって計算された比率

のうちいずれか低い方の比率とされた。2015年１月１日以降の当社の自己資本比率は、先進的手法に基づき

計算された資本比率と、米国バーゼルIIIに基づく標準的手法に基づき計算された資本比率のうちいずれか低

い方の比率となる。米国バーゼルIIIに基づく標準的手法は、米国バーゼルIに準拠するRWAの計算方法の一部

を変更し、ある種類の資産およびエクスポージャーに対する新たな標準リスク・ウェイトを定めている。か

かる「資本フロア」はリスクベースの最低資本要件と、資本保全バッファー、景気変動抑制的な資本バッ

ファー(銀行規制当局によって導入される場合)および提案中のG-SIBバッファー(導入される場合)の計算に適

用される。

当社のリスクベースの各資本比率の計算方法は、米国バーゼルIIIに基づく分子および分母の改定が段階的

に実施されるに従って、また、当社が先進的手法および標準的手法を用いてRWAを計算するのに伴い、2022年

１月１日までの期間にわたり変更される。現在進行中のかかる方法論の変更の結果、当社が報告する資本比

率が、当社の資本基盤、資産構成、オフ・バランスシートのエクスポージャーまたはリスクプロフィールに

係る変化とは関係なく報告期間毎に変動することとなる可能性がある。
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経過期間中および完全実施後の当社の米国バーゼルIIIに基づく資本比率の計算の根拠は、下図のとおりで

ある。

 

 経過期間  完全実施後(1)

 2014年第１四半期
2014年第２四半
期～第４四半期

2015年～2017年  2018年以降
    

自己資本(リスクベースの資本比率
およびレバレッジ比率の分子)

米国バーゼルIII経過措置(2)  米国バーゼルIII
　    

　         

RWA(リスクベース
の資本比率の分
母)

標準的手法(3) 米国バーゼルＩおよびバーゼル2.5  米国バーゼルIIIに基づく標準的手法

　     

　         

 先進的手法(4)  米国バーゼルIIIに基づく先進的手法
　     

　         

レバレッジ比率の
分母

テ ィ ア １ レ バ
レッジ比率

調整後平均オン・バランスシート資産(5)
　         

 
補完的レバレッ
ジ比率(6)

  
調整後平均オン・バランスシート

資産(5)および一定のオフ・バランス
シート・エクスポージャー

 

(1) 資本(資本比率の分子)を定義する米国バーゼルIIIの規則は2018年初頭までに完全実施される。但し、ティア２資本から

の非適格信託優先証券の除外については、2022年１月１日をもって完全実施される。さらに、2.5パーセント超の普通株

式等ティア１資本保全バッファー、G-SIB資本サーチャージ(導入される場合)および2.5パーセントを上限とする普通株

式等ティア１景気変動抑制的資本バッファー(銀行規制当局によって導入される場合)も、いずれも2019年初頭までに完

全実施され、当社に適用される。資本保全バッファー、G-SIB資本サーチャージおよび景気変動抑制的な資本バッファー

(導入される場合)は、当社の普通株式等ティア１資本比率、ティア１資本比率および総資本比率のそれぞれに上乗せさ

れる。これらの追加的な資本バッファーに係る要件は、2016年より段階的に実施される。

(2) 当社および当社の米国銀行子会社が先進的手法の試行期間を終了したことに伴い、2014年６月30日以降、適格信用準備

金を上回る見積信用損失額については、その20パーセントを普通株式等ティア１資本から、80パーセントを追加的ティ

ア１資本から控除しなければならない。今後数年にわたり、2018年初頭までに完全実施されるまで、この普通株式等

ティア１資本からの控除額は徐々に引き上げられ、追加的ティア１資本からの控除額はこれに応じて引き下げられる。

加えて、先進的手法の枠組み上は、貸倒引当金をティア２資本に含めることはできない。その代わり、先進的手法を採

用する銀行組織は、見積信用損失総額を超過する適格信用準備金を、当該超過準備金額が先進的手法に基づく信用RWAの

0.6パーセントを超えない範囲で、ティア２資本に含めることができる。貸倒引当金は、米国バーゼルI(バーゼル2.5に

よる補足を含む。)および標準的手法に基づく資本比率の計算においては、信用RWAの1.25パーセントを超えない範囲

で、引き続きティア２資本に含めることができる。

(3) 当社は、2015年より、米国バーゼルIIIに基づく標準的手法に準拠して信用RWAおよび市場RWAを計算するよう求められ

る。

(4) 先進的手法に基づく資本比率の公表は、2014年第２四半期中に開始された。

(5) 米国バーゼルIIIに従い、調整後平均資産は、当社の平均オン・バランスシート資産合計より、ティア１資本から控除さ

れる一定の金額を減じた差を表す。

(6) 当社は、2015年より、2018年１月１日付けで資本基準としての効力を生ずる補完的レバレッジ比率の公開を義務付けら

れている。

 

当社は、2014年第１四半期より、経過措置に従い、米国バーゼルIIIに基づき決定される普通株式等ティア

１資本、ティア１資本および総資本の金額を用いてリスクベースの資本比率の分子を計算している。2014年

第１四半期中は、現行の米国バーゼルI準拠規則(バーゼル2.5による補足を含む。)を用いてリスクベースの

資本比率の分母を計算していた。2014年第２四半期より、当社のリスクベースの自己資本比率は、米国バー

ゼルI(バーゼル2.5による補足を含む。)に基づき計算される資本比率と先進的手法に基づき計算される資本

比率のうちいずれか低い方の比率となった。
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自己資本比率

下表は、当社の2014年12月31日現在の自己資本比率および2014年の米国バーゼルIIIに基づき適用される自

己資本比率の最低要件を示している。2014年12月31日現在の当社のリスクベースの資本比率(資本フロア適用

後)は先進的手法の経過規則に準拠している。

 

 

2014年12月31日現在   

実際の資本比率   

  
最低自己資本比率

(1)

米国バーゼルIII
経過措置／
先進的手法

米国バーゼルIII
経過措置／

米国バーゼルＩ＋
バーゼル2.5手法

 2014年

普通株式等ティア１資本比率 12.6％ 14.7％  4.0％

ティア１資本比率 14.1％ 16.5％  5.5％

総資本比率 16.4％ 19.4％  8.0％

ティア１レバレッジ比率(2) 7.9％ 7.9％  4.0％

 

(1) 米国バーゼルIII経過規定に基づく2014年の最低資本比率を表す。

(2) ティア１レバレッジ比率は、ティア１資本の平均オン・バランスシート資産合計(米国バーゼルIII規則に基づきティア

１資本から控除される一定の金額の減算後)に対する比率と定義される。

 

2015年１月１日以降、当社が金融持株会社として存続するためには、当社の米国銀行子会社が米国バーゼ

ルIIIに定める引上げ後の資本要件に基づき「十分な資本がある」と認められなければならない。「十分な資

本がある」と認められるためには、リスクベースの総資本比率(RWAに対する総資本の割合)を10パーセント以

上に、リスクベースのティア１資本比率を８パーセント以上に、リスクベースの普通株式等ティア１資本比

率を6.5パーセント以上に、ティア１レバレッジ比率(平均連結総資産に対するティア１資本の割合)を５パー

セント以上に、それぞれ維持しなければならない。FRBは、現時点では、金融持株会社の「十分な資本があ

る」とみなされる基準について、米国バーゼルIIIに基づく引上げ後の資本基準を反映するための改定を行っ

ていない。FRBが同等のまたは非常に近似した「十分な資本がある」基準を金融持株会社に適用することを前

提とした場合、当社の2014年12月31日現在のリスクベースの資本比率およびティア１レバレッジ比率はそれ

ぞれ、改定後の「十分な資本がある」基準を上回っていた。FRBは、当社および同業の金融持株会社に対し、

一般経済情勢や金融持株会社特有の状況、リスクプロフィールおよび成長計画に応じて、法律上強制される

最低水準を大きく上回るリスクベースおよびレバレッジベースの資本比率を維持するよう求めることができ

る。
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下表は、2013年12月31日から2014年12月31日までの期間の、米国バーゼルIII(経過措置ベース)に基づき計

算した当社の普通株式等ティア１資本、追加的ティア１資本およびティア２資本のロールフォワード情報を

示したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年

普通株式等ティア１資本：   

2013年12月31日現在のバーゼルＩ規則に基づくティア１普通資本 49,917 

普通株主資本の価額の変動 2,179 

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく新規控除項目および調整項目：   

デリバティブ負債に係るリスク・フリー利率に上乗せされる信用スプレッド・プレミアム (161)

適格信用準備金を超過する見積信用損失(1) (10)

その他新規控除項目および調整項目 (181)

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく既存の控除項目の変更：   

のれん純額 (17)

無形資産純額(のれんおよびモーゲージ・サービシング資産を除く) 2,647 

繰延税金資産純額 2,299 

税引後債務評価調整純額(2) (1,117)

その他の包括利益累計額に係る調整 184 

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づき適用が廃止される米国バーゼルＩに基づく控
除項目 1,584 
2014年12月31日現在の米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく普通株式等ティア１資
本 57,324 

   

追加的ティア１資本：   

2013年12月31日現在の米国バーゼルＩ規則に基づく追加的ティア１資本 11,090 

適格優先株式の新規発行 2,800 

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく追加的ティア１資本の構成項目の取扱変更：   

信託優先証券 (2,327)

償還不能非支配持分 (2,105)

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく新規控除項目および調整項目：   

繰延税金資産純額 (2,318)

デリバティブ負債に係るリスク・フリー利率に上乗せされる信用スプレッド・プレミアム (644)

税引後債務評価調整純額(2) 630 

適格信用準備金を超過する見積信用損失 (39)

その他調整項目および控除項目 (229)

2014年12月31日現在の追加的ティア１資本 6,858 

2014年12月31日現在のティア１資本(普通株式等ティア１資本と追加的ティア１資本の合計) 64,182 

   

ティア２資本：   

2013年12月31日現在の米国バーゼルＩ規則に基づくティア２資本 4,993 

劣後債務の変動 2,780 

バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく貸倒およびリース損失引当金の認識中止(3) (284)

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく認識の対象となる新規資本構成項目：   

信託優先証券 2,434 

償還不能非支配持分 27 

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づく新規控除項目および調整項目 (10)

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づき適用が廃止される米国バーゼルＩに基づく控
除項目 850 

2014年12月31日現在のティア２資本 10,790 

2014年12月31日現在の資本合計 74,972 

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

133/611



(1) 2014年、当社および当社の米国銀行子会社が先進的手法の試行期間を終了したことに伴い、適格信用準備金を上回る見

積信用損失額については、その20パーセントが普通株式等ティア１資本から、80パーセントが追加的ティア１資本から

控除された。今後数年にわたり、2018年までに完全実施されるまで、この普通株式等ティア１資本からの控除額は徐々

に引き上げられ、追加的ティア１資本からの控除額はこれに応じて引き下げられる。

(2) 税引後債務評価調整純額の残高合計には、過去の期間に係る調整額約69百万ドルが含まれる。

(3) 先進的手法に基づく資本比率の計算上は、貸倒引当金をティア２資本に含めることはできない。その代わり、先進的手

法を採用する銀行組織は、見積信用損失総額を超過する適格信用準備金を、当該超過準備金額が先進的手法に基づく信

用RWAの0.6パーセントを超えない範囲で、ティア２資本に含めることができる。貸倒引当金は、米国バーゼルIおよび

バーゼル2.5ならびに標準的手法に基づく資本比率の計算においては、信用RWAの1.25パーセントを超えない範囲で、引

き続きティア２資本に含めることができる。
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下表は、2013年12月31日から2014年12月31日までの期間の、先進的手法に基づくプロフォーマ形式の見積

RWAを基準とする当社のRWAのロールフォワード情報を示したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年(1)

信用RWA：   

2013年12月31日現在の米国バーゼルＩ規則に基づく残高 256,606 

米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に係る変動額(2) (72,792)

以下の項目に係る変動額：   

デリバティブ 250 

証券金融取引 (6,090)

その他のカウンターパーティ信用リスク (264)

証券化 (1,068)

信用評価調整 (4,158)

売却可能債務証券 1,264 

ローン 7,689 

現金 (2,245)

持分投資 2,571 

その他の信用リスク(3) 2,882 

信用RWAの変動額合計 (71,961)

2014年12月31日現在の残高 184,645 

   

市場RWA：   

2013年12月31日現在の米国バーゼル2.5規則に基づく残高 133,760 

米国バーゼルIII先進的手法の規則に係る変動額(2) 12,369 

以下の項目に係る変動額：   

規制上のVaR (1,191)

規制上のストレスVaR (150)

追加的リスクに係る自己資本賦課 (5,289)

包括的リスク測定 (6,768)

固有リスク：   

非証券化 (6,465)

証券化 (4,903)

市場RWAの変動額合計 (12,397)

2014年12月31日現在の残高 121,363 

   

オペレーショナルRWA：   

2013年12月31日現在の米国バーゼルＩ規則に基づく残高 N/A 

米国バーゼルIII先進的手法の規則に係る変動額(2) 150,000 

2014年12月31日現在の残高 150,000 

 

N/A ― 該当なし

VaR ― バリュー・アット・リスク

(1) 上表中の各種のRWAは、適切な場合、オン・バランスシートおよびオフ・バランスシートの双方のエクスポージャーを反

映する。

(2) 米国バーゼルIII先進的手法の経過規則に基づき2013年12月31日現在のプロフォーマ形式のRWAを表示するための方法が

変更されたことによる見積上の影響額を表す。

(3) 明確な区分に属さない資産、重要でないエクスポージャーのポートフォリオおよび未決済の取引を反映した金額。
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当社は、2014年12月31日現在、先進的手法および標準的手法(バーゼル2.5による補足を含む米国バーゼルI

として表示される。)の双方に基づき資本比率を計算するよう求められる(いずれの場合も経過規則に従

う。)。先進的手法に基づき計算された資本比率は、標準的手法(バーゼル2.5による補足を含む米国バーゼル

Iとして表示される。)に基づき計算された資本比率を下回ったため、前者が、2014年12月31日現在の、当社

の拘束力ある資本比率(資本フロアの適用後)である。

下表は、2014年12月31日現在および2013年12月31日現在の当社の普通株式等ティア１資本、追加的ティア

１資本およびティア２資本の概要を示したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年
12月31日現在

 2013年
12月31日現在

 
米国バーゼルIII

経過措置／
先進的手法

 
米国バーゼルＩ(1)

普通株式等ティア１資本：      

普通株式および剰余金 21,503  21,622 

利益剰余金 44,625  42,172 

その他の包括損失累計額 (1,248)  (1,093)

規制上の調整項目および控除項目：      

差引：のれん純額 (6,612)  (6,595)

差引：無形資産純額(のれんおよびモーゲージ・サービシング資産を
除く) (632)

 
(3,279)

差引：デリバティブ負債に係るリスク・フリー利率に上乗せされる
信用スプレッド・プレミアム (161)

 
N/A 

差引：繰延税金資産純額 (580)  (2,879)

税引後債務評価調整額(2) 158  1,275 

その他の包括利益累計額に係る調整 462  278 

適格信用準備金を超過する見積信用損失(3) (10)  N/A 

その他調整項目および控除項目 (181)  (1,584)

普通株式等ティア１資本合計 57,324  49,917 

      

追加的ティア１資本：      

優先株式 6,020  3,220 

信託優先証券 2,434  4,761 

償還不能非支配持分 1,004  3,109 

規制上の調整項目および控除項目：      

差引：繰延税金資産純額 (2,318)  N/A 

差引：デリバティブ負債に係るリスク・フリー利率に上乗せされる
信用スプレッド・プレミアム (644)

 
N/A 

税引後債務評価調整額(2) 630  N/A 

適格信用準備金を超過する見積信用損失 (39)  N/A 

その他調整項目および控除項目 (229)  N/A 

追加的ティア１資本 6,858  11,090 

ティア１資本合計 64,182  61,007 

      

ティア２資本：      

劣後債務 8,339  5,559 

信託優先証券 2,434  N/A 

その他適格資本金額(3) 27  284 

規制上の調整項目および控除項目 (10)  (850)

ティア２資本合計 10,790  4,993 

資本合計 74,972  66,000 
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N/A ― 該当なし

(1) 2013年において適用された基準には、米国バーゼルI(バーゼル2.5による補足を含む。)を含む。

(2) 税引後債務評価調整純額の残高合計には、過去の期間に係る調整額約69百万ドルが含まれる。

(3) 先進的手法に基づく資本比率の計算上は、貸倒引当金をティア２資本に含めることはできない。その代わり、先進的手

法を採用する銀行組織は、見積信用損失総額を超過する適格信用準備金を、当該超過準備金額が先進的手法に基づく信

用RWAの0.6パーセントを超えない範囲で、ティア２資本に含めることができる。貸倒引当金は、米国バーゼルIおよび

バーゼル2.5ならびに標準的手法に基づく資本比率の計算においては、信用RWAの1.25パーセントを超えない範囲で、引

き続きティア２資本に含めることができる。

 

下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在の当社のRWAおよび自己資本比率を示したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年
12月31日現在

 
 

2013年
12月31日現在

 

 
米国バーゼルIII

経過措置／
先進的手法

 米国バーゼルＩ(1)

RWA：      

信用リスク 184,645  256,606 

市場リスク 121,363  133,760 

オペレーショナル・リスク 150,000  N/A 

RWA合計 456,008  390,366 

      

資本比率：      

普通株式等ティア１比率／ティア１普通資本比率 12.6％  12.8％

ティア１資本比率 14.1％  15.6％

総資本比率 16.4％  16.9％

ティア１レバレッジ比率 7.9％  7.6％

調整後平均資産 810,524  805,838 

 

N/A ― 該当なし

(1) 2013年において適用された基準には、米国バーゼルI(バーゼル2.5による補足を含む。)を含む。当社の2013年12月31日

現在の総資本比率、ティア１資本比率、ティア１普通資本比率およびティア１レバレッジ比率ならびにRWAは、この枠組

みに基づき計算された。

 

下表は、完全実施後の先進的手法および完全実施後の米国バーゼルIII標準的手法に基づく2014年12月31日

現在の当社のプロフォーマ形式の見積りを示したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年12月31日現在

 完全実施後のプロフォーマ形式の見積り

 
米国バーゼルIII

先進的手法
 

米国バーゼルIII
標準的手法

普通株式等ティア１資本 49,433  49,433 

RWA 463,099  454,968 

普通株式等ティア１資本比率 10.7％  10.9％
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完全実施後のプロフォーマ形式の見積りは米国バーゼルIIIやその他の要因に対する当社の現時点における

理解に基づいており、かかる理解は、当社が米国バーゼルIIIについてFRBから追加的な説明や実施要項を入

手するに従い、また、米国バーゼルIIIの解釈が徐々に進展するのに伴い、変化する可能性がある。完全実施

後のプロフォーマ形式の普通株式等ティア１資本、RWAおよびリスクベースの普通株式等ティア１資本比率の

見積りはGAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、2014年12月31日時点では発効していない新たな自

己資本要件の遵守状況を評価するにあたって有用な手段になると捉えている。この予備的な見積りは、実際

の結果が重大に相違するリスクおよび不確実性に服しており、将来の日付時点での当社の実際の資本比率、

RWA、収益その他の業績を予想するものと捉えられてはならない。当社の将来の業績に影響を及ぼすおそれの

あるリスクおよび不確実性についての検討は、第３「事業の状況」４「事業等のリスク」参照。

米国バーゼルIIIが全面的に実施された場合、当社は、米国バーゼルIIIに基づく最低限の資本比率とし

て、4.5パーセントの普通株式等ティア１資本比率、6.0パーセントのティア１資本比率、8.0パーセントの総

資本比率、4.0パーセントのティア１レバレッジ比率および3.0パーセントの補完的レバレッジ比率の適用を

受けることとなる。当社はまた、米国バーゼルIIIが全面的に実施された場合、2019年までに、2.5パーセン

ト超の普通株式等ティア１資本保全バッファーと、銀行規制当局によって導入される場合は上限2.5パーセン

トの普通株式等ティア１景気変動抑制的資本バッファーの適用を受けることとなる。資本保全バッファーお

よび景気変動抑制的資本バッファー(導入される場合)は、当社のリスクベースの普通株式等ティア１資本比

率、ティア１資本比率および総資本比率のそれぞれに上乗せされる。これらのバッファーを維持しない場

合、当社は、資本の分配(配当の支払いおよび自己株の買戻しを含む。)を行う能力や、業務執行役員に対し

て裁量ベースの報酬を支払う能力を制限される。加えて、FRBは2014年12月に、G-SIBとして特定された米国

銀行持株会社に対してリスクベースの資本サーチャージを課す規則案を公表した(後記「G-SIB資本サー

チャージ」参照。)。当社は、2018年以降は、強化された補完的レバレッジ比率基準の適用も受けることとな

る(後記「補完的レバレッジ比率」参照。)。
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資本計画およびストレステスト

ドッド・フランク法に従い、FRBは、当社をはじめとする大手銀行持株会社について、資本計画およびストレ

ステスト要件を導入した。かかる要件は、FRBの年次のCCARの枠組みの一環をなしている。FRBの資本計画規則に

基づき、当社は、社内の適正資本を監視・維持するために、損益の将来予測を組み込む当社の制度や手続をFRB

が評価できるよう、FRBに対して、当社およびFRBが策定した別個のストレステストの結果を考慮した年次の資本

計画を提出しなければならない。かかる会社は、資本の分配実施前にFRBから異議を受けないことが、資本計画

規則において要件とされている。さらに大手銀行持株会社は、資本計画が承認済みであったとしても、提案され

る資本分配の実施後に同社が規制上の資本要件を充足しないことが予想される場合は特に、資本分配前にFRBの

承認を求めなければならない。また、ドッド・フランク法上のストレステストに関するFRBの最終規則は、会社

主導のストレステストを半期毎に実施するよう当社に求めている。また同規則により、当社はFRBが実施する年

次の監督上のストレステストにも従っている。当社の2014年の資本計画については、何らの異議も受けなかった

(前記「資本管理」参照。)。当社は、2015年３月11日に、FRBより当社の2015年の資本計画(2015年１月５日付け

でFRBに提出)に対する回答が得られるものと見込んでいる。当社は、2015年１月５日に半期のストレステストの

結果をFRBに提出した。FRBは、2015年３月５日に、当社を含む各大手銀行持株会社の監督上のストレステストの

結果の概要を公表する。また、当社はFRBが監督上のストレステストの結果を開示した日から15日以内に、会社

主導のストレステストの結果の概要を開示するよう求められる。

2014年２月、当社を含む大手銀行持株会社が2014年10月１日に開始する期間以降どのようにして米国バーゼル

IIIを各々の資本計画およびドッド・フランク法に基づくストレステストに組み込まなければならないかを明示

した最終規則がFRBによって公表された。かかる最終規則はとりわけ、大手銀行持株会社に対して、米国バーゼ

ルI(バーゼル2.5による補足を含む。)に基づく手法を用いたティア１普通資本比率と、経過規則の施行後の米国

バーゼルIII標準的手法に基づく普通株式等ティア１資本比率の双方を見積もるよう義務付けている。最終規則

はまた、先進的手法を採用する銀行組織のうち試行期間を終えた当社等に対して、2015年10月１日に開始する期

間以降、資本計画および会社主導のストレステストに先進的手法を組み込むことを要求している。2014年10月、

FRBは資本計画およびストレステストに関する規則を改定し、大手銀行持株会社による正味の資本の発行が、資

本計画に記載した金額に満たなかった場合は、資本分配(追加的ティア１およびティア２資本調達手段に係る予

定された支払いを除く。)を行う当該大手銀行持株会社の能力を一般に制限することや、資本計画期間およびス

トレステスト期間の開始日および提出日を2016年期間より変更することなどを定めた。

またドッド・フランク法は、当社の各米国銀行子会社に対して年次のストレステストを実施するよう要求す

る。MSBNAは、2015年１月５日に2015年の年次の会社主導のストレステストの結果をOCCに提出し、2015年３月15

日から３月31日までの間にストレステストの結果の概要を公表する。MSPBNAは、2015年３月中に年次の会社主導

のストレステストをOCCに提出し、2015年６月15日から６月30日までの間に結果の概要を公表する。2014年６

月、OCCは、2016年期間より、当社の米国銀行子会社に適用される年次のストレステスト期間の時期の変更等に

関する規則案を公表した。
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G-SIB資本サーチャージ

米国バーゼルIIIはすでに発効しているが、米銀行監督機関およびバーゼル委員会はそれぞれ、当社および当

社の米国銀行子会社に適用される自己資本基準を変更することとなる自己資本の枠組みの改定をすでに提案して

いるか、提案することを検討している。2014年12月、FRBは、G-SIBとして特定された米国銀行持株会社に対して

リスクベースの資本サーチャージを課す規則案を公表した。FRBの提案はバーゼル委員会の国際的なG-SIBサー

チャージの枠組みに準拠しているが、FRBが提案する方法は、一般的に、バーゼル委員会の枠組みが求める水準

を上回るG-SIBサーチャージにつながるものであり、各米国G-SIBの短期のホールセール資金調達への依存度を直

接的に考慮する。FRBの提案によれば、G-SIBとして特定された銀行持株会社は、２つの方法に基づき自己のG-

SIBサーチャージを計算することとなる。１つ目は、当該G-SIBの規模、相関性、地域横断的な活動、代替可能性

および複雑性を考慮した方法で、全体としてはバーゼル委員会によって策定された方法と一致する。２つ目の方

法は、同様のインプットを用いるものの、代替可能性の代わりに短期のホールセール資金調達の利用度を用いる

もので、全体としてはバーゼル委員会が定める枠組みよりも高いサーチャージが要求される。各G-SIBには、上

記の２つの方法で決定されたサーチャージのうち、いずれか高い方が適用される。FRBの提案によれば、G-SIB

サーチャージは普通株式等ティア１資本を用いて充足されなければならず、資本保全バッファーの延長として機

能する。FRBは、この提案によりG-SIBサーチャージは各G-SIBのRWAの1.0パーセントから4.5パーセントまでの範

囲になると見積っている。FRBのサーチャージに関する提案は、2016年１月１日から2019年１月１日までの間に

段階的に実施される。

 

補完的レバレッジ比率

米国バーゼルIIIは、当社および当社の米国銀行子会社に対して、補完的レバレッジ比率要件を遵守するよう

義務付ける。同要件は、2014年中に、米銀行監督機関によってバーゼル委員会が定めた基準を上回る値に引き上

げられた。具体的には、当社は2018年以降、資本の分配(配当の支払いおよび自己株の買戻しを含む。)や業務執

行役員に対する裁量ベースの報酬の支払いに対する制限を回避するために、最低限の補完的レバレッジ比率３

パーセントに上乗せして、２パーセント超のティア１補完的レバレッジ資本バッファー(合計５パーセント超)を

維持しなければならない。また、2018年以降に当社の米国銀行子会社が「十分な資本がある」と認められるため

には、６パーセントの補完的レバレッジ比率を維持しなければならない。バーゼル委員会によって採用された改

定後のレバレッジ基準に適合させるべく米銀行監督機関が2014年中に改定した補完的レバレッジ比率の分母は、

各報告四半期について、米国GAAPに基づく連結オン・バランスシート資産の平均日次残高から、四半期末時点に

おいてティア１資本から控除される一定金額と、暦四半期中のデリバティブ(清算集中されるデリバティブおよ

び売却クレジット・プロテクションを含む。)、レポ形式の取引およびその他のオフ・バランスシート項目に関

連する一定のオフ・バランスシートのエクスポージャーの平均月末残高を差し引いた金額を基準とする。強化さ

れた補完的レバレッジ比率基準は、当社および当社の米国銀行子会社の双方について、2015年１月１日から開始

される四半期毎の情報公開後、2018年１月１日に発効する予定である。
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当社は、2014年12月31日現在、プロフォーマ形式の補完的レバレッジ比率を約4.7パーセントと見積もってい

る。この見積りにおいては、完全実施後の米国バーゼルIIIに基づくティア１資本を分子として、また約1.19兆

ドルを分母として使用している。この分母は、米国GAAPに基づく当社の連結資産を表し、(i)デリバティブ取引

(顧客のために清算されるものを含む。)に係る将来の潜在的エクスポージャー、オフ・バランスシートのエクス

ポージャー(各々に適用される掛け目を乗じたもの)、レポ形式の取引に伴う取引相手方の信用リスクおよび売却

クレジット・プロテクションの実質想定元本(一定の適格な購入クレジット・プロテクションを減じたもの)の加

算、ならびに(ii)米国バーゼルIIIに基づくティア１資本から控除された一定の金額の減算等の調整を行ってい

る。プロフォーマ形式の補完的レバレッジ比率の見積りは、GAAPによらない財務評価であり、当社はこれを、現

時点では発効していない新たな自己資本要件の遵守状況を評価するにあたって有用な手段になると捉えている。

当社は、増資のほか、デリバティブ・ポートフォリオの圧縮等のバランスシートの最適化を含むその他の取引に

より、2015年中に５パーセント超の補完的レバレッジ比率を達成する見込みである。

当社の補完的レバレッジ比率の見積りは現時点における適用規則の実施に関する解釈および予測に基づいてお

り、継続的な見直しおよび改定の対象となる。当社の予測には、実際の結果がかかる規則に基づく見積りから大

きく乖離する事態を引き起こすおそれのあるリスクや不確実性が伴う。また、かかる予測は、将来の日付時点で

の当社の実際の補完的レバレッジ比率、収益、資産またはエクスポージャーを予想するものと捉えられてはなら

ない。当社の将来の業績に影響を及ぼすおそれのあるリスクおよび不確実性についての検討は、第３「事業の状

況」４「事業等のリスク」参照。

 

必要資本

当社では、社内的な適正資本の測定手法である必要資本の枠組みに基づいて必要資本(「必要資本」)を見積

もっている。この枠組みは、リスクベース資本およびレバレッジ資本の使用率の測定手段であり、ある時点で極

度のストレス事由がある場合、当社がこれによる潜在的な損失を負担した後に継続事業資本の額を維持できるよ

うにするため、当社の規制上の資本と対比される。当社は、規制上の資本と必要資本合計の差を親会社資本と定

義している。2014年の平均普通株式等ティア１資本、必要資本合計および親会社資本は、それぞれ約576億ド

ル、384億ドルおよび192億ドルであった。通常当社は、2018年までの期間にわたり当社の資本を減少させること

が見込まれる米国バーゼルIIIに基づく経過的な控除項目および調整項目等の将来見込まれる規制要件に備えて

親会社資本を保有している。2013年12月31日現在と比べて2014年12月31日現在の親会社資本が増加した主な要因

は、これらの経過規定にあった。当社はまた、社内的成長、買収その他の資本需要に備えて親会社資本を保有し

ている。

各事業セグメントに対する普通株式等ティア１資本および普通株主資本の配賦は、必要資本の枠組みを用いて

計算される資本使用率および当社の必要資本合計に対する各事業セグメントの相対的な寄与度に基づく。必要資

本は各事業セグメントの段階で見積もられたうえ、商品ラインに割り当てられる。このプロセスは、幹部経営陣

がリスク調整後収益を評価できるよう、個々の事業のリスクに応じて資本を調整することを目的としている。必

要資本の枠組みは、事業環境および規制環境の変化に対応し、かつモデリング手法の強化を組み込んで時間の経

過とともに改良される。当社は将来的な自己資本規制の影響に関し、引き続き必要に応じてこの枠組みを評価す

る。
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下表は、2014年における当社の各事業セグメントと親会社の平均普通株式等ティア１資本および平均普通株主

資本ならびに2013年における平均ティア１普通資本および平均普通株主資本を表示したものである。

 
(単位：十億ドル) 2014年12月31日

(米国バーゼルIII)
 

2013年12月31日
(米国バーゼルＩ＋バーゼル2.5)

 
平均普通
株式等

ティア１資本

平均普通
株主資本

 
平均

ティア１
普通資本

平均普通
株主資本

法人・機関投資家向け証券業務 31.3 32.2  32.7 37.9 

ウェルス・マネジメント業務 5.2 11.2  4.3 13.2 

投資運用業務 1.9 2.9  1.7 2.8 

親会社資本 19.2 19.0  9.0 8.0 

合計 57.6 65.3  47.7 61.9 

 

破綻処理および再建計画

ドッド・フランク法に基づき、当社は、FRBおよびFDICに対して年次の破綻処理計画を提出するよう求められ

る。破綻処理計画には、当社が深刻な財政難または破綻に陥った場合の米国破産法に基づく迅速かつ秩序ある破

綻処理戦略を定める。2014年８月５日、FRBおよびFDICは、当社および他の大手銀行10行に対し、2015年７月１

日までの提出が義務付けられる2015年の破綻処理計画において、2013年の破綻処理計画中の一定の不備に対処し

なければならない旨通達した。FRBおよびFDICが、当社の破綻処理計画が信頼性に欠けるまたは秩序ある破綻処

理の促進に資さないと判断し、当社がかかる計画の不備を是正することができない場合、当社または当社の子会

社は、より厳格な資本、レバレッジまたは流動性要件を課されるか、自社の成長、活動または業務を制限される

可能性があり、また、当社は、資産または事業の売却を求められるおそれがある。

MSBNAもまた、同社が深刻な財政難または破綻に陥った場合の迅速かつ秩序ある破綻処理戦略を定めた年次の

破綻処理計画をFDICに提出しなければならない。2014年12月17日、FDICは、MSBNAをはじめとする付保対象の預

金取扱金融機関の破綻処理計画に関する指針を公表した。かかる指針には、想定される破綻のシナリオや、各種

の現実的な破綻処理戦略の策定および分析に関する要件が含まれる。

さらに、当社は、長引くストレス状況下においてリスクを軽減し、流動性を高め、かつ資本を保全するために

経営陣が長期的に講じうる措置の概要を示す年次の再建計画をFRBに提出しなければならない。

当社の外国子会社の一部もまた、当該子会社が事業を行う地域における破綻処理および再建計画に関する要件

の適用を受ける。
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ドッド・フランク法のもとでは、当社等の銀行持株会社および対象となる一部の子会社を含む一定の金融会社

に対し、FDICを多数の権限を有する破産管財人とする秩序ある清算権限に基づく破綻処理が適用される場合があ

る。最大の米国子会社がブローカーまたはディーラーに該当する金融会社は、FRBの３分の２およびSEC委員の３

分の２の勧告がある場合に限り、これらの主導により、または米国財務長官の要請に従い、FDICと協議のうえ、

また、大統領との協議に基づく米国財務長官の決定に従い、秩序ある清算権限に基づく破綻処理の対象となる可

能性がある。2013年12月、FDICは、システム上重要な金融機関を秩序ある清算権限に基づき破綻処理するための

シングル・ポイント・オブ・エントリー破綻処理戦略案を公表した。この戦略案には、米国の一流持株会社を管

財人の管理下に置くとともに、その事業子会社については、新たなブリッジ持株会社に譲渡すること、事業子会

社の資本構成を変更すること、ならびに管財人の管理下にある持株会社の株主および債権者に法律に定める優先

順位に従い損失の責任を負わせることで当該事業子会社の自由を確保し、破産手続の影響を受けないようにする

ことが含まれる。

FRBは、一定の大手銀行持株会社について、その秩序ある破綻処理を円滑に実施するために、持株会社におい

て最低限の金額の長期負債を維持するよう求める要件を導入する可能性を示唆している。2014年11月、FSBは、

自己資本要件に加えてG-SIBのTLACに係る最低限の国際基準を確立するための方針案を公表した。これは、破綻

処理下にあるかかる金融機関の損失吸収能力および資本増強能力を強化することを目的としている。FSBの提案

では、TLACの最低要件は、RWAの16パーセントから20パーセントまでの範囲内で(但し、TLACの最低要件に加えて

引き続き要求される、適用ある自己資本バッファーを除く。)、かつ、バーゼルIIIに基づくティア１レバレッジ

比率の最低要件の２倍以上に設定される。規制当局はまた、各G-SIBの再建・破綻処理計画、システミック・

フットプリント、事業モデル、リスクプロフィールおよび組織構造を考慮したうえで、追加的なTLAC要件を課す

こともある。TLACの最低要件は、G-SIB内で破綻処理ツールの対象となる各事業体に適用される。FSBはTLAC適格

な負債とみなされるための適格性基準のほか、TLAC適格な負債をTLAC適格でない負債に劣後させる要件を提案し

ている。また、破綻処理事業体以外の重要な事業体の一部には、内部的なTLAC要件が課される。FSBによれば、

TLAC要件の遵守期間の開始は2019年１月１日以降となる見込みである。

当社の破綻処理計画の詳細は、第２「企業の概況」３「事業の内容―監督および規制―破綻処理および再建計

画」参照。

 

非連結事業体とのオフ・バランスシートの取決め

当社は、主に法人・機関投資家向け証券業務および投資運用業務に関連して、変動持分事業体等の非連結会社

との間で様々な取決めを締結している。
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法人・機関投資家向け証券業務

当社は、主に証券化に関連して特別目的事業体(「SPE」)を活用している。当社の証券化業務では、商業用

モーゲージ・ローン、住宅モーゲージ・ローン、米国政府機関の不動産抵当証券担保債券、社債および法人

貸付ならびに地方債等の金融資産を対象としている。証券化した金融資産に対する持分は、一括または分割

した状態で保有し、当社の連結貸借対照表に公正価額で計上する。当該持分の公正価額に変動が生じた場合

は、その変動を当社の連結損益計算書に反映する。証券化した金融資産に対する留保持分は、2014年12月31

日現在および2013年12月31日現在それぞれ約27億ドルおよび25億ドルで、その大半が米国政府機関の不動産

抵当証券担保債券、商業用モーゲージ・ローンおよび住宅モーゲージ・ローンの証券化取引に関連するもの

であった。当社の証券化業務については、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記７参照。

当社は、SPE等を相手方とした流動性枠に基づき、損失や債務不履行が発生した場合に一定の支払義務を負

う。この流動性枠のもとで支払いを要求された場合、SPEの保有資産を責任財産にし、またはかかる資産をま

ず売却するよう要求できることが多い(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記７および13参

照。)。

 

投資運用業務の事業活動

当社は、一定のプライベート・エクイティおよび不動産パートナーシップのゼネラル・パートナーとし

て、パートナーシップ契約の規定に従ってパートナーシップからの分配を受領している。リミテッド・パー

トナーが各種のパートナーシップ契約で定める一定の利益率を達成できない場合、当社は随時、一定の制限

に従うことを条件にリミテッド・パートナーに対してかかる分配の全部または一部を返還するよう要求され

ることがある。当該金額は、下表の「ゼネラル・パートナーの保証」において記載されている。

 

保証

当社は、一定の保証契約に基づく義務について情報開示を行っている。保証とは、被保証者の資産、債務

または株式に関連する金利、外国為替相場、有価証券の価格もしくは物価、指数または特定事由の発生の有

無等の基礎的な要素の変動に基づき、保証者の被保証者に対する支払義務が偶発的に生じる契約および補償

の取決めと定義される。さらに、契約上の第三者による債務不履行および第三者の債務に対する間接的な保

証に基づき、保証者の被保証者に対する支払義務が偶発的に生じる契約とも定義されている。
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下表は、2014年12月31日現在当社が保証契約に基づき負っていた債務に関する一定の情報の要約である。

 

(単位：百万ドル) 潜在的支払額／名目額の最大値
(資産)
／負債
(簿価)

担保／
遡求

 満期までの年数  

保証の種類 １年未満 １-３年 ３-５年 ５年超 合計

クレジット・
デリバティブ
取引(1) 188,357  438,999  233,886  46,820  908,062  (6,611) ―  

その他の信用取引 51 539 1 620 1,211 (500) ― 

非クレジット・
デリバティブ
取引(1) 1,386,044  713,180  269,632  517,968  2,886,824  81,021  ―  
スタンドバイ
信用状等の
財務保証(2) 607  1,102  1,056  5,792  8,557  (223) 6,434 

市場価額の保証 28 426 125 104 683 5 88 

流動性枠 2,507 ― ― ― 2,507 (4) 3,779 

ホール・ローン
の売却に関する
保証 ―  ―  ―  23,605  23,605  9  ―

 

証券化に関する
表明保証 ―  ―  ―  65,520  65,520  98  ―  
ゼネラル・パー
トナーの保証 72  ―  58  352  482  71  ―  

 

(1) デリバティブ取引の簿価の金額は、現金担保または取引相手方のネッティング考慮前の総額ベースで表示されている。

デリバティブ取引に関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記12参照。

(2) スタンドバイ信用状約21億ドルは、下表「コミットメント」のプライマリーおよびセカンダリーの貸付コミットメント

にも含まれている。スタンドバイ信用状は、当社の連結貸借対照表上「トレーディング資産」または「トレーディング

負債」において公正価額で計上されている。

 

当社は通常の事業の枠内で、一部の子会社の借入れや一定の取引債務(デリバティブ、外国為替予約および

現物商品の決済に関連する債務を含む。)を保証している。この保証は一般的に、その対象となる会社または

商品によって内容が異なり、投資家または取引先によって要求されるものである。関連する借入れや取引債

務を含めた保証対象の子会社の業績は、当社の連結財務諸表に算入されている。

その他の保証および補償に関する情報については、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注

記13参照。
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コミットメントおよび契約債務

下表は、発行済みの信用状その他担保要件充足のために取得された信用保証、投資活動、法人貸付およびファ

イナンスの取決めならびにモーゲージ貸付に関連する2014年12月31日現在の約定について、返済期限別に示した

ものである。これらの金融商品の約定は実行されないまま期間満了となる場合があるため、表中の金額は必ずし

も今後実際に生じる現金需要を反映するものではない。

 

(単位：百万ドル) 満期までの年数 2014年
12月31日
現在合計 １年未満 １-３年 ３-５年 ５年超

担保要件充足に係る信用状その他
の信用保証 457 1 ― 2 460 

投資活動 511 82 24 446 1,063 

プライマリー貸付コミットメント
―投資適格(1) 8,507 14,874 35,850 1,437 60,668 
プライマリー貸付コミットメント
―非投資適格(1) 1,101 5,148 13,062 2,051 21,362 
セカンダリー貸付コミットメント
(2) 1 32 38 116 187 

有担保貸付取引コミットメント 1,194 534 181 919 2,828 

先スタート条件付のリバース・レ
ポ契約および有価証券借入契約
(3)(4) 42,033 ― ― ― 42,033 
商業用・住宅用モーゲージ関連コ
ミットメント 7 444 528 329 1,308 

引受コミットメント 290 ― ― ― 290 

その他の貸付コミットメント 4,284 1,089 364 98 5,835 

合計 58,385 22,204 50,047 5,398 136,034 

 

(1) 2014年12月31日現在の投資目的保有資産として計上される投資適格な未実行コミットメント499億ドルおよび非投資適格

の未実行コミットメント130億ドルならびに売却目的保有資産として計上される投資適格な未実行コミットメント84億ド

ルおよび非投資適格の未実行コミットメント74億ドルを含む。貸付コミットメントの残余部分は、公正価額で計上され

ている。

(2) これらのコミットメントは、当社の連結貸借対照表の「トレーディング資産」および「トレーディング負債」において

公正価額で計上されている(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記４参照。)。

(3) 当社は先日付でスタートするリバース・レポおよび有価証券借入契約(2014年12月31日より前の日付で取引され、期末後

に決済を行う契約)を締結しており、当該契約は主に米国政府機関債およびその他の政府発行債によって担保されてい

る。かかる契約は主に３営業日以内に決済され、2014年12月31日現在の合計額のうち412億ドルが３営業日以内に決済さ

れた。

(4) 当社はまた、当社が一定の取引を決済する手形交換所に資金を融通するための偶発債務を負っている。この融資は手形

交換所の会員に債務不履行が生じた場合にのみ要求される。当該融資はリバース・レポ・ファシリティの形態を取り、

最高額は約５億ドルである。

 

上記のコミットメントの詳細については、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13参照。

当社は通常の事業の枠内で、将来現金の支払いが必要となる可能性のある様々な契約債務を負担している。契

約債務には、長期借入債務、その他の有担保資金調達、契約上の利払債務、定期預金に係る契約上の支払債務、オ

ペレーティング・リース債務および購入義務を含む。
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下表は、2014年12月31日現在の当社の一定の債務に基づく将来の現金支払額の概要である。

 

(単位：百万ドル) 返済期限  

2014年12月31日現在 2015年
2016年
-2017年

2018年
-2019年

2020年
以降 合計

長期借入債務(1) 20,740 44,643 35,250 52,139 152,772 

その他の有担保資金調達(1) 3,341 5,586 980 439 10,346 

契約上の利払債務(2) 5,384 8,615 5,759 21,025 40,783 

定期預金(3) 1,386 ― ― ― 1,386 

オペレーティング・リース―建物
(4) 599 1,159 847 2,588 5,193 
オペレーティング・リース―備品
(4) 204 200 145 61 610 

購入義務(5) 546 615 244 70 1,475 

合計(6) 32,200 60,818 43,225 76,322 212,565 

 

(1) 第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記11参照。その他の有担保資金調達に関して表示される額は、当

初設定される満期までの期間が１年超の資金調達である。

(2) 無担保の長期借入債務に関連して将来発生する契約上の利払の、2014年12月31日現在の適用金利に基づく見積額。仕組

債およびインデックスリンク債について適用ある場合、金額には表面利率を含む。

(3) 主として当社の米国銀行子会社で保有する定期預金に関連した契約に基づく元利金の支払額。

(4) 第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記13参照。

(5) 商品およびサービスの購入義務には、コンサルティング、外注ならびにコンピュータおよび電気通信設備の保守契約等

に対する支払い、ならびにコモディティ事業に関連した一定の通信、輸送および保管契約が含まれている。2014年12月

31日現在の購入義務は、固定条件および個別に決定可能な条件の双方による法的執行力を有する契約上の最小契約債務

額を反映している。但し、この金額には、商品およびサービスについてすでに発生し当社の連結貸借対照表に計上済の

債務額を含まない。

(6) 将来における現金の支払いの時期および金額が現時点において確定されていないために未認識となっている税金ベネ

フィットを含まない(詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記20参照。)。

 

インフレーションおよび外国為替相場の変動による影響

インフレ見通しの引上げにより、金利が上昇した場合や金融商品の価値に対して当社の負債の価値に与える

影響を上回るマイナスの影響が及んだ場合には、当社の財政状態および収益性も悪影響を被るおそれがある。イ

ンフレ率の上昇はまた、サービスの提供価格の上昇では容易に回収できない当社の非金利費用の増加をもたらす

可能性もある。

当社の事業のかなりの部分は米ドル以外の通貨を用いて運営されているため、米ドル関連の外国為替相場が

変動した場合には米ドル以外の通貨建ての純資産、収益および費用に影響する場合がある。そこで、外国為替相

場の変動リスクに留意し、費用面で妥当な場合には、外国為替相場の変動が当社の業績に及ぼす影響を緩和する

ための戦略をとる。例えば、非米ドル通貨建ての資産に要する資金は、当該通貨での直接借入れまたはスワップ

による借入れで調達し、純資産、収益、費用またはキャッシュ・フローに関連する様々なヘッジ取引に通貨先物

契約または現物市場を用いるのもそうした戦略の一つである。

 

前へ
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第４ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

該当なし。

 

２ 【主要な設備の状況】

以下の情報は、2014年様式10-Kの抄訳である。

 

当社は、世界各地に事務所、営業所および情報センターを有している。当社は、所有権のない不動産について

はその所在地の商業的な標準を考慮した条件および期間により賃借している。当社の判断による限り、当社が所

有または占有している施設はいずれもそれぞれの現在の使用目的に適合し、良好な状態に維持されている。当社

の主な事務所は、下表に記載するとおりである。

 

所在地 所有／賃借 賃借期間満了日

2014年12月31日

現在の面積(概算)(A)

(単位：平方フィート)

米国内       

ニューヨーク州ニューヨーク

ブロードウェイ1585番地

(グローバル本部および

法人・機関投資家向け証券業務本部)
　

所有 該当なし 1,332,700 

ニューヨーク州パーチェス

ウェストチェスター・アベニュー2000番地

(ウェルス・マネジメント業務本部)
　

所有 該当なし  597,400 

ニューヨーク州ニューヨーク

フィフス・アベニュー522番地(投資運用業務本部)
　

所有 該当なし  571,800 

ニューヨーク州ニューヨーク(複数の事務所)
　

賃借 2015年―2029年  2,346,000 

ニューヨーク州ブルックリン(複数の事務所)
　

賃借 2016年―2023年  344,100 

ニュージャージー州サマセット

ハワード・アベニュー655番地

(データ・センター)
　

所有 該当なし  369,600 

米国外       

ロンドン市

バンク・ストリート20番地(ロンドン本部)
　

賃借

 

 2038年

 

 546,500

 

 

ロンドン市

カナリー・ワーフ

キャボット・スクエア25
　

賃借

 

 2020年

 

 454,600 

九龍柯士甸道西１号(香港本部)
　

賃借 2019年  499,900 

千代田区大手町　

大手町フィナンシャルシティ サウスタワー

(東京本部)

賃借 2023年 246,700 

 

(A) 表示される総賃借面積の合計には、支店が占有するスペースは含まれていない。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

上記を除き、該当なし。
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第５ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】(2014年12月31日現在)

 

 

種類 授権株式数 発行済株式総数 未発行株式数

普通株式(額面0.01ドル) 3,500,000,000株 2,038,893,979株 1,461,106,021株

優先株式(額面0.01ドル) 30,000,000株 744,382株 29,255,618株

 

 

② 【発行済株式】(2014年12月31日現在)

 

記名・無記名の別

及び額面・無額面の別 種類 発行数

上場金融商品取引所名または

登録認可金融商品取引業協会名 内容

記名式

１株当たり額面0.01ドル
普通株式

2,038,893,979株
ニューヨーク証券取引所

注記(1)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ａ種優先株式) 44,000株

ニューヨーク証券取引所

(預託株式の形態による)

注記(2)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ｃ種優先株式) 519,882株
該当なし

注記(3)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ｅ種優先株式) 34,500株

ニューヨーク証券取引所

(預託株式の形態による)

注記(4)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ｆ種優先株式) 34,000株

ニューヨーク証券取引所

(預託株式の形態による)

注記(5)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ｇ種優先株式) 20,000株

ニューヨーク証券取引所

(預託株式の形態による)

注記(6)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ｈ種優先株式) 52,000株

ニューヨーク証券取引所

(預託株式の形態による)

注記(7)および

(10)参照

記名式

１株当たり額面0.01ドル

優先株式

(Ｉ種優先株式) 40,000株

ニューヨーク証券取引所

(預託株式の形態による)

注記(8)および

(10)参照

合計 ― 2,039,638,361株 ― ―

 
 

(注記)

(1)　 基本定款もしくは優先株式指定証明書または適用法に定められる場合を除き、普通株式の保有者は、株主に対して提案されるすべての

議題について、上記株式１株当たり１議決権を有する。普通株式は、取締役の選任およびその他のすべての目的について議決権を行使

する排他的な権利を伴う。

(2)　 2006年７月、当社は、預託株式44,000,000株を総額1,100百万ドルで発行した。各預託株式は、Ａ種優先株式の1,000分の１の持分を表

章する。当社の選択により、2011年７月15日以降、Ａ種優先株式の全部または一部を１株当たり25,000ドル(預託株式１株当たり25.00

ドル相当額)にて償還することができる。Ａ種優先株式は、当社の普通株式に対し残余財産分配の優先権を有する。当社は2014年12月

にＡ種優先株式１株当たり255.56ドルの四半期配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株主に対し2015年１月15日に

支払われた。
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(3)　 2008年10月13日、当社は、Ｃ種優先株式1,160,791株を総額911百万ドルの購入価格でMUFGに対して発行した。2009年、Ｃ種優先株式

640,909株はMUFGが合計約705百万ドルの普通株式に交換した価格に相当する総額をもって償還された。Ｃ種優先株式は、2011年10月15

日以降、１株当たり償還価格1,100ドルにてその全部または一部を当社が償還することが可能である。Ｃ種優先株式の配当は、非累積

ベースで、かつ当社の取締役会が宣言した場合には現金にて、１株当たり1,000ドルの残余財産優先権に対し年率10パーセントで支払

われる。当社は2014年12月にＣ種優先株式１株当たり25.00ドルの四半期配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株

主に対し2015年１月15日に支払われた。

(4)　 2013年９月30日、当社は、総額862百万ドルの対価で34,500,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれぞれ、１株当たり額面0.01

ドルのＥ種優先株式１株の1,000分の１の持分を表章する。Ｅ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2023年10月15日以降の各配

当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、90日以内にいつでも一括

して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式１株当たり25.00ドルに相当)の償還価格にて償還

することができる。Ｅ種優先株式にはまた、普通株式に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｅ種優先株式の募集により、約

854百万ドルの発行代り金(関連する発行費用の控除後)が得られた。当社は2014年12月にＥ種優先株式１株当たり445.31ドルの四半期

配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株主に対し2015年１月15日に支払われた。

(5)　 2013年12月10日、当社は、総額850百万ドルの対価で34,000,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれぞれ、１株当たり額面0.01

ドルのＦ種優先株式１株の1,000分の１の持分を表章する。Ｆ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2024年１月15日以降の各配

当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、90日以内にいつでも一括

して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式１株当たり25.00ドルに相当)の償還価格にて償還

することができる。Ｆ種優先株式にはまた、普通株式に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｆ種優先株式の募集により、約

842百万ドルの発行代り金(関連する発行費用の控除後)が得られた。当社は2014年12月にＦ種優先株式１株当たり429.69ドルの四半期

配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株主に対し2015年１月15日に支払われた。

(6)　 2014年４月29日、当社は、総額500百万ドルの対価で20,000,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれぞれ、１株当たり額面0.01

ドルのＧ種優先株式１株の1,000分の１の持分を表章する。Ｇ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2019年７月15日以降の各配

当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、90日以内にいつでも一括

して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式１株当たり25.00ドルに相当)の償還価格にて償還

することができる。Ｇ種優先株式にはまた、普通株式に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｇ種優先株式の募集により、約

494百万ドルの発行代り金(関連する発行費用の控除後)が得られた。当社は2014年12月にＧ種優先株式１株当たり414.06ドルの四半期

配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株主に対し2015年１月15日に支払われた。

(7)　 2014年４月29日、当社は、総額1,300百万ドルの対価で1,300,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれぞれ、１株当たり額面0.01

ドルのＨ種優先株式１株の25分の１の持分を表章する。Ｈ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2019年７月15日以降の各配当

支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、90日以内にいつでも一括し

て(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式１株当たり1,000ドルに相当)の償還価格にて償還す

ることができる。Ｈ種優先株式にはまた、普通株式に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｈ種優先株式の募集により、約

1,294百万ドルの発行代り金(関連する発行費用の控除後)が得られた。当社は2014年12月にＨ種優先株式１株当たり681.25ドルの半期

配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株主に対し2015年１月15日に支払われた。

(8)　 2014年９月18日、当社は、総額1,000百万ドルの対価で40,000,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれぞれ、１株当たり額面

0.01ドルのＩ種優先株式１株の1,000分の１の持分を表章する。Ｉ種優先株式は、当社の選択により、(i)随時、2024年10月15日以降の

各配当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要項に定める。)の発生後、90日以内にいつでも

一括して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式１株当たり25.00ドルに相当)の償還価格にて

償還することができる。Ｉ種優先株式にはまた、普通株式に優先する残余財産分配請求権が付されている。Ｉ種優先株式の募集によ

り、約994百万ドルの発行代り金(関連する発行費用の控除後)が得られた。当社は2014年12月にＩ種優先株式１株当たり517.97ドルの

初回の四半期配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の登録優先株主に対し2015年１月15日に支払われた。

(9)　 2015年３月19日、当社は、総額1,500百万ドルの対価で1,500,000株の預託株式を発行した。預託株式はそれぞれ、１株当たり額面0.01

ドルの配当率固定／変動非累積型無期限Ｊ種優先株式(「Ｊ種優先株式」)１株の25分の１の持分を表章する。Ｊ種優先株式は、当社の

選択により、(i)随時、2020年７月15日以降の各配当支払日に全部または一部を、あるいは、(ii)自己資本取扱事由(当該種類株式の要

項に定める。)の発生後、90日以内にいつでも一括して(一部のみは認められない。)、いずれの場合も１株当たり25,000ドル(預託株式

１株当たり1,000ドルに相当)の償還価格にて償還することができる。Ｊ種優先株式にはまた、普通株式に優先する残余財産分配請求権

が付されている。Ｊ種優先株式の募集により、約1,493百万ドルの発行代り金(関連する発行費用の控除後)が得られた。
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(10)　取締役会は、配当の宣言および支払いを四半期毎に決定する。2014年１月、当社は取締役会が普通株式１株当たり0.05ドルの四半期配

当を宣言したと公表した。また当社は、2013年12月に、取締役会がＡ種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章

し、0.25556ドルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり255.56ドルの四半期配当、Ｃ種優先株式１株当たり25.00ドルの

四半期配当、Ｅ種優先株式１株当たり519.53ドルの四半期配当およびＦ種優先株式１株当たり167.10ドルの初回の四半期配当を宣言し

たと公表した。2014年４月、当社は取締役会が普通株式１株当たり0.10ドルの四半期配当を宣言したと公表した。また当社は、2014年

３月に、取締役会がＡ種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、0.25000ドルの配当を受ける預託株式の形態

による。)１株当たり250.00ドルの四半期配当、Ｃ種優先株式１株当たり25.00ドルの四半期配当、Ｅ種優先株式(それぞれ優先株式１

株の1,000分の１の持分を表章し、0.44531ドルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり445.31ドルの四半期配当およびＦ

種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、0.42969ドルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり

429.69ドルの四半期配当を宣言したと公表した。2014年７月、当社は取締役会が普通株式１株当たり0.10ドルの四半期配当を宣言した

と公表した。また当社は、2014年６月に、取締役会がＡ種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、0.25278ド

ルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり252.78ドルの四半期配当、Ｃ種優先株式１株当たり25.00ドルの四半期配当、Ｅ

種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、0.44531ドルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり

445.31ドルの四半期配当、Ｆ種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、0.42969ドルの配当を受ける預託株式

の形態による。)１株当たり429.69ドルの四半期配当、Ｇ種優先株式(それぞれ優先株式１株の1,000分の１の持分を表章し、0.34965ド

ルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり349.65ドルの初回の四半期配当およびＨ種優先株式(それぞれ優先株式１株の25

分の１の持分を表章し、11.50556ドルの配当を受ける預託株式の形態による。)１株当たり287.64ドルの初回の半期配当を宣言したと

公表した。2014年10月17日、当社は取締役会が普通株式１株当たり0.10ドルの四半期配当を宣言したと公表した。当該配当は、2014年

10月31日現在の登録普通株主に対し2014年11月14日に支払われた。2014年９月15日、当社は取締役会が2014年９月30日現在の登録優先

株主に対し四半期配当を宣言したと公表し、当該配当は2014年10月15日に支払われた。2014年、2013年および2012年中に当社の流通優

先株式について宣言された現金配当はそれぞれ311百万ドル、271百万ドルおよび97百万ドルであった。2015年１月20日、当社は取締役

会が普通株式１株当たりの四半期配当を0.10ドルと宣言した旨公表した。当該配当は2015年２月13日に、2015年１月30日現在の株主名

簿上の普通株主に支払われた(第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記25参照。)。詳細は、第３「事業の状況」７「財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照。
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(2) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当なし。

 

(3) 【発行済株式総数及び資本金の推移】

2010年から2014年までの当社の発行済株式資本の推移は以下のとおりである。

 

年月日

発行済
優先株式

(単位：百万ドル)

発行済
優先株式総数
(単位：株)

発行済
普通株式

(単位：百万ドル)

発行済
普通株式総数
(単位：株)

払込済資本
(単位：百万ドル) 備考

2009年12月31日現在 9,597
(約1,154,711百万円

 
)

8,403,091
 

15
(約1,805百万円

 
)

1,487,850,163
 

8,619
(約1,037,038百万円

 
)

 

2010年       (1,407) 従業員給付制度に
基づく株式発行お
よび関連する税効
果

      731 MUFGの取引による
利益

   1 116,062,911 5,578 中国投資有限責任
公 司 の エ ク イ
ティ・ユニットの
償還および普通株
式の発行

2010年12月31日現在 9,597
(約1,154,711百万円

 
)

8,403,091
 

16
(約1,925百万円

 
)

1,603,913,074
 

13,521
(約1,626,847百万円

 
)

 

2011年       (642) 従業員給付制度に
基づく株式発行お
よび関連する税効
果

      146 持分法投資におけ
るその他の増加

(8,089) (7,839,209) 4 385,464,097 9,811 MUFG株式転換

2011年12月31日現在 1,508
(約181,443百万円

 
)

563,882
 

20
(約2,406百万円

 
)

1,989,377,171
 

22,836
(約2,747,628百万円

 
)

 

2012年       662 従業員給付制度に
基づく株式発行お
よび関連する税効
果

      (107) ウェルス・マネジ
メント合弁事業に
対する追加持分の
購入

      35 その他純増

2012年12月31日現在 1,508
(約181,443百万円

 
)

563,882
 

20
(約2,406百万円

 
)

2,038,893,979
 

23,426
(約2,818,616百万円

 
)

 

2013年       1,160 従業員給付制度に
基づく株式発行お
よび関連する税効
果

1,712 68,500    (16) 優先株式(Ｅ種お
よびＦ種)の発行

2013年12月31日現在 3,220
(約387,430百万円)

632,382 20
(約2,406百万円)

2,038,893,979
 

24,570
(約2,956,262百万円)

 

2014年  

 

  

 

 (294) 従業員給付制度に
基づく株式発行お
よび関連する税効
果

2,800

 

112,000  

 

 (18) 優先株式(Ｇ種、
Ｈ種およびＩ種)
の発行

 
 

  
 

 (9) その他純減

2014年12月31日現在 6,020
(約724,326百万円)

744,382 20
(約2,406百万円)

2,038,893,979 24,249
(約2,917,640百万円)
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(4) 【所有者別状況】

以下の情報は、SECに2015年４月１日に提出した当社の2015年年次株主総会に関するプロクシー・ステートメン

ト(「2015年プロクシー・ステートメント」)を出典としている。

 

株主の種類 流通株式総数に占める割合(1)

MUFG(2) 22.1％

ステート・ストリート(3) 7.5％

その他 70.4％

合計 100.00％

 

(1) 基準日である2015年３月23日現在の流通普通株式数に基づく割合、および以下の注記(2)および(3)に記載するSECの各報

告書において報告される主要株主の実質的所有権。

(2) MUFGが2013年10月３日付けで提出した訂正スケジュール13Dに基づく。訂正スケジュール13Dにおいて、MUFGが同書で報

告される実質所有株式(2013年９月27日現在、MUFGの一定の関連会社が信託勘定の受託者または投資ファンド、その他の

投資ビークルおよび運用勘定の運用会社として、受託者の資格においてのみ保有していた普通株式3,252,753株(MUFGが

実質的所有権を放棄しているもの)を含む。)に関し単独で処分権および議決権を有していた旨が開示されている。

(3) いずれも各種の受託者その他の資格で行為するステート・ストリートおよびステート・ストリート・バンク・アンド・

トラスト・カンパニーが2015年２月11日に提出した2014年12月31日を基準日とするスケジュール13Gに基づく。スケ

ジュール13Gにおいて、(i)ステート・ストリートが、147,766,059株に関して処分権を共同保有し、かつ147,146,723株

に関して議決権を共同保有していたこと、(ii)ステート・ストリートの子会社であるステート・ストリート・バンク・

アンド・トラスト・カンパニーが実質所有する79,324,972株が、当社の多様な株式型報酬制度に基づき従業員に付与さ

れる一定の制限株式ユニットの対象である普通株式を保有する信託に代わり受託者として保有されていた旨が開示され

ている。
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(5) 【大株主の状況】

次表は、2014年12月31日現在、当社普通株式の１パーセント超を実質的に所有する大株主である機関投資家に

関して、トムソン・ロイター社が2014年12月31日付けで入手した、SECに提出された様式13-Fを出典とする情報で

ある。

 

株主名 住所
株式数

(単位：千株)

流通株式総数に
占める割合

(単位：パーセント)
(1)(2)

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 日本国東京 432,017 22.1

ステート・ストリート・グローバル・アドバイ
ザーズ(米国)

マサチューセッツ州
ボストン

147,766 7.6

中国投資有限責任公司 中華人民共和国北京 91,782 4.7

Ｔ.ロウ・プライス・アソシエイツ・インク
メリーランド州
ボルチモア

86,374 4.4

ザ・ヴァンガード・グループ・インク
ペンシルベニア州
マルヴァーン

76,248 3.9

ブラックロック・インスティテューショナル・
トラスト・カンパニー・エヌエイ

カリフォルニア州
サンフランシスコ

58,204 3.0

フィデリティ・マネジメント・アンド・リサー
チ・カンパニー

マサチューセッツ州
ボストン

45,995 2.4

JPモルガン・アセット・マネジメント
ニューヨーク州
ニューヨーク

37,371 1.9

インベスコ・アドバイザーズ・インク
ジョージア州
アトランタ

32,567 1.7

ジェニソン・アソシエイツ・エルエルシー
ニューヨーク州
ニューヨーク

30,117 1.5

イーグル・キャピタル・マネジメント・エルエル
シー(ニューヨーク)

ニューヨーク州
ニューヨーク

23,243 1.2

テンプルトン・インベストメント・カウンセル・
エルエルシー

フロリダ州
フォートローダーデール

22,354 1.1

米教職員保険年金連合会・大学退職株式基金
(TIAA-CREF)

ニューヨーク州
ニューヨーク

20,397 1.0

(1) 株式数を流通株式総数で除して算出された割合。
(2) モルガン・スタンレーの流通株式総数は、1,950,980,142株であった(出典：2014年様式10-K)。

 

２ 【配当政策】

株主に対する今後の配当の支払いは、取締役会の裁量により、モルガン・スタンレーおよびその子会社の利益

および財務状態等の様々な要因を考慮したうえで、規制当局の承認に従って決定される。
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３ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

次表は、ブルームバーグ・プロフェッショナル・レポーティング・システムによるモルガン・スタンレー普通

株式のニューヨーク証券取引所における最近５年間の株価の最高値および最安値を示したものである。

 

年間 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高値
33.27ドル

(約4,003円)
31.04ドル

(約3,735円)
21.19ドル

(約2,550円)
31.85ドル

(約3,832円)
39.19ドル

(約4,715円)

最安値
22.40ドル

(約2,695円)
11.58ドル

(約1,393円)
12.26ドル

(約1,475円)
19.32ドル

(約2,325円)
28.31ドル

(約3,406円)

 

(2) 【当該事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

次表は、ブルームバーグ・プロフェッショナル・レポーティング・システムによるモルガン・スタンレー普通

株式のニューヨーク証券取引所における2014年12月31日終了事業年度中の最近６ヶ月間の株価の月別最高値およ

び最安値を示したものである。

 

月間 2014年７月 2014年８月 2014年９月 2014年10月 2014年11月 2014年12月

最高値
33.60ドル

(約4,043円)
34.57ドル

(約4,159円)
36.44ドル

(約4,384円)
35.40ドル

(約4,259円)
36.13ドル

(約4,347円)
39.19ドル

(約4,715円)

最安値
31.20ドル

(約3,754円)
31.1224ドル

(約3,745円)
33.82ドル

(約4,069円)
31.35ドル

(約3,772円)
34.43ドル

(約4,143円)
34.56ドル

(約4,158円)
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４ 【役員の状況】

各取締役の経歴に関する情報は2015年４月１日現在のものであり、2015年プロクシー・ステートメントからの

抜粋である。いずれの取締役も、任期は2015年の年次株主総会までの期間、および同年次株主総会における選任

後2016年に開催される年次株主総会までの１年間である。

 

氏　　名 略　　歴

アースキン・B・ボウルズ

(Erskine B. Bowles)

(69歳)

2005年取締役就任。

＜経歴＞　ノースカロライナ大学において2006年１月より2010年12月まで学長

を務め、現在名誉学長。2010年において、財政責任と財政改革に関する国家委

員会の共同議長。2012年、民間投資会社であるビーディーティー・キャピタ

ル・パートナーズ・エルエルシーのシニア・アドバイザーに就任し、同社の非

業務執行副会長も務める。また民間投資会社であるカルーセル・キャピタルに

おいて、2001年以降シニア・アドバイザー、および1999年から2001年までマ

ネージング・ディレクター。1999年から2001年にかけ、民間投資会社である

フォーストマン・リトル・アンド・カンパニーのパートナーを務め、ベン

チャー・キャピタル会社のキティ・ホーク・キャピタルを設立した。ボウルズ

氏は1969年にモルガン・スタンレーでコーポレート・ファイナンス業務を開始

後、投資銀行であるボウルズ・ホロウェル・コナー・アンド・カンパニーの設

立を支援、同社の会長兼最高経営責任者に就任した。1996年から1998年まで大

統領首席補佐官、および1994年から1995年まで大統領次席補佐官を務めた。

1993年から1994年にかけ中小企業局局長、および2005年には国連事務次長・津

波復興支援副特使を歴任。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　ベルク・インク、フェイスブック・

インクおよびノーフォーク・サザン・コーポレーション

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　カズンズ・プロパ

ティーズ・インコーポレーテッド

＜適格性、属性および技能＞　ボウルズ氏は、金融サービス業界および当社

(当社の独立取締役により任命された独立筆頭取締役を経験。)、ならびに学界

および一流の公職における幅広い経験により取締役会に貢献している。

 

トーマス・Ｈ・グローサー

(Thomas H. Glocer)

(55歳)

2013年取締役就任。

＜経歴＞　2008年４月から2011年12月まで、トムソン・ロイター・コーポレー

ション(ビジネス・専門家向けのニュースおよび情報提供会社)の最高経営責任

者、2001年７月から2008年４月までロイター・グループ・ピーエルシーの最高

経営責任者。1993年にロイター・グループ・ピーエルシーに入社し、最高経営

責任者就任に至るまで各種の業務執行役を歴任。1984年から1993年まで、デー

ビス・ポーク・アンド・ウォードウェル外国法事務弁護士事務所においてM&A

業務専門弁護士として活動。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　メルク・アンド・カンパニー・イン

ク

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　トムソン・ロイター・

コーポレーション

＜適格性、属性および技能＞　グローサー氏は、トムソン・ロイター・コーポ

レーションの最高経営責任者を含む主導的な立場を経験し、幅広い経営管理の

実績に加え、運用・技術面の経験や国際的な視点により貢献している。
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氏　　名 略　　歴

ジェームス・Ｐ・ゴーマン

(James P. Gorman)

(56歳)

2010年取締役就任。

＜経歴＞　2012年１月以来モルガン・スタンレー取締役会会長兼最高経営責任

者。2010年１月から2011年12月まで、同社長兼最高経営責任者。2007年12月か

ら2009年12月にかけ同共同社長、2007年10月から2009年12月まではストラテ

ジック・プランニング部門共同部門長、2006年２月から2008年４月まで、ウェ

ルス・マネジメント業務社長兼最高業務執行責任者。1999年にメリルリンチ・

アンド・カンパニー・インク(「メリルリンチ」)に入社後、2005年に最高マー

ケティング責任者、企業買収戦略・調査部門長、2002年から2005年までグロー

バル個人顧客部門社長等の様々な役職を歴任。メリルリンチ入社以前は、マッ

キンゼー・アンド・カンパニーにシニア・パートナーとして勤務し、金融サー

ビス実務に従事。それ以前はオーストラリアで弁護士業を行う。

＜適格性、属性および技能＞　当社の最高経営責任者であるゴーマン氏は、経

営、事業開拓および業務執行の優れた能力に裏打ちされた戦略的思索家として

業績を確立した実績あるリーダーであり、モルガン・スタンレーの事業に関す

る幅広い理解と数十年にわたる金融サービスでの経験により貢献している。

 

ロバート・Ｈ・ハーツ

(Robert H. Herz)

(61歳)

2012年取締役就任。

＜経歴＞　2010年９月以来、財務報告およびその他の事項に関しコンサルティ

ング・サービスを提供するロバート・Ｈ・ハーツ・エルエルシーの社長。2002

年７月から2010年９月まで、米国財務会計基準審議会会長、2001年１月から

2002年６月まで国際会計基準審議会の非常任委員。2011年よりカナダ会計基準

監視評議会の委員、2012年より公開会社会計監視委員会常任諮問グループ委

員。1985年から2002年まで、会計事務所プライスウォーターハウスクーパース

のパートナーを務めた。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　連邦全国抵当権協会(「ファニー・

メイ」)およびワーキバ・インク

＜適格性、属性および技能＞　ハーツ氏は、米国財務会計基準審議会の会長

等、民間および公共における役割を通じて得た規制、公会計、財務報告、リス

ク管理および金融分野での幅広い経験により取締役会に貢献している。

 

クラウス・クラインフェルト

(Klaus Kleinfeld)

(57歳)

2012年取締役就任。

＜経歴＞　2010年４月以降、世界有数の一次アルミニウムおよび加工アルミニ

ウムの製造会社であるアルコア・インク(「アルコア」)会長兼最高経営責任

者。2008年から2010年までアルコアの社長兼最高経営責任者、および2007年か

ら2008年まで、同社長兼最高業務執行責任者を務める。2003年以降、同社取締

役。1987年から2007年までの20年間シーメンス・アーゲーに勤務し、うち2005

年から2007年まで最高経営責任者兼社長を、2004年から2007年まで常務取締役

を、および2002年から2004年まで社長兼最高経営責任者を歴任、2001年には

シーメンス・アーゲーの米国内における主要子会社であるシーメンス・コーポ

レーションの業務執行副社長兼最高業務執行責任者も務めた。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　アルコアおよびヒューレット・パッ

カード・カンパニー

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　バイエル・アーゲー

(監査役)

＜適格性、属性および技能＞　クラインフェルト氏は、多国籍企業の事業開

拓、経営および戦略的プランニング等、国際取引における、かつ経営幹部とし

ての幅広い経験により取締役会に貢献している。
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氏　　名 略　　歴

ジャミ・ミシック

(Jami Miscik)

(56歳)

2014年取締役就任。

＜経歴＞　2009年より、顧客のために新興市場の地政学的リスクおよびマクロ

経済リスクの評価・指導を行うニューヨーク拠点の国際的な戦略コンサルティ

ング会社、キッシンジャー・アソシエイツ・インクの社長兼副会長。2005年か

ら2008年まで、リーマン・ブラザーズにおいてソブリン・リスク担当グローバ

ル・ヘッドを務める。1983年から2005年まで中央情報局に勤務し、うち2002年

から2005年にかけては情報担当次官を務めた。現在、大統領情報活動諮問会議

の委員、およびバークレイズ・キャピタルで地政学的リスク部門担当シニア・

アドバイザーも務める。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　イーエムシー・コーポレーション

＜適格性、属性および技能＞　ミシック氏は、キッシンジャー・アソシエイツ

の社長兼副会長等、民間および公共における役割や、中央情報局での業務を通

じて培った地政学的リスク、マクロ経済リスクおよび技術リスクの指導におけ

る幅広いリーダーシップにより取締役会に貢献している。

 

ドナルド・Ｔ・ニコライセン

(Donald T. Nicolaisen)

(70歳)

2006年取締役就任。

＜経歴＞　2003年から2005年までSECの主席会計士として会計・監査関連事項

に関するSECの主席アドバイザーを務め、SECの会計プログラムおよび方針の策

定と管理を担当。1967年にプライス・ウォーターハウスに参加後、1978年から

2003年まで会計事務所プライスウォーターハウスクーパースのパートナー。会

計およびSEC関連業務ならびに金融サービス実務に関してプライス・ウォー

ターハウスの国内事務所を指揮し、大規模複合多国籍企業に対する監査および

リスク管理に関する助言の提供を担当。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　エムジーアイシー・インベストメン

ト・コーポレーション、ベライゾン・コミュニケーションズ・インクおよび

チューリッヒ・インシュアランス・グループ

＜適格性、属性および技能＞　ニコライセン氏は、40年以上にわたる規制、公

会計および財務報告、リスク管理ならびに金融分野での経験とともに、民間企

業やSECにおける優れた業務を通じて得た多様な視点から取締役会に貢献して

いる。

 

ハッサム・Ｓ・オラヤン

(Hutham S. Olayan)

(61歳)

2006年取締役就任。

＜経歴＞　1981年よりザ・オラヤン・グループ(サウジアラビアにおいてグ

ローバルな投資や商工業事業を多角的に展開する民間多国籍企業)のプリンシ

パル兼取締役。ザ・オラヤン・グループの米国事業において25年以上にわたり

社長兼最高経営責任者を務め、米州におけるあらゆる投資活動を監督。また、

ジェネラル・アトランティックの経営諮問委員会の委員、および従前はサー

モ・エレクトロン・コーポレーションの取締役も務めた。

＜適格性、属性および技能＞　オラヤン氏の米国内および中東を含む国外での

幅広い金融経験により、取締役会のグローバルな視点を強化している。
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氏　　名 略　　歴

ジェームス・Ｗ・オーウェンス

(James W. Owens)

(69歳)

2011年取締役就任。

＜経歴＞　2004年から2010年まで、建設・採鉱設備、ディーゼル・ガスおよび

天然ガスエンジンならびに工業用ガスタービンの製造業者であるキャタピ

ラー・インク(「キャタピラー」)の会長兼最高経営責任者。2003年から2004年

まで同社副会長、1995年から2003年にかけて同社グループ社長を歴任し、各時

期において会社の全25部門中13部門を担当。1993年から1995年までキャタピ

ラーに副社長兼最高財務責任者として勤務、1990年より1993年にかけソー

ラー・タービンズ・インコーポレーテッドの副社長および社長、また1987年よ

り1990年までキャタピラーのインドネシアの合弁会社であるピー・ティー・ナ

トラ・ラヤのマネージング・ディレクター。1980年から1987年には会計部門お

よび製品資源企画部門において各種の経営管理職を歴任し、1975年から1980年

においてはスイスのジュネーブにあるキャタピラー・オーバーシーズ・エス・

アーの主席エコノミストであった。1972年に社内エコノミストとしてキャタピ

ラーに入社。同氏は2009年から2011年まで、大統領経済再生諮問会議の委員を

務めた。現在はコールバーグ・クラビス・ロバーツ・アンド・カンパニーのシ

ニア・アドバイザー。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　アルコアおよびインターナショナ

ル・ビジネス・マシーン・コーポレーション

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　キャタピラー

＜適格性、属性および技能＞　オーウェンス氏は、世界的な主要企業における

最高経営責任者等の様々な主導的地位を経験しており、幅広い経営経験や経済

的専門性により取締役会に貢献し、取締役会のグローバルな視点を強化してい

る。

 

玉越良介

(67歳)

2011年取締役就任。

＜経歴＞　2010年６月より株式会社三菱東京UFJ銀行(「BTMU」)特別顧問。

2005年10月から2010年６月までMUFG会長、および2006年１月から2008年３月ま

でBTMU副会長。旧三菱東京フィナンシャル・グループと旧UFJホールディング

スの合併前において、株式会社UFJホールディングスの社長兼最高経営責任

者、および株式会社UFJ銀行の会長を歴任。玉越氏は1970年にBTMUの前身の１

行である三和銀行に入行した。

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　MUFG

＜適格性、属性および技能＞　BTMUの幹部役員の顧問であり、またMUFGの前会

長を務めた玉越氏は、40年にわたる銀行業務経験と、国際取引、リスク管理お

よび戦略分野での専門性により取締役会に貢献している。
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氏　　名 略　　歴

田中正明

(62歳)

2011年取締役就任。

＜経歴＞　2012年６月よりMUFG代表取締役兼副社長。2010年７月から2012年６

月まで、MUFGの米州総代表およびBTMUの米州本部長、2011年５月から2012年６

月にかけBTMUの専務執行役員、2007年５月から2011年５月にかけてBTMUの常務

執行役員を務めた。2007年５月から2010年７月まで、ユニオン・バンカル・

コーポレーションおよびその主要子会社であるユニオン・バンク・エヌ・エイ

の社長兼最高経営責任者を、2012年７月までは各社の取締役も務めた。株式会

社東京三菱銀行(「BTM」)と株式会社UFJ銀行の合併によりBTMUが誕生後、2006

年から2007年にかけてBTMUで執行役員兼法人企画部長。1996年から2005年ま

で、BTMの法人企画部において各種業務に従事し、執行役員および法人営業部

長として大手企業を担当。また法人営業開発部長として、同社の法人向け銀行

業務の戦略的プランニングおよび調整を主導した。田中氏は1977年にBTMUの前

身である株式会社三菱銀行に入行した。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　MUFG

＜適格性、属性および技能＞　MUFGおよびその関連会社の幹部役員である田中

氏は、37年にわたる銀行業務経験と、国際取引、リスク管理および戦略分野で

の専門性により取締役会に貢献している。

 

ペリー・Ｍ・トラキーナ

(Perry M. Traquina)

(58歳)

取締役候補者。

＜経歴＞　グローバルなマルチアセット投資運用会社であるウェリントン・マ

ネジメント・カンパニー・エルエルピー(「ウェリントン」)の会長、最高経営

責任者およびマネージング・パートナーを務める(2004年から2014年６月にか

け最高経営責任者およびマネージング・パートナー、2004年から2014年12月に

かけて会長。)。1998年から2002年まで、同社のパートナー、シニア・バイ

ス・プレジデントおよびグローバル・リサーチ部門担当取締役を兼務し、2002

年から2004年には同社長を務めた。1980年にウェリントンに入社し、会長、最

高経営責任者およびマネージング・パートナー就任に至るまで数多くの業務執

行役を歴任。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　イーベイ・インク

＜適格性、属性および技能＞　トラキーナ氏は、経営幹部としての、かつリス

ク管理分野における幅広い経験に加え、グローバルな投資運用会社であるウェ

リントンでの30年以上にわたる勤務で培われた市場知識により貢献している。
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氏　　名 略　　歴

ローラ・Ｄ・タイソン

(Laura D. Tyson)

(67歳)

1997年取締役就任。

＜経歴＞　カリフォルニア大学バークレー校ウォルター・Ａ・ハース経営学大

学院において、2013年より経営管理・経済学教授、2008年から2013年までS．

K．アンジェラ・チャン寄附基金によるグローバル経営学教授、2007年から

2008年まで経営管理・経済学教授。2002年以降2006年までロンドン大学経営学

大学院学長。カリフォルニア大学バークレー校ウォルター・Ａ・ハース経営学

大学院においては、1998年から2001年まで学長、1997年から1998年まで経済・

経営管理学部1939クラス教授を歴任。1995年から1996年にかけ、大統領国家経

済顧問兼大統領国家経済審議会議長、および1993年から1995年まで、大統領経

済諮問委員会委員長。2011年から2013年には米国国務省外交政策委員会の委員

を務める。2009年から2011年まで、大統領経済再生諮問委員会の委員、2011年

から2013年にかけ、雇用および競争力に関する大統領諮問委員会の委員。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　エー・ティー・アンド・ティー・イ

ンク(「AT&T」)、シービーアールイー・グループ・インクおよびシルバー・ス

プリング・ネットワークス・インク

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　イーストマン・コダッ

ク・カンパニー

＜適格性、属性および技能＞　タイソン氏は、その学界における地位と際立っ

た公職経験に基づく経済・公共政策の専門知識とリーダーシップ能力により取

締役会に貢献している。

 

レイフォード・ウィルキンス・

ジュニア

(Rayford Wilkins, Jr.)

(63歳)

2013年取締役就任。

＜経歴＞　2008年10月から2012年３月まで、電気通信会社であるAT&Tの多角経

営部門最高経営責任者を務め、国際投資事業やAT&Tインタラクティブ、AT&Tア

ドバタイジング・ソリューションズおよび顧客情報サービス部門を担当。AT&T

ではその他にも、同社グループ社長、エスビーシーのマーケティング・セール

ス担当グループ社長、ならびにパシフィック・ベル・テレフォン・カンパニー

およびネバダ・ベル・テレフォン・カンパニーの社長兼最高経営責任者を含む

数多くの経営管理職を歴任。ウィルキンス氏は、1974年にサウスウエスタン・

ベル・テレフォンに入社した。

＜現在の他の公開会社取締役兼任状況＞　バレロ・エナジー・コーポレーショ

ン

＜過去５年間における他の公開会社取締役兼任状況＞　アメリカ・モバイル・

エセ・ア・べ・デ・セ・ヴェ

＜適格性、属性および技能＞　ウィルキンス氏は、経営管理、技術および運用

面での幅広い経験に加え、AT&Tで各種の経営管理職を歴任したことで得た国際

的な視点により取締役会に貢献している。
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(1) 取締役の普通株式所有状況

以下の情報は、2015年プロクシー・ステートメントの抄訳である。

 

当社普通株式の実質的所有

業務執行役員の持株確約義務

当社の業務運営委員会の各委員は持株確約義務に従っており、委員として提供した役務につき付与された株式

型報酬(オプション行使価格および税金の支払いに係る引当金控除後)により受領した普通株式の75パーセントに相

当する普通株式および株式型報酬を維持するよう求められる。この義務により、各委員が有する純資産の一部が当

社の株価に連動することとなり、長期的な株価の向上を目指した継続的なインセンティブが与えられる。なおいず

れの業務執行役員も、現時点において、SEC規則第10b5-1号に基づき売買を行う予定はない。また業務執行役員

は、モルガン・スタンレーの有価証券を含むヘッジ戦略またはデリバティブの空売りや売買を行うことも禁じられ

ている。

 

取締役の持株要件

下記「取締役の報酬」の項で示すとおり、当社の独立取締役は通常、取締役として受領する報酬の一部とし

て、初回の取締役選任時およびその後毎年、付与日現在の公正価額で250,000ドルの株式型報酬(初回付与時につい

ては日割分)を受領する。独立取締役に付与された各株式型報酬の50パーセントは、当該取締役の取締役退任時ま

で支払われない(かつ、取締役の選択により退任後まで繰り延べることができる)ため、長期的な保有を促進するこ

とになる。

 

業務執行役員および取締役の株式所有状況

当社は、取締役、業務執行役員および従業員に対して当社普通株式を所有するよう奨励しており、かかる所有

によりこれらの者の利益と株主の利益との整合が図られている。

下表は、2015年２月27日現在、当社の最高経営責任者および「2014年要約報酬一覧」に記載されるその他の業

務執行役員(「記載業務執行役員」)、各取締役および取締役候補者が個別に、また2015年２月27日現在の全取締役

および業務執行役員が合計で所有する普通株式の実質所有状況を記載したものである。2015年２月27日現在、当社

の取締役および記載業務執行役員が実質所有する普通株式のいずれにも担保権は設定されていなかった。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

163/611



 

氏　名
株式数
(1)

対象株式
ユニット数

(2)

60日以内行使可能
ストック・オプションの

目的たる株式数
合計
(3)

記載業務執行役員         

ジェームス・Ｐ・ゴーマン 507,967 606,952 1,159,703 2,274,622 

ルース・ポラット 684,596 142,008 205,764 1,032,368 

グレゴリー・Ｊ・フレミング 387,111 181,462 259,263 827,836 

コルム・ケルハー 163,992 299,571 623,524 1,087,087 

ジェームス・Ａ・ローゼンタール 160,490 120,389 370,687 651,566 

取締役および取締役候補者         

アースキン・Ｂ・ボウルズ 1,000 120,097 ― 121,097 

ハワード・Ｊ・デイヴィーズ 20,690 52,175 ― 72,865 

トーマス・Ｈ・グローサー 1,000 22,865 ― 23,865 

ロバート・Ｈ・ハーツ 12,969 21,406 ― 34,375 

Ｃ・ロバート・キッダー 89,675 69,875 ― 159,550 

クラウス・クラインフェルト 14,037 22,526 ― 36,563 

ジャミ・ミシック ― 3,588 ― 3,588 

ドナルド・Ｔ・ニコライセン ― 79,249 ― 79,249 

ハッサム・Ｓ・オラヤン 8,000 111,385 ― 119,385 

ジェームス・Ｗ・オーウェンス 10,194 45,101 ― 55,295 

玉越良介(4) ― ― ― ― 

田中正明(4) ― ― ― ― 

ペリー・Ｍ・トラキーナ(5) ― ― ― ― 

ローラ・Ｄ・タイソン 26,377 43,531 ― 69,908 

レイフォード・ウィルキンス・ジュニア 3,608 11,917 ― 15,525 

2015年２月27日現在
全取締役および業務執行役員(22名)合計 2,157,981 2,170,984 2,974,096 7,303,061 

 

(1) 各取締役、記載業務執行役員および業務執行役員は、各自の保有株式に係る議決権および投資の権利を単独で所有して

いる。但し、家族が単独受益者となっている家族信託および信託管理勘定を通じて間接的に所有されている、ゴーマン

氏について36,958株(うち1,400株について同氏は所有権を放棄)、フレミング氏について104,550株、ローゼンタール氏

について159,932株、およびボウルズ氏について1,000株を除く。

(2) 信託(「信託」)上で保有されている普通株式のうち一部の発行済譲渡制限付きの株式ユニット(「譲渡制限株式ユニッ

ト」)に対応する株式数。取締役および業務執行役員は、かかる譲渡制限株式ユニットに対応する株式に関して議決権行

使を指図することができる。但し、業務執行役員の議決権行使には信託関連規定が適用される。なお、長期インセン

ティブ・プログラムの報酬および業績連動型の株式ユニット(「業績連動型株式ユニット」)については、業務執行役員

が報酬の決済前にかかる報酬に対応する議決権行使を指図できないため含まれていない。

(3) いずれの記載業務執行役員および取締役も、流通普通株式の実質所有割合は１パーセント未満であった。また、2015年

２月27日現在の全業務執行役員および取締役の合計における普通株式実質所有割合も１パーセント未満であった。

(4) 玉越氏および田中氏は、MUFGによって指名され、投資家契約に従って取締役に選任された。両氏の取締役としての役務

に対する報酬は、モルガン・スタンレーからは支払われない。MUFGによる当社普通株式の実質的所有については、１

「株式等の状況」(4)「所有者別状況」を参照。

(5) トラキーナ氏が2015年の年次株主総会において非従業員取締役に選任された場合、同氏は2015年５月19日に、付与日現

在の公正価額で250,000ドルの取締役エクイティ資本累積制度(「DECAP」)に基づく年次の株式型報酬を受領する。当社

取締役の報酬に関する取決めの詳細は、下記「取締役の報酬等」参照。
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(2) 取締役の報酬等

以下の情報は、2015年プロクシー・ステートメントの抄訳である。

 

取締役の報酬

下表は、社外取締役が取締役として提供した役務につき2014年中に稼得した年間報酬(繰延報酬を含む。)に関

する情報である。

 

(単位：ドル)
 
 
 

取締役(1)
現金報酬

(2)
株式報酬
(3)(4)

オプション
報酬

年金価値
および
非適格
繰延報酬
変動額

その他
全報酬 合計

アースキン・Ｂ・ボウルズ 113,333 250,000 ― ― ― 363,333 

ハワード・Ｊ・デイヴィーズ 115,000 250,000 ― ― ― 365,000 

トーマス・Ｈ・グローサー 89,167 250,000 ― ― ― 339,167 

ロバート・Ｈ・ハーツ 98,750 250,000 ― ― ― 348,750 

Ｃ・ロバート・キッダー 97,500 250,000 ― ― ― 347,500 

クラウス・クラインフェルト 85,000 250,000 ― ― ― 335,000 

ジャミ・ミシック* 12,500 125,000 ― ― ― 137,500 

ドナルド・Ｔ・ニコライセン 106,250 250,000 ― ― ― 356,250 

ハッサム・Ｓ・オラヤン 85,000 250,000 ― ― ― 335,000 

ジェームス・Ｗ・オーウェンス 105,000 250,000 ― ― ― 355,000 

Ｏ・グリフィス・セクストン* 70,833 250,000(5) ― ― ― 320,833 

ローラ・Ｄ・タイソン 85,000 250,000 ― ― ― 335,000 

レイフォード・ウィルキンス・ジュニア 94,167 250,000 ― ― ― 344,167 

 

*  2014年11月１日付けで、セクストン氏は取締役を退任し、ミシック氏が新たに取締役に就任した。

(1) 2014年において、ゴーマン氏、玉越氏および田中氏の取締役としての役務に対する報酬は支払われなかった。

(2) 2014年中に稼得され、取締役の選択により現金で支払われるか繰り延べられた取締役および付属委員会の委員に対する

年間報酬額の一部。2014年の年次株主総会(2014年５月13日開催)に開始し2015年の年次株主総会(2015年５月19日開催)

をもって終了する期間(「2014年役務期間」)についての取締役会および付属委員会の役務に対する現金報酬は半年毎に

後払いで支払われる。表中の金額は、2013年役務期間の一部(2014年１月１日から2014年５月13日まで)において稼得さ

れた現金報酬および2014年役務期間の一部(2014年５月14日から2014年12月31日まで)において稼得された現金報酬を表

す。

2014年役務期間の各取締役の年間報酬額は75,000ドルである。また独立筆頭取締役ならびに各付属委員会の委員長およ

び委員は、2014年役務期間の年間報酬の追加額として下表に記載する金額を受領する。取締役が年次株主総会以外の時

期に取締役または付属委員会の委員に就任した場合、報酬は日割計算される。但し、取締役が年次総会前60日未満に選

任される場合、報酬は支払われない。取締役は、会議出席報酬を受領しない。
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(単位：ドル)
役　職 報酬額

独立筆頭取締役 30,000

委員長  

監査委員会 25,000

報酬・経営開発・後継人事委員会 20,000

指名・ガバナンス委員会 20,000

運営・技術委員会* 20,000

リスク委員会 20,000

委員 10,000

 

*  2014年８月１日付けで、運営・技術委員会の委員長報酬は従前の10,000ドルから引き上げられた。

取締役は報酬の全部または一部を即時に現金または普通株式で受領するか、DECAPに基づき繰延べにより選択可能ユニッ

トで受領するかを選択することができる。選択可能ユニットは、受給権確定または失効の条件を課されない。

ボウルズ氏、グローサー氏、セクストン氏、オラヤン氏およびミシック氏は、DECAPに基づき、各氏の報酬の全部または

一部を繰り延べて選択可能ユニットで受領することとした。2013年役務期間の下半期について稼得された現金報酬に代

わる選択可能ユニットは2014年５月13日に付与され、2014年役務期間の上半期について稼得された現金報酬に代わる選

択可能ユニットは2014年11月13日に付与された。但し、セクストン氏については、同氏が退任した2014年11月１日に付

与された。2014年５月13日に付与された選択可能ユニットの個数は30.4180ドルを、2014年11月13日に付与された選択可

能ユニットの個数は35.8046ドルを、2014年11月１日に付与された選択可能ユニットの個数は35.0071ドルをそれぞれ基

礎としていた。かかる金額はいずれも、付与日現在の普通株式出来高加重平均価格である。

(3) 株式ベースの報酬に適用される会計指針に従って決定された、2014年役務期間について付与された年次株式ユニット報

酬、およびミシック氏に関しては、2014年中に付与された初回の株式ユニット報酬の日割分に係る付与日現在の公正価

額の合計。2014年５月13日に付与された年次株式ユニット報酬の付与日現在の公正価額の合計は30.4180ドルを、2014年

12月１日にミシック氏に付与された初回の株式ユニット報酬の付与日現在の公正価額の合計は34.9252ドルをそれぞれ基

礎としている。かかる金額はいずれも、付与日現在の普通株式出来高加重平均価格である。上記株式ユニットの評価に

関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２および18参照。

DECAPに基づき、取締役は初回選任時(年次株主総会の60日以上前に選任され、かつ初回の選任が年次株主総会以外の時

期になされることを条件とする。)に株式型報酬を受領し、その後毎年、年次株主総会開催日に株式型報酬を受領する。

初回の株式型報酬の付与日現在の公正価額は250,000ドルで、年次総会までの役務に応じて日割計算される。年次の株式

型報酬の付与日現在の公正価額は250,000ドルである。初回および年次の株式型報酬は、50パーセントが当該取締役の退

任時まで支払われない株式ユニット(「キャリア・ユニット」)で、50パーセントが付与後初回の応当日に支払われる株

式ユニット(「カレント・ユニット」)で付与される。初回の株式型報酬は付与時点で受給権の全部が確定する。年次株

式型報酬は、付与日後１年目の応当日まで毎月受給権が確定する。キャリア・ユニットについて、取締役は特定の制限

に従うことを条件に、繰延べを取締役退任後にまで延長するか否かを選択できる。カレント・ユニットについては、取

締役は当該ユニットの対象株式の受領を、付与日の１年後の応当日を超えて繰り延べることを選択でき、かつ分配の形

態(一括または分割)も選択可能である。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

166/611



(4) 下表は、2014年12月31日現在のDECAPに基づく株式ユニットの目的たる株式の総数である。

 

(単位：個)
氏　名 株式ユニット

アースキン・Ｂ・ボウルズ 119,772 

ハワード・Ｊ・デイヴィーズ 52,034 

トーマス・Ｈ・グローサー 22,803 

ロバート・Ｈ・ハーツ 21,349 

Ｃ・ロバート・キッダー 69,687 

クラウス・クラインフェルト 22,465 

ジャミ・ミシック 3,579 

ドナルド・Ｔ・ニコライセン 79,035 

ハッサム・Ｓ・オラヤン 111,084 

ジェームス・Ｗ・オーウェンス 44,980 

Ｏ・グリフィス・セクストン ― 

ローラ・Ｄ・タイソン 43,413 

レイフォード・ウィルキンス・ジュニア 11,885 

 

(5) 当該株式ユニット報酬の約50パーセントに相当する権利未確定の株式ユニット4,122個は、セクストン氏が取締役を退任

したことにより支払われることなく失効した。

 

次へ
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(3) 業務執行役員報酬

以下は、2015年プロクシー・ステートメントからの抜粋である。

 

業務執行役員報酬

2014年要約報酬一覧

下表は、当社の記載業務執行役員の報酬をSEC所定の様式により要約したものである。当社の記載業務執行役員

は、最高経営責任者、最高財務責任者および2014年12月31日終了年の報酬総額から最も高額と判断される報酬(SEC

規則に従い、「年金価値および非適格繰延報酬変動額」の金額を除く。)を得た、表に記載される他の３名の役員

である。

SEC規則により、下表には、該当する年の業績に関して年末後に付与された報酬ではなく、年内に付与された株

式報酬およびオプション報酬のみを含むよう要求されている。2014年まで、当社の年次の株式型報酬は、年内の業

績に関して年末後すぐに支払われている。このため、表に記載する報酬には、該当年の役務提供について付与され

た非株式型報酬のほか、報告対象年に付与された株式報酬およびオプション報酬に関しては、過去の年の業績につ

いて付与された報酬および将来予測に基づく業績連動型の報酬も含まれている。SEC規則に従い、「要約報酬一

覧」には、2014年の業績に関して当社の記載業務執行役員に付与された報酬の大部分は反映されない。

 

(単位：ドル)
 
 
 

氏名および主な役職
 

年
(1)

給与
(2)

賞与
(3)

株式報酬
(4)(5)

オプション
報酬(5)

年金価値
および
非適格
繰延報酬
変動額
(6)

その他
全報酬
(7)

合計
 

ジェームス・Ｐ・ゴーマン
(会長兼最高経営責任者)

2014年 1,500,000 10,077,325 11,241,190 ― 195,398 256,131 23,270,044 
2013年 1,500,000 5,408,000 4,349,344 2,624,999 497,893 28,327 14,408,563 
2012年 800,000 2,575,000 6,984,208 ― 292,454 20,552 10,672,214 

ルース・ポラット*
(業務執行副社長兼
最高財務責任者)

2014年 1,000,000 5,901,325 7,476,460 ― 388,313 16,746 14,782,844 
2013年 1,000,000 3,623,000 5,439,519 ― 25,307 16,103 10,103,929 
2012年 750,000 2,250,000 4,800,178 ― 278,030 15,497 8,093,705 

グレゴリー・Ｊ・
フレミング
(業務執行副社長兼
ウェルス・マネジメント
業務および投資運用業務
社長)

2014年 1,000,000 7,293,325 9,147,181 ― ― ― 17,440,506 
2013年 1,000,000 4,473,000 3,479,475 2,425,000 ― ― 11,377,475 
2012年 750,000 2,425,000 5,100,174 ― ― ― 8,275,174 

               
               
               

コルム・ケルハー
(業務執行副社長兼
法人・機関投資家向け
証券業務社長)

2014年 6,795,386(8) 2,825,495(9) 9,348,854 ― 735,935 317,127 20,022,797 
2013年 978,102 4,293,225 3,479,475 2,411,665 792,321 385,313 12,340,101 
2012年 776,661 2,411,670 4,232,218 ― 576,399 279,045 8,275,993 

               
ジェームス・Ａ・
ローゼンタール
(業務執行副社長兼
最高業務執行責任者)

2014年 1,000,000 5,205,325 6,474,027 ― 12,384 10,400 12,702,136 
2013年 1,000,000 3,113,000 3,189,519 2,024,997 ― 10,200 9,337,716 

               

 

*  2015年３月24日、当社は、ポラット氏が2015年４月30日付けで当社を退社することを発表した。

(1) ローゼンタール氏は2012年において記載業務執行役員でなかったため、同氏に関する2012年の報酬は表示されていな

い。

(2) 当社の従業員給付制度に対して選択的に繰り延べられた金額を含む。

(3) 当社の従業員給付制度に対して選択的に繰り延べられた金額を含む。2014年については、2015年２月に支払われた2014

年の年次現金賞与の額およびモルガン・スタンレー報酬奨励プラン(「MSCIP」)に基づき2015年１月に付与された2014年

の業績に対する報酬の額を含む。
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(単位:ドル)

氏　名 2014年現金賞与 2014年MSCIP報酬 合計

ジェームス・Ｐ・ゴーマン 4,697,500 5,379,825 10,077,325

ルース・ポラット 2,897,500 3,003,825 5,901,325

グレゴリー・Ｊ・フレミング 3,497,500 3,795,825 7,293,325

コルム・ケルハー 383,418 2,442,077 2,825,495

ジェームス・Ａ・ローゼンタール 2,597,500 2,607,825 5,205,325

 

ケルハー氏の報酬を除き、2014年のMSCIPに基づく報酬額は、2017年１月23日に受給権が確定し分配される予定である。

ケルハー氏の2014年のMSCIPに基づく報酬額は、英国健全性監督機構の定めに従い、2016年１月25日に３分の1、2017年

１月23日に残額の２分の１、2018年１月22日に残額全部の受給権が確定し分配される予定となっている。2014年のMSCIP

に基づく報酬額は、失効および回収による制約を受ける。

(4) 2014年については、2013年の業績について2014年１月21日に付与された譲渡制限株式ユニットと、その実現可能価額が

３年間の業績期間における所定の業績目標の達成に全面的に左右される、2014年１月21日に付与された将来予測に基づ

く2014年長期インセンティブ・プログラム報酬で構成される。2013年譲渡制限株式ユニットおよび2014年長期インセン

ティブ・プログラム報酬に関する詳細は、後記「2014年付与済制度報酬一覧」参照。

(5) 株式ベースの報酬に適用される会計指針に従って決定された、該当期間中に付与された報酬の付与日現在の公正価額の

合計。このため、表中で開示される価額には、前年の役務につき当該期間中に付与された報酬の価額および将来予測に

基づく業績連動型の報酬を含む。記載業務執行役員は、報酬が実際に支払われるかまたは行使されるまで株式ベースの

報酬の価額を認識しない。記載業務執行役員が当該報酬について認識する実額は、当社の将来の業績と株価によって決

定され、表の数値から増減する場合がある。

下表は2014年中に記載業務執行役員に付与された株式ユニット報酬の付与日現在の公正価額の合計である。表に含まれ

る譲渡制限株式ユニットの付与日現在の公正価額の合計は、株式ベースの報酬に適用される会計指針に従って決定され

た付与日現在の普通株式出来高加重平均価格を基礎としている。また表に含まれる2014年長期インセンティブ・プログ

ラム報酬の付与日現在の公正価額の合計は、株式ベースの報酬に適用される会計指針に従って決定された付与日現在の

普通株式出来高加重平均価格のほか、付与日現在の業績状況について推定される結果を基礎としている。業績状況が最

高の水準で達成されるとみなした場合の付与日現在の普通株式出来高加重平均価格に基づく付与日現在の2014年長期イ

ンセンティブ・プログラム報酬の価額は、ゴーマン氏が9,000,000ドル、ポラット氏が6,000,000ドル、フレミング氏お

よびケルハー氏が7,250,000ドル、ローゼンタール氏が5,250,000ドルである。

 

(単位:ドル)
 

氏　名

2014年に付与された株式ユニット報酬

2013年
譲渡制限

株式ユニット

2014年
長期インセンティブ・

プログラム報酬 合計

ジェームス・Ｐ・ゴーマン 5,092,000 6,149,190 11,241,190

ルース・ポラット 3,377,000 4,099,460 7,476,460

グレゴリー・Ｊ・フレミング 4,193,667 4,953,514 9,147,181

コルム・ケルハー 4,395,340 4,953,514 9,348,854

ジェームス・Ａ・ローゼンタール 2,887,000 3,587,028 6,474,027

 

当社の譲渡制限株式ユニットおよび長期インセンティブ・プログラム報酬の評価に関する詳細は、第６「経理の状況」

１「財務書類」連結財務諸表の注記２および18参照。
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(6) 下表は、記載業務執行役員に関する2014年の年金価値変動額および非適格繰延報酬制度の時価超過益の金額の一覧であ

る。

 

(単位：ドル)
 

氏　名

2014年
年金価値
変動額(a)

2014年
非適格繰延報酬
時価超過益額(b)

ジェームス・Ｐ・ゴーマン 18,374 177,024

ルース・ポラット 380,596 7,717

グレゴリー・Ｊ・フレミング ― ―

コルム・ケルハー 458,966 276,969

ジェームス・Ａ・ローゼンタール ― 12,384

 

(a) 「2014年年金価値変動額」は、当社が拠出する確定給付年金制度における測定期間中の累積給付額に関して保険数

理上決定された現在価値の、2013年12月31日から2014年12月31日までの期間における増加額の合計に等しい。記載

業務執行役員の累積給付額は、以下に詳述する割引率の低下と当社が新たな死亡率表を導入したことを主な要因

に、2013年12月31日から2014年12月31日までの期間に現在価値が上昇した。2014年12月31日現在の現在価値は、MP-

2014スケールを用いて世代別に予測されたRP-2014死亡率表、ならびにモルガン・スタンレー従業員退職給付プラン

(「ERP」)の割引率4.07パーセント、業務執行役員補充型退職・超過プラン(「SEREP」)のうち超過プラン部分に関

する3.83パーセントおよび業務執行役員補充型退職プラン(「SERP」)部分に関する3.80パーセントを基礎に見積も

られた。2013年12月31日現在の現在価値は、企業年金保護法の世代別年金受給者死亡率表、ならびにERPの割引率

4.91パーセント、SEREPのうち超過プラン部分に関する4.68パーセントおよびSERP部分に関する4.59パーセントを基

礎に見積もられた。現在価値は、退職前についてはI/O割引を用いて決定される。退職後の割引は、金利および死亡

率を基礎とする。各制度とも、受給開始は、記載業務執行役員が同制度に基づく給付の満額を受領可能な最早年齢

に達する日、またはこれより高い場合は現在年齢を想定している。フレミング氏およびローゼンタール氏は、当社

が拠出する確定給付制度の受給資格を有していないため、両氏の価値は開示されていない。

(b) 2014年の「非適格繰延報酬時価超過益額」は、2014年12月31日現在、当社の非適格繰延報酬制度に基づき記載業務

執行役員が保有する勘定の価値につき、時価超過益に起因して、2013年12月31日現在のもの(2014年中の分配には影

響しない。)から増加が発生している場合は、その合計に等しい。かかる金額は、該当する報酬の付与日以降には損

失が反映されている場合があるため、記載業務執行役員が保有する勘定全体の業績を反映しない。時価超過益は、

SEC規則に従い決定される市場金利と繰延報酬について得られた収益の差額である。

(7) 2014年の「その他全報酬」には、(a)確定拠出制度に基づく当該期間の当社の拠出額、および(b)下記に詳述する諸手当

その他の個人給付を含む。諸手当は当社の増加費用の合計額に基づき見積もられる。以下に記載され、別途定量化され

ない諸手当その他の個人給付は、個別には25,000ドルまたは記載業務執行役員が受領する全諸手当の合計の10パーセン

トのうちいずれか高額な方を超えない。また当社の記載業務執行役員は、当社が主として顧客による投資を目的に組

成・管理する投資ファンドに、他の投資家と同一条件で(但し、当社は従業員に適用する手数料および費用を放棄または

減額することができる。)参加することができる。

(a) ゴーマン氏、ポラット氏およびローゼンタール氏は、当社の2014年の401(k)プラン(「401(k)プラン」)に対する

マッチング拠出額10,400ドルをそれぞれ受領した。ポラット氏は、年金を2014年の401(k)プランに移行するための

拠出として、6,346ドルを受領した。401(k)に関する当社の拠出額は、届け出られた各記載業務執行役員の投資指図

に従って全額割り当てられた。

(b) ゴーマン氏の金額には、社用機の利用料237,968ドルならびに社用車および当社が提供する食事に係る費用が含まれ

ていた。社用機の利用料は、ゴーマン氏の家族が死去したことによるオーストラリアへの緊急往復フライト１回分

の増分費用を反映している。当社はこのフライトについてゴーマン氏に所得を帰属させたが、かかる帰属所得につ

いて税金のグロスアップは行わなかった。社用機の利用料には、個人的なフライトに関連して発生する変動費が含

まれるが、社用機のリースおよび運航に係る固定費は含まない。2014年については、個人的なフライトに係る増分

費用を基礎に利用料を計算し、これには着陸料、駐機料および飛行計画費、乗務員の交通費、備品およびケータリ

ング、フライト１時間当たりの燃料費、整備、部品およびフライト１時間当たりの外部人件費ならびに通関手数

料、外国許可手数料および類似の手数料が含まれる。ケルハー氏の金額には、住居費205,887ドルおよび同氏の過去

の海外勤務によって生じた税金に係る税務申告書類作成サービス料75,611ドル、ならびに医療手当、自動車送迎

サービス利用料および食費に関係した金額が含まれた。
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(8) ケルハー氏の2014年の基本給は625,000ポンドであり、固定手当は3,500,000ポンドであった。英ポンド建ての金額は、

2014年の日次直物相場の平均、すなわち１ポンド＝1.6474ドルを適用して米ドルに換算された。

(9) 2015年２月に支給されたケルハー氏の2014年の現金賞与は383,418ドルであり、これに相当する英ポンド建ての金額とし

て、232,746ポンドが支払われた。米ドル建ての金額は、2014年の日次直物相場の平均、すなわち１ドル＝0.6070ポンド

を適用して英ポンドに換算された。

 

2014年付与済制度報酬一覧(1)

下表は、2013年の業績に基づき2014年１月に記載業務執行役員に付与された譲渡制限株式ユニットおよび将来

予測に基づく業績について2014年１月に付与された2014年長期インセンティブ・プログラム報酬に関する情報であ

る。すべての譲渡制限株式ユニットおよび2014年長期インセンティブ・プログラム報酬は、予定転換日より前の時

点で失効事由が生じた場合は失効する。報酬の失効に関する詳細は、後記「雇用終了または支配権変更による潜在

的支払額」参照。

 
 

 
 
 
 

氏　名

付与日
(年月日)

承認日
(年月日)

株式奨励プラン報酬に基づく
将来の見積支払数(2)

その他
全株式報酬の
株式数または
ユニット数

(単位：個)(3)

その他
全オプション

報酬の
対象有価証券数
(単位：個)

オプション報酬
行使価格
または
基準価格

(単位：ドル／
株)

株式報酬および
オプション報酬
付与日現在
公正価額

(単位：ドル)
(4)

最小
(単位：個)

目標
(単位：個)

最大
(単位：個)

ジェームス・Ｐ・ゴーマン 2014年１月21日 2014年１月13日 ― 182,883 274,325 ― ― ― 6,149,190

 2014年１月21日 2014年１月13日 ― ― ― 155,207 ― ― 5,092,000

ルース・ポラット 2014年１月21日 2014年１月13日 ― 121,922 182,883 ― ― ― 4,099,460

 2014年１月21日 2014年１月13日 ― ― ― 102,933 ― ― 3,377,000

グレゴリー・Ｊ・フレミング 2014年１月21日 2014年１月13日 ― 147,323 220,984 ― ― ― 4,953,514

 2014年１月21日 2014年１月13日 ― ― ― 127,825 ― ― 4,193,667

コルム・ケルハー 2014年１月21日 2014年１月13日 ― 147,323 220,984 ― ― ― 4,953,514

 2014年１月21日 2014年１月13日 ― ― ― 133,972 ― ― 4,395,340

ジェームス・Ａ・ローゼンタール 2014年１月21日 2014年１月13日 ― 106,682 160,023 ― ― ― 3,587,028

 2014年１月21日 2014年１月13日 ― ― ― 87,997 ― ― 2,887,000

 

(1) 表中の2014年長期インセンティブ・プログラム報酬は、上記「2014年要約報酬一覧」の「株式報酬」欄、および後記

「2014年末現在発行済株式型報酬一覧」においても開示されている。表中の譲渡制限株式ユニット報酬は、上記「2014

年要約報酬一覧」の「株式報酬」欄、ならびに後記「2014年オプション行使・確定株式一覧」および、ケルハー氏の株

式賞与を除き(下記注記(3)参照。)、「2014年非適格繰延報酬一覧」で開示されている。2014年長期インセンティブ・プ

ログラム報酬および譲渡制限株式ユニットは、モルガン・スタンレー2007年株式奨励報酬プランに基づき付与された。

(2) 2014年長期インセンティブ・プログラム報酬は、2014年、2015年および2016年の３年間の業績期間において当社が所定

の業績目標を達成した場合のみ2017年に受給権が確定し、株式に転換される予定である。対象となる2014年長期インセ

ンティブ・プログラム報酬の２分の１は、３年間の業績期間における当社の平均株主資本利益率(「当社の平均ROE」)を

基礎として稼得される。対象となる2014年長期インセンティブ・プログラム報酬の残る２分の１は、かかる３年間につ

きS&P500フィナンシャル・インデックスの株主総利回り(「インデックス・グループのTSR」)との比較における当社の

TSR(「当社のTSR」)を基礎として稼得される。最終的に稼得される株式ユニットの個数は、対象となる報酬の各２分の

１に下表の区分に基づく乗数を乗じて算定する。
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当社の平均ROE* 乗数  相対的TSR** 乗数

11.5パーセント以上 1.50  25パーセント以上 1.50

10パーセント 1.00  ０パーセント 1.00

５パーセント 0.50  －50パーセント 0.50

５パーセント未満 0.00  －50パーセント未満 0.00

 

* 　当社の平均ROEが表に記載される２つの基準値の間にある場合、稼得される株式ユニット数は２つの基準値の間で線

形補間法を用いて決定される。上記の当社の平均ROEには、(a)DVAの影響、(b)特定の事業の売却に伴う一定の損

益、(c)特定ののれんに関する減損費用、(d)2011年１月１日より前に実施した事業活動に関連した特定の訴訟の和

解に伴う一定の損益、および(e)完全遡及ベースでは適用されない会計原則の変更による特定の累積遡及調整は含ま

れていない。

**　相対的TSRは、当社のTSRからインデックス・グループのTSRを差し引くことによって決定される。当該業績期間の当

社のTSRがマイナスの値である場合、乗数は1.00を超えることはできない。相対的TSRが表に記載される２つの基準

値の間にある場合、稼得される株式ユニット数は２つの基準値の間で線形補間法を用いて決定される。

 

各記載業務執行役員は、対象の報酬と同一の受給権確定、失効および支払条件に従うことを条件として、2014年長期イ

ンセンティブ・プログラム報酬の現金配当相当額を受領する権利を有している。

(3) ケルハー氏を除き、譲渡制限株式ユニットは、2015年１月26日および2016年１月25日にそれぞれ25パーセントずつが、

また2017年１月23日に残る50パーセントが株式に転換される予定である。ケルハー氏の譲渡制限株式ユニットは、2015

年１月26日、2016年１月25日および2017年１月23日に３回均等で株式に転換される予定である。但し、ケルハー氏の譲

渡制限株式ユニットのうち5,820個(株式賞与)は、英国健全性監督機構の定めに従い、2014年７月21日に受給権が確定

し、株式に転換された。ケルハー氏の株式賞与を除き、記載業務執行役員は付与時点の報酬条件に基づき退職適格であ

り、そのため報酬は付与と同時に受給権が確定するとみなされている。記載業務執行役員は対象の譲渡制限株式ユニッ

トと同一の受給権確定、失効および支払条件に従うことを条件として、追加的な譲渡制限株式ユニットの形態で配当相

当額を受領する権利を有している。

(4) 株式ベースの報酬に適用される会計指針に従った譲渡制限株式ユニットおよび2014年長期インセンティブ・プログラム

報酬の付与日現在の公正価額の合計。2014年１月21日に付与された譲渡制限株式ユニットの付与日現在の公正価額の合

計は、付与日現在の普通株式出来高加重平均価格である32.8077ドルを基礎としている。2014年長期インセンティブ・プ

ログラム報酬の付与日現在の公正価額の合計は、株式ベースの報酬に適用される会計指針に従って決定された、付与日

現在の普通株式出来高加重平均価格および2014年１月21日現在の業績状況について推定される結果を基礎としている。

記載業務執行役員は、報酬が実際に支払われるか、または権利行使されるまで株式ベースの報酬の価額を認識しない。

記載業務執行役員が当該報酬について認識する実額は、当社の将来の業績と株価によって決定され、表の数値から増減

する場合がある。特に、2014年長期インセンティブ・プログラム報酬に関して、記載業務執行役員は、３年間の業績期

間にわたる当社の業績に基づき、最終的に業績連動型ユニットの目標数の1.5倍を限度として稼得することができ(最大

値)、またはまったく稼得できない場合がある(最小値)。当社の譲渡制限株式ユニットおよび長期インセンティブ・プロ

グラム報酬の評価に関する詳細は、第６「経理の状況」１「財務書類」連結財務諸表の注記２および18参照。
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2014年末現在発行済株式型報酬一覧

下表において、2014年12月31日現在当社の記載業務執行役員が保有していた未行使のストック・オプションお

よび権利未確定の株式報酬の対象株式数を記載する。2014年12月31日現在、各記載業務執行役員は、各人の譲渡制

限株式ユニットの報酬条件に基づき退職適格であり、そのため、その発行済譲渡制限株式ユニット報酬はすべて受

給権が確定したものとみなされており、かつSEC規則に従い本表には含められない。2014年12月31日現在において

記載業務執行役員が保有していた発行済みの受給権確定済株式報酬は、後記「2014年非適格繰延報酬一覧」におい

て開示されている。

 
 オプション報酬 株式報酬

氏　名

行使可能未行使
オプションの
対象有価証券数
(単位：個)
(1)(2)

行使不能未行使
オプションの
対象有価証券数
(単位：個)

(1)

オプション
行使価格

(単位：ドル)
(2)

オプション失効日
(年月日)

 

未確定株式／
株式ユニット数
(単位：個)

 

未確定株式／
株式ユニット
市場価額

(単位：ドル)
 

株式奨励報酬プラ
ン：未確定非稼得
株式／株式ユニッ
ト／その他の権利

数
(単位：個)

(3)

株式奨励報酬
プラン：

未確定非稼得
株式／

株式ユニット／そ
の他の権利

市場価額または配
当性向

(単位：ドル)
(3)

ジェームス・Ｐ・
ゴーマン

354,986 ― 51.7552 2016年２月17日 ― — 511,163 19,833,132 

56,772 ― 66.726 2016年12月12日         

424,731 ― 30.01 2018年１月21日         

161,607 323,220 22.98 2018年１月22日         

合計 998,096 323,220    ― — 511,163 19,833,132 

                

ルース・ポラット
23,737 ― 66.726 2016年12月12日 ― — 362,660 14,071,236 

182,027 ― 30.01 2018年１月21日         

合計 205,764 ―    ― — 362,660 14,071,236 

                

グレゴリー・Ｊ・
フレミング

60,675 ― 30.01 2018年１月21日 ― — 409,946 15,905,926 

49,294 298,594 22.98 2018年１月22日         

合計 109,969 298,594    ― — 409,946 15,905,926 

                

コルム・ケルハー
144,551 ― 66.726 2016年12月12日 ― — 409,946 15,905,926 

182,027 ― 30.01 2018年１月21日         

148,473 296,952 22.98 2018年１月22日         

合計 475,051 296,952    ― — 409,946 15,905,926 

                

ジェームス・Ａ・
ローゼンタール

121,351 ― 30.01 2018年１月21日 ― — 347,420 13,479,912 

124,668 249,341 22.98 2018年１月22日         

合計 246,019 249,341    ― — 347,420 13,479,912 
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(1) 表中のストック・オプション報酬は下表のスケジュールで受給権確定済みかつ行使可能となっており、または行使可能

となる予定である。

 

オプション失効日 行使可能スケジュール

2016年２月17日 報酬の60パーセントが2006年２月17日に行使可能となり、残る40パーセントは2007年

２月16日に行使可能となった。

 

2016年12月12日 2009年１月２日および2010年１月２日に、それぞれ報酬の50パーセントずつが行使可

能となった。

 

2018年１月21日 2012年２月２日、2013年２月２日および2014年２月２日に、それぞれ報酬の３分の１

ずつが行使可能となった。

 

2018年１月22日 2014年１月27日および2015年１月26日に、それぞれ報酬の３分の１ずつが行使可能と

なった。残る３分の１は2016年１月25日に行使可能となる。

 

 

(2) ストック・オプションは、付与日現在の当社普通株式の公正市場価額に等しい行使価格で付与され、2016年に失効する

予定のストック・オプションについては、その後2007年にディスカバー・ファイナンシャル・サービシズの分社化を反

映して均等に調整された。

(3) 表中の業績連動型ユニット数は、2014年12月31日までの当社の業績に基づき、かつ、SECの規則に従い、2014年に開始す

る３年間における所定の業績目標の達成に連動して認識可能な、2014年長期インセンティブ・プログラム報酬に基づき

付与された業績連動型ユニットの目標数、および2013年に開始する３年間における所定の業績目標の達成に連動して認

識可能な、2013年長期インセンティブ・プログラム報酬に基づき付与された業績連動型ユニットの最大数を反映してい

る。2014年長期インセンティブ・プログラム報酬および2013年長期インセンティブ・プログラム報酬に関して、該当す

る３年間における当社の業績により、記載業務執行役員は最終的に業績連動型ユニットの目標数のそれぞれ1.5倍または

２倍を限度として稼得することができ、またはまったく稼得できない場合がある。2014年長期インセンティブ・プログ

ラム報酬および2013年長期インセンティブ・プログラム報酬は、当社が該当する業績期間に係る所定の業績目標(2014年

長期インセンティブ・プログラム報酬の業績目標については、上記「2014年付与済制度報酬一覧」の脚注(2)参照。)を

達成できた場合にのみ、2017年および2016年にそれぞれ受給権が確定し株式に転換される予定である。業績連動型ユ

ニットの市場価額は、2014年12月31日現在の当社普通株式の終値38.80ドルを基礎としている。
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2014年オプション行使・確定株式一覧

下表は、2014年中に記載業務執行役員によって行使されたストック・オプションおよび2014年中に受給権が確

定した記載業務執行役員が保有する譲渡制限株式ユニットに関する情報を記載している。この譲渡制限株式ユニッ

トは、上記「2014年要約報酬一覧」の「株式報酬」欄、ならびに上記「2014年付与済制度報酬一覧」および後記

「2014年非適格繰延報酬一覧」においても公表されている。

 

氏　名

オプション報酬 株式報酬

行使時
取得株式数
(単位：個)

行使時
実現価額

(単位：ドル)(1)

受給権確定時
取得株式数

(単位：個)(2)

受給権確定時
実現価額

(単位：ドル)

ジェームス・Ｐ・ゴーマン ― ― 155,207 5,092,000(3)

     113,510 4,422,713(4)

ルース・ポラット ― ― 102,933 3,377,000(3)

     93,616 3,647,579(4)

グレゴリー・Ｊ・フレミング 100,000 993,000 127,825 4,193,667(3)

     99,468 3,875,592(4)

コルム・ケルハー ― ― 128,152 4,204,397(3)

     99,047 3,859,188(4)

     5,820 189,380(5)

ジェームス・Ａ・ローゼンタール ― ― 87,997 2,887,000(3)

     84,840 3,305,638(4)

 

(1) ストック・オプションの行使時実現価額は、オプション行使価格と行使日における当社普通株式の終値との差を表す。

(2) 2013年の業績に関して2014年１月22日に付与された譲渡制限株式ユニットおよび2011年の報酬に関連して2012年１月20

日に付与された業績連動型株式ユニット(「2011年業績連動型株式ユニット」)で構成される。繰延条件を含む当該譲渡

制限株式ユニットに関する詳細は、上記「2014年付与済制度報酬一覧」注記(3)参照。2010年の報酬に関連して2011年１

月21日に付与された業績連動型株式ユニット(「2010年業績連動型株式ユニット」)は、業績期間の末日である2013年12

月31日に受給権が確定し、2014年１月28日に普通株式に転換された。2010年業績連動型株式ユニットに関する詳細は、

2014年５月７日提出の有価証券報告書の第一部 第５「提出会社の状況」４「役員の状況」(3)「業務執行役員報酬―

2013年末現在発行済株式型報酬一覧」注記(3)参照。

(3) 株式ベースの報酬に適用される会計指針に従った譲渡制限株式ユニットの付与日現在の公正価額の合計。譲渡制限株式

ユニットの付与日現在の公正価額の合計は、付与日現在の当社普通株式出来高加重平均価格である32.8077ドルを基礎と

している。

(4) 実現価額は、2011年業績連動型株式ユニットの業績期間の末日である2014年12月31日現在の当社普通株式出来高加重平

均価格である38.9632ドルを基礎としている。同日に、2012年１月１日から2014年12月31日までの当社の業績に基づき

2011年業績連動型株式ユニットの目標数の106.25パーセントについて受給権が確定した。2011年業績連動型株式ユニッ

トは2015年３月２日に普通株式に転換された。

(5) 実現価額は、当該報酬の条件に基づく受給権確定日である2014年７月21日現在の当社普通株式出来高加重平均価格であ

る32.5391ドルを基礎としている。
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2014年年金給付額一覧

下表は、2014年12月31日現在当社の確定給付退職制度に基づき各記載業務執行役員に支払われる累積給付の現

在価値、および各記載業務執行役員の認定勤務年数である。

 

氏　名 制度名
認定勤務年数

(1) 満期退職年齢

累積給付
現在価値

(単位:ドル)
(2)

前年度
支払額

(単位:ドル)
ジェームス・Ｐ・ゴーマン モルガン・スタン

レー従業員退職給
付プラン

4  65  83,720  ―  

ルース・ポラット モルガン・スタン
レー従業員退職給
付プラン

20  65  469,010  ―  

モルガン・スタン
レー業務執行役員
補充型退職・超過
プラン

25  60  1,466,843  ―  

グレゴリー・Ｊ・フレミング(3) ― ―  ―  ―  ―  

コルム・ケルハー モルガン・スタン
レー英国グループ
年金プラン(4)

7  60  206,890  ―  

モルガン・スタン
レー業務執行役員
補充型退職・超過
プラン

25  60  1,118,547  ―  

ジェームス・Ａ・ローゼンタール(3) ― ―  ―  ―  ―  

 

(1) 2010年12月31日以降、ERPに基づく追加の給付確定額は発生しない。2014年９月30日以降、SEREPに基づく追加の給付確

定額は発生しない。したがって、従業員の認定勤務期間は、ERPに基づく場合とSEREPに基づく場合とで異なる場合があ

る。いずれの記載業務執行役員も、ERPおよびSEREP上、実際の勤務期間を超える認定勤務期間を認められていない。

(2) 2014年12月31日現在の現在価値は、MP-2014スケールを用いて世代別に予測されたRP-2014死亡率表、ならびにERPの割引

率4.07パーセント、SEREPのうち超過プラン部分に関する3.83パーセントおよびSERP部分に関する3.80パーセントを基礎

に見積もられた。現在価値は、退職前についてはI/O割引を用いて決定される。退職後の割引は、金利および死亡率を基

礎とする。受給開始は、業務執行役員が給付の満額を受領可能な最早年齢に達する日、またはこれより高い場合は現在

年齢を想定している。

(3) フレミング氏およびローゼンタール氏は、当社が拠出する確定給付制度のいずれについても適格性を有していない。

(4) 2014年において、ケルハー氏は確定拠出制度であるモルガン・スタンレー英国グループ年金プラン(「英国年金プラ

ン」)に加入しており、同プランでは1996年10月１日まで確定給付年金の給付確定額が発生していた。ケルハー氏の英国

年金プランに基づく確定給付年金の給付確定発生額は1996年10月１日付けで勘定残高に付け替えられ、2014年12月31日

現在の価額は125,586ポンド(206,890ドル)であった。ケルハー氏の英国年金プランの給付額における1996年10月より前

に該当する勘定残高の価額(支払日までの投資経験を調整後のもの)が英国年金プランにおいて保証される最低年金額を

上回る場合、確定給付年金は支払われない。英国法に従って決定された最低保証年金額が調整後の勘定残高の価額を上

回る場合には、1996年９月30日以降の期間について支払われる確定拠出額に加えて最低保証年金額が支払われる。給付

確定発生額が勘定残高に付け替えられた時点のケルハー氏の英国年金プラン上の勤続年数は７年であった。表中に記載

されるケルハー氏の金額には、1996年９月30日より後に発生した確定拠出給付額は含まれていない。英ポンド建ての金

額は、2014年の日次直物相場の平均、すなわち１ポンド＝1.6474ドルを適用して米ドルに換算された。
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以下において、上表に記載された各制度の重要な条件について説明する。

 

従業員退職給付プラン(「ERP」)

米国に所在する当社および米国内の当社関連会社の従業員のうち、2007年７月１日より前に雇用されたほぼ

すべての者には、勤務１年後から、内国歳入法第401条(a)に基づき適格な非積立型の確定給付年金制度である

ERPが適用されていた。ERPは2010年12月31日以降凍結され、これに基づく給付確定額は今後発生しない。通

常、給付額は満65歳で年金として支給される(これより早期となる場合は支給額が一定割合で減額される。)。

2004年より前のERPの規定に基づき、給付額は勤務年数10年以上で55歳以降に退職する従業員が55歳から60歳ま

での間に退職した場合、１年につき４パーセントの減額となり、60歳には満額が給付される。ERPの凍結前にお

ける年間給付額は、各勤務年に関し適格収益の１パーセントおよび社会保障適用報酬を超過する適格収益の0.5

パーセントの合計相当であった。通常、適格収益には、年間170,000ドルを上限として、一部の株式型報酬と経

常外収益を除く課税対象となる報酬の全額が含まれた。2004年１月１日現在、年齢と勤務期間の合計が65以上

であり、５年の勤務期間を認定されたERP加入者は、ERPが2004年度より前に適用した算式により決定された給

付額の方が高額である場合はこれを受領していた。2004年度より前の給付は、最終平均給与額の1.15パーセン

トに、最終平均給与額が社会保障適用報酬を超過する金額の0.35パーセントを合計したもので、いずれも最高

35年の認定勤務期間を乗じた(最終平均給与額は、ERPの定める一定の上限額までの範囲で、直近120ヶ月の勤務

期間のうち最高額が支払われた連続60ヶ月に支給された基本給に相当する。)。ゴーマン氏およびポラット氏に

ついては、ERPの給付確定額が発生した。
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業務執行役員補充型退職・超過プラン(「SEREP」)

SEREPは、非積立型の非適格制度である。SEREPは2014年９月30日以降凍結され、これに基づく給付確定額は

今後発生しない。認定勤務期間が勤務１年後より開始する一部の超過型給付を除き、認定勤務期間は雇用日の

１ヶ月後の初日から計算される。SEREPでは、適格な支給および給付に対しERPまたは内国歳入法によって課さ

れる制限を理由にERP方式では支給されない給付を提供する。またSEREPは、一定の既得的な給付および適格従

業員に対する補足的な退職所得(満60歳で満額となる。)も、当社が提供する他の年金給付、従前の雇用主によ

り提供された年金給付および、2011年１月１から2014年６月30日までの期間については一定の確定拠出制度の

給付を考慮して調整した年金給付を相殺したうえで提供する。相殺を考慮しない場合の補足的な給付は、最終

平均給与の20パーセントに、以後５年間の毎年につき最終平均給与の２パーセント(累積して50パーセントを限

度とする。)、および以後25年間の毎年につき最終平均給与の１パーセント(累積して60パーセントを限度とす

る。)を加えた金額相当となり、最終平均給与額は、2014年９月30日までの直近120ヶ月の勤務期間のうち最高

額が支払われた連続60ヶ月に支給された基本給相当(満60歳で支払われる年間の給付額最高140,000ドルを上限

とし、給付開始が60歳未満である場合は１年につき４パーセント減額する。)となる。SEREPは2004年１月１日

以降制限され、当該日現在制度に基づく給付に対し一定の適格基準を満たす、既得権を有する従業員のみが対

象とされた。同制度における既得権は、同様の地位にあるすべての適格従業員に与えられ、報酬・経営開発・

後継人事委員会の承認があれば、その他の従業員にも与えられる場合がある。給付は、年金数理上の観点から

同等の各種の年金の形態で支払われることがある。残高が少額であるものを除き、本制度のもとでは一括支払

いを利用することはできない。ポラット氏およびケルハー氏はSEREPに加入している。

 

英国グループ年金プラン

2012年３月31日まで、当社はケルハー氏のために英国年金プランに拠出しており、同氏は引き続き繰延受給

権確定加入者として当該プランに加入している。「年金給付額一覧」の注記(4)において述べられるとおり、英

国年金プランは確定拠出制度であり、1996年までは給付確定額を生じていた。英国年金プランに基づき支払わ

れる最低保証年金額は、英国法に従って決定される。
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2014年非適格繰延報酬一覧

下表において、税制非適格であるために報酬を繰り延べる当社の非積立型繰延現金報酬制度への各記載業務執

行役員の加入に関する情報、ならびに記載業務執行役員に付与された、モルガン・スタンレー普通株式に未転換で

ある受給権確定済みの譲渡制限株式ユニット関連の情報を記載する。

当社の株式型の制度に加え、各記載業務執行役員は、2014年12月31日現在、下記の非適格繰延現金報酬制度、

すなわち、主要従業員非公開株式認識プラン(「KEPER」)、名目レバレッジ共同投資プラン(「LCIP」)、MSCIP、税

引前インセンティブ・プログラム(「PTIP」)および英国代替退職プラン(「ARP」)のうちの１以上に加入してい

た。記載業務執行役員は、同様の地位にある他の従業員と同一条件でプランに加入する。これらの条件は、次表の

注記後の部分において詳述されている。なお、KEPER、LCIPおよびPTIPでは、新規加入者および拠出の受入れを停

止している。

 
(単位：ドル)

 
氏　名

前会計年度
業務執行役員
拠出額(1)

前会計年度
登録者拠出額

前会計年度
収益合計

(2)

引出額／
分配額
合計(3)

前会計年度末
現在残高合計

(4)

ジェームス・Ｐ・ゴーマン           

LCIP ― ― 296,546 ― 2,400,801 

MSCIP 5,092,000 ― 217,791 3,379,906 3,375,627 

譲渡制限株式ユニット(5) 5,092,000 ― 4,894,119 6,391,855 25,769,282 

合計 10,184,000 ― 5,408,456 9,771,761 31,545,710 

           

ルース・ポラット           

KEPER ― ― 586 2,655 5,223 

LCIP ― ― 10,906 ― 66,082 

MSCIP 3,377,000 ― (46,992) 2,224,546 2,224,849 

PTIP ― ― 115,710 ― 933,001 

譲渡制限株式ユニット(5) 3,377,000 ― 1,830,916 5,371,557 10,576,208 

合計 6,754,000 ― 1,911,126 7,598,758 13,805,363 

           

グレゴリー・Ｊ・フレミング           

MSCIP 4,193,667 ― 2,019 2,696,063 2,696,451 

譲渡制限株式ユニット(5) 4,193,667 ― 1,438,349 4,681,371 8,804,630 

合計 8,387,334 ― 1,440,368 7,377,434 11,501,081 

           

コルム・ケルハー           

LCIP ― ― 465,410 ― 3,722,823 

MSCIP 4,204,397 ― (29,832) 2,218,428 7,728,965 

譲渡制限株式ユニット(5) 4,204,397 ― 1,980,429 3,587,788 11,184,155 

ARP ― ― 1,670 ― 36,220(6)

合計 8,408,794 ― 2,417,677 5,806,216 22,672,163 

           

ジェームス・Ａ・ローゼンタール           

LCIP ― ― 44,805 ― 650,792 

MSCIP 2,887,000 ― 60,883 2,083,852 2,089,505 

譲渡制限株式ユニット(5) 2,887,000 ― 1,103,023 3,636,220 6,680,856 

合計 5,774,000 ― 1,208,711 5,720,072 9,421,153 
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(1) 譲渡制限株式ユニットの拠出額は、2013年の業績について2014年１月に付与され、付与と同時に受給権が確定したとみ

なされる譲渡制限株式ユニット報酬を表すが、当該報酬は予定転換日まで失効条件に従う。MSCIPの拠出額は、2013年の

業績について2014年１月に付与され、付与と同時に受給権が確定したとみなされるMSCIP報酬を表し、当該報酬の予定支

払日まで失効条件に従う。本表で報告されるMSCIP報酬は、「2014年要約報酬一覧」において2013年の賞与の一部として

も報告されている。本欄の譲渡制限株式ユニットの価額(2014年に関して「2014年要約報酬一覧」の「株式報酬」欄、な

らびに「2014年付与済制度報酬一覧」および「2014年オプション行使・確定株式一覧」においても報告されている。)

は、付与日現在の当社普通株式出来高加重平均価格である32.8077ドルを基礎とした譲渡制限株式ユニットの付与日現在

の公正価額の合計である。

(2) 当社の非適格繰延現金報酬制度に関して、(i)2014年12月31日現在当社の会計帳簿上に反映された記載業務執行役員の勘

定における残高(引出額または分配額を考慮しないもの)と、(ii)2013年12月31日現在当社の会計帳簿上に反映された記

載業務執行役員の勘定における残高と2014年中の拠出額の価額の合計を比較した場合の変動を表す。2014年に関して、

「2014年要約報酬一覧」の「年金価値および非適格繰延報酬変動額」欄で開示され、同表注記６で説明されている非適

格繰延報酬収益を含む。

また譲渡制限株式ユニットに関して、(i)2014年12月31日(または、該当ある場合はこれより早期の分配日)現在の当社普

通株式の最高値および最安値の平均の、2013年12月31日(または、該当ある場合はこれ以後の拠出日)からの変動、なら

びに(ii)2014年の受給権の確定している現金配当相当の権利の額(当社普通株式の保有者に対し配当が支払われると同時

期に譲渡制限株式ユニットの保有者に対して支払われる。)、および当該報酬につき、2014年に貸記された追加的な譲渡

制限株式ユニットの形態での配当相当の額(対象報酬が株式に転換するのと同時期に、対象報酬の失効規定に服すること

を条件として報酬の受給権保有者に対して支払われる。)を表す。

(3) 当社の非適格繰延現金報酬制度による分配額のほか、譲渡制限株式ユニットに関して、転換日現在の当社普通株式の最

高値および最安値の平均を基礎とした転換による分配額、ならびに現金配当相当の権利に従い2014年中に支払われた金

額を表す。

(4) 当社の非適格繰延現金報酬制度に関して、2014年12月31日現在の当社の会計帳簿上に反映された記載業務執行役員の勘

定の残高を表す。また譲渡制限株式ユニットに関して、2014年12月31日現在記載業務執行役員が保有する受給権の確定

したユニット数に、2014年12月31日現在の当社普通株式の最高値および最安値の平均を乗じた額を表す。記載業務執行

役員が過年において繰り延べた金額は、当該役員が当該年に関してSECの業務執行役員報酬に関する開示規則にいう記載

業務執行役員に該当していた限り、これを稼得した年度につき(または付与済みの株式型報酬に関して)当社が従前に提

出したプロクシー・ステートメントの要約報酬一覧において全額報告された。

(5) 本表において開示される譲渡制限株式ユニットには、2014年12月31日現在受給権が確定しているが、予定される転換日

が未到来でありかつ失効条件に服していた報酬、および当該報酬の条件に従い、報酬に関する当社の税控除資格を維持

するために予定転換日が到来したが繰り延べられた報酬を含む。

(6) ケルハー氏の年末現在での合計残高である21,987ポンド(36,220ドル)は、2014年の日次直物相場の平均、すなわち１ポ

ンド＝1.6474ドルを適用して英ポンドから米ドルに換算された。

 

以下、上表に記載された下記の非適格繰延現金報酬制度および譲渡制限株式ユニットのそれぞれに関する拠出

額、収益および分配に係る重要な条件について詳述する。
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主要従業員非公開株式認識プラン

KEPERに基づき、加入者は現金賞与の一部繰延を許容されていた。本プランは、2001年以降新規受入れを停止

した。KEPERに対する拠出額は、名目上、当社により参照投資商品に対して投資される。参照投資商品には、当

社が出資するプライベート・エクイティ・ファンドによる投資、当社がリミテッド・パートナー持分または同

様の持分を取得したか取得する予定の第三者が出資するプライベート・エクイティ・ファンドによる投資、な

らびに当社が自己勘定で行うプライベート・エクイティ証券投資を含む。加入者に対する分配は、各投資代り

金の実現後、加入者に対して行われる。加入者による拠出額と、プランに基づき加入者拠出額に生じた収益

は、一定の状況においては引き続き失効条件が課される。

 

名目レバレッジ共同投資プラン

LCIPに基づき、加入者は長期奨励報酬の一部をプランに割り当てることを許容されていた。LCIPは現在新規

受入れを停止しており、2008年以降提供されていない。2006年度、2007年度および2008年度のそれぞれに関し

て加入者がLCIPへの割当てを認められた割合は、長期奨励報酬の最高40パーセントであった。

当社は、各加入者の拠出額の倍数(2006年度、2007年度および2008年度のいずれも２倍であったが、2008年度

については、加入者が名目投資を行わない選択をすることができた。)となる金額の名目投資を行った。当社に

より、拠出額は参照投資(当社の自己勘定投資ファンド、当社の自己勘定投資ファンドおよび第三者の投資ファ

ンドを含む「ファンド・オブ・ファンズ」、ならびに第三者の他の投資ファンドを含むことがある。)に対して

名目的に投資された。加入者による拠出額の全額および当該拠出額に生じた収益、ならびに当社の名目投資に

は、繰延後３年間、一定の状況下で失効条件が課された。通常加入者は、付与日から３年目の応当日および10

年目の応当日に、名目投資の評価額および予定分配日前の当該投資の実現額に基づき、拠出額ならびに拠出額

および当社の名目投資に対する収益に係る分配を受領することができる。LCIPに基づく加入者への分配は、こ

れに生じた収益の部分を除き、当社の名目投資によって相殺される。

 

モルガン・スタンレー報酬奨励プラン

2008年度末報酬以降、各加入者の年末長期奨励報酬の一部は強制的にMSCIPに繰り延べられた。MSCIP報酬の

収益は、制度上提供され加入者が選択可能な名目的投資の業績に左右される。加入者はかかる残高を、制度管

理者が決定した方法で定期的に再配分することができる。MSCIP報酬は予定される分配日まで失効条件および当

社による回収条件に従っている。当社の記載業務執行役員が保有するMSCIP報酬に適用される失効・回収事由に

ついては、下記「雇用終了または支配権変更による潜在的支払額」において詳述する。
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税引前インセンティブ・プログラム

PTIPに基づき、加入者は１以上の年度に関して現金賞与または報酬の一部繰延を許容されていた。同制度

は、2003年以降新規受入れを停止した。PTIPに対する拠出額は、制度上で提供され加入者が選択する名目投資

の実績により収益を生ずる。加入者は通常、拠出額および収益の分配開始日、ならびに年次分配を受領する年

数(通常５年、10年、15年または20年)を選択することができた。死亡または行為不能による雇用終了の場合は

早期分配が行われることを条件として、いかなる分配も満55歳到達前に開始されることはなく、また雇用終了

前に分配を開始することもできない。

 

譲渡制限株式ユニット

譲渡制限株式ユニットは、モルガン・スタンレー2007年株式奨励報酬制度または報酬・経営開発・後継人事

委員会が決定した当社の他の株式型の報酬制度に基づき付与されることがある。各譲渡制限株式ユニットは、

当社が株主に対し、譲渡制限株式ユニット転換日において当社普通株式１株を支払うという偶発的かつ無担保

の約束である。表中に含まれる譲渡制限株式ユニットの受給権は確定したとみなされているが、当該譲渡制限

株式ユニットは、予定転換日前のいずれかの時点で失効事由が生じた場合には失効となる。2012年以降に付与

された譲渡制限株式ユニットは、予定転換日前において回収規定および失効条件に従う。当社の記載業務執行

役員が保有する譲渡制限株式ユニットに適用される失効・回収事由の詳細は、下記「雇用終了または支配権変

更による潜在的支払額」に記載される。

 

英国代替退職プラン

ARPは、英国歳入関税庁(「HMRC」)によって定義される英国の雇用者拠出型の退職後給付制度である。ARPに

基づき、適格加入者は所定の制限に従うことを条件として、基本給の割合に基づく毎月の名目上の拠出額を当

社から受領する。加入者は、一定の非適格繰延現金報酬制度による現金賞与および分配の一部をARPに拠出する

ことを選択できる。加入者には、英国グループ年金プラン上の累積年金額が英国政府の設定する制限を超過し

ているか、またはHMRCから提供される年金課税保護を選択しているかのいずれかに該当する従業員が含まれ

る。ARPの拠出額に生じる収益は、ARP上で提供され加入者が選択した名目投資の業績を基礎とする。加入者は

通常、55歳以降の分配開始日を任意に選択できるが、75歳より後に分配を開始することはできない。分配金は

現在、一括で支払われる。
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雇用終了または支配権変更による潜在的支払額

以下において、2014年12月31日現在、各記載業務執行役員の雇用が終了していたか、または当社に関して支配

権変更が生じていたと仮定した場合に、現行の制度および取決めに基づき当該記載業務執行役員が受領可能な給付

および報酬について述べ、これを定量化する。株式型報酬の評価にあたっては、2014年12月31日現在の当社普通株

式の終値(１株当たり38.80ドル)を前提とした。

 

一般的方針

当社の記載業務執行役員には、雇用終了時に退職金を現金で受領する権利はないが、給与の支払いを受ける

全従業員に対して一般に提供される退職後医療・福利厚生給付(未払いの休暇手当等)、ならびに死亡、行為不

能および退職後福利厚生給付を受領する権利を有している。当社の記載業務執行役員は、当社の支配権変更に

伴う課税保護に係る契約上の権利を有していない。

雇用終了後において、記載業務執行役員は、「2014年年金給付額一覧」に記載される当社の年金の取決めお

よび「2014年非適格繰延報酬一覧」に記載される当社の非適格繰延報酬制度の条件に基づき支払期の到来した

金額を、受給権が確定している範囲で受領する権利を有している。記載業務執行役員は、業績連動型株式ユ

ニットおよび長期インセンティブ・プラン報酬の条件に基づき退職適格であるが、かかる報酬の価値は当社が

客観的な業績目標を達成した場合にのみもたらされるため、「2014年非適格繰延報酬一覧」には含まれていな

い。当社の記載業務執行役員は、年金制度および非適格繰延報酬制度に基づき、他の従業員と比べ特別なまた

は強化された雇用終了時給付の支払いを受ける権利を有していない。

記載業務執行役員が繰延報酬において受給権が確定しているとみなされても、記載業務執行役員に失効事由

または回収事由が生じた場合には、報酬はその分配日までを通じて失効条件に従う場合がある。通常、繰延奨

励報酬の失効事由には、自己都合による雇用終了後の一定期間に競合的な業務に従事した場合、理由(すなわ

ち、コンプライアンス、倫理またはリスク管理に関する社内基準の不遵守や、監督義務、管理義務等の義務を

十分に履行せずまたは履行を拒否した場合を含む、当社に対する義務の違反を構成する作為または不作為)に関

与した場合、当社の機密情報を不適切に開示した場合、雇用期間中もしくは雇用終了後の一定期間に当社の従

業員、取引先もしくは顧客を勧誘した場合、当社に関し無許可で論評を行った場合、当社に適切な事前通知を

行わずに辞任した場合、または雇用終了後、調査、規制的事項、訴訟もしくは仲裁に関して当社への協力を

怠った場合を含む。
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当社による繰延奨励報酬の回収は、予定分配日までの期間中に、記載業務執行役員が当社またはその事業も

しくは機能にとって著しく不利益な結果に対して重大な責任を負う場合(不正行為の有無を問わない。)、ある

いは記載業務執行役員の作為または不作為(直接的な監督責任に関するものを含む。)により、当社の連結財務

実績を再表示する必要性が生じ、当社のグローバルなリスク管理の原則、方針もしくは基準に違反し、または

当該記載業務執行役員が報酬の支払いを受けている地位および当該記載業務執行役員による内部統制方針に反

する行為に関連した収益の喪失を引き起こす場合に実施される可能性がある。また、業績連動型株式ユニット

の転換により発行された株式および長期インセンティブ・プログラム報酬は、当社による所定の業績目標の達

成が著しく不正確な財務諸表その他の業績測定基準に基づくものであった場合、当社による回収規定に従う。

上述した失効および回収事由に加え、各記載業務執行役員は通知義務および勧誘禁止契約を締結しており、

同契約には、当該記載業務執行役員が辞職の180日前までに事前通知を行わない場合、または記載業務執行役員

が雇用期間中もしくは雇用終了後180日以内に不当に当社の従業員、取引先もしくは顧客を勧誘した場合の差止

めによる救済および奨励報酬の失効について規定している。

 

 

雇用終了／支配権変更

下表は、各記載業務執行役員が、雇用終了した場合に、当該報酬の分配日までを通じて何らの失効事由または

回収事由も生じないことを条件に、2014年12月31日に受給権を得る、記載業務執行役員が保有する受給権未確定の

発行済奨励報酬の2014年12月31日現在の価額を示したものである。
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雇用終了事由

(単位：ドル)
 
 
 

 
 

氏名

権利未確定
譲渡制限株式
ユニット
および関連
配当相当額の

価額(1)

権利未確定
ストック・
オプションの

価額(1)

権利未確定
MSCIP報酬の
価額(1)

権利未確定
業績連動型
株式ユニット
／長期インセ
ンティブ・プ
ログラム報酬
および関連
配当相当額の
価額(1)(2)

会社都合(理由あ
る場合または他の
失効事由による場
合を除く)／行為
不能／退職／支配
権変更／死亡／政
府に対する役務提
供による雇用終了

ジェームス・Ｐ・ゴーマン ―  ―  ―  16,124,315  

ルース・ポラット ―  ―  ―  11,352,373  

グレゴリー・Ｊ・フレミング ―  ―  ―  12,938,795  

コルム・ケルハー ―  ―  ―  12,938,795  

ジェームス・Ａ・ローゼンタール ―  ―  ―  10,762,218  

         

 

(1) 2014年12月31日現在、当社の記載業務執行役員は、発行済みの譲渡制限株式ユニット報酬およびMSCIP報酬(「2014年非

適格繰延報酬一覧」に記載される。)ならびに発行済みのストック・オプション報酬(「2014年末現在発行済株式型報酬

一覧」に記載される。)につき退職適格であるため、当該報酬の受給権が確定したとみなされる。記載業務執行役員は業

績連動型株式ユニットおよび長期インセンティブ・プログラム報酬に関しても退職適格である。但し、かかる報酬の価

値は当社が業績期間において客観的な業績目標を達成した場合にのみもたらされるため、当該業績期間の末日まで受給

権が確定したとはみなされない。当該金額は、失効条件および回収規定に従うことを条件として、予定された分配日に

支払われる。但し、譲渡制限株式ユニットおよびMSCIP報酬は、支配権変更に伴う雇用終了時に支払われ、死亡時または

政府に対する役務提供による雇用終了時にはすべての報酬が支払われる。オプションは行使可能となり、失効日まで行

使可能である。退職時の待遇は、事前に辞任の通知を行うことを条件とする。譲渡制限株式ユニット、MSCIP報酬および

オプションに関して、支配権変更に伴う雇用終了時の支払額は、(i)失効事由以外の状況下で当社が記載業務執行役員の

雇用を終了すること、(ii)記載業務執行役員が、地位または責任の性質もしくは程度が、支配権変更直前のものから著

しく不利に変更となったために退職すること、または(iii)当社が記載業務執行役員に対し、現在の所在地から75マイル

を超える距離のある場所での雇用を要求したことを理由とした雇用終了が、支配権変更から18ヶ月以内に生じることを

条件とする。「支配権変更」とは、一般に、当社の持株構造または取締役会の構成における重大な変更を意味する。政

府に対する役務提供による雇用終了時の待遇は、報酬の処分を余儀なくする利益相反が存在することの十分な証明がな

されること、および記載業務執行役員が失効事由に関与した場合に当該雇用終了に伴い受給権が確定した金額を返還す

る旨の契約に署名することを条件とする。

(2) 表中の金額は2014年12月31日まで(雇用終了の効力発生日と同時に終了する四半期)の業績を反映している。かかる業績

は、支配権変更に伴う雇用終了の場合を除き、該当する３年間の業績期間が終了するまで不明の当該期間を通じた業績

に代わるものである。2014年12月31日現在、死亡または政府に対する役務提供による雇用終了時の長期インセンティ

ブ・プログラム報酬の適時の支払いを促進するため、かかる報酬につき支払われるべき金額については、上記に代えて

2014年９月30日まで(当該雇用終了と同時またはこれより前に終了し、当社の収益情報が開示された四半期)の当社の業

績を反映する(ゴーマン氏：16,282,191ドル、ポラット氏：11,457,624ドル、フレミング氏およびケルハー氏：

13,065,973ドル、ローゼンタール氏：10,854,312ドル)。
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５ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(a) 取締役会および付属委員会

以下の情報は、2015年プロクシー・ステートメントの抄訳である。

 

取締役の独立性

取締役会は、取締役独立基準を採択している。かかる取締役独立基準は、一定の側面においてはニューヨーク

証券取引所(「NYSE」)の規則に定める独立性要件よりも厳格な内容となっており、独立性を損なうとみなされる関

係 と 取 締 役 の 独 立 性 に 関 し て 重 要 と み な さ れ な い 種 類 の 関 係 と を 線 引 き し て い る 。

www.morganstanley.com/about/company/governanceにおいて閲覧可能な当社のコーポレート・ガバナンスの方針の

一部をなす取締役独立基準によれば、取締役が独立性を有するとみなされるためには以下の分類別の基準を充足し

なければならない。

1.　独立性に影響を及ぼす雇用および取引関係

A.　現在の関係

取締役は、(i)当該取締役がモルガン・スタンレーの内部監査人または社外監査人の現パートナーまたは現従

業員である場合、(ii)当該取締役の近親者がモルガン・スタンレーの内部監査人または社外監査人の現パート

ナーである場合、(iii)当該取締役の近親者が(a)モルガン・スタンレーの内部監査人または社外監査人の現従業

員であり、かつ、(b)モルガン・スタンレーの監査に直接関与している場合、(iv)当該取締役が、財物または役

務の対価として過去３事業年度のいずれかにおいて１百万ドルまたは当該事業体の連結総収益の２パーセントの

うちいずれか高額な方を超える金額をモルガン・スタンレーに対して支払い、またはモルガン・スタンレーから

受領した事業体の現従業員であるか、または当該取締役の近親者が当該事業体の現業務執行役員である場合、ま

たは、(v)当該取締役の配偶者、親、兄弟姉妹または子供が現在モルガン・スタンレーによって雇用されている

場合、独立性を有しない。

B.　過去３年間における関係

取締役は、過去３年間において、(i)当該取締役が現在または過去においてモルガン・スタンレーの従業員で

ある場合、(ii)当該取締役の近親者が現在または過去においてモルガン・スタンレーの業務執行役員である場

合、(iii)当該取締役または当該取締役の近親者が過去に(a)モルガン・スタンレーの内部監査人または社外監査

人のパートナーまたは従業員であり、かつ、(b)当該期間中にモルガン・スタンレーの監査に直接関与していた

場合、(iv)当該取締役または当該取締役の近親者がいずれかの12ヶ月間に(a)過去の役務に対する取締役報酬・

委員報酬および年金その他の形態の繰延報酬(かかる報酬がいかなる点においても継続的な役務の提供を条件と

しないことを前提とする。)ならびに(b)モルガン・スタンレーの従業員(業務執行役員を除く。)である当該取締

役の近親者に支払われる報酬以外に、120,000ドルを超える直接報酬をモルガン・スタンレーから受領した場

合、または、(v)モルガン・スタンレーの現業務執行役員が、現在または過去において、当該モルガン・スタン

レーの取締役またはその近親者を業務執行役員として同時に雇用している会社の取締役会に付属する報酬委員会

の委員である場合、独立性を有しない。
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2.　取締役の独立性に関して重要とみなされない関係

各独立取締役についてすべて充足されなければならない上記規定に加えて、取締役会は、取締役がモルガン・

スタンレーとの間に重要な関係を有しないことを断定する必要がある。取締役会の判断を助けるため、取締役会

は、取締役の独立性の判断に関して重要とみなされない関係の分類別の基準を下記のとおり採択した。かかる分

類別の基準を満たさない取締役の独立性の判断は、関連する一切の事実および状況に基づいてなされ、取締役会

は、プロクシー・ステートメントにおいてかかる判断の根拠を開示する義務を負う。
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A. 株式の所有　取締役がモルガン・スタンレー

と取引を行う当事者の株式またはリミテッド・

パートナーシップ持分を所有することのみに起

因して生じる関係(但し、当該取締役の持分比率

が当該他の当事者の株式総数またはパートナー

シップ持分総数の５パーセントを超えないこと

を条件とする。)

B. 他社取締役の兼任　取締役が(i)他の法人ま

たは営利法人もしくは営利組織の取締役もしく

は取締役相談役(またはこれらに類する役職)、

または(ii)非課税組織の取締役もしくは受託者

(またはこれらに類する役職)を兼任することの

みに起因して生じる関係

C. 通常の事業過程　モルガン・スタンレーと、

取締役が業務執行役員、従業員または５パーセ

ント以上の株式を保有する会社との間の取引(引

受け、銀行取引、貸付けまたは有価証券、コモ

ディティもしくはデリバティブの売買等の金融

サービス取引を含む。)または商品もしくは役務

に係るその他の取引のみに起因して生じる関係

(但し、当該取引が、通常の事業過程において、

関連性を有しない第三者との間の類似の取引、

商品または役務について当該時点で一般的に適

用されるものと実質的に同様の条件および状況

(該当する場合、与信基準または引受基準を含

む。)下で締結されることを条件とする。)

D. 出資　取締役が、モルガン・スタンレーが

1,000,000ドルまたは当該組織の前年度の連結総

収益の２パーセントのうちいずれか高額な方を

下回る金額を(直接またはモルガン・スタンレー

基金もしくはモルガン・スタンレーが設立した

類似の組織を通じて)出資する非課税組織の業務

執行役員を兼任することのみに起因して生じる

関係(従業員による寄付に係るマッチング拠出は

モルガン・スタンレーによる出資には含められ

ない。)

E. 商品および役務　取締役が通常の事業過程に

おいて、関連性を有しない第三者に対して提供

される類似の商品または役務について当該時点

で一般的に適用されるものと実質的に同一の条

件下でモルガン・スタンレーの商品または役務

を利用することのみに起因して生じる関係

F. 専門家団体、社会組織、宗教団体および教育

機関　取締役が業務執行役員または取締役とし

て同一の専門家団体、社会組織、共済団体もし

くは宗教団体に所属することまたは同一の教育

機関に参加することのみに起因して生じる関係

G. 家族　取締役の近親者とモルガン・スタン

レーとの間の関係または取引は、本項に定める

基準に基づき、当該取締役とモルガン・スタン

レーとの間に当該関係または取引が生じること

が許容される場合は、取締役が独立性を有しな

いと判断される原因となる重大な関係または取

引とはみなされない。
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取締役会は、当社の取締役候補者14名のうち11名(ボウルズ氏、グローサー氏、ハーツ氏、クラインフェルト

氏、ミシック氏、ニコライセン氏、オラヤン氏、オーウェンス氏、トラキーナ氏、タイソン氏およびウィルキンス

氏)が、当社のコーポレート・ガバナンスの方針に基づき策定され、取締役会によって承認された取締役独立基準

に従って独立性を有していると判断した。取締役会はまた、2014年中に退任したセクストン氏が、2014年の在任期

間中独立性を有していたと判断するとともに、年次株主総会における選任のために立候補していないデイヴィーズ

氏およびキッダー氏も独立性を有していると判断した。当社の会長兼最高経営責任者であるゴーマン氏ならびに

MUFGとの間の投資家契約に基づき指名された田中氏および玉越氏は、独立性を有するとは判断されなかった。

取締役会は、独立性を評価する目的で、独立取締役(ならびにその近親者および関連事業体)とモルガン・スタ

ンレーおよびその関連会社との間の関係について、取締役の経歴や関係に関するものを含む情報の提供を受けた。

独立取締役に関する判断を行うに際して、取締役会は、取締役独立基準に基づき、上記の種類のモルガン・スタン

レーと取締役の関係のほか、以下の特定の関係を検討した。

・モルガン・スタンレーと、当該取締役が従業員もしくは業務執行役員を務めまたは取締役の近親者が業務

執行役員を務める事業体との過去３年間の取引関係(通常の事業過程において当社から顧客に提供される金

融サービス等)(デイヴィーズ氏、クラインフェルト氏、オラヤン氏およびタイソン氏)。いずれも、当社が

受領した報酬は、取締役独立基準およびNYSE規則を遵守しており、かつ、１百万ドルまたは過去３年間の

各年における当該事業体の連結総収益の２パーセントのうちいずれか高額な方を超えなかったため、重要

ではないと判断された。

・関連性を有しない第三者に提供されるものと実質的に同様の条件に基づく、取締役による当社が通常の事

業過程において提供するモルガン・スタンレーの商品および役務(ウェルス・マネジメント業務の証券口

座、当社が出資するファンドへの投資等)の当社の顧客としての利用(グローサー氏、ハーツ氏、キッダー

氏、オーウェンス氏、セクストン氏、タイソン氏およびウィルキンス氏)。いずれも、かかる商品および役

務の提供は、取締役独立基準およびNYSE規則を遵守していたため、重要ではないと判断された。

セクストン氏の独立性を判断するにあたり、セクストン氏を除く取締役会は、当社がセクストン氏に対して当

社の前従業員として医療保険の利用を提供していた(費用は同氏が全額を支払っている。)ことも考慮し、NYSE規則

に照らして、かつ事実と状況に基づき、上記の関係はセクストン氏の独立性にとって重大な問題ではないと判断し

た。

 

取締役の年次株主総会への出席

コーポレート・ガバナンスの方針には、取締役は年次株主総会に出席するよう求められる旨記載されている。

現職の取締役15名全員が2014年の年次株主総会に出席した。
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取締役会および付属委員会

取締役会

当社の取締役会は、2014年に16回の会議を開催した。いずれの現職取締役も、2014年の任期中に開催された取

締役会、および当該取締役が委員を務める付属委員会の全会議の75パーセント以上に出席した。また当社の取締役

は、取締役会および付属委員会のほか、場合に応じて特に独立筆頭取締役、取締役会会長、最高経営責任者、経営

幹部およびその他の者との非公式のグループで関心事項を連絡・協議することにより、各自の職責を果たしてい

る。

 

付属委員会

取締役会常設の付属委員会およびその委員、ならびに2014年の会議開催回数については以下に記載する。当社

の常設の付属委員会の規則は、当社のコーポレート・ガバナンスに関するウェブサイト・ページ

(www.morganstanley.com/about/company/governance)において閲覧可能である。

・監査委員会、報酬・経営開発・後継人事委員会および指名・ガバナンス委員会の委員は、すべて当該委員会

の委員に適用される独立性基準を充足している。

・報酬・経営開発・後継人事委員会の各委員は、1934年証券取引所法第16条に定義される「非従業員取締役」

であり、かつ、内国歳入法第162条(m)に定義される「社外取締役」である。

・取締役会は、監査委員会の全委員が独立しており、現行のNYSE規則にいう「財務の知識を有する」者である

と判断し、また、監査委員会の委員長および委員の過半数が現行のSEC規則にいう「監査委員会財務専門家」

であると判断した。

・リスク委員会および運営・技術委員会の委員はすべて非従業員取締役であり、委員の過半数が当社および

NYSEの独立性要件を充足している。リスク委員会の委員についてはさらに適用あるその他の法律・規制上の基

準も充足している。
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委員会 現行委員 主な責務

2014年の
会議開催
回数

監査委員会(1) ロバート・Ｈ・ハーツ(委員長)

ハワード・Ｊ・デイヴィーズ

トーマス・Ｈ・グローサー

ドナルド・Ｔ・ニコライセン

 

・当社の連結財務諸表、法律および規

制上の要件の遵守ならびに内部統

制システムが正当に行われている

かの監督

・取締役会、リスク委員会および運

営・技術委員会と連携したリスク

管理およびリスク評価の指針の監

督、ならびに当社の主な法務・コ

ンプライアンス・リスクの検討

・独立監査人の選定、報酬額の決定、

評価および交代(適切な場合)、な

らびに監査業務および許可された

非監査業務の事前承認

・独立監査人の資格および独立性、な

らびに当社の内部監査人および独

立監査人の職務遂行の監督

・年次監査済連結財務諸表を検討後、

その承認および様式10-Kによる当

社の年次報告書への記載のための

取締役会に対する推薦

 

12

報酬・経営開発・

後継人事委員会(2)

ドナルド・Ｔ・ニコライセン(委員長)

アースキン・Ｂ・ボウルズ

Ｃ・ロバート・キッダー

ハッサム・Ｓ・オラヤン

・最高経営責任者の報酬に関連する事

業目標および目的の年次での検討

および承認、ならびに当該目標お

よび目的に照らしたかかる者の業

績評価

・業務執行役員および他の役員ならび

に場合により従業員の報酬額の決

定

・当社の株式付与型報酬制度および非

適格繰延現金報酬制度の管理

・経営開発および後継人事に関する計

画の監督

・報酬に関する検討および分析の見直

しおよび経営陣との議論、ならび

に当該事項のプロクシー・ステー

トメントへの記載に関する取締役

会への提案

・当社の安全性と健全性に整合し過剰

なリスク負担を回避し、かつ適用

される規制上の関連規則および指

針に整合する奨励報酬制度を確保

するための当該制度の検討

 

11
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委員会 現行委員 主な責務

2014年の
会議開催
回数

指名・ガバナンス

委員会

ジェームス・Ｗ・オーウェンス(委員

長)

Ｃ・ロバート・キッダー

クラウス・クラインフェルト

レイフォード・ウィルキンス・ジュニ

ア

・取締役の選任に際しての候補者の特

定および推薦

・委員会の構成および構成員の推薦

・コーポレート・ガバナンスの方針の

年次の見直し

・独立筆頭取締役、取締役会および付

属委員会の業績および有効性に関

する年次評価の手続および指針の

監督および承認

・当社の「関連当事者取引方針」に

従った関連当事者取引の検討およ

び承認

・当社の「会社の政治活動に関する方

針の表明」、ならびに当社の慈善

事業プログラムおよび社会的責

任・環境に関する事項の検討

 

4

運営・技術

委員会(3)

 

トーマス・Ｈ・グローサー(委員長)

ジャミ・ミシック

玉越良介

レイフォード・ウィルキンス・ジュニ

ア

 
 

・当社の運営・技術戦略および当該戦

略を支援する重大な投資の監督

・オペレーショナル・リスクおよび技

術リスクに関するリスク管理およ

びリスク評価の指針および方針の

監督

 

4

リスク委員会 ハワード・Ｊ・デイヴィーズ(委員長)

ジェームス・Ｗ・オーウェンス

田中正明

ローラ・Ｄ・タイソン

・当社のグローバルベースでの全社的

リスク管理の枠組みの監督

・確立されたリスク測定手法ならびに

市場リスク、信用リスク、オペ

レーショナル・リスク、流動性リ

スク、資金調達リスク、レピュ

テーション・リスクおよびフラン

チャイズ・リスク等の当社が負う

主なリスクを監視・統制するため

に経営陣が講じた措置と対比して

のかかる主なリスクの監督

・当社のリスク選好報告書(リスク限

度枠およびリスク許容度を含む。)

の監督

・リスク管理およびリスク評価の指針

の監督

・最高リスク責任者の職務遂行の監督

9

 

(1) グローサー氏は、2015年１月１日付けで監査委員会の委員に就任した。2014年11月１日付けでセクストン氏の同委員会

の委員としての役務提供は終了した。ハーツ氏は、2014年２月１日付けで監査委員会の委員長に就任し、ニコライセン

氏の同委員会の委員長としての役務提供は終了した。

(2) ニコライセン氏は、2014年２月１日付けで報酬・経営開発・後継人事委員会の委員長に就任し、ボウルズ氏の同委員会

の委員長としての役務提供は終了した。

(3) ミシック氏は、2015年２月１日付けで運営・技術委員会の委員に就任し、デイヴィーズ氏の同委員会の委員としての役

務提供は終了した。ウィルキンス氏およびグローサー氏は、2014年２月１日付けで、それぞれ運営・技術委員会の委員

および委員長に就任し、ニコライセン氏の同委員会の委員長および委員としての役務提供は終了した。
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取締役会の主導体制およびリスクの監督における取締役会の機能

取締役会の主導体制

取締役会は、当社の主導体制について検討する責任を負っている。コーポレート・ガバナンスの方針に記載す

るとおり、取締役会では、各時点において当社に最大の利益をもたらす事項を軸に取締役会会長を選任するよう柔

軟に対応することにより、当社および当社の株主に対し最善の役務が提供されると考えており、特に次の事項が考

慮される。

・取締役会の構成

・当社の独立筆頭取締役の役割

・当社における健全なコーポレート・ガバナンス実務

・最高経営責任者と取締役会との連携関係、および

・当社固有の課題

取締役会は、強力な独立筆頭取締役(下記において定義する。)および会長兼最高経営責任者を任命すること

で、当社と株主の最善の利益になると判断した。かかる両職責を果たすことにより、最高経営責任者兼会長は当社

に関する詳細な知識を活用でき、独立筆頭取締役と連携して、取締役会が当社の戦略の協議検討に取り組むにあた

り主導的な役割を果たすことができる。また、最高経営責任者と会長が兼職されることで、当社はその意図と戦略

を、統一的な考えのもとに株主、従業員および顧客に対して発することが確約される。取締役会は、独立筆頭取締

役の強力な役割や以下に記載する独立した経営監督を提供する他のコーポレート・ガバナンス実務を考慮しても、

今般のゴーマン氏による会長と最高経営責任者の兼職が当社および株主にとって最善の利益になると確信してい

る。

 

独立筆頭取締役

コーポレート・ガバナンスの方針には、独立性のある有効な独立筆頭取締役について規定されており、同職務

は明確に定義された主導力と責任を持ち合わせ、独立取締役によって任命され年次で検討される。当社の独立筆頭

取締役であるアースキン・Ｂ・ボウルズ氏は、当社の他の独立取締役によって任命され、以下を含む責任を負って

いる。

・取締役会会長が不在であるすべての取締役会で議長を務めること

・非経営取締役または独立取締役のみで構成された会議を招集し主導する権限を有すること

・会長と独立取締役との間の連絡役となること

・取締役会会長が必要とする情報について助言を行うこと

・取締役会に送付する情報の種類および形式を承認すること

・すべての議題を審議するのに十分な時間を確保できるように取締役会の議題および会期を承認し、また必要

に応じて追加の議題を含めるよう求めること、および

・主要株主からの要求がある場合は、相談や直接の対話に応じること
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独立した経営監督

当社のコーポレート・ガバナンスの実務および方針により、次のとおり、実質的に独立した経営監督が確約さ

れる。

・取締役会の過半数が独立取締役および非経営取締役である。

15名の現職取締役のうち12名および14名の取締役候補者のうち11名が、NYSE上場基準の定義および当社の

より厳格な取締役独立基準上「独立」しており、15名の現職取締役のうち14名および14名の取締役候補者の

うち13名が非経営取締役である。当社の取締役は、全員毎年選任される。

・取締役会の主要な常設の付属委員会は非経営取締役のみで構成されている。

監査委員会、報酬・経営開発・後継人事委員会および指名・ガバナンス委員会は、それぞれ独立取締役の

みで構成されている。運営・技術委員会およびリスク委員会は、過半数が独立取締役で構成されており、非

経営取締役のみからなる。付属委員会は、経営に対し独立した監督を提供する。

・非経営取締役は、業務執行役員会において定期的に会合している。

非経営取締役は、経営陣が出席しない業務執行役員会の場で定期的に会合し、独立取締役は、NYSE上場基

準に合わせ、年１回以上業務執行役員会で会合する。業務執行役員会においては、独立筆頭取締役が議長を

務める。

 

リスクの監督における取締役会の機能

効果的なリスク管理は、モルガン・スタンレーの成功にとって不可欠である。取締役会は当社のグローバル

ベースでの全社的リスク管理の枠組みに関して監督権限を有しており、当社のリスクが健全な方法で確実に管理さ

れるよう助力する責任を負っている。かかる枠組みは、当社のリスク管理機能の役割を単一の全社的な体制に統合

し、リスク評価が当社全体の意思決定過程に組込まれるよう促している。取締役会は当社のリスクならびに取締役

会によるリスクの監督を支援する経営陣および付属委員会の責任を定期的に見直している。

・リスク委員会は、取締役会による以下の事項の監督を支援する。

- 当社のグローバルベースでの全社的リスク管理の枠組み

- 確立されたリスク測定手法ならびに市場リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク、流動性リス

ク、資金調達リスク、レピュテーション・リスクおよびフランチャイズ・リスク等の当社が負う主なリス

クを監視・統制するために経営陣が講じた措置と対比してのかかる主なリスク

- 年に１度見直しおよび承認が行われる当社のリスク選好報告書(リスク限度枠およびリスク許容度を含

む。)

- 当社の重要なリスク管理およびリスク評価の指針および方針、および

- 最高経営責任者およびリスク委員会に対して報告を行う最高リスク責任者の業績

リスク委員会は、その職務の遂行にあたり、以下の者から、以下の事項に関する報告を受ける。

- 最高リスク責任者、最高財務責任者および財務役(市場リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク、

流動性リスク、資金調達リスク、レピュテーション・リスクおよびフランチャイズ・リスク等の当社が負

う主なリスクならびに資本に関する報告)

- 内部監査部長(リスク管理、流動性および資本に関する各種機能の検討に関する報告)

- 当社の戦略的取引委員会
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- 重大なレピュテーション・リスク、フランチャイズ・リスク、新商品リスク、新興リスクおよびリスク委

員会の権限に関する規制上の事項に関する報告

リスク委員会は取締役会全体に対し定期的に報告を行い、また取締役会全体で四半期毎にリスク委員会の

会議に出席する。

・監査委員会は、当社が負う主な法務・コンプライアンス・リスク、ならびにリスク委員会および運営・技術

委員会と連携して、当該リスクを監視・統制するために経営陣が講じた措置、ならびにリスク評価およびリ

スク管理のプロセスで適用される指針および方針の監督について取締役会およびリスク委員会を支援する。

・運営・技術委員会は、オペレーショナル・リスクおよび技術リスクに関する監督責任を負っている。

・報酬・経営開発・後継人事委員会は最高リスク責任者およびその独立報酬コンサルタントと連携し、当社の

報酬の取決めが当社の安全性や健全性に即しているか、またはその取決めにより不要なもしくは過度のリス

クを負うこととなっていないか、および当社の報酬の取決めから生ずるリスクが当社に対し重大な悪影響を

及ぼすと合理的に予想できないかを評価する。

上記委員会は、取締役会全体に対し定期的に報告を行う。

取締役会はまた、最高リスク責任者、最高法務責任者および最高財務責任者等の当社の最上級の役員が参加す

る経営委員会の１つであり、最高経営責任者が任命し議長を務める本部リスク委員会に対し、当社のグローバル

ベースでの全社的リスク管理の枠組みを監督する権限を委譲している。本部リスク委員会の責任には、当社のリス

ク管理の原則、手続および限度の監督のほか、資本金の額および重大な市場リスク、信用リスク、流動性・資金調

達リスク、法務・コンプライアンス・リスク、オペレーショナル・リスク、フランチャイズ・リスクおよび規制リ

スクその他関係するリスク、ならびにこれらリスクを監視および管理するために経営陣が講ずる措置の監視が含ま

れる。

 

主導体制およびリスク監督の評価

取締役会は、その主導体制が当社にとって適切であると判断した。ゴーマン氏は、最高経営責任者としての機

能、現在の取締役会との関係、モルガン・スタンレーの事業および戦略に対する理解ならびに専門分野での経験と

主導力などにより例外的に会長兼最高経営責任者に留任しているが、一方で、独立筆頭取締役職が取締役会全体の

独立した機能遂行を強化している。取締役会は、会長兼最高経営責任者、独立筆頭取締役ならびに監査委員会、報

酬・経営開発・後継人事委員会、リスク委員会および運営・技術委員会の委員長が協調することで、取締役会によ

る有効なリスク監督の確保を支援するために適切な指導を行えると確信している。
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(b) 財務報告に係る内部統制

以下の情報は、2014年様式10-Kの抄訳である。

 

開示統制および開示手続の有効性に関する結論

当社は、最高経営責任者および最高財務責任者を含む当社経営陣の監督と関与のもとで、証券取引所法規則第

13a-15(e)に定義される開示統制および開示手続の評価を行った。かかる評価に基づき、当社の最高経営責任者お

よび最高財務責任者は、当社の開示統制および開示手続が本書の対象期間の末日現在有効であったと結論付けた。

 

経営陣による財務報告に係る内部統制の報告

当社の経営陣は、財務報告に関して適切な内部統制を確立し維持することに責任を負う。当社の財務報告に係

る内部統制は、財務報告の信頼性と、外部に対する開示目的での米国において一般に公正妥当と認められる会計原

則に従った財務諸表の作成について合理的な保証を与えることを意図するものである。

当社の財務報告に係る内部統制には、以下の方針および手続を含む。

・当社の取引および資産の処分を合理的に詳細な態様で正確かつ公正に反映する記録の維持に関する方針およ

び手続

・取引の記録が米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に従って財務諸表を作成するために必要な

態様でなされていること、ならびに当社の収入および支出が当社の経営陣および取締役の承認に従ってのみ

行われていることについて合理的な保証を与える方針および手続

・当社の財務諸表に重大な影響を及ぼすおそれのある、当社資産の承認されない取得、使用または処分を防止

しまたは適時に発見することについて合理的な保証を与える方針および手続

財務報告に係る内部統制は、その固有の限界により虚偽記載を防止または発見できないことがある。また、将

来の期間における有効性の評価に関する予測は、状況の変化により統制が不適切なものになるリスク、または方針

もしくは手続の遵守の程度が低下するリスクによって左右される。

経営陣は、当社の財務報告に係る内部統制につき、2014年12月31日現在の有効性を評価した。かかる評価を行

うにあたり、経営陣はトレッドウェイ委員会組織委員会(「COSO」)の制定した内部統制の統合的枠組み(2013年)に

関する基準を用いた。当社の経営陣の評価およびかかる基準に基づき、経営陣は、2014年12月31日現在当社が財務

報告に係る有効な内部統制を維持していると判断した。

当社が起用する独立の登録公認会計士事務所は、当社の財務報告に係る内部統制を監査のうえ、これに関する

報告書を発行した。
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(c) リスク管理

以下の情報は、2014年様式10-Kの抄訳である。

 

リスク管理

概観

経営陣は、当社の事業活動の成功には有効なリスク管理が不可欠であると考えている。そのため当社では、分

散されている各リスク管理機能を全社的な組織に統合し、当社全体の意思決定プロセスにリスク評価が組み込まれ

るよう、全社的リスクマネジメント(「ERM」)の枠組みを確立している。リスクは、当社の事業活動において避け

ることができない要素である。当社は、法人・機関投資家向け証券業務、ウェルス・マネジメント業務および投資

運用業務の各事業セグメントの活動に内在する主なリスクについて持株会社レベルと同程度に特定、測定、監視、

報告、対抗および管理するべく、方針および手続を実施している。当社の事業活動に内在する主なリスクには、市

場リスク(非トレーディング金利リスクを含む。)、信用リスク、オペレーショナル・リスク、流動性・資金調達リ

スク、フランチャイズ・リスクおよびレピュテーション・リスク等がある。戦略的リスクは当社の事業計画に組み

込まれ、すべての主要なリスクの評価に取り入れられるとともに、当社の取締役会の監視下にある。かかるリスク

管理の理念は、当社の資本基盤およびフランチャイズを保護する良識的なリスクテイクを通じてリスク調整後収益

を追求することを基軸としており、ERMの枠組みを通じて実施されている。この理念は、健全性、包括性、独立

性、説明責任および透明性という５つの主な要素に基づいている。当社の評判に不可欠な要素であるリスク管理の

有効性を確保するため、経営幹部はリスク関連の事項については徹底的かつ頻繁に連絡を行い、適切に報告するよ

う要求している。グローバルな金融市場における迅速性、複雑さおよび持続的な発展等の性質により、当社は鋭敏

で、専門の商品・市場に精通し、常時の見直しと強化を行うリスク管理の土壌を維持するよう求められる。2014

年、当社は公式の文化・価値・行動プログラムを策定し、2015年にはこれを強化する予定である。
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リスクガバナンス体制

当社のリスク管理においては、会社レベルでの独立した監督、事業部門の説明責任および経営幹部ひいては

取締役会に対する全社的なリスク関連事項の効果的な連絡が求められる。当社のリスクガバナンス体制は、取

締役会、取締役会付属リスク委員会(「BRC」)、取締役会付属監査委員会(「BAC」)および取締役会付属運営・

技術委員会(「BOTC」)、本部リスク委員会(「FRC」)、機能リスク・内部統制委員会、経営幹部(最高経営責任

者、最高リスク責任者、最高財務責任者、最高法務責任者および最高コンプライアンス責任者を含む。)による

監督、内部監査部門ならびに当社の事業セグメント内およびセグメント間のリスク統制管理者、委員会および

グループで形成される。独立した、かつ相互補完的な組織が構成する当社のERMの枠組みにより、当社のリスク

のエクスポージャーと各種手続の有効かつ包括的な監督が促進される。

 

 

モルガン・スタンレーの取締役会

取締役会は、当社のERMの枠組みに関して監督権限を有しており、当社のリスクが健全な方法で確実に管理さ

れるよう助力する責任を負っている。取締役会は、リスク監督責任の促進を支援するよう、ERMの枠組み内にあ

る各委員会に権限を委譲している。当社のコーポレート・ガバナンスの方針に記載するとおり、取締役会は、

当社の文化、価値および行動に関する慣行および手続についても監督し、報告を受ける。
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取締役会付属リスク委員会

BRCは、非経営取締役で構成される。BRCは、当社のグローバルベースでのERMの枠組み、市場リスク、信用リ

スク、オペレーショナル・リスク、流動性・資金調達リスク、フランチャイズ・リスクおよびレピュテーショ

ン・リスク等の当社の主要なリスク・エクスポージャー、リスク限度枠およびリスク許容度を含む当社のリス

ク選好報告書、リスク管理およびリスク評価の指針ならびに最高リスク責任者による履行の監督について取締

役会を支援する責任を負っている。BRCは、取締役会全体に対し定期的に報告を行い、また取締役会全体で四半

期毎にBRCの会議に出席する。

 

取締役会付属監査委員会

BACは、独立取締役で構成されている。BACは、当社の連結財務諸表の完全性、当社による法律・規制上の要

件遵守、当社の内部統制システム、当社の社外監査人の資格および独立性、ならびに当社の社内および社外監

査人の業績に関して監督責任を負っている。またBACは、リスク管理における一定の側面(当社が負う主な法

務・コンプライアンス・リスク、および当該リスクを監視・統制するために経営陣が講じた措置のほか、リス

ク評価およびリスク管理の手続を統制する指針および方針の検討を含む。)に関して取締役会およびBRCが負う

監督責任を支援する。BACは、BRCを含む取締役会全体に対し定期的に報告を行う。

 

取締役会付属運営・技術委員会

BOTCは、非経営取締役で構成される。BOTCは、当社の主な運営・技術リスク(サイバーセキュリティに関する

リスクを含む。)のエクスポージャーおよびその監視・統制のために経営陣が講ずる手段を検討する責任を負っ

ている。加えてBOTCは、取締役会が当社の運営および技術上の戦略(当該戦略を支援するための重要な投資を含

む。)を監督するにあたって助力する責任を負っている。BOTCはまた、運営および技術方針の検討と承認、なら

びに運営・技術リスクに関する当社のリスク管理およびリスク評価の指針と方針に関する検討責任も負ってい

る。BOTCは、BRCを含む取締役会全体に対して定期的に報告を行っている。

 

本部リスク委員会

取締役会はまた、最高リスク責任者、最高法務責任者および最高財務責任者等の当社の最上級の役員が参加

する経営委員会の一つであり、最高経営責任者が任命し議長を務めるFRCに対しても、当社のグローバルベース

でのERMの枠組みを監督する権限を委譲している。FRCの責任には、当社のリスク管理の原則、手続および限度

の監督のほか、資本金の額および重大な市場リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク、流動性・資金

調達リスク、フランチャイズ・リスクおよびレピュテーション・リスクその他関係するリスク、ならびにこれ

らのリスクを監視および管理するために経営陣が講ずる措置の監視が含まれる。またFRCは適宜、当社の総リス

ク限度枠およびリスク許容度を含むリスク許容度を策定し連絡する。FRCは、取締役会全体、BAC、BOTCおよび

BRCに対して、当社の最高リスク責任者、最高財務責任者および最高法務責任者を通じて報告を行う。
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機能リスク・内部統制委員会

機能リスク・内部統制委員会は、本部信用リスク委員会、オペレーショナル・リスク監督委員会、資産負債

管理委員会、グローバル・コンプライアンス委員会、技術ガバナンス委員会および本部フランチャイズ委員会

を含むERMの枠組みを構成しており、当社のリスクのエクスポージャーと各種手続の有効かつ包括的な監督を促

進する。戦略的取引委員会は、当社の大規模な戦略的取引および自己勘定投資を検討する。CCAR/RRP委員会

は、当社の包括的資本分析とレビュー、ドッド・フランク法に基づくストレステストならびにタイトルⅠ破綻

処理計画および再建計画を監督する。グローバル法人監督・ガバナンス委員会は、当社が連結対象とする法人

群に対して実施するガバナンスの枠組みを監視する。FHCガバナンス委員会は、金融持株会社としての地位に関

する当社の施策を監督する。2015年１月に設置された文化・価値・行動委員会は、研修や業績・報酬手続の改

善を含む、文化、価値および行動に関する全社的な基準を策定し、施策を監督する責任を負う。

加えて各事業セグメントにはリスク委員会があり、これらの委員会は、該当する事業セグメントが、適宜市

場リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスクおよびその他のリスクについて設定された限度枠を遵守

し、FRCによって規定されたリスクの枠組みと一致するリスクの測定、監視、管理方針、手続、統制および制度

を実施し、また、定期的に総リスクのエクスポージャー、リスクに関する例外の発生、ならびにリスクの識

別、測定、監視および管理方針・手続および関連する内部統制の有効性を検討することを確実とするよう支援

する責任を負う。

 

最高リスク責任者

現業部門から独立している最高リスク責任者は、最高経営責任者およびBRCに対して報告を行う。最高リスク

責任者は、当社のリスク限度枠の遵守を監督し、当社のリスク限度枠に関する例外を承認し、重大な市場リス

ク、信用リスクおよびオペレーショナル・リスクを独立して検討し、また適宜、取締役会、BRCおよびBACとと

もにリスク管理過程の結果を査閲する。また最高リスク責任者は、資本および流動性の管理に関しては最高財

務責任者と連携し、また報奨報酬の取決めの構成および設計が不必要かつ過度のリスクテイクを助長しないこ

とを確実とするよう支援するため、取締役会の報酬・経営開発・後継人事委員会と協働する。

 

内部監査部

内部監査部は、リスクおよび内部統制について独立した評価を提供し、BACに報告する。内部監査部は、専門

的監査基準から開発したリスクベースの手法を用いて、当社の内部統制環境およびリスク管理プロセスについ

ての独立した評価を提供する。また内部監査部は、リスク管理およびリスク監視のために策定した社内のガイ

ドラインならびに業界全体に適用される社外の法令および規制の当社による遵守状況の評価を支援する。さら

に当社の各種手続、活動、商品または情報システムのリスクベースでの検討、特定の統制および活動を対象と

する検討、新規のまたは大幅に変更した手続、活動、商品または情報システムに関する事前監査ならびに社内

の要因または規制当局による要請により求められる特別な調査を通じて、上記の職務に影響を及ぼす。
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独立したリスク管理機能

独立したリスク管理機能(市場リスク管理部門、信用リスク管理部門およびオペレーショナル・リスク管理部

門)は、すべて当社の現業部門から独立している。これらの機能は、多数の内部統制手続によって、経営幹部お

よびFRCによる当社のリスクの監視および統制を補佐する。各機能とも、リスク管理面に責任を負う特定の個人

および委員会とともに独自のリスクガバナンス体制を維持している。

 

支援・統制グループ

当社の支援・統制グループには、法務部門、コンプライアンス部門、財務部門、業務部門、テクノロジー・

データ部門および人事部門が含まれる。当社の支援・統制グループは、特に財務報告および情報開示、事業セ

グメントの市場リスク、信用リスクおよびオペレーショナル・リスク特性、流動性リスク、営業実務、風評、

法的な強制可能性、コンプライアンスおよび規制上のリスク、ならびにオペレーショナル・リスクおよびテク

ノロジー・リスク等の内部統制について、リスクの監視および管理に係る方針・手続を査閲するために各事業

セグメントの統制グループと連携する。当社および各事業セグメントの統制グループの幹部役員が参加するこ

とにより、リスクの方針・手続、リスク限度枠の例外、新商品、ビジネス・ベンチャーおよびリスク要素を含

む取引が必ず全面的な査閲を受けることを促進している。

 

従業員の文化・価値・行動委員会

当社の従業員は全員、リスク管理について説明責任を負っている。当社は、社内における基本的価値観の明

確化、ガバナンスの枠組み、リスク管理の監督、研修および養成プログラム、方針、手続ならびに役割および

責任の明確化によって有効なリスク管理の土壌を確立するべく努めている。各従業員の行動および行為は、リ

スク管理にとって非常に重要である。当社の行動規範(「行動規範」)は、健全性および高い倫理基準に対する

当社のコミットメントをさらに強化する従業員の行動の枠組みおよび基準を規定するべく策定された。各新規

雇用者および各従業員は毎年、行動規範を理解し、遵守していることを証明しなければならない。この従業員

による年次の検討プロセスには、行動規範の遵守状況の評価が含まれる。グローバル報奨報酬裁量方針には、

従業員が業績年に自らの雇用報告書に記載されたリスク管理実務を効果的に処理および監督したかを検討する

経営陣の義務について明確に規定する基準が定められている。当社は、従業員が、雇用形態、当年の報酬また

は過年の報酬に影響を与える可能性のある行動を取った場合に、それを特定するための相互補完的プロセスを

複数有している。当社の回収・失効規定は、例えば、ある従業員の作為または不作為(直接的な監督責任に関す

るものを含む。)が、当社の連結業績の再表示を余儀なくし、当社のグローバルベースでのリスク管理の原則、

方針および基準に違反し、または当該従業員が報酬の支払いを受けている地位や当該従業員による内部統制方

針に反する行為に関連した収益の喪失を引き起こした場合には、繰延報奨報酬の回収を認めている。
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ストレス時のバリュー・アット・リスク

当社は、景気低迷期にグローバル市場で観測される深刻なストレスに対処するため、頻繁に市場リスクおよ

び信用リスクの管理の枠組みを強化している。2014年において、当社はストレステストやシナリオ分析等リス

ク測定手続の範囲を拡大および改善することで、市場リスクおよび信用リスク制限の枠組みをさらに改良し

た。当社の市場リスクおよび信用リスクを包括的に測る独自の手法として、ストレス時のバリュー・アット・

リスク(「ストレスVaR」)がより精緻化され、リスク選好度や資本分配の枠組みを設定するに際して引き続き重

要な測定法となっている。ストレスVaRは、25年を超える過去データに基づき多数のストレスのシナリオを想定

し、各種の一般的なおよび特定のリスク毎の流動性を捉えようと試みる。またストレスVaRは、信用ポートフォ

リオに特に関係のある事由の発生や債務不履行のリスクも捉える。

 

(d) 監査報酬

以下の情報は、2015年プロクシー・ステートメントの抄訳である。

 

独立監査人の報酬

下表は、2014年および2013年に関してデロイト・アンド・トウシュにより提供された専門業務に対する報酬の

総額(関連費用を含む。)を要約したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年 2013年

監査報酬(1) 49.0 46.2 

監査関連報酬(2) 6.9 7.9 

税務報酬(3) 1.7 1.4 

その他報酬 ― ― 

合計 57.6 55.5 

 

(1) 監査報酬が支払われた役務には、様式10-Kによる当社の年次報告書に含まれる当社連結財務諸表の監査および様式10-Q

による当社の四半期報告書に含まれる中間要約連結財務諸表のレビュー、法律または規制に伴うか、またはこれにより

要求される業務、SECその他の規制当局への提出に関するコンフォート・レター、同意書その他の業務、ならびに子会社

の財務諸表の監査を含む。

(2) 監査関連報酬が支払われた役務には、資産の証券化に関連するデータの認証および同意された手続、連結監査の一環と

して要求される水準を超える内部統制およびリスク管理プロセスの評価および検証、モルガン・スタンレーの提供する

投資商品に関連して行われた法定監査および財務監査の業務のうち、モルガン・スタンレーが自己の提供する投資運用

業務との関係で監査報酬を負担するもの、従業員給付制度の監査、同意された手続に関する業務、規制的事項、ならび

に債務に係る約束事項に関連した監査証明業務を含む。

(3) 税務報酬関連の役務には、米国の連邦、州および地方の所得税および所得税以外に関するタックス・プランニングおよ

び助言、米国の連邦、州および地方の所得税および所得税以外に関するタックス・コンプライアンス、米国外の所得税

および所得税以外に関するタックス・プランニングおよび助言、米国外の所得税および所得税以外に関するタックス・

コンプライアンス、ならびに移転価格関連書類の作成を含む。
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ファンド関連報酬

モルガン・スタンレーは、様々な非連結の登録マネー・マーケット・ファンド、株式ファンド、債券ファンド

およびオルタナティブ・ファンド、ならびにその他のファンド(総称して「ファンド」)を提供している。デロイ

ト・アンド・トウシュは、これらの非連結ファンドのいくつかに対して、監査業務、監査関連業務および税務関連

業務を提供している。下表は、同業務に対して支払われた報酬の総額を要約したものである。

 

(単位：百万ドル) 2014年 2013年

監査業務報酬 3.6  5.1  

監査関連報酬 0.7  1.5  

税務報酬 3.0  2.3  
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(e) その他の情報

以下の情報は、2015年プロクシー・ステートメントの抄訳である。

 

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスに関する重要事項

モルガン・スタンレーは、www.morganstanley.com/about/company/governanceにおいて閲覧可能な当社のコー

ポレート・ガバナンスの方針にまとめられているクラス最高のガバナンス実務を確約している。取締役会は1995年

に初めて同方針を採択し、以後、変化を続けるベストプラクティスや規制上の要件(NYSEのコーポレート・ガバナ

ンス上場基準およびモルガン・スタンレーのベストプラクティスを含む。)に確実に対応するべく毎年その見直し

および承認を行ってきた。以下に要約する当社のガバナンス実務は、当社のコーポレート・ガバナンスの方針、付

属定款および各委員会の規則にも反映されている。

 

取締役会の構造および独立性

・当社取締役会は、多くの相補的な能力、属性および視点によって成り立っており、金融サービスの経験と多

様な国際的背景を有する人々によって構成されている。

・取締役は72歳を迎えた後は取締役に立候補することはできない。

・取締役会の構成の継続的な検討と後継者育成の一環として、取締役会は過去３年にわたり、新しい能力と視

点を取締役会にもたらす６名の新たな取締役を指名または選任した。年次株主総会における選任後の取締役

の平均任期は約５年となる。

・当社取締役会の過半数が独立取締役である。経営陣のうち取締役を務めるのは会長のみである。

・当社の独立筆頭取締役は毎年、独立取締役によって互選され、当社のコーポレート・ガバナンスの方針に定

める広範な職務を負う。独立筆頭取締役は、取締役会会長が不在である定期業務執行役員会において議長を

務める。上記「取締役会の主導体制およびリスクの監督における取締役会の機能」参照。

・独立筆頭取締役および各委員会の委員長の任期は約３年から５年とし、経験者による主導力を維持しなが

ら、筆頭取締役職および各委員会の委員長職について輪番制をとっている。

・委員・委員長職への就任を定期輪番制とする取締役会の方針に従い、グローサー氏およびミシック氏は2015

年にそれぞれ監査委員会および運営・技術委員会の委員に就任した。

 

取締役会による監督

・取締役会は当社の戦略および年次事業計画のほか、文化・価値・行動に関する当社の実務および手続を監督

する。

・非従業員取締役は、当社の主要な管轄規制当局であるFRBと定期的に、また、要請に応じて他の世界各国の規

制当局と会合する。

・取締役は経営幹部および他の当社従業員に対する完全かつ自由なアクセスを有する。

- 取締役は世界各国の経営陣および独立した内部統制部門と会合する。米国外に所在するいくつかの当社事

務所については、すでに訪問済みである。
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- 独立筆頭取締役および各委員会の委員長は、主要な事項について協議し、取締役会および委員会の議題を

策定し、他の事項について意見を述べるために各定例会議の合間に経営陣と会合する。

- 当社の最高リスク責任者、最高財務責任者および最高法務責任者ならびに当社の事業ユニットの長および

その他の役員は、取締役会に定期的に出席し、各取締役会の合間にも取締役との継続的な対話を維持する

(かかる対話は当社の後継者育成に不可欠である。)。

- 報酬・経営開発・後継人事委員会は毎年、最高経営責任者および経営幹部の後継者育成計画の見直しを行

う。

・取締役の持株要件は、取締役の利益と株主の利益との整合を図る一助となる。

・取締役会、独立筆頭取締役および各委員会は、いつでも当社の費用負担において独立した財務、法務その他

の顧問を起用することができる。

 

株主の権利および説明責任

・取締役は全員、毎年選任される。

・無競争での選任の場合、取締役は議決権の過半数をもって選任される。

・普通株式の25パーセント以上を所有する株主は、臨時株主総会を招集することができる。

・当社の基本定款または付属定款には、圧倒的多数による投票を要件とする旨は記載されていない。

・当社は、「ポイズンピル条項」を設けない。

・株主その他の利害関係者は、当社の取締役と連絡を取ることができる。

・株主はいつでも、10036、ニューヨーク州ニューヨーク、ブロードウェイ1585、スウィートD、モルガン・ス

タンレー指名・ガバナンス委員会宛てに、株主が推薦する取締役候補者に関する方針に定める情報を送付す

る方法で、指名・ガバナンス委員会による取締役候補者の検討に係る推薦状を提出することができる。同方

針に基づき、取締役候補者の推薦が2016年の年次株主総会に関して検討されるためには、2015年12月４日ま

でに方針に従って推薦状を提出しなければならない。

 

取締役会、付属委員会および独立筆頭取締役の年次評価

・取締役会は、取締役会、独立筆頭取締役および各常設付属委員会の業績および有効性の年次評価を実施す

る。

・年次評価には、各委員会および取締役会による自己評価のほか、指名・ガバナンス委員会の委員長が主導し

て行う他の独立取締役による独立筆頭取締役の業績の評価も含まれる。

・年次評価プロセスには、１対１形式の取締役との面談、書面による指針の提示または指名・ガバナンス委員

会が適切であると判断するその他の手段が含まれ、また職務・責任、取締役会・委員会の構造、文化、手

続、執行状況等の要素、または適切とみなされるその他の要素を対象とすることができる。

・指名・ガバナンス委員会は、評価の結果(独立筆頭取締役、取締役会および付属委員会の業績および有効性の

改善を図るための提言等)が取締役会全体、独立筆頭取締役および各委員会に通知され、これらの間で協議さ

れるよう手配する。
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会社の政治活動に関する方針の表明

取締役会は、過去２年にわたり、当社の政治活動に関する実務・手続の透明性ならびに経営幹部および取締役

会による監督を担保するべく、会社の政治活動に関する方針の表明を改良してきた。同方針の内容は以下のとおり

である。

・政府関係部門によって管理されるロビー活動に対処しており、同部門は取締役会会長兼最高経営責任者に対

して報告責任を負う当社の業務運営委員会の委員による監督を受ける。

・事業者団体への加盟に対処しており、モルガン・スタンレーは、自らが加盟する米国の主要事業者団体に対

して、政治献金を禁じる会社の方針を周知させ、モルガン・スタンレーが支払った金員を連邦、州または地

方自治体の選挙関連活動のために使用しないよう当該事業者団体に対して指示する旨規定している。

・米国の主要事業者団体への加盟および加盟に係る費用を政府関係部門および指名・ガバナンス委員会が毎年

見直すこと、また、当社のウェブサイト上に当社が加盟する米国の主要事業者団体を表示したページへのリ

ンクを掲載することを規定している。

・取締役会付属指名・ガバナンス委員会は、会社の政治活動に関する方針の表明および同方針の対象となる活

動について監督責任を負う旨規定している。

 

株主およびその他の利害関係者と取締役会の情報伝達

・株主その他の利害関係者は、10036、ニューヨーク州ニューヨーク、ブロードウェイ1585、スウィートD、モ

ルガン・スタンレー宛てに書面を交付することにより、当社の取締役(独立筆頭取締役または非経営取締役を

含む。)と連絡を取ることができる。

・かかる連絡は、当社の独立取締役が承認した手続に基づき取り扱われる。

 

コーポレート・ガバナンスに関するウェブサイト・ページにおいて閲覧可能なコーポレート・ガバナンスに関

する追加情報

当社のガバナンスに関するウェブサイト・ページには、コーポレート・ガバナンスの方針および上述したその

他の方針に加え、以下も掲載されている。

・付属定款および再表示設立証明書

・倫理規定および事業上の行為規定

・株主ライツ・プランに関する方針

 

・業務運営委員会の持株確約義務

・取締役会付属委員会の規則

・インテグリティ・ホットライン(不正行為告発

窓口)に関する情報

上記資料の写しは、株主が10036、ニューヨーク州ニューヨーク、ブロードウェイ1585、スウィートD、モルガ

ン・スタンレー宛てに書面で請求した場合に交付可能である。
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(2) 【監査報酬の内容等】

 

① 【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度(1) 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬

(単位：百万ドル)

非監査業務に
基づく報酬

(単位：百万ドル)

監査証明業務に
基づく報酬

(単位：百万ドル)

非監査業務に
基づく報酬

(単位：百万ドル)

提出会社
―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

連結子会社
―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

計
―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

―
(―

 
百万円)

 

詳細は、(1)「コーポレート・ガバナンスの状況」(d)「監査報酬」参照。当社は、モルガン・スタンレー(提出

会社)および各連結子会社について個別の監査報酬を計算していない。提出会社および各子会社の監査は連結ベー

スの監査に統合されているため、監査報酬は連結監査報酬に含められている。

 

② 【その他の重要な報酬の内容】

(1)「コーポレート・ガバナンスの状況」(d)「監査報酬」参照。

 

③ 【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(1)「コーポレート・ガバナンスの状況」(d)「監査報酬」参照。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

以下の情報は、当社の監査委員会規程(2013年10月31日改訂)の抄訳である。

 

監査委員会は、当社と独立監査人との関係の監督に関して、

１．監査報告書の作成および発行、またはその他の監査、レビューおよび認証業務の遂行に従事する独立監査

人を任命(株主承認に諮られる場合がある。)し、これに報酬を支払い、その任用を維持し、これを監督し、評価

し、および必要に応じて交代させる単独の権限を有し、かつその責任を負う。独立監査人は監査委員会に対し直

接に報告を行う。

２．非監査業務について米国証券取引所法第10条A(i)(1)(B)に規定する僅かな例外に従うことを条件として、

監査完了前に監査委員会が承認した、当社に関する独立監査人の一切の監査、レビューおよび認証業務ならびに

許可された非監査業務を事前承認する。監査委員会は、１名または複数の委員から成る付属委員会を組織し、監

査および許容された非監査業務の事前承認を行う権限を委譲することができる。但し、当該付属委員会が事前承

認を行った決定は、監査委員会の翌四半期定例委員会の場に諮られなければならない。
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３．独立監査人の筆頭パートナーの適格性、業務遂行および独立性に関し毎年検討・評価を行い、独立監査人

における筆頭の監査担当パートナー、レビュー担当パートナーおよびその他の監査遂行チームのパートナーが、

法の定めに従って定期的に交代することを確保する。また必要な場合、独立監査人の交代も検討する。独立監査

人の適格性および業務遂行についても、毎年検討・評価を行う。

４．特に独立監査人が監査委員会に対し、定期的にかつ少なくとも年１回、独立監査人と当社の一切の関係(米

国証券取引所法により許容され当社に対して行われたすべての非監査業務、および公開会社会計監視委員会

(「PCAOB」)規則その他、適用法令または基準に定める事項を含む。)を詳述した公式の書面報告を提出すること

を確保することにより、独立監査人の独立性を評価する。当該報告書を検討・評価し、開示された関係または

サービスのうち、独立監査人の客観性および独立性に影響しうるものについて、独立監査人と協議する。

５．独立監査人から、少なくとも年１回、独立監査人の内部品質管理手続、独立監査人に係る直近の内部品質

管理レビュー、同業者レビューもしくはPCAOBのレビューにより、または政府もしくは専門機関の照会もしくは調

査により、独立監査人が行った１件または複数の独立監査に関して過去５年以内に提起された重要な問題、なら

びに当該問題に対応して講じられた措置について記載した報告書を入手し、これを検討・評価する。

６．独立監査人の現在または過去の従業員の雇用に関する当社の方針を決定する。
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第６ 【経理の状況】

(1) 当社は、アメリカ合衆国(以下「合衆国」又は「米国」という。)の改正後1934年証券取引所法に基づき、合衆

国証券取引委員会(「SEC」)に対して、毎年、様式10-Kによる年次報告書を提出している。本書記載の当社の財

務書類は、SEC提出の年次報告書に記載されている連結財務諸表の抜粋であり、合衆国レギュレーションS－Xの

規定に基づき合衆国において一般に公正妥当と認められる会計・報告慣行に準拠している。ここに記載された当

社の財務書類は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号－以下「財務

諸表等規則」という。)第131条第１項の規定の適用を受けている。

(2) 本書記載の当社の2014年12月31日および2013年12月31日現在の連結貸借対照表ならびに2014年、2013年および

2012年12月31日をもって終了した事業年度の連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書および連結資本変動計算書は、外国監査法人等(「公認会計士法」(昭和23年法律第103号)第１条の３第７項

に規定されている外国監査法人等をいう。)である合衆国デロイト アンド トウシュ LLP(Deloitte & Touche

LLP)から、「金融商品取引法」(昭和23年法律第25号)第193条の２第１項第１号に規定されている監査証明に相

当すると認められる証明を受けており、別紙のとおり「独立登録会計事務所の報告書」を受領している。

また、本書記載の「財務報告に係る内部統制についての経営者の報告書」に含まれる2014年12月31日現在の財

務報告に係る内部統制の有効性についての経営者による評価、および財務報告に係る内部統制の有効性につい

て、別紙のとおり「独立登録会計事務所の報告書」を受領している。

尚、上記の「財務報告に係る内部統制についての経営者の報告書」及びこれに係る「独立登録会計事務所の報

告書」は、金融商品取引法第24条の４の４の規定に基づく内部統制報告書ではない。

(3) 本書記載の財務書類のうち原文(英文)は、当社がSECに提出したものの写しであり、また独立登録会計事務所

の報告書の原文(英文)は当社がSECに提出した当該報告書と同じものである。それぞれの日本文はこれを翻訳し

たものである。(ただし、読者の便宜のため、和訳文については、配列、ページ指定について一部編集が加えら

れている。)

(4) 当社の原文の財務書類は、合衆国ドルにて作成表示されているが、日本文の財務書類には財務諸表等規則第

134条の規定に基づき、主要な計数についての円換算額を併せて掲記している。日本円への換算は2015年５月７

日現在の東京における株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売相場１ドル＝120.32円を用い、１億円未満

の端数は四捨五入して表示している。

(5) また、４で説明されている「日米会計慣行の相違」の部分は、財務諸表等規則第132条及び第133条の規定に基

づく注記である。

 

尚、上記の円換算額及び「２ 主な資産・負債および収支の内容」から「４ 日米会計慣行の相違」までの記述事

項は、SECに提出された財務書類には含まれておらず、上記(2)の監査証明に相当すると認められる証明の対象にも

なっていない。
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１ 【財務書類】

モルガン・スタンレー

連結貸借対照表

(百万ドル、株式データを除く)

 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 百万ドル  億円  百万ドル  億円

資産        

現金および銀行預け金（2014年12月31日現在お
よび2013年12月31日現在それぞれ45百万ドルお
よび544百万ドルが連結対象の変動持分事業体
に関連しており、当社は通常利用できない）

$ 21,381  \ 25,726  $ 16,602  \ 19,976

利付銀行預け金 25,603  30,806  43,281  52,076

決済機関に預託あるいは連邦法その他の規制ま
たは要求により分別された現金（2014年12月31
日現在および2013年12月31日現在それぞれ149
百万ドルおよび117百万ドルが連結対象の変動
持分事業体に関連しており、当社は通常利用で
きない）

40,607  48,858  39,203  47,169

トレーディング資産、公正価値(2014年12月31
日現在および2013年12月31日現在それぞれ
127,342百万ドルおよび151,078百万ドルが各関
係者に担保差入れされている。)（2014年12月
31日現在および2013年12月31日現在それぞれ
966百万ドルおよび2,825百万ドルが連結対象の
変動持分事業体に関連しており、当社は通常利
用できない。)

256,801  308,983  280,744  337,791

投資有価証券（2014年12月31日現在および2013
年12月31日現在それぞれ69,216百万ドルおよび
53,430百万ドルの公正価値を含む）

69,316  83,401  53,430  64,287

受入担保有価証券、公正価値 21,316  25,647  20,508  24,675

売戻条件付購入有価証券（2014年12月31日現在
および2013年12月31日現在それぞれ1,113百万
ドルおよび866百万ドルの公正価値を含む）

83,288  100,212  118,130  142,134

借入有価証券担保金 136,708  164,487  129,707  156,063

顧客債権およびその他の債権 48,961  58,910  57,104  68,708

ローン：        

投資目的保有(2014年12月31日現在および
2013年12月31日現在それぞれ149百万ドルお
よび156百万ドルの引当金控除後)

57,119  68,726  36,545  43,971

　売却目的保有 9,458  11,380  6,329  7,615
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 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 百万ドル  億円  百万ドル  億円

その他の投資（2014年12月31日現在および2013
年12月31日現在それぞれ467百万ドルおよび561
百万ドルが連結対象の変動持分事業体に関連し
ており、当社は通常利用できない）

4,355  5,240  5,086  6,119

建物、設備およびソフトウェアの原価 (2014年
12月31日現在および2013年12月31日現在それぞ
れ6,219百万ドルおよび6,420百万ドルの減価償
却累計額控除後)（2014年12月31日現在および
2013年12月31日現在それぞれ191百万ドルおよ
び201百万ドルが連結対象の変動持分事業体に
関連しており、当社は通常利用できない）

6,108  7,349  6,019  7,242

のれん 6,588  7,927  6,595  7,935

無形資産（2014年12月31日現在および2013年12
月31日現在それぞれ1,824百万ドルおよび1,527
百万ドルの償却累計額控除後)（2014年12月31
日現在および2013年12月31日現在それぞれ６百
万ドルおよび８百万ドルの公正価値を含む）

3,159  3,801  3,286  3,954

その他の資産（2014年12月31日現在および2013
年12月31日現在それぞれ59百万ドルおよび11百
万ドルが連結対象の変動持分事業体に関連して
おり、当社は通常利用できない）

10,742  12,925  10,133  12,192

資産合計 $ 801,510  \ 964,377  $ 832,702  \ 1,001,907
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 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 百万ドル  億円  百万ドル  億円

負債        

預金（2014年12月31日現在および2013年12月31
日現在それぞれ０百万ドルおよび185百万ドル
の公正価値を含む）

$ 133,544  \ 160,680  $ 112,379  \ 135,214

コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借
入債務（2014年12月31日現在および2013年12月
31日現在それぞれ1,765百万ドルおよび1,347百
万ドルの公正価値を含む）

2,261  2,720  2,142  2,577

トレーディング負債、公正価値（2014年12月31
日現在および2013年12月31日現在それぞれ１百
万ドルおよび33百万ドルが連結対象の変動持分
事業体に関連しており、通常当社に対する遡及
権はない）

107,381  129,201  104,521  125,760

受入担保有価証券返還債務、公正価値 25,685  30,904  24,568  29,560

買戻条件付売却有価証券（2014年12月31日現在
および2013年12月31日現在それぞれ612百万ド
ルおよび561百万ドルの公正価値を含む）

69,949  84,163  145,676  175,277

貸付有価証券担保金 25,219  30,344  32,799  39,464

その他の担保付金融取引（2014年12月31日現在
および2013年12月31日現在それぞれ4,504百万
ドルおよび5,206百万ドルの公正価値を含む）
（2014年12月31日現在および2013年12月31日現
在それぞれ348百万ドルおよび543百万ドルが連
結対象の変動持分事業体に関連しており、通常
当社に対する遡及権はない）

12,085  14,541  14,215  17,103

顧客債務およびその他の債務 181,069  217,862  157,125  189,053

その他の負債および未払費用（2014年12月31日
現在および2013年12月31日現在それぞれ72百万
ドルおよび76百万ドルが連結対象の変動持分事
業体に関連しており、通常当社に対する遡及権
はない）

19,441  23,391  16,672  20,060

長期借入債務（2014年12月31日現在および2013
年12月31日現在それぞれ31,774百万ドルおよび
35,637百万ドルの公正価値を含む）

152,772  183,815  153,575  184,781

負債合計 729,406  877,621  763,672  918,850
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 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 百万ドル  億円  百万ドル  億円

コミットメントおよび偶発債務(注記13参照)        

資本        

モルガン・スタンレーの株主持分：        

優先株式(注記15参照) 6,020  7,243  3,220  3,874

普通株式、額面金額0.01ドル

授権株式数：2014年12月31日現在および
2013年12月31日現在3,500,000,000株

発行済株式数：2014年12月31日現在および
2013年12月31日現在2,038,893,979株

流通株式数：2014年12月31日現在および
2013年12月31日現在それぞれ1,950,980,142
株および1,944,868,751株

20  24  20  24

払込剰余金 24,249  29,176  24,570  29,563

利益剰余金 44,625  53,693  42,172  50,741

従業員株式信託 2,127  2,559  1,718  2,067

その他の包括損失累計額 (1,248)  (1,502)  (1,093)  (1,315)

自己普通株式―取得原価(額面金額0.01ドル、
2014年12月31日現在および2013年12月31日現
在それぞれ87,913,837株および94,025,228株)

(2,766)  (3,328)  (2,968)  (3,571)

従業員株式信託に発行した普通株式 (2,127)  (2,559)  (1,718)  (2,067)

モルガン・スタンレーの株主持分合計 70,900  85,307  65,921  79,316

償還不能非支配持分 1,204  1,449  3,109  3,741

資本合計 72,104  86,756  69,030  83,057

負債および資本合計 $801,510  \964,377  $832,702  \1,001,907

 

連結財務諸表の注記を参照。
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モルガン・スタンレー

連結損益計算書

(百万ドル、株式数および１株当たりのデータを除く)

 2014年度  2013年度  2012年度

 百万ドル  億円  百万ドル  億円  百万ドル  億円

収益：            

投資銀行業務 $ 5,948  \ 7,157  $ 5,246  \  6,312  $ 4,758  \  5,725

トレーディング 9,377  11,282  9,359  11,261  6,990  8,410

投資 836  1,006  1,777  2,138  742  893

委託手数料 4,713  5,671  4,629  5,570  4,253  5,117

資産運用、販売および
管理手数料

10,570  12,718  9,638  11,596  9,008  10,838

その他 1,096  1,319  1,066  1,283  632  760

非金利収益合計 32,540  39,152  31,715  38,159  26,383  31,744

受取利息 5,413  6,513  5,209  6,267  5,692  6,849

支払利息 3,678  4,425  4,431  5,331  5,897  7,095

純利息 1,735  2,088  778  936  (205) (247)

純収益 34,275  41,240  32,493  39,096  26,178  31,497

非金利費用：            

人件費 17,824  21,446  16,277  19,584  15,615  18,788

事務所設備関連費用 1,433  1,724  1,499  1,804  1,543  1,857

仲介、決済および取引
手数料

1,806  2,173  1,711  2,059  1,535  1,847

情報処理および通信費 1,635  1,967  1,768  2,127  1,912  2,301

マーケティング
および事業開拓費

658  792  638  768  601  723

専門家役務報酬 2,117  2,547  1,894  2,279  1,922  2,313

その他 5,211  6,270  4,148  4,991  2,454  2,953

非金利費用合計 30,684  36,919  27,935  33,611  25,582  30,780
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 2014年度  2013年度  2012年度

 百万ドル  億円  百万ドル  億円  百万ドル  億円

法人所得税計上前継続事業
利益

3,591  4,321  4,558  5,484  596  717

法人所得税費用（ベネ
フィット）

(90) (108) 902  1,085  (161) (194)

継続事業利益 3,681  4,429  3,656  4,399  757  911

非継続事業：            

　法人所得税計上前非継続
事業利益（損失）

(19) (23) (72) (87) (48) (58)

　法人所得税費用（ベネ
フィット）

(5) (6) (29) (35) (7) (8)

非継続事業利益(損失) (14) (17) (43) (52) (41) (49)

純利益 $ 3,667  \ 4,412  $ 3,613  \  4,347  $  716  \ 861

償還可能非支配持分に
帰属する純利益

―  ―  222  267  124  149

償還不能非支配持分に
帰属する純利益

200  241  459  552  524  630

モルガン・スタンレーに
帰属する純利益

$ 3,467  \ 4,171  $ 2,932  \   3,528  $   68  \ 82

優先株式配当およびその他 315  379  277  333  98  118

モルガン・スタンレーの
普通株主に帰属する利益
(損失)

$ 3,152  \ 3,792  $ 2,655  \  3,194  $  (30) \ (36)

モルガン・スタンレーに
帰属する金額：

           

　継続事業利益 $ 3,481  \ 4,188  $ 2,975  \  3,580  $  138  \ 166

　非継続事業利益(損失) (14) (17) (43) (52) (70) (84)

　　モルガン・スタンレー
　　に帰属する純利益

$ 3,467  \ 4,171  $ 2,932  \   3,528  $   68  \ 82

基本的普通株式１株当たり
利益(損失) (ドル／円)：            

継続事業利益 $ 1.65  \  199  $ 1.42  \   171  $ 0.02  \  2

　非継続事業利益(損失) (0.01) (1) (0.03) (4) (0.04) (5)

　　基本的普通株式
　　１株当たり利益(損失)

$ 1.64  \  197  $ 1.39  \  167   $ (0.02) \  (2)

希薄化後普通株式１株当た
り利益(損失) (ドル／円):            

　継続事業利益 $ 1.61  \  194  $ 1.38  \   166  $ 0.02  \  2

　非継続事業利益(損失) (0.01) (1) (0.02) (2) (0.04) (5)

　　希薄化後普通株式１株
　　当たり利益(損失)

$ 1.60  \  193  $ 1.36  \  164  $ (0.02) \  (2)

普通株式１株当たり配当
宣言額

$ 0.35  \   42  $ 0.20  \  24  $ 0.20  \   24

平均流通普通株式（株）:            

基本的 1,923,805,397  1,905,823,882  1,885,774,276

希薄化後 1,970,535,560  1,956,519,738  1,918,811,270

 

連結財務諸表の注記を参照。
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モルガン・スタンレー

連結包括利益計算書

 

 2014年度  2013年度  2012年度

 百万ドル  億円  百万ドル  億円  百万ドル  億円

純利益 $ 3,667  \ 4,412  $ 3,613  \  4,347  $ 716  \ 861

その他の包括利益(損失)、
税引後：

           

外貨換算調整額(1) $ (491) \(591) $ (348) \  (419) $ (255) \   (307)

キャッシュ・フロー・ヘ
ッジの償却額(2)

4  5  4  5  6  7

売却可能有価証券に係る
未実現利益(損失)の変動
(3)

209  251  (433) (521) 28  34

年金、退職後給付および
その他の関連調整額(4)

29  35  (5) (6) (260) (313)

その他の包括利益(損失)合計 $ (249) \(300) $ (782) \ (941) $ (481) \  (579)

包括利益(損失) $ 3,418  \ 4,113  $ 2,831  \  3,406  $ 235  \ 283

償還可能非支配持分に帰属
する純利益

―  ―  222  267  124  149

償還不能非支配持分に帰属
する純利益

200  241  459  552  524  630

償還可能非支配持分に帰属
するその他の包括利益(損
失)

―  ―  ―  ―  (2) (2)

償還不能非支配持分に帰属
するその他の包括利益(損
失)

(94) (113) (205) (247) (120) (144)

モルガン・スタンレーに帰属
する包括利益(損失)

$ 3,312  \ 3,985  $ 2,355  \  2,834  $ (291) \ (350)

 

(1) 2014年度、2013年度および2012年度の金額は、法人所得税費用それぞれ352百万ドル、351百万ドルおよび120百万ドルを控

除後である。

(2) 2014年度、2013年度および2012年度の金額は、法人所得税費用それぞれ２百万ドル、３百万ドルおよび３百万ドルを控除

後である。

(3) 2014年度、2013年度および2012年度の金額は、法人所得税費用（ベネフィット）それぞれ142百万ドル、(296)百万ドルお

よび16百万ドルを控除後である。

(4) 2014年度、2013年度および2012年度の金額は、法人所得税費用（ベネフィット）それぞれ18百万ドル、８百万ドルおよび

(156)百万ドルを控除後である。

 

連結財務諸表の注記を参照。
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モルガン・スタンレー

連結キャッシュ・フロー計算書

 

 2014年度  2013年度  2012年度

 百万ドル  億円  百万ドル  億円  百万ドル  億円

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

           

純利益 $ 3,667  \ 4,412  $ 3,613  \ 4,347  $ 716  \ 861

純利益から営業活動によ
り調達(使用)された純
キャッシュへの調整項
目：

           

繰延法人所得税 (231) (278) (117) (141) (639) (769)

持分法投資利益 (156) (188) (451) (543) (52) (63)

普通株式およびオプ
ションによる報酬

1,260  1,516  1,180  1,420  891  1,072

減価償却費および償却
費

1,161  1,397  1,511  1,818  1,581  1,902

売却可能有価証券の売
却純利益

(40) (48) (45) (54) (78) (94)

減損損失 111  134  198  238  271  326

貸出業務に係る貸倒引
当金繰入額

23  28  110  132  155  186

その他の営業活動 (72) (87) 142  171  (69) (83)

資産および負債の増減：            

決済機関に預託あるい
は連邦法その他の規制
または要求により分別
された現金

(1,404) (1,689) (8,233) (9,906) (1,516) (1,824)

トレーディング資産(ト
レーディング負債控除
後)

20,664  24,863  (23,054) (27,739) 6,389  7,687

借入有価証券担保金 (7,001) (8,424) (8,006) (9,633) 5,373  6,465

貸付有価証券担保金 (7,580) (9,120) (4,050) (4,873) 6,387  7,685

顧客債権およびその他
の債権ならびにその他
の資産

3,608  4,341  6,774  8,150  (10,030) (12,068)

顧客債務およびその他
の債務ならびにその他
の負債

27,971  33,655  26,697  32,122  (1,283) (1,544)

売戻条件付購入有価証
券

34,842  41,922  16,282  19,591  (4,257) (5,122)

買戻条件付売却有価証
券

(75,692) (91,073) 23,002  27,676  20,920  25,171

営業活動により調達(使用)
された純キャッシュ

1,131  1,361  35,553  42,777  24,759  29,790
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 2014年度  2013年度  2012年度

 百万ドル  億円  百万ドル  億円  百万ドル  億円

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ
シュ・フロー

           

収入(支出)額：            

建物、設備およびソフ
トウェア、純額

(992) (1,194) (1,316) (1,583) (1,312) (1,579)

事業の処分(処分現預金
控除後)

989  1,190  1,147  1,380  1,725  2,076

ローン (20,116) (24,204) (10,057) (12,101) (3,486) (4,194)

　　投資有価証券：            

購入 (32,623) (39,252) (30,557) (36,766) (24,477) (29,451)

売却による収入 12,980  15,618  11,425  13,747  10,398  12,511

返済および満期によ
る収入

4,651  5,596  4,757  5,724  4,738  5,701

その他の投資活動 (213) (256) 140  168  (211) (254)

投資活動により調達(使用)
された純キャッシュ

(35,324) (42,502) (24,461) (29,431) (12,625) (15,190)
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 2014年度  2013年度  2012年度

 百万ドル  億円  百万ドル  億円  百万ドル  億円

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ
シュ・フロー

           

純収入(支出)額：            

コマーシャル・ペー
パーおよびその他の短
期借入債務

119  143  4  5  (705) (848)

非支配持分 (189) (227) (557) (670) (296) (356)

その他の担保付金融取
引

(2,189) (2,634) (10,726) (12,906) (6,628) (7,975)

預金 21,165  25,466  29,113  35,029  17,604  21,181

収入額：            

株式報奨に関連する超
過税金ベネフィット

101  122  10  12  42  51

デリバティブ財務活動 855  1,029  1,003  1,207  243  292

優先株式の発行、発行
費用控除後

2,782  3,347  1,696  2,041  ―  ―

長期借入債務の発行 36,740  44,206  27,939  33,616  23,646  28,451

支出額：            

長期借入債務の返済 (33,103) (39,830) (38,742) (46,614) (43,092) (51,848)

デリバティブ財務活動 (776) (934) (1,216) (1,463) (125) (150)

普通株式の買戻しおよ
び従業員源泉徴収税

(1,458) (1,754) (691) (831) (227) (273)

ウェルス・マネジメン
トJVに対する追加持分
の購入

―  ―  (4,725) (5,685) (1,890) (2,274)

現金配当 (904) (1,088) (475) (572) (469) (564)

財務活動により調達(使用)
された純キャッシュ

23,143  27,846  2,633  3,168  (11,897) (14,314)

現金および現金同等物に係
る換算差額

(1,804) (2,171) (202) (243) (119) (143)

変動持分事業体に関連する
現金および現金同等物の影
響

(45) (54) (544) (655) (526) (633)

現金および現金同等物の純
増加（減少）

(12,899) (15,520) 12,979  15,616  (408) (491)

現金および現金同等物の期
首残高

59,883  72,051  46,904  56,435  47,312  56,926

現金および現金同等物の期
末残高

$46,984  \ 56,531  $59,883  \ 72,051  $46,904  \ 56,435

現金および現金同等物は以
下を含む：

           

現金および銀行預け金 $21,381  \ 25,726  $16,602  \ 19,976  $20,878  \ 25,120

利付銀行預け金 25,603  30,806  43,281  52,076  26,026  31,314

現金および現金同等物の期
末残高

$46,984  \ 56,531  $59,883  \ 72,051  $46,904  \ 56,435
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キャッシュ・フロー情報の補足開示

利息に係る現金支払額は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ3,575百万ドル、4,793百万ドル

および5,213百万ドルであった。

法人所得税に係る現金支払額は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ886百万ドル、930百万ド

ルおよび388百万ドルであった。

 

連結財務諸表の注記を参照。
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モルガン・スタンレー

連結資本変動計算書

(百万ドル)

 優先株式  普通株式  

払込
剰余金  

利益
剰余金  

従業員
株式信託  

その他の
包括利益
(損失)
累計額  

自己普通
株式―
取得原価  

従業員株式
信託に
発行した
普通株式  

償還不能
非支配
持分  資本合計

2011年12月31日現在残高 $1,508  $20  $22,836  $40,341  $3,166  $(157)  $(2,499)  $(3,166)  $8,029  $70,078

モルガン・スタンレーに帰属する
純利益

―  ―  ―  68  ―  ―  ―  ―  ―  68

償還不能非支配持分に帰属する
純利益

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  524  524

配当金 ―  ―  ―  (497)  ―  ―  ―  ―  ―  (497)

従業員制度に基づく株式の発行
および関連する税効果

―  ―  662  ―  (234)  ―  485  234  ―  1,147

普通株式の買戻しおよび従業員

源泉徴収税
―  ―  ―  ―  ―  ―  (227)  ―  ―  (227)

その他の包括利益累計額の
純変動額

―  ―  ―  ―  ―  (359)  ―  ―  (120)  (479)

ウェルス・マネジメントJVに
対する追加持分の購入

―  ―  (107)  ―  ―  ―  ―  ―  (1,718)  (1,825)

償還可能非支配持分への組替 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (4,288)  (4,288)

その他の純増加 ―  ―  35  ―  ―  ―  ―  ―  892  927

2012年12月31日現在残高 1,508  20  23,426  39,912  2,932  (516)  (2,241)  (2,932)  3,319  65,428

 

(億円)

 優先株式  普通株式  

払込
剰余金  

利益
剰余金  

従業員
株式信託  

その他の
包括利益
(損失)
累計額  

自己普通
株式―
取得原価  

従業員株式
信託に
発行した
普通株式  

償還不能
非支配
持分  資本合計

2011年12月31日現在残高 \1,814  \24  \27,476  \48,538  \3,809  \ (189)  \ (3,007)  \ (3,809)  \9,660  \84,318

モルガン・スタンレーに帰属する
純利益

―  ―  ―  82  ―  ―  ―  ―  ―  82

償還不能非支配持分に帰属する
純利益

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  630  630

配当金 ―  ―  ―  (598)  ―  ―  ―  ―  ―  (598)

従業員制度に基づく株式の発行
および関連する税効果

―  ―  797  ―  (282)  ―  584  282  ―  1,380

普通株式の買戻しおよび従業員

源泉徴収税
―  ―  ―  ―  ―  ―  (273)  ―  ―  (273)

その他の包括利益累計額の
純変動額

―  ―  ―  ―  ―  (432)  ―  ―  (144)  (576)

ウェルス・マネジメントJVに
対する追加持分の購入

―  ―  (129)  ―  ―  ―  ―  ―  (2,067)  (2,196)

償還可能非支配持分への組替 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (5,159)  (5,159)

その他の純増加 ―  ―  42  ―  ―  ―  ―  ―  1,073  1,115

2012年12月31日現在残高 1,814  24  28,186  48,022  3,528  (621)  (2,696)  (3,528)  3,993  78,723
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(百万ドル)

 優先株式  普通株式  

払込
剰余金  

利益
剰余金  

従業員
株式信託  

その他の
包括利益
(損失)
累計額  

自己普通
株式―
取得原価  

従業員株式
信託に
発行した
普通株式  

償還不能
非支配
持分  資本合計

2012年12月31日現在残高 1,508  20  23,426  39,912  2,932  (516)  (2,241)  (2,932)  3,319  65,428

モルガン・スタンレーに帰属する
純利益

―  ―  ―  2,932  ―  ―  ―  ―  ―  2,932

償還不能非支配持分に帰属する
純利益

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  459  459

配当金 ―  ―  ―  (521)  ―  ―  ―  ―  ―  (521)

従業員制度に基づく株式の発行
および関連する税効果

―  ―  1,160  ―  (1,214)  ―  (36)  1,214  ―  1,124

普通株式の買戻しおよび従業員

源泉徴収税
―  ―  ―  ―  ―  ―  (691)  ―  ―  (691)

その他の包括利益累計額の
純変動額

―  ―  ―  ―  ―  (577)  ―  ―  (205)  (782)

優先株式の発行 1,712  ―  (16)  ―  ―  ―  ―  ―  ―  1,696

ウェルス・マネジメントJVの
償還価額調整

―  ―  ―  (151)  ―  ―  ―  ―  ―  (151)

その他の純減少 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (464)  (464)

2013年12月31日現在残高 3,220  20  24,570  42,172  1,718  (1,093)  (2,968)  (1,718)  3,109  69,030

 

(億円)

 優先株式  普通株式  

払込
剰余金  

利益
剰余金  

従業員
株式信託  

その他の
包括利益
(損失)
累計額  

自己普通
株式―
取得原価  

従業員株式
信託に
発行した
普通株式  

償還不能
非支配
持分  資本合計

2012年12月31日現在残高 1,814  24  28,186  48,022  3,528  (621)  (2,696)  (3,528)  3,993  78,723

モルガン・スタンレーに帰属する
純利益

―  ―  ―  3,528  ―  ―  ―  ―  ―  3,528

償還不能非支配持分に帰属する
純利益

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  552  552

配当金 ―  ―  ―  (627)  ―  ―  ―  ―  ―  (627)

従業員制度に基づく株式の発行
および関連する税効果

―  ―  1,396  ―  (1,461)  ―  (43)  1,461  ―  1,352

普通株式の買戻しおよび従業員

源泉徴収税
―  ―  ―  ―  ―  ―  (831)  ―  ―  (831)

その他の包括利益累計額の
純変動額

―  ―  ―  ―  ―  (694)  ―  ―  (247)  (941)

優先株式の発行 2,060  ―  (19)  ―  ―  ―  ―  ―  ―  2,041

ウェルス・マネジメントJVの
償還価額調整

―  ―  ―  (182)  ―  ―  ―  ―  ―  (182)

その他の純減少 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (558)  (558)

2013年12月31日現在残高 3,874  24  29,563  50,741  2,067  (1,315)  (3,571)  (2,067)  3,741  83,057
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(百万ドル)

 優先株式  普通株式  

払込
剰余金  

利益
剰余金  

従業員
株式信託  

その他の
包括利益
(損失)
累計額  

自己普通
株式―
取得原価  

従業員株式
信託に
発行した
普通株式  

償還不能
非支配
持分  資本合計

2013年12月31日現在残高 3,220  20  24,570  42,172  1,718  (1,093)  (2,968)  (1,718)  3,109  69,030

モルガン・スタンレーに帰属する
純利益

―  ―  ―  3,467  ―  ―  ―  ―  ―  3,467

償還不能非支配持分に帰属する
純利益

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  200  200

配当金 ―  ―  ―  (1,014)  ―  ―  ―  ―  ―  (1,014)

従業員制度に基づく株式の発行
および関連する税効果

―  ―  (294)  ―  409  ―  1,660  (409)  ―  1,366

普通株式の買戻しおよび従業員

源泉徴収税
―  ―  ―  ―  ―  ―  (1,458)  ―  ―  (1,458)

その他の包括利益累計額の
純変動額

―  ―  ―  ―  ―  (155)  ―  ―  (94)  (249)

優先株式の発行 2,800  ―  (18)  ―  ―  ―  ―  ―  ―  2,782

不動産ファンドに関連する一定の
法的事業体の連結除外

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (1,606)  (1,606)

その他の純減少 ―  ―  (9)  ―  ―  ―  ―  ―  (405)  (414)

2014年12月31日現在残高 $6,020  $20  $24,249  $44,625  $2,127  $(1,248)  $(2,766)  $(2,127)  $1,204  $72,104

 

(億円)

 優先株式  普通株式  

払込
剰余金  

利益
剰余金  

従業員
株式信託  

その他の
包括利益
(損失)
累計額  

自己普通
株式―
取得原価  

従業員株式
信託に
発行した
普通株式  

償還不能
非支配
持分  資本合計

2013年12月31日現在残高 3,874  24  29,563  50,741  2,067  (1,315)  (3,571)  (2,067)  3,741  83,057

モルガン・スタンレーに帰属する
純利益

―  ―  ―  4,171  ―  ―  ―  ―  ―  4,171

償還不能非支配持分に帰属する
純利益

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  241  241

配当金 ―  ―  ―  (1,220)  ―  ―  ―  ―  ―  (1,220)

従業員制度に基づく株式の発行
および関連する税効果

―  ―  (354)  ―  492  ―  1,997  (492)  ―  1,644

普通株式の買戻しおよび従業員

源泉徴収税
―  ―  ―  ―  ―  ―  (1,754)  ―  ―  (1,754)

その他の包括利益累計額の
純変動額

―  ―  ―  ―  ―  (186)  ―  ―  (113)  (300)

優先株式の発行 3,369  ―  (22)  ―  ―  ―  ―  ―  ―  3,347

不動産ファンドに関連する一定の
法的事業体の連結除外

―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (1,932)  (1,932)

その他の純減少 ―  ―  (11)  ―  ―  ―  ―  ―  (487)  (498)

2014年12月31日現在残高 \7,243  \24  \29,176  \53,693  \2,559  \ (1,502)  \ (3,328)  \ (2,559)  \1,449  \86,756

 

連結財務諸表の注記を参照。
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モルガン・スタンレー

連結財務諸表の注記

 

１　概説および表示の基礎

当社

金融持株会社であるモルガン・スタンレーは、法人・機関投資家向け証券業務、ウェルス・マネジメントおよ

び投資運用業務の各事業セグメントにおいて市場の重要な地位を占めるグローバル金融サービス企業である。当

社は、その子会社および関連会社を通して、企業、政府、金融機関および個人を含む多数かつ多様な顧客層を対

象として多岐にわたる商品およびサービスを提供している。文脈上、別意に解すべき場合を除き、「モルガン・

スタンレー」または「当社」とは、モルガン・スタンレー（以下「親会社」という。）およびその連結子会社を

意味する。

当社の各事業セグメントの業務の概要は以下のとおりである。

法人・機関投資家向け証券業務は、合併・買収、組織再編、不動産およびプロジェクト・ファイナンスの

アドバイザリー業務を含む金融アドバイザリーおよび資金調達サービス、企業向け貸付、株式・債券および

外国為替、コモディティを含むこれらの関連商品の販売、トレーディング、貸借および値付け業務ならびに

投資業務を提供している。

ウェルス・マネジメントは、個人投資家および中小企業・団体に対して、多様な投資の選択肢を対象とす

る仲介および投資アドバイザリー・サービス、金融および財産プランニング・サービス、年金およびその他

の保険商品、クレジットおよびその他の貸付商品、現預金管理サービス、退職関連サービスを提供すると共

に、債券のトレーディングに従事している。当該業務は主としてこれらの証券を対象とする顧客のトレー

ディングまたは投資を円滑にするものである。

投資運用業務は、あらゆる地域、資産クラスならびに公開および非公開市場のリスク／リターン領域にお

よぶ幅広い投資戦略を、機関投資家および仲介業者のチャネルから富裕顧客にわたる多様な顧客層に対して

提供している。

 

グローバル石油取引事業、カンタームおよびトランスモンターニュ

2013年12月20日、当社およびロスネフチ・オイル・カンパニー（以下「ロスネフチ」という。）の子会社は、

当社がコモディティ部門のグローバル石油取引事業（以下「グローバル石油取引事業」という。）をロスネフチ

に売却する売買契約を締結した。当該売買契約は2014年12月20日に失効したことから、2014年12月22日に当社は

売却取引の終了を公表した。

2014年３月27日、当社は、カナダに２つの流通ターミナルを有する石油精製品共同貯蔵ターミナル運営会社で

あるカンターム・カナディアン・ターミナルズ・インク（以下「カンターム」という。）の売却を完了した。当

社のカンタームへの継続関与の度合を踏まえ、カンタームの業績は、すべての表示期間において当社の法人・機

関投資家向け証券業務の継続事業の一部として報告されている。売却益は約45百万ドルであった。

2014年７月１日、当社はNGLエネルギー・パートナーズ・エルピーに対し、米国に本拠を置く石油貯蔵・販売

輸送企業のトランスモンターニュ・インクに対する所有持分および関連する現物在庫を売却し、一定のターミナ

ル貯蔵契約に基づく当社の債務をNGLエネルギー・パートナーズ・エルピーが引き受ける取引を完了した。2014

年度に約112百万ドルの売却益が計上され、当社の法人・機関投資家向け証券業務の継続事業に含まれている。
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非継続事業

クィルター

2012年４月２日に、当社は英国における個人向けウェルス・マネジメント事業であるクィルター・アンド・カ

ンパニー・リミテッド（以下「クィルター」という。）の売却を完了した。クィルターの純収益は2012年度にお

いて148百万ドルであった。税引前純利益(損失)は2013年度および2012年度においてそれぞれ(1)百万ドルおよび

97百万ドルであり、2012年度にはクィルターの売却に関連する利益約108百万ドルが含まれていた。クィルター

の経営成績は、すべての表示期間において当社のウェルス・マネジメント事業セグメントに非継続事業として報

告されている。

 

サクソン

2011年10月24日、当社は、住宅用モーゲージ・ローンのサービシングおよびサブ・サービシング業者であるサ

クソンをオクウェン・ファイナンシャル・コーポレーションに売却することで合意に達した旨を発表した。当該

取引はサクソンの資産の売却として再編され、2012年度に実質的に完了した。サクソンの純収益は2012年度にお

いて79百万ドルであり、税引前損失は2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ35百万ドル、64百万

ドルおよび187百万ドルであった。2012年度の税引前利益には主にサクソンの公正価値が増加したことに起因す

る利益約51百万ドルおよびサクソンに関連した独立の差押調査に関する連邦準備制度理事会との和解に関連する

約115百万ドルの引当金が含まれていた。サクソンの経営成績は、すべての表示期間において当社の法人・機関

投資家向け証券事業セグメントに非継続事業として報告されている。

 

2014年度、2013年度および2012年度のその他の税引前利益(損失)はそれぞれ16百万ドル、(7)百万ドルおよび

42百万ドルであり、主に当社のリテール資産運用事業および自己勘定投資の過去における売却に関連して非継続

事業に含まれていた。

非継続事業に関する過年度の金額は再計算されている。

 

財務情報の基礎

当社の連結財務諸表は、アメリカ合衆国において一般に公正妥当と認められる会計原則（以下「米国GAAP」と

いう。）に基づいて作成されている。当該会計原則は特定の金融商品の評価、のれんおよび無形資産の評価、報

酬、繰延税金資産、訴訟および税金問題の帰結、貸倒引当金ならびにその他連結財務諸表や関連する開示事項に

影響を与える事項について、当社が見積りを行い仮定を設けることを要求している。当社は、連結財務諸表の作

成に際して使用された見積りは、慎重かつ合理的であると考えている。実際の結果は見積りと大きく異なる可能

性がある。内部取引および残高は相殺消去されている。
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連結

連結財務諸表は、当社、その完全所有子会社および一定の変動持分事業体（以下「VIE」という。）（注記７

参照）を含む、当社が支配的財務持分を有するその他の事業体の勘定を含んでいる。完全所有に至らない連結子

会社における第三者の保有持分は非支配持分と呼ばれている。これらの子会社の純利益のうち非支配持分に帰属

する部分は、当社の連結損益計算書において償還可能非支配持分に帰属する純利益（損失）または償還不能非支

配持分に帰属する純利益（損失)のいずれかとして表示されている。これらの子会社の株主持分のうち償還不能

部分は、当社の連結貸借対照表の資本合計の構成項目である償還不能非支配持分として表示されている。

(1)リスクを負担する持分投資の総額が事業体がその活動の資金調達を追加的な劣後財務支援なしで行うこと

を可能とする程に十分であり、(2)持分保有者が事業体の経済的残余リスクを負担しリターンを享受すると共に

事業体の経済的業績に最も重要な影響を与える活動を指示する能力を有する事業体については、当社は、議決権

の過半数ないしは他の方法のいずれかを通じて、それらの事業体を支配している場合に連結している。VIE（す

なわち、これらの基準を満たさない事業体）については、当社がVIEの経済的業績に最も重要な影響を与える意

思決定を行う能力を有し、かつ、VIEにとって潜在的に重要となりうる損失を負担する義務または便益を受ける

権利を有する場合に、当社はそれらの事業体を連結している。ただし、マネー・マーケット・ファンド、投資会

社または会計目的上投資会社として適格な事業体である一定のVIEはその範囲から除外される。当社は通常、そ

のような事業体の期待損失の過半あるいは期待残余利益の過半、またはその両方を当社が吸収する場合にそれら

の事業体を連結している。

当社は、支配的財務持分を保有していないが、経営および財務上の意思決定に重要な影響を及ぼす事業体に対

する投資については一般に持分法を適用し、純利益および損失をその他の収益に計上している（注記22参照）。

当社が一定の適格投資を、公正価値オプションに従って公正価値で測定することを選択している場合には、純利

益および損失を投資収益に計上している（注記４参照）。

会計目的上、投資会社として適格である事業体によって保有される株式およびパートナーシップ持分は、公正

価値で計上されている。

当社の重要な米国内外の規制対象子会社には、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニーLLC (以下「MS &

Co.」という。)、モルガン・スタンレー・スミス・バーニーLLC(以下「MSSB LLC」という。)、モルガン・スタ

ンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・ピーエルシー(以下「MSIP」という。)、モルガン・スタン

レーMUFG証券株式会社(以下「MSMS」という。)、モルガン・スタンレー・バンク・エヌ・エイ(以下「MSBNA」と

いう。)およびモルガン・スタンレー・プライベート・バンク・ナショナル・アソシエーション(以下「MSPBNA」

という。)が含まれている。

 

損益計算書の表示

当社は、その子会社および関連会社を通して、企業、政府、金融機関および個人を含む多数かつ多様な顧客層

を対象として多岐にわたる商品およびサービスを提供している。顧客に対する様々な商品およびサービスの提供

に関して、当社はその収益および関連費用を総合的に管理している。それゆえ、事業の業績を評価する場合に、

特に法人・機関投資家向け証券事業セグメントにおいて、当社は、トレーディング、投資銀行業務、委託手数

料、および受取利息を、関連する支払利息と合わせて、統合された１つの事業とみなしている。
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２　重要な会計方針

収益の認識

投資銀行業務

引受業務収益ならびに、合併・買収および組織再編取引に係るアドバイザリー手数料は、当該取引に係るサー

ビスが、通常、契約条項の規定に基づいて実質的に完了したと判断された時点で計上される。主に、取引に直接

関連する弁護士費用、旅費およびその他の費用からなる取引関連費用は繰延べられ、関連する投資銀行業務の取

引収益と同じ会計期間に認識される。引受業務収益は、関連費用控除後の金額で表示されている。アドバイザ

リー業務に関連する立替経費以外の経費は、非金利費用に計上されている。

 

委託手数料

委託手数料収益は、主に、上場株式および店頭株式の委託売買取引、販売およびトレーディング業務に関連す

るサービス、ならびにミューチュアル・ファンド、先物、保険商品およびオプションの販売から発生する。委託

手数料収益は約定基準で認識されている。

 

資産運用・販売・管理手数料

資産運用・販売・管理手数料は、関連する契約期間にわたり認識される。オープン・エンド型ミューチュア

ル・ファンド商品の一定の受益証券クラスの販売に関連して当社が支払う販売手数料は、繰延手数料資産として

会計処理される。当社は、繰延手数料資産の回収可能性を、将来の期間に受け取ると見込まれるキャッシュ・フ

ローに基づき定期的に検証している。一定の運用手数料契約では、運用する資産に係る収益が一定のベンチマー

ク収益またはその他の運用実績目標を超過した場合、当社は実績に基づく報酬（成功報酬ともいう）を受け取る

権利を有する。そのような契約において、実績報酬収益は、投資運用契約に記載された運用実績ベンチマークに

対する現在までの口座／ファンドの運用実績の測定に基づき四半期ごとに計上（または取消）されている。実績

に基づく報酬は、契約の性質に応じて、投資または資産運用・販売・管理手数料に計上される。実績に基づく報

酬収益のうち、ファンドの運用実績が上記の投資運用契約のベンチマークを下回った場合に取り消されるリスク

のある金額は、2014年12月31日現在および2013年12月31日現在それぞれ約634百万ドルおよび約489百万ドルで

あった。

 

トレーディングおよび投資

トレーディングおよび投資の収益認識に関する詳細については以下の「金融商品および公正価値」を参照。

 

金融商品および公正価値

当社の金融商品の大部分は公正価値で計上されており、公正価値の変動額は各期間の損益に認識されている。

公正価値測定およびこれらの金融商品への適用に関する当社の方針は以下のとおりである。
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公正価値で測定される金融商品

トレーディング資産およびトレーディング負債内のすべての商品は、公正価値オプションの選択（以下に記載

する）を通じて、またはその他の会計指針の要求に従って、公正価値で測定されている。これらの金融商品は主

に、当社のトレーディングおよび投資ポジションを表すものであり、現物およびデリバティブ商品の両方を含ん

でいる。さらに、売却可能有価証券として分類された債券は、債券に対する一定の投資に関する会計指針に従っ

て公正価値で測定される。また、受入担保有価証券および受入担保有価証券返還債務は、その他の会計指針の要

求に応じて公正価値で測定されている。さらに一定の預金、一定のコマーシャル・ペーパーおよびその他の短期

借入債務（仕組債）、一定のその他の担保付金融取引、一定の買戻条件付売却有価証券ならびに一定の長期借入

債務（主として仕組債）は、公正価値オプションの選択を通じて公正価値で測定されている。

公正価値で計上されるこれらのすべての商品に係る利益および損失は、売却可能有価証券（本注記の「投資有

価証券－売却可能および満期保有」のセクションおよび注記５を参照。）およびヘッジとして会計処理されるデ

リバティブ（本注記の「ヘッジ会計」のセクションおよび注記12を参照）を除き、当社の連結損益計算書のト

レーディング収益、投資収益または投資銀行収益に反映されている。受取利息および支払利息は、金融商品の性

質および関連する市場慣行に応じて当社の連結損益計算書に計上されている。利息が金融商品の公正価値の構成

要素となっている場合には、利息はトレーディング収益または投資収益に含められる。その他の場合には、これ

は、受取利息または支払利息に含められる。配当収益は、事業活動に応じてトレーディング収益または投資収益

に計上されている。金融商品およびコモディティに関連するデリバティブ契約を含む店頭で取引される金融商品

の公正価値は、連結貸借対照表上、適当な場合には取引相手先ごとの純額で表示されている。さらに、当社は、

支払いまたは受取った現金担保の公正価値を、同一のマスターネッティング契約に基づき同一の契約相手先との

間で実行した正味デリバティブ・ポジションについて認識された公正価値の金額と相殺している。

 

公正価値オプション

公正価値オプションは、資産または負債の当初認識時または当該商品の会計処理の新たな基礎を生じさせる事

象に際し、金融商品ごとに取消不能な公正価値オプションを選択することを認めている。当社は、一定の売戻条

件付購入有価証券、一定のローンおよび貸付コミットメント、一定の持分法投資、一定の買戻条件付売却有価証

券、一定の仕組債、一定の定期預金ならびに一定のその他の担保付金融取引を含む適格の金融商品に対して公正

価値オプションを適用している。
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公正価値測定－定義および階層

公正価値は、測定日現在の市場参加者間の秩序ある取引において、資産の売却により受け取り、または負債の

移転により支払うであろう価格（すなわち「出口価格」）として定義されている。

公正価値を決定する際に、当社は様々な評価方法を使用し、公正価値測定に使用されるインプットに関する階

層を設定しており、当該階層は、最も観察可能なインプットが入手可能である場合にその使用を求めることによ

り、関連する観察可能なインプットの使用を最大化し、観察不可能なインプットの使用を最小化している。観察

可能なインプットは、当社から独立した情報源から得られた市場データに基づき算出された、市場参加者が資産

または負債の価格決定に使用するであろうインプットである。観察不可能なインプットは、現状利用可能な最良

の情報に基づき算出される、他の市場参加者が資産または負債の価格決定に使用するであろう仮定に関する、当

社の仮定を反映したインプットである。当該階層は、以下のようにインプットの観察可能性に基づき３つのレベ

ルに分類される。

・　レベル１－当社が参加することが可能である活発な市場における同一の資産または負債の相場価格に基

づく評価額。評価額の調整および大量保有によるディスカウントはレベル１の商品には適用されない。

当該評価は、活発な市場において容易にかつ定期的に入手できる相場価格に基づくため、これらの商品

の評価には重要な判断を必要としない。

・　レベル２－活発でない市場における１以上の相場価格に基づく評価額またはすべての重要なインプット

が直接または間接的に観察可能である評価額。

・　レベル３－観察不可能であり、公正価値測定の全体に対して重要であるインプットに基づく評価額。

 

観察可能なインプットの入手可能性は、商品によって異なり、例えば商品の種類やそれがまだ市場に定着して

いない新商品であるか、市場の流動性および商品に固有のその他の特徴を含む多様な要因によって影響を受け

る。評価が、市場における観察可能性が低いか観察不可能なモデルまたはインプットに基づく限り、公正価値の

決定にはより多くの判断が要求される。したがって、公正価値の決定において当社が行う判断の度合いは、公正

価値の階層のレベル３に分類される商品に係るものが最も大きい。

当社は、市場が混乱している期間を含め、測定日現在の最新の価格およびインプットを考慮している。市場が

混乱している期間においては、価格およびインプットの観察可能性が多くの商品について減少する場合がある。

このような状況においては、公正価値の階層のレベル１からレベル２またはレベル２からレベル３へと商品を再

分類する場合がある（注記４参照）。さらに、市場環境の悪化により、多くの商品の評価額が下落する可能性が

ある。

一定の場合、公正価値測定に使用されるインプットは、異なるレベルの公正価値の階層に分類され得る。この

ような場合、開示目的上、公正価値測定額全体が当てはまる公正価値の階層レベルは、公正価値測定の全体に

とって重要である最低レベルのインプットに基づき決定される。
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評価手法

多くの現物商品および店頭デリバティブ契約には、市場において観察可能な買呼値および売呼値がある。買呼

値は、当事者が資産に関して支払う意思のある最も高い値段を反映している。売呼値は、当事者が資産に関して

受け取る意思のある最も安い値段を反映している。インプットが買呼値と売呼値に基づく金融商品に関して、当

社は、必ずしもその公正価値の見積りが事前に決定した買呼値と売呼値の範囲内の一点にあることを必要としな

い。当社の方針は、仲値での価格決定および、当社による公正価値の最善の見積りに見合う買呼値と売呼値の範

囲内の点に調整することを許容する。同一の金融商品における相殺ポジションに関しては、買いおよび売りの両

方のポジションを測定するために売買呼値のスプレッド内の同じ価格が使用される。

多くの現物商品および店頭デリバティブ契約の公正価値は、価格決定モデルを使用して導出される。価格決定

モデルは、契約条件（満期を含む）、ならびに必要に応じてコモディティ価格、株価、金利イールド・カーブ、

クレジット・カーブ、相関関係、取引相手先の信用度、当社の信用度、オプションのボラティリティおよび為替

レートを含む複数のインプットを考慮している。必要に応じて、流動性リスク（売買呼値の調整）、信用度、モ

デルの不確実性および集中リスク等の様々な要因について会計処理するために評価調整が行われる。流動性リス

クに関する調整は、モデルから導出されるレベル２およびレベル３の金融商品の仲値水準を、リスク・ポジショ

ンの出口価格を適切に反映するために必要とされる買呼値と仲値または仲値と売呼値のスプレッドに関して調整

する。買呼値と仲値および仲値と売呼値のスプレッドは、トレーディング業務、ブローカー相場またはその他の

外部の第三者のデータにおいて観察された水準で評価される。問題となる特定のポジションに関してこれらのス

プレッドが観察不可能である場合、スプレッドは観察可能な水準の類似ポジションから導出される。当社は、公

正価値オプションが選択された短期および長期借入債務（主に仕組債）ならびに店頭デリバティブに対し、信用

に関連した評価調整を適用している。当社は、短期および長期借入債務の公正価値を測定する際に、債券の流通

市場における当社のスプレッドの観察に基づき、当社自身の信用スプレッドの変動の影響を考慮している。店頭

デリバティブに関して公正価値を測定する際には、当社および取引相手先の両方の信用格付の変更による影響が

考慮される。期待エクスポージャーの決定に当たっては、当社は、契約相手先に対する将来のエクスポージャー

の配分をシミュレートし、その後、外部の第三者のクレジット・デフォルト・スワップ（以下「CDS」とい

う。）のスプレッドデータを利用して、市場に基づくデフォルト確率を将来のエクスポージャーに適用してい

る。特定の契約相手先に関してCDSのスプレッドデータが利用できない場合には、債券市場のスプレッド、契約

相手先の信用格付に基づくCDSのスプレッドデータまたは類似の契約相手先を参照したCDSのスプレッドデータを

使用することがある。当社はまた、各取引相手先に対する当社のエクスポージャーを軽減する、保有担保および

法的強制力のあるマスターネッティング契約を考慮する。基礎となるモデルが直接的にも間接的にも観察不可能

である重要なインプットに依拠するポジションに関しては、モデルの不確実性に関する調整が行われるため、そ

の導出に当たっては確立された理論的概念への依拠が必要とされる。これらの調整は、統計的アプローチおよび

市場に基づく情報（利用可能な場合）を使用して、予想される変動性の程度を評価することにより導出される。

当社は通常、すべての評価およびモデルを当初およびその後の定期的なレビュー手続の対象としている。当社

は、特に大規模なリスク・エクスポージャーを決済するための追加費用を反映させるため、一定の店頭デリバ

ティブのポートフォリオについて集中による調整を行うことがある。可能な場合には、これらの調整は観察可能

な市場の情報に基づくが、多くの場合には、市場の流動性不足のために、集中したリスク・エクスポージャーの

決済費用の見積りには重要な判断が要求される。
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2014年度第４四半期において、当社は無担保または一部担保付の店頭デリバティブ、および契約条件に基づき

受け入れた担保の再利用が許可されていない担保付デリバティブの公正価値測定に資金調達評価調整(以下

「FVA」という。)を導入した。当社のFVAの導入は、これらの商品に関する当社の主な出口市場に関与している

大部分の市場参加者による価格決定と評価にFVAが含まれていることを反映している。一般的に、FVAは上記のデ

リバティブ商品に固有の市場の資金調達リスクのプレミアムを反映している。FVAを測定する方法は、当社の既

存の信用関連評価調整の算定手法を活用するものであり、資産および負債の両方に適用される。

公正価値は、事業体に固有の尺度ではなく、市場参加者の視点から検討された市場に基づく尺度である。その

ため、市場の仮定が容易に入手できない場合でも、当社自身の仮定は、測定日現在において市場参加者が資産ま

たは負債の価格決定に使用するであろうと当社が考える仮定を反映して設定される。当社が市場リスクまたは信

用リスクに対する正味エクスポージャーに基づき金融資産および金融負債グループの公正価値を管理している場

合、当社は、市場参加者が測定日現在において正味リスク・エクスポージャーの価格を決定する方法と整合する

ように金融商品グループの公正価値を測定する。

公正価値で測定される金融商品の主要な分類に適用される評価手法の詳細に関しては、注記４を参照。

 

非経常的に公正価値で測定される資産および負債

当社の一定の資産および負債は、非経常的に公正価値で測定されている。当社はこれらの資産を公正価値に調

整する場合には損失または利益を計上する。市場環境の悪化により、将来の期間において追加的な減損損失が生

じる可能性がある。

非経常的に公正価値で測定される資産および負債に係る公正価値は、様々な評価方法を使用して決定される。

これらの項目の公正価値の測定に際しては、観察可能なインプットが入手可能である場合にその使用を通常求め

ることにより、観察可能なインプットの使用を最大化し、観察不可能なインプットの使用を最小化するという上

記と同じインプットの階層が使用される。

 

評価プロセス

当社のファイナンシャル・コントロール・グループ（以下「FCG」という。）内のバリュエーション・レ

ビュー・グループ（以下「VRG」という。）は、当社の公正価値評価の方針、プロセスおよび手続きを統括して

いる。VRGは事業部門から独立しており、当社の金融商品の評価に対して最終的な権限を有する最高財務責任者

（以下「CFO」という。）の監督下にある。VRGは価格決定モデルにより導出されたものを含む、公正価値で測定

された当社の金融商品の公正価値を検証するための評価管理プロセスを実施する。これらの管理プロセスは、財

務報告に使用される価額が、可能な限り観察可能なインプットに基づいていることを確保するように設計されて

いる。観察可能なインプットが利用可能ではない場合には、管理プロセスは、使用された評価方法が適切であ

り、継続的に適用され、かつ仮定が合理的であることを確保するように設計されている。

 

当社の管理プロセスは、特記なき限り、公正価値の階層のレベル１、レベル２またはレベル３に分類された金

融商品に適用される。これらの管理プロセスは、以下を含んでいる。
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モデルのレビュー

VRGは、当社の市場リスク部門（以下「MRD」という。）および必要に応じて当社の信用リスク管理部門（共

に最高リスク責任者の管理下にある。）と連携して、観察可能なインプットを使用して評価モデルの理論的な

健全性、事業部門が開発した評価手法およびキャリブレーション技術の妥当性を独立の立場からレビューして

いる。インプットが観察可能でない場合には、VRGは、提案された評価手法の妥当性についてのレビューを行

い、市場参加者が観察不可能なインプットへと到達する方法と整合していることを確かめる。観察可能なイン

プットがない場合に用いられる評価手法には、外挿法および類似の観察可能なインプットの使用が含まれ得

る。レビューの一環として、VRGは、事業部門の評価モデルにより算定された公正価値を独立の立場で検証す

るための手法を開発している。新たな評価モデルを使用して取引を実行する際には、それに先立って、それら

のモデルについて独立のレビューを受けることが求められる。当社の評価モデルはすべて、年に１度VRGによ

る独立レビューの対象となる。

 

独立の価格検証

各事業部門は承認された評価モデルおよび評価手法を用いて金融商品の公正価値を決定する責任を負ってい

る。VRGは、通常月次ベースで、事業部門が使用したインプットの適切性を判断すること、および上記のモデ

ルのレビュー手続きにより承認された評価手法（文書化されたもの）への準拠性をテストすることにより、評

価モデルを使用して決定された金融商品の公正価値の妥当性について独立の立場で検証している。

VRGは、評価モデルを使用して算定された金融商品の公正価値の妥当性を検証するために、最近実行された

取引、取引所データ等その他の観察可能な市場データ、ブローカー・ディーラーの相場、第三者の価格決定業

者およびアグリゲーション・サービスを使用している。VRGは、外部の情報源およびそれらの評価手法を評価

することにより、当該外部の情報提供者が第三者の価格情報源に期待される最低限の基準を満たすかどうかを

判断している。承認された外部の情報源から提供された価格データは、例えば、外部の情報源の価格を実行さ

れた取引に照らしてその正当性を確認すること、外部の情報源が価格を算出するために使用した手法および仮

定を分析すること、ならびに／または当該第三者の価格情報源（または当該第三者の価格情報源が使用した元

の情報源）が市場においてどの程度活発であるかを評価することなどの複数のアプローチを用いて評価され

る。この分析に基づき、VRGは、事業部門による金融商品の公正価値の妥当性の検証に最も高次の市場データ

が使用されることを確保するため、観察可能な市場データの順位付けを行っている。

公正価値の階層のレベル３に分類される金融資産については、VRGは、事業部門の評価技術をレビューし、

当該技術が市場参加者の仮定と整合することを確保している。

この独立の価格検証および事業部門が算出した公正価値に対してVRGが行った修正の結果は、３つの事業セ

グメント（すなわち法人・機関投資家向け証券業務、ウェルス・マネジメントおよび投資運用業務）の管理責

任者、CFOおよび最高リスク責任者に定期的に提示される。
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レベル３の新規取引のレビュー

VRGは、すべての重要なレベル３の新規取引の価格決定に使用されたモデルおよび評価手法をレビューして

おり、当初認識される取引の公正価値はFCGおよびMRDの管理責任者の双方の承認を受けなければならない。

 

経常的および非経常的に公正価値で測定される金融資産および負債の詳細に関しては、注記４を参照。

 

ヘッジ会計

当社は、資産負債および通貨の総合管理の一環として、公正価値で評価していない資産および負債から生じる

金利および為替リスクをヘッジするための様々なデリバティブ金融商品を用いてヘッジ会計を適用している。こ

れらの金融商品は、当社の連結貸借対照表中、トレーディング資産のうちのデリバティブおよびその他の契約、

またはトレーディング負債のうちのデリバティブおよびその他の契約に含まれている。

当社のヘッジは、ヘッジの対象となっているリスクに起因した資産および負債の公正価値の変動に対するヘッ

ジ（以下「公正価値ヘッジ」という。）、および、親会社の報告通貨と機能通貨が異なる在外事業への純投資に

対するヘッジ（以下「純投資ヘッジ」という。）のいずれかのタイプのヘッジとして指定されており、会計目的

上適格である。

デリバティブ商品およびヘッジ活動の詳細に関しては、注記12を参照。

 

連結キャッシュ・フロー計算書

連結キャッシュ・フロー計算書の目的の観点から、現金および現金同等物は、当初満期までの期間が３か月以

内で、投資目的で保有され、確定金額への換金が容易に行える流動性の高い投資である、現金および銀行預け金

ならびに利付銀行預け金により構成されている。

2014年度第２四半期に、当社は、総資産のうち、当社がスポンサーである不動産ファンドに関連した一定の法

的事業体に関連する約16億ドルを連結から除外した。当該連結除外の結果、13億ドルの現金以外の資産が減少し

た。

2013年度の当社の重要な非現金活動には、事業の売却に関連して処分した資産および負債がそれぞれ約36億ド

ルおよび31億ドル含まれていた。

2012年度の当社の重要な非現金活動には、事業の売却に関連して処分した資産および負債がそれぞれ約26億ド

ルおよび10億ドル、ならびに当社およびシティグループ・インク（以下「シティ」という。）の間のリテール証

券合弁事業（以下「ウェルス・マネジメントJV」という。）のプラットフォームの統合（注記３および15を参

照）に関してシティが負担すべき資本拠出に関連してシティから受け取った純資産約11億ドルが含まれていた。
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金融資産の譲渡

金融資産の譲渡は、当社が譲渡資産に対する支配を放棄した時に売却として会計処理される。関連する売却損

益は純収益に計上される。売却として会計処理されない譲渡は担保付金融取引として扱われ、特定の場合には

「非売却取引」と呼ばれている。借入有価証券担保金または売戻条件付購入有価証券および貸付有価証券担保金

または買戻条件付売却有価証券は、担保付金融取引として扱われる（注記６参照）。売戻条件付購入有価証券

（以下「リバース・レポ契約」という。）および買戻条件付売却有価証券（以下「レポ契約」という。）は、当

社が公正価値オプション（注記４参照）を選択している一定のレポ契約を除き、現金支払額または受取額に発生

した利息を加えた金額で、当社の連結貸借対照表に計上されている。適切な場合には、同一の取引相手先とのレ

ポ契約およびリバース・レポ契約は純額ベースで報告されている。借入有価証券担保金および貸付有価証券担保

金は、現金担保の差入額または受入額で計上されている。

 

建物、設備およびソフトウェアの原価

建物および設備は、建物、賃借資産内部造作、器具備品、コンピュータおよび通信機器、発電資産、ターミナ

ル、パイプラインおよびソフトウェア（自社利用目的で外部購入および開発）から成る。建物および設備は減価

償却累計額控除後の原価で計上されている。減価償却は資産の見積耐用年数にわたり定額法で行っている。見積

耐用年数は、通常、建物―39年、器具備品―７年、コンピュータおよび通信機器―３～９年、発電資産―15～29

年、ターミナル、パイプラインおよび設備―３～25年である。ソフトウェアの原価の見積耐用年数は、通常、

３～10年である。

当社が完了した分析の結果、2014年４月１日より、当社はソフトウェアの原価の見積耐用年数を通常３～５年

から通常３～10年に変更した。ソフトウェアの原価に変更後の見積耐用年数を適用した結果、2014年度において

償却費は約86百万ドルに減少した。

賃借資産内部造作については、賃借資産の見積耐用年数またはリースの残存期間（該当する場合）のうちいず

れか短い方で、通常、建物の構造的改良については25年、その他の改良については15年を超えない期間にわたり

償却を行っている。

建物、設備およびソフトウェアの原価に対しては、現行の会計指針に従って、事象または状況の変化により資

産の帳簿価額をすべて回収できない可能性が示唆されている場合に、減損のテストを行っている。

 

法人所得税

当社は、法人所得税費用（ベネフィット）を資産負債法により会計処理している。資産負債法のもとでは、財

務諸表に既に反映された事象について見込まれる将来の税効果に関して繰延税金資産および関連する評価性引当

金（その他の資産に計上される）ならびに負債が認識される。この方法のもとでは、財務会計上の資産・負債と

税法上の資産・負債との間の一時差異に基づき、当該差異の解消が見込まれる年度に施行される税率として現在

制定されているものを使用して、繰延税金資産および繰延税金負債が計算される。繰延税金資産および繰延税金

負債に係る税率変更の影響は、制定日を含む期間の法人所得税費用（ベネフィット）に認識される。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

234/611



当社は、実現する可能性が50％を超えると判断する範囲で繰延税金資産純額を認識している。このような判断

を行う際に、当社は、既存の将来加算一時差異の将来における解消、予測される将来の課税所得、タックス・プ

ランニング戦略および最近の経営成績を含む入手可能なすべての肯定的および否定的証拠を検討する。将来にお

いて当社が繰延税金資産を正味計上金額を超えて実現することができると判断した場合には、当社は繰延税金資

産の評価性引当金に調整を行うこととなり、これにより法人所得税費用を減額することとなる。

不確実な税務ポジションは、２段階のプロセスに基づき計上される。このプロセスにより、(1)当社は税務ポ

ジションの技術的利点に基づき、当該ポジションが維持される可能性が50％を超えるか否かを判断し、(2)可能

性が50％を超えるという認識範囲を満たす税務ポジションに関しては、当社は、関連する税務当局との間の最終

的な解決時に実現する可能性が50％を超える税金ベネフィットの最大金額を認識する。未認識の税金ベネフィッ

トに関連する利息および加算税は法人所得税費用として分類される。

 

普通株式１株当たり利益

基本的普通株式１株当たり利益（以下「EPS」という。）は、流通している普通株式の期中の加重平均株式数

でモルガン・スタンレーの普通株主に帰属する利益を除して計算されている。モルガン・スタンレーの普通株主

に帰属する利益は、モルガン・スタンレーに帰属する純利益から優先株式配当および参加型証券に対する利益配

分を差し引いたものを表している。流通している普通株式の数には、普通株式および権利確定済の制限付株式単

位（以下「RSU」という。）（受取人が明示的な権利確定条件または退職適格要件を満たしているもの）が含ま

れている。希薄化後EPSは希薄化効果を持つ全ての証券の転換を仮定した利益である。

配当金または配当金相当額に対する一定の失効しない権利（支払済または未払にかかわらず）を含む権利未確

定の株式に基づく支払報奨は参加型証券であり、２種方式に従ったEPSの計算に含められる。権利確定を条件と

して配当金相当額を支払う株式報酬の付与は、参加証券には該当せず、自己株式方式に基づき（希薄化効果があ

る場合に）希薄化後流通株式数に含まれる。

当社は、当社が所定の業績および株価目標を達成した場合にのみ権利確定し普通株式に転換される業績連動型

株式ユニット（以下「PSU」という。）を付与している。株式の発行は一定の条件達成を前提とするため、報告

期間末が条件期間末であった場合に発行可能となり得る株式が存在する場合には、PSUは当該株式の数に基づき

希薄化後EPSに含められている。
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繰延報酬

株式報酬

当社は、株式報奨に関する報酬費用を公正価値で測定し、勤務期間にわたり報酬費用を見積失効額控除後で認

識している。当社は、付与日現在の売買高加重平均価格で測定した当社普通株式の付与日現在の公正価値に基づ

き、RSU（株価以外の業績条件が付されたRSUを含む）の公正価値を決定している。株価条件が付されたRSUはモ

ンテカルロ評価モデルを使用して評価される。ストック・オプションの公正価値は、ブラック・ショールズ評価

モデルおよび単一付与期間法を使用して決定される。単一付与期間法の下では、段階的に権利確定するオプショ

ン報奨は、単一の加重平均見積オプション期間を使用して評価される。

株式報奨に関する報酬費用は段階的権利確定帰属法を使用して認識される。業績条件が付された報奨に関する

報酬費用は、各報告日現在の業績条件の推定結果に基づき認識される。条件期間末現在における報酬費用認識額

の合計は、業績条件の結果に基づき実際に権利確定したすべてのユニットの付与日現在の公正価値である。株価

条件が付された報奨に関する報酬費用は、株価条件が達成される可能性にかかわらず認識され、株価条件が達成

されない場合も戻入されない。

当社は、必要勤務期間にわたり株式報奨費用を認識している。これらの報奨には通常、返還および取消規定が

含まれている。当社は、一定の報奨について、特定の状況下において報奨の全部または一部を取り消す裁量が与

えられている。これらの報奨の報酬費用は、転換までは当社の普通株式の株価の変動に基づき公正価値に調整さ

れる。報奨条件（将来の勤続要件は含んでいない。）に基づき退職適格と見込まれる従業員に付与された年度末

の見込株式報奨に関して、当社は、これらの報奨に係る見積費用を付与日の前暦年に発生主義で計上している。

当社は、退職適格従業員に関するこの認識方法は、報酬の稼得期間をよりよく反映するものであるため、望まし

いと考えている。

 

従業員株式信託

当社は、一定の株式報酬制度に関連して、「従業員株式信託」と呼ばれる信託を維持し、当社の裁量により利

用している。従業員株式信託の資産は連結されるため、自己株式と同様に会計処理され、流通普通株式が同額の

従業員株式信託に対して発行された普通株式と相殺されている。当社は、従業員株式信託の資産の認識の基礎と

して株式報酬の付与日の公正価値を使用している。当社の株式報酬制度は、固定数の当社普通株式の交付により

決済される必要があり、それ以外の方法を認めていないため、その後の公正価値の変動は認識されない。
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繰延現金報酬

当社はまた、一定の現従業員および元従業員を対象として、参照された様々な投資の運用実績に基づき、加入

従業員に運用収益を提供する各種の繰延現金報酬制度を運営している。当社は、繰延現金報酬制度による債務を

経済的にヘッジする投資またはその他の金融商品に自己勘定取引として直接投資することがある。当社が行うこ

れらの投資の価額の変動は、トレーディング収益および投資収益に計上される。

繰延現金報酬制度に関する報酬費用は、参照投資の公正価値における上方および下方への変動につき調整し

た、付与された報奨の想定元本に基づき算定される。権利未確定の報奨については、段階的権利確定帰属法を使

用して勤務期間にわたり費用が認識される。通常、参照投資の公正価値の変動から生じる報酬費用の変動は、当

社が行った投資の公正価値の変動と相殺される。ただし、当社の投資に係る損益の即時の収益認識と、関連する

報酬費用の権利確定期間にわたる繰延認識との間には、期間的な差異が生じる場合がある。参照投資に係る想定

上の損益のみが生じている権利確定した報奨に関する費用はすべて当期間に認識される。

 

外貨換算

米ドル以外を機能通貨とする事業の資産および負債は年度末の為替レートで換算され、損益計算書に認識され

る項目はそれぞれの金額の各認識日の為替レートで換算される。外貨表示の財務諸表の換算により生じた損益

は、ヘッジ損益および関連する税効果を控除した後の金額で、当社の連結貸借対照表のモルガン・スタンレーの

株主持分の独立項目であるその他の包括利益(損失)累計額に反映される。外貨建取引の再測定により生じた損益

は純利益に含められる。

 

のれんおよび無形資産

当社は、年に一度、また一定の事象または状況が存在する場合には期中においても、のれんの減損についてテ

ストを行っている。当社は、通常事業セグメントのレベルまたは１つ下位のレベルである報告単位レベルで減損

をテストしている。当社は、年に一度のテストおよび期中のテストの両方において、まず初めに、事象または状

況の存在により報告単位の公正価値が帳簿価額を下回っている可能性が50％を超えると決定することになるか否

かを判断する定性的要因の評価を行う選択肢を有している。事象または状況の全体を評価した後に、報告単位の

公正価値が帳簿価額を超過している可能性が50％を超えると当社が判断した場合には、二段階の減損テストの実

施は要求されない。しかし、当社が異なる結論を下した場合には、二段階の減損テストの第一ステップを実施し

なければならない。のれんの減損額は、報告単位の見積公正価値をそれぞれの帳簿価額と比較することにより決

定される。見積公正価値が帳簿価額を超過する場合には、報告単位レベルののれんは減損していないと判断され

る。しかし、見積公正価値が帳簿価額を下回る場合には、減損金額を決定するためにさらなる分析が要求され

る。さらに、報告単位の帳簿価額がゼロまたはマイナスの価額であり、かつ、のれんが減損した可能性が50％を

超えると判断される場合には、さらなる分析が要求される。報告単位の見積公正価値は、各報告単位に対して市

場参加者が用いるであろうと当社が考える評価手法に基づいて導出される。
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見積公正価値は、一般に、割引キャッシュ・フロー法または一定の比較企業の株価純資産倍率および株価収益

倍率を織り込んだ方法を用いて決定される。

のれんは償却されず、年に一度(または一定の事象または状況が存在する場合にはさらに頻繁に)、減損の有無

について検討されている。その他の無形資産は見積耐用年数にわたり償却され、減損の有無について検討されて

いる。減損損失は当社の連結損益計算書のその他の費用に計上される。2014年度および2013年度において耐用年

数が不確定の無形資産はなかった。

 

投資有価証券－売却可能および満期保有

売却可能有価証券は、当社の連結貸借対照表において公正価値で報告され、未実現利益および損失はその他の

包括利益（損失）累計額(以下「AOCI」という。)に税引後で報告されている。プレミアムの償却およびディスカ

ウントの増価を含む受取利息および配当収益は、当社の連結損益計算書の受取利息に含められている。売却可能

有価証券に係る実現利益および損失は当社の連結損益計算書に報告されている（注記５参照）。当社は、売却可

能有価証券の取得原価を決定するための基準として「先入先出法」を使用している。

満期保有有価証券は、当社の連結貸借対照表に償却原価で報告されている。満期保有有価証券のプレミアムの

償却およびディスカウントの増価を含む受取利息は、当社の連結損益計算書の受取利息に含められている。

 

一時的でない減損

現在の公正価値が償却原価を下回る売却可能債券および満期保有有価証券は、個別の有価証券レベルで、一時

的な減損と一時的でない減損（以下「OTTI」という。）のいずれに該当するかに関する当社の定期的な評価の一

環として分析される。一時的な減損はAOCIに認識される。当社に売却する意図がなく、また、売却が必要となる

可能性も低い債券に関連する信用以外の部分（これはAOCIに認識される）を除き、OTTIは当社の連結損益計算書

に認識される。

当社に売却する意図があるか、または償却原価ベースまで回復する前に売却が必要となる可能性が高い売却可

能債券に係る減損は、一時的ではないと判断される。

当社に売却する意図がなく、また、売却が必要となる可能性も低い売却可能債券およびすべての満期保有有価

証券に関しては、当社は当該債券が償却原価の全額まで回復する見込みがあるか否かを評価している。当該売却

可能債券または満期保有有価証券が償却原価の全額まで回復しないと当社が予想する場合、当該減損は一時的で

ないと判断され、当社は減損のうち信用損失に関連する部分と信用以外の要因に関連する部分を決定する。
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回収予定のキャッシュ・フローの現在価値(有価証券の取得時の計算利子率で割り引いた金額、または期限前

償還の仮定の変更を織り込んだ有価証券の実効利回りで割り引いた金額)が当該債券の償却原価ベースを下回る

場合には、信用損失が存在している。期限前償還の仮定の変更は、単独で信用損失を引き起こすとは考えられな

い。信用損失が存在するか否かを判断する際には当社は関連する情報を考慮しており、当該情報には、公正価値

が償却原価ベースを下回っている期間の長さおよび範囲、当該証券、産業、または地理的区域に個別に関連する

不利な状況、証券の発行体の財政状態の変化、また資産担保債券の場合は基礎となるローンの債務者の財政状態

の変化、当該証券の公正価値のヒストリカル・ボラティリティおよびインプライド・ボラティリティ、当該債券

の返済構造および発行体が将来増加する支払を行うことができる可能性、当該証券の発行体が予定された利息ま

たは元本の支払を怠ること、格付機関による当該証券の格付けの変更および貸借対照表日以降の公正価値の回復

またはさらなる下落が含まれる。期待キャッシュ・フローの現在価値を見積もる際の情報には、当該証券の残存

支払期間、期限前償還速度、発行体の財政状態、予想される不履行および基礎となる担保の価値が含まれる。

売却可能株式に関して、当社は、OTTIが存在するか否かを評価する際に、予想される市場価額の回復を可能と

する十分な期間にわたり当該株式を保有する意図および能力を含む様々な要因を検討する。当該株式に一時的で

ない減損が生じたと考えられる場合、OTTIの全額（すなわち貸借対照表に認識された公正価値と原価ベースの差

額）が当社の連結損益計算書に認識される。

 

ローン

当社は、投資目的保有ローン、売却目的保有ローンおよび公正価値で測定するローンの分類に基づきローンを

会計処理している。

 

投資目的保有ローン

投資目的保有ローンは、貸倒償却、貸倒引当金、組成したローンに係る繰延手数料または費用、および購入し

たローンに係る未償却のプレミアムまたはディスカウントを調整後の元本の残高として報告されている。

 

受取利息

投資目的保有の正常ローンに係る受取利息は、約定利子率で発生主義により受取利息として認識される。購入

価格のディスカウントまたはプレミアム、ならびに繰延ローン手数料または費用の純額は、ローン期間にわたり

一定の利回り水準になるように償却され、償却額は受取利息に加減される。
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貸倒引当金

貸倒引当金は、投資目的で保有するローンのポートフォリオに固有の発生可能性の高い損失に加え、減損が個

別に識別されたローンに関連する発生可能性の高い損失を見積ったものである。

当社は米国銀行規制当局が定めた問題のあるエクスポージャーの定義を使用している。これは信用度の指標と

して要注意先(Special mention)、標準以下(Substandard)、破綻懸念先(Doubtful)および破綻先（Loss）の区分

から構成されている。信用の指標に関する詳細については注記８を参照。標準以下のローンは定期的に減損レ

ビューの対象となる。減損の判断を行う際に経営者が考慮する要因には、支払状況、担保の公正価値、元利支払

金の期日における回収可能性が含まれる。要求される減損分析は、ローンの性質および種類に左右される。破綻

懸念先または破綻先として分類されたローンは減損したと判断される。ローンが減損した場合には、ローンの実

効金利で割り引いた見積将来キャッシュ・フローの現在価値、または実務上の簡便法として、ローンの観察可能

な市場価格もしくは担保の公正価値（担保依存型ローンの場合）に基づき減損が測定される。見積将来キャッ

シュ・フローの現在価値（または代替的に観察可能なローンの市場価格もしくは担保の公正価値）がローンに対

する投資の計上額を下回る場合には、当社は引当金を認識し、貸倒引当金繰入額をその他の収益に計上する。

通常、減損していないローンのポートフォリオに固有の損失は、統計分析ならびに債務不履行時のエクスポー

ジャー、債務不履行の可能性および債務不履行の際の損失に関する判断を使用して見積られる。算定において

は、経済情勢および事業状況、ポートフォリオの性質および規模、貸付条件、延滞ローンの規模および延滞の程

度などの定性的および環境的要因も考慮され得る。

 

問題債権の条件緩和

当社は借手の財政難に関連する経済的または法的な理由により、そのような理由がなければ検討しないであろ

う１つまたは複数の譲歩を行うことによって、一定のローンの条件を変更する場合がある。このような変更は、

問題債権の条件緩和（以下「TDR」という。）として会計処理され報告されている。通常、TDRにより変更された

ローンは減損したと判断され、当社の個別引当金の手法を使用して減損の程度について評価される。

 

未収利息不計上ローン

ローンの元本または利息が90日以上延滞しているか、元本または利息の支払に疑義がある場合、当該債務が十

分な担保を付されたものであって回収過程にある場合を除き、当社は当該ローンを未収利息不計上とする。ロー

ンは、ローン契約の契約条件に従った支払金額が借手により送金されていない場合に延滞したとされる。標準以

下のローンは、減損が識別された場合には未収利息不計上として区分される。破綻懸念先または破綻先として分

類されたローンは、未収利息不計上として区分される。

投資目的で保有する未収利息不計上ローンに関して受け取った支払額は、最終的な元本の回収可能性に疑義が

ある場合には元本に充当される（すなわち原価回収法）。投資目的で保有する未収利息不計上ローンの元本の回

収に疑義がない場合には、現金主義で受取利息が認識される。元本および利息のいずれの回収にも疑義がない場

合には、ローンの未収利息を計上し、利息は実効金利法を用いて認識される。未収利息不計上ローンは、債務の

履行が合理的な期間（通常最短で６か月）にわたって行われた後、すべての延滞元本および／または利息が正常

化するまで未収利息の計上を再開することができない。
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貸倒償却

当社は、回収不能と判断された期間にローンを償却し、貸倒引当金およびローン残高の減少を計上する。通

常、担保依存型ローンに対する投資（資産計上された未収利息、繰延ローン手数料または諸費用の純額および未

償却のプレミアムまたはディスカウントを含む。）に計上された金額のうち、担保の公正価値を超過する部分で

回収不能と識別されたものは確定損失として扱われ、貸倒引当金を取り崩して償却される。ローンの返済が基礎

となる担保の売却または運用のみによって行われると見込まれる場合には、当該ローンは担保依存型である。貸

倒償却されるローンは、貸倒引当金およびローン残高の減少として計上される。さらに、投資目的保有ローンか

ら売却目的保有ローンに振替えられたローンに関して、振替時にローンの価額が減少している場合には、計上さ

れた投資の貸倒としてその減少を反映し、新たな原価を算定する。

 

ローン・コミットメント

当社は、上記のローン残高と同様に投資目的で保有する予定のローンに資金を供与するコミットメントに関連

した信用エクスポージャーに関する負債および関連費用を計上している。また、当該分析には、未引出コミット

メントの予想使用率である与信換算係数を組み込んでいる。当該負債は当社の連結貸借対照表のその他の負債お

よび未払費用に計上され、当該費用は当社の連結損益計算書のその他の非金利費用に計上されている。ローン・

コミットメント、スタンドバイ信用状および財務保証の詳細については、注記13を参照。

 

売却目的保有ローン

売却目的保有ローンは、取得原価と公正価値のいずれか低い方で測定され、評価額の変動はその他の収益に計

上される。当社は、ローン商品ごとに評価性引当金が決定される住宅用モーゲージ・ローンを除き、個々のロー

ンに基づき評価性引当金を決定している。当初帳簿価額を下回る公正価値の減少および当初帳簿価額までの公正

価値の回復はその他の収益に計上される。ただし、当初帳簿価額を上回る公正価値の増加は認識されない。

売却目的保有ローンに係る受取利息は、約定利子率に基づき発生主義により認識される。ローン組成手数料ま

たは費用および購入価格のディスカウントまたはプレミアムは、関連するローンが売却されるまで、ローンの反

対勘定において繰延べられる。繰延手数料およびディスカウントまたはプレミアムは、ローンの投資基準額の調

整であるため、毎期行われる原価または公正価値のいずれか低い方への調整の決定ならびに／または売却時の損

益に反映される。

売却目的保有ローンは上記の未収利息不計上方針の対象となる。売却目的保有ローンは、原価または公正価値

のいずれか低い方で認識されるため、これらのローンには貸倒引当金および貸倒償却の方針は適用されない。

 

公正価値で測定するローン

公正価値オプションが選択されたローンは公正価値で測定され、公正価値の変動は損益に認識される。公正価

値で測定するローンについては、貸倒引当金を計上するための評価は行われない。公正価値で測定され、トレー

ディング資産およびトレーディング負債として分類されるローンの詳細については注記４を参照。

ローンに関する詳細については注記８を参照。
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非支配持分

完全所有に至らない連結子会社における第三者の保有持分は非支配持分と呼ばれている。償還不能非支配持分

は、当社の連結貸借対照表の資本合計の構成項目として表示されている。

 

適用された会計基準

報告日現在で債務の総額が確定している連帯債務の取決めから生じる債務

2013年２月、財務会計基準審議会(以下「FASB」という。)は、報告日現在で債務の総額が確定している連帯債

務の取決めから生じる債務について、報告企業が支払いに合意した金額と連帯債務者に代わって支払うことが見

込まれる追加金額の合計として測定することを企業に求める会計基準更新書を公表した。この更新書により、当

該債務について追加の開示を行うことも要求される。同指針は、2014年１月１日より遡及的に当社に適用され

た。この会計指針の適用による当社の連結財務諸表への重要な影響はなかった。

 

特定の子会社もしくは外国企業内の資産グループ、または外国企業に対する投資の認識中止時の外貨換算調整累

計額に関する親会社の会計処理

2013年３月、FASBは、親会社が外国企業である子会社に対する支配的財務持分を保有しないこととなった場合

に、関連する外貨換算調整累計額を純利益に振り替えることを親会社に求める会計基準更新書を公表した。親会

社が外国企業内の事業を構成する子会社または資産グループに対する支配的財務持分を保有しないこととなった

場合、当該売却または譲渡により当該子会社または資産グループが帰属していた外国企業が完全にまたは実質的

に完全に清算されることとなる場合に限り、関連する外貨換算調整累計額は純利益に振り替えられる。同指針

は、2014年１月１日より将来に向かって当社に適用された。この会計指針の適用による当社の連結財務諸表への

重要な影響はなかった。

 

投資会社の適用範囲、測定および開示要求事項の変更

2013年６月、FASBは、米国GAAPに基づく投資会社の定義において使用される基準を変更し、一定の測定および

開示要求事項を定める会計基準更新書を公表した。この更新書は、投資会社に対して、他の投資会社における非

支配持分を公正価値で測定することを求めるとともに、企業に対して、自らが投資会社である事実を開示し、ま

た自己の投資会社としての地位に変更があった場合にはかかる変更について情報を提供することを求めるもので

ある。企業はまた、自己の投資先に対して提供してきたまたは契約上提供することが義務付けられる財務支援に

ついての開示も含めなければならない。同指針は、2014年１月１日より将来に向かって当社に適用された。この

会計指針の適用による当社の連結財務諸表への重要な影響はなかった。
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繰越欠損金、類似の税務上の欠損金または繰越税額控除が存在する場合の未認識税金ベネフィットの表示

2013年７月、FASBは、繰越欠損金、類似の税務上の欠損金または繰越税額控除による繰延税金資産が存在する

場合の未認識税金ベネフィットの財務諸表上の表示についての指針を示す会計基準更新書を公表した。同指針

は、不確実な税務ポジションが否認された際には未認識税金ベネフィットと繰延税金資産が相殺されると見込ま

れる場合に、未認識税金ベネフィットまたはその一部を、財務諸表上当該繰延税金資産の控除項目として表示す

ることを求めている。同指針は、2014年１月１日より当社に適用された。同指針は、発効日に存在する未認識税

金ベネフィットに対して将来に向かって適用された。この会計指針の適用による当社の連結財務諸表への重要な

影響はなかった。

 

適格アフォーダブル住宅プロジェクトへの投資に関する会計処理

2014年１月、FASBは、低所得者向け住宅税額控除の適用を受けることができるアフォーダブル住宅プロジェク

トの管理またはこれらへの投資を行うフロースルーの有限責任事業体への投資に関する会計処理の指針を示す会

計基準更新書を公表した。早期適用が認められるため、当社は2014年４月１日にこの指針を適用した。この会計

指針の適用による当社の連結財務諸表への重要な影響はなかった。この指針の適用に関する詳細については注記

20を参照。

 

非継続事業の報告及び企業の構成単位の処分に関する開示

2014年４月、FASBは非継続事業の報告に係る要求および開示事項の変更に関する会計基準更新書を公表した。

新しい指針は、非継続事業を、処分されたかまたは売却目的保有に分類された構成単位または構成単位グループ

の処分であって、企業の営業および財務成績に重要な影響を与える（または与えることが予想される）戦略の変

更を示すものと定義している。処分されたかまたは売却目的保有に分類された個々に重要性のある構成単位が非

継続事業の定義を満たさない場合は、追加的な開示が要求される。早期適用が認められるため、当社は2014年４

月１日にこの指針を適用した。この会計指針の適用による当社の連結財務諸表への重要な影響はなかった。

 

３　ウェルス・マネジメントJV

2009年、当社およびシティは各社のそれぞれのウェルス・マネジメント事業の統合を完了した。当該統合事業

は、2013年６月まで「ウェルス・マネジメントJV」として運営された。2012年９月まで、当社はウェルス・マネ

ジメントJVの51％を保有し、シティは49％を保有していた。2012年９月、当社はウェルス・マネジメントJVの持

分14％をシティから18.9億ドルで追加取得し、当社の持分を51％から65％に増加した。当社は、ウェルス・マネ

ジメントJVに対する持分14％の取得価格とその帳簿価額の差額を反映するため、払込剰余金にマイナスの調整約

107百万ドル（税引後）を計上した。さらに、2012年９月、残存持分35％の取得に関するウェルス・マネジメン

トJVの契約条件が変更されたことにより、約43億ドルが償還不能非支配持分から償還可能非支配持分に組み替え

られた。
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2013年６月、当社は、ウェルス・マネジメントJVの残存持分35％を47.25億ドルで購入し、当社の持分を65％

から100％に増加した。当社は、ウェルス・マネジメントJVの残存持分35％の取得価格とその帳簿価額の差額を

反映するため、利益剰余金にマイナスの影響約151百万ドル（税引後）を計上した。この調整は、2013年度の基

本的および希薄化後EPSの計算にマイナスの影響を与えた（注記16を参照）。さらに、2013年６月の残存持分

35％の取得に伴い、当社はシティおよびその関係会社が保有していたウェルス・マネジメントJVに対するすべて

のA種優先持分を約20.28億ドルで償還し、シティに対し880百万ドルを優先債で返済した。

2013年６月以降は、当社がウェルス・マネジメントJVの100％を保有していたことから、シティに帰属する経

営成績はなかった。2012年９月以降2013年６月までは、シティの持分35％に関連する経営成績は、当社の連結損

益計算書の償還可能非支配持分に帰属する純利益（損失）に報告されていた。2012年９月までは、シティの持分

49％に関連する経営成績は、当社の連結損益計算書の償還不能非支配持分に帰属する純利益（損失）に報告され

ていた。

2013年６月のウェルス・マネジメントJVの残存持分35％の取得と同時に、シティと当社の間の預金スイープ契

約は終了した。2014年度および2013年度において、当社の顧客勘定に関連してシティが保有する預金それぞれ

190億ドルおよび260億ドルは当社の預金受入機関に移転された。2014年12月31日現在、さらに預金約90億ドルが

2015年６月までに合意された基準により当社の預金受入機関に移転される予定である。

 

４　公正価値の開示

公正価値測定

当社の経常的に公正価値で測定される資産および負債の各主要分類に適用された評価手法の詳細は以下のとお

りである。

 

トレーディング資産およびトレーディング負債

米国国債および政府機関債

・　米国財務省証券　米国財務省証券は市場相場価格を使用して評価され、評価額の調整は行われない。し

たがって、米国財務省証券は通常、公正価値の階層のレベル１に分類される。

・　米国政府機関債　米国政府機関債は、政府機関が発行した債券、政府機関のモーゲージ・パススルー・

プール証券およびモーゲージ担保債務証書で構成される３つの主要分類から成る。政府機関が発行した

満期一括償還債券は通常、市場相場価格を使用して評価される。政府機関が発行した期限前償還条項付

債券は、モデルによって導出された価格を同一または類似証券の市場相場価格および取引データをベン

チマークとして比較することにより評価される。政府機関のモーゲージ・パススルー・プール証券の公

正価値は、類似するTBA(To-be-announced)証券のスプレッドに基づくモデルによって導出される。モー

ゲージ担保債務証書は、同一または類似証券の市場相場価格および取引データを関連する指数のその後

の変動により調整したものを使用して評価される。活発に取引される政府機関発行の満期一括償還債券

は、通常、公正価値の階層のレベル１に分類される。政府機関発行の期限前償還条項付債券、政府機関

のモーゲージ・パススルー・プール証券およびモーゲージ担保債務証書は、通常、公正価値の階層のレ

ベル２に分類される。
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米国以外の国債

・　外国の国債は、活発な市場における相場価格が入手可能な場合には、当該価格を使用して評価される。

これらの債券は通常、公正価値の階層のレベル１に分類される。市場が活発でないか、または価格が分

散している場合には、これらの債券は公正価値の階層のレベル２に分類される。インプットが観察不可

能である場合には、これらの債券は公正価値の階層のレベル３に分類される。

 

社債およびその他の債券

・　州および地方債　州および地方債の公正価値は、最近実行された取引、市場相場価格ならびに、必要に

応じて金利、債券またはクレジット・デフォルト・スワップのスプレッドおよびボラティリティを考慮

する価格決定モデルを使用して決定される。これらの債券は通常、公正価値の階層のレベル２に分類さ

れる。

 

・　住宅用モーゲージ担保証券(「RMBS」)、商業用モーゲージ担保証券(「CMBS」)およびその他の資産担保

証券(「ABS」)　 RMBS、CMBSおよびその他のABSは、観察された取引、またはベンダーもしくはブロー

カー等の独立した外部当事者から得られた価格またはスプレッドのデータに基づき評価できる。ポジ

ションに特有の外部価格データが観察可能でない場合、公正価値の決定には、類似商品をベンチマーク

とする比較および／または予想される貸倒損失、デフォルト率および回収率の分析、ならびに／または

割引キャッシュ・フロー法の適用が要求され得る。各証券の公正価値の評価の際には、当社は、弁済順

位、信用補完水準、担保の種類、延滞率および損失の重要度を含む、証券の担保に固有の特性を考慮す

る。さらに、RMBSの借り手に関しては、ローンに関するフェア・アイザック・コーポレーション（以下

「FICO」という。）のスコアおよび必要書類の水準が検討される。各取引における特定の担保構成およ

びキャッシュ・フロー構造をモデル化するため、Intex、Trepp等の市場の標準モデルを使用することが

ある。これらのモデルに対する主要なインプットは、各資産分類に関する市場のスプレッド、予想され

る貸倒損失、デフォルト率および期限前償還率である。RMBSおよびCMBS指数の評価水準は、ベンチマー

ク目的または指数のポジション全体の価格決定目的で、追加的なデータ点として使用される。

RMBS、CMBSおよびその他のABSは、通常、公正価値の階層のレベル２に分類される。外部価格または重

要なスプレッドのインプットが観察不可能である場合、または比較可能性の評価に、資産の種類の相

違、キャッシュ・フロー、運用実績およびその他のインプットに関連して重要な主観性が含まれている

場合には、RMBS、CMBSおよびその他のABSは公正価値の階層のレベル３に分類される。
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・　社債　社債の公正価値は、最近実行された取引、市場相場価格（観察可能な場合）、ベンダーまたはブ

ローカー等の独立した外部当事者から得られた債券スプレッド、クレジット・デフォルト・スワップの

スプレッド、アット・ザ・マネーのボラティリティおよび／またはボラティリティ・スキューで現物と

デリバティブ商品のあらゆるベーシス差異を調整したものを使用して決定される。使用されるスプレッ

ドのデータは、債券と同じ満期に関するものである。スプレッドのデータが発行体を参照しない場合、

類似の発行体を参照するデータが使用される。ポジションに特有の外部価格データが観察可能でない場

合、公正価値は、類似商品をベンチマークとして比較することまたはイールド・カーブ、債券または個

別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップのスプレッドおよび回収率を主要なインプットとする

キャッシュ・フロー・モデルに基づき決定される。社債は通常、公正価値の階層のレベル２に分類され

るが、価格、スプレッドまたはその他の前述の主要なインプットが観察不可能である場合には、公正価

値の階層のレベル３に分類される。

 

・　債務担保証券およびローン担保証券　 当社は、現物の債務担保証券(以下「CDO」という。)／ローン担

保証券(以下「CLO」という。)で社債により担保された個別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップの

基礎となる合成ポートフォリオのトランシェを通常参照するもの（以下「クレジット・リンク債」とい

う。）または資産担保証券／ローンの現物ポートフォリオを通常参照するもの（以下「資産担保CDO／

CLO」という。）を保有している。クレジット・リンク債の公正価値を決定するために使用される主なイ

ンプットである信用の相関関係は通常は観察不可能であり、ベンチマーク手法を使用して導出される。

信用スプレッド（担保のスプレッドを含む）のようなその他のクレジット・リンク債のモデルのイン

プットおよび金利は通常は観察可能である。資産担保CDO／CLOは、市場の評価額ならびに発行市場およ

び流通市場の活動によって示される類似ポジションから得られるモデルのインプット・パラメータに基

づき評価される。それぞれの資産担保CDO／CLOのポジションは、利用可能な類似する市場の水準、裏付

担保の収益および価格決定、取引構成ならびに流動性を考慮に入れて、独立して評価される。信用の相

関関係のインプットが重要でない場合または類似の市場取引が観察可能である場合、現物CDO／CLOは公

正価値の階層のレベル２に分類される。信用の相関関係のインプットが重要と判断される場合または類

似の市場取引が観察不可能である場合、現物CDO／CLOは公正価値の階層のレベル３に分類される。
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・　企業向けローンおよび貸付コミットメント　企業向けローンの公正価値は、最近実行された取引、市場

相場価格（観察可能な場合）、類似債務のインプライド・イールド、および市場の観察可能なクレジッ

ト・デフォルト・スワップのスプレッド水準でベンダーまたはブローカー等の独立した外部当事者から

得られたものを現物とデリバティブ商品のベーシス差異について調整したものを使用して、また、この

ような取引および相場が観察不可能である場合は、独自に開発した評価モデルとデフォルト回収分析を

共に使用して決定される。条件付企業向け貸付コミットメントの公正価値は、類似のローンについて実

行された取引、シンジケート銀行および顧客からの気配値に基づく予想市場価格を使用して決定され

る。ローンおよび貸付コミットメントの評価はまた、契約に起因するとされる手数料収益を考慮に入れ

ている。企業向けローンおよび貸付コミットメントは、公正価値の階層のレベル２に分類されるが、価

格または重要なスプレッドのインプットが観察不可能な場合は、公正価値の階層のレベル３に分類され

る。

 

・　モーゲージ・ローン　モーゲージ・ローンは、入手可能な場合、同一または類似商品の取引データまた

は第三者の価格決定に基づく観察可能な価格を使用して評価される。ポジションに特有の外部価格が観

察可能でない場合、当社は同様の種類のローンまたは借り手に係る発行市場において観察される価格お

よび利率をベンチマークとして、または包含するリスクに対応した予想される貸倒損失、期限前償還

率、先物イールド・カーブおよび割引率を含む主要な仮定の最善の見積りを使用した見積将来キャッ

シュ・フローの現在価値、または最近の類似する証券化取引の資本構成および信用スプレッドを使用す

る手法に基づき公正価値を見積る。同一または類似商品の観察可能な市場データに基づき評価される

モーゲージ・ローンは、公正価値の階層のレベル２に分類される。観察可能な価格が入手できない場

合、モーゲージ・ローンの年数、地理的集中、期限前償還速度および予想損失の仮定に関連する比較可

能性の評価には主観性が含まれるため、モーゲージ・ローンは公正価値の階層のレベル３に分類され

る。公正価値の階層の表において、モーゲージ・ローンは、ローンおよび貸付コミットメントに表示さ

れている。

 

・　オークション・レート証券（「ARS」）　当社は、主として、定期的な入札を通じて金利が再設定され

る変動金利商品である、学生ローン・オークション・レート証券（以下「SLARS」という。）および地方

自治体オークション・レート証券（以下「MARS」という。）に対する投資を保有している。SLARSは学生

ローンのプールを裏付けとするABSである。MARSは、地方債保険を裏付けとすることの多い地方債であ

る。ARSの公正価値は、主として、入手可能な場合にはベンダーおよびブローカー等の独立した外部当事

者から入手した最近実行された取引および市場相場価格を使用して決定される。当社は、独立した外部

の市場データが入手不可能な場合には、流動性の欠如および不履行リスクについて割引を行う内部開発

された方法を使用している。

SLARSの評価に影響を与えるインプットは、独立した外部の市場データ、類似するARSの最近実行され

た取引、裏付担保の種類、資本構成の優先順位、それぞれの仕組みにおけるレバレッジの金額、信用格

付けおよび流動性の検討である。MARSの評価に影響を与えるインプットは、最近実行された取引、最大

料率、基礎となる発行体の信用度および発行体／保険会社の償還請求／期限前償還の証拠である。評価

手法が観察可能な外部データに依拠する場合には、ARSは通常、公正価値の階層のレベル２に分類され

る。公正価値の階層の表において、SLARSおよびMARSは、資産担保証券ならびに州および地方債にそれ

ぞれ表示されている。
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株式

・　取引所売買株式　取引所売買株式は通常、取引所の相場価格に基づき評価される。これらの証券は、活

発に取引される限り、評価調整は適用されず、公正価値の階層のレベル１に分類され、活発に取引され

ない場合は公正価値の階層のレベル２またはレベル３に分類される。

 

・　非上場株式　非上場株式の評価は、一連の資金調達および第三者との取引、割引キャッシュ・フロー分

析ならびに類似企業の取引、取引倍率および市場見通しの変化等の要因を含む市場に基づく情報を考慮

した、個々の基礎となる証券の評価に基づき行われる。これらの株式は通常、公正価値の階層のレベル

３に分類される。

 

・　ファンド証券　上場ファンド証券は通常、取引所の取引価格または純資産価額で評価され、取引所で活

発に取引される場合は公正価値の階層のレベル１に分類され、取引が活発でない場合は公正価値の階層

のレベル２に分類される。非上場ファンド証券は、通常、純資産価額で評価され、レベル２に分類され

る。ただし、測定日現在または近い将来において償還できないポジションである場合は、公正価値の階

層のレベル３に分類される。

 

デリバティブおよびその他の契約

・　上場デリバティブ契約　活発に取引される上場デリバティブは、取引所の相場価格に基づき評価され、

公正価値の階層のレベル１に分類される。活発に取引されない上場デリバティブは、店頭デリバティブ

に適用されるアプローチと同様のアプローチを使用して評価され、通常、公正価値の階層のレベル２に

分類される。

 

・　店頭デリバティブ契約　店頭デリバティブ契約は、金利、外貨、参照事業体の信用度、株価またはコモ

ディティ価格に関連する先渡、スワップおよびオプション契約を含んでいる。

商品および取引条件に応じて、店頭デリバティブ商品の公正価値は、観察できるか、ブラック－

ショールズ・オプション価格決定モデル、シミュレーション・モデルまたはそれらの組合せといった閉

形式の分析式を含む、一連の手法および類似するベンチマークのモデルのインプットを利用してモデル

化することができる。多くの価格決定モデルは、使用される方法論において重要な判断を必要とせず、

また、一般的な金利スワップ、一定のオプション契約および一定のクレジット・デフォルト・スワップ

の場合のように、価格決定のためのインプットは活発な取引市場で観察されるため、著しく主観的とな

ることはない。確立されたデリバティブ商品について、当社が使用する価格決定モデルは、金融サービ

ス業界において広く受け入れられている。価格決定モデルを使用して当社が評価する店頭デリバティブ

商品の実質的に大部分は、この区分に分類され、公正価値の階層のレベル２に分類される。
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その他のデリバティブ商品は、流動性が乏しくなった複雑な商品を含んでおり、その評価の仮定の複

雑性およびインプットの観察可能性の低下のため、適用される評価手法を実施する際にはより多くの判

断が要求される。これには、ボラティリティおよび相関関係のエクスポージャーの両方を伴う一定の種

類の金利デリバティブ、ならびに直接の取引活動または相場が観察不可能な一定のモーゲージ担保証券

または資産担保証券に係るクレジット・デフォルト・スワップおよびバスケット・クレジット・デフォ

ルト・スワップを含むクレジット・デリバティブが含まれている。これらの商品は、重要な観察不可能

なインプットを含んでおり、公正価値の階層のレベル３に分類されている。

外部の価格データの観察可能性が制限されている、一定のモーゲージ担保証券または資産担保証券に

係るクレジット・デフォルト・スワップに対するデリバティブ持分は、市場評価ならびに発行市場およ

び流通市場の活動によって示される類似ポジションから得られるモデルのインプット・パラメータに基

づき評価される。それぞれのポジションは、利用可能な類似する市場の水準および現物と合成のベーシ

ス、または裏付担保資産の収益および価格決定、様々な累積損失および期限前償還のシナリオに基づく

トランシェの動き、取引構成（例えば、未償却の参照債務、繰上償還条項等）ならびに流動性を考慮に

入れて、独立して評価される。これらの要因は、過去および現実の外部観察によって裏付けられる場合

もあるが、特定のポジションに関連するそれらの価額の決定には重要な判断が要求される。

バスケット・クレジット・デフォルト・スワップに関しては、参照クレジット間の相関関係のイン

プットは特定のそれぞれのスワップまたはポジションに関して観察不可能であり、相関関係のデータが

利用できる標準化された代用バスケットをベンチマークとしている。信用スプレッド、金利および回収

率のようなその他のモデルのインプットは観察可能である。相関関係のインプットが重要と判断される

場合、これらの商品は公正価値の階層のレベル３に分類され、それ以外のものは公正価値の階層のレベ

ル２に分類される。

当社は、コモディティを原資産とする様々な仕組みのデリバティブを取引している。仕組みの種類に

より、モデルのインプットは一般的に、金利イールド・カーブ、コモディティを原資産とする価格曲

線、原資産であるコモディティのインプライド・ボラティリティを含み、ある場合にはこれらのイン

プット間について推定される相関関係を含んでいる。これらの商品の公正価値は、前述のインプットの

価額を提供する実行された取引、ブローカー情報および合意されたデータを使用して決定される。これ

らのインプットが観察不可能である場合、観察可能なコモディティおよびデータ点の実績および／また

は推定による観察値に基づいた関係が、モデルのインプットの価額を見積るための手法として用いられ

る。コモディティ・デリバティブは通常、公正価値の階層のレベル２に分類されるが、重要なインプッ

トが観察不可能である場合には、公正価値の階層のレベル３に分類される。

 

店頭デリバティブ商品の評価手法の詳細に関しては、注記２を参照。

デリバティブ商品およびヘッジ活動の詳細に関しては、注記12を参照。
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投資

・　当社の投資は、株式に対する直接投資およびプライベート・エクイティ・ファンド、不動産ファンド、

ヘッジファンド（一定の従業員繰延報酬制度に関連して行われる投資を含む。）に対する投資を含んで

いる。直接投資は、公正価値の階層の表において自己勘定投資およびその他として公正価値で表示され

ている。当初の取引価格は一般に出口価格であると当社は考えており、取引価格は当社による公正価値

の最善の見積りである。

当初認識後、取引所で売買されない内部および外部で管理されるファンドの公正価値を決定する際に

は、当社は通常、ファンド・マネージャーによって提供されるファンドの純資産価額が公正価値の最善

の見積りであると考えている。直接保有または内部で管理されるファンド内で保有される取引所で売買

されない投資に関する当初認識後の公正価値は、一連の資金調達および第三者との取引、割引キャッ

シュ・フロー分析ならびに類似企業の取引、取引倍率および市場見通しの変化を含む市場に基づく情報

を他の要因と共に考慮した、個々の基礎となる投資の評価に基づき決定される。取引所で売買される直

接株式投資は、通常、取引所における相場価格に基づき評価される。

活発に取引される取引所で売買される直接株式投資は、公正価値の階層のレベル１に分類される。取

引所で売買されない直接株式投資、プライベート・エクイティ・ファンドおよび不動産ファンドに対す

る投資は、通常、公正価値の階層のレベル３に分類される。ヘッジ・ファンドに対する投資は、測定日

現在または近い将来において償還可能であるものは公正価値の階層のレベル２に分類され、それ以外の

ものは公正価値の階層のレベル３に分類される。

 

現物コモディティ

・　当社は、原油および精製品、天然ガス、卑金属および貴金属ならびに農産物を含む様々な現物コモディ

ティを取引している。現物コモディティの公正価値は、ブローカーの相場および公表された指標を含む

観察可能なインプットを使用して決定される。現物コモディティは公正価値の階層のレベル２に分類さ

れるが、重要なインプットが観察不可能である場合、これらは公正価値の階層のレベル３に分類され

る。

 

投資有価証券

・　売却可能有価証券　当社の売却可能有価証券は、米国国債および政府機関債（例えば米国財務省証券、

政府機関発行債券、政府機関モーゲージ・パススルー証券およびモーゲージ担保債務証書）、CMBS、連

邦家族教育ローン・プログラム（以下「FFELP」という。）学生ローン資産担保証券、自動車ローン資産

担保証券、社債、ローン担保証券および活発に取引される株式から成る。活発に取引される米国財務省

証券、満期一括償還政府機関発行債券および株式は、通常、公正価値の階層のレベル１に分類される。

期限前償還条項付政府機関発行債券、政府機関モーゲージ・パススルー証券、モーゲージ担保債務証

書、CMBS、FFELP学生ローン資産担保証券、自動車ローン資産担保証券、社債およびローン担保証券は、

通常、公正価値の階層のレベル２に分類される。売却可能有価証券の詳細については、注記５を参照。
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預金

・　定期預金　譲渡性預金の公正価値は、第三者の相場を使用して決定される。これらの預金は通常、公正

価値の階層のレベル２に分類される。

 

コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務／長期借入債務

・　仕組債　当社は、債券または株式、指数、通貨またはコモディティの運用実績と連動した利息または返

済条件を有する仕組債を発行している。仕組債の公正価値は、当該仕組債のデリバティブおよび債券部

分に関する評価モデルを使用して決定される。これらのモデルは、仕組債の連動する価格、金利イール

ド・カーブ、オプションのボラティリティ、為替およびコモディティまたは株式の価格を含む、同一ま

たは類似証券を参照する観察可能なインプットを組み込んでいる。当該債券に関する独立した外部の取

引価格も考慮される。当社自身の信用スプレッドの影響もまた、当社の観察された流通債券市場のスプ

レッドに基づき織り込まれている。大部分の仕組債は、公正価値の階層のレベル２に分類される。

 

売戻条件付購入有価証券および買戻条件付売却有価証券

・　リバース・レポ契約またはレポ契約の公正価値は、標準的なキャッシュ・フロー割引法を使用して算定

される。評価のインプットには、様々なベンチマーク、金利イールドカーブおよびオプションのボラ

ティリティを使用して見積られる約定キャッシュ・フローおよび担保資金調達スプレッドが含まれる。

観察不可能なインプットが重要と判断される場合、リバース・レポ契約およびレポ契約は公正価値の階

層のレベル３に分類され、それ以外のものは公正価値の階層のレベル２に分類される。

 

以下の公正価値の階層の表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在における経常的に公正価値で測定さ

れる当社の資産および負債に関する情報を示したものである。
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2014年12月31日現在の経常的に公正価値で測定される資産および負債

(百万ドル)

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格
(レベル１)

 
重要な

観察可能な
インプット
(レベル２)

 
重要な

観察不可能な
インプット
(レベル３)

 
取引相手先
または

現金担保の
相殺

 2014年
12月31日
現在残高

          

資産（公正価値）          

トレーディング資産：          

　米国国債および政府機関債：          

米国財務省証券 $16,961  $    ―  $   ―  $   ―  $16,961

米国政府機関債 850  18,193  ―  ―  19,043

米国国債および政府機関
債合計

17,811  18,193  ―  ―  36,004

米国以外の国債 15,149  7,888  41  ―  23,078

社債およびその他の債券：          

州および地方債 ―  2,049  ―  ―  2,049

住宅用モーゲージ担保証券 ―  1,991  175  ―  2,166

商業用モーゲージ担保証券 ―  1,484  96  ―  1,580

資産担保証券 ―  583  76  ―  659

社債 ―  15,800  386  ―  16,186

債務担保証券およびローン
担保証券

―  741  1,152  ―  1,893

ローンおよび貸付コミット
メント

―  6,088  5,874  ―  11,962

その他の債券 ―  2,167  285  ―  2,452

社債およびその他の債券
合計

―  30,903  8,044  ―  38,947

株式(1) 112,490  1,357  272  ―  114,119

デリバティブおよびその他の
契約：

         

金利契約 663  495,026  2,484  ―  498,173

クレジット契約 ―  30,813  1,369  ―  32,182

外国為替契約 83  72,769  249  ―  73,101

株式契約 571  46,024  1,529  ―  48,124

コモディティ契約 4,105  18,042  2,268  ―  24,415

その他 ―  376  ―  ―  376

相殺(2) (4,910) (564,127) (4,220) (66,720) (639,977)

デリバティブおよびその
他の契約合計

512  98,923  3,679  (66,720) 36,394
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(百万ドル)

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格

（レベル１）

 
重要な

観察可能な
インプット
（レベル２）

 
重要な

観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
取引相手先
または

現金担保の
相殺

 2014年
12月31日
現在残高

          

投資：          

プライベート・エクイ
ティ・ファンド

―  ―  2,569  ―  2,569

不動産ファンド ―  7  1,746  ―  1,753

ヘッジ・ファンド ―  344  343  ―  687

自己勘定投資 58  3  835  ―  896

その他 225  198  323  ―  746

投資合計 283  552  5,816  ―  6,651

現物コモディティ ―  1,608  ―  ―  1,608

トレーディング資産合計 146,245  159,424  17,852  (66,720) 256,801

売却可能有価証券 37,200  32,016  ―  ―  69,216

受入担保有価証券 21,265  51  ―  ―  21,316

売戻条件付購入有価証券 ―  1,113  ―  ―  1,113

無形資産(3) ―  ―  6  ―  6

公正価値で測定する資産合計 $204,710  $192,604  $17,858  $(66,720) $348,452
          

負債（公正価値）          

コマーシャル・ペーパーおよび
その他の短期借入債務

$    ―  $ 1,765  $   ―  $    ―  $ 1,765

トレーディング負債：          

米国国債および政府機関債：          

米国財務省証券 14,199  ―  ―  ―  14,199

米国政府機関債 1,274  85  ―  ―  1,359

米国国債および政府機関
債合計

15,473  85  ―  ―  15,558

米国以外の国債 11,653  2,109  ―  ―  13,762
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(百万ドル)

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格

（レベル１）

 
重要な

観察可能な
インプット
（レベル２）

 
重要な

観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
取引相手先
または

現金担保の
相殺

 2014年
12月31日
現在残高

          

          

社債およびその他の債券：          

州および地方債 ―  1  ―  ―  1

社債 ―  5,943  78  ―  6,021

未実行貸付コミットメント ―  10  5  ―  15

その他の債券 ―  63  38  ―  101

社債およびその他の債券
合計

―  6,017  121  ―  6,138

株式(1) 31,340  326  45  ―  31,711

デリバティブおよびその他の
契約：

         

金利契約 602  469,319  2,657  ―  472,578

クレジット契約 ―  29,997  2,112  ―  32,109

外国為替契約 21  72,233  98  ―  72,352

株式契約 416  52,247  2,909  ―  55,572

コモディティ契約 4,817  15,584  1,122  ―  21,523

その他 ―  172  ―  ―  172

相殺(2) (4,910) (564,127) (4,220) (40,837) (614,094)

デリバティブおよびその
他の契約合計

946  75,425  4,678  (40,837) 40,212

トレーディング負債合計 59,412  83,962  4,844  (40,837) 107,381

受入担保有価証券返還債務 25,629  56  ―  ―  25,685

買戻条件付売却有価証券 ―  459  153  ―  612

その他の担保付金融取引 ―  4,355  149  ―  4,504

長期借入債務 ―  29,840  1,934  ―  31,774

公正価値で測定する負債合計 $85,041  $120,437  $7,080  $(40,837) $171,721
　          

           

(1) 当社は、トレーディング目的で、多様な産業および様々な規模の事業体が発行した株式を保有または空売りしている。

(2) 公正価値の複数の階層レベルにわたる同一取引相手先とのポジションに関しては、取引相手先の相殺および現金担保の

相殺の双方が「取引相手先または現金担保の相殺」という項目に含まれている。同一取引相手先との契約に関して、同

一レベル内に分類された取引相手先のポジション間の相殺はそのレベル内に含まれている。デリバティブ商品および

ヘッジ活動の詳細に関しては、注記12を参照。

(3) 金額は公正価値で会計処理されたモーゲージ・サービシング権（以下「MSR」という。）を表わす。

 

 

2014年度におけるレベル１およびレベル２間の振替

当期中にレベル１およびレベル２間で振替えられた資産および負債の公正価値は、期首現在で当該資産および

負債が振替えられたものとみなして表示している。

2014年度においてレベル１およびレベル２間の重要な振替はなかった。
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2013年12月31日現在の経常的に公正価値で測定される資産および負債

(百万ドル)

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格
(レベル１)

 
重要な

観察可能な
インプット
(レベル２)

 
重要な

観察不可能な
インプット
(レベル３)

 
取引相手先
または

現金担保の
相殺

 2013年
12月31日
現在残高

          

資産（公正価値）          

トレーディング資産：          

　米国国債および政府機関債：          

米国財務省証券 $32,083  $    ―  $    ―  $     ―  $32,083

米国政府機関債 1,216  17,720  ―  ―  18,936

米国国債および政府機関
債合計

33,299  17,720  ―  ―  51,019

米国以外の国債 25,363  6,610  27  ―  32,000

社債およびその他の債券：          

州および地方債 ―  1,615  ―  ―  1,615

住宅用モーゲージ担保証券 ―  2,029  47  ―  2,076

商業用モーゲージ担保証券 ―  1,534  108  ―  1,642

資産担保証券 ―  878  103  ―  981

社債 ―  16,592  522  ―  17,114

債務担保証券およびローン
担保証券

―  802  1,468  ―  2,270

ローンおよび貸付コミット
メント

―  7,483  5,129  ―  12,612

その他の債券 ―  6,365  27  ―  6,392

社債およびその他の債券
合計

―  37,298  7,404  ―  44,702

株式(1) 107,818  1,206  190  ―  109,214

デリバティブおよびその他の
契約：

         

金利契約 750  526,127  2,475  ―  529,352

クレジット契約 ―  42,258  2,088  ―  44,346

外国為替契約 52  61,570  179  ―  61,801

株式契約 1,215  51,656  1,234  ―  54,105

コモディティ契約 2,396  8,595  2,380  ―  13,371

その他 ―  43  ―  ―  43

相殺(2) (3,836) (606,878) (4,931) (54,906) (670,551)

デリバティブおよびその
他の契約合計

577  83,371  3,425  (54,906) 32,467
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(百万ドル)

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格

（レベル１）

 
重要な

観察可能な
インプット
（レベル２）

 
重要な

観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
取引相手先
または

現金担保の
相殺

 2013年
12月31日
現在残高

          

投資：          

プライベート・エクイ
ティ・ファンド

―  ―  2,531  ―  2,531

不動産ファンド ―  6  1,637  ―  1,643

ヘッジ・ファンド ―  377  432  ―  809

自己勘定投資 43  42  2,160  ―  2,245

その他 202  45  538  ―  785

投資合計 245  470  7,298  ―  8,013

現物コモディティ ―  3,329  ―  ―  3,329

トレーディング資産合計 167,302  150,004  18,344  (54,906) 280,744

売却可能有価証券 24,412  29,018  ―  ―  53,430

受入担保有価証券 20,497  11  ―  ―  20,508

売戻条件付購入有価証券 ―  866  ―  ―  866

無形資産(3) ―  ―  8  ―  8

公正価値で測定する資産合計 $212,211  $179,899  $18,352  $(54,906) $355,556
          

負債（公正価値）          

預金 $    ―  $   185  $   ―  $    ―  $   185

コマーシャル・ペーパーおよび
その他の短期借入債務

―  1,346  1  ―  1,347

トレーディング負債：          

米国国債および政府機関債：          

米国財務省証券 15,963  ―  ―  ―  15,963

米国政府機関債 2,593  116  ―  ―  2,709

米国国債および政府機関
債合計

18,556  116  ―  ―  18,672

米国以外の国債 14,717  2,473  ―  ―  17,190
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(百万ドル)

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格

（レベル１）

 
重要な

観察可能な
インプット
（レベル２）

 
重要な

観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
取引相手先
または

現金担保の
相殺

 2013年
12月31日
現在残高

          

          

社債およびその他の債券：          

州および地方債 ―  15  ―  ―  15

社債 ―  5,033  22  ―  5,055

債務担保証券およびローン
担保証券

―  3  ―  ―  3

未実行貸付コミットメント ―  127  2  ―  129

その他の債券 ―  1,144  48  ―  1,192

社債およびその他の債券
合計

―  6,322  72  ―  6,394

株式(1) 27,983  513  8  ―  28,504

デリバティブおよびその他の
契約：

         

金利契約 675  504,292  2,362  ―  507,329

クレジット契約 ―  40,391  2,235  ―  42,626

外国為替契約 23  61,925  111  ―  62,059

株式契約 1,033  57,797  2,065  ―  60,895

コモディティ契約 2,637  8,749  1,500  ―  12,886

その他 ―  72  4  ―  76

相殺(2) (3,836) (606,878) (4,931) (36,465) (652,110)

デリバティブおよびその
他の契約合計

532  66,348  3,346  (36,465) 33,761

トレーディング負債合計 61,788  75,772  3,426  (36,465) 104,521

受入担保有価証券返還債務 24,549  19  ―  ―  24,568

買戻条件付売却有価証券 ―  407  154  ―  561

その他の担保付金融取引 ―  4,928  278  ―  5,206

長期借入債務 ―  33,750  1,887  ―  35,637

公正価値で測定する負債合計 $86,337  $116,407  $5,746  $(36,465) $172,025
　          

           

(1) 当社は、トレーディング目的で、多様な産業および様々な規模の事業体が発行した株式を保有または空売りしている。

(2) 公正価値の複数の階層レベルにわたる同一取引相手先とのポジションに関しては、取引相手先の相殺および現金担保の

相殺の双方が「取引相手先または現金担保の相殺」という項目に含まれている。同一取引相手先との契約に関して、同

一レベル内に分類された取引相手先のポジション間の相殺はそのレベル内に含まれている。デリバティブ商品および

ヘッジ活動の詳細に関しては、注記12を参照。

(3) 金額は公正価値で会計処理されたMSRを表わす。
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2013年度におけるレベル１およびレベル２間の振替

同年度中にレベル１およびレベル２間で振替えられた資産および負債の公正価値は、期首現在で当該資産およ

び負債が振替えられたものとみなして表示している。

2013年度においてレベル１およびレベル２間の重要な振替はなかった。

 

経常的に公正価値で測定されるレベル３の資産および負債

下表は、2014年度、2013年度および2012年度のそれぞれの経常的に公正価値で測定されるレベル３の資産およ

び負債に関する追加情報を示している。レベル３の商品は、レベル１およびレベル２に分類される商品により

ヘッジされている場合がある。その結果、下表に表示されているレベル３の区分の資産および負債に係る実現お

よび未実現利益（損失）は、当社がレベル１および／またはレベル２の区分に分類したヘッジ手段に関連する実

現および未実現利益（損失）を反映していない。

さらに、当社がレベル３の区分に分類したポジションの公正価値を決定するために、観察可能および観察不可

能なインプットの両方が使用される場合がある。その結果、下表に表示されたレベル３の区分内の資産および負

債に係る当期中の未実現利益（損失）は、観察可能（例えば市場金利の変動）および観察不可能（例えば観察不

可能な長期のボラティリティの変動）なインプットの両方に起因する公正価値の変動を含む場合がある。

当期中にレベル３に振替えられた資産および負債に関する利益（損失）は、期首現在で当該資産および負債が

レベル３に振替えられたものとみなして表示している。同様に、当期中にレベル３から振替えられた資産および

負債に関する利益（損失）は、期首現在で当該資産および負債がレベル３から振替えられたものとみなして表示

している。
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経常的に公正価値で測定されるレベル３の資産および負債の2014年度に係る変動

               (百万ドル)

 

2013年
12月31日
現在の
期首残高  

実現
および
未実現
利益
(損失)
合計(1)  購入  売却  発行  決済  正味振替  

2014年
12月31日
現在の
期末残高  

2014年
12月31日
現在

のレベル
３の資産
／負債の
未実現
利益
(損失)
残高(2)

                  

資産（公正価値）                  

トレーディング資産:                  

　米国以外の国債 $ 27  $ 1  $ 48  $ (34) $ ―  $ ―  $ (1) $ 41  $ ―

　社債および
　その他の債券：

                 

　　住宅用モーゲージ
　　担保証券

47  9  105  (14) ―  ―  28  175  4

　　商業用モーゲージ
　　担保証券

108  65  16  (102) ―  ―  9  96  45

　　資産担保証券 103  3  66  (96) ―  ―  ―  76  9

　　社債 522  86  106  (306) ―  ―  (22) 386  66

　　債務担保証券およ
びローン担保証券

1,468  142  644  (964) ―  (143) 5  1,152  27

　　ローンおよび貸付
　　コミットメント

5,129  (87) 3,784  (415) ―  (2,552) 15  5,874  (191)

　　その他の債券 27  21  274  (35) ―  (2) ―  285  20

　社債および
　その他の債券合計

7,404  239  4,995  (1,932) ―  (2,697) 35  8,044  (20)

　株式 190  20  146  (102) ―  ―  18  272  (3)

　デリバティブおよび
　その他の契約
　(純額)(3)(4)：

                 

　　金利契約 113  (258) 18  ―  (14) (43) 11  (173) (349)

　　クレジット契約 (147) (408) 68  ―  (179) (15) (62) (743) (474)

　　外国為替契約 68  (13) 7  ―  ―  108  (19) 151  (17)

　　株式契約 (831) (367) 339  (2) (562) (46) 89  (1,380) (440)

　　コモディティ契約 880  158  287  ―  (52) (127) ―  1,146  72

　　その他 (4) ―  ―  ―  ―  4  ―  ―  ―

　　　デリバティブ
　　　およびその他の
　　　契約(純額)合計

79  (888) 719  (2) (807) (119) 19  (999) (1,208)
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               (百万ドル)

 

2013年
12月31日
現在の
期首残高  

実現
および
未実現
利益
(損失)
合計(1)  購入  売却  発行  決済  正味振替  

2014年
12月31日
現在の
期末残高  

2014年
12月31日
現在

のレベル
３の資産
／負債の
未実現
利益
(損失)
残高(2)

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

　投資：                  

プライベート・エク
イティ・ファンド

2,531  414  231  (608) ―  ―  1  2,569  343

　　不動産ファンド 1,637  228  174  (293) ―  ―  ―  1,746  293

　　ヘッジ・ファンド 432  23  38  (69) ―  ―  (81) 343  16

　　自己勘定投資 2,160  53  36  (181) ―  (1,258) 25  835  49

　　その他 538  17  17  (29) ―  ―  (220) 323  24

　　　投資合計 7,298  735  496  (1,180) ―  (1,258) (275) 5,816  725

無形資産 8  ―  ―  ―  ―  (2) ―  6  (1)

負債（公正価値）                  

コマーシャル・
ペーパーおよびその他
の短期借入債務

$ 1  $ ―  $ ―  $ ―  $ ―  $ (1) $ ―  $ ―  $ ―

トレーディング負債：                  

　社債および
　その他の債券：

                 

　社債 22  1  (46) 117  ―  ―  (14) 78  2

　未実行貸付
　コミットメント

2  (3) ―  ―  ―  ―  ―  5  (3)

　その他の債券 48  7  (8) ―  ―  ―  5  38  (2)

　　社債および
　　その他の債券合計

72  5  (54) 117  ―  ―  (9) 121  (3)

　株式 8  ―  (3) 39  ―  ―  1  45  ―

買戻条件付売却
有価証券

154  1  ―  ―  ―  ―  ―  153  1

その他の担保付
金融取引

278  (9) ―  ―  21  (201) 42  149  (6)

長期借入債務 1,887  109  ―  ―  791  (391) (244) 1,934  102

　                  

(1) 実現および未実現利益（損失）合計は、当社の連結損益計算書上、投資収益に含まれているトレーディング資産－投資

に関連する735百万ドルを除き、主としてトレーディング収益に含まれている。

(2) 金額は、2014年12月31日現在未決済の資産および負債に関連する2014年度の未実現利益（損失）を表している。

(3) デリバティブおよびその他の契約（純額）は、トレーディング資産－デリバティブおよびその他の契約から、トレー

ディング負債－デリバティブおよびその他の契約を控除したものを表している。デリバティブ商品およびヘッジ活動の

詳細については注記12を参照。

(4) 2014年度第４四半期において、当社は、FVAの導入に関連する費用約468百万ドルを計上し、トレーディング収益に認識

した（注記２参照）。

 

2014年度においてレベル３へのまたはレベル３からの重要な振替はなかった。
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経常的に公正価値で測定されるレベル３の資産および負債の2013年度に係る変動

               (百万ドル)

 

2012年
12月31日
現在の
期首残高  

実現
および
未実現
利益
(損失)
合計(1)  購入  売却  発行  決済  正味振替  

2013年
12月31日
現在の
期末残高  

2013年
12月31日
現在

のレベル
３の資産
／負債の
未実現
利益
(損失)
残高(2)

                  

資産（公正価値）                  

トレーディング資産:                  

　米国以外の国債 $ 6  $ (18) $ 41  $ (7) $ ―  $ ―  $ 5  $ 27  $ (18)

　社債および
　その他の債券：

                 

　　住宅用モーゲージ
　　担保証券

45  25  54  (51) ―  ―  (26) 47  (6)

　　商業用モーゲージ
　　担保証券

232  13  57  (187) ―  (7) ―  108  4

　　資産担保証券 109  ―  6  (12) ―  ―  ―  103  ―

　　社債 660  (20) 324  (371) ―  (19) (52) 522  (55)

　　債務担保証券およ
びローン担保証券

1,951  363  742  (960) ―  (626) (2) 1,468  131

　　ローンおよび貸付
　　コミットメント

4,694  (130) 3,744  (448) ―  (3,096) 365  5,129  (199)

　　その他の債券 45  (1) 20  (36) ―  ―  (1) 27  (2)

　社債および
　その他の債券合計

7,736  250  4,947  (2,065) ―  (3,748) 284  7,404  (127)

　株式 288  (63) 113  (127) ―  ―  (21) 190  (72)

　デリバティブおよび
　その他の契約
　(純額)(3)：

                 

　　金利契約 (82) 28  6  ―  (34) 135  60  113  36

　　クレジット契約 1,822  (1,674) 266  ―  (703) (295) 437  (147) (1,723)

　　外国為替契約 (359) 130  ―  ―  ―  281  16  68  124

　　株式契約 (1,144) 463  170  (74) (318) (11) 83  (831) 61

　　コモディティ契約 709  200  41  ―  (36) (29) (5) 880  174

　　その他 (7) (6) ―  ―  ―  9  ―  (4) (7)

　　　デリバティブ
　　　およびその他の
　　　契約(純額)合計

939  (859) 483  (74) (1,091) 90  591  79  (1,335)

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

261/611



 

               (百万ドル)

 

2012年
12月31日
現在の
期首残高  

実現
および
未実現
利益
(損失)
合計(1)  購入  売却  発行  決済  正味振替  

2013年
12月31日
現在の
期末残高  

2013年
12月31日
現在

のレベル
３の資産
／負債の
未実現
利益
(損失)
残高(2)

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

　投資：                  

プライベート・エク
イティ・ファンド

2,179  704  212  (564) ―  ―  ―  2,531  657

　　不動産ファンド 1,370  413  103  (249) ―  ―  ―  1,637  625

　　ヘッジ・ファンド 552  10  62  (163) ―  ―  (29) 432  10

　　自己勘定投資 2,833  110  111  (445) ―  ―  (449) 2,160  3

　　その他 486  76  13  (36) ―  ―  (1) 538  77

　　　投資合計 7,420  1,313  501  (1,457) ―  ―  (479) 7,298  1,372

無形資産 7  9  ―  ―  ―  (8) ―  8  3

負債（公正価値）                  

コマーシャル・
ペーパーおよびその他
の短期借入債務

$ 19  $ ―  $ ―  $ ―  $ ―  $ (1) $ (17) $ 1  $ ―

トレーディング負債：                  

　社債および
　その他の債券：

                 

　住宅用モーゲージ
　担保証券

4  4  ―  ―  ―  ―  ―  ―  4

　社債 177  28  (64) 43  ―  ―  (106) 22  28

　未実行貸付
　コミットメント

46  44  ―  ―  ―  ―  ―  2  44

　その他の債券 49  2  ―  5  ―  (6) 2  48  2

　　社債および
　　その他の債券合計

276  78  (64) 48  ―  (6) (104) 72  78

　株式 5  1  (26) 29  ―  ―  1  8  3

買戻条件付売却
有価証券

151  (3) ―  ―  ―  ―  ―  154  (3)

その他の担保付
金融取引

406  11  ―  ―  19  (136) ―  278  4

長期借入債務 2,789  (162) ―  ―  877  (606) (1,335) 1,887  (138)
　                  

(1) 実現および未実現利益（損失）合計は、当社の連結損益計算書上、投資収益に含まれているトレーディング資産－投資

に関連する1,313百万ドルを除き、主としてトレーディング収益に含まれている。

(2) 金額は、2013年12月31日現在未決済の資産および負債に関連する2013年度の未実現利益（損失）を表している。

(3) デリバティブおよびその他の契約（純額）は、トレーディング資産－デリバティブおよびその他の契約から、トレー

ディング負債－デリバティブおよびその他の契約を控除したものを表している。デリバティブ商品およびヘッジ活動の

詳細については注記12を参照。

 

長期借入債務

2013年度において、当社は約13億ドルの一定の長期借入債務（主に仕組債）をレベル３からレベル２に再分類

した。当社は、観察不可能な組込デリバティブ部分が測定全体に重要でなくなったことから、当該仕組債を再分

類した。

2013年度においてレベル２およびレベル３間の重要な振替はなかった。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

262/611



経常的に公正価値で測定されるレベル３の資産および負債の2012年度に係る変動

               (百万ドル)

 

2011年
12月31日
現在の
期首残高  

実現
および
未実現
利益
(損失)
合計(1)  購入  売却  発行  決済  正味振替  

2012年
12月31日
現在の
期末残高  

2012年
12月31日
現在

のレベル
３の資産
／負債の
未実現
利益
(損失)
残高(2)

                  

資産（公正価値）                  

トレーディング資産:                  

　米国政府機関債 $ 8  $ ―  $ ―  $ (7) $ ―  $ ―  $ (1) $ ―  $ ―

　米国以外の国債 119  ―  12  (125) ―  ―  ―  6  (9)

　社債および
　その他の債券：

                 

　　住宅用モーゲージ
　　担保証券

494  (9) 32  (285) ―  ―  (187) 45  (26)

　　商業用モーゲージ
　　担保証券

134  32  218  (49) ―  (100) (3) 232  28

　　資産担保証券 31  1  109  (32) ―  ―  ―  109  (1)

　　社債 675  22  447  (450) ―  ―  (34) 660  (7)

　　債務担保証券およ
びローン担保証券

980  216  1,178  (384) ―  ―  (39) 1,951  142

　　ローンおよび貸付
　　コミットメント

9,590  37  2,648  (2,095) ―  (4,316) (1,170) 4,694  (91)

　　その他の債券 128  2  ―  (95) ―  ―  10  45  (6)

社債およびその他
の債券合計

12,032  301  4,632  (3,390) ―  (4,416) (1,423) 7,736  39

　株式 417  (59) 134  (172) ―  ―  (32) 288  (83)

　デリバティブおよび
　その他の契約
　(純額)(3)：

                 

　　金利契約 420  (275) 28  ―  (7) (217) (31) (82) 297

　　クレジット契約 5,814  (2,799) 112  ―  (502) (961) 158  1,822  (3,216)

　　外国為替契約 43  (279) ―  ―  ―  19  (142) (359) (225)

　　株式契約 (1,234) 390  202  (9) (112) (210) (171) (1,144) 241

　　コモディティ契約 570  114  16  ―  (41) (20) 70  709  222

　　その他 (1,090) 57  ―  ―  ―  236  790  (7) 53

　　　デリバティブ
　　　およびその他の
　　　契約(純額)合計

4,523  (2,792) 358  (9) (662) (1,153) 674  939  (2,628)
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               (百万ドル)

 

2011年
12月31日
現在の
期首残高  

実現
および
未実現
利益
(損失)
合計(1)  購入  売却  発行  決済  正味振替  

2012年
12月31日
現在の
期末残高  

2012年
12月31日
現在

のレベル
３の資産
／負債の
未実現
利益
(損失)
残高(2)

                  

　投資：                  

プライベート・エク
イティ・ファンド

1,936  228  308  (294) ―  ―  1  2,179  147

　　不動産ファンド 1,213  149  143  (136) ―  ―  1  1,370  229

　　ヘッジ・ファンド 696  61  81  (151) ―  ―  (135) 552  51

　　自己勘定投資 2,937  130  160  (419) ―  ―  25  2,833  93

　　その他 501  (45) 158  (70) ―  ―  (58) 486  (48)

　　　投資合計 7,283  523  850  (1,070) ―  ―  (166) 7,420  472

現物コモディティ 46  ―  ―  ―  ―  (46) ―  ―  ―

無形資産 133  (39) ―  (83) ―  (4) ―  7  (7)

負債（公正価値）                  

コマーシャル・
ペーパーおよびその他
の短期借入債務

$ 2  $ (5) $ ―  $ ―  $ 3  $ (3) $ 12  $ 19  $ (4)

トレーディング負債：                  

　米国以外の国債 8  ―  (8) ―  ―  ―  ―  ―  ―

　社債および
　その他の債券：

                 

住宅用モーゲージ担
保証券

355  (4) (355) ―  ―  ―  ―  4  (4)

社債 219  (15) (129) 110  ―  ―  (38) 177  (23)

未実行貸付コミット
メント

85  39  ―  ―  ―  ―  ―  46  39

その他の債券 73  9  (1) 36  ―  (55) 5  49  11

　　社債および
　　その他の債券合計

732  29  (485) 146  ―  (55) (33) 276  23

　株式 1  (1) (21) 22  ―  ―  2  5  (3)

買戻条件付売却
有価証券

340  (14) ―  ―  ―  ―  (203) 151  (14)

その他の担保付
金融取引

570  (69) ―  ―  21  (232) (22) 406  (67)

長期借入債務 1,603  (651) ―  ―  1,050  (279) (236) 2,789  (652)

　                  

(1) 実現および未実現利益（損失）合計は、当社の連結損益計算書上、投資収益に含まれているトレーディング資産－投資

に関連する523百万ドルを除き、主としてトレーディング収益に含まれている。

(2) 金額は、2012年12月31日現在未決済の資産および負債に関連する2012年度の未実現利益（損失）を表している。

(3) デリバティブおよびその他の契約（純額）は、トレーディング資産－デリバティブおよびその他の契約から、トレー

ディング負債－デリバティブおよびその他の契約を控除したものを表している。デリバティブ商品およびヘッジ活動の

詳細については注記12を参照。
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トレーディング資産－社債およびその他の債券

2012年度において、当社は約19億ドルの一定の社債およびその他の債券（主に企業向けローン）をレベル３か

らレベル２に再分類した。当社は、当該ローンの外部価格および／またはスプレッドのインプットが観察可能に

なったことから、これらの企業向けローンを再分類した。

当社はまた、約５億ドルの一定の社債およびその他の債券をレベル２からレベル３に再分類した。この再分類

は主として、企業向けローンに関連するものであり、これらの商品または類似商品の市場相場価格の減少および

利用可能なブローカー相場の不足により、これらの商品の公正価値測定に観察不可能なインプットを利用しなけ

ればならなくなったことによるものである。

 

トレーディング資産－デリバティブおよびその他の契約（純額）

2012年度において、当社は約14億ドルの一定のクレジット・デリバティブ資産および約12億ドルの一定のクレ

ジット・デリバティブ負債をレベル３からレベル２に再分類した。これらの再分類は主として、一定の観察不可

能なインプットが測定全体に重要でなくなった、個別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップおよびバスケッ

ト・クレジット・デフォルト・スワップに関連するものであった。

当社はまた、約６億ドルの一定のクレジット・デリバティブ資産および約３億ドルの一定のクレジット・デリ

バティブ負債をレベル２からレベル３に再分類した。この再分類は主として、一定の観察不可能なインプットが

測定全体に重要となった、バスケット・クレジット・デフォルト・スワップに関連するものであった。

 

2014年12月31日および2013年12月31日現在における経常的なレベル３の公正価値測定に使用された重要な観察不

可能なインプットの定量的情報および感応度

以下の開示は、経常的に公正価値で測定され、重要なレベル３の残高がある資産および負債の主な種類ごとの

評価手法、重要な観察不可能なインプットならびにそれらの範囲および平均に関する情報である。集約のレベル

および商品の幅によって、保有商品全体にわたりインプットの範囲は広がり、不均一に分散する。さらに、それ

ぞれの金融サービス機関の保有商品に含まれる商品の種類は多岐にわたるため、観察不可能なインプットの範囲

は金融サービス業界の企業ごとに異なる可能性がある。以下の開示はまた、重要な観察不可能なインプットの変

動に対する公正価値測定の感応度に関する定性的情報も含んでいる。
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2014年12月31日現在

 

2014年12月31日
現在残高
（単位：
百万ドル）  評価手法  

重要な観察不可能な
インプット／観察不可能な
インプットの変動に対する

公正価値の感応度  範囲(1)

 

平均(2)

資産        
  

トレーディング資産：        
  

社債およびその他の債券：        
  

住宅用モーゲージ担保証券 $  175  類似価格  類似債券の価格／(A)  3～90ポイント
 

15ポイント

商業用モーゲージ担保証券 96  類似価格  類似債券の価格／(A)  0～7ポイント
 

1ポイント

資産担保証券 76  類似価格  類似債券の価格／(A)  0～62ポイント
 

23ポイント

社債 386  類似価格  類似債券の価格／(A)  1～160ポイント
 

90ポイント

債務担保証券およびローン
担保証券

1,152  類似価格(3)  類似債券の価格／(A)  20～100ポイント
 

66ポイント

   相関モデル  信用の相関／(B)  47～65％
 

56％

ローンおよび
貸付コミットメント

5,874  
企業向け

ローン・モデル
 信用スプレッド／(C)  

36～753ベーシ
ス・ポイント

 373ベーシ
ス・ポイント

   
委託証拠金
貸付モデル

 信用スプレッド／(C)(D)  
150～451ベーシ
ス・ポイント

 216ベーシ
ス・ポイント

     
ボラティリティ・
スキュー／(C)(D)

 3～37％
 

21％

     割引率／(C)(D)  2～3％
 

3％

   
オプション・

モデル
 

ボラティリティ・
スキュー／(C)

 -1％
 

-1％

   類似価格(3)  類似ローンの価格／(A)  15～105ポイント
 

89ポイント

その他の債券 285  類似価格(3)  類似ローンの価格／(A)  0～75ポイント
 

39ポイント

   類似価格  類似債券の価格／(A)  15ポイント
 

15ポイント

   
オプション・

モデル
 

アット・ザ・マネーの
ボラティリティ／(A)

 15～54％
 

15％

株式(4) 272  純資産価額  純資産に対する割引／(C)  0～71％
 

36％

   類似価格  類似価格／(A)  83～96％
 

85％

   類似価格(3)  類似株価／(A)  100％
 

100％

   
マーケット・
アプローチ

 EBITDA倍率／(A)(D)  6～9倍
 

８倍

     株価/純資産倍率/(A)(D)  ０倍
 

０倍

デリバティブおよびその他の
契約（純額）(5)：

       
 

 

金利契約 (173) 
オプション・

モデル
 

金利ボラティリティ
集中流動性倍率／(C)(D)

 0～3倍
 

２倍

     
金利－外国為替
の相関／(A)(D)

 28～62％
 
44％/42％(6)

     
金利ボラティリティ
・スキュー／(A)(D)

 38～104％
 
86％/60％(6)

     金利クアントの相関／(A)(D)  -9～35％
 

6％/-6％(6)

     金利カーブの相関／(A)(D)  44～87％
 
73％/80％(6)

     
インフレーション・

ボラティリティ／(A)(D)
 69～71％

 
70％/71％(6)

     
金利－インフレーションの

相関／(A)(D)
 -44～-40％  

-42％/-43％

(6)

クレジット契約 (743) 類似価格  現物合成ベーシス／(C)(D)  5～13ポイント
 

9ポイント

     類似債券の価格／(C)(D)  0～55ポイント
 

18ポイント

   相関モデル(3)  信用の相関／(B)  42～95％
 

63％
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2014年12月31日
現在残高
（単位：
百万ドル）  評価手法  

重要な観察不可能な
インプット／観察不可能な
インプットの変動に対する

公正価値の感応度  範囲(1)

 

平均(2)

外国為替契約(7) 151  
オプション・

モデル
 金利クアントの相関／(A)(D)  -9～35％

 
6％/-6％(6)

     
金利－信用スプレッド

の相関／(A)(D)
 -54～-2％

 -17％/-11％
(6)

     金利カーブの相関／(A)(D)  44～87％  73％/80％(6)

     
金利－外国為替
の相関／(A)(D)

 28～62％
 
44％/42％(6)

     金利カーブ／(A)(D)  0～2％  1％/1％(6)

株式契約(7) (1,380) 
オプション・

モデル
 

アット・ザ・マネーの
ボラティリティ／(A)(D)

 14～51％
 

29％

     
ボラティリティ・
スキュー／(A)(D)

 -2～0％
 

-1％

     株式－株式の相関／(C)(D)  40～99％  72％

     
株式－外国為替の相関

／(C)(D)
 -50～10％

 
-16％

     株式－金利の相関／(C)(D)  -18～81％  26％/11％(6)

コモディティ契約 1,146  
オプション・

モデル
 先渡電力価格／(C)(D)  

$5～$106
 /メガワット時

 $38/メガワッ
ト時

     
コモディティ

のボラティリティ／(A)(D)
 11～90％

 
19％

     
クロス・コモディティ

の相関／(C)(D)
 33～100％

 
93％

投資(4)：          

自己勘定投資 835  
割引キャッ
シュ・フロー

 
予想加重平均

資本コスト／(C)(D)
 11％

 
11％

     出口倍率／(A)(D)  10倍  10倍

   
割引キャッ
シュ・フロー

 株式の割引率／(C)  25％
 

25％

   
マーケット・
アプローチ(3)

 EBITDA倍率／(A)(D)  4～14倍
 

10倍

     株価収益倍率／(A)(D)  23倍  23倍

     先物電力容量価格／(A)(D)  $5～$7  $7

   類似価格  類似株価／(A)  64～100％  95％

その他 323  
割引キャッ
シュ・フロー

 
予想加重平均

資本コスト／(C)(D)
 10～13％

 
11％

     出口倍率／(A)(D)  6～9倍  9倍

   
マーケット・
アプローチ

 EBITDA倍率／(A)(D)  9～13倍
 

10倍

   類似価格(3)  類似株価／(A)  100％  100％

負債          

社債およびその他の債券：          

　社債 $78  
オプション・

モデル
 

ボラティリティ・
スキュー／(C)(D)

 -1％
 

-1％

     
アット・ザ・マネーの
ボラティリティ／(C)(D)

 10％
 

10％

買戻条件付売却有価証券 153  
割引キャッ
シュ・フロー

 
資金調達

スプレッド／(A)
 
75～91ベーシス・

ポイント
 86ベーシス・

ポイント

その他の担保付金融取引 149  類似価格  類似債券の価格／(A)  99～101ポイント  100ポイント

   
割引キャッ

シュ・フロー(3)
 

資金調達
スプレッド／(A)

 
82～98ベーシス・

ポイント
 95ベーシス・

ポイント

長期借入債務 1,934  
オプション・
モデル(3)

 
アット・ザ・マネーの
ボラティリティ／(C)(D)

 18～32％
 

27％

     
ボラティリティ・
スキュー／(A)(D)

 -1～0％
 

０％

     株式－株式の相関／(A)(D)  40～90％  68％

     
株式－外国為替の相関

／(C)(D)
 -73～30％

 
-32％

   
オプション・

モデル
 株式のアルファ／(A)  0～94％

 
67％

   相関モデル  信用の相関／(B)  48～65％  51％

　          

EBITDA－利息、税金、償却前利益
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(1) 重要な観察不可能なインプットの範囲は、ポイント、パーセント、ベーシス・ポイント、倍数またはメガワット時で表

示されている。ポイントは額面に対する百分率であり、例えば90ポイントとは額面の90％である。１ベーシス・ポイン

トは１％の100分の１に等しく、例えば753ベーシス・ポイントは7.53％と等しい。

(2) インプットの単純平均および中央値が示されている場合を除き、金額は加重平均を表している（以下の脚注６を参

照）。加重平均は、一部または全部のインプットがリスクによって加重されている債務担保証券およびローン担保証

券、自己勘定投資、その他の債券、社債、長期借入債務およびデリバティブ商品を除き、それぞれのインプットを各金

融商品の公正価値によって加重することによって計算される。

(3) これは、この主要な資産または負債クラスに関する主たる評価手法である。

(4) 未調整の純資産価額を利用して測定されたファンドに対する投資は除かれている。

(5) 信用評価調整（以下「CVA」という。）およびFVAは残高に含まれているが、上表の評価手法および重要な観察不可能な

インプットからは除かれている。CVAは、基礎となる相手先のクレジット・カーブが観察不可能である場合には、レベル

３のインプットとしている。FVAは、主要市場における資金調達スプレッドの観察可能性が欠如していることから、全体

としてレベル３のインプットとしている。

(6) 金利契約、外国為替契約および一定の株式契約の評価に使用される重要な観察不可能なインプットのデータの構造は、

当該構造全体にリスクが分布する、カーブまたは面のような多次元の形式である場合がある。そのため、インプットの

データ範囲を付した単純平均および中央値が、一点の加重平均値よりも適切な測定である場合がある。

(7) 複合リスクのあるデリバティブ契約（すなわち、ハイブリッド商品）が含まれている。

 

 

観察不可能なインプットの変化に対する公正価値の感応度：

(A) 観察不可能なインプットの単独での著しい増加（減少）は公正価値の測定値を著しく上昇（下落）させることになる。

(B) 信用の相関の著しい変動により、公正価値が著しく上昇または下落する可能性がある。相関の上昇（低下）は、下位の

トランシェの危険性が低下（上昇）すると上位のトランシェの危険性が上昇（低下）するような資本構造においては、

リスクの再分散を生じさせる。

(C) 観察不可能なインプットの単独での著しい増加（減少）は公正価値の測定値を著しく低下（上昇）させることになる。

(D) 重要な観察不可能なインプット間に、予測可能な相関関係はない。
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2013年12月31日現在

 

2013年12月31日
現在残高
（単位：
百万ドル）  評価手法  

重要な観察不可能な
インプット／観察不可能な
インプットの変動に対する

公正価値の感応度  範囲(1)

 

平均(2)

資産        
  

トレーディング資産：        
  

社債およびその他の債券：        
  

商業用モーゲージ担保証券 $  108  類似価格  類似債券の価格／(A)  40～93ポイント
 

78ポイント

資産担保証券 103
 

割引キャッ
シュ・フロー

 割引率／(C)  18％
 

18％

社債 522  類似価格  類似債券の価格／(A)  1～159ポイント
 

85ポイント

債務担保証券およびローン
担保証券

1,468  類似価格(3)  類似債券の価格／(A)  18～99ポイント
 

73ポイント

   相関モデル  信用の相関／(B)  29～59％
 

43％

ローンおよび
貸付コミットメント

5,129
 

企業向け
ローン・モデル

 信用スプレッド／(C)  
28～487ベーシ
ス・ポイント

 249ベーシ
ス・ポイント

   
委託証拠金
貸付モデル

 信用スプレッド／(C)(D)  
10～265ベーシ
ス・ポイント

 135ベーシ
ス・ポイント

     
ボラティリティ・
スキュー／(C)(D)

 3～40％
 

14％

     類似債券の価格／(A)(D)  80～120ポイント
 

100ポイント

   
オプション・

モデル
 

ボラティリティ・
スキュー／(C)

 -1～0％
 

０％

   類似価格(3)  類似ローンの価格／(A)  10～100ポイント
 

76ポイント

株式(4) 190  純資産価額(3)  純資産に対する割引／(C)  0～85％
 

43％

   類似価格  類似株価／(A)  100％
 

100％

   類似価格  類似価格／(A)  100％
 

100％

   
マーケット・
アプローチ

 EBITDA倍率／(A)(D)  5～9倍
 

６倍

     株価/純資産倍率/(A)(D)  0～1倍
 

１倍

デリバティブおよびその他の
契約（純額）(5)：

       
 

 

金利契約 113  
オプション・

モデル
 

金利ボラティリティ
集中流動性倍率／(C)(D)

 0～6倍
 

２倍

     類似債券の価格／(A)(D)  5～100ポイント
 58ポイン

ト/65ポイン
ト(6)

     
金利－外国為替
の相関／(A)(D)

 3～63％
 
43％/48％(6)

     
金利ボラティリティ
・スキュー／(A)(D)

 24～50％
 
33％/28％(6)

     金利クアントの相関／(A)(D)  -11～34％
 

8％/5％(6)

     金利カーブの相関／(A)(D)  46～92％
 
74％/80％(6)

     
インフレーション・

ボラティリティ／(A)(D)
 77～86％

 
81％/80％(6)
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2013年12月31日
現在残高
（単位：
百万ドル）  評価手法  

重要な観察不可能な
インプット／観察不可能な
インプットの変動に対する

公正価値の感応度  範囲(1)

 

平均(2)

クレジット契約 (147) 類似価格  現物合成ベーシス／(C)(D)  2～5ポイント
 

４ポイント

     類似債券の価格／(C)(D)  0～75ポイント
 

27ポイント

   相関モデル(3)  信用の相関／(B)  19～96％
 

56％

外国為替契約(7) 68  
オプション・

モデル
 類似債券の価格／(A)(D)  5～100ポイント

 58ポイン
ト/65ポイン

ト(6)

     金利クアントの相関／(A)(D)  -11～34％
 

8％/5％(6)

     金利カーブの相関／(A)(D)  46～92％
 
74％/80％(6)

     
金利－外国為替の相関

／(A)(D)
 3～63％

 
43％/48％(6)

     
金利ボラティリティ
・スキュー／(A)(D)

 24～50％
 
33％/28％(6)

     金利カーブ／(A)(D)  0～1％  1％/0％(6)

株式契約(7) (831) 
オプション・

モデル
 

アット・ザ・マネーの
ボラティリティ／(A)(D)

 20～53％
 

31％

     
ボラティリティ・
スキュー／(A)(D)

 -3～0％
 

-1％

     株式－株式の相関／(C)(D)  40～99％
 

69％

     
株式－外国為替の相関／(C)

(D)
 -50～9％

 
-20％

     株式－金利の相関／(C)(D)  -4～70％
 
39％/40％(6)

コモディティ契約 880  
オプション・

モデル
 先渡電力価格／(C)(D)  

$14～$91
 /メガワット時

 $40/メガワッ
ト時

     
コモディティの

ボラティリティ／(A)(D)
 11～30％

 
14％

     
クロス・コモディティ

の相関／(C)(D)
 34～99％

 
93％

投資(4)：        
  

自己勘定投資 2,160  
割引キャッ
シュ・フロー

 
予想加重平均

資本コスト／(C)(D)
 12％

 
12％

     出口倍率／(A)(D)  ９倍
 

９倍

   
割引キャッ

シュ・フロー(3)
 資本化率／(C)(D)  5～13％

 
７％

     株式の割引率／(C)(D)  10～30％
 

21％

   
マーケット・
アプローチ

 EBITDA倍率／(A)  5～6倍
 

５倍

その他 538  
割引キャッ
シュ・フロー

 
予想加重平均

資本コスト／(C)(D)
 7～10％

 
８％

     出口倍率／(A)(D)  7～9倍
 

９倍

   
マーケット・
アプローチ(3)

 EBITDA倍率／(A)  8～14倍
 

10倍
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2013年12月31日
現在残高
（単位：
百万ドル）  評価手法  

重要な観察不可能な
インプット／観察不可能な
インプットの変動に対する

公正価値の感応度  範囲(1)

 

平均(2)

負債        
 

 

買戻条件付売却有価証券 $154  
割引キャッ
シュ・フロー

 
資金調達

スプレッド／(A)
 
92～97ベーシス・

ポイント
 95ベーシス・

ポイント

その他の担保付金融取引 278  類似価格(3)  類似債券の価格／(A)  99～102ポイント
 

101ポイント

   
割引キャッ
シュ・フロー

 
資金調達

スプレッド／(A)
 
97ベーシス・ポイ

ント
 97ベーシス・

ポイント

長期借入債務 1,887  
オプション・

モデル
 

アット・ザ・マネーの
ボラティリティ／(C)(D)

 20～33％
 

26％

     
ボラティリティ・
スキュー／(A)(D)

 -2～0％
 

０％

     株式－株式の相関／(A)(D)  50～70％
 

69％

     
株式－外国為替の相関／(C)

(D)
 -60～0％

 
-23％

　          

(1) 重要な観察不可能なインプットの範囲は、ポイント、パーセント、ベーシス・ポイント、倍数またはメガワット時で表

示されている。ポイントは額面に対する百分率であり、例えば93ポイントとは額面の93％である。１ベーシス・ポイン

トは１％の100分の１に等しく、例えば487ベーシス・ポイントは4.87％と等しい。

(2) インプットの単純平均および中央値が示されている場合を除き、金額は加重平均を表している（以下の脚注６を参

照）。加重平均は、インプットがリスクによって加重されている長期借入債務およびデリバティブ商品を除き、それぞ

れのインプットを各金融商品の公正価値によって加重することによって計算される。

(3) これは、この主要な資産または負債クラスに関する主たる評価手法である。

(4) 未調整の純資産価額を利用して測定されたファンドに対する投資は除かれている。

(5) CVAは残高に含まれているが、上表の評価手法および重要な観察不可能なインプットからは除かれている。CVAは、基礎

となる相手先のクレジット・カーブが観察不可能である場合には、レベル３のインプットとしている。

(6) 金利契約、外国為替契約および一定の株式契約の評価に使用される重要な観察不可能なインプットのデータの構造は、

当該構造全体にリスクが分布する、カーブまたは面のような多次元の形式である場合がある。そのため、インプットの

データ範囲を付した単純平均および中央値が、一点の加重平均値よりも適切な測定である場合がある。

(7) 複合リスクのあるデリバティブ契約（すなわち、ハイブリッド商品）が含まれている。

 

観察不可能なインプットの変化に対する公正価値の感応度：

(A) 観察不可能なインプットの単独での著しい増加（減少）は公正価値の測定値を著しく上昇（下落）させることになる。

(B) 信用の相関の著しい変動により、公正価値が著しく上昇または下落する可能性がある。相関の上昇（低下）は、下位の

トランシェの危険性が低下（上昇）すると上位のトランシェの危険性が上昇（低下）するような資本構造においては、

リスクの再分散を生じさせる。

(C) 観察不可能なインプットの単独での著しい増加（減少）は公正価値の測定値を著しく低下（上昇）させることになる。

(D) 重要な観察不可能なインプット間に、予測可能な相関関係はない。
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以下は、資産および負債のすべての主要分類に関して、2014年12月31日および2013年12月31日現在の上表に含

まれる重要な観察不可能なインプットの説明を示している。

・　資本化率－ある資産によって生み出される営業純収益と当該資産の予想される処分日における市場価値

の比率である。

・　現物合成ベーシス－現物金融商品（以下「現物商品」という。）とその合成デリバティブに基づく同等

物（以下「合成商品」という。）の価格差の測定尺度である。上表で開示した範囲は、合成債券同等物

の価格が基礎となる現物債券の相場価格を上回っているポイント数を表している。

・　類似債券の価格－同一商品の価格が入手できない場合に使用される価格決定のためのインプットであ

る。類似商品に係る入手可能な価格決定データを使用して公正価値が決定された場合には、重要な主観

性が含まれている可能性がある。類似商品を使用した評価は、類似債券の価格からインプライド・イー

ルド（または流動性の高いベンチマークに対するスプレッド）を算定し、その後当該イールド（または

スプレッド）を調整して債券の価額を算出することにより行うことができる。イールド（またはスプ

レッド）の調整は、満期または信用度等の当該債券における関連する差異を考慮しなければならない。

もう１つの方法としては、類似商品と評価対象債券間で価格比較の基準を仮定することにより当該債券

の価額を算定することができる。さらに、ある債券のデフォルト確率が上昇する（すなわち、債券の不

良化が進行する）場合、当該債券の評価には、債務不履行を想定して見込まれる回収水準を次第に反映

させていくことになる。価格比較またはイールド／スプレッド比較の使用に係る決定には、主として問

題となる金融商品の流通市場における慣行が反映される。価格比較は、主としてRMBS、CMBS、ABS、

CDO、CLO、その他の債券、金利契約、外国為替契約、その他の担保付金融取引およびディストレスト社

債に適用される。インプライド・イールド（または流動性の高いベンチマークに対するスプレッド）

は、主としてディストレスト以外の社債、ローンおよびクレジット契約に使用される。

・　類似株価－株式による資金調達、株式買戻しおよび外部の入札水準等から導出された価格である。公正

価値の見積りにはディスカウントまたはプレミアムが含まれる場合がある。

・　相関－複数の潜在リスクにより支払額が決定される場合の、価格決定のためのインプットである。相関

は２つの変数の変動における関係（すなわち、１つの変数の変動が他方の変数にどのような影響を与え

るか）の測定尺度である。例えば、信用の相関は、個別の企業が債務不履行となる確率と、複数の企業

が債務不履行となる同時確率の関係を説明する要素である。

・　信用スプレッド－信用度の差異に起因する異なる有価証券間の利回りの差異である。信用スプレッド

は、投資家が、信用リスクの低い有価証券と比較してより信用リスクの高い有価証券から稼得すること

ができる追加的な正味利回りを反映している。特定の有価証券の信用スプレッドは、多くの場合、信用

リスクの無いベンチマークとなる有価証券の利回りまたは通常米国国債もしくはロンドン銀行間取引金

利（以下「LIBOR」という。）のいずれかである基準金利と比較することにより見積られる。
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・　EBITDA倍率／出口倍率－EBITDAに対する企業価値の比率で、この場合の企業価値は資本と負債の合計か

ら現金および現金同等物を控除したものである。EBITDA倍率は、年間のEBITDAに換算した会社の価値を

反映しているが、出口倍率は、出口時点で見込まれる年間のEBITDAに換算した会社の価値を反映してい

る。いずれの倍率も、資本構成、税金および減価償却／償却の影響を除外するため、事業上の観点から

の会社間比較を可能とする。

・　株式のアルファ－株式ハイブリッド商品の価格のモデリングに使用されるパラメータである。

・　資金調達スプレッド－通常の担保金利（様々な種類の米国国債の発行に適用される金利を示してい

る。）と特定の担保金利（地方債等の、担保として差し入れられる特定の種類の有価証券に適用される

金利を示している。）との差異である。レポ契約および一定のその他の担保付金融取引は担保のカーブ

に基づき割り引かれる。このカーブは、対応するオーバーナイト・インデックス・スワップ（以下

「OIS」という。）またはLIBORカーブに対するスプレッドとして作成され、カーブの短期部分は対応す

るOISカーブに対するスプレッドを表し、カーブの長期部分はLIBORに対するスプレッドを表している。

・　予想加重平均資本コスト（以下「WACC」という。）－割引キャッシュ・フロー・モデルにおける資本の

現在価値により予想されるWACCである。このモデルは、負債資本比率を一定として、キャッシュ・フ

ローの仮定値（予測を含む）が現在の株価に完全に反映されることを仮定している。WACCは理論的に負

債および株式に対する投資家の要求利回りを示している。

・　金利カーブ－金利の期間構造（金利と満期までの時間の関係）および観察時点における将来金利の市場

による測定尺度である。金利カーブは、金利および為替デリバティブのキャッシュ・フローを設定する

ために使用され、店頭デリバティブのキャッシュ・フローを割り引く際に使用される価格決定インプッ

トである。

・　株価／純資産倍率－株価とその簿価を比較するために使用される比率である。この比率は、最新の株価

の終値を最新の１株当たり簿価で除して計算される。この倍率は事業上の観点からの会社間比較を可能

とする。

・　株価／収益倍率－会社の利益との関係で株価を測定するために使用される比率である。この比率は、１

株当たりの株価を実績または将来の１株当たり利益で除して計算される。この比率は、異なるレバレッ

ジ比率および税率の影響も考慮した上で、会社間比較を可能とする標準的な測定尺度である。

・　ボラティリティ－ある商品の価値が時間とともに変動する程度を仮定した場合における、当該商品の予

想リターンの変動性の測定尺度である。ボラティリティはオプションの価格決定のためのインプットで

あり、通常はボラティリティが低くなるほどオプションのリスクも低くなる。特定のオプションの評価

に使用されるボラティリティの水準は、当該オプションに内在するリスクの性質（例えば特定の基礎と

なる株式のボラティリティは、特定の基礎となるコモディティ指数のボラティリティと著しく異なる場

合がある。）、オプションの残存期間および行使価格を含む様々な要因に依拠している。
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・　ボラティリティ・スキュー－原資産および満期は同一であるが行使価格が異なる複数のオプションのイ

ンプライド・ボラティリティの差異の測定尺度である。行使価格が原資産の現在の価格を上回るかまた

は下回るオプションのインプライド・ボラティリティは、通常、行使価格が同じ原資産の現在の価格と

等しいオプションのインプライド・ボラティリティとは乖離する。

 

純資産価額を算出する投資の公正価値

2014年12月31日および2013年12月31日現在、公正価値で測定された当社の投資はそれぞれ6,651百万ドルおよ

び8,013百万ドルであった。以下の表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在のそれぞれの純資産価額に

基づく公正価値で測定された当社のプライベート・エクイティ・ファンド、不動産ファンドおよびヘッジ・ファ

ンドに対する投資に関する情報を表している。

(百万ドル)

 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 公正価値  
未実行の

コミットメント
 

公正価値  
未実行の

コミットメント

プライベート・エクイティ・ファンド $2,569  $ 613  $2,531  $ 559

不動産ファンド 1,753  112  1,643  124

ヘッジ・ファンド(1)：        

　株式ロング・ショート・ヘッジ・ファンド 433  ―  469  ―

　債券／信用関連ヘッジ・ファンド 76  ―  82  ―

イベント・ドリブン・ヘッジ・ファンド 39  ―  38  ―

　マルチ・ストラテジー・ヘッジ・ファンド 139  3  220  3

合計 $5,009  $ 728  $4,983  $ 686
　     

 
 

 
 

 

(1) 債券／信用関連ヘッジ・ファンド、イベント・ドリブン・ヘッジ・ファンドおよびマルチ・ストラテジー・ヘッジ・

ファンドは、主として90日以内の事前通知期間が定められており、少なくとも３か月間ベースで償還可能である。2014

年12月31日現在、株式ロング・ショート・ヘッジ・ファンドの公正価値の約36％は少なくとも四半期毎、47％は６か月

毎に償還可能であり、これらのファンドの17％の償還サイクルは６か月超である。2013年12月31日現在、株式ロング・

ショート・ヘッジ・ファンドの公正価値の約42％は少なくとも四半期毎、42％は６か月毎に償還可能であり、これらの

ファンドの16％の償還サイクルは６か月超である。2014年12月31日および2013年12月31日現在、株式ロング・ショー

ト・ヘッジ・ファンドの事前通知期間は主として６か月超である。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

274/611



プライベート・エクイティ・ファンド

この金額には、レバレッジド・バイアウト、ベンチャー・キャピタル、インフラ成長資本、ディストレスト投

資およびメザニン資本を含む様々な戦略を追求するいくつかのプライベート・エクイティ・ファンドが含まれて

いる。さらに、これらのファンドは特定の国内または国外地域に焦点を置いて組成されることがある。これらの

投資は通常、ファンドをもって清算することができない。その代わりに、この区分の投資の本質は、ファンドの

原資産の換金を通じて分配金を受け取ることにある。2014年12月31日現在、ファンドの公正価値の５％は翌５年

以内に、61％は５年から10年の間にそれぞれ換金される予定であり、残りの34％の残存期間は10年超であると見

込まれている。

 

不動産ファンド

この金額には、商業用オフィスビル、小売店舗不動産、集合住宅用不動産、開発事業またはホテルなどの不動

産資産に投資するいくつかの不動産ファンドが含まれている。さらに、これらのファンドは特定の国内または国

外地域に焦点を置いて組成されることがある。これらの投資は通常、ファンドをもって清算することができな

い。各ファンドからの分配金は、ファンドの基礎となる投資が換金された際に受け取ることになる。2014年12月

31日現在、ファンドの公正価値の５％は翌５年以内に、59％は５年から10年の間にそれぞれ換金される予定であ

り、残りの36％の残存期間は10年超になると見込まれている。

 

ヘッジ・ファンド

ヘッジ・ファンドに対する投資は、当初期間のロックアップ制限またはゲートの対象となることがある。ヘッ

ジ・ファンドのロックアップ条項は、一定の当初期間中は、投資家がファンドから資金回収できないことを規定

する条項である。ゲートの目的は、特定のヘッジ・ファンドの投資家が任意の償還期日に請求できる償還水準を

制限することである。

 

・　株式ロング・ショート・ヘッジ・ファンド　この金額には、株式に対しロングまたはショート投資を行う

ヘッジ・ファンドに対する投資が含まれている。株式の価値および成長に投資するヘッジ・ファンドは、割

安と考えられる株式を購入し、割高と考えられる株式を売却する。この区分の投資の公正価値の約10％を占

める投資は、一定の当初期間ロックアップ制限が課されているため、現在は償還できない。2014年12月31日

現在、ロックアップ制限の対象となっているこれらの投資の残存制限期間は主として１年未満であった。株

式ロング・ショート・ヘッジ・ファンドに対する投資の公正価値の約21％を占める投資は、ヘッジ・ファン

ド・マネージャーにより解約制限が課されているため、現在は償還できない。2014年12月31日現在、解約制

限の対象となっているこれらの投資の制限期間は主として無期限であった。
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・　債券／信用関連ヘッジ・ファンド　この金額には、主として債券または信用関連の割安または割高な有価証

券に対する投資から利益を得るために、ロング－ショート、ディストレストおよびレラティブ・バリュー戦

略を採用するヘッジ・ファンドに対する投資が含まれている。この区分に対する投資の公正価値の約10％を

占める投資は、一定の当初期間ロックアップ制限が課されているため、現在は償還できない。2014年12月31

日現在、これらのロックアップ制限対象投資の残存制限期間は主として３年超であった。

 

・　イベント・ドリブン・ヘッジ・ファンド 　この金額には、合併、敵対的買収、組織再編またはレバレッジ

ド・バイアウトなどのイベント・ドリブンの局面で投資するヘッジ・ファンドに対する投資が含まれてい

る。これには、対象企業の現在の市場価格と最終的な購入価格とのスプレッドから利益を得ることを見込ん

で、被取得企業の株式の購入と、取得企業の株式の売却を同時に行う局面を含むことがある。2014年12月31

日現在、償還に関する制限はない。

 

・　マルチ・ストラテジー・ヘッジ・ファンド　この金額には、短期および長期の利益を実現するために複数の

戦略を追求するヘッジ・ファンドに対する投資が含まれている。ヘッジ・ファンドの経営者は、現在の投資

機会を最大限利用するために異なる戦略の比重を引き上げまたは引き下げることができる。2014年12月31日

現在、この区分の投資の公正価値の約28％を占める投資は、一定の当初期間ロック・アップ制限が課されて

いるため、現在は償還できない。2014年12月31日現在、これらのロックアップ制限対象投資の残存制限期間

は主として３年超であった。マルチ・ストラテジー・ヘッジ・ファンドに対する投資の公正価値の約27％を

占める投資は、ヘッジ・ファンド・マネージャーにより解約制限が課されているため、現在は償還できな

い。2014年12月31日現在、解約制限の対象となっているこれらの投資の残存制限期間は無期限であった。
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公正価値オプション

当社は、選択された商品とそれに関連するリスク管理取引との間の測定基準の差異によって生じる損益計算書

のボラティリティを緩和するため、または一定の会計モデルの適用の複雑性を排除するために、公正価値基準で

リスク管理が行われている一定の適格商品に対して公正価値オプションを選択した。下表は、2014年度、2013年

度および2012年度におけるそれぞれの公正価値オプションの選択に基づき公正価値で測定される項目に係る公正

価値の変動による純利益（損失）を示したものである。

 
(百万ドル)

  
トレーディング

収益
 

受取利息
(支払利息)

 
純収益に含まれ
る利益（損失）

       

2014年12月31日終了年度       

売戻条件付購入有価証券  $    (4)  $    9  $    5

コマーシャル・ペーパーおよびその他の
短期借入債務(1)

 (136)  1  (135)

買戻条件付売却有価証券  (5)  (6)  (11)

長期借入債務(1)  1,867  (638)  1,229

2013年12月31日終了年度       

売戻条件付購入有価証券  $   (1)  $     6  $     5

預金  52  (60)  (8)

コマーシャル・ペーパーおよびその他の
短期借入債務(1)

 181  (8)  173

買戻条件付売却有価証券  (3)  (6)  (9)

長期借入債務(1)  664  (971)  (307)

2012年12月31日終了年度       

売戻条件付購入有価証券  $     8  $     5  $   13

預金  57  (86)  (29)

コマーシャル・ペーパーおよびその他の
短期借入債務(1)

 (31)  ―  (31)

買戻条件付売却有価証券  (15)  (4)  (19)

長期借入債務(1)   (5,687)  (1,321)  (7,008)

        

(1) 2014年度、2013年度および2012年度の短期および長期借入債務に係るトレーディング収益に計上された利益（損失）合

計のうち、それぞれ651百万ドル、(681)百万ドル、および(4,402)百万ドルは当社の信用度およびその他の信用要因の変

動に起因しており、それぞれの残額は関連するヘッジの影響を考慮前の外国為替もしくは金利の変動または仕組債の参

照価格もしくは指数の変動に起因している。

 

上表の金額に加えて、注記２に記載しているように、トレーディング資産またはトレーディング負債における

すべての商品は、公正価値オプションの選択を通じて、またはその他の会計指針の要求により、公正価値で測定

されている。上表の金額は、純収益に含まれており、該当する場合のヘッジ手段に係る利益または損失を反映し

ていない。

当社は、全体的なトレーディング戦略の一環として、短期および長期借入債務の市場リスクの経済性（すなわ

ち当社の信用度に関連するもの以外のリスク）をヘッジしており、関連する事業部門による発行に組み込まれて

いる市場リスクを当該事業部門のポートフォリオの一部として管理している。経済的ヘッジに係る利益および損

失はトレーディング収益に計上され、その大部分は市場リスクに起因する短期および長期借入債務に係る利益お

よび損失と相殺される。
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2014年12月31日および2013年12月31日現在、借入債務のリスク管理責任を負う事業部門別の経常的に公正価値

で測定される短期および長期借入債務の内訳は以下のとおりである。

(百万ドル)

 短期および長期借入債務

事業部門 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

株式  $  17,253   $  17,945

金利 13,545  15,933

信用および為替 2,105  2,561

コモディティ 636  545

合計 $ 33,539  $ 36,984
　    

 

下表は公正価値オプションが選択された当社の短期および長期借入債務（主に仕組債）、ローンおよび未実行

貸付コミットメントの情報を示したものである。

 

商品特有の信用リスクの変動による利益（損失）

(百万ドル)

 2014年度  2013年度  2012年度

短期および長期借入債務(1) $   651  $   (681)  $   (4,402)

ローンおよびその他の債券(2) 179  137  340

未実行貸付コミットメント(3) 30  255  1,026

       

(1) 短期および長期借入債務（主に仕組債）の公正価値の変動には、当社の債券流通市場におけるスプレッドの観察および

その他の信用要因の変化に基づく、当社の信用度の変動を反映するための調整が含まれている。

(2) ローンおよびその他の債券商品に特有の信用利益（損失）は、金利の変動による部分等の信用以外の損益部分を除外し

て決定された。

(3) 未実行貸付コミットメントに係る利益（損失）は全般的に、それぞれの期末日における見積予想顧客利回りおよび約定

利回りの差異に基づいて決定された。

 

契約元本金額と公正価値の正味差額

(百万ドル)

  公正価値を超える契約元本金額

  
2014年12月31日

現在  
2013年12月31日

現在

短期および長期借入債務(1)  $ (670)  $ (2,409)

ローンおよびその他の債券(2)  14,990  17,248

90日以上延滞および／または未収利息不計上のローン(2)(3)  12,916  15,113

      

(1) 短期および長期借入債務は、参照価格または指数の変動に基づき当初元本の返済額が変動する仕組債を含んでいない。

(2) ローンおよびその他の債券の元本と公正価値の差額の大部分は、主として当社のディストレスト債トレーディング業務

（額面を相当下回る金額でディストレスト債を購入する）から生じたものである。

(3) 2014年12月31日および2013年12月31日現在、未収利息不計上ローン（90日以上延滞しているすべてのローンを含む。）

の公正価値の総額は、それぞれ1,367百万ドルおよび1,205百万ドルであった。2014年12月31日および2013年12月31日現

在、90日以上延滞しているローンの公正価値の総額は、それぞれ643百万ドルおよび655百万ドルであった。
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上表は、連結対象のVIEのノンリコース債、金融資産の非売却取引に関連する負債、担保差入れされたコモ

ディティおよび帰属可能な個別資産を伴うその他の負債を除いている。

 

非経常的に公正価値で測定される資産および負債

　一定の資産および負債は、非経常的に公正価値で測定されており、上表には含まれていない。これらの資産お

よび負債には、ローン、その他の投資、建物、設備およびソフトウェアの原価、無形資産ならびに未実行貸付コ

ミットメントが含まれ得る。

下表は、当社の連結貸借対照表上の項目別に、非経常的に公正価値で測定された資産で、2014年度、2013年度

および2012年度においてそれぞれ当社が非経常的な公正価値の修正を認識したものの公正価値の階層を示したも

のである。

 

2014年度

(百万ドル)

    公正価値の測定   

  
2014年12月
31日現在の
帳簿価額

 

同一資産の活発
な市場における

相場価格
（レベル１）

 

重要な
観察可能な
インプット
（レベル２）

 

重要な
観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
2014年度の
利益(損失)
合計(1)

ローン(2)  $ 3,336  $ ―  $ 2,386  $   950  $ (165)

その他の投資(3)  46  ―  ―  46  (38)

建物、設備およびソ
フトウェアの原価(4)

 ―  ―  ―  ―  (58)

無形資産(3)  46  ―  ―  46  (6)

その他の資産(4)  ―  ―  ―  ―  (9)

合計  $ 3,428  $ ―  $ 2,386  $ 1,042  $  (276)
　           

　

 

(1) 当社の連結損益計算書上、ローンの公正価値の変動およびその他の投資に関連する損失は、その他の収益に計上されて

いるが、建物、設備およびソフトウエアの原価、無形資産ならびにその他の資産に関連する損失は、その他の費用に計

上されている。

(2) 投資目的または売却目的で保有するローンの公正価値の非経常的な変動額は、最近実行された取引、市場相場価格、可

能な場合には市場の観察可能なインプット（類似するローンまたは債券の価格、および現物とデリバティブ商品のあら

ゆるベーシス差異を調整したクレジット・デフォルト・スワップのスプレッド水準等）を組み込んだ評価モデルを使用

して算定された。また、このような取引および相場が観察不可能な場合にはデフォルト回収分析を使用して算定され

た。

(3) その他の投資および無形資産に関連する損失は主として割引キャッシュ・フロー・モデルおよび一定の類似会社の倍率

を組み込んだ評価手法を使用して決定された。

(4) 建物、設備およびソフトウェアの原価ならびにその他の資産に関連する損失は主としてデフォルト回収分析を使用して

決定された。

 

また、当社は、連結貸借対照表のその他の負債および未払費用に計上する売却目的保有として指定された一定

の未実行貸付コミットメントに関して非経常的な公正価値による修正を認識した。これらの非経常的な未実行貸

付コミットメントの公正価値は2014年12月31日現在219百万ドルであり、このうち178百万ドルおよび41百万ドル

がそれぞれ公正価値の階層のレベル２およびレベル３に分類された。2014年度において、当社は、これらの非経

常的な未実行貸付コミットメントの公正価値による修正に関連して、連結損益計算書のその他の収益に165百万

ドルの追加的な損失を計上した。
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2013年度

(百万ドル)

    公正価値の測定   

  
2013年12月
31日現在の
帳簿価額

 

同一資産の活発
な市場における

相場価格
（レベル１）

 

重要な
観察可能な
インプット
（レベル２）

 

重要な
観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
2013年度の
利益(損失)
合計(1)

ローン(2)  $ 1,822  $ ―  $ 1,616  $ 206  $ (71)

その他の投資(3)  46  ―  ―  46  (38)

建物、設備およびソ
フトウェアの原価(4)

 8  ―  ―  8  (133)

無形資産(3)  92  ―  ―  92  (44)

合計  $ 1,968  $ ―  $ 1,616  $ 352  $ (286)
　           

　

 

(1) 当社の連結損益計算書上、ローンの公正価値の変動およびその他の投資に関連する損失は、その他の収益に計上されて

いるが、建物、設備およびソフトウエアの原価ならびに無形資産に関連する損失は、その他の費用に計上されている。

(2) 投資目的または売却目的で保有するローンの公正価値の非経常的な変動額は、最近実行された取引、市場相場価格、可

能な場合には市場の観察可能なインプット（類似するローンまたは債券の価格、および現物とデリバティブ商品のあら

ゆるベーシス差異を調整したクレジット・デフォルト・スワップのスプレッド水準等）を組み込んだ評価モデルを使用

して算定された。また、このような取引および相場が観察不可能な場合にはデフォルト回収分析を使用して算定され

た。

(3) その他の投資および無形資産に関連する損失は主として割引キャッシュ・フロー・モデルを使用して決定された。

(4) 建物、設備およびソフトウェアの原価に関連する損失は主としてデフォルト回収分析を使用して決定された。

 

2013年度において、非経常的に公正価値で測定された重要な負債はなかった。
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2012年度

(百万ドル)

    公正価値の測定   

  
2012年12月
31日現在の
帳簿価額

 

同一資産の活発
な市場における

相場価格
（レベル１）

 

重要な
観察可能な
インプット
（レベル２）

 

重要な
観察不可能な
インプット
（レベル３）

 
2012年度の
利益(損失)
合計(1)

ローン(2)  $ 1,821  $ ―  $ 277  $ 1,544  $ (60)

その他の投資(3)  90  ―  ―  90  (37)

建物、設備およびソ
フトウェアの原価(4)

 33  ―  ―  33  (170)

無形資産(3)  ―  ―  ―  ―  (4)

合計  $ 1,944  $ ―  $ 277  $ 1,667  $ (271)
　           

　

 

(1) 当社の連結損益計算書上、ローンの公正価値の変動およびその他の投資に関連する損失は、その他の収益に計上されて

いるが、建物、設備およびソフトウエアの原価ならびに無形資産に関連する損失は、その他の費用に計上されている。

(2) 投資目的または売却目的で保有するローンの公正価値の非経常的な変動額は、最近実行された取引、市場相場価格、可

能な場合には市場の観察可能なインプット（類似するローンまたは債券の価格、および現物とデリバティブ商品のあら

ゆるベーシス差異を調整したクレジット・デフォルト・スワップのスプレッド水準等）を組み込んだ評価モデルを使用

して算定された。また、このような取引および相場が観察不可能な場合にはデフォルト回収分析を使用して算定され

た。

(3) その他の投資および無形資産に関連する損失は主として割引キャッシュ・フロー・モデルを使用して決定された。

(4) 建物、設備およびソフトウェアの原価に関連する損失は、割引キャッシュ・フロー・モデルを使用して決定され、主と

してウェルス・マネジメントJVの統合に関連して2012年度に処分された一定の建物およびソフトウェアの帳簿価額の評

価減を表している。

 

上表に含まれている損失に加えて、サクソンの処分（注記１を参照）に関連して約51百万ドルの税引前利益

（その他の資産に関連）が2012年度の非継続事業に含まれていた。サクソンの公正価値は、買い手との間で合意

された修正後の買収価格を使用して決定された。

2012年度において、非経常的に公正価値で測定された負債はなかった。

 

公正価値で測定されない金融商品

下表は、当社の連結貸借対照表において公正価値で測定されない一定の金融商品の帳簿価額、公正価値および

公正価値の階層の分類を示している。下表は、持分法投資などの一定の金融商品ならびに預金顧客との長期的関

係の価値等のすべての非金融資産および負債を除いている。

利付銀行預け金を含む現金および現金同等物、ならびに売戻条件付購入有価証券、借入有価証券担保金、買戻

条件付売却有価証券、貸付有価証券担保金、通常の営業過程において発生する一定の顧客債権およびその他の債

権ならびに顧客債務およびその他の債務、一定の預金、コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務な

らびにその他の担保付金融取引等のその他の短期金融商品の帳簿価額は、それらの発生から予定される満期日ま

での期間が比較的短いため、公正価値に近似する。

より長期の売戻条件付購入有価証券、借入有価証券担保金、買戻条件付売却有価証券、貸付有価証券担保金な

らびにその他の担保付金融取引の公正価値は、標準的な割引キャッシュ・フロー法を使用して決定される。評価

のインプットには、様々なベンチマークおよび金利イールドカーブを使用して見積られる約定キャッシュ・フ

ローおよび担保資金調達スプレッドが含まれる。
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満期保有有価証券の公正価値は、市場相場価格を使用して決定される。

消費者ローンおよび住宅用不動産ローンならびに貸付コミットメントでポジションに特有の外部価格データが

観察可能でないものの公正価値は、借り手の信用リスクに基づいており、デフォルト確率およびデフォルト時損

失率を使用し、見積外部資金調達コスト水準で割引いている。企業向けローンおよび貸付コミットメントの公正

価値は、最近実行された取引、市場相場価格（観察可能な場合）、類似債務のインプライド・イールド、および

市場の観察可能なクレジット・デフォルト・スワップのスプレッド水準を使用して、また、このような取引およ

び相場が観察不可能である場合には、独自に開発した評価モデルとデフォルト回収分析を共に使用して決定され

る。

長期借入債務の公正価値は通常、入手可能な場合、同一または類似商品の取引データまたは第三者の価格決定

に基づく観察可能な価格を使用して評価される。ポジションに特有の外部価格が観察可能でない場合、公正価値

は、期間および期日が類似する債券の現在の金利および信用スプレッドに基づいて決定される。
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2014年12月31日および2013年12月31日現在の公正価値で測定されない金融商品

2014年12月31日現在

(百万ドル)

 2014年12月31日現在  使用された公正価値の測定

 

帳簿価額

 

公正価値

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格
(レベル１)

 
重要な

観察可能な
インプット
(レベル２)

 
重要な

観察不可能な
インプット
(レベル３)

金融資産：          

現金および銀行預け金 $ 21,381  $ 21,381  $ 21,381  $     ―  $    ―

利付銀行預け金 25,603  25,603  25,603  ―  ―

決済機関に預託あるいは連邦法
その他の規制または要求によ
り分別された現金

40,607  40,607  40,607  ―  ―

投資有価証券－満期保有有価証
券

100  100  100  ―  ―

売戻条件付購入有価証券 82,175  82,165  ―  81,981  184

借入有価証券担保金 136,708  136,708  ―  136,696  12

 顧客債権およびその他の債権(1) 45,116  45,028  ―  39,945  5,083

ローン(2) 66,577  67,800  ―  18,212  49,588

金融負債：          

預金 $ 133,544  $ 133,572  $     ―  $ 133,572  $    ―

コマーシャル・ペーパーおよび
その他の短期借入債務

496  496  ―  496  ―

買戻条件付売却有価証券 69,337  69,433  ―  63,921  5,512

貸付有価証券担保金 25,219  25,244  ―  24,740  504

その他の担保付金融取引 7,581  7,881  ―  5,465  2,416

 顧客債務およびその他の債務(1) 178,373  178,373  ―  178,373  ―

長期借入債務 120,998  124,961  ―  124,150  811
           

(1) 帳簿価額が公正価値と近似する未収・未払の利息、手数料および配当金の債権および債務は、除かれている。

(2) 非経常的に公正価値で測定されるすべてのローンを含んでいる。

 

2014年12月31日現在、公正価値で計上されていない当社の未実行貸付コミットメント（主に当社の法人・機関

投資家向け証券事業セグメントにおける企業向け貸付に関連している）の公正価値は1,178百万ドルであり、そ

のうち928百万ドルおよび250百万ドルは、それぞれ公正価値の階層のレベル２およびレベル３に分類されるべき

ものである。これらのコミットメントがすべて実行された場合の帳簿価額は868億ドルとなる。
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2013年12月31日現在

(百万ドル)

 2013年12月31日現在  使用された公正価値の測定

 

帳簿価額

 

公正価値

 

同一資産の
活発な市場
における
相場価格
(レベル１)

 
重要な

観察可能な
インプット
(レベル２)

 
重要な

観察不可能な
インプット
(レベル３)

金融資産：          

現金および銀行預け金 $ 16,602  $ 16,602  $ 16,602  $     ―  $    ―

利付銀行預け金 43,281  43,281  43,281  ―  ―

決済機関に預託あるいは連邦法
その他の規制または要求によ
り分別された現金

39,203  39,203  39,203  ―  ―

売戻条件付購入有価証券 117,264  117,263  ―  116,584  679

借入有価証券担保金 129,707  129,705  ―  129,374  331

 顧客債権およびその他の債権(1) 53,112  53,031  ―  47,525  5,506

ローン(2) 42,874  42,765  ―  11,288  31,477

金融負債：          

預金 $ 112,194  $ 112,273  $     ―  $ 112,273  $    ―

コマーシャル・ペーパーおよび
その他の短期借入債務

795  795  ―  787  8

買戻条件付売却有価証券 145,115  145,157  ―  138,161  6,996

貸付有価証券担保金 32,799  32,826  ―  31,731  1,095

その他の担保付金融取引 9,009  9,034  ―  5,845  3,189

 顧客債務およびその他の債務(1) 154,654  154,654  ―  154,654  ―

長期借入債務 117,938  123,133  ―  122,099  1,034
           

(1) 帳簿価額が公正価値と近似する未収・未払の利息、手数料および配当金の債権および債務は、除かれている。

(2) 非経常的に公正価値で測定されるすべてのローンを含んでいる。

 

2013年12月31日現在、公正価値で計上されていない当社の未実行貸付コミットメント（主に当社の法人・機関

投資家向け証券事業セグメントにおける企業向け貸付に関連している）の公正価値は853百万ドルであり、その

うち669百万ドルおよび184百万ドルは、それぞれ公正価値の階層のレベル２およびレベル３に分類されるべきも

のである。これらのコミットメントがすべて実行された場合の帳簿価額は754億ドルとなる。
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５　投資有価証券

下表は、当社の公正価値で計上される売却可能有価証券および償却原価で計上される満期保有有価証券に関す

る情報を示すものである。売却可能有価証券に係る未実現利益(損失)純額は、税引後でAOCIの構成要素として報

告されている。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在

  償却原価  
未実現利益

総額
 

未実現損失
総額

 
一時的でない

減損
 公正価値

売却可能債券：           

米国国債および政府機関債：           

米国財務省証券  $35,855  $   42  $   67  $    ―  $35,830

米国政府機関債(1)  18,030  77  72  ―  18,035

米国国債および政府機関債
合計

 53,885  119  139  ―  53,865

社債およびその他の債券：           

商業用モーゲージ担保証券：      

政府機関  2,288  1  76  ―  2,213

非政府機関  1,820  11  6  ―  1,825

自動車ローン資産担保証券  2,433  ―  5  ―  2,428

社債  3,640  10  22  ―  3,628

ローン担保証券  1,087  ―  20  ―  1,067

FFELP学生ローン資産担保証券
(2)

 4,169  18  8  ―  4,179

社債およびその他の債券合
計

 15,437  40  137  ―  15,340

売却可能債券合計  69,322  159  276  ―  69,205

売却可能株式合計  15  ―  4  ―  11

売却可能有価証券合計  69,337  159  280  ―  69,216

満期保有有価証券：           

米国国債：           

米国財務省証券  100  ―  ―  ―  100

満期保有有価証券合計  100  ―  ―  ―  100

投資有価証券合計  $69,437  $  159  $  280  $   ―  $69,316
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(百万ドル)

  2013年12月31日現在

  償却原価  
未実現利益

総額
 

未実現損失
総額

 
一時的でない

減損
 公正価値

売却可能債券：           

米国国債および政府機関債：           

米国財務省証券  $24,486  $   51  $   139  $    ―  $24,398

米国政府機関債(1)  15,813  26  234  ―  15,605

米国国債および政府機関債
合計

 40,299  77  373  ―  40,003

社債およびその他の債券：           

商業用モーゲージ担保証券：      

政府機関  2,482  ―  84  ―  2,398

非政府機関  1,333  1  18  ―  1,316

自動車ローン資産担保証券  2,041  2  1  ―  2,042

社債  3,415  3  61  ―  3,357

ローン担保証券  1,087  ―  20  ―  1,067

FFELP学生ローン資産担保証券
(2)

 3,230  12  8  ―  3,234

社債およびその他の債券
合計

 13,588  18  192  ―  13,414

売却可能債券合計  53,887  95  565  ―  53,417

売却可能株式合計  15  ―  2  ―  13

投資有価証券合計  $53,902  $   95  $  567  $   ―  $53,430
　           

　
 

(1) 米国政府機関債は、政府機関が発行した債券、政府機関のモーゲージ・パススルー・プール証券およびモーゲージ担保

債務証書で構成される３つの主要分類から成る。

(2) 金額は、当該ローンの元本残高および利息の最低95％に対する米国教育省の保証を裏付けとしている。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

286/611



下表は、未実現損失のポジションにある売却可能有価証券に対する投資の公正価値を示すものである。

(百万ドル)

  12か月未満  12か月以上  合計

2014年12月31日現在  公正価値  
未実現損失

総額
 公正価値  

未実現損失
総額

 公正価値  
未実現損失

総額

売却可能債券：             

米国国債および政府機関
債：

            

米国財務省証券  $ 11,410  $   14  $ 5,924  $   53  $ 17,334  $   67

米国政府機関債  2,739  6  4,133  66  6,872  72

米国国債および
政府機関債合計

 14,149  20  10,057  119  24,206  139

社債およびその他
の債券：

            

商業用モーゲージ担保証
券：

      

　政府機関  42  ―  1,822  76  1,864  76

非政府機関  706  3  346  3  1,052  6

自動車ローン資産担保証
券

 2,034  5  ―  ―  2,034  5

社債  905  6  1,299  16  2,204  22

ローン担保証券  ―  ―  1,067  20  1,067  20

FFELP学生ローン資産担保
証券

 1,523  6  393  2  1,916  8

社債およびその他の債
券合計

 5,210  20  4,927  117  10,137  137

売却可能債券合計  19,359  40  14,984  236  34,343  276

売却可能株式合計  11  4  ―  ―  11  4

投資有価証券合計  $ 19,370  $  44  $ 14,984  $  236  $ 34,354  $  280
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(百万ドル)

  12か月未満  12か月以上  合計

2013年12月31日現在  公正価値  
未実現損失

総額
 公正価値  

未実現損失
総額

 公正価値  
未実現損失

総額

売却可能債券：             

米国国債および政府機関
債：

            

米国財務省証券  $ 13,266  $   139  $   ―  $   ―  $ 13,266  $   139

米国政府機関債  8,438  211  651  23  9,089  234

米国国債および
政府機関債合計

 21,704  350  651  23  22,355  373

社債およびその他
の債券：

            

商業用モーゲージ担保証
券：

      

　政府機関  958  15  1,270  69  2,228  84

非政府機関  841  16  86  2  927  18

自動車ローン資産担保証
券

 557  1  85  ―  642  1

社債  2,350  52  383  9  2,733  61

ローン担保証券  1,067  20  ―  ―  1,067  20

FFELP学生ローン資産担保
証券

 1,388  7  76  1  1,464  8

社債およびその他の債
券合計

 7,161  111  1,900  81  9,061  192

売却可能債券合計  28,865  461  2,551  104  31,416  565

売却可能株式合計  13  2  ―  ―  13  2

投資有価証券合計  $ 28,878  $  463  $ 2,551  $  104  $ 31,429  $  567
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注記２に記載したように、現在の公正価値が償却原価を下回る売却可能有価証券および満期保有有価証券は、

個別の有価証券レベルで、一時的な減損と一時的でない減損のいずれに該当するかに関する当社の継続的評価の

一環として分析される。上記で報告された売却可能債券に係る未実現損失は、主として当該有価証券の購入日以

降の長期金利の上昇によるものである。2014年度においては、12か月を超えて未実現損失のポジションにある有

価証券は増加しているが、当社のすべての政府機関の有価証券ならびに当社のABS、CMBSおよびCLOは高格付であ

り、当社の社債はすべて投資適格であるため、信用損失リスクは極めて小さいと考えられる。当社は償却原価

ベースまで回復する前に売却可能債券を売却する意図はなく、また、売却が必要となる可能性は低い。当社は、

関連情報（注記２に記載）（米国国債および政府機関債については、米国政府により提供される明示的および黙

示的保証の存在を含む。）の検討に基づき、売却可能債券または満期保有有価証券に係る信用損失は発生しない

と見込んでいる。2014年12月31日および2013年12月31日現在、当社は、未実現損失のポジションにある売却可能

債券には、一時的でない減損は生じていないと考えている。

未実現損失のポジションにある売却可能株式について、当社は償却原価ベースまで回復する前にこれらの有価

証券を売却する意図はなく、また、売却が必要となると見込んでいない。2014年12月31日および2013年12月31日

現在、当社は、AOCIに計上された未実現損失のある株式には、一時的でない減損は生じていないと考えている。
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下表は、2014年12月31日現在における、契約上の満期別の投資有価証券の償却原価および公正価値を示してい

る。

(百万ドル)

2014年12月31日現在   償却原価  公正価値  年間平均利回り

売却可能債券：       

米国国債および政府機関債：       

米国財務省証券：       

１年以内満期  $  1,254  $  1,255  0.4％

１年超５年以内  33,218  33,197  0.8％

５年超10年以内  1,383  1,378  1.7％

合計  35,855  35,830   

米国政府機関債：    

１年超５年以内  1,457  1,458  0.9％

５年超10年以内  1,797  1,803  1.3％

10年超  14,776  14,774  1.6％

合計  18,030  18,035  

米国国債および政府機関債合計  53,885  53,865  1.1％

社債およびその他の債券：    

商業用モーゲージ担保証券：       

政府機関：    

１年以内満期  59  59  0.5％

１年超５年以内  609  606  1.0％

５年超10年以内  400  396  1.1％

10年超  1,220  1,152  1.5％

合計  2,288  2,213   

非政府機関：    

10年超  1,820  1,825  1.6％

合計  1,820  1,825  

自動車ローン資産担保証券：       

１年以内満期  17  17  0.7％

１年超５年以内  2,319  2,314  0.9％

５年超10年以内  97  97  1.4％

合計  2,433  2,428  

社債：       

１年以内満期  224  224  0.8％

１年超５年以内  2,911  2,898  1.4％

５年超10年以内  505  506  2.7％

合計  3,640  3,628   
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2014年12月31日現在   償却原価  公正価値  年間平均利回り

ローン担保証券：       

10年超  1,087  1,067  1.4％

合計  1,087  1,067   

FFELP学生ローン資産担保証券：    

１年超５年以内  116  116  0.7％

５年超10年以内  609  609  0.8％

10年超  3,444  3,454  0.9％

合計  4,169  4,179   

社債およびその他の債券合計  15,437  15,340  1.2％

売却可能債券合計  69,322  69,205  1.1％

売却可能株式  15  11  0.0％

売却可能有価証券合計  69,337  69,216  1.1％

満期保有有価証券：       

米国国債：       

米国財務省証券：    

１年超５年以内  100  100  1.7％

満期保有有価証券合計  100  100  1.7％

投資有価証券合計  $69,437  $69,316  1.1％

 

米国政府機関モーゲージ担保証券、非政府機関CMBS、自動車ローン資産担保証券、CLOおよびFFELP学生ローン

資産担保証券を含む、VIEによって発行された有価証券に関する追加情報については注記７を参照。

 

下表は、2014年度、2013年度および2012年度における、主として当社の投資有価証券ポートフォリオの売却可

能有価証券の売却に関する情報を示している。

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

実現利益総額  $   41 $  49 $   88

実現損失総額  $    1 $   4 $   10

 

実現利益総額および実現損失総額は、当社の連結損益計算書のその他の収益において認識されている。
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６　担保付取引

当社はリバース・レポ契約、レポ契約、有価証券借入取引および有価証券貸付取引により、主にショート・ポ

ジションのカバーのための有価証券取得、その他の証券取引債務の弁済、顧客ニーズへの対応、当社の証券在庫

の資金調達などを図っている。当社は、適切な状況においては、取引相手先の債務不履行（破産または相手先に

よる支払もしくは契約内容の不履行等）の際に当該契約に基づき相手先の債権と債務を相殺し、相手先の正味債

務額に対して当社が保有する担保を清算および相殺する権利を当社に与えるマスターネッティング契約や担保契

約を相手先と締結することにより、これらの取引から生ずる信用エクスポージャーを管理している。売戻条件付

購入有価証券および借入有価証券については、通常、これらを占有し、担保として（再担保設定権とともに）差

し入れられた有価証券および現金についてはこれらを受け入れることを当社の方針としている。ただし、一定の

場合には、当社は、相手先による債務不履行の際に当該担保を当社が支配することを可能とする三者間契約に基

づき当該担保が第三者の証券保管機関に差し入れられることに同意する場合がある。また、当社は、契約の対象

証券の公正価値を、未収・未払利息を含んだ関連する債権・債務と比較することにより監視しており、必要なら

ば十分な担保を確保するために適用される契約の規定に従って追加担保を要求している。

下表は、これらの金融商品と関連する担保金額の相殺に関する情報を示すものである。デリバティブの相殺に

関する情報については注記12を参照。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在

  総額(1)  
連結貸借対照表
上の相殺額(2)

 
連結貸借対照表
上に表示された

純額
 
連結貸借対照表
上相殺されない
金融商品(3)

 
正味エクス
ポージャー

資産           

売戻条件付購入有価証券  $148,234  $(64,946) $ 83,288  $ (79,343) $ 3,945

借入有価証券担保金  145,556  (8,848) 136,708  (128,282) 8,426

負債           

買戻条件付売却有価証券  $134,895  $(64,946) $ 69,949  $ (56,454) $13,495

貸付有価証券担保金  34,067  (8,848) 25,219  (24,252) 967

           

(1) 金額は、マスターネッティング契約または担保契約の対象となっていないか、当社が法的強制力がないと判断した当該

契約の対象となっている売戻条件付購入有価証券39億ドル、借入有価証券担保金42億ドル、買戻条件付売却有価証券156

億ドルおよび貸付有価証券担保金７億ドルを含む。

(2) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しており、かつ、適用される相殺に関する会計指針に従った

その他一定の基準を満たすマスターネッティング契約および担保契約に関連する。

(3) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しているが、適用される相殺に関する会計指針に従ったその

他一定の基準を満たさないマスター・ネッティング契約および担保契約に関連する。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

292/611



(百万ドル)

  2013年12月31日現在

  総額(1)  
連結貸借対照表
上の相殺額(2)

 
連結貸借対照表
上に表示された

純額
 
連結貸借対照表
上相殺されない
金融商品(3)

 
正味エクス
ポージャー

資産           

売戻条件付購入有価証券  $183,015  $(64,885) $118,130  $(106,828) $11,302

借入有価証券担保金  137,082  (7,375) 129,707  (113,339) 16,368

負債           

買戻条件付売却有価証券  $210,561  $(64,885) $145,676  $(111,599) $34,077

貸付有価証券担保金  40,174  (7,375) 32,799  (32,543) 256

           

(1) 金額は、マスターネッティング契約または担保契約の対象となっていないか、当社が法的強制力がないと判断した当該

契約の対象となっている売戻条件付購入有価証券111億ドル、借入有価証券担保金132億ドルおよび買戻条件付売却有価

証券333億ドルを含む。

(2) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しており、かつ、適用される相殺に関する会計指針に従った

その他一定の基準を満たすマスターネッティング契約および担保契約に関連する。

(3) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しているが、適用される相殺に関する会計指針に従ったその

他一定の基準を満たさないマスター・ネッティング契約および担保契約に関連する。

 

また、当社は、適格有価証券の価値を担保に顧客が借入を行うことを認める顧客との信用取引に従事してお

り、当社の連結貸借対照表の顧客債権およびその他の債権に含めている。これらの契約および取引において、当

社は、米国国債および政府機関債、米国以外の国債、社債およびその他の債券、ならびに株式等の担保の受入れ

または差入れを行っている。信用取引から生ずる顧客に対する受取債権については、当社が管理する顧客所有の

有価証券が担保となっている。当社は、必要な信用取引貸付金の水準および設定された信用限度を日次で監視し

ており、当該ガイドラインに従って、必要であれば、顧客に追加担保の差入れ、またはポジションの縮小を求め

ている。信用取引貸付金の貸付は要求に応じて提供されており、確約された与信枠ではない。信用取引貸付金の

貸付の検討において考慮する事項は、貸付金額、使用目的、当該口座で利用されるレバレッジの程度、適度な分

散を確保するためのポートフォリオの総合的な評価、あるいはポジションが集中する場合における基礎となる担

保の適切な流動性またはリスクを軽減する潜在的ヘッジ戦略である。さらに、集中したポジションや制限された

ポジションに関連する取引については、基礎となる担保の清算に対するあらゆる法的障害についての検討が必要

である。信用取引貸付金の貸付の基礎となる担保については、申し込まれた担保ポジションの流動性、有価証券

の評価、取引幅の実績、ボラティリティ分析および産業集中度の評価に関して検討される。これらの取引では、

当社の担保に関する方針を遵守することで、顧客の債務不履行の場合の信用エクスポージャーを著しく限定して

いる。また当社は、追加証拠金を顧客に要求することがあり、さらに状況により必要であれば、支払未済の有価

証券の売却、または顧客から引渡しを受けていない売却済み有価証券の購入を行うこともある。2014年12月31日

および2013年12月31日現在、顧客に対する信用取引貸付金の貸付残高は、それぞれ約290億ドルおよび292億ドル

であった。
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その他の担保付金融取引には、売却でなく金融取引として会計処理される金融資産の譲渡に関連する負債、当

社が主たる受益者に該当する連結VIEならびに一定のエクイティ・リンク債およびその他の担保付借入債務が含

まれる。これらの負債は通常、トレーディング資産として会計処理されている関連資産のキャッシュ・フローか

ら支払われる（注記７および注記11参照）。

当社は、レポ契約およびその他の担保付金融取引において、当社所有のトレーディング資産を担保として差入

れている。担保権者によって売却または再担保差入が可能である担保差入金融商品は、当社の連結貸借対照表

上、トレーディング資産(各関係者に担保差入れされている)に分類されている。当社のトレーディング資産で取

引相手先に貸付けたもの、または担保差入したものでこれらの取引相手先が当該担保の売却もしくは再担保差入

れの権利を有しないものの簿価および分類は、以下のとおりであった。

(百万ドル)

    
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

トレーディング資産：       

米国国債および政府機関債    $11,769  $16,292

米国以外の国債    6,084  5,748

社債およびその他の債券    6,061  7,388

株式    7,421  8,713

合計    $31,335  $38,141
　       

 

当社は、リバース・レポ契約、有価証券借入取引およびデリバティブ取引、顧客に対する信用取引貸付金の貸

付けおよび有価証券担保貸付に関連して有価証券の形態での担保を受け入れている。多くの場合、当社は、有価

証券貸付取引およびデリバティブ取引を行うため、またはショート・ポジションのカバーのため相手先に引渡す

ためにこれらの受入担保有価証券を売却・再担保差入すること、およびレポ契約の担保として当該有価証券を利

用することを認められている。当社はまた、当社が貸主となっている一定の有価証券取引に関連して有価証券を

貸し付けるとともに、有価証券担保を受け入れている。当社がこれらの有価証券を売却または再担保差入するこ

とが可能な場合、当社は、連結貸借対照表において、当該受入担保有価証券および関連する受入担保有価証券返

還債務の公正価値を報告している。2014年12月31日および2013年12月31日現在、当社が売却または再担保差入す

ることが可能な受入担保金融商品の公正価値合計はそれぞれ、5,460億ドルおよび5,330億ドルで、実際に売却ま

たは再担保差入れを行った当該有価証券の公正価値はそれぞれ、4,030億ドルおよび3,810億ドルであった。
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当社は、特定の種類の証券、ローンについて大量のポジションを持つことや、政府やその他の組織を含む単一

の発行体、特定の国や地域に所在する発行体、開発途上国に関係する官民の発行体、あるいは特定の産業に属す

る発行体の証券を購入するコミットメントにより、集中リスクに晒されている。当社の所有するトレーディング

資産には、米国国債および政府機関債や米国以外の国債(主に英国、日本、ブラジルおよび香港)が含まれてお

り、2014年12月31日および2013年12月31日現在その総額は当社総資産のそれぞれ約７％および約10％であった。

さらに、売戻条件付契約または債券貸借取引のために当社が保有する担保資産の総額は、2014年12月31日および

2013年12月31日現在、当社総資産のそれぞれ約17％および約20％であり、大部分が米国政府・連邦機関の発行証

券ないしは米国以外の国債からなっている。当社の保有ポジションやコミットメントは、未公開株式や自己勘定

投資および融資業務に関連するポジションや引受・融資コミットメントも含めて、しばしば、かなりの金額にの

ぼり、非投資適格に格付された発行体を含めた個々の発行体や事業に対するエクスポージャーは相当なものとな

る。さらに、当社は、伝統的な種類のモーゲージと比較して追加的な信用リスクが生じる可能性がある一定の条

件および特徴を含む、住宅用および商業用モーゲージ・ローンを実行または購入することがある。このような条

件および特徴には、借手に対するローンについて、支払増額または融資比率の高いローンが条件となっている場

合も含まれている。

 

2014年12月31日および2013年12月31日現在、決済機関に預託あるいは連邦法その他の規制または要求により分

別された現金・有価証券は以下の通りであった。

(百万ドル)

    
2014年12月31日

現在
 

2013年12月31日
現在

       

決済機関に預託あるいは連邦法その他の規制または要
求により分別された現金

   $ 40,607  $ 39,203

有価証券(1)    14,630  15,586

合計    $ 55,237  $ 54,789
　       

　       

(1) 決済機関に預託あるいは連邦法その他の規制または要求により分別された有価証券は、当社の連結貸借対照表上、売戻

条件付購入有価証券ならびにトレーディング資産に含められている。
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７　変動持分事業体および証券化業務

当社は、通常の営業過程において、様々な特別目的事業体（以下「SPE」という。）に関与している。多くの

場合、これらの事業体は、VIEに該当する。

当社は、資本投資家が支配的財務持分の特徴を持たない事業体に対するVIEの連結に関する会計指針を適用し

ている。一定の資産管理事業体を除いて、VIEの主たる受益者とは、(1)VIEの経済的業績に最も重要な影響を与

えるVIEの活動を指示できる能力を有し、かつ、(2)VIEにとって潜在的に重要となり得る利益を享受する権利ま

たは損失を負担する義務を有する当事者である。当社は、当社が事業体の主たる受益者である場合にその事業体

を連結している。

当社のVIEに対する変動持分には、債券および出資持分、コミットメント、保証、デリバティブ商品ならびに

一定の手数料が含まれる。当社のVIEへの関与は主として以下により発生する。

・値付け業務に関連する購入済み持分、売却可能有価証券ポートフォリオに保有する有価証券および証券化業

務（再証券化取引を含む）の結果として保有する留保持分

・地方債の証券化に関連して発行された保証および保持する残余持分

・VIEが保有する住宅用および商業用モーゲージ・ローンのサービシング

・債券、株式、不動産またはその他の資産を保有するVIEに対して行われたローンおよび投資

・VIEとの間で締結したデリバティブ

・顧客の投資目的に見合うよう設計されたクレジット・リンク債（以下「CLN」という。）またはその他の資

産のリパッケージ債の組成

・租税効率のよい利回りを当社またはその顧客に対して提供するように設計されたその他の仕組取引

当社は、VIEへの当初の関与時に当社がVIEの主たる受益者であるか否かについて判断し、VIEに継続して関与

している限り、当社が主たる受益者であるか否かを再評価する。この判断は、VIEの設計（VIEの構造および業務

を含む）、当社およびその他の当事者が保有する重要な経済的意思決定を行う能力、ならびに当社およびその他

の当事者が保有する変動持分の分析に基づいている。

最も重要な経済的意思決定を行う能力は、VIEの種類に応じて多様な形態をとり得る。当社は、サービシング

または担保管理の意思決定が、証券化またはCDOなどの取引における最も重要な経済的意思決定を行う能力を示

すものであると考えている。その結果、当社がサービサーまたは担保管理者の役割を務めていない証券化または

CDOについては、当社がサービサーまたは担保管理者を交代させたりその事業体の清算を要求する他の一定の権

利を有する場合を除いて、当社はこれらを連結しない。当社がサービサーまたは担保管理者の役割を務めている

か前述の他の一定の権利を有する場合には、当社が保有するVIEに対する持分を分析し、潜在的に重要な持分を

保有するVIEのみを連結する。

証券化ビークルおよびCDOの仕組みは、証券化取引におけるローンの売主、CDOにおける担保管理者、１以上の

格付機関、一定の取引における信用保証会社および取引の引受人を含む数々の当事者（これらの当事者は特定の

投資者の要求を反映する役割を果たす）によって左右される。さらに、商業用モーゲージを裏付けとする証券化

における「Bピース」の買い手（すなわち最劣後債クラスの投資家）またはCDOの持分投資家等の劣後投資家は、

CMBS取引から特定のローンを除外するかどうか、またはCDOの投資基準について影響を及ぼすことができる。
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再証券化取引、CLNおよびその他の資産のリパッケージ債等の多くの取引では、継続的に重要な経済的意思決

定が行われることはない。これらの場合当社は、取引の当初締結の前および取引の終了時に行われた意思決定を

集中的に分析している。資産の性質（当社がスポンサーである取引において発行された資産であるかどうか、当

社および投資家に利用可能な情報の範囲、投資家の数、性質および関与、当社および投資者が保有する他の権

利、法的書類の標準化、ならびに当社および他の投資家が保有する持分の数量・種類を含む当社による継続的関

与の度合いを含む）の分析等の諸要因に基づいて、当社は、これらの取引のほとんどにおいて、当初締結の前に

行われた意思決定は当社および当初の投資家との間で共有されていたと結論した。当社は支配に係る意思決定に

関して、当社または投資家が保有するVIEの終了に関連するあらゆる権利に焦点を合わせた。ほとんどの再証券

化取引、CLNおよびその他の資産のリパッケージ債にはそのような終了権はない。

下表のその他の仕組金融取引および管理する不動産パートナーシップに含まれる連結VIEを除き、当社は、連

結貸借対照表において、当該事業体が保有する資産を主にトレーディング資産として、事業体の負債をその他の

担保付金融取引として会計処理している。その他の仕組金融取引に含まれる連結VIEについては、当社は、連結

貸借対照表において、当該事業体が保有する資産を、主に建物、設備およびソフトウェアの原価、ならびにその

他の資産として会計処理している。管理する不動産パートナーシップに含まれる連結VIEについては、当社は、

連結貸借対照表において、当該事業体が保有する資産を、主にトレーディング資産として会計処理している。そ

の他の仕組金融取引に含まれる連結VIEを除き、資産および負債は公正価値で測定され、公正価値の変動は損益

に反映されている。

当社は、多くの連結VIEが保有する資産を一方的に除外することはできず、かつ、当該資産は通常当社にとっ

て利用可能ではない。多くの連結VIEが発行する関連負債は、当社に対する求償権を有していない。一定のその

他の連結VIEにおいて、当社は、資産を除外する一方的な権利を有しているか、またはトータル・リターン・ス

ワップ等のデリバティブ、保証またはその他の関与形態を通じて追加の求償権を付与することもある。

当社は、法人・機関投資家向け証券事業セグメントの証券化および関連活動の一環として、当社がスポンサー

である証券化取引で譲渡された一定の資産に関する事実表明および保証を提供しているか、当該事実表明および

保証についての責任を負うことに合意している（注記13を参照）。
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下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在で当社が連結するVIEに関する情報を示すものである。連

結VIEの資産および負債は、内部消去後で示されており、求償権のない資金調達により取得された資産を含んで

いる。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在

  

モーゲージ
および資産担保

証券化  

管理する不動産
パートナー
シップ(1)  

その他の
仕組金融取引  その他

VIEの資産  $ 563  $ 288  $ 928  $1,199

VIEの負債  $ 337  $ 　4  $  80  $  －
 

 

 

(1) 2014年４月１日、当社は、当社がスポンサーとなっている不動産ファンドに関連した一定の法的事業体に関して約16億

ドルの総資産を連結から除外した。

 

(百万ドル)

  2013年12月31日現在

  

モーゲージ
および資産担保

証券化  

管理する不動産
パートナー
シップ  

その他の
仕組金融取引  その他

VIEの資産  $ 643  $2,313  $1,202  $1,294

VIEの負債  $ 368  $  42  $   67  $ 175

 

通常、連結VIEの損失に対する当社のエクスポージャーは、財務諸表に認識されたVIEの資産に吸収されること

となる損失から、VIEの負債を保有する第三者により吸収された損失を控除した額に制限される。2014年12月31

日および2013年12月31日現在の管理する不動産パートナーシップは、当社の連結財務諸表においてそれぞれ240

百万ドルおよび1,771百万ドルの償還不能非支配持分を反映していた。また当社は、2014年12月31日および2013

年12月31日現在、追加の最大損失エクスポージャーをそれぞれ約105百万ドルおよび約101百万ドル保有してい

た。この追加のエクスポージャーは、主に一定のデリバティブ（例えば、優先証券の購入に代えて、当社は、通

常CDOの最上位のトランシェに関連するクレジット・デリバティブを通じて合成CDOに対してクレジット・プロテ

クションを売却した）およびコミットメント、保証およびその他の関与形態に関連している。

下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在で当社が変動持分を保有している一定の非連結VIEについ

ての情報を示すものである。下表は、その最大損失エクスポージャーが一定の限度額を上回るか、または一定の

その他の基準を満たすと当社が判断したすべてのVIEを含んでいる。下表に含まれるVIEのほとんどは非関連当事

者をスポンサーとするものであり、当社の関与は一般に流通市場における当社の値付け業務および売却可能有価

証券ポートフォリオに保有する有価証券（注記５参照）に起因している。
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(百万ドル)

  2014年12月31日現在

 
 

 
 
モーゲージお
よび資産担保

証券化
 債務担保証券 

テンダー・オ
プション地方

債
 

その他の
仕組

金融取引
 その他

当社が連結しないVIEの資産
（未払元本残高）(1)

 $ 174,548  $ 26,567  $  3,449  $  2,040  $ 19,237

最大損失エクスポージャー：           

債券および出資持分(2)  $ 15,028  $  3,062  $     13  $  1,158  $ 3,884

デリバティブおよびその他の契約  15  2  2,212  ―  164

コミットメント、保証およびその
他

 1,054  432  ―  617  429

最大損失エクスポージャー合計  $ 16,097  $  3,496  $  2,225  $  1,775  $ 4,477
　           

損失エクスポージャーの帳簿価額－
資産：

          

債券および出資持分(2)  $ 15,028  $  3,062  $     13  $    741  $ 3,884

デリバティブおよびその他の契約  15  2  4  ―  74

損失エクスポージャーの帳簿価
額－資産合計

 $ 15,043  $  3,064  $     17  $    741  $ 3,958
           

損失エクスポージャーの帳簿価額－
負債：

          

デリバティブおよびその他の契約  $     ―  $     ―  $     ―  $     ―  $    57

コミットメント、保証およびその
他

 ―  ―  ―  5  ―

損失エクスポージャーの帳簿価
額－負債合計

 $     ―  $     ―  $     ―  $      5  $    57
           

           

(1) モーゲージおよび資産担保証券化には、次のVIEの資産が含まれている。住宅用モーゲージ308億ドル、商業用モーゲー

ジ719億ドル、米国政府機関モーゲージ担保債務証書206億ドルおよびその他の消費者または商業用ローン512億ドル。

(2) モーゲージおよび資産担保証券化には、次のVIEの債券および出資持分が含まれている。住宅用モーゲージ19億ドル、商

業用モーゲージ24億ドル、米国政府機関モーゲージ担保債務証書40億ドルおよびその他の消費者または商業用ローン68

億ドル。
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(百万ドル)

  2013年12月31日現在

 
 

 
 
モーゲージお
よび資産担保

証券化
 債務担保証券 

テンダー・オ
プション地方

債
 

その他の
仕組

金融取引
 その他

当社が連結しないVIEの資産
（未払元本残高）(1)

 $ 177,153  $ 29,513  $  3,079  $  1,874  $ 10,119

最大損失エクスポージャー：           

債券および出資持分(2)  $ 13,514  $  2,498  $     31  $  1,142  $ 3,693

デリバティブおよびその他の契約  15  23  1,935  ―  146

コミットメント、保証およびその
他

 ―  272  ―  649  527

最大損失エクスポージャー合計  $ 13,529  $  2,793  $  1,966  $  1,791  $ 4,366
　           

損失エクスポージャーの帳簿価額－
資産：

          

債券および出資持分(2)  $ 13,514  $  2,498  $     31  $    731  $ 3,693

デリバティブおよびその他の契約  15  3  4  ―  53

損失エクスポージャーの帳簿価
額－資産合計

 $ 13,529  $  2,501  $     35  $    731  $ 3,746
           

損失エクスポージャーの帳簿価額－
負債：

          

デリバティブおよびその他の契約  $     ―  $      2  $     ―  $     ―  $    57

コミットメント、保証およびその
他

 ―  ―  ―  7  ―

損失エクスポージャーの帳簿価
額－負債合計

 $     ―  $      2  $     ―  $      7  $    57
           

           

(1) モーゲージおよび資産担保証券化には、次のVIEの資産が含まれている。住宅用モーゲージ169億ドル、商業用モーゲー

ジ784億ドル、米国政府機関モーゲージ担保債務証書315億ドルおよびその他の消費者または商業用ローン504億ドル。

(2) モーゲージおよび資産担保証券化には、次のVIEの債券および出資持分が含まれている。住宅用モーゲージ13億ドル、商

業用モーゲージ20億ドル、米国政府機関モーゲージ担保債務証書53億ドルおよびその他の消費者または商業用ローン49

億ドル。

 

当社の最大損失エクスポージャーは、当社が保有する変動持分の帳簿価額と異なることが少なくない。最大損

失エクスポージャーは、当社のVIEの変動持分の性質に左右され、一定の流動性枠、その他の信用補完、トータ

ル・リターン・スワップ、売建プット・オプションの想定元本、ならびに一定のその他のデリバティブおよび当

社がVIEに対して行った投資の公正価値に制限される。VIEが発行した負債は、通常当社に対する求償権のないも

のである。デリバティブに関連する最大エクスポージャーを数量化する際に想定元本が使用される場合、当該金

額は当社がすでに計上した公正価値に基づく評価損を反映していない。

当社の最大損失エクスポージャーには、当社の変動持分に関連するこれらのリスクをヘッジするために使用す

ることのある金融商品による相殺の効果が含まれていない。さらに、当社の最大損失エクスポージャーは、特定

の損失エクスポージャーに直接対応するためにVIEまたはVIEの当事者との取引の一部として保有する担保の額に

より減額されていない。
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証券化取引は、通常VIEの関与を伴っている。主に流通市場の値付け業務に起因して、当社は、最大損失エク

スポージャーが特定の限度額を下回る証券化SPEが発行した証券を追加で所有している。2014年12月31日現在お

よび2013年12月31日現在のこれら追加の証券の総額はそれぞれ140億ドルおよび125億ドルである。これらの証券

は、当社による資産の譲渡に関連して留保されたもの、流通市場の値付け業務に関連して取得したもの、または

投資有価証券ポートフォリオの売却可能有価証券に保有するもの（注記５参照）のいずれかであった。2014年度

において、証券化SPEが発行した証券は、主に住宅用モーゲージ・ローンを裏付けとする証券10億ドル、米国政

府機関モーゲージ担保債務証書を裏付けとする証券85億ドル、商業用モーゲージ・ローンを裏付けとする証券12

億ドル、CDOまたはCLOを裏付けとする証券５億ドルおよびクレジット・カード債権、自動車ローンおよび学生

ローンなどその他の消費者ローンを裏付けとする27億ドルで構成されていた。2013年度において、証券化SPEが

発行した証券は、主に住宅用モーゲージ・ローンを裏付けとする証券11億ドル、米国政府機関モーゲージ担保債

務証書を裏付けとする証券84億ドル、商業用モーゲージ・ローンを裏付けとする証券13億ドル、CDOまたはCLOを

裏付けとする証券７億ドルおよびクレジット・カード債権、自動車ローンおよび学生ローンなどその他の消費者

ローンを裏付けとする10億ドルで構成されていた。当社の主要なリスク・エクスポージャーは、当社の保有する

SPEが発行した証券に対するものであり、最劣後クラスの受益権が最も高いリスクを有する。これらの証券は一

般的に、当社の投資有価証券ポートフォリオのトレーディング資産－社債およびその他の債券、または売却可能

有価証券に含まれ、公正価値で測定される（注記４参照）。当社は、これらの取引において流動性枠、保証また

は類似のデリバティブ等の契約枠を通じた追加の支援を提供していない。当社の最大損失エクスポージャーは、

通常は保有有価証券の公正価値と等しい。

当社のVIEとの取引は、主に証券化、テンダー・オプション地方債信託、CLNを通じて購入されたクレジット・

プロテクション、その他の仕組金融取引、ローン担保証券および債務担保証券、エクイティ・リンク債、管理す

る不動産パートナーシップおよび資産運用投資信託を含んでいる。連結していないVIEへの当社の継続的関与に

は、当社がスポンサーである取引における留保持分、流通市場で購入した持分（当社がスポンサーである取引お

よび第三者がスポンサーである取引に係るものの双方）、証券化SPEとのデリバティブ（主として商業用モー

ゲージおよび住宅用モーゲージの証券化における金利デリバティブならびに当社が合成CDOのプロテクションを

購入したクレジット・デリバティブ）の保有が含まれ得る。これらの業務の詳細は以下のとおりである。
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証券化業務

証券化取引において、当社は資産（一般的には商業用および住宅用モーゲージ・ローンまたは米国政府機関

債）をSPEに譲渡し、SPEが発行する債券または証書等の受益権の大部分を投資家に販売し、多くの場合、その他

の受益権を留保している。商業用モーゲージ・ローンに関連する多くの証券化取引においては、当社は、SPEに

資産の一部を譲渡しており、残りの資産は非関連当事者によって譲渡されている。

SPEが譲渡資産を購入するための資金は、これらの持分の売却を通じて調達される。主に米国の住宅用モー

ゲージ・ローンに関するこれらの取引の一部において、当社は譲渡ローンの一部またはすべてについてサービ

サーとなっている。当社はまた、特に住宅用モーゲージ・ローンを含む多くの証券化において、主に金利スワッ

プまたは金利キャップのデリバティブ契約をSPEとの間で締結している。

当社は通常、義務付けられてはいないが、これらの取引においてSPEが発行する証券の値付けを行っている。

値付け業者として、これらの値付け取引において、当社は、投資家に対してこれらの証券の買付の申出および募

集を行っている。これらの値付け業務を通じて購入された証券は留保持分ではないと考えられるが、これらの受

益権は通常、トレーディング資産－社債およびその他の債券に含まれており、公正価値で測定される。

当社は、多くの証券化取引において、通常、上位の弁済順位を有する金利スワップおよび金利キャップといっ

たデリバティブを締結している。SPEとの間のこれらのデリバティブおよび類似のデリバティブに関連するリス

クは、SPEではない契約相手先との間の類似のデリバティブと本質的に同じであり、当社の全体的なエクスポー

ジャーの一部として管理されている。デリバティブ商品およびヘッジ活動の詳細については注記12を参照。

 

売却可能有価証券

当社は、投資有価証券ポートフォリオの売却可能有価証券において、当社がスポンサーではないVIEによって

発行された有価証券を保有している。これらの有価証券には、連邦抵当貸付機関がスポンサーである取引におい

て発行された政府保証有価証券、ならびに、VIEによって発行された最優先順位の有価証券で、学生ローン、自

動車ローン、商業用モーゲージ・ローンまたはCLOによって裏付けられたものが含まれている(注記５参照)。
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テンダー・オプション地方債信託

テンダー・オプション地方債取引では、当社は通常、顧客に代わり地方債を信託へ移転する。その信託は、当

社が販売代理人として投資家に販売する短期証券を発行する。顧客は、残余持分を保有する。当該短期証券には

流動性枠が供与されており、これに従って投資家はその短期持分を売り付ける場合がある。いくつかのプログラ

ムにおいて、当社はこの流動性枠を提供しているが、ほとんどのプログラムでは第三者供給者が流動性枠を提供

することとなる。当社は、販売代理人または流動性供給者としての役割において短期証券を購入する場合があ

る。顧客は通常、随時取引を終了することができる。流動性供給者は、通常、一定の事象が発生した場合に取引

を終了することができる。取引を終了する場合には、当該地方債は通常、売却されるか顧客に返還される。債券

の売却に当たって流動性供給者が被った損失についての責任はすべて顧客が負担する。この債務には通常、担保

が付されている。テンダー・オプション地方債信託に提供された流動性枠は、デリバティブとして分類されてい

る。当社は、当社が残余持分を保有するテンダー・オプション地方債信託を連結する。

 

CLNを通じて購入されたクレジット・プロテクション

CLN取引では、当社は資産(通常は優良債券または短期金融市場投資)をSPEへ移転し、デリバティブ取引（当該

取引においてSPEはクレジット・デフォルト・スワップ、トータル・リターン・スワップまたは同様の商品を通

じて、関連のない参照資産または資産グループに関するプロテクションの引受を行う。）を締結し、SPEが発行

した証券を投資家に販売している。また取引によっては、当社が金利または通貨スワップをSPEと締結する場合

もある。参照資産に関連する信用事由が発生した場合には、当社への支払のために、SPEは担保証券を引き渡す

ことになる。当社は、通常、信用事由および事後売却の発生時における担保証券の価格変動にさらされている。

これらの取引は参照資産に係る一定の信用リスクに対するエクスポージャーを投資家に提供することを目的とし

ている。一定の取引においては、SPEの資産および負債が当社の連結貸借対照表において認識される。その他の

取引においては、担保証券の移転は資産の売却として会計処理され、SPEは連結されない。取引の構造に応じて

会計処理は決定されている。CLNは、上記のVIEの表においてその他に含まれている。

CLN取引におけるデリバティブはトータル・リターン・スワップ、クレジット・デフォルト・スワップ、また

は当社が参照資産または資産グループのプロテクションを購入した同様の契約からなる。SPEによる支払には担

保が付されている。SPEに付随するこれらの、および同様のデリバティブに関連するリスクは、相手先がSPEでは

ない同様のデリバティブと本質的には同じであり、当社のエクスポージャー全体の一部として管理されている。
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その他の仕組金融取引

当社は、主に低所得者地域(低所得者用住宅プロジェクトを含む)を開発し保有する事業体および再生可能資源

からエネルギーを生産する設備を建設し保有する事業体が発行した出資持分に投資している。当社は、この出資

持分によりこれらのプロジェクトから生じる税額控除および税務上の欠損金に対する持分を得ることができる。

さらに当社は、一定の低所得者向け住宅基金の投資家に対して保証を行った。当該保証は投資家の基金への拠出

ならびに基金からの発生が見込まれる税務上の欠損金および税額控除に対する投資家の持分を還元することを目

的としている。また当社は、当社またはその顧客に対して税効率の高い利益を提供することを目的とする事業体

にも関与している。

 

ローン担保証券および債務担保証券

CLOまたはCDOは、企業向けローン、社債、資産担保証券またはデリバティブを通して類似資産について合成さ

れたエクスポージャーからなる資産プールを購入し、投資家に対して複数トランシェの債券および株式を発行す

るSPEである。当社は、資本関係のないスポンサーに代わりCLO取引において発行される有価証券を引き受け、こ

れらの資本関係のないスポンサーに対してアドバイザリー・サービスを提供している。当社はこれらの多くの

SPEに対して企業向けローンを売却しているが、購入資産合計の大部分に相当する場合もある。必要な場合に

は、当社はこれらの取引において発行された未売却の有価証券を留保することができる。当社は通常、義務付け

られてはいないが、これらの取引においてSPEが発行する証券の値付けを行っている。これらの受益権はトレー

ディング資産に含まれており、公正価値で測定される。

 

エクイティ・リンク債

上表のその他に含まれたエクイティ・リンク債の取引において、当社は通常SPEに対し、(1)当社の発行債券

で、その返済が一定の株式、株価指数またはその他の指数の実績に連動するもの、または、(2)他の会社により

発行された債券およびデリバティブ契約で、その条件が特定の株式、株価指数またはその他の指数の実績に関連

するもののいずれかを移転している。これらの取引は特定の株式、株価指数またはその他の指数に関連するリス

クへのエクスポージャーを投資家に移転することを目的としている。

 

管理する不動産パートナーシップ

当社は、不動産資産に投資するファンドのスポンサーとなっている。これらの内の一定のファンドは、当社が

融資枠その他の手段を通じて財務支援を提供していることを主な理由として、VIEに分類されている。また当社

は、これらのファンドのゼネラル・パートナーを務め、それらのリミテッド・パートナーシップ持分を所有して

いる。2014年12月31日および2013年12月31日現在、これらのファンドは連結されていた。

 

投資運用の投資信託

上表は、当社が行った一定の投資で、会計目的上の投資会社として適格である事業体により保有されているも

のを含んでいない。
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継続的関与を伴う資産の譲渡

下表は、当社が自己勘定取引として行った継続的関与を伴う金融資産の譲渡で売却処理されたものに係るSPE

との取引に関する、2014年12月31日現在の情報を示すものである。

(百万ドル)

 2014年12月31日現在

 
住宅用モーゲ
ージ・ローン

 
商業用モーゲー
ジ・ローン

 
米国政府機関
モーゲージ
担保債務証書

 

クレジット・
リンク債

およびその他
(1)

SPE資産（未払元本残高）(2) $ 26,549  $ 58,660  $ 20,826  $ 24,011

留保持分（公正価値）：        

　投資適格 $    10  $   117  $ 1,019  $  　 57

　非投資適格 98  120  ―  1,264

留保持分合計（公正価値） $   108  $   237  $  1,019  $  1,321
        

流通市場で購入した持分（公正価値）：        

　投資適格 $    32  $   129  $    61  $    423

　非投資適格 32  72  ―  59

流通市場で購入した持分合計
（公正価値）

$    64  $   201  $    61  $    482
　        

デリバティブ資産（公正価値） $    ―  $   495  $    ―  $    138

デリバティブ負債（公正価値） $    ―  $    ―  $    ―  $     86
 
　

(1) 金額は、非関連第三者が管理するCLO取引を含む。

(2) 金額は、非関連譲渡人が譲渡した資産を含む。

 

(百万ドル)

 2014年12月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

留保持分（公正価値）：        

　投資適格 $  ―  $  1,166  $    37  $ 1,203

　非投資適格 ―  123  1,359  1,482

留保持分合計（公正価値） $  ―  $ 1,289  $ 1,396  $ 2,685

流通市場で購入した持分（公正価値）：        

　投資適格 $  ―  $   644  $     1  $   645

　非投資適格 ―  129  34  163

流通市場で購入した持分合計
（公正価値）

$  ―  $   773  $    35  $   808

デリバティブ資産（公正価値） $  ―  $   559  $    74  $   633

デリバティブ負債（公正価値） $  ―  $    82  $     4  $    86
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下表は、当社が自己勘定取引として行った継続的関与を伴う金融資産の譲渡で売却処理されたものに係るSPE

との取引に関する、2013年12月31日現在の情報を示すものである。

(百万ドル)

 2013年12月31日現在

 
住宅用モーゲ
ージ・ローン

 
商業用モーゲー
ジ・ローン

 
米国政府機関
モーゲージ
担保債務証書

 

クレジット・
リンク債

およびその他
(1)

SPE資産（未払元本残高）(2) $ 29,723  $ 60,698  $ 19,155  $ 19,921

留保持分（公正価値）：        

　投資適格 $     1  $   102  $   524  $  　178

　非投資適格 136  95  ―  1,436

留保持分合計（公正価値） $   137  $   197  $   524  $  1,614
        

流通市場で購入した持分（公正価値）：        

　投資適格 $    14  $   170  $    21  $    405

　非投資適格 41  97  ―  82

流通市場で購入した持分合計
（公正価値）

$    55  $   267  $    21  $    487
　        

デリバティブ資産（公正価値） $     1  $   672  $    ―  $    121

デリバティブ負債（公正価値） $    ―  $     1  $    ―  $    120
 
　

(1) 金額は、非関連第三者が管理するCLO取引を含む。

(2) 金額は、非関連譲渡人が譲渡した資産を含む。

 

(百万ドル)

 2013年12月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

留保持分（公正価値）：        

　投資適格 $  ―  $   637  $   168  $   805

　非投資適格 ―  164  1,503  1,667

留保持分合計（公正価値） $  ―  $   801  $ 1,671  $ 2,472

流通市場で購入した持分（公正価値）：        

　投資適格 $  ―  $   602  $     8  $   610

　非投資適格 ―  182  38  220

流通市場で購入した持分合計
（公正価値）

$  ―  $   784  $    46  $   830

デリバティブ資産（公正価値） $  ―  $   615  $   179  $   794

デリバティブ負債（公正価値） $  ―  $   110  $    11  $   121
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譲渡資産は証券化前は公正価値で計上され、公正価値の変動額は当社の連結損益計算書に認識される。当社

は、証券化ビークルが発行した受益権の引受人になることがあり、これらの取引に関連して投資銀行引受業務の

純収益が認識される。当社は、証券化の１以上のトランシェとしての証券化金融資産に対する持分を留保するこ

とがある。これらの留保持分は、公正価値で当社の連結貸借対照表に計上される。当該留保持分に関する公正価

値の変動額は当社の連結損益計算書に認識される。

2014年度、2013年度および2012年度において、証券化取引の資産売却時における売却益には重要性はなかっ

た。

2014年度、2013年度および2012年度において、当社は新規証券化取引からの収入をそれぞれ206億ドル、249億

ドルおよび170億ドル受取った。2014年度、2013年度および2012年度年度において、当社は証券化取引における

留保持分からのキャッシュ・フローによる収入をそれぞれ、30億ドル、46億ドルおよび43億ドル受取った。

当社は、スポンサーとなっている証券化取引において譲渡される一定の資産に関して事実表明および保証を提

供しているか、当該事実表明および保証についての責任を負うことに合意している（注記13を参照）。

さらに、資本関係のないスポンサーに関するCLO取引の引受に関連して、2014年度および2013年度の両年度に

おいて、当社はこれらのSPEに対する企業向けローンの売却収入をそれぞれ24億ドルを受け取った。2012年度に

おいて、当社はSPEに対して企業向けローンを売却しなかった。2014年度、2013年度および2012年度において、

CLO取引に対する企業向けローンの売却純利益は売却時点では重要ではなかった。

 

非売却取引

会計目的上、資産の売却として扱われるためには、取引は金融資産の移転に関する会計指針で要求される全て

の基準に適合しなければならない。これらの基準に適合しない移転は非売却取引として扱われる。このような場

合、当社は引き続き連結貸借対照表中のトレーディング資産において資産を認識し、その他の担保付金融取引に

おいて関連する負債を認識する（注記11参照）。

非売却取引として会計処理された取引において非連結VIEに移転された資産は、当社が一方的に除外すること

ができないものであり、かつ通常は当社にとって利用可能ではない。関連負債は、当社に対する求償権のないも

のである。その他の一定の非売却取引において、当社は、資産を除外する権利を有しているか、またはトータ

ル・リターン・スワップ等のデリバティブ、保証、またはその他の関与形態を通じて追加の求償権を付与するこ

ともある。

下表は当社が担保付金融取引として扱った金融資産の譲渡により生じた資産および負債の帳簿価額（公正価値

と等しい）に関する情報を示すものである。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

  帳簿価額  帳簿価額

  資産  負債  資産  負債

クレジット・リンク債  $  47  $  39  $  48  $  41

株式連動取引  16  16  40  35

その他  289  289  157  156
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モーゲージ・サービシング業務

当社は連結対象のSPEが保有する米国住宅用モーゲージ・ローンのサービシングを行っている。2014年12月31

日現在、当社は欧州の住宅用および商業用モーゲージ・ローンのサービシングを終了している。

当社はサービシング業務の一環として信用補完を提供していない。当社は、返済が見込まれると判断する範囲

内でサービシング上の立替払を行うことが要求される。サービシング立替金の返済はSPEの優先義務であり、最

優先受益権より優先順位が高い。立替残高はその他の資産に含まれ、引当金控除後の取得原価で計上される。

2014年12月31日および2013年12月31日現在、引当金はなかった。2014年12月31日および2013年12月31日現在の立

替金の合計は、それぞれ約17百万ドルおよび110百万ドルであった。

下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在における、当社がローンを譲渡したSPEに係る当社のモー

ゲージ・サービシング業務に関する情報を示すものである。

(百万ドル)

   2014年12月31日現在

   
住宅用

モーゲージ
非連結SPE

 
住宅用

モーゲージ
連結SPE

 
商業用

モーゲージ
非連結SPE

サービシング資産（未払元本残高）   $   ―  $  431  $   ―

90日以上延滞している金額
（未払元本残高）(1)

  $   ―  $   29  $   ―

90日以上延滞している金額の比率(1)   ―  6.7％  ―

貸倒損失   $   ―  $   4  $   ―
　

           

(1) 金額は、少なくとも90日間契約上延滞しているローン、借手が破産申立てをしたローン、担保権が行使されたローンお

よび保有不動産を含む。

 

(百万ドル)

   2013年12月31日現在

   
住宅用

モーゲージ
非連結SPE

 
住宅用

モーゲージ
連結SPE

 
商業用

モーゲージ
非連結SPE

サービシング資産（未払元本残高）   $  785  $  775  $ 4,114

90日以上延滞している金額
（未払元本残高）(1)

  $   66  $   44  $   ―

90日以上延滞している金額の比率(1)   8.5％  5.6％  ―

貸倒損失   $    1  $   17  $   ―
 

           

(1) 金額は、少なくとも90日間契約上延滞しているローン、借手が破産申立てをしたローン、担保権が行使されたローンお

よび保有不動産を含む。
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８　ローンおよび貸倒引当金

ローン

連結貸借対照表上、当社の投資目的保有ローンは償却原価で計上され、売却目的保有ローンは取得原価または

公正価値のいずれか低い方で計上されている。

・　企業向け　企業向けローンは主として、一般事業目的、運転資金および流動性を目的として使用される商

工業向け貸付、「イベント・ドリブン」ローンならびに資産担保貸付商品を含んでいる。「イベント・ド

リブン」ローンは、顧客の合併、買収または資本再構成活動を支援する。企業向け貸付は、リボルビング

与信枠、信用状与信枠、ターム・ローンおよびブリッジ・ローンとして組成されている。企業向けローン

に対する引当金を決定する際に考慮したリスク要因には、借手の財務健全性、ローンの優先順位、担保の

種類、担保価値のボラティリティ、デット・クッション、契約条項および取引相手先の種類を含んでい

る。

・　消費者　消費者ローンは、無担保ローンおよび有価証券担保貸付（有価証券の購入、トレーディングもし

くは保有または委託証拠金の借換え以外の合理的な目的のために、適格有価証券の価値を担保として資金

の借入を顧客に認めるもの）を含んでいる。消費者ローンの大部分は、リボルビング与信枠および信用状

与信枠として構成されており、主として当社のポートフォリオ・ローン勘定（以下「PLA」という。）プ

ログラムを通じて提供される。無担保ローンに対する引当金の設定方法は当該ローン固有の特性および借

手の返済の財源を考慮している。有価証券担保貸付に対する引当金の設定方法は、ローンの基礎となる担

保の種類（例えば、分散した有価証券、集中した有価証券または制限付株式）を考慮している。

・　住宅用不動産　住宅用不動産ローンは主としてノンコンフォーミング・ローンおよび住宅担保信用枠を含

んでいる。ノンコンフォーミング住宅用モーゲージローンに対する引当金の設定方法は、融資比率、FICO

スコア、住宅価格指数、および延滞状況等の複数の要因を考慮している。住宅担保信用枠の引当金設定方

法は、ノンコンフォーミング住宅用モーゲージローンの場合に考慮される要因に加えて、与信限度および

その利用率も考慮している。

・　ホールセール不動産　ホールセール不動産ローンは、自己使用不動産ローンおよび収益不動産ローンを含

んでいる。ホールセール不動産ローンに対する引当金を決定するための主なリスク要因は、基礎となる担

保の種類、融資比率および債務返済比率である。
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2014年12月31日および2013年12月31日現在の当社のローン残高は、以下を含んでいる。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

ローン(商品種類別)  
投資目的保有

ローン
 
売却目的保有

ローン
 

ローン合計
(1)(2)

 
投資目的保有

ローン
 
売却目的保有

ローン
 

ローン合計
(1)(2)

企業向けローン  $ 19,659  $  8,200  $ 27,859  $ 13,263  $  6,168  $ 19,431

消費者ローン  16,576  ―  16,576  11,577  ―  11,577

住宅用不動産
ローン

 15,735  114  15,849  10,006  112  10,118

ホールセール
不動産ローン

 5,298  1,144  6,442  1,855  49  1,904

　ローン合計、
貸倒引当金
控除前

 57,268  9,458  66,726  36,701  6,329  43,030

貸倒引当金  (149) ―  (149) (156) ―  (156)

ローン合計、
貸倒引当金控除後

 $ 57,119  $  9,458  $ 66,577  $ 36,545  $  6,329  $ 42,874
                            

(1) 金額には、米国外の借り手に対するローンが2014年12月31日および2013年12月31日現在それぞれ7,017百万ドルおよび

4,729百万ドル含まれている。

(2) 2014年12月31日現在、固定金利ローンおよび変動金利ローンはそれぞれ6,663百万ドルおよび59,914百万ドルであった。

2013年12月31日現在、固定金利ローンおよび変動金利ローンはそれぞれ6,318百万ドルおよび36,556百万ドルであった。

 

上表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在の当社の連結貸借対照表上トレーディング資産として計上

されている公正価値で保有するローンおよびローン・コミットメントそれぞれ11,962百万ドルおよび12,612百万

ドルを含んでいない。2014年12月31日現在の公正価値で保有するローンの内訳は、企業向けローン7,093百万ド

ル、住宅用不動産ローン1,682百万ドルおよびホールセール不動産ローン3,187百万ドルであった。2013年12月31

日現在の公正価値で保有するローンの内訳は、企業向けローン9,774百万ドル、住宅用不動産ローン1,434百万ド

ルおよびホールセール不動産ローン1,404百万ドルであった。公正価値で保有するローンの詳細については注記

４を参照。

 

信用度

当社の信用リスク管理部門は、企業向けローンおよびホールセール不動産ローンの新規債務者については、信

用取引が最初に承認される前に、また、その後も少なくとも年に１度評価している。企業向けローンに係る信用

評価は通常、財務諸表の審査、レバレッジ、流動性、資本力、資産の構成および質、時価総額および資本市場へ

のアクセス、キャッシュ・フロー予測および期中債務返済必要額、ならびに該当する場合の担保の妥当性の評価

を含んでいる。当社の信用リスク管理部門はまた、戦略、市場における地位、業界の動態、債務者の経営および

債務者のリスク・プロファイルに影響を与え得る他の要因も評価している。ホールセール不動産ローンに係る信

用評価は、不動産の種類、融資比率、占有水準、債務返済比率、現行の資本化率および市場の動態を含む資産お

よび取引の指標に焦点を当てている。住宅用不動産および消費者ローンに係る当初の信用評価は、通常、当該債

務者の収入、正味財産、流動性、担保、融資比率および信用調査機関の情報の検討等を含む。住宅用不動産ロー

ンに係るその後の信用モニタリングはポートフォリオ・レベルで実施されている。消費者ローンの担保価値は、

継続的に監視されている。
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当社は、投資目的保有ローンの信用モニタリングの過程において、米国銀行規制当局が定めた問題のあるエクス

ポージャーの定義と整合した以下の信用度の指標を利用している。

・正常先（Pass)　

正常先（Pass)と評価された信用エクスポージャーについては、適時の債務弁済が行われること、借手の

債権がすべて延滞していないこと、ならびに債務者が貸付契約の重要条件を遵守することが継続的に期待さ

れている。

・要注意先（Special Mention)　

経営者が十分に注意すべき潜在的弱点のある信用の供与で、未回収の状態が続く場合には近い将来におい

て弁済見通しまたは担保状況の悪化につながる可能性があるものである。

・標準以下（Substandard）　

債務者には、債務の弁済を危うくする明確に定義された弱点があり、認められる問題点が是正されない場

合には、当社が明らかに損失を被ることとなり得る支払不履行が生じる可能性が高い。

・破綻懸念先（Doubtful）　

既存の事実、状況および環境に基づき、エクスポージャーにおける固有の弱点により、全額の回収または

弁済はほとんど見込めず、損失の金額は不確定である。

・破綻先（Loss）　

破綻先として分類された信用の供与は回収不可能とされ、償却される。

 

破綻懸念先または破綻先に該当するローンは減損したと判断される。標準以下のローンに対しては定期的に減

損レビューが行われる。ローンが減損した場合には、ローンの実効金利で割り引いた見積将来キャッシュ・フ

ローの現在価値、または実務上の簡便法として、ローンの観察可能な市場価格もしくは担保の公正価値（担保依

存型ローンの場合）に基づき減損が測定される。詳細については注記２を参照。

下表は、2014年12月31日現在および2013年12月31日現在の当社の投資目的保有ローン(貸倒引当金控除前)の商

品種類別の信用度の指標を示している。

(百万ドル)

    2014年12月31日現在

ローン(信用度の指標
別)

  企業向け  消費者  
住宅用
不動産

 
ホールセール

不動産
 合計

正常先    $ 17,847  $ 16,576  $ 15,688  $ 5,298  $ 55,409

要注意先    1,683  ―  ―  ―  1,683

標準以下    127  ―  47  ―  174

破綻懸念先   2  ―  ―  ―  2

破綻先   ―  ―  ―  ―  ―

ローン合計   $ 19,659  $ 16,576  $ 15,735  $ 5,298  $ 57,268
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(百万ドル)

    2013年12月31日現在

ローン(信用度の指標
別)

  企業向け  消費者  
住宅用
不動産

 
ホールセール

不動産
 合計

正常先    $ 12,893  $ 11,577  $ 9,992  $ 1,829  $ 36,291

要注意先    189  ―  ―  16  205

標準以下    174  ―  14  ―  188

破綻懸念先   7  ―  ―  10  17

破綻先   ―  ―  ―  ―  ―

ローン合計   $ 13,263  $ 11,577  $ 10,006  $ 1,855  $ 36,701
             

 

貸倒引当金および減損したローン

貸倒引当金は、投資目的で保有するローン・ポートフォリオに固有の発生可能性の高い損失に加え、個別に減

損が識別されたローンに関連する発生可能性の高い損失を見積もったものである。

貸倒引当金には、固有の引当金部分および個別引当金部分の２つの構成要素がある。

貸倒引当金の固有の引当金部分は、ローン・ポートフォリオに固有の発生可能性の高い損失を見積もるために

使用され、減損が識別されていない異なる種類のローンおよび比較的少額の残高の同種類のローンのポートフォ

リオを含んでいる。当社は、ローン・ポートフォリオに固有の損失を見積もる貸倒引当金を算定するに当たり、

ローン商品別の手法を維持している。算定においては、経済情勢および事業状況、ポートフォリオの性質および

規模、貸付条件、延滞ローンの規模および延滞の程度などの定性的および環境的要因も考慮され得る。貸倒引当

金は、ポートフォリオに固有の発生可能性の高い見積損失を十分に吸収できることを確保するための合理的な水

準で維持される。

貸倒引当金の個別引当金部分は、問題債権の条件緩和（以下「TDR」という。）において変更されたローンを

含む、異なる種類のエクスポージャーに関して発生可能性の高い損失を見積もるために使用されている。これは

当社の減損分析において個別に識別され、減損したと決定されたものである。2014年12月31日および2013年12月

31日現在、当社のTDRは重要ではなかった。貸倒引当金の詳細については注記２を参照。
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下表は、当社の投資目的保有ローンにおける減損したローン、延滞ローンおよび引当金の詳細を示している。

(百万ドル)

    2014年12月31日現在

ローン(商品種類別)   企業向け  消費者  
住宅用
不動産

 
ホールセール

不動産
 合計

減損したローン(引当有り)  $ ―  $ ―  $ ―  $ ―  $ ―

減損したローン(引当無し)(1)  2  ―  17  ―  19

減損したローンの未払元本残高  2  ―  17  ―  19

90日以上延滞ローンおよび
未収利息不計上

 2  ―  25  ―  27

 

(百万ドル)

    2013年12月31日現在

ローン(商品種類別)   企業向け  消費者  
住宅用
不動産

 
ホールセール

不動産
 合計

減損したローン(引当有り)  $ 63  $ ―  $ ―  $ 10  $ 73

減損したローン(引当無し)(1)  6  ―  11  ―  17

減損したローンの未払元本残高  69  ―  11  10  90

90日以上延滞ローンおよび
未収利息不計上

 7  ―  11  10  28

 

(百万ドル)

    2014年12月31日現在

ローン(地域別)   米州  EMEA  アジア太平洋  合計

減損したローン  $ 19  $ ―  $ ―  $ 19

90日以上延滞ローンおよび
未収利息不計上

 27  ―  ―  27

貸倒引当金  121  20  8  149

 

(百万ドル)

    2013年12月31日現在

ローン(地域別)   米州  EMEA  アジア太平洋  その他

減損したローン  $ 90  $ ―  $ ―  $ 90

90日以上延滞ローンおよび
未収利息不計上

 28  ―  ―  28

貸倒引当金  123  28  5  156
 

 

EMEA－欧州、中東およびアフリカ

(1) 2014年12月31日および2013年12月31日現在、保有担保の公正価値が帳簿価額以上であったため、これらのローンに関す

る引当金残高はなかった。
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下表は、貸倒引当金、減損評価手法別のローン、貸付関連コミットメントに対する引当金および減損評価手法

別の貸付関連コミットメントに関する情報を要約したものである。

(百万ドル)

  企業向け  消費者  
住宅用
不動産

 
ホールセール

不動産
 合計

貸倒引当金：           

2013年12月31日現在残高  $   137  $    1  $    4  $   14  $  156

貸倒損失総額  (3) ―  ―  (3) (6)

回収額総額  ―  ―  ―  1  1

貸倒損失純額  (3) ―  ―  (2) (5)

貸倒引当金繰入(戻入)額(1)  (13) 1  4  9  1

その他  (3) ―  ―  ―  (3)

2014年12月31日現在残高  $   118  $     2  $     8  $   21  $  149
           

減損評価手法別の貸倒引当金：           

固有  $   118  $     2  $     8  $   21  $  149

個別  ―  ―  ―  ―  ―

2014年12月31日現在貸倒引当金合
計

 $   118  $     2  $     8  $   21  $  149
           

減損評価手法別に評価されたローン
(2)：

          

固有  $19,657  $16,576  $15,718  $5,298  $57,249

個別  2  ―  17  ―  19

2014年12月31日現在ローン評価額
合計

 $19,659  $16,576  $15,735  $5,298  $57,268
           

貸付関連コミットメントに対する
引当金：

          

2013年12月31日現在残高  $  125  $   ―  $   ―  $    2  $  127

貸付関連コミットメントに対する
引当金(3)

 22  ―  ―  ―  22

2014年12月31日現在残高  $  147  $   ―  $   ―  $    2  $  149
           

減損評価手法別の貸付関連コミットメ
ントに対する引当金：

          

固有  $   147  $    ―  $   ―  $    2  $  149

個別  ―  ―  ―  ―  ―

2014年12月31日現在の貸付関連
コミットメントに対する引当金合
計

 $   147  $    ―  $   ―  $    2  $  149

           

減損評価手法別の貸付関連コミットメ
ント(2)：

          

固有  $65,987  $ 3,484  $  283  $ 367  $70,121

個別  26  ―  ―  ―  26

2014年12月31日現在の貸付関連
コミットメント合計

 $66,013  $ 3,484  $  283  $ 367  $70,147
           

 
 

(1) 2014年度において、当社は貸倒引当金繰入額１百万ドルを収益のその他に計上した。

(2) 残高は、貸倒引当金控除前である。

(3) 2014年度において、当社は貸付関連コミットメントに対する引当金繰入額22百万ドルを非金利費用のその他に計上し

た。
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(百万ドル)

  企業向け  消費者  
住宅用
不動産

 
ホールセール

不動産
 合計

貸倒引当金：           

2012年12月31日現在残高  $    96  $     3  $     5  $   2  $  106

貸倒損失総額  (13) ―  (2) ―  (15)

回収額総額  ―  ―  ―  ―  ―

貸倒損失純額  (13) ―  (2) ―  (15)

貸倒引当金繰入(戻入)額(1)  54  (2) 1  12  65

2013年12月31日現在残高  $   137  $     1  $     4  $   14  $  156
           

減損評価手法別の貸倒引当金：           

固有  $   126  $     1  $     4  $   10  $  141

個別  11  ―  ―  4  15

2013年12月31日現在貸倒引当金合
計

 $   137  $     1  $     4  $   14  $  156
           

減損評価手法別に評価されたローン
(2)：

          

固有  $13,194  $11,577  $ 9,995  $1,845  $36,611

個別  69  ―  11  10  90

2013年12月31日現在ローン評価額
合計

 $13,263  $11,577  $10,006  $1,855  $36,701
           

貸付関連コミットメントに対する
引当金：

          

2012年12月31日現在残高  $   91  $   ―  $   ―  $    1  $   92

貸付関連コミットメントに対する
引当金(3)

 44  ―  ―  1  45

その他  (10) ―  ―  ―  (10)

2013年12月31日現在残高  $  125  $   ―  $   ―  $   2  $  127
           

減損評価手法別の貸付関連コミットメ
ントに対する引当金：

          

固有  $   125  $    ―  $   ―  $    2  $  127

個別  ―  ―  ―  ―  ―

2013年12月31日現在の貸付関連
コミットメントに対する引当金合
計

 $   125  $    ―  $   ―  $    2  $  127

           

減損評価手法別の貸付関連コミットメ
ント(2)：

          

固有  $63,427  $ 2,151  $ 1,423  $ 207  $67,208

個別  ―  ―  ―  ―  ―

2013年12月31日現在の貸付関連
コミットメント合計

 $63,427  $ 2,151  $ 1,423  $ 207  $67,208
           

 
 

(1) 2013年度において、当社は貸倒引当金繰入額65百万ドルを収益のその他に計上した。

(2) 残高は、貸倒引当金控除前である。

(3) 2013年度において、当社は貸付関連コミットメントに対する引当金繰入額45百万ドルを非金利費用のその他に計上し

た。
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従業員貸付金

従業員貸付金は、主に一定の従業員の維持および採用のために当社のウェルス・マネジメント事業セグメント

で設けられた制度に関連して付与されている。これらの貸付金は、当社の連結貸借対照表において顧客債権およ

びその他の債権に計上されている。これらの貸付金は、全額遡及型で、通常は定期返済条件が付されており、返

済期限は１年から12年の範囲となっている。当社は回収が見込まれない貸付額に対して引当金を設定しており、

当該引当金は、人件費に計上されている。2014年12月31日現在、当社は引当金約116百万ドル控除後の従業員貸

付金5,130百万ドルを保有していた。2013年12月31日現在、当社は引当金約109百万ドル控除後の従業員貸付金

5,487百万ドルを保有していた。

当社はまた、その他の従業員に対して、主に一定の税引後レバレッジ投資契約に関連して貸付を行っている。

2014年12月31日現在の当該貸付金の残高は、引当金約42百万ドル控除後で40百万ドルであった。2013年12月31日

現在の当該貸付金の残高は、引当金約51百万ドル控除後で100百万ドルであった。当社は、従業員から回収され

ない非遡及型の貸付金額に対して引当金を設定しており、当該引当額をその他の費用に計上している。

 

９　のれんおよび無形資産（純額）

当社は、2014年７月１日および2013年７月１日現在におけるのれんの年次減損テストを完了した。のれんが計

上されている当社の各報告単位の公正価値は、帳簿価額を大幅に超過していたため、当社の各期間の減損テスト

はのれんの減損の兆候を示さなかった。不利な市場または経済事象により、将来の期間において減損損失が生じ

る可能性がある。

 

のれん

2014年度および2013年度における、当社ののれんの簿価（減損損失累計額控除後）の変動は以下のとおりであ

る。

(百万ドル)

  
法人・機関
投資家
向け証券

 
ウェルス・
マネジメント

(1)
 投資運用(1)  合計

2012年12月31日現在ののれん(2)  $  337  $ 5,544  $  769  $ 6,650

外貨換算調整額およびその他  (27)  ―  ―  (27)

期中に処分したのれん(3)(4)  (17)  (11)  ―  (28)

2013年12月31日現在ののれん(2)  $  293  $ 5,533  $  769  $ 6,595

外貨換算調整額およびその他  (14)  ―  ―  (14)

期中に処分したのれん(5)  7  ―  ―  7

2014年12月31日現在ののれん(2)  $  286  $ 5,533  $  769  $ 6,588
　         

          

(1) 2014年10月１日に、マネージド・フューチャーズ業務は当社のウェルス・マネジメント事業セグメントから投資運用事

業セグメントへと移管された。過去の期間の金額についてはすべて、当期の表示に合わせて再表示している。

(2) 減損損失累計額700百万ドル（法人・機関投資家向け証券事業セグメントに関連する673百万ドルおよび投資運用事業セ

グメントに関連する27百万ドルが含まれていた。）控除前の当社ののれんの金額は、2014年12月31日および2013年12月

31日現在においてそれぞれ7,288百万ドルおよび7,295百万ドルであった。

(3) 2011年に、当社は法人・機関投資家向け証券事業セグメント内の社内的な定量的自己勘定トレーディング部門であるプ

ロセス・ドリブン・トレーディング(「PDT」)の従業員との間で、PDTの従業員が当社の資産の一部を取得し、独立の顧

問会社を立ち上げるとの合意に達したと公表した。この取引は2013年１月１日に完了した。
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(4) 当社のウェルス・マネジメント事業セグメントは、グローバル・ストック・プラン・サービス事業の英国業務を2013年

５月31日に売却した。

(5) 2014年10月１日、当社は、ローンの免除と引き換えに、風力発電プロジェクトの開発業者および運営業者であるネイ

チュアナーUSA LLC（以下「ネイチュアナー」という。）の取得を完了した。これにより、のれん約７百万ドルが認識さ

れた。当社は現在も無形資産およびのれんの公正価値を確定しようとしているところである。確定された際には、無形

資産および取得に関連するのれんが変動する可能性がある。

 

無形資産（純額）

2014年度および2013年度における、当社の無形資産の簿価の変動は以下のとおりである。

(百万ドル)

  
法人・機関
投資家
向け証券

 
ウェルス・
マネジメント

(1)
 

 
投資運用(1)

 
 

合計

2012年12月31日現在の償却可能無形
資産純額

 $  175  $ 3,531  $   70  $ 3,776

モーゲージ・サービシング権  ―  7  ―  7

2012年12月31日現在の無形資産純額  $  175  $ 3,538  $   70  $ 3,783
         

2012年12月31日現在の償却可能無形
資産純額

 $  175  $ 3,531  $   70  $ 3,776

外貨換算調整額およびその他  ―  (1)  ―  (1)

償却費(2)  (117)  (322)  (14)  (453)

減損損失(3)(4)  (2)  (26)  (16)  (44)

2013年12月31日現在の償却可能無形
資産純額

 56  3,182  40  3,278

モーゲージ・サービシング権  ―  8  ―  8

2013年12月31日現在の無形資産純額  $   56  $ 3,190  $   40  $ 3,286
         

2013年12月31日現在の償却可能無形
資産純額

 $   56  $ 3,182  $   40  $ 3,278

処分  (4)  ―  ―  (4)

期中に取得した無形資産(5)  182  ―  ―  182

償却費  (13)  (274)  (10)  (297)

減損損失(3)  ―  (3)  (3)  (6)

2014年12月31日現在の償却可能無形
資産純額

 221  2,905  27  3,153

モーゲージ・サービシング権  ―  6  ―  6

2014年12月31日現在の無形資産純額  $  221  $ 2,911  $   27  $ 3,159
         

          

(1) 2014年10月１日に、マネージド・フューチャーズ業務は当社のウェルス・マネジメント事業セグメントから投資運用事

業セグメントへと移管された。過去の期間の金額についてはすべて、当期の表示に合わせて再表示している。

(2) 当社の法人・機関投資家向け証券業務事業セグメントの増減は、主に関連する無形資産の加速償却を表している。

(3) 減損損失は当社の連結損益計算書のその他の費用に計上されている。

(4) 当社のウェルス・マネジメント事業セグメントの増減は、主にオルタナティブ投資ファンドに関する管理契約に関連す

る減損損失を表している。

(5) 2014年10月１日、当社は、ローンの免除と引き換えにネイチュアナーの取得を完了した。これにより、無形資産約182百

万ドルが認識された。当社は現在も無形資産およびのれんの公正価値を確定しようとしているところである。確定され

た際には、無形資産および取得に関連するのれんが変動する可能性がある。
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 (百万ドル)

 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 簿価総額  償却累計額  簿価総額  償却累計額

償却可能無形資産：        

　商標権 $    7  $    6  $    7  $    3

　商号 280  21  280  12

　顧客関係 4,048  1,430  4,058  1,177

　管理契約 268  170  268  146

　その他(1) 374  197  192  189

償却可能無形資産合計 $ 4,977  $ 1,824  $ 4,805  $ 1,527
　        

          

(1) 金額には2014年10月１日付のネイチュアナーの取得に関連する無形資産が含まれている。

 

　　無形資産に関連する償却費は、翌５年度において年間約294百万ドルになると見積られる。

 

前へ　　　次へ
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10　預金

預金は以下のとおりである。

(百万ドル)

  
2014年12月31日

現在(1)
 

2013年12月31日
現在(1)

貯蓄および要求払預金(2)  $ 132,159  $ 109,908

定期預金(3)(4)  1,385  2,471

合計  $ 133,544  $ 112,379
　     

      

(1) 2014年12月31日および2013年12月31日現在、米連邦預金保険公社（「FDIC」）により保証されている預金の総額は、そ

れぞれ、990億ドルおよび840億ドルであった。

(2) 2014年12月31日および2013年12月31日現在、無利息の預金はなかった。

(3) 一定の定期預金口座は、公正価値オプションに基づき公正価値で計上されている（注記４参照）。

(4) 2014年12月31日および2013年12月31日現在、FDICの補償限度額内にあったか、または当該限度額を超過した米国の定期

預金の金額に重要性はなかった。

 

2014年度、2013年度および2012年度における利付預金の加重平均金利は、それぞれ0.1％、0.2％および0.3％

であった。

今後５年間に満期を迎える利付預金の合計額は、2015年度における133,544百万ドルであるが、2015年度の翌

年以後に満期を迎える他の預金はない。2015年度の金額には、満期日の指定のない貯蓄預金が132,159百万ドル

および定期預金が1,385百万ドル含まれている。

 

11　借入債務およびその他の担保付金融取引

コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務

下表は、コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務に関する情報を要約したものである。

 
(百万ドル)

  
2014年12月31日

現在
 

2013年12月31日
現在

コマーシャル・ペーパー(1)  $   ―  $    8

その他の短期借入債務(2)(3)(4)  2,261  2,134

合計  $ 2,261  $ 2,142
      

(1) 2014年12月31日および2013年12月31日現在のコマーシャル・ペーパーの平均週次残高は、それぞれ１百万ドルおよび155

百万ドルであった。

(2) 2014年12月31日および2013年12月31日現在のその他の短期借入債務の平均週次残高は、それぞれ1,923百万ドルおよび

1,872百万ドルであった。

(3) これらの借入債務は、当初満期が12か月以内の銀行ローン、銀行債および仕組債を含んでいた。

(4) 一定の仕組商品の短期借入債務は、公正価値オプションに基づく公正価値で計上されている（注記４参照）。
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長期借入債務

満期および金利条件

長期借入債務の内訳は以下のとおりである。

(百万ドル)

  親会社  子会社  

2014年12月31
日現在(3)(4)  

2013年12月31
日現在

  固定金利  
変動金利(1)

(2)
 固定金利  

変動金利(1)
(2)

 

2014年度満期  $    ―  $    ―  $    ―  $    ―  $    ―  $ 24,193

2015年度満期  12,331  5,450  16  2,943  20,740  21,090

2016年度満期  10,648  8,315  35  1,645  20,643  23,144

2017年度満期  15,348  7,295  16  1,341  24,000  26,295

2018年度満期  12,998  3,730  16  935  17,679  15,308

2019年度満期  11,350  5,310  17  894  17,571  8,744

それ以降  43,765  6,527  385  1,462  52,139  34,801

合計  $106,440  $ 36,627  $   485  $ 9,220  $152,772  $153,575
             

期末加重平均
表面利率(5)

 4.7％  1.0％  6.5％  0.7％  4.2％  4.4％

             

(1) 変動金利契約借入債務の金利は、LIBORやフェデラル・ファンド金利などの各種の短期金融市場の指標に基づいている。

(2) 金額には、株式、信用、コモディティまたはその他一定の指数に連動した借入債務が含まれている。

(3) 金額には、公正価値ヘッジに関連する当社の一定の長期借入債務の帳簿価額増額分が2014年12月31日現在約33億ドル含

まれている。公正価値ヘッジに関連する満期別の帳簿価額増額分は、2015年度満期約１億ドル、2016年度満期３億ド

ル、2017年度満期７億ドル、2018年度満期４億ドル、2019年度満期５億ドルおよびそれ以降13億ドルである。

(4) 金額には、公正価値オプションが選択された（注記４参照）当社の一定の長期借入債務の帳簿価額増額分が2014年12月

31日現在約７億ドル含まれている。

(5) 加重平均表面利率は、米ドルおよび米ドル以外の通貨の金利に基づいて算出しており、公正価値オプションが選択され

た金融商品は除外されている。
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当社の長期借入債務の内訳は、以下のとおりである。

(百万ドル)

  
2014年12月31日

現在
 

2013年12月31日
現在

優先債  $ 139,565  $ 139,451

劣後債  8,339  9,275

下位劣後債  4,868  4,849

合計  $ 152,772  $ 153,575
     

 

2014年度に当社は、元本約367億ドルの社債の発行および再発行を行い、約331億ドルの社債の償還または消却

を行った。2013年度に当社は、元本約279億ドルの社債の発行および再発行を行い、約387億ドルの社債の償還ま

たは消却を行った。

優先債の多くは、しばしば米ドル以外の各種通貨建てで調達され、株式、信用、コモディティまたはその他の

指数（例えば、消費者物価指数）に連動した収益を提供するように組成される場合がある。優先債はまた、優先

債の保有者の選択により、当社の満期前償還が可能となるように、または満期を延長できるように組成されう

る。保有者が社債の満期前償還を請求したり満期を延長することを実質的に認める条項を含む債務は合計で、

2014年12月31日現在2,175百万ドルおよび2013年12月31日現在1,175百万ドルであった。また、当社の子会社は、

保有者が社債の償還を請求することを実質的に認める別段の契約を合計で、2014年12月31日現在551百万ドルお

よび2013年12月31日現在353百万ドル締結している。劣後債および下位劣後債は通常、当社または規制対象子会

社の所要資本充足のために、主として米ドル建てで発行される。

 

優先債－仕組債

当社の指数リンク債、エクイティリンク債またはクレジットリンク債には、その支払や償還価額が特定の指数

(例えば、スタンダード・アンド・プアーズ総合500種株価指数)、株式バスケット、個別銘柄株式の実績、信用

エクスポージャーまたは信用エクスポージャー・バスケットに連動する種々の仕組債が含まれている。基礎とな

る指数、株式、信用状況、またはその他のポジションの変動によるエクスポージャーを最小化するために、当社

は、借入コストを実質的にLIBORに基づく変動金利に変換するような様々なスワップ契約を締結し、オプション

を購入している。これらの商品は、基礎となる指数、株式バスケット、または個別銘柄株式の実績、信用状況、

またはその他のポジションもしくは指数に基づく償還価額で、上表に含まれている。当社はこれらの仕組債につ

いて、そのすべてを公正価値で計上するか、または組込デリバティブを区分して公正価値で計上するかのいずれ

かの処理を行っている。組み込まれた特徴を経済的にヘッジするために用いられるスワップおよび購入オプショ

ンもデリバティブであり、これらのデリバティブも公正価値で計上される。これらの社債に関連する公正価値の

変動額および経済的ヘッジはトレーディング収益に計上されている。仕組債の詳細については、注記４を参照。
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劣後債および下位劣後債

当社の長期借入債務には、2014年12月31日現在において契約上の加重平均表面利率4.57％の劣後債が8,339百

万ドル、2013年12月31日現在において加重平均表面利率4.69％の劣後債が9,275百万ドル含まれている。下位劣

後債の当社による未返済残高は、2014年12月31日現在4,868百万ドル、2013年12月31日現在4,849百万ドルで、契

約上の加重平均表面利率は、2014年12月31日および2013年12月31日現在いずれも6.37％であった。これら劣後債

および下位劣後債の満期は、2022年から2067年にわたっている。一定の下位劣後債の満期は、当社の選択により

2052年まで延長することができる。

 

資産負債総合管理

通常、担保付の資金源により賄われたもの以外の証券在庫および当社の資産の大部分の取得資金は、預金、短

期資金調達、変動金利長期借入または変動金利へのスワップを付した固定金利長期借入を組み合わせて調達され

る。固定資産の取得資金は、通常、固定金利長期借入により調達される。当社は、これらの借入と、運用資産の

デュレーション、保有期間および金利の特徴をより密接に対応させ、また金利リスクを管理するために、金利ス

ワップを利用している。これらのスワップにより、当社の特定の固定金利借入は実質的に変動金利債務に変換さ

れている。また、同一通貨による資産運用に使用されない米ドル以外の通貨建の借入は、当社が締結した通貨ス

ワップにより実質的に米ドル建債務に変換されている。当社による資産負債総合管理のためのスワップの利用

は、平均実効借入金利に以下のように影響している。

 

 2014年度  2013年度  2012年度

期末における長期借入債務の加重平均表面利率(1) 4.2％  4.4％  4.4％

期末におけるスワップ後の長期借入債務の平均実効借入
金利(1)

2.3％  2.2％  2.3％

       

(1) 加重平均および平均実効金利の計算には、米ドルおよび米ドル以外の通貨の金利が含まれている。

 

その他

当社は、子会社数社を通じて、商業用および住宅用担保付モーゲージ・ホール・ローン、デリバティブ契約、

倉庫貸付、新興市場貸付、仕組商品、企業向けローン、投資銀行業務、およびプライムブローカレッジ事業等の

様々な事業を賄うために、実行済または未実行確約信用枠契約を維持している。

 

その他の担保付金融取引

その他の担保付金融取引には、売却でなく金融取引として会計処理される金融資産の譲渡に関連する負債、当

社が主たる受益者に該当する連結VIE、担保に差し入れられたコモディティ、一定のエクイティリンク債および

その他の担保付借入債務が含まれる。VIEおよび証券化業務に関連するその他の担保付金融取引の詳細について

は、注記７を参照。
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当社のその他の担保付金融取引の内訳は以下のとおりである。

  (百万ドル)

  
2014年12月31日

現在
 

2013年12月31日
現在

当初満期までの期間が１年超の担保付金融取引  $ 10,346  $ 9,750

当初満期までの期間が１年以内の担保付金融取引(1)  1,395  4,233

非売却取引(2)  344  232

合計(3)  $ 12,085  $ 14,215
　     

      

(1) 2014年12月31日現在の金額には約1,299百万ドルの変動金利金融取引および約96百万ドルの固定金利金融取引が含まれて

おり、2013年12月31日現在の金額には約3,899百万ドルの変動金利金融取引および約334百万ドルの固定金利金融取引が

含まれている。

(2) 非売却取引の詳細については、注記７を参照。

(3) 金額には、2014年12月31日現在の公正価値4,504百万ドルおよび2013年12月31日現在の公正価値5,206百万ドルが含まれ

ている。

 

満期および金利条件：

当初満期が１年超の担保付金融取引の内訳は以下のとおりである。

(百万ドル)

      固定金利  
変動金利
(1)(2)

 
2014年12月31日

現在
 
2013年12月31日

現在

2014年度満期      $    ―  $    ―  $    ―  $ 3,500

2015年度満期      27  3,314  3,341  1,906

2016年度満期      ―  4,705  4,705  2,942

2017年度満期      263  618  881  160

2018年度満期      ―  786  786  675

2019年度満期      118  76  194  ―

それ以降      123  316  439  567

合計      $   531  $ 9,815  $ 10,346  $ 9,750

期末加重平均表面利率(3)    3.4％  0.6％  0.8％  1.4％
             

(1) 変動金利借入債務の金利は、LIBORを含む各種の指標に基づいている。

(2) 金額には、株式、信用、コモディティまたはその他一定の指数に連動した借入債務が含まれている。

(3) 加重平均表面利率は、米ドルおよび米ドル以外の通貨の金利に基づいて算出しており、金利以外の指標に連動する担保

付金融取引は除外されている。
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満期および金利条件：

非売却取引の内訳は以下のとおりである。

  (百万ドル)

  
2014年12月31日

現在
 

2013年12月31日
現在

2014年度満期  $    ―  $   100

2015年度満期  32  57

2016年度満期  90  36

2017年度満期  148  24

2018年度満期  14  ―

2019年度満期  10  3

それ以降  50  12

合計  $   344  $   232
　     

 

非売却取引の詳細については、注記７を参照。

 

12　デリバティブ商品およびヘッジ活動

当社は、上場先物、店頭スワップ、先渡、オプションおよびその他のデリバティブで、特に金利、通貨、投

資適格および非投資適格企業の信用、ローン、社債、米国国債およびその他の国債、新興市場の債券およびロー

ン、信用指数、資産担保証券指数、不動産指数、モーゲージ関連およびその他の資産担保証券ならびに不動産

ローン商品等を参照するものについて幅広くトレーディング、値付けを行い、かつ自己のポジションを保有して

いる。当社は、これらの商品をトレーディング、為替エクスポージャー管理および資産負債総合管理を目的とし

て使用している。

当社は、トレーディング・ポジションを、種々のリスク軽減戦略を通じて管理している。これらの戦略に

は、リスク・エクスポージャーの分散およびヘッジ取引が含まれている。ヘッジ活動は関連する有価証券および

種々のデリバティブ商品（例えば先物、先渡、スワップおよびオプションなど）を含む金融商品のポジションの

購入または売却からなっている。当社は、全社ベース、世界中のトレーディング部門レベルおよび個々の商品

ベースで、トレーディング活動に関連する市場リスクを管理している。
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当社は、デリバティブ活動に関連して、通常、取引相手先とマスターネッティング契約および担保契約を締

結している。これらの契約により、当社は、取引相手先の債務不履行（破産または相手先による支払もしくは契

約内容の不履行等）の場合において当該契約に基づく相手先の権利と義務を相殺し、相手先の正味債務額に対す

る担保を清算および相殺する権利を与えられる。ただし、一定の状況では、当社はそのような契約を締結してい

ない場合があり、該当する破産制度（取引相手先企業の種類および取引相手先が設立された管轄区域に基づく）

は契約の法的強制力の裏付けとならない場合があり、また、当社は契約の法的強制力を裏付けるための法律上の

助言を求めていなかった場合がある。当社が契約に法的強制力があると判断しない場合は、以下の表中に開示す

る関連金額は相殺されない。一般に当社の方針では、マスターネッティングおよび担保契約に係る法的強制力の

判断に関わらず、担保として（再担保設定権とともに）差し入れられた有価証券および現金を受領することとし

ている。一定の場合には、当社は、取引相手先による債務不履行の場合に当社が担保を支配することを認める支

配契約に基づき当該担保が第三者の証券保管機関に差し入れられることに同意することがある。マスターネッ

ティング契約の法的強制力は、当社のリスク管理の実施および取引相手先の信用限度の適用に際して考慮され

る。下表は、デリバティブ商品および関連する担保金額の相殺についての情報を示すものである。一定の担保付

取引の相殺に関する情報については注記６を参照。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在

  総額(1)  

連結
貸借対照表
上の相殺額

(2)

 

連結
貸借対照表
に表示

された純額

 

連結貸借対照表上
相殺されない金額(3)

 
正味エクス
ポージャー金融商品の

担保
 

その他の
現金担保

デリバティブ資産             

二者間の店頭デリバティブ  $427,079  $(396,582) $30,497  $ (9,844) $ (19) $20,634

清算店頭デリバティブ(4)  217,169  (215,576) 1,593  ̶  ̶  1,593

取引所売買デリバティブ  32,123  (27,819) 4,304  ̶  ̶  4,304

デリバティブ資産合計  $676,371  $(639,977) $36,394  $ (9,844) $ (19) $26,531

デリバティブ負債             

二者間の店頭デリバティブ  $410,003  $(375,095) $34,908  $(11,192) $(179) $23,537

清算店頭デリバティブ(4)  211,695  (211,180) 515  ̶  (6) 509

取引所売買デリバティブ  32,608  (27,819) 4,789  (726) ̶  4,063

デリバティブ負債合計  $654,306  $(614,094) $40,212  $(11,918) $(185) $28,109

             

(1) 金額には、マスターネッティング契約または担保契約の対象となっていないか、当該契約の対象となっているが当該契

約に法的強制力がないと当社が判断したデリバティブ資産65億ドルおよびデリバティブ負債69億ドルが含まれている。

リスク種類別のデリバティブ商品の総額ベースでの公正価値および想定元本に関する追加の開示については、さらに

「デリバティブ商品の公正価値および想定元本」を参照。

(2) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しており、かつ、適用される相殺に関する会計指針に従った

その他一定の基準を満たすマスターネッティング契約および担保契約に関連する。

(3) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しているが、適用される相殺に関する会計指針に従ったその

他一定の基準を満たさないマスターネッティング契約および担保契約に関連する。

(4) 金額には、一定の規制上の要求に従って集中清算される店頭デリバティブが含まれている。
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(百万ドル)

  2013年12月31日現在

  総額(1)  

連結
貸借対照表
上の相殺額

(2)

 

連結
貸借対照表
に表示

された純額

 

連結貸借対照表上
相殺されない金額(3)

 
正味エクス
ポージャー金融商品の

担保
 

その他の
現金担保

デリバティブ資産             

二者間の店頭デリバティブ  $404,352  $(378,459) $25,893  $(8,785) $(132) $16,976

清算店頭デリバティブ(4)  267,057  (266,419) 638  ̶  ̶  638

取引所売買デリバティブ  31,609  (25,673) 5,936  ̶  ̶  5,936

デリバティブ資産合計  $703,018  $(670,551) $32,467  $(8,785) $(132) $23,550

デリバティブ負債             

二者間の店頭デリバティブ  $386,199  $(361,059) $25,140  $(5,365) $(136) $19,639

清算店頭デリバティブ(4)  266,559  (265,378) 1,181  ̶  (372) 809

取引所売買デリバティブ  33,113  (25,673) 7,440  (651) ̶  6,789

デリバティブ負債合計  $685,871  $(652,110) $33,761  $(6,016) $(508) $27,237

             

(1) 金額には、マスターネッティング契約または担保契約の対象となっていないか、当該契約の対象となっているが当該契

約に法的強制力がないと当社が判断したデリバティブ資産87億ドルおよびデリバティブ負債73億ドルが含まれている。

リスク種類別のデリバティブ商品の総額ベースでの公正価値および想定元本に関する追加の開示については、さらに

「デリバティブ商品の公正価値および想定元本」を参照。

(2) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しており、かつ、適用される相殺に関する会計指針に従った

その他一定の基準を満たすマスターネッティング契約および担保契約に関連する。

(3) 金額は、債務不履行の際に法的強制力があると当社が判断しているが、適用される相殺に関する会計指針に従ったその

他一定の基準を満たさないマスターネッティング契約および担保契約に関連する。

(4) 金額には、一定の規制上の要求に従って集中清算される店頭デリバティブが含まれている。

 

当社は、店頭デリバティブのディーラーとして信用リスクにさらされている。デリバティブ商品に関する信

用リスクは、相手先が契約条件に従った契約の履行を怠ることから生ずる。信用リスクへの当社のエクスポー

ジャーは、いつの時点においても、資産として報告されるデリバティブ契約の公正価値によって表される。デリ

バティブの公正価値は、市場参加者間の秩序ある取引において交換されるデリバティブの金額で表され、これら

の詳細は注記２および４に記載されている。
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下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在で利益ポジションにある店頭デリバティブの公正価値の

相手先の信用格付および残存契約期間別の要約を表している。公正価値は、最終列に受取担保（主に現金および

米国国債ならびに政府機関債）控除後の純額で表されている。

 
(百万ドル)

  2014年12月31日現在の店頭デリバティブ商品―トレーディング資産(1)

  残存期間  
全残存期間
および
現金担保
相殺額(3)

 現金担保相
殺後エクス
ポージャー

 担保相殺後
エクスポー
ジャー信用格付(2)  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超    

AAA  $  499  $  246  $ 1,313  $ 4,281  $ (5,009) $ 1,330  $ 1,035

AA  2,679  2,811  2,704  14,137  (15,415) 6,916  4,719

A  11,733  10,833  7,585  23,968  (43,644) 10,475  6,520

BBB  5,119  3,753  2,592  13,132  (15,844) 8,752  6,035

非投資適格  3,196  3,089  1,541  2,499  (5,727) 4,598  3,918

合計  $23,226  $20,732  $15,735  $58,017  $(85,639) $32,071  $22,227
　               

 

               

(1) 公正価値の金額は、当社の店頭デリバティブ商品に関連した相手先に対する当社の正味のエクスポージャーを表してい

る。金額には、集中清算される店頭デリバティブが含まれている。本表には、取引所売買デリバティブおよび当社が利

用したヘッジに関連する影響は含まれていない。

(2) 債務者信用格付は、当社の信用リスク管理部により決定されている。

(3) 金額は、残存期間区分をまたぐ、同一の相手先の債権残高と債務残高の相殺金額を表している。同一の相手先に対する

同一残存期間の受取債権および支払債務の金額は、適切な場合、当該残存期間の区分内で相殺されている。受取現金担

保は、法的な相殺権が存在する場合には、相手先ごとに相殺されている。

 

(百万ドル)

  2013年12月31日現在の店頭デリバティブ商品―トレーディング資産(1)

  残存期間  
全残存期間
および
現金担保
相殺額(3)

 現金担保相
殺後エクス
ポージャー

 担保相殺後
エクスポー
ジャー信用格付(2)  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超    

AAA  $  300  $  752  $ 1,073  $ 3,664  $ (3,721) $ 2,068  $ 1,673

AA  2,687  3,145  3,377  9,791  (13,515) 5,485  3,927

A  7,382  8,428  9,643  17,184  (35,644) 6,993  4,970

BBB  2,617  3,916  3,228  13,693  (16,191) 7,263  4,870

非投資適格  2,053  2,980  1,372  2,922  (4,737) 4,590  2,174

合計  $15,039  $19,221  $18,693  $47,254  $(73,808) $26,399  $17,614
　               

 

               

(1) 公正価値の金額は、当社の店頭デリバティブ商品に関連した相手先に対する当社の正味のエクスポージャーを表してい

る。金額には、集中清算される店頭デリバティブが含まれている。本表には、取引所売買デリバティブおよび当社が利

用したヘッジに関連する影響は含まれていない。

(2) 債務者信用格付は、当社の信用リスク管理部により決定されている。

(3) 金額は、残存期間区分をまたぐ、同一の相手先の債権残高と債務残高の相殺金額を表している。同一の相手先に対する

同一残存期間の受取債権および支払債務の金額は、適切な場合、当該残存期間の区分内で相殺されている。受取現金担

保は、法的な相殺権が存在する場合には、相手先ごとに相殺されている。
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ヘッジ会計

当社は、資産負債総合管理および為替エクスポージャーの管理の一環として、公正価値で評価していない資産

および負債から生じる金利および為替リスクをヘッジするために様々なデリバティブ金融商品を使用してヘッジ

会計を適用している。

当社のヘッジは、ヘッジ対象となる資産および負債の公正価値の変動に対するエクスポージャーのヘッジ(以

下「公正価値ヘッジ」という。)、および、親会社の報告通貨と機能通貨が異なる在外事業への純投資に対する

ヘッジ(以下「純投資ヘッジ」という。)のいずれかの種類のヘッジとして指定されており、会計目的上適格であ

る。

ヘッジ会計が適用されているすべてのヘッジについては、有効性テストおよびヘッジの継続的な有効性を確か

めるための他の手続を、少なくとも月次ベースで行っている。

 

公正価値ヘッジ－金利リスク

当社が公正価値ヘッジとして指定するものは、主に、固定金利優先長期借入債務のベンチマーク金利の変動の

公正価値ヘッジとして指定された金利スワップからなっている。当社は、これらのヘッジ関係の有効性の継続的

な将来的および遡及的評価を行うために回帰分析を使用している（すなわち、当社はヘッジ会計のロング・ホー

ル法を適用している）。ヘッジ手段(デリバティブ)とヘッジ対象（借入債務）の公正価値が80％から125％の範

囲で逆方向に変動する場合に、ヘッジ関係は有効であると判断される。当社は、自社の信用スプレッドおよび契

約相手先の信用スプレッドに関連する評価調整の影響を考慮して、これらによりヘッジ関係が無効となる可能性

について判断している。

適格のベンチマーク金利の公正価値ヘッジの場合、デリバティブの公正価値の変動とヘッジ対象負債の公正価

値の変動は互いに相殺され、非有効部分の発生額はすべて支払利息として計上される。デリバティブについて

ヘッジ指定を解除する場合には、ヘッジ対象負債に残存するベーシス調整はすべて負債の残存期間にわたり実効

金利法を用いて償却され、支払利息として計上される。

 

純投資ヘッジ

当社は、外国為替予約を利用することにより、米ドル以外の機能通貨の事業に対する純投資に関連した為替の

エクスポージャーを管理する場合がある。ヘッジ手段の想定元本が投資のヘッジ対象部分と等しく、かつ、ヘッ

ジ手段であるデリバティブ商品の基礎となる為替レートが投資先の機能通貨と親会社の機能通貨の間の為替レー

トに関係する場合、損益に認識されるヘッジの非有効部分はない。これらの為替レートが同一ではない場合、当

社はこれらのヘッジ関係の有効性の将来的および遡及的評価を継続的に行うために回帰分析を使用し、非有効部

分は受取利息に認識している。在外事業への純投資に対するヘッジを直物相場で再評価することによる損益は繰

り延べられ、AOCIに計上されている。ヘッジ手段に係るフォワード・ポイントはヘッジの有効性テストから除外

され、受取利息に計上されている。
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2012年度において当社は米ドル以外の通貨建の一定の子会社の純投資ヘッジとして以前に指定された一定のデ

リバティブ契約に係るヘッジ会計の誤った適用を原因として、その他の包括利益累計額に計上された金額を戻し

入れたことに関連して、法人・機関投資家向け証券事業セグメントのその他の販売およびトレーディング純収益

において、期間外の税引前利益約109百万ドルを認識した。当社は、定性面および定量面の両方についてヘッジ

会計の誤った適用による影響について評価した結果、過去の年度または四半期の連結財務諸表への重要な影響は

なかったとの結論を下した。純投資ヘッジ会計の誤った適用の識別後、当社は外国為替予約を適切に再指定し、

ヘッジ会計を再適用している。

 

デリバティブ商品の公正価値および想定元本

下表は、会計上のヘッジとして指定されているデリバティブ商品の公正価値および会計上のヘッジとして指定

されていないデリバティブ商品の公正価値を、デリバティブ契約の種類ならびに当該商品の取引または清算が行

われる場所別に総額ベースで要約したものである。資産ポジションのデリバティブ契約の公正価値は当社の連結

貸借対照表上のトレーディング資産に含まれ、負債ポジションのデリバティブ契約の公正価値は当社の連結貸借

対照表上のトレーディング負債に反映されている（注記４参照）。
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(百万ドル)

 2014年12月31日現在のデリバティブ資産

 公正価値  想定元本

 
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計  
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計

会計上のヘッジとして指定さ
れているデリバティブ：

               

金利契約 $   3,947  $    1,053  $      ̶  $   5,000  $  44,324  $  27,692  $  　   ̶  $  72,016

外国為替契約 498  6  ̶  504  9,362  261  ̶  9,623

会計上のヘッジとして
指定されているデリバ
ティブ合計

4,445  1,059  ̶  5,504  53,686  27,953  ̶  81,639

会計上のヘッジとして指定さ
れていないデリバティブ(2)：

               

金利契約 281,214  211,552  407  493,173  4,854,953  9,187,454  1,467,056  15,509,463

クレジット契約 27,776  4,406  ̶  32,182  806,441  167,390  ̶  973,831

外国為替契約 72,362  152  83  72,597  1,955,343  11,538  9,663  1,976,544

株式契約 23,208  ̶  24,916  48,124  299,363  ̶  271,164  570,527

コモディティ契約 17,698  ̶  6,717  24,415  115,792  ̶  156,440  272,232

その他 376  ̶  ̶  376  5,179  ̶  ̶  5,179

会計上のヘッジとして
指定されていないデリ
バティブ合計

422,634  216,110  32,123  670,867  8,037,071  9,366,382  1,904,323  19,307,776

デリバティブ合計 $ 427,079  $ 217,169  $  32,123  $ 676,371  $8,090,757  $ 9,394,335  $1,904,323  $19,389,415

現金担保の相殺額 (58,541)  (4,654)  ̶  (63,195)  ̶  ̶  ̶  ̶

取引相手先の相殺額 (338,041)  (210,922)  (27,819)  (576,782)  ̶  ̶  ̶  ̶

デリバティブ資産合計 $  30,497  $   1,593  $   4,304  $  36,394  $8,090,757  $ 9,394,335  $1,904,323  $19,389,415
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 (百万ドル)

 2014年12月31日現在のデリバティブ負債

 公正価値  想定元本

 
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計  
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計

会計上のヘッジとして指定さ
れているデリバティブ：

               

金利契約 $    125  $     99  $     ̶  $      224  $    2,024  $   7,588  $       ̶  $   9,612

外国為替契約 5  1  ̶  6  1,491  121  ̶  1,612

会計上のヘッジとして
指定されているデリバ
ティブ合計

130  100  ̶  230  3,515  7,709  ̶  11,224

会計上のヘッジとして指定さ
れていないデリバティブ(2)：

               

金利契約 264,579  207,482  293  472,354  4,615,886  9,138,417  1,714,021  15,468,324

クレジット契約 28,165  3,944  ̶  32,109  714,181  154,054  ̶  868,235

外国為替契約 72,156  169  21  72,346  1,947,178  11,477  1,761  1,960,416

株式契約 30,061  ̶  25,511  55,572  339,884  ̶  302,205  642,089

コモディティ契約 14,740  ̶  6,783  21,523  93,019  ̶  132,136  225,155

その他 172  ̶  ̶  172  5,478  ̶  ̶  5,478

会計上のヘッジとして
指定されていないデリ
バティブ合計

409,873  211,595  32,608  654,076  7,715,626  9,303,948  2,150,123  19,169,697

デリバティブ合計 $ 410,003  $ 211,695  $  32,608  $ 654,306  $7,719,141  $ 9,311,657  $2,150,123  $19,180,921

現金担保の相殺額 (37,054)  (258)  ̶  (37,312)  ̶  ̶  ̶  ̶

取引相手先の相殺額 (338,041)  (210,922)  (27,819)  (576,782)  ̶  ̶  ̶  ̶

デリバティブ負債合計 $  34,908  $     515  $   4,789  $  40,212  $7,719,141  $ 9,311,657  $2,150,123  $19,180,921

                

(1) 金額には、一定の規制上の要求に従って、集中清算される店頭デリバティブが含まれる。

(2) 想定元本には、買建および売建の先物契約に関連する想定元本総額それぞれ6,850億ドルおよび11,220億ドルが含まれ

る。これらの先物契約に対する472百万ドルおよび21百万ドルの未決済の公正価値（上表から除外されている）は当社の

連結貸借対照表上、顧客債権およびその他の債権ならびに顧客債務およびその他の債務にそれぞれ含まれている。
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(百万ドル)

 2013年12月31日現在のデリバティブ資産

 公正価値  想定元本

 
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計  
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計

会計上のヘッジとして指定さ
れているデリバティブ：

               

金利契約 $   4,729  $     287  $      ̶  $   5,016  $  54,696  $  14,685  $        ̶  $  69,381

外国為替契約 236  ̶  ̶  236  6,694  ̶  ̶  6,694

会計上のヘッジとして
指定されているデリバ
ティブ合計

4,965  287  ̶  5,252  61,390  14,685  ̶  76,075

会計上のヘッジとして指定さ
れていないデリバティブ(2)：

               

金利契約 262,697  261,348  291  524,336  6,206,450  11,854,610  856,137  18,917,197

クレジット契約 39,054  5,292  ̶  44,346  1,244,004  240,781  ̶  1,484,785

外国為替契約 61,383  130  52  61,565  1,818,429  9,634  9,783  1,837,846

株式契約 26,104  ̶  28,001  54,105  294,524  ̶  437,842  732,366

コモディティ契約 10,106  ̶  3,265  13,371  144,981  ̶  139,433  284,414

その他 43  ̶  ̶  43  3,198  ̶  ̶  3,198

会計上のヘッジとして
指定されていないデリ
バティブ合計

399,387  266,770  31,609  697,766  9,711,586  12,105,025  1,443,195  23,259,806

デリバティブ合計 $ 404,352  $ 267,057  $  31,609  $ 703,018  $9,772,976  $12,119,710  $1,443,195  $23,335,881

現金担保の相殺額 (48,540)  (3,462)  ̶  (52,002)  ̶  ̶  ̶  ̶

取引相手先の相殺額 (329,919)  (262,957)  (25,673)  (618,549)  ̶  ̶  ̶  ̶

デリバティブ資産合計 $  25,893  $     638  $   5,936  $  32,467  $9,772,976  $12,119,710  $1,443,195  $23,335,881
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 (百万ドル)

 2013年12月31日現在のデリバティブ負債

 公正価値  想定元本

 
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計  
二者間の店頭
デリバティブ

 
清算店頭

デリバティブ
(1)

 
取引所売買
デリバティブ

 合計

会計上のヘッジとして指定さ
れているデリバティブ：

               

金利契約 $    570  $    614  $     ̶  $   1,184  $   2,642  $  12,667  $       ̶  $  15,309

外国為替契約 258  5  ̶  263  5,970  503  ̶  6,473

会計上のヘッジとして
指定されているデリバ
ティブ合計

828  619  ̶  1,447  8,612  13,170  ̶  21,782

会計上のヘッジとして指定さ
れていないデリバティブ(2)：

               

金利契約 244,906  261,011  228  506,145  6,035,757  11,954,325  1,067,894  19,057,976

クレジット契約 37,835  4,791  ̶  42,626  1,099,483  213,900  ̶  1,313,383

外国為替契約 61,635  138  23  61,796  1,897,400  10,505  3,106  1,911,011

株式契約 31,483  ̶  29,412  60,895  341,232  ̶  464,622  805,854

コモディティ契約 9,436  ̶  3,450  12,886  138,784  ̶  120,556  259,340

その他 76  ̶  ̶  76  4,659  ̶  ̶  4,659

会計上のヘッジとして
指定されていないデリ
バティブ合計

385,371  265,940  33,113  684,424  9,517,315  12,178,730  1,656,178  23,352,223

デリバティブ合計 $ 386,199  $ 266,559  $ 33,113  $ 685,871  $9,525,927  $12,191,900  $1,656,178  $23,374,005

現金担保の相殺額 (31,139)  (2,422)  ̶  (33,561)  ̶  ̶  ̶  ̶

取引相手先の相殺額 (329,920)  (262,956)  (25,673)  (618,549)  ̶  ̶  ̶  ̶

デリバティブ負債合計 $ 25,140  $  1,181  $  7,440  $ 33,761  $9,525,927  $12,191,900  $1,656,178  $23,374,005

                

(1) 金額には、一定の規制上の要求に従って、集中清算される店頭デリバティブが含まれる。

(2) 想定元本には、買建および売建の先物契約に関連する想定元本総額それぞれ4,260億ドルおよび7,290億ドルが含まれ

る。これらの先物契約に対する879百万ドルおよび27百万ドルの未決済の公正価値（上表から除外されている）は当社の

連結貸借対照表上、顧客債権およびその他の債権ならびに顧客債務およびその他の債務にそれぞれ含まれている。
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下表は、会計上のヘッジとして指定され、かつ適格であるデリバティブ商品について、2014年度、2013年度お

よび2012年度に計上された利益または損失の要約である。

 

公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブ

下表は、金利契約に関して当社の連結損益計算書上の支払利息に含められた、デリバティブ商品および関連す

るヘッジ対象ならびにヘッジの非有効部分について計上された利益（損失）を示したものである。

(百万ドル)

   認識された利益（損失）

商品の種類   2014年度  2013年度  2012年度

デリバティブ  $ 1,462  $(4,332)  $   29

借入債務  (173)  5,604  703

合計  $ 1,289  $ 1,272  $  732
　       

 

純投資ヘッジとして指定されたデリバティブ

(百万ドル)

  OCIに認識された利益(損失)(有効部分)

商品の種類   2014年度  2013年度  2012年度(1)

外国為替契約(2)  $ 606  $ 448  $ 102

合計  $ 606  $ 448  $ 102
　       

        

(1) 純投資ヘッジに関連する税引後利益77百万ドルは、2012年度においてその他の包括利益（「OCI」）から損益に組替え

られた。この金額は主に、一定のデリバティブ契約に係るヘッジ会計の誤った適用を原因とする、その他の包括利益累

計額に計上されていた金額の戻入に関連していた（詳細については上記を参照）。

(2) ヘッジ手段に係るフォワード・ポイントに関連した186百万ドル、154百万ドルおよび235百万ドルの損失はヘッジの有

効性テストから除外され、それぞれ2014年度、2013年度および2012年度の受取利息に認識された。
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下表は、2014年度、2013年度および2012年度における、会計上ヘッジとして指定されないデリバティブ商品に

よる利益（損失）の要約である。

(百万ドル)

 損益として認識された利益(損失) (1)(2)

商品の種類  2014年度  2013年度  2012年度

金利契約 $(1,549)  $  (608)  $ 2,930

クレジット契約 (142)  74  (722)

外国為替契約 1,597  4,546  (340)

株式契約 (3,027)  (9,193)  (1,794)

コモディティ契約 1,816  772  387

その他の契約 123  (90)  1

デリバティブ商品合計 $(1,182)  $(4,499)  $  462
　      

 
 

(1) ヘッジとして指定されないデリバティブ契約による利益(損失)は主に当社の連結損益計算書のトレーディング収益に含

まれている。

(2) 現物で決済された一定のデリバティブ契約に関連する利益(損失)は上表から除外されている。これらの契約による利益

(損失)は関連する現物商品に関連して反映されている。当該現物商品もまた、当社の連結損益計算書のトレーディング

収益に含まれている。

 

さらに当社は、関連する仕組債と区分処理されている一定の組込デリバティブを保有している。これらのデリバ

ティブは長期借入債務に分類されており、2014年12月31日および2013年12月31日現在の正味公正価値はそれぞれ10

百万ドルおよび32百万ドル、2014年12月31日および2013年12月31日現在の想定元本はそれぞれ2,069百万ドルおよ

び2,140百万ドルである。当社は、2014年度、2013年度および2012年度において、区分処理した組込デリバティブ

の公正価値の変動に関連して、それぞれ22百万ドルの損失、27百万ドルの損失および12百万ドルの利益を認識し

た。

2014年12月31日および2013年12月31日現在、受け取った現金担保に関連する支払債務でデリバティブ資産から控

除されているものの金額は、それぞれ632億ドルおよび520億ドルであった。支払われた現金担保に関連する受取債

権でデリバティブ負債から控除されているものの金額は、それぞれ373億ドルおよび336億ドルであった。現金担保

受取債権および支払債務のうち、2014年12月31日現在それぞれ21百万ドルおよび30百万ドル、2013年12月31日現在

それぞれ10百万ドルおよび13百万ドルは、デリバティブの定義に合致しない一定の契約と相殺されなかった。
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信用リスクに関する偶発事象

一定の店頭トレーディング契約に関連して、当社は、信用格付の引き下げがあった場合には、一定の取引相手先

に対する追加担保の提供や未履行債務残高の即時決済を要求される可能性がある。2014年12月31日現在、信用リス

クに関連した偶発的特徴を含んでいる店頭デリバティブ契約で純負債ポジションにあるものの公正価値総額は合計

29,543百万ドルであり、当社はこれに対し、通常の事業の過程において24,802百万ドルの担保を差し入れた。将来

信用格付が引き下げられた場合に要求される可能性のある追加担保または解約支払金は、契約ごとに異なり、ムー

ディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下「ムーディーズ」という。）およびスタンダード・アンド・

プアーズ・レーティング・サービス（以下「S&P」という。）のいずれかまたは双方による格付に基づくことがあ

る。2014年12月31日現在、このような店頭トレーディング契約について、関連する契約上の格付引下げ要因に基づ

き格付けが１ノッチまたは２ノッチ引き下げられた場合に、相手先または取引所および清算機関から要求される可

能性のある潜在的な担保金額または解約支払金は、それぞれ1,708百万ドルおよび追加額2,758百万ドルであった。

2014年12月31日現在、これらの金額の内3,195百万ドルは、一方の当事者の格付が引き下げられた場合には、その

引き下げられた当事者が他方の当事者に追加の担保を差し入れなければならないという、当社と他の当事者との双

務契約に関連している。これらの格付引下げに係る双務契約は、相手先の格付が引き下げられた場合に信用エクス

ポージャーが縮小されるため、当社が幅広く使用しているリスク管理ツールである。

 

クレジット・デリバティブおよびその他のクレジット契約

当社は主にクレジット・デフォルト・スワップを通じてクレジット・デリバティブを締結しており、これらの下

で特定の参照事業体によって発行された一連の債券に係る債務不履行リスクに対するプロテクションを受け取るか

または提供している。当社の相手先の大多数は銀行、ブローカー・ディーラー、保険およびその他の金融機関、な

らびにモノライン保険業者である。
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下表は、クレジット・デフォルト・スワップを通じて売却したプロテクションおよび購入したプロテクションに

関する2014年12月31日および2013年12月31日現在の想定元本および公正価値を要約したものである。

(百万ドル)

 2014年12月31日現在

 最大支払見込額／想定元本

 売却したプロテクション  購入したプロテクション

 想定元本  
公正価値

(資産)/負債
 想定元本  

公正価値
(資産)/負債

個別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップ $ 535,415  $  (2,479) $ 509,872  $  1,641

指数およびバスケット・クレジット・デフォルト・
スワップ

276,465  (1,777) 229,789  1,563

トランシェに分割した指数およびバスケット・
クレジット・デフォルト・スワップ

96,182  (2,355) 194,343  3,334

合計 $ 908,062  $  (6,611) $ 934,004  $  6,538
　        

 

 (百万ドル)

 2013年12月31日現在

 最大支払見込額／想定元本

 売却したプロテクション  購入したプロテクション

 想定元本  
公正価値

(資産)/負債
 想定元本  

公正価値
(資産)/負債

個別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップ $ 799,838  $  (9,349) $ 758,536  $  8,564

指数およびバスケット・クレジット・デフォルト・
スワップ

454,355  (3,756) 361,961  2,827

トランシェに分割した指数およびバスケット・
クレジット・デフォルト・スワップ

146,597  (3,889) 276,881  3,883

合計 $1,400,790  $ (16,994) $1,397,378  $ 15,274
　        

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

337/611



下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在のクレジット・デフォルト・スワップおよびその他のクレ

ジット契約を通じて売却したプロテクションの信用格付および残存期間を要約したものである。

(百万ドル)

  2014年12月31日現在

  最大支払見込額／想定元本   

  残存期間  公正価値

参照債務の信用格付  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超  合計  
(資産)/

負債(1)(2)
個別銘柄のクレジット・デ
フォルト・スワップ：

            

AAA  $ 2,385  $ 9,400  $  6,147  $   692  $ 18,624  $  (113)

AA  9,080  23,701  14,769  3,318  50,868  (688)

A  22,861  52,291  22,083  2,944  100,179  (1,962)

BBB  48,547  114,384  60,629  13,536  237,096  (1,489)

非投資適格  29,857  66,066  29,011  3,714  128,648  1,773

合計  112,730  265,842  132,639  24,204  535,415  (2,479)

指数およびバスケット・クレ
ジット・デフォルト・スワッ
プ(3)：

            

AAA  17,625  31,124  7,265  1,883  57,897  (985)

AA  704  6,512  716  2,864  10,796  (270)

A  1,283  6,841  10,154  30  18,308  (465)

BBB  30,265  40,575  60,141  7,730  138,711  (2,904)

非投資適格  25,750  88,105  22,971  10,109  146,935  492

合計  75,627  173,157  101,247  22,616  372,647  (4,132)

売却されたクレジット・デ
フォルト・スワップ合計

 $188,357  $438,999  $233,886  $ 46,820  $ 908,062  $ (6,611)

その他のクレジット契約(4)
(5)

 $    51  $   539  $     1  $   620  $   1,211  $  (500)

クレジット・デリバティブお
よびその他のクレジット契約
合計

 $188,408  $439,538  $233,887  $ 47,440  $ 909,273  $ (7,111)

　             

             

(1) 公正価値の金額は、現金担保または取引相手先の相殺前の総額ベースで表示されている。

(2) 当社がプロテクションを売却した一定のクレジット・デフォルト・スワップの公正価値の金額は、基礎となる参照事業

体の信用スプレッドが契約期間中に縮小したことにより資産としての帳簿価額となっている。

(3) 信用格付は、内部で計算されている。

(4) その他のクレジット契約には、複合商品とされるCLN、CDOおよびクレジット・デフォルト・スワップが含まれている。

(5) 公正価値の金額は、複合商品の公正価値を表している。
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(百万ドル)

  2013年12月31日現在

  最大支払見込額／想定元本   

  残存期間  公正価値

参照債務の信用格付  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超  合計  
(資産)/

負債(1)(2)
個別銘柄のクレジット・デ
フォルト・スワップ：

            

AAA  $ 1,546  $ 8,661  $ 12,128  $ 1,282  $ 23,617  $  (145)

AA  9,443  24,158  25,310  4,317  63,228  (845)

A  45,663  53,755  44,428  4,666  148,512  (2,704)

BBB  103,143  122,382  112,950  20,491  358,966  (4,294)

非投資適格  60,254  77,393  61,088  6,780  205,515  (1,361)

合計  220,049  286,349  255,904  37,536  799,838  (9,349)

指数およびバスケット・クレ
ジット・デフォルト・スワッ
プ(3)：

            

AAA  14,890  40,522  30,613  2,184  88,209  (1,679)

AA  3,751  4,127  4,593  6,006  18,477  (275)

A  2,064  2,263  11,633  36  15,996  (418)

BBB  5,974  29,709  74,982  3,847  114,512  (2,220)

非投資適格  67,108  157,149  122,516  16,985  363,758  (3,053)

合計  93,787  233,770  244,337  29,058  600,952  (7,645)

売却されたクレジット・デ
フォルト・スワップ合計

 $313,836  $520,119  $500,241  $ 66,594  $1,400,790  $(16,994)

その他のクレジット契約(4)
(5)

 $    75  $   441  $   529  $   816  $   1,861  $  (457)

クレジット・デリバティブお
よびその他のクレジット契約
合計

 $313,911  $520,560  $500,770  $ 67,410  $1,402,651  $(17,451)

　             

             

(1) 公正価値の金額は、現金担保または取引相手先の相殺前の総額ベースで表示されている。

(2) 当社がプロテクションを売却した一定のクレジット・デフォルト・スワップの公正価値の金額は、基礎となる参照事業

体の信用スプレッドが契約期間中に縮小したことにより資産としての帳簿価額となっている。

(3) 信用格付は、内部で計算されている。

(4) その他のクレジット契約には、複合商品とされるCLN、CDOおよびクレジット・デフォルト・スワップが含まれている。

(5) 公正価値の金額は、複合商品の公正価値を表している。
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個別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップ

クレジット・デフォルト・スワップは発行者による債務不履行があった場合に債券またはローンの元本損失か

ら買い手を保護する。プロテクションの買い手は、契約期間にわたって定期的（通常は四半期ごと）にプレミア

ムを支払い、当該期間の間保護される。それに対して当社は、契約に定義される信用事由が生じた場合には、ク

レジット・デフォルト・スワップに基づく契約の履行が必要となる。典型的な信用事由には、参照事業体の破

産、解散または支払不能、参照事業体の支払不履行および債務の条件緩和が含まれる。クレジット・デフォル

ト・スワップの現在の支払状況または履行リスクを示すために、クレジット・デフォルト・スワップの基礎とな

る参照事業体に対する外部信用格付が開示されている。

 

指数およびバスケット・クレジット・デフォルト・スワップ

指数およびバスケット・クレジット・デフォルト・スワップは、基礎となるバスケットまたは個別銘柄のクレ

ジット・デフォルト・スワップのポートフォリオを通じて、複数銘柄を参照するクレジット・デフォルト・ス

ワップである。通常、基礎となる企業の１つに債務不履行が発生した場合、当社は、クレジット・デフォルトの

指数またはバスケット契約の想定元本総額に比例した一定割合を支払わなければならない。これらのクレジッ

ト・デフォルト・スワップの現在の支払状況または履行リスクを示すために、バスケットまたは指数を構成す

る、基礎となる参照事業体の加重平均ベースでの外部信用格付が算定および開示されている。

当社はまた、提供されるクレジット・プロテクションがトランチング技術の適用に基づく指数およびバスケッ

ト・クレジット・デフォルト・スワップを締結している。トランシェに分割された取引において、指数またはバ

スケットの信用リスクは、資本構成の様々な一部へと異なる劣後レベルで分けられる。最も下位のトランシェは

最初の債務不履行をカバーし、損失が当該トランシェの想定額を超過した場合には、資本構成において次に最も

上位にあるトランシェへと移される。

外部信用格付が入手できない場合、信用格付は、内部の手法に基づいて決定される。

 

CLNおよびCDOを通じて売却されたクレジット・プロテクション

当社は、CLNおよびCDOに投資している。CLNおよびCDOは、組込デリバティブを含んだ複合商品であり、クレ

ジット・プロテクションが債券発行者に売却されている。当該商品の基礎となる参照事業体の信用事由が発生し

た場合、債券の元本残高は、当社に全額返済されない可能性がある。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

340/611



同一の基礎的参照債務を有する購入したクレジット・プロテクション

個別銘柄のクレジット・デフォルト・スワップ、ならびにトランシェに分割されない指数およびバスケット・

クレジット・デフォルト・スワップに関して、2014年12月31日および2013年12月31日現在、当社は想定元本それ

ぞれ約7,310億ドルおよび1兆1,160億ドルのプロテクションを購入しており、一方で、2014年12月31日および

2013年12月31日現在、同一の基礎的参照債務に係る想定元本それぞれ約8,050億ドルおよび1兆2,520億ドルのク

レジット・プロテクションを売却している。同一の基礎的参照債務を有する購入したプロテクションを識別する

ために、トランシェに分割されない指数およびバスケット内の個々の参照債務の想定元本は、按分計算により決

定しており、同一の基礎的参照債務に係るクレジット・プロテクションが売却された場合における個別銘柄なら

びにトランシェに分割されない指数およびバスケット・クレジット・デフォルト・スワップへと対応付けてい

る。

クレジット・プロテクションの購入は、当社がクレジット・デリバティブのエクスポージャーのリスクを管理

する唯一の方法ではない。当社は、様々なリスク軽減戦略を通じてこれらのデリバティブ契約のエクスポー

ジャーを管理しており、当該戦略には、個別銘柄、トランシェに分割されない指数およびバスケット、トラン

シェに分割された指数およびバスケット、ならびに現物ポジションの全体にわたる信用および相関リスクの管理

が含まれる。クレジット・デリバティブに関する市場リスク合計の上限が設定され、これらの上限に対する市場

リスクの測定は定期的に監視されている。当社はまた、クレジット・プロテクションが売却されたクレジット・

デフォルト・スワップに基づいて当社に引き渡された基礎的参照債務の金額を回収する場合がある。
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13　コミットメント、保証および偶発債務

コミットメント

2014年12月31日現在における担保要件を満たすために入手された信用状の残高およびその他の財務保証、投資

業務、企業向け貸付および財務取決めならびにモーゲージ貸付に関する当社のコミットメントは、満期別に以下

のように要約される。これらの手段に関連するコミットメントは未使用のまま満了する可能性があるため、表示

された金額は必ずしも実際に将来必要とされる資金額を反映しているわけではない。

(百万ドル)

  残存期間   

  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超  
合計

2014年12月31日
現在

担保要件を満たすために入手さ
れた信用状およびその他の財務
保証

 $    457  $      1  $       ̶  $      2  $     460

投資業務  511  82  24  446  1,063

一次貸付コミットメント－投資
適格(1)

 8,507  14,874  35,850  1,437  60,668

一次貸付コミットメント－非投
資適格(1)

 1,101  5,148  13,062  2,051  21,362

二次貸付コミットメント(2)  1  32  38  116  187

担保付貸付取引に関するコミッ
トメント

 1,194  534  181  919  2,828

フォワード・スタート・リバー
ス・レポ契約および有価証券借
入契約(3)(4)

 42,033  ̶  ̶  ̶  42,033

商業用および住宅用モーゲージ
関連コミットメント

 7  444  528  329  1,308

引受コミットメント  290  ̶  ̶  ̶  290

その他の貸付コミットメント  4,284  1,089  364  98  5,835

合計  $ 58,385  $ 22,204  $ 50,047  $  5,398  $ 136,034
　           

            

(1) 合計金額には、2014年12月31日現在で投資目的保有として会計処理された、499億ドルの投資適格および130億ドルの非

投資適格の未実行コミットメント、ならびに売却目的保有として会計処理された、84億ドルの投資適格および74億ドル

の非投資適格の未実行コミットメントが含まれている。これらの貸付コミットメントの残りの部分は公正価値で計上さ

れている。

(2) これらのコミットメントは、当社の連結貸借対照表上、トレーディング資産およびトレーディング負債に公正価値で計

上されている（注記４参照）。

(3) 当社は、フォワード・スタート・リバース・レポ契約および有価証券借入契約（2014年12月31日以前の日を約定日と

し、期末後に決済する契約）を締結している。当該契約には主として米国政府機関債および米国以外の国債が担保とし

て付されている。これらの契約は主として３営業日以内に決済されるものであり、2014年12月31日現在の金額のうち、

412億ドルが３営業日以内に決済された。

(4) 当社はまた、当社が一定の取引を決済する決済機関に資金供給する偶発債務を有している。この資金供給は決済機関の

会員の債務不履行時にのみ要求される。この資金供給は、リバース・レポによる与信枠の形式をとり、その最大金額は

約５億ドルである。
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担保要件を満たすために入手された信用状およびその他の財務保証

当社は、第三者の銀行によって当社の一定の取引相手先に対して発行された、信用状およびその他の財務保証

の残高を有している。当社は、主として、借入れた有価証券およびコモディティに係わる担保を提供するため、

ならびに、これらの取引相手先への現金または有価証券の預託に代えて様々な委託保証金の必要性を満たすため

に使用される、これらの信用状およびその他の財務保証に関して偶発的義務を負っている。

 

投資業務

当社は、不動産、未公開株式およびオルタナティブ商品を含む自己勘定投資業務に関連するコミットメントを

締結している。

 

貸付コミットメント

一次貸付コミットメントは当社が組成するものであり、二次貸付コミットメントは市場で第三者から購入する

ものである。当該コミットメントは、企業向け貸付およびその他の事業活動に関連して、投資適格および非投資

適格企業に対して供与される貸付コミットメントを含んでいる。

 

担保付貸付取引に関するコミットメント

担保付貸付コミットメントは、当社が企業に供与するものであり、借り手の不動産またはその他の現物資産に

よって担保されている。これらの契約に基づき実行されたローンは通常は変動利付であり、一般に借り手の信用

度に基づき超過担保が設定されている。

 

フォワード・スタート・リバース・レポ契約

当社は、フォワード・スタート売戻条件付購入有価証券契約（2014年12月31日以前の日を約定日とし、期末後

に決済する契約）を締結している。当該契約には主として米国政府機関債および米国以外の国債が担保として付

されている。

 

商業用および住宅用モーゲージ関連コミットメント

当社は、住宅用モーゲージ・ローンを含む先渡購入契約、個人に対する住宅用モーゲージ貸付コミットメント

および住宅担保信用枠を締結している。さらに、当社は、商業用および住宅用モーゲージ・ローンを組成するコ

ミットメントを締結している。

 

引受コミットメント

当社は、資金調達源に関連した引受コミットメントを様々な企業グループおよびその他の機関投資家顧客に対

して提供している。
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その他の貸付コミットメント

その他のコミットメントには、全般的に、当社のウェルス・マネジメント事業セグメントに関連した小規模事

業に対する商業用貸付コミットメントおよび有価証券貸付業務に関連するコミットメントが含まれている。

 

当社は、いくつかの第三者投資家向けの非連結投資ファンドのスポンサーとなっており、通常、これらのファ

ンドのゼネラル・パートナーおよび投資顧問としての役割を果たすと共に、通常かかるファンドの資本の大部分

を拠出する第三者投資家と共にその資本の少数の一部に出資することを約している。当社の上席役員を含む従業

員および当社の取締役は、当社が主に顧客投資向けに組成するこれらのファンドの一部に参加することができ、

その際には、従業員に対して適用される手数料および料金を当社が放棄または減額する場合があることを除き、

その他の投資家と同じ条件に従う。当社は、これらの投資ファンドに関して、契約上の資本コミットメント、保

証、貸付枠および取引相手先との取決めを有している。

 

建物および設備

当社は、事務所および設備について解約不能オペレーティング・リース契約を有している（別途開示されるコ

モディティのオペレーティング・リースを除く）。2014年12月31日現在、当該リース契約に関する将来の最低約

定賃借料（主に事務所に関し、転貸収入控除後）は、以下のとおりである。

 
(百万ドル)

年度
建物の

オペレーティング・
リース

2015年度 $  599

2016年度 601

2017年度 558

2018年度 465

2019年度 382

それ以降 2,588

 

解約不能オペレーディング・サブリース（転貸）に基づき将来受け取る最低賃貸料の合計は、2014年12月31日

現在76百万ドルであった。

不動産リース契約には通常、基本賃借料のほかに、固定資産税評価額やその他の費用の増加に伴う賃借料およ

び運営費用の増加条項が含まれている。2014年度、2013年度および2012年度の転貸収入控除後の賃借費用総額

は、それぞれ715百万ドル、742百万ドルおよび765百万ドルであった。
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コモディティ業務に関連して、当社は、原油および精製品の貯蔵所ならびに船舶の用船に係るオペレーティン

グ・リース契約を締結している。2014年12月31日現在、当該リース契約に関する将来の最低約定賃借料は、以下

のとおりである。

(百万ドル)

年度
設備の

オペレーティング・
リース

2015年度 $  204

2016年度 104

2017年度 96

2018年度 90

2019年度 55

それ以降 61

 

保証

下表は、2014年12月31日現在の当社の保証契約に基づく義務に関する一定の情報を要約したものである。

(百万ドル)

  最大支払見込額／想定元本     

  残存期間    帳簿価額   

保証の種類  １年未満  １－３年  ３－５年  ５年超  合計  
(資産)/
負債

 
担保／
求償権

クレジット・デリバ
ティブ契約(1)

 $ 188,357  $ 438,999  $ 233,886  $  46,820  $ 908,062  $  (6,611) $     ̶

その他のクレジット
契約

 51  539  1  620  1,211  (500) ̶

非クレジット・デリ
バティブ契約(1)

 1,386,044  713,180  269,632  517,968  2,886,824  81,021  ̶

発行済スタンドバイ
信用状およびその他
の財務保証(2)

 607  1,102  1,056  5,792  8,557  (223) 6,434

市場価額保証  28  426  125  104  683  5  88

流動性枠  2,507  ̶  ̶  ̶  2,507  (4) 3,779

ホール・ローン売却
の保証

 ̶  ̶  ̶  23,605  23,605  9  ̶

証券化の事実表明お
よび保証

 ̶  ̶  ̶  65,520  65,520  98  ̶

ゼネラル・パート
ナー保証

 72  ̶  58  352  482  71  ̶

               

(1) デリバティブ契約の帳簿価額は、現金担保または取引相手先の相殺前の総額ベースで表示されている。デリバティブ契

約の詳細については、注記12を参照。

(2) スタンドバイ信用状約21億ドルは、「コミットメント」の上表の一次および二次貸付コミットメントにも反映されてい

る。スタンドバイ信用状は、当社の連結貸借対照表上、トレーディング資産またはトレーディング負債に公正価値で計

上されている。
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当社は、被保証人の資産、負債または株式に関連して、基礎指標（金利や為替、証券やコモディティの相場、

指数または所定の事象の発生もしくは未発生）の変動に基づき、保証人に対して被保証人への支払を偶発的に求

める契約および補償契約を含む、一定の保証の取決めに基づく義務を負っている。また、保証には、他の事業体

による契約の不履行および他者の債務の間接保証に基づき、偶発的に保証人に対して被保証人への支払を求める

契約も含まれている。当社の使用する保証の種類毎の内容は、以下のとおりである。

 

デリバティブ契約

一定の売建オプション、条件付先渡契約およびクレジット・デフォルト・スワップを含む一定のデリバティブ

契約は、保証についての会計上の定義に当てはまる（当社が相手先に売却しているクレジット・プロテクション

に係るクレジット・デリバティブについては注記12を参照）。当社のデリバティブの取決めでは、デリバティブ

の相手先が原資産、負債または株式を保持するか否かは明示していないが、当社は会計上の保証の定義に該当し

うるすべてのデリバティブ契約に関する情報を開示している。売建金利キャップおよび売建通貨オプション等の

一定のデリバティブ契約に係る最大支払見込額は、将来の金利または為替相場の上昇が無制限となりうるため、

見積もることができない。従って、一定のデリバティブ契約に基づき当社が要求されうる将来の最大支払見込額

に関する情報を提供するために、当該契約の想定元本を開示している。特定の状況においては、保証の定義を満

たす契約に関して当社が担保を保有する場合がある。当社は通常、相手先ごとの担保条件を、担保が様々な取引

および商品をカバーし、個々の契約に個別に割り当てられないように設定している。さらに、当社は、デリバ

ティブ契約に基づいて当社に引き渡された原資産に関連する金額を回収する場合がある。

当社はすべてのデリバティブ契約を公正価値で計上している。市場リスク限度枠の総額が設定されており、こ

れらの限度枠に対する市場リスクの水準は定期的に監視されている。当社はまた、これらのデリバティブ契約に

対するエクスポージャーを、相殺関係にある経済的ヘッジ・ポジションの設定などを含む種々のリスク軽減戦略

を通して管理している。当社は、デリバティブ契約の想定元本は一般にそのエクスポージャーを上回る金額であ

ると考えている。

 

発行済スタンドバイ信用状およびその他の財務保証

企業向け貸付事業およびその他企業向け業務に関連して、当社はスタンドバイ信用状およびその他の財務保証

を取引相手先に提供している。当該取決めは、取引相手先が借入契約に基づく債務やその他の契約義務を履行し

なかった場合に、第三者に対して支払を行う義務を表す。当社のスタンドバイ信用状の大部分は、投資適格の取

引相手先のために提供されている。
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市場価額保証

市場価額保証は、一定のアフォーダブル住宅税額控除ファンドの投資家に対する所定利回りの適時の支払を保

証するために発行されている。これらの保証は、投資家のファンドへの出資額ならびにファンドによって発生す

ると予想される税務上の損失および税額控除に対する投資家の持分を支払うように設定されている。当社はま

た、随時、ファンドの投資家に対して投資された元本の返済を保証しており、これには潜在的に所定利回りが含

まれている。

 

流動性枠

当社は、SPEおよびその他の相手先との間に流動性枠契約を締結しており、それにより、損失または不履行の

発生時に当社が一定の支払を行うことを要求される。当社は、主として、地方債の証券化SPEおよび単独の地方

債で、これらのSPEによって発行された受益持分の保有者または個々の当該債券の保有者が、それぞれ特定の日

に特定の価格でその持分を当社が買い取るよう申し出る権利を有しているものに対して、流動性供給者としての

役割を果たしている。当該流動性枠に基づき支払が要求される場合には、多くの場合、当社はSPEが保有する原

資産に対する求償権を有しており、また、信託のスポンサーとの間の回収または求償条項を有している。SPEに

おける原資産は主としてすべて投資適格である。テンダー・オプション地方債信託に対して提供された流動性枠

は、デリバティブに分類されている。

 

ホール・ローン売却の保証

当社は、一定のホール・ローン売却に関連して事実表明および保証を行っており、またその他に当該事実表明

および保証に対して責任を負うことに合意している。一定の状況下において、そのような事実表明および保証に

違反した場合、当社は資産の買戻しや当該資産に関連して別途支払を要求されうる。そのような事実表明および

保証に関連する当社の最大支払見込額は、当該ローンの現在の未払元本残高（以下「UPB」という。）と等し

い。当社が現在のUPBに関する情報を有するのは、当社が当該ローンの回収サービスを行っている場合のみであ

る。上表に含まれる最大支払見込額の236億ドルには、把握されている現在のUPB（47億ドル）および現在のUPB

が不明のものに係る売却時点のUPB（189億ドル）が含まれている。これらの事実表明および保証の対象であるす

べてのローンの売却時点のUPBは約449億ドルであった。関連する負債は、主に連邦抵当貸付機関に対するローン

の売却に関連している。
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証券化の事実表明および保証

当社は、法人・機関投資家向け証券事業セグメントの証券化および関連活動の一環として、当社がスポンサー

である証券化取引で譲渡された一定の資産に関する事実表明および保証を行っており、またその他に当該事実表

明および保証に対して責任を負うことに合意している。事実表明および保証を行う場合の範囲および性質は、証

券化ごとに異なる。一定の状況下において、そのような事実表明および保証に違反した場合、当社は資産の買戻

しや当該資産に関連して別途支払を要求されうる。当社が要求されうる将来の最大支払見込額は、そのような事

実表明および保証の違反の対象である資産の現在の残高または関連する損失と同額となる。上表に含まれる最大

支払見込額には、把握されている現在のUPBおよび現在のUPBが不明のものに係る売却時点のUPBが含まれてい

る。

2004年から2014年の間に、当社は、主に2014年12月31日現在で未払残高のある米国の住宅用ローンを含む約

1,480億ドルのRMBSのスポンサーとなっている。その金額のうち、当社は約470億ドルのローンに関する事実表明

および保証を行っており、約210億ドルのローンに関して第三者売主（現在、それらの多くは支払不能となって

いる。）が行った事実表明および保証に対して責任を負うことに合意した。2014年12月31日現在、当社はこれら

の住宅用モーゲージに関連して行った事実表明および保証への違反による支払義務に係る98百万ドルを当社の連

結財務諸表に計上していた。2014年12月31日現在、これらの事実表明および保証の対象であるすべての住宅用資

産に係る現在のUPBは約155億ドルであり、米国のRMBSに関連する累積損失は約141億ドルであった。当社は、当

該期間中に証券化した住宅用ローン約799億ドルに関しては事実表明および保証を行っておらず、また第三者売

主が行った事実表明および保証に対して責任を負うことにも同意しなかった。

また当社は、CMBSにおいて証券化した一定の商業用モーゲージ・ローンのオリジネーターとしての役割に関連

して事実表明および保証を行った。2004年から2014年の間に、当社は、当社がスポンサーとなっており、2014年

12月31日現在で未払残高のあるCMBSに組み入れられている米国および米国以外の商業用モーゲージ・ローンをそ

れぞれ約560億ドルおよび70億ドル組成した。2014年12月31日現在、当社は、これらの商業用モーゲージに関連

して行った事実表明および保証への違反による支払義務に対する引当金を当社の連結財務諸表に計上していな

かった。2014年12月31日現在、これらの事実表明および保証の対象であるすべての米国商業用モーゲージ・ロー

ンに対する現在のUPBは、337億ドルである。米国以外の商業用モーゲージ・ローンについては、上表に含まれる

最大支払見込額には、把握されている現在のUPB18億ドルおよび現在のUPBが不明のものに係る売却時点のUPB４

億ドルが含まれている。

 

ゼネラル・パートナーの保証

一定のプライベートエクイティおよび不動産パートナーシップのゼネラル・パートナーとして、当社はパート

ナーシップ契約条項に基づきパートナーシップから一定の運用収益目標の達成に関連して一定の分配を受けてい

る。当社は随時、リミテッド・パートナーが各種パートナーシップ契約に規定する一定の収益を達成しない場合

に、一定の制限下で、当該分配金の全部または一部をリミテッド・パートナーに返還することを要求されうる。
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その他の保証および補償

通常の営業過程において、当社は、各種の商業用取引において保証および補償を供与している。通常これらの

供与は標準的な契約条件による。これらの保証および補償の一部は以下のとおりである。

 

・信託優先証券

当社は、第三者に対して信託優先証券を発行し、その発行収入を下位劣後債との交換で当社に貸し付けること

を限定的な目的として、モルガン・スタンレー・キャピタル・トラストを設立した。モルガン・スタンレー・

キャピタル・トラストは特別目的事業体であり、親会社のみが当該信託優先証券に対して保証を提供する。当社

は当該信託優先証券の条件に従って、信託優先証券の保有者に対する返済を直接保証している。当社の下位劣後

債の詳細については、注記11を参照。

 

・補償

当社は取引相手先に対して、デリバティブ、有価証券および株券貸借取引、一定の年金商品ならびにその他の

財務的取決めに係る利息その他の支払金に係る、一定の偶発的エクスポージャーならびに米国および国外源泉税

を含む税金に関して標準的な補償を提供している。これらの補償金の支払は、税法改正や該当する税務通達の解

釈の修正、あるいは実際の状況の変化に応じて要求されうる。一定の契約においては、当該事由の発生時に当社

が契約を終了できる旨の条項が含まれている。これらの補償により当社が要求されうる将来の最大支払見込額は

見積もることができない。

 

・取引所／決済機関の会員保証

当社は、証券および／またはデリバティブ契約の取引および決済を行う米国内外の各種取引所および決済機関

の会員である。これらの会員資格に関連して、当社は取引所または決済機関に対して債務不履行となった他の会

員の金銭債務の比例按分額を支払うことが要求されうる。取引所または決済機関ごとに会員に適用される規則は

異なるが、一般に当社の保証債務が生じるのは、取引所または決済機関が先にすべての資金を充当した場合にお

いてのみである。さらに一部の決済機関の規則では、保証基金出資金および当初証拠金の決済機関による投資か

ら生じる損失、ならびに決済機関会員の債務不履行に関連性がないその他の損失が、決済機関がかかる目的で配

分した特定資金額を上回る場合に、当該損失の比例按分額を会員が引き受ける旨が規定されている。これらの規

則に基づく潜在的な最大支払見込額は見積もることができない。当社は連結財務諸表上にこれらの契約に係る偶

発債務を計上しておらず、これらの契約に基づく支払が必要となる可能性は低いと考えている。
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・合併・買収に係る保証

当社は随時、投資銀行業務アドバイザーとしての役割において、欧州における一定の合併・買収取引に関連し

た保証の提供を求められることがある。規制当局からの要求があった場合には、当社は合併・買収取引の買収企

業が取引の完了のために十分な資金を持つことについて保証を提供しており、取引完了日において買収企業の資

金が不十分であった場合には、当社が買収金額を支払う必要がある。これらの取決めは一般に、取引の提示日か

ら完了日までの期間にわたり有効であるため、通常は短期のものである。当社が要求される可能性のある将来の

最大支払見込額を見積もることはできない。当社は、その投資銀行業務アドバイザーとしての役割に関連する

デュー・ディリジェンスのレベルを鑑みると、当社がこれらの取決めに基づき支払を行う可能性は低いと考えて

いる。

 

通常の営業過程において、当社は一定の子会社の債務および／または一定のトレーディング債務（デリバティ

ブ、外国為替契約および現物コモディティの決済に関連する債務を含む）を保証している。これらの保証は通

常、事業体または商品に特有のものであり、投資家またはトレーディングの取引相手先によって要求される。こ

れらの保証の対象となっている子会社の業務（関連する債務またはトレーディング債務を含む）は、当社の連結

財務諸表に含まれている。

 

偶発事象

訴訟

当社は随時、通常の営業過程において、グローバルな総合金融サービス機関としての活動に関連して発生する

仲裁、集団訴訟およびその他の訴訟を含む、さまざまな法的措置において被告とされている。実際に提起された

か、または提起される恐れのある一部の法的措置には、多額の補償的・懲罰的損害賠償の請求や不特定額の損害

賠償の請求も含まれる。訴訟によっては、当該訴訟で主たる被告の立場にあったはずの事業体が破綻もしくは財

政難に陥っている場合もある。これらの訴訟には、住宅モーゲージおよび信用危機に関連した事案が含まれる

が、これらに限定されない。過去数年間において、金融サービス業界では政府および自主規制機関による公式お

よび非公式の訴訟および調査手続きが著しく増加している。そのため、当社が損害賠償およびその他の救済の請

求にさらされる可能性が高まるものと予想される。当社は以下に重大な損害の発生の可能性が合理的に見込ま

れ、かつ損害額を合理的に見積もることが可能と当社が考えるすべての個々の法的手続きを識別したが、申し立

てられていない請求、あるいは発生の蓋然性や可能性があり損失が合理的に見積もり可能な請求との判断に至っ

ていない請求から重大な損失が発生しないという保証はない。

当社は係属中の各事案において、場合に応じて責任および／または損害賠償金額について異議を申し立ててい

る。入手可能な情報により連結財務諸表日現在で負債が発生している可能性が高いことが示され、かつ当該損失

金額を当社が合理的に見積もることができる場合には、当社は損失見積額を損益計算書に費用計上している。当

社を含むグローバル金融サービス会社に影響を及ぼす政府の調査および民事訴訟に関する現在の状況を鑑み、当

社は、将来の訴訟に対する引当金は全体的として増加し続けるとともに、引当金の増減額は各期ごとに著しく変

動すると見込んでいる。
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当社は、2014年、2013年および2012年に、それぞれ3,411百万ドル、1,952百万ドルおよび513百万ドルの訴訟

費用を計上した。2014年度に発生した訴訟費用は主に、米国司法省の民事局およびカリフォルニア州北部地区連

邦検察局の民事局（以下「民事局等」と総称する。）が当社を相手取り訴状を提出する意向を示唆していた一定

の請求の和解に向け、2,600百万ドルを支払う旨の民事局等との基本合意に関連する引当金の増加、および金融

詐欺対策タスクフォースのRMBS作業部会の他のメンバーが当社を相手取り訴状を提出する意向を示唆していた一

定の請求に関連する引当金によるものである。2013年度に発生した訴訟費用は、主に様々な事案に関連する和解

および引当金の増加によるもの（主に、「財産管理人としての米連邦住宅金融局対モルガン・スタンレーほか」

と題する訴訟を1,250百万ドルで和解した当社の2014年２月７日付合意、一定のサブプライムRMBS取引に関連す

る調査を275百万ドルで解決した合衆国証券取引委員会（以下「SEC」という。）法執行部スタッフと当社の2014

年１月30日付基本合意が含まれる。）である。

しかしながら多くの手続きおよび調査において、損失発生の蓋然性が高いかどうかはもとより可能性があるか

どうかの判断や損失額の見積もりは、本来的に困難である。加えて、損失が発生する可能性があるとしても、あ

るいは損失エクスポージャーが従前に認識した偶発損失に対する計上済み負債を超過するとしても、見込まれる

損失規模または損失範囲を合理的に見積もることは必ずしも可能ではない。

一部の法的手続きおよび調査、特に事実の記録が作成されているか異議申立の対象となっている手続きおよび

調査の場合や原告または政府系企業が多額または不特定金額の損害賠償、原状回復、不当利得返還または制裁金

を請求している場合には、当社は当該損失を合理的に見積もることができない。法的手続きおよび調査について

の損失もしくは追加的損失またはこれらの損失もしくは追加的損失の範囲を合理的に見積もることが可能となる

ためには、それに先立って、長期に及ぶ可能性のある重要事実の証拠開示手続きおよび決定、クラスの認定上の

争点の確定、および損害賠償金およびその他の救済の算定などのプロセスを経て、また当該手続きに関連する新

規もしくは未解決の法律問題への対応などにより、多くの問題を解決する必要があると考えられる。

その他の一部法的手続きおよび調査について、当社は合理的に発生可能性のある損失、追加的損失、損失の範

囲または計上済みの金額を超過する追加的損失の範囲を見積もることが可能であるが、法律顧問と協議の上、現

時点で知る限りにおいて、当該損失は以下のパラグラフに言及した事項を除いて、当社の連結財務諸表全体に対

して重要な悪影響を及ぼすことはないと考えられる。
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2010年３月15日、サンフランシスコ連邦住宅貸付銀行は、当社と他の被告らを相手取り、カリフォルニア州上

位裁判所において２件の訴状を提出した。これらの訴訟は、それぞれ「サンフランシスコ連邦住宅貸付銀行対ク

レディ・スイス・セキュリティーズ(米国)エルエルシーほか」および「サンフランシスコ連邦住宅貸付銀行対ド

イチェ・バンク・セキュリティーズ・インクほか」と題されている。2010年６月10日に提出された修正訴状にお

いて、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた多数のモーゲージ・パススルー

証券を原告に販売するに当たり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。本件において、当

社が原告に販売したとされる証券の総額は、それぞれ約704百万ドルおよび約276百万ドルであった。訴状では連

邦証券関連法およびカリフォルニア州法の双方に基づいて請求が提起されており、特に、原告による当該証券の

購入を無効とするよう求めている。2011年８月11日、原告の連邦証券関連法に基づく請求は棄却された。2011年

10月７日、被告らは修正訴状に対する答弁書を提出した。2012年２月９日、その他すべての請求に対する被告ら

の妨訴抗弁は却下された。2013年12月20日、原告の過失による虚偽の表明の請求は棄却された。今後の指標とな

る正式事実審理は、2015年１月に開始する予定であった。当社は、同審理において争点となる証券化に関連した

被告とはされていなかった。2014年５月23日、原告および被告は今後の指標となる正式事実審理において略式判

決を求める申立てを行った。2014年10月15日、これらの申立ては否認された。2014年12月29日および2015年１月

13日、今後の指標となる正式事実審理の被告らは、原告と大筋で和解に達した旨を裁判所に通知した。2014年12

月25日現在、本件において係争中のモーゲージ・パススルー証券の未払残高は約283百万ドルであり、当該証券

について発生した実際の損失は約７百万ドルであった。現時点で入手可能な情報に基づき、当社は、これらの証

券の未払残高283百万ドル（発生した損失を加算）と当社に不利な判決が下された時（または売却時）の当該証

券の公正市場価額との差額に判決前および判決後の利息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失

を、本件において被る可能性があると考えている。当社は、これらの損失の一部を免責される権利および原告が

判決前に受領した利息について相殺権を得る可能性がある。

2010年７月15日、中華開発工業銀行（（以下「CDIB」という。）は当社を相手取り、「中華開発工業銀行対モ

ルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッドほか」と題する訴状を提出し、同訴訟は

ニューヨーク州ニューヨーク郡高位裁判所（以下「ニューヨーク州高位裁判所」という。）において係属中であ

る。訴状は、STACK・2006-1・CDOのスーパー・シニア部分を参照する275百万ドルのクレジット・デフォルト・

スワップに関連している。訴状では、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的勧誘および詐欺的隠蔽に関する請求が申し

立てられており、当社がCDIBに対し、STACK・2006-1・CDOのリスクについて虚偽の表明を行い、またCDIBとのク

レジット・デフォルト・スワップ締結時点で当該CDOの裏付資産が粗悪であることを当社が認識していたと主張

されている。訴状においては、クレジット・デフォルト・スワップに基づく約228百万ドルとCDIBが主張する既

損失額に係る補償的損害賠償、CDIBの12百万ドルの追加支払義務の無効化、懲罰的損害賠償、エクイティに基づ

く救済、手数料および費用の賠償が求められている。2011年２月28日、裁判所は、当社の訴状却下の申立てを否

認した。現時点で入手可能な情報に基づき、当社は約240百万ドルに判決前および判決後の利息、手数料および

諸費用を加算した金額を上限とする損失を被る可能性があると考えている。
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2011年７月18日、ウエスタン・アンド・サザン・ライフ・インシュアランス・カンパニーおよびその関連会社

の一部は、当社と他の被告らを相手取り、オハイオ州一般訴訟裁判所において「ウエスタン・アンド・サザン・

ライフ・インシュアランス・カンパニーほか対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インクほか」

と題する訴状を提出した。2012年４月２日には修正訴状が提出され、被告らが住宅モーゲージ・ローンを組み込

む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告らに販売するに当たり、不実の陳述およ

び重大な不作為を行ったと主張されている。当社が原告らに販売したとされる証券の総額は約153百万ドルで

あった。修正訴状では、オハイオ州証券法、連邦証券関連法およびコモン・ローに基づいて請求が行われてお

り、特に、原告らによる当該証券の購入を無効とするよう求めている。2012年５月21日、モルガン・スタンレー

の被告らは当該修正訴状の却下を求める申立てを行ったが、2012年８月３日に申立てが否認された。当社は、

2012年８月17日に答弁書を提出した。当社は、2015年１月20日に略式判決を求める申立てを行った。正式事実審

理は、現在、2015年７月に開始する予定である。2014年12月25日現在、本訴訟において係争中のモーゲージ・パ

ススルー証券の未払残高は約110百万ドルであり、当該証券については約２百万ドルの実際の損失が発生してい

た。現時点で入手可能な情報に基づき、当社は、これら証券の未払残高の110百万ドル(発生した損失を加算)と

当社に不利な判決が下された時（または売却時）の当該証券の公正市場価額との差額に判決前および判決後の利

息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を、本訴訟において被る可能性があると考えている。

当社は、原告らが判決後に受領した利息について相殺権を得る可能性がある。

2012年４月25日、ザ・プルデンシャル・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカおよびその一部関連

会社は、当社およびその一部関連会社を相手取り、ニュージャージー州上位裁判所において「ザ・プルデンシャ

ル・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカほか対モルガン・スタンレーほか」と題する訴状を提出し

た。2012年10月16日、原告らは修正訴状を提出した。この修正訴状において、被告らは、住宅モーゲージ・ロー

ンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告らに販売するに当たり、不実

の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社がスポンサーとなり、引受けおよび／または販売し

たとされる証券の総額は約10.73億ドルである。修正訴状では、ニュージャージー州統一証券法に基づく請求な

らびにコモン・ロー上の過失不実表示、詐欺、詐欺的勧誘、エクイティ上の詐欺、詐欺の幇助および教唆ならび

にニュージャージー州RICO法違反等の請求が追加され、かつ三倍損害賠償の請求が含まれている。2013年３月15

日、裁判所は被告らによる修正訴状却下の申立てを否認した。2013年４月26日、被告らは、修正訴状に対する答

弁書を提出した。2015年１月２日、裁判所は被告らの修正訴状却下の再度の申立てを否認した。2014年12月25日

現在、本件において係争中のモーゲージ・パススルー証券の未払残高は約605百万ドルであり、現在のところ当

該証券について実際に発生した損失はなかった。現在の入手可能な情報に基づき、当社は、これらの証券の未払

残高605百万ドル（発生した損失を加算）と当社に不利な判決が下された時の当該証券の公正市場価額との差額

に判決前および判決後の利息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を本件において被る可能性

があると考えている。当社はこれらの損失の一部を免責される権利および原告らが判決前に受領した利息につい

て相殺権を得る可能性がある。
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2012年８月７日、ユーエス・バンクは受託会社として、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラス

ト2006-4SLおよびモーゲージ・パススルー証券、シリーズ2006-4SL（以下「信託」と総称する。）を代理して、

当社を相手取り訴状を提出した。この訴訟は、「モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-

4SLほか対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インク」と題され、ニューヨーク州高位裁判所に

おいて係属中である。訴状では契約違反に対する請求が申立てられており、とりわけ、当該信託のローン(当初

元本残高の約303百万ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。訴状では、特に取引の基礎

となるモーゲージ・ローンの購入契約の無効化、特定の履行および不特定額の損害賠償ならびに利息等による救

済を求めている。2014年８月８日、裁判所は、当社の訴状却下の申立ての一部を認め、一部を否認した。2014年

９月３日、当社は訴状に対する答弁書を提出した。現在の入手可能な情報に基づき、当社は、約149百万ドルに

判決前および判決後の利息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を本訴訟において被る可能性

があると考えている。

2012年８月８日、ユーエス・バンクは受託会社として、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラス

ト2006-14SL、モーゲージ・パススルー証券、シリーズ2006-14SL、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ロー

ン・トラスト2007-4SLおよびモーゲージ・パススルー証券、シリーズ2007-4SLを代理して、当社を相手取り訴状

を提出した。訴状は、「モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-14SLほか対モルガン・ス

タンレー・モーゲージ・キャピタル・インクの持分譲受人であるモルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタ

ル・ホールディングス・エルエルシー」と題され、ニューヨーク州高位裁判所において係属中である。訴状では

契約違反に対する請求が申立てられており、とりわけ、当該各信託に含まれる各ローン(当初元本残高それぞれ

約354百万ドルおよび305百万ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。2012年10月９日、

当社は訴状却下の申立てを行った。2013年８月16日、裁判所は、当社の訴状却下の申立ての一部を認め、一部を

否認した。2013年９月17日、当社は訴状に対する答弁書を提出した。2013年９月26日および2013年10月７日、当

社および原告らはそれぞれ、2013年８月16日の裁判所の決定に関して上訴申立書を提出した。原告は、特に、取

引の基礎となるモーゲージ・ローンの購入契約の無効化、特定の履行および不特定額の損害賠償ならびに利息等

による救済を求めている。現在の入手可能な情報に基づき、当社は、約527百万ドルに判決前および判決後の利

息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を本訴訟において被る可能性があると考えている。
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2012年９月28日、ユーエス・バンクは受託会社として、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラス

ト2006-13ARXを代理して、当社を相手取り「モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-13ARX

対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インクの持分譲受人であるモルガン・スタンレー・モー

ゲージ・キャピタル・ホールディングス・エルエルシー」と題する訴状を提出した。この訴訟は、ニューヨーク

州高位裁判所において係属中である。2013年１月17日、ユーエス・バンクは契約違反に対する請求を申し立て、

とりわけ、当該信託に含まれるローン(当初元本残高約609百万ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主

張する修正訴状を提出した。修正訴状では、特に宣言的判決による救済、特定の履行および不特定額の損害賠償

ならびに利息等による救済を求めている。2014年９月25日、裁判所は、当社の訴状却下の申立ての一部を認め、

一部を否認した。現在の入手可能な情報に基づき、当社は、約173百万ドルに判決前および判決後の利息、手数

料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を本訴訟において被る可能性があると考えている。

2013年１月10日、ユーエス・バンクは受託会社として、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラス

ト2006-10SLおよびモーゲージ・パススルー証券、シリーズ2006-10SLを代理して、当社を相手取り訴状を提出し

た。この訴状は、「モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-10SLほか対モルガン・スタン

レー・モーゲージ・キャピタル・インクの持分譲受人であるモルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・

ホールディングス・エルエルシー」と題され、ニューヨーク州高位裁判所において係属中である。この訴状では

契約違反に対する請求が申立てられており、とりわけ、当該信託に含まれるローン(当初元本残高約300百万ド

ル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。訴状では、特に当社に対する取引書類に定める

ローン契約違反救済手続の遵守命令、不特定額の損害賠償および利息等による救済を求めている。2014年８月８

日、裁判所は、当社の訴状却下の申立ての一部を認め、一部を否認した。2014年９月３日、当社は、当該訴状に

対する答弁書を提出した。現在の入手可能な情報に基づき、当社は、約197百万ドルに判決前および判決後の利

息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を本訴訟において被る可能性があると考えている。
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2013年５月３日、「ドイツ信用協同組合中央金庫ほか対モルガン・スタンレーほか」の原告らは、当社および

一部の関連会社ならびに他の被告らを相手取り、ニューヨーク州高位裁判所に訴状を提出した。訴状において

は、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証

券を原告らに販売するに当たり、重大な虚偽の表明および不作為を行ったと主張されている。当社がスポンサー

となり、引受けおよび／または原告らに販売したとされる証券の総額は約694百万ドルであった。訴状において

は、当社に対する訴訟原因として、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的隠蔽、詐欺の幇助および教唆、過失による虚

偽の表明ならびに契約の合意解除が主張され、特に補償的・懲罰的損害賠償が求められている。2014年６月10

日、裁判所は被告らの訴状却下の申立てを否認した。2014年７月10日、当社は係争中の２件の証券に関して訴状

却下の再度の申立てを行った。2014年８月４日、２件の証券に関する請求は、訴訟上の合意により却下された。

これらの訴状却下の後、当社が発行したか、または原告に販売したとされる証券の残額は、約644百万ドルで

あった。2014年10月13日、当社は訴状に対する答弁書を提出した。2014年12月25日現在、本件において係争中の

モーゲージ・パススルー証券の未払残高は約294百万ドルであり、当該証券について発生した実際の損失は約79

百万ドルであった。現時点で入手可能な情報に基づき、当社はこれら証券の未払残高の294百万ドル(発生した損

失を加算)と当社に不利な判決が下された時（または売却時）のこれら証券の公正市場価額との差額に判決前お

よび判決後の利息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を被る可能性があると考えている。当

社は、これらの損失の一部を免責される権利を得る可能性がある。

2013年９月23日、「全国信用組合管理機構理事会対モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポ

レーテッドほか」の原告らは、当社およびその一部関連会社を相手取り、ニューヨーク州南部地区米国連邦地方

裁判所に訴状を提出した。訴状においては、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託が発行した一定の

モーゲージ・パススルー証券を原告らに販売するに当たり、被告らが重要事実について不実の陳述を行ったか、

重要事実の陳述を怠ったと主張されている。当社がスポンサーとなり、引受けおよび／または原告らに販売した

とされる証券の総額は約417百万ドルであった。訴状においては、当社に対する訴訟原因として、1933年証券法

第11条および第12(a)条(2)違反、テキサス州証券法違反ならびに1953年イリノイ州証券法違反が主張され、特

に、契約無効確認および補償的損害賠償を求めている。2013年11月13日、被告らは訴状却下の申立てを行った。

2014年１月22日、裁判所は1933年証券法に基づく請求に関して被告らの却下の申立てを認め、テキサス州証券法

および1953年イリノイ州証券法に基づく請求に関して被告らの却下の申立てを否認した。2014年11月17日、原告

らは修正訴状を提出した。2014年12月15日、被告らはこの修正訴状に対する答弁を行った。2014年12月25日現

在、本件において係争中のモーゲージ・パススルー証券の未払残高は約208百万ドルであり、当該証券について

発生した実際の損失は27百万ドルであった。現時点で入手可能な情報に基づき、当社はこれら証券の未払残高の

208百万ドル(発生した損失を加算)と当社に不利な判決が下された時（または売却時）のこれら証券の公正市場

価額との差額に判決前および判決後の利息、手数料および諸費用を加算した金額を上限とする損失を被る可能性

があると考えている。当社は、これらの損失の一部を免責される権利および原告が判決前に受領した利息につい

て相殺権を得る可能性がある。
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14　規制上の要求

規制自己資本の枠組み

当社は1956年銀行持株会社法（改正法）に基づく金融持株会社であり、連邦準備制度理事会の規制・監督下に

ある。連邦準備制度理事会は当社の所要自己資本（資本充実基準を含む。）を設定し、かかる所要自己資本につ

いての当社の遵守状況を評価している。通貨監督庁（以下「OCC」という。）は、当社の米国銀行業子会社であ

るMSBNAおよびMSPBNA（以下「米国銀行子会社」という。）に係る類似の所要自己資本および自己資本基準を設

定している。米国銀行規制当局は、バーゼル委員会が設定したバーゼルⅢ自己資本基準の多くの側面を導入する

ために、リスク・ベース資本およびレバレッジ資本の枠組みを包括的に改訂した。米国銀行規制当局の改訂後の

資本の枠組みを本書では「米国バーゼルⅢ」と称する。当社および当社の米国銀行子会社は、2014年１月１日付

で米国バーゼルⅢの適用対象となった。

 

リスク・ベース自己資本比率の計算

当社は、信用、市場およびオペレーショナル・リスクのリスク加重資産（以下「RWA」という。）に対する資

本を計算し保有することを要求されている。RWAは当社のオンバランスおよびオフバランスの双方のリスクを反

映している。信用リスクのRWAは、借手または契約相手先の金融債務不履行から生じる損失のリスクに起因する

資本賦課を反映している。市場リスクのRWAは、市場価格および他の要因の不利な変動から生じる損失のリスク

に起因する資本賦課を反映している。オペレーショナル・リスクのRWAは、プロセス・人・システムが不適切で

あること、もしくは機能しないこと、または外生的事象（例えば、詐欺、窃盗、法務およびコンプライアンスの

リスクまたは有形資産への損害）から生じる損失のリスクに起因する資本賦課を反映している。

2014年２月21日、連邦準備制度理事会およびOCCは、当社および当社の米国銀行子会社がそれぞれ、2014年度

第２四半期以降、下記に述べる「自己資本の下限」に従って、リスク・ベース資本比率を計算し公表するため

に、米国バーゼルⅢの先進的な内部格付に基づく手法を適用して信用リスクの所要自己資本を決定すること、お

よび先進的計測手法を適用してオペレーショナル・リスクの所要自己資本を決定すること（以下「先進的手法」

という。）を承認した。先進的手法を適用する金融機関として、当社はリスク・ベース資本比率を以下の双方の

手法により計算することを要求されている。

(i)　信用リスクのRWAおよび市場リスクのRWAを計算する際の標準的手法（以下「標準的手法」という。）

(ⅱ) 米国バーゼルⅢに基づき、信用リスクのRWAを計算する際の先進的な内部格付に基づく手法、オペレーショ

ナル・リスクのRWAを計算する際の先進的計測手法、市場リスクのRWAを計算する際の先進的手法。
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ドッド・フランク・ウォール街改革および消費者保護法の規定の施行に当たり、米国バーゼルⅢは、規制当局

から新旧双方の基準に基づいたリスク・ベース資本比率報告の終了を承認された、先進的手法を適用する当社の

ような金融機関に対して、恒久的な「自己資本の下限」を課している。2014年度においては自己資本の下限によ

り、先進的手法を適用する金融機関の拘束力のあるリスク・ベース資本比率は、先進的手法およびバーゼル2.5

により補完された米国バーゼルⅠに基づき計算された各比率の低い方となった。2015年１月１日以降、当社の規

制目的上の比率は、米国バーゼルⅢに基づく先進的手法または米国バーゼルⅢの標準的手法により計算された各

比率の低い方となる。米国バーゼルⅢの標準的手法は、一定の米国バーゼルⅠに基づくRWAの計算方法を改定

し、一定の種類の資産およびエクスポージャーにつき新たな標準的リスク掛け目を定めている。自己資本の下限

は最低リスク・ベース所要自己資本および資本保全バッファー、また、銀行規制当局が採用した場合にはカウン

ターシクリカル資本バッファーの計算に適用される。

米国バーゼルⅢの分子および分母の改正が段階的に導入されるに従い、また、当社が先進的手法および標準的

手法を適用してRWAを計算することにより、当社のリスク・ベース資本比率の計算方法はそれぞれ2022年１月１

日までの間に変更される予定である。これらの継続的な手法変更の結果、当社の資本基盤、資産構成、オフ・バ

ランスシート・エクスポージャーまたはリスク・プロファイルの変更とは無関係に、当社の報告済資本比率が報

告期間ごとに相違する可能性がある。

 

当社の規制自己資本および自己資本比率

2014年度第２四半期より、当社およびその米国銀行子会社の規制目的上のリスク・ベース資本比率は、バーゼ

ル2.5により補完された米国バーゼルⅠおよび先進的手法に基づくRWAを使用して計算された各比率の低い方と

なっている。2014年12月31日現在、当社のリスク・ベース資本比率は先進的手法の経過規定に基づく比率の方が

低かったが、当社の米国銀行子会社のリスク・ベース資本比率はバーゼル2.5により補完された米国バーゼルⅠ

に基づく比率の方が低くなった。
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下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在の最低規制自己資本比率を含む規制自己資本の各枠組みに

基づく当社の自己資本の測定を示したものである。

(百万ドル)

 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 

米国バーゼルⅢ
経過規定/
先進的手法  

最低規制
自己資本
比率(1)

 

米国バーゼルⅠ(2)

 

最低規制
自己資本
比率(3) 金額  比率   金額  比率  

規制資本および資本比率：            

普通株式等Tier１資本
/Tier１普通資本 $ 57,324  12.6％  4.0％  $ 49,917  12.8％  N/A

Tier１資本 64,182  14.1％  5.5％  61,007  15.6％  4.0％

総資本 74,972  16.4％  8.0％  66,000  16.9％  8.0％

Tier１レバレッジ ̶  7.9％  4.0％  ̶  7.6％  4.0％

資産：            

RWA $456,008  ̶  N/A  $390,366  ̶  N/A

調整後平均資産 810,524  ̶  N/A  805,838  ̶  N/A
 

 

N/A－該当なし

(1) 比率は米国バーゼルⅢに基づく最低規制自己資本比率を表す。

(2) 2013年度に適用される基準には、バーゼル2.5により補完された米国バーゼルⅠが含まれていた。2013年12月31日現在の

当社のTier１リスク・ベース資本比率および総リスク・ベース資本比率、Tier１レバレッジ比率およびRWAは、この枠組

みの下で計算された。

(3) 比率はバーゼル2.5により補完された米国バーゼルⅠに基づく最低規制自己資本比率を表す。
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当社の米国銀行子会社

当社の米国銀行子会社は、当社と同様の自己資本規制の対象となっている。最低所要自己資本を満たすことが

出来なかった場合、規制当局による一定の強制措置および裁量措置がとられる可能性があり、その場合には、当

社の米国銀行子会社の財務諸表に直接的に重要な影響を与える可能性がある。資本充実に関する指針および早期

是正処置のための枠組みに基づき、当社の米国銀行子会社は、規制上の会計慣行に基づき算定された資産、負債

および一定のオフバランス項目の定量的尺度を含む特定の資本に関する指針に適合しなければならない。

 

下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在のMSBNAの自己資本に関する情報を示したものである。

 
(百万ドル)

 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 

米国バーゼルⅢ
経過規定/バーゼルⅠ
+ バーゼル2.5の手法  所要自己

資本比率(1)

 

米国バーゼルⅠ(2)(3)

 

所要自己
資本比率(1) 金額  比率   金額  比率  

普通株式等Tier１資本 $12,355  12.2％  6.5％  N/A  N/A  N/A

Tier１資本 $12,355  12.2％  8.0％  $11,086  14.6％  6.0％

総資本 $14,040  13.9％  10.0％  $12,749  16.8％  10.0％

Tier１レバレッジ $12,355  10.2％  5.0％  $11,086  10.8％  5.0％
 

 

N/A－該当なし

(1) 米国の規制目的上「資本の充実した状態」と認められるために必要とされる自己資本比率。

(2) 2013年度に適用される基準には、バーゼル2.5により補完された米国バーゼルⅠが含まれていた。2013年12月31日現在の

当社の米国銀行子会社のTier１リスク・ベース資本比率および総リスク・ベース資本比率、Tier１レバレッジ比率およ

びRWAは、この枠組みの下で計算された。

(3) MSBNAの比率は、同社の規制上の報告への一定の修正を反映して再表示されている。

 

下表は、2014年12月31日および2013年12月31日現在のMSPBNAの自己資本に関する情報を示したものである。

(百万ドル)

 2014年12月31日現在  2013年12月31日現在

 

米国バーゼルⅢ
経過規定/バーゼルⅠ
+ バーゼル2.5の手法  所要自己

資本比率(1)

 

米国バーゼルⅠ(2)

 

所要自己
資本比率(1) 金額  比率   金額  比率  

普通株式等Tier１資本 $2,468  20.3％  6.5％  N/A  N/A  N/A

Tier１資本 $2,468  20.3％  8.0％  $2,177  26.5％  6.0％

総資本 $2,480  20.4％  10.0％  $2,184  26.6％  10.0％

Tier１レバレッジ $2,468  9.4％  5.0％  $2,177  9.7％  5.0％
 

 

N/A－該当なし

(1) 米国の規制目的上「資本の充実した状態」と認められるために必要とされる自己資本比率。

(2) 2013年度に適用される基準には、バーゼル2.5により補完された米国バーゼルⅠが含まれていた。2013年12月31日現在の

当社の米国銀行子会社のTier１リスク・ベース資本比率および総リスク・ベース資本比率、Tier１レバレッジ比率およ

びRWAは、この枠組みの下で計算された。
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米国連邦銀行規制当局が採用している自己資本規制の下で、米国預金受入機関は「資本の充実した状態」と認

められるために、一定の最低自己資本比率を維持することが要求されている。当社の各米国預金受入機関子会社

は、当社が金融持株会社としての資格を引き続き有するため、また、当社が金融持株会社に許可された最も広範

な金融活動に引き続き従事するために、「資本の充実した状態」となることが要求されている。2014年12月31日

および2013年12月31日現在、当社の米国銀行子会社は、一般的に義務付けられた資本充実水準を上回る水準の自

己資本を維持している。当社の米国銀行子会社は、連邦銀行規制当局により識別される追加の資本需要および所

要自己資本に対処するため、「資本の充実した状態」となる要件を十分に上回る水準の自己資本を維持してい

る。

 

MS&Co.およびその他のブローカー・ディーラー

MS&Co.は登録ブローカー・ディーラーであるとともに登録先物取次業者であるため、SECおよび米国商品先物

取引委員会（以下「CFTC」という。）の最低所要自己資本の規制を受ける。MS&Co.は、継続的に当該規制所要自

己資本を十分満たす自己資本をもって業務を行っている。MS&Co.の2014年12月31日および2013年12月31日現在の

それぞれの自己資本総額は6,593百万ドルおよび7,201百万ドルであり、所要額をそれぞれ4,928百万ドルおよび

5,627百万ドル上回っていた。MS&Co.は、SEC規則15c3-1、付属書Eの市場および信用リスク基準に従って、10億

ドル超の暫定的自己資本および500百万ドル超の自己資本を維持することを要求されている。MS&Co.はまた、暫

定的自己資本が50億ドル未満である場合にSECに通知することを要求されている。2014年12月31日および2013年

12月31日現在、MS&Co.の暫定的自己資本は最低所要額および通知対象所要額を超過していた。

MSSB LLCは、登録ブローカー・ディーラーであるとともに先物業務の取次業者であるため、SECおよびCFTCの

最低所要自己資本の規制を受ける。MSSB LLCは、継続的に規制所要自己資本を上回る自己資本を維持しながら業

務を行っている。MSSB LLCの2014年12月31日および2013年12月31日現在の自己資本総額はそれぞれ4,620百万ド

ルおよび3,489百万ドルであり、所要額をそれぞれ4,460百万ドルおよび3,308百万ドル上回っていた。

ロンドンに本拠を置くブローカー・ディーラー子会社であるMSIPは、健全性規制機構の自己資本規制下にあ

り、東京に本拠を置くブローカー・ディーラー子会社であるMSMSは金融庁の自己資本規制下にある。MSIPおよび

MSMSはいずれも継続的にそれぞれの規制所要自己資本を上回る自己資本を維持しながら業務を行っている。

 

その他の規制対象子会社

米国および米国以外の特定の他の子会社は、それぞれの子会社が事業活動を行っている国々の様々な証券、コ

モディティおよび銀行業務に関する規制ならびに行政当局や取引所の公表している自己資本充実要件の規制下に

ある。これらの子会社は継続的に所在国の自己資本充実要件を上回る自己資本を維持しながら業務を行ってい

る。
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デリバティブ商品を扱う子会社のモルガン・スタンレー・デリバティブ・プロダクツ・インク（以下「MSDP」

という。）は、ムーディーズによりA3、S&PによりAA-に格付けされており、ムーディーズおよびS&Pにより査閲

を受ける一定の業務制限を維持している。MSDPは、MSDP自体の債権者に対する債務が完全に履行された後でなけ

れば、当社の債権者がMSDPの資産に対して何らかの請求権を有すると期待することがないように運営されてい

る。MSDPの債権者は、MSDPのそれぞれの資産以外に、当社またはその関連会社の資産のいずれに対しても請求権

を有すると期待することはできない。

上述の自己資本に関する規制や当社の債務を規制する諸契約に含まれる特定の条項は、当社が子会社から資本

を引き揚げることを制限する場合がある。2014年12月31日および2013年12月31日現在、連結子会社のそれぞれ約

318億ドルおよび219億ドルの純資産は、親会社に対する現金配当および融資の支払の面で制限を受ける場合があ

る。
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15　資本合計

モルガン・スタンレーの株主持分

普通株式

2014年度および2013年度における、流通普通株式数の変動は以下のとおりである(単位：百万株)。

  2014年度  2013年度

期首流通株式数   1,945  1,974

自己株式の購入(1)  (46)  (27)

その他(2)  52  (2)

期末流通株式数   1,951  1,945
　     

  
(1) 自己株式の購入には、従業員の源泉徴収税に関する自己株式の買戻しが含まれている。

(2) その他には、従業員株式信託に対する発行株式および同信託からの失効株式ならびにRSUの転換に伴う発行株式の正味株

式数が含まれている。

 

自己株式

2014年12月31日現在、当社は、現行の株式買戻しプログラムの下で約３億ドルの残額を有していた。株式買戻

しプログラムは資本管理を目的としており、特に、事業セグメントの資金需要ならびに株式報酬および給付制度

の要求事項を考慮している。当社の既存の承認済プログラムに基づく株式の買戻しは、当社の資本ポジションお

よび市況を含む様々な要因に応じて当社が適正と考える価格で随時実行される。株式買戻しは、規則10b5-1プラ

ンによるものを含めて公開市場での買入または相対取引を通じて実施される場合があり、また、随時中断される

可能性がある。当社による株式の買戻しは、規制当局の承認を条件としている（PartⅡ、Item５の「登録会社の

普通株式に係る市場、関連する株主に関する事項および発行体の株式の買入」（訳注：様式10-K中の項目）を参

照）。

2014年３月、当社は、2014年度第２四半期から2015年度第１四半期末まで10億ドルを上限として当社の流通普

通株式を買い戻すこと、および当社普通株式に係る四半期配当を2014年４月17日に宣言された配当より１株当た

り0.05ドルから１株当たり0.10ドルへと増額することを含む当社の2014年資本計画に対し、連邦準備制度理事会

より異議を受けなかった。当社の流通優先株式について、2014年度、2013年度および2012年度に当社が宣言した

現金配当額は、それぞれ311百万ドル、271百万ドルおよび97百万ドルであった。2014年度および2013年度に、当

社は株式買戻しプログラムの一環として、それぞれ約900百万ドルおよび350百万ドルの当社の流通普通株式を買

戻した。

 

従業員株式信託

当社は、発行済RSU（2012業績年度について付与された報奨分を除く）を保有する一定の従業員に普通株式議

決権を与える従業員株式信託を設定した。従業員株式信託の資産は当社の資産に連結されており、また、従業員

株式信託が保有する当社株式の価額はモルガン・スタンレーの株主持分に分類され、一般に自己株式に類似する

方法で会計処理されている。
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優先株式

当社は優先株式30百万株の発行につき承認を受けている。当社の流通優先株式の内訳は以下のとおりである。

  2014年    帳簿価額（百万ドル)

種類  

12月31日現在
の流通株式数
（百万株)  

１株当たり
優先残余財産

分配額  
2014年

12月31日現在  
2013年

12月31日現在

A  44,000  $  25,000  $  1,100  $  1,100

C  519,882  1,000  408  408

E  34,500  25,000  862  862

F  34,000  25,000  850  850

G  20,000  25,000  500  ―

H  52,000  25,000  1,300  ―

I  40,000  25,000  1,000  ―

合計      $  6,020  $  3,220

 

当社の優先株式は、自己資本規制（注記14参照）に基づくTier１資本として適格である。

 

A種優先株式

2006年７月、当社は44,000,000株の預託株式を総額1,100百万ドルで発行した。預託株式１株は、額面金額

0.01ドルの変動配当率非累積型A種優先株式（以下「A種優先株式」という。）１株の1000分の１に相当する。A

種優先株式は、2011年７月15日以降、当社の選択によりその全部または一部を１株当たり償還価格25,000ドル

（預託株式１株当たり25.00ドルに相当する）で償還することができる。A種優先株式はまた、残余財産の分配に

際して当社の普通株式に対する優先権を有している。2014年12月に、当社はA種優先株式１株当たり255.56ドル

の四半期配当を宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015年１月15日に支払

われた。

 

C種優先株式

2008年10月13日、当社は株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ（以下「MUFG」という。）に対し、

1,160,791株のC種優先株式を合計911百万ドルの購入価額で発行した。2009年度中、640,909株のC種優先株式

は、約705百万ドルの普通株式の対価としてMUFGが交換した総価格と等しい総価格で償還された。C種優先株式

は、2011年10月15日以降、その全部または一部につき、１株当たり償還価格1,100ドルで当社による償還が可能

なものである。C種優先株式に係る配当は、当社の取締役会で宣言された際に、１株当たり1,000ドルの優先残余

財産分配額に対して年率10％で非累積ベースにより現金で支払われる。2014年12月に、当社は、C種優先株式１

株当たり四半期配当25.00ドルを宣言し、当該配当は2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015

年１月15日に支払われた。
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E種優先株式

2013年９月30日に、当社は34,500,000株の預託株式を総価格862百万ドルで発行した。預託株式１株は、額面

金額0.01ドルの固定変動配当率非累積型無期限E種優先株式（以下「E種優先株式」という。）１株の1000分の１

に相当する。E種優先株式は、当社の選択により、(ⅰ)2023年10月15日以降は随時いずれの配当支払日において

もその全部または一部を、(ⅱ)規制上の資本取扱事由（同種類株式の発行条件に定義された事由）の発生から90

日以内は随時その一部ではなく全部を、いずれの場合も１株当たり償還価格25,000ドル（預託株式１株当たり

25.00ドルに相当する）で償還することができる。E種優先株式はまた、残余財産の分配に際して当社の普通株式

に対する優先権を有している。E種優先株式の募集の結果、約854百万ドルの発行収入（関連する発行費用を控除

後）を受け取った。2014年12月に、当社はE種優先株式１株当たり445.31ドルの四半期配当を宣言し、当該配当

は2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015年１月15日に支払われた。

 

F種優先株式

2013年12月10日に、当社は34,000,000株の預託株式を総価格850百万ドルで発行した。預託株式１株は、額面

金額0.01ドルの固定変動配当率非累積型無期限F種優先株式（以下「F種優先株式」という。）１株の1000分の１

に相当する。F種優先株式は、当社の選択により、(ⅰ)2024年１月15日以降は随時いずれの配当支払日において

もその全部または一部を、(ⅱ)規制上の資本取扱事由（同種類株式の発行条件に定義された事由）の発生から90

日以内は随時その一部ではなく全部を、いずれの場合も１株当たり償還価格25,000ドル（預託株式１株当たり

25.00ドルに相当する）で償還することができる。F種優先株式はまた、残余財産の分配に際して当社の普通株式

に対する優先権を有している。F種優先株式の募集の結果、約842百万ドルの発行収入（関連する発行費用を控除

後）を受け取った。2014年12月に、当社はF種優先株式１株当たり429.69ドルの四半期配当を宣言し、当該配当

は2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015年１月15日に支払われた。

 

G種優先株式

2014年４月29日に、当社は20,000,000株の預託株式を総価格500百万ドルで発行した。預託株式１株は、額面

金額0.01ドルの6.625％非累積型無期限G種優先株式（以下「G種優先株式」という。）１株の1000分の１に相当

する。G種優先株式は、当社の選択により、(ⅰ)2019年７月15日以降は随時いずれの配当支払日においてもその

全部または一部を、(ⅱ)規制上の資本取扱事由（同種類株式の発行条件に定義された事由）の発生から90日以内

は随時その一部ではなく全部を、いずれの場合も１株当たり償還価格25,000ドル（預託株式１株当たり25.00ド

ルに相当する）で償還することができる。G種優先株式はまた、残余財産の分配に際して当社の普通株式に対す

る優先権を有している。G種優先株式の募集の結果、約494百万ドルの発行収入（関連する発行費用を控除後）を

受け取った。2014年12月に、当社はG種優先株式１株当たり414.06ドルの四半期配当を宣言し、当該配当は2014

年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015年１月15日に支払われた。
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H種優先株式

2014年４月29日に、当社は1,300,000株の預託株式を総価格1,300百万ドルで発行した。預託株式１株は、額面

金額0.01ドルの固定変動配当率非累積型無期限H種優先株式（以下「H種優先株式」という。）１株の25分の１に

相当する。H種優先株式は、当社の選択により、(ⅰ)2019年７月15日以降は随時いずれの配当支払日においても

その全部または一部を、(ⅱ)規制上の資本取扱事由（同種類株式の発行条件に定義された事由）の発生から90日

以内は随時その一部ではなく全部を、いずれの場合も１株当たり償還価格25,000ドル（預託株式１株当たり

1,000ドルに相当する）で償還することができる。H種優先株式はまた、残余財産の分配に際して当社の普通株式

に対する優先権を有している。H種優先株式の募集の結果、約1,294百万ドルの発行収入（関連する発行費用を控

除後）を受け取った。2014年12月に、当社はH種優先株式１株当たり681.25ドルの半期配当を宣言し、当該配当

は2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015年１月15日に支払われた。

 

I種優先株式

2014年９月18日に、当社は40,000,000株の預託株式を総価格1,000百万ドルで発行した。預託株式１株は、額

面金額0.01ドルの固定変動配当率非累積型無期限I種優先株式（以下「I種優先株式」という。）１株の1000分の

１に相当する。I種優先株式は、当社の選択により、(ⅰ)2024年10月15日以降は随時いずれの配当支払日におい

てもその全部または一部を、(ⅱ)規制上の資本取扱事由（同種類株式の発行条件に定義された事由）の発生から

90日以内は随時その一部ではなく全部を、いずれの場合も１株当たり償還価格25,000ドル（預託株式１株当たり

25.00ドルに相当する）で償還することができる。I種優先株式はまた、残余財産の分配に際して当社の普通株式

に対する優先権を有している。I種優先株式の募集の結果、約994百万ドルの発行収入（関連する発行費用を控除

後）を受け取った。2014年12月に、当社はI種優先株式１株当たり517.97ドルの第一回四半期配当を宣言し、当

該配当は2014年12月31日現在の株主名簿上の優先株主に対して2015年１月15日に支払われた。

 

その他の包括損失累計額

下表は、2014年度および2013年度における非支配持分を除いたAOCIの内訳ごとの変動を示したものである(単

位：百万ドル)。

 

 
 
  

外貨換算
調整額  

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの純変動額 

売却可能有価
証券に係る未
実現純利益
(損失)の変動 

年金、退職後
給付および
その他の関連

調整額  合計

2013年12月31日現在残高  $ (266)  $ (1)  $ (282)  $ (544)  $ (1,093)

その他の包括利益、組替前  (397)  ―  233  24  (140)

AOCIからの組替額  ―  4  (24)  5  (15)

期中のその他の包括利益、純額  (397)  4  209  29  (155)

2014年12月31日現在残高  $ (663)  $  3  $  (73)  $ (515)  $ (1,248)
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外貨換算
調整額  

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの純変動額 

売却可能有価
証券に係る未
実現純利益
(損失)の変動 

年金、退職後
給付および
その他の関連

調整額  合計

2012年12月31日現在残高  $ (123)  $ (5)  $ 151  $ (539)  $  (516)

その他の包括利益(損失)、
組替前

 (143)  ―  (406)  (16)  (565)

AOCIからの組替額  ―  4  (27)  11  (12)

期中のその他の包括利益(損失)、
純額

 (143)  4  (433)  (5)  (577)

2013年12月31日現在残高  $ (266)  $ (1)  $ (282)  $ (544)  $ (1,093)

 

2014年度および2013年度に、当社はAOCIからの重要な組替を行っていない。

 

外貨換算調整累計額

外貨換算調整累計額は、外貨表示財務諸表についての各機能通貨から米ドルへの換算により生じる損益(ヘッ

ジ損益および関連する税効果控除後)を含んでいる。当社は、米ドル以外の通貨を機能通貨とする子会社に対す

る純投資に係る為替のエクスポージャーを管理するために、外国為替契約を利用している。当社の国外純投資の

価値増減額は、米国の税務上は一般に翌期以降に繰り延べられるが、関連するヘッジ損益は発生時の課税所得を

構成する。当社は、先渡市場で適切な米ドル以外の通貨を売却することにより、米ドル以外の通貨を機能通貨と

する子会社への投資の正味帳簿価額を、為替レート変動の影響から保護するようにしている。しかしながら特定

の状況下では、許容しうるコストでの多様な為替契約の利用可能性を含め、市場環境によっては特定の国外事業

への投資のヘッジを行わないことを選択することもある。2014年12月31日および2013年12月31日現在、外貨表示

財務諸表の換算ならびに米ドル以外の通貨を機能通貨とする子会社に対する当社の純投資のヘッジによる利益お

よび損失から生じた外貨換算調整累計額への影響に関する情報の要約は、以下のとおりである。

(百万ドル)

  
2014年12月31日

現在
 

2013年12月31日
現在

ヘッジ対象である米ドル以外の通貨を機能通貨とする子会社への
純投資額

 $ 9,110  $ 11,708
　     

     

米ドル以外の通貨を機能通貨とする子会社への純投資から生じた
外貨換算調整累計額

 $ (1,262)  $  (259)

実現または未実現のヘッジ損失から生じた外貨換算調整累計額、税引後  599  (7)

外貨換算調整累計額合計、税引後  $  (663)  $  (266)
　     

  

 

償還不能非支配持分

2014年12月31日および2013年12月31日現在の償還不能非支配持分は、それぞれ1,204百万ドルおよび3,109百万ド

ルであった。2014年12月31日現在における償還不能非支配持分の減少は、主に当社がスポンサーとなっている不動

産ファンドに関連する一定の法的事業体を2014年度第２四半期に連結から除外したことによる16億ドルの減少、

MSMSに関連する166百万ドルの分配、および2014年７月１日に売却したトランスモンターニュ・インクに関連する

350百万ドルを反映している。
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16　普通株式１株当たり利益

基本的EPSは、モルガン・スタンレーの普通株主に帰属する利益（損失）を期中の加重平均流通普通株式数で

除して計算されている。流通普通株式数は、普通株式および受取人が明示的な権利確定条件または退職適格要件

を満たしている権利確定済のRSUを含んでいる。希薄化後EPSは、希薄化効果を持つすべての証券の転換を仮定し

た利益である。当社は、２種方式を使用してEPSを計算し、株式に基づく支払取引において付与された商品が参

加型証券であるか否かを判断している（注記２参照）。基本的および希薄化後EPSの算定は下表のとおりである

（百万ドルまたは百万株、ただし１株当たり数値を除く）。

 

  2014年度  2013年度  2012年度

基本的EPS：       

継続事業利益  $ 3,681  $ 3,656  $   757

非継続事業利益（損失）  (14)  (43)  (41)

純利益  3,667  3,613  716

償還可能非支配持分に帰属する純利益  ―  222  124

償還不能非支配持分に帰属する純利益  200  459  524

モルガン・スタンレーに帰属する純利益  3,467  2,932  68

控除：優先配当（A種優先株式）  (45)  (44)  (44)

控除：優先配当（C種優先株式）  (52)  (52)  (52)

控除：優先配当（E種優先株式）  (61)  (18)  ―

控除：優先配当（F種優先株式）  (58)  (6)  ―

控除：優先配当（G種優先株式）  (24)  ―  ―

控除：優先配当（H種優先株式）  (50)  ―  ―

控除：優先配当（I種優先株式）  (21)  ―  ―

控除：ウェルス・マネジメントJVの償還価額調整
（注記３参照）

 ―  (151)  ―

控除：参加型RSUへの（利益）損失の配分(1)：       

継続事業  (4)  (6)  (2)

モルガン・スタンレー普通株主に帰属する純利益（損失）  $ 3,152  $ 2,655  $   (30)
　       

加重平均流通普通株式数  1,924  1,906  1,886
　       

基本的普通株式１株当たり利益（損失）：       

継続事業利益  $  1.65  $  1.42  $   0.02

非継続事業利益（損失）  (0.01)  (0.03)  (0.04)

基本的普通株式１株当たり利益（損失）  $  1.64  $  1.39  $ (0.02)
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  2014年度  2013年度  2012年度

希薄化後EPS：       

モルガン・スタンレー普通株主に帰属する利益（損失）  $ 3,152  $ 2,655  $   (30)

加重平均流通普通株式数  1,924  1,906  1,886

希薄化効果を有する証券の影響：       

ストック・オプションおよびRSU(1)  47  51  33

加重平均流通普通株式数および普通株式同等証券数  1,971  1,957  1,919
　       

希薄化後普通株式１株当たり利益（損失）：       

継続事業利益  $  1.61  $  1.38  $  0.02

非継続事業利益（損失）  (0.01)  (0.02)  (0.04)

希薄化後普通株式１株当たり利益（損失）  $  1.60  $  1.36  $ (0.02)
　       

 

 

(1) 参加型証券と判断されるRSUは基本的EPSの計算においてすべての当社利益に参加しているため、これらのRSUは希薄化の

計算において増加株式として算入されていない。

 

以下の有価証券は、逆希薄化効果があると考えられるため、希薄化後EPSの計算から除外されている。

 
（百万株）

逆希薄化効果を有する有価証券期末残高：  2014年度  2013年度  2012年度

RSUおよび業績連動型株式ユニット  2  3  8

ストック・オプション  13  33  42

合計  15  36  50
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17　受取利息および支払利息

受取利息および支払利息の内訳は以下のとおりであった。

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

受取利息 (1)：       

トレーディング資産(2)  $ 2,109  $ 2,292  $ 2,736

　投資有価証券  613  447  343

　ローン  1,690  1,121  643

利付銀行預け金  109  129  124

売戻条件付購入有価証券および借入有価証券担保金(3)  (298) (20) 364

　顧客債権およびその他(4)  1,190  1,240  1,482

受取利息合計  $ 5,413  $ 5,209  $ 5,692
　       

支払利息(1)：       

預金  $    106  $    159  $   181

　コマーシャル・ペーパーおよびその他の短期借入債務  4  20  38

　長期借入債務  3,609  3,758  4,622

買戻条件付売却有価証券および貸付有価証券担保金(5)  1,216  1,469  1,805

　顧客債務およびその他(6)  (1,257) (975) (749)

支払利息合計  $ 3,678  $ 4,431  $ 5,897
　       

純利息  $ 1,735  $    778  $  (205)
　       

        

(1) 受取利息および支払利息は、商品の性質および関連する市場の慣行に応じて、当社の連結損益計算書に計上されてい

る。商品の公正価値の構成要素として利息が含まれている場合、利息はトレーディング収益または投資収益に含まれて

いる。そうでない場合には、受取利息または支払利息に含まれている。

(2) トレーディング負債に係る支払利息は、トレーディング資産に係る受取利息の減額として報告されている。

(3) 借入有価証券担保金に係る支払手数料を含む。

(4) 顧客債権およびその他の利付資産に係る利息を含む。

(5) 貸付有価証券担保金に係る受取手数料を含む。

(6) プライム・ブローカレッジ顧客からの受取手数料で、顧客のショート・ポジションをカバーするために行われた株券貸

借取引に関するものを含む。
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18　繰延報酬制度

当社は従業員を対象とする各種の繰延報酬制度を維持している。２つの主要な形態による繰延報酬が、数種類

の株式報酬および現金報酬制度に基づき付与されている。

 

株式報酬制度

株式報酬に関する会計指針は、株式報奨に係る報酬費用を、見積失効控除後の公正価値で測定し、勤務期間に

わたって認識することを要求している（注記２参照）。

当社の株式報酬費用の内訳（取消分を控除後）は以下のとおりである。

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

制限株式ユニット(1)  $ 1,212  $ 1,140  $  864

ストック・オプション  5  15  4

業績連動型株式ユニット  45  29  29

合計  $ 1,262  $ 1,184  $  897
　       

        

(1) 2014年度、2013年度および2012年度の金額には、2015年、2014年および2013年に報奨条件（これには勤務期間は含まれ

ていない）に基づき退職適格要件を充足した従業員に付与された株式報奨に関する31百万ドル、25百万ドルおよび31百

万ドルがそれぞれ含まれている。

 

上表は、非継続事業に計上された株式報酬費用を2012年度について約３百万ドル除外している。非継続事業に

関する追加情報については注記１を参照。

株式報酬費用に関連する税金ベネフィットは、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ404百万

ドル、371百万ドルおよび306百万ドルであった。非継続事業に含まれる株式報酬費用に関する税金ベネフィット

は、2012年度において１百万ドルであった。

2014年12月31日現在、当社は、権利未確定の株式報奨に関して未認識の報酬費用を779百万ドル有している。

見積りまたは実際の失効または取消しを除いた場合、この未認識の報酬費用の金額は、2015年に506百万ドル、

2016年に207百万ドル、その後は66百万ドル認識される予定である。これらの金額には、2015年１月に付与され

た2015年度から償却を開始する2014業績年度の報奨は含まれていない（本注記で後述される「2014業績年度の繰

延報奨」参照）。

当社は、株式報酬制度による報奨に関連して、自己普通株式あるいは新株を交付する権限が与えられている。

2014年12月31日現在、これらの制度に基づく将来の付与に利用可能な株式数は約87百万株であった。

当社は通常、従業員に株式を交付する際に、可能な場合には自己株式を使用しており、株式報酬制度に基づき

付与された報奨に関連する買戻しを含む継続的な買戻し承認を受けている。当社による株式の買戻しは規制当局

の承認に従うものとされる。当社の株式買戻しプログラムに関する追加情報については注記15を参照。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

371/611



制限株式ユニット

当社は、いくつかの株式報酬制度に従って制限株式ユニットによる報奨を付与している。当該制度は、制限普

通株式の形、あるいは制限のない普通株式を将来受け取る権利の形での報奨によって、特定の従業員に対するイ

ンセンティブ報酬の一部を繰り延べるものである。当該制度による報奨は、通常、継続雇用を条件とする長期に

わたる権利確定が条件とされており、また、通常付与日後１年から３年にわたる所定の期間が終了するまでは、

売却、移転および譲渡につき制限を受ける。各々の制限期間終了前に雇用が終了した場合、その報奨の全部また

は一部を取り消されることがある。また、制限期間中の正当理由による解雇等の一定の限られた状況下において

は、権利確定済の報奨の全部または一部が取り消されることもある。株式報奨の受取人は、当社の裁量により議

決権を有する場合があり、通常は配当相当額を受け取る。

下表は、当社の権利確定済または権利未確定のRSUの状況を示している（株式データは百万単位）。

 

  2014年度

  株式数  
付与日現在
加重平均
公正価値

RSU期首残高  132  $ 22.41

付与  42  32.58

普通株式への転換  (48)  23.26

取消  (5)  25.04

RSU期末残高(1)  121  $ 25.52
　　     

 

 

(1) 2014年12月31日現在、付与日現在の加重平均公正価値が25.45ドルである約116百万単位のRSUが権利確定したか、または

権利確定すると見込まれている。

 

2013年度および2012年度に付与されたRSUの加重平均価格は、それぞれ22.72ドルおよび18.09ドルであった。

2014年12月31日現在、当社のRSU残高の交付までの加重平均残存期間は約1.2年であった。

2014年12月31日現在、RSU残高の本源的価値は、4,730百万ドルであった。

2014年度、2013年度および2012年度に普通株式に転換されたRSUの公正市場価額の総額は、それぞれ1,461百万

ドル、939百万ドルおよび660百万ドルであった。
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下表は、当社の権利未確定のRSUに関する増減の状況を示している（株式データは百万単位）。

 

 2014年度

 株式数  
付与日現在
加重平均
公正価値

権利未確定のRSU期首残高 98  $22.29

付与 42  32.58

権利確定 (48)  23.51

取消 (5)  25.04

権利未確定のRSU期末残高(1) 87  $26.44
　    

     

(1) 権利未確定のRSUは、受取人が明示された権利確定条項または退職適格要件をまだ充足していない場合の報奨を表してい

る。2014年12月31日現在、付与日現在の加重平均公正価値が26.39ドルである約82百万単位の権利未確定のRSUが権利確

定すると見込まれていた。

 

2014年度、2013年度および2012年度に権利確定した報奨の公正価値の総額は、それぞれ1,517百万ドル、842百

万ドルおよび753百万ドルであった。

 

ストック・オプション

当社は、いくつかの株式報酬制度に従ってストック・オプション報奨を付与している。当該制度は、通常、行

使価格が付与日の当社普通株式の公正価値を下回らないストック・オプション形態の報奨によって、特定の幹部

従業員に対するインセンティブ報酬の一部を繰り延べるものである。これらのストック・オプションは、通常、

付与日から３年の間に行使可能となり、５年から10年で権利が消滅し、退職に際しては時期を繰り上げて消滅す

ることが条件となっている。ストック・オプション報奨には、制限株式ユニットと概ね同様の権利確定、制限お

よび取消条項が設けられている。2013年度に付与された当社のオプションの、以下の加重平均仮定値を利用した

加重平均公正価値は5.41ドルであった。

 

付与年度  
リスク・フリー

利率
 

予想年数
 

 
予想株価

ボラティリティ
 

予想配当
利回り

2013年度  0.6％  3.9年  32.0％  0.9％
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2014年度または2012年度に付与されたストック・オプションはなかった。

当社のオプションの予想年数は、過去の実績に基づき決定されている。予想株価ボラティリティの仮定値は、

株式報酬に関する会計指針に従って、取引所取引オプションのインプライド・ボラティリティを使用して決定さ

れている。リスク・フリー利率は、米国財務省のゼロ・クーポン債に適用される利回りに基づいて決定された。

下表は、当社のストック・オプションの状況を示している(オプションのデータは百万個単位)。

 

  2014年度

  オプション数  
加重平均
行使価格

未行使オプション期首残高  33  $ 49.40

取消  (14)  47.29

未行使オプション期末残高(1)  19  $ 51.30
　     

行使可能オプション期末残高  17  $ 53.86
　     

      

(1) 2014年12月31日現在、加重平均行使価格51.74ドルの約18百万個のオプションが権利確定した。

 

2014年度に行使されたストック・オプションの本源的価値の合計は２百万ドルで、加重平均行使価格は24.68

ドルであった。2013年度または2012年度に行使されたストック・オプションはなかった。2014年12月31日現在、

イン・ザ・マネーの状態にある行使可能なストック・オプションの本源的価値は71百万ドルであった。

下表は、2014年12月31日現在未行使の当社のストック・オプションに関する情報を示している(オプションの

データは百万個単位)。

 

2014年12月31日現在  未行使オプション残高  行使可能オプション

行使価格の範囲  未行使数  
加重平均
行使価格

 
平均残存
期間(年)

 行使可能数  
加重平均
行使価格

 
平均残存
期間(年)

$22.00－$39.99  6  $ 26.98  3.0  4  $ 28.37  3.0

$40.00－$49.99  2  43.62   0.2  2  43.62  0.2

$50.00－$59.99  1  52.23  1.2  1  52.23  1.2

$60.00－$76.99  10  66.75  1.9  10  66.75  1.9

合計  19      17     
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業績連動型株式ユニット

当社は一定の上級管理職に対してPSUを付与した。これらのPSUは、付与年度の１月１日に開始し、３年後の12

月31日に終了する３年間の業績期間にわたり当社が所定の業績および株価目標を満たす場合にのみ、業績期間終

了時に権利確定し普通株式に転換される予定である。当該報奨の条件に基づき、実際に権利確定し株式に転換さ

れるPSUの数は、当社が当該業績期間中に特定の業績目標をどの程度達成したかに基づく予定である。業績連動

型株式ユニット報奨には、制限株式ユニットと概ね同様の権利確定、制限および取消条項が設けられている。

報奨の２分の１は当社の平均普通株主資本利益率に基づいて稼得される予定であるが、当社の一定の長期およ

び短期借入債務（主に公正価値で会計処理された仕組債）に対する当社の信用スプレッドの変動およびその他の

信用要因、特定の事業の売却に関連した一定の損益、特定ののれんの減損、2011年１月１日の前日までに行われ

た事業活動に関連した特定の訴訟の和解に係る一定の損益、および完全遡及適用されない既存の会計原則の変更

または新しい会計原則の適用により生じた特定の累積遡及修正額の影響を除外している（以下「MS平均ROE」と

いう。）。報奨のこの部分について最終的に稼得されるPSUの数は、以下の乗数を適用して決定される予定であ

る。

 

  最小  最大

付与年度  MS平均ROE  乗数  MS平均ROE  乗数

2014年度  ５％未満  0.0  11.5％以上  1.5

2013年度  ５％未満  0.0  13％以上  2.0

2012年度  ６％未満  0.0  12％以上  1.5

 

2014年度、2013年度および2012年度の報奨日におけるこの部分の１株当たり公正価値は、それぞれ32.81ド

ル、22.85ドルおよび18.16ドルであった。

当該報奨の２分の１は、S&P金融セクター指数との比較により、当社の株主総利回り（以下「TSR」という。）

に基づいて稼得される予定である。報奨のこの部分について最終的に稼得されるPSUの数は、以下の乗数を適用

して決定される予定である。

 

  最小  最大

付与年度  TSR  乗数  TSR  乗数

2014年度  下回る  最低で0.0  上回る  最高で1.5

2013年度  下回る  最低で0.0  上回る  最高で2.0

2012年度  下回る  最低で0.0  上回る  最高で1.5
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2014年度、2013年度および2012年度の報奨日におけるこの部分の１株当たり公正価値は、それぞれ37.72ド

ル、34.65ドルおよび20.42ドルであり、これらは、モンテカルロ・シュミレーションおよび以下の仮定値を使用

して見積られている。

 

付与年度  
リスク・フリー

利率
 

予想株価
ボラティリティ

 
予想配当
利回り

2014年度  0.8％  44.2％  0.0％

2013年度  0.4％  45.4％  0.0％

2012年度  0.4％  56.0％  1.1％

 

リスク・フリー利率は米国財務省のゼロ・クーポン債に適用される利回りに基づいて決定された。予想株価ボ

ラティリティは、ヒストリカル・ボラティリティを使用して決定された。予想配当利回りは過去の配当支払額に

基づいていた。相関係数は、当社の過去の価格データおよびS&P金融セクター指数に基づいて算定された。

下表は、当社のPSUに関連する増減を示したものである。

 

  2014年度

  株式数（百万株）

PSU期首残高  4

報奨付与  2

普通株式への転換  (1)

取消  (1)

PSU期末残高  4
　   

 

繰延現金報酬制度

当社は、一定の現従業員および元従業員を対象として、参照された様々な投資の運用実績に基づき、制度加入者

に運用収益を提供する各種の繰延現金報酬制度を運営している。当社は、繰延現金報酬制度による債務を経済的に

ヘッジする投資またはその他の金融商品に自己勘定取引として直接投資することがある。当社が行うこれらの投資

の価額の変動は、トレーディング収益および投資収益に計上される。

当社の繰延報酬費用の内訳（取消分を控除後）は以下のとおりである。

 (百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

繰延現金報奨(1)  $ 1,757  $ 1,490  $ 1,815

参照投資に係る運用収益  408  772  435

合計   $ 2,165   $ 2,262  $ 2,250
　       

        

(1) 2014年度、2013年度および2012年度の金額には、2015年、2014年および2013年に報奨条件（これには勤務期間は含まれ

ていない）に基づき退職適格要件を充足した従業員に付与された繰延現金報奨に関する92百万ドル、78百万ドルおよび

93百万ドルがそれぞれ含まれている。
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上表には、非継続事業に計上された繰延現金報酬費用は含まれていない。2012年度の当該費用は約７百万ドルで

あった。非継続事業の詳細については、注記１を参照。

2014年12月31日現在、当社は権利確定前の繰延現金報奨に関連して約346百万ドルの未認識報酬費用（参照投資

の運用収益に係る未認識費用を除く）を有していた。実際の取消しおよび参照投資に係る将来の運用収益を除いた

場合、この未認識報酬費用の金額は、2015年度に127百万ドル、2016年度に76百万ドル、その後の年度に143百万ド

ル認識される予定である。これらの金額には、2015年１月に付与された2015年度から償却を開始する2014業績年度

の報奨は含まれていない（下記参照）。

 

2014業績年度の繰延報奨

2015年１月、当社は、2014業績年度に関連して、将来の勤続要件を含む株式報奨約11億ドルおよび繰延現金報奨

約７億ドルを付与した。見積りまたは実際の失効または取消し、および参照投資に係る将来の運用収益を除いた場

合、これらの報奨にかかる年間報酬費用は、以下のとおり認識される。

(百万ドル)

  2015年度  2016年度  それ以降  合計

株式報奨  $    577  $ 262  $ 215  $ 1,054

繰延現金報奨  410  225  99  734

合計  $   987  $ 487  $ 314  $ 1,788
       

 
 

 

19　従業員給付制度

当社は米国および米国外の大多数の従業員を対象とする種々の退職給付制度を設定している。当社はまた、医療

および生命保険を中心とする一定のその他の退職後給付を米国の適格従業員に提供している。さらに当社は、定年

退職前の元従業員や休職中の従業員に対しても、一定の雇用後給付を提供している。

 

年金およびその他の退職後給付制度

2007年７月１日の前日までに雇用された当社およびその米国内関係会社のほとんどすべての米国従業員は、米国

年金制度、内国歳入法第401(a)条に基づき適格とされる非拠出型確定給付年金制度（以下「米国適格制度」とい

う。）の対象となっている。非積立型の補完的制度（以下「補完的制度」という。）は、特定の管理職を対象とし

ている。加えて、当社の一定の米国外子会社もまた、ほとんどすべての従業員を対象とする確定給付年金制度を有

している。これらの年金制度は通常、各制度で規定された従業員の適格勤務年数や報酬レベルに基づく年金給付を

提供する。当社の方針では、該当する従業員給付規定や税法による最低限の積立基準を満たすのに十分な金額を少

なくとも積み立てることとしている。補完的制度における給付負債については、当社は発生額を計上しており、加

入者および受給者に支払う時点で資金を手当てしている。当社の米国適格制度は、2010年12月31日の翌日以降の将

来の給付発生額の計上を停止した。

2014年度に、モルガン・スタンレー補完的管理職退職給付・超過額制度（以下「SEREP」という。）は変更さ

れ、給付発生額の計上が停止された。2014年10月１日の前日までにSEREPの加入者が稼得した給付額は、SEREPの規

定に基づいて将来支払われる予定である。この変更による当社の連結財務諸表への重要な影響はなかった。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

377/611



当社はまた、医療および生命保険を米国の適格退職者に、および医療保険をその被扶養者に対して提供する非積

立型の退職後給付制度を有している。2014年10月31日より、モルガン・スタンレー医療保険制度は、メディケアの

給付対象者でかつ65歳以上の退職者を対象として2014年12月31日の翌日以降に提供される医療制度について変更し

た。この変更による当社の連結財務諸表への重要な影響はなかった。

 

期間純給付費用

下表は、2014年度、2013年度および2012年度の期間純給付費用（利益）の内訳を示している。

(百万ドル)

  年金  退職後給付

  2014年度  2013年度  2012年度  2014年度  2013年度  2012年度

勤務費用（期中に稼得された給付額）  $ 20  $ 23  $ 26  $ 2  $ 4  $ 4

予測給付債務の利息費用  154  151  156  5  7  7

制度資産の期待運用収益  (110) (114) (110) ―  ―  ―

過去勤務費用貸方計上額の正味償却額  ―  ―  ―  (14) (13) (14)

数理計算上の損失の正味償却額  22  36  27  ―  3  2

縮小損失  3  ―  ―  ―  ―  ―

清算損失  2  1  ―  ―  ―  ―

期間純給付費用（利益）  $ 91  $ 97  $ 99  $ (7) $ 1  $ (1)
             

 

2014年度、2013年度および2012年度にその他の包括損失（利益）に認識された制度資産および給付債務のその他

の変動額（税引前）は、以下のとおりである。

(百万ドル)

  年金  退職後給付

  2014年度  2013年度  2012年度  2014年度  2013年度  2012年度

純損失（利益）  $ 18  $ 87  $ 416  $  9  $ (52) $ 16

過去勤務費用  2  3  3  (64)  ―  ―

過去勤務費用貸方計上額の償却額  ―  ―  ―  14  13  14

純損失の償却額  (27)  (37)  (27)  ―  (3) (2)

その他の包括損失（利益）における
認識額合計

 $ (7)  $ 53  $ 392  $ (41)  $ (42) $ 28
             

 

当社は通常、未認識純損益が予測給付債務または制度資産の時価関連価額のいずれか大きい方の10％を超える場

合には、当該未認識純損益を償却し、期間純給付費用に計上している。未認識純損益は通常、現役加入者の将来の

勤務期間にわたって償却される。米国適格制度では、加入者の平均余命にわたって未認識純損益を償却している。

2014年10月１日より、SEREPでは、加入者の平均余命にわたって未認識純損益を償却している。
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下表は、2014年度、2013年度および2012年度に係る期間純給付費用の算定に用いた加重平均基礎率を示してい

る。

 

 年金  退職後給付

  2014年度  2013年度  2012年度  2014年度  2013年度  2012年度

割引率(1)  4.74％  3.95％  4.57％  3.77％  3.88％  4.56％

制度資産長期期待運用収益率  3.75  3.73  3.78  N/A  N/A  N/A

将来の昇給率  1.06  0.98  2.14  N/A  N/A  N/A

             

N/A－該当なし。

(1)　モルガン・スタンレー医療保険制度の変更および再測定に伴い、2014年度における退職後給付制度の割引率を、2014

年10月31日より4.75％から3.77％に変更した。

 

制度資産長期期待運用収益率は、制度資産の長期運用収益に関する当社の最善の見積りを表わしている。米国適

格制度の長期期待運用収益率は、制度の債券資産に内在する長期期待運用収益の加重平均運用収益を、投資運用会

社によるこの資産クラスの配分目標に基づき算定することにより見積られた。資産長期期待運用収益率は、資産配

分目標、制度により支払われる手数料および費用または市況に重要な変動がない限り、通常は毎年同一になると予

想される長期的な基礎率である。米国適格制度は、主に債券および関連デリバティブ商品（金利スワップ契約を含

む。）に投資している。この資産配分は、制度の積立状況を保護し、また当社の拠出額のボラティリティを制限す

ると期待されている。米国適格制度の投資ポートフォリオ全体の運用実績は、制度の投資実績と米国適格制度の給

付債務の見積現在価額の変動との比較により評価される。
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給付債務および積立状況

下表は、2014年度および2013年度の給付債務および制度資産の公正価値の変動の調整、ならびに2014年12月31日

および2013年12月31日現在の積立状況を示している。

(百万ドル)

  年金  退職後給付

  2014年  2013年  2014年  2013年

給付債務の調整：         

給付債務の期首残高  $ 3,330  $  3,883  $   128  $   174

勤務費用  20  23  2  4

利息費用  154  151  5  7

数理計算上の損失（利益）  555  (537)  5  (52)

制度の変更  2  2  (64)  ―

制度の縮小  (1)  ―  ―  ―

制度の清算  (8)  (7)  ―  ―

死亡率の仮定の変更(1)  203  ―  4  ―

支払給付額  (213)  (186)  (5)  (6)

その他（外国為替レートの変動を
含む）

 (35)  1  ―  1

給付債務の期末残高  $ 4,007  $  3,330  $   75  $   128

制度資産の公正価値の調整：         

制度資産の期首公正価値  $ 2,867  $  3,519  $    ―  $    ―

制度資産の実際運用収益  850  (512)  ―  ―

雇用者拠出(2)  244  42  5  6

支払給付額  (213)  (186)  (5)  (6)

制度の清算  (8)  (7)  ―  ―

その他（外国為替レートの変動を
含む）

 (35)  11  ―  ―

制度資産の期末公正価値  $ 3,705  $  2,867  $    ―  $    ―

積立（未積立）状況  $  (302)  $   (463)  $   (75)  $  (128)
　         

  
(1) 2014年10月にアクチュアリー会が公表した新しい生命表を適用後の数値を示している。

(2) 2014年12月、米国適格制度による新しい生命表の適用に伴い増加した負債を相殺する目的で、米国適格制度に対して200

百万ドルの任意拠出を行った。
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下表は、期末現在の積立状況の要約を示している。

(百万ドル)

  年金  退職後給付

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

 
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

当社の連結貸借対照表上の認識額
の内訳：

        

資産  $  224  $  60  $   ―  $   ―

負債  (526)  (523)  (75)  (128)

正味認識額  $ (302)  $ (463)  $  (75)  $ (128)
　         

その他の包括損失累計額における
認識額の内訳：

        

過去勤務費用（貸方計上額）  $   (1)  $   1  $  (61)  $  (11)

純損失（利益）  866  871  (5)  (14)

  純損失（利益）認識額  $  865  $ 872  $ 　(66)  $  (25)
　         

 

2015年度にその他の包括損失累計額から償却され期間給付純費用に計上されると見込まれる見積過去勤務費用の

貸方計上額は、確定給付年金制度に関する約１百万ドルおよび退職後給付制度に関する19百万ドルである。2015年

度にその他の包括損失累計額から償却され期間給付純費用に計上されると見込まれる見積純損失は、確定給付年金

制度に関する約26百万ドルである。

すべての確定給付年金制度の累積給付債務は、2014年12月31日および2013年12月31日現在、それぞれ3,988百万

ドルおよび3,309百万ドルであった。

下表は、期末現在において予測給付債務が制度資産の公正価値を超過した年金制度についての情報を示してい

る。

(百万ドル)

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

予測給付債務  $ 626  $ 3,127

制度資産の公正価値  100  2,603

 

下表は、期末現在において累積給付債務が制度資産の公正価値を超過した年金制度についての情報を示してい

る。

(百万ドル)

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

累積給付債務  $  588  $ 3,089

制度資産の公正価値  82  2,586
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下表は、期末現在の給付債務の算定に用いた加重平均基礎率を示している。

 

  年金  退職後給付

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

 
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

割引率  3.86％  4.74％  3.69％  4.75％

将来の昇給率  2.85  1.06  N/A  N/A

         

N/A－該当なし。

 

米国年金制度、米国退職後給付制度および英国年金制度の負債に係る給付債務の算定に用いた割引率は、当社

が、独立の数理士と相談の上、これらの年金制度の特徴に基づき個別にそれぞれ算定された年金割引率のイール

ド・カーブを用いて選択したものである。年金割引率のイールド・カーブは、優良債券投資のうち代表的かつ広範

囲にわたるAa格社債のグループにおける潜在的デュレーションに基づく、スポットの割引利回りを表す。米国以外

のその他すべての年金制度に関して、当社は、負債の性質、当該地域の経済環境および入手可能な債券指数に基づ

き、想定割引率を設定している。

下表は、期末現在の米国退職後給付債務の算定に使用された見積医療費趨勢率を示している。

 

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

次年度の見積医療費趨勢率：     

医療  6.88-7.23％  6.90-7.38％

処方薬  7.87％  8.25％

医療費趨勢率が下落し到達すると仮定する率(最終的な趨勢率)  4.50％  4.50％

最終的な趨勢率に達する年  2029年  2029年

 

見積医療費趨勢率は、当社の退職後給付制度上の報告金額に重要な影響を与えうる。見積医療費趨勢率の１パー

セントポイントの変動により、2014年度における当社の退職後給付の勤務費用および利息費用への重要な影響はな

く、2014年12月31日現在における当社の退職後給付債務は３百万ドルまたは２百万ドルそれぞれ増加または減少す

ることとなる。

メディケア処方薬の保険適用による当社の退職後給付制度への重要な影響はないと判断されたため、当社の連結

損益計算書上に2003年メディケア処方薬、改善および近代化法の影響は反映されていない。
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制度資産

当社の年金制度資産の88％は米国適格制度資産である。米国適格制度は、アクティブ投資戦略とリスクの管理さ

れた債券投資戦略を組み合わせて用いている。債券への資産配分は、金利の変動に対する制度のエクスポージャー

の軽減を促し、資産と債務とをよりよく整合させるために、主に制度負債の期待キャッシュ・フローに近似するよ

うに設計された債券および関連デリバティブ商品で構成されている。デュレーションの長い債券への配分は、制度

の積立状況の保護および制度拠出金の長期的な安定性維持に資すると期待されている。

米国適格制度の投資ポートフォリオにおけるデリバティブ商品への配分は、そのデリバティブ商品が年金制度の

投資方針ガイドラインのすべてに準拠し、年金制度のリスクおよび収益目標に適合する範囲内においてのみ認めら

れる。加えて、デリバティブへの投資はすべて以下の条件を満たさなければならない。

・　デリバティブは、基礎となる現物市場における同様の直接投資よりデリバティブの方が有用であると投資運用

会社が判断する場合、またはそのビークルがポートフォリオのリスク管理のために使用される場合にのみ使用す

ることができる。

・　いかなる状況においても、デリバティブを投機的方法で、またはポートフォリオのレバレッジのために使用す

ることはできない。

・　デリバティブを短期売買の手段として使用することはできない。米国適格制度における投資理念は、短期売買

目的でなく長期投資として投資活動に取り組むことである。

・　デリバティブは、その起こりうる効果を定量化でき、ポートフォリオのリスクとリターンのプロファイルを改

善することが示され、有意義で理解しやすい方法により報告できる場合にのみ、米国適格制度のポートフォリオ

の運用に利用することができる。

基本的な運用指針として、原資産に対する制限のすべてが各デリバティブ商品に適用される。当該制限には、比

率配分および信用度が含まれる。デリバティブは、ポートフォリオの制限を回避することではなく、原資産への投

資を増加させる目的でのみ使用する。

制度資産は、注記４で述べられている当社の資産および負債の主要な区分に適用される評価手法と同一の評価手

法を用いて公正価値で測定される。活発な市場の市場相場価格は、入手可能であれば公正価値の最善の証拠であ

り、測定の基礎として使用される。市場相場価格が入手可能な場合、公正価値は取引単位の数量に市場価格を乗じ

た積である。市場相場価格が入手可能でない場合の公正価値の見積りは、観察可能なインプットを最大限に利用

し、観察不可能なインプットの利用を最小に留める評価アプローチに基づいている。

店頭デリバティブ契約の公正価値は、主に複数の市場インプット・パラメータを必要とする場合のある価格決定

モデルを使用して導出される。デリバティブ契約は、現金担保または取引相手先の相殺前の総額ベースで表示され

ている。デリバティブは金利スワップ契約への投資からなり、公正価値の階層のレベル２に分類される。
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合同運用信託ファンドは、米国連邦または州の機関による規制、監視および定期的な検査の対象になる機関投資

家が利用可能な私募ファンドである。当該信託は、集団投資または複数の雇用者または被支配グループ企業により

維持されている米国税制適格従業員給付制度から拠出された資産の再投資のために維持されなければならない。合

同運用信託ファンドのスポンサーはファンドの基礎となる証券の公正価値に基づいてファンドの純資産価額を評価

する。合同運用信託ファンドの基礎となる証券は主にデュレーションの長い債券で構成されている。測定日または

近い将来に償還可能な合同運用信託ファンドは、公正価値の階層のレベル２に分類されるが、そうでない場合は公

正価値の階層のレベル３に分類される。

米国以外の制度に基づく制度には、外国会社株式ファンド、外国債券ファンド、外貨キャッシュ・フロー・ター

ゲット・ファンドおよび外国流動性ファンドへの投資からなる外国ファンドを保有するものがある。外国会社株式

ファンドおよび外国債券ファンドは、認可された証券取引所の相場があるか規制市場で取引されている個々の証券

に投資する。一部の債券ファンドは、一定のフィナンシャル・タイムズ・ストック・エクスチェンジ指数に相応す

る運用収益を生むことを目指している。外貨キャッシュ・フロー・ターゲット・ファンドは、政府債およびデリバ

ティブに投資することで達成される一連の固定した年間キャッシュ・フローを５年または10年にわたり提供するよ

うに設計されている。外国流動性ファンドは、元本の保全、安定した価額および流動性の高い資産に対して高い優

先度を置いている。外国ファンドは、通常、それらが容易にNAVで償還可能であることから、公正価値の階層のレ

ベル２に分類される。認可された取引所で売買される株式への投資は、公正価値の階層のレベル１に分類される。

米国以外の制度に基づいて保有されるその他の投資は、不動産ファンド、ヘッジ・ファンドおよび保険年金契約

への投資からなる。これらの不動産およびヘッジ・ファンドは、それらが容易にNAVで償還可能である場合は公正

価値の階層のレベル２に分類されるが、そうでない場合は公正価値の階層のレベル３に分類される。保険年金契約

は、従業員給付制度を対象とした保険業者の保証に係る公正価値に近似する保険料準備金に基づいて評価される。

保険年金契約は、公正価値の階層のレベル３に分類される。
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下表は、2014年12月31日現在の純年金資産の公正価値を示している。2014年度中には、各レベル間の振替はな

かった。

 
（百万ドル）

  

同一資産の
活発な市場
における
相場価格

（レベル１）

 
重要な

観察可能な
インプット
（レベル２）

 
重要な

観察不可能な
インプット
（レベル３）

 

合計
         

資産：         

投資：         

現金および現金同等物(1)  $     63  $     ―  $     ―  $     63

米国国債および政府機関債：         

米国財務省証券  1,332  ―  ―  1,332

米国政府機関債  ―  265  ―  265

米国国債および政府機関債合計  1,332  265  ―  1,597

社債およびその他の債券：         

州および地方債  ―  2  ―  2

債務担保証券  ―  62  ―  62

社債およびその他の債券合計  ―  64  ―  64

デリバティブ契約(2)  ―  292  ―  292

デリバティブに係る現金担保受取債権  ―  2  ―  2

合同運用信託ファンド(3)  ―  1,432  ―  1,432

外国ファンド(4)  ―  347  ―  347

その他の投資  ―  ―  36  36

投資合計  1,395  2,402  36  3,833

受取債権:         

その他の受取債権(1)  ―  27  ―  27

受取債権合計  ―  27  ―  27

資産合計  $  1,395  $  2,429  $     36  $  3,860

負債：         

デリバティブ契約(5)  $     ―  $     33  $     ―  $     33

デリバティブに係る現金担保支払債務  ―  2  ―  2

その他の負債(1)  ―  120  ―  120

負債合計  $     ―  $    155  $     ―  $    155

純年金資産  $  1,395  $  2,274  $     36  $  3,705
　         

          

(1) 現金および現金同等物、その他の受取債権ならびにその他の負債は公正価値に近似する原価で評価されている。

(2) 資産ポジションのデリバティブ契約は金利スワップ292百万ドルからなる。

(3) 合同運用信託ファンドには債券ファンドおよびマネー・マーケット・ファンドへの投資、それぞれ1,280百万ドルおよび

152百万ドルが含まれている。

(4) 外国ファンドは債券ファンド、キャッシュ・フロー・ターゲット・ファンドおよび流動性ファンドへの投資、それぞれ

158百万ドル、136百万ドルおよび53百万ドルからなる。

(5) 負債ポジションのデリバティブ契約は金利スワップへの投資33百万ドルからなる。
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下表は、2013年12月31日現在の純年金資産の公正価値を示している。2013年度中には、各レベル間の振替はな

かった。

（百万ドル）

  

同一資産の
活発な市場
における
相場価格

（レベル１）

 
重要な

観察可能な
インプット
（レベル２）

 
重要な

観察不可能な
インプット
（レベル３）

 

合計
         

資産：         

投資：         

現金および現金同等物(1)  $     91  $     ―  $     ―  $     91

米国国債および政府機関債：         

米国財務省証券  1,047  ―  ―  1,047

米国政府機関債  ―  204  ―  204

米国国債および政府機関債合計  1,047  204  ―  1,251

社債およびその他の債券：         

州および地方債  ―  2  ―  2

債務担保証券  ―  76  ―  76

社債およびその他の債券合計  ―  78  ―  78

デリバティブ契約(2)  ―  122  ―  122

デリバティブに係る現金担保受取債権  ―  37  ―  37

合同運用信託ファンド(3)  ―  1,004  ―  1,004

外国ファンド(4)  21  291  ―  312

その他の投資  ―  10  38  48

投資合計  1,159  1,746  38  2,943

受取債権:         

その他の受取債権(1)  ―  20  ―  20

受取債権合計  ―  20  ―  20

資産合計  $  1,159  $  1,766  $     38  $  2,963

負債：         

デリバティブ契約(5)  $     ―  $     92  $     ―  $     92

デリバティブに係る現金担保支払債務  ―  2  ―  2

その他の負債(1)  ―  2  ―  2

負債合計  $     ―  $     96  $     ―  $     96

純年金資産  $  1,159  $  1,670  $     38  $  2,867
　         

          

(1) 現金および現金同等物、その他の受取債権ならびにその他の負債は公正価値に近似する原価で評価されている。

(2) 資産ポジションのデリバティブ契約は金利スワップ122百万ドルからなる。

(3) 合同運用信託ファンドは債券ファンドへの投資1,004百万ドルからなる。

(4) 外国ファンドには債券ファンド、キャッシュ・フロー・ターゲット・ファンド、流動性ファンド、株式ファンドおよび

分散型ファンドへの投資それぞれ157百万ドル、77百万ドル、56百万ドル、21百万ドルおよび１百万ドルが含まれてい

る。

(5) 負債ポジションのデリバティブ契約は金利スワップへの投資92百万ドルからなる。
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下表は2014年度における公正価値で測定されたレベル３の年金資産の変動を示している。

(百万ドル)

 2014年
１月１日現在
の期首残高

 

2014年12月31日
現在保有してい
る資産に関連す
る制度資産の実
際運用収益

 
2014年度中に売
却した資産に関
連する制度資産
の実際運用収益 

購入、売却、
その他決済
および発行、

純額  

レベル３へ／
(から)の正味

振替  

2014年
12月31日現在
の期末残高

            

投資            

その他の投資 $ 38  $   (5) $ ―  $  3  $ ―  $ 36

投資合計 $ 38  $   (5) $ ―  $  3  $ ―  $ 36
　            

 

下表は2013年度における公正価値で測定されたレベル３の年金資産の変動を示している。

(百万ドル)

 2013年
１月１日現在
の期首残高

 

2013年12月31日
現在保有してい
る資産に関連す
る制度資産の実
際運用収益

 
2013年度中に売
却した資産に関
連する制度資産
の実際運用収益 

購入、売却、
その他決済
および発行、

純額  

レベル３へ／
(から)の正味

振替  

2013年
12月31日現在
の期末残高

            

投資            

その他の投資 $ 30  $  2  $ ―  $  4  $  2  $ 38

投資合計 $ 30  $  2  $ ―  $  4  $  2  $ 38
　            

 

キャッシュ・フロー

2014年12月31日現在、当社は、制度の最新の積立状況および2015年度の期待資産運用収益の基礎率に適宜基づい

て、年金および退職後給付制度に対し2015年度に約50百万ドルの拠出を行う予定である。

2014年12月31日現在、当社の年金および退職後給付制度に関連する予想給付支給額の翌５年間およびその後の５

年間の合計額は以下のとおりである。

(百万ドル)

  年金  退職後給付

2015年度  $  132  $  4

2016年度  133  5

2017年度  143  5

2018年度  141  5

2019年度  145  5

2020年度-2024年度  854  28
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モルガン・スタンレー401(k)制度

一定の適格要件を満たしている米国の従業員は、モルガン・スタンレー401(k)制度への加入が認められている。

米国の適格従業員は、当社が毎年定める401(k)の裁量的マッチング現金拠出を受領する。2014年度および2013年度

に、当社は、内国歳入庁（以下「IRS」という。）の限度額を上限とする適格報酬の４％まで、１ドルに対して１

ドルのマッチング拠出を行った。2014年度および2013年度のマッチング拠出は、加入者の現在の投資の指示に基づ

いて割り当てられた。また、100,000ドル以下の適格報酬を受ける米国の適格従業員も、適格報酬の２％に相当す

る401(k)制度に基づく固定拠出を受領している。移行拠出金は、米国適格制度における2010年度の給付発生分また

は401(k)制度における2010年度の退職拠出金を受け取り、かつ2010年12月31日現在で一定の年齢および勤続要件を

満たしていた加入者に対して割り当てられる。別個の移行拠出金がスミス・バーニーの一定の適格従業員にに対し

て割り当てられる。当社によるマッチング拠出金、固定拠出金および移行拠出金は、当社の401(k)費用に含まれて

いる。2014年度、2013年度および2012年度の税引前の401(k)費用は、それぞれ256百万ドル、242百万ドルおよび

246百万ドルであった。

 

確定拠出年金制度

当社は、一定の米国外子会社のほとんど全ての従業員を対象とする別個の確定拠出年金制度を運営している。当

該制度においては、給付額は一定の権利確定を要件とする基本給の固定レートに基づき決定される。2014年度、

2013年度および2012年度のこれらの制度に関する当社の費用は、それぞれ117百万ドル、111百万ドルおよび126百

万ドルであった。

 

その他の雇用後給付

雇用後給付には、雇用後で定年退職前の元従業員または休職中の従業員に支給される給与の継続支給、退職給

付、障害関連給付および医療・生命保険給付の継続等が含まれる場合がある。2014年12月31日および2013年12月31

日現在の雇用後給付債務の額は重要ではなかった。

 

前へ　　　次へ
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20　法人所得税

継続事業による法人所得税費用（ベネフィット）の内訳は以下のとおりである。

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

当期税金：       

 　 米国連邦政府  $   (604)  $  229  $ (102)

　　米国州・地方自治体  260  164  140

 　米国外：       

 　　英国  88  178  (16)

 　　日本  114  88  90

 　　香港  34  36  16

 　　その他(1)  258  301  355

  $    150  $  996  $  483
　       

繰延税金：       

 　米国連邦政府  $  (207)  $   (3)  $ (748)

　　米国州・地方自治体  (56) 1  (64)

 　米国外：       

 　　英国  (31) (75)  77

 　　日本  56  262  170

 　　香港  9  (14) 35

 　　その他(1)  (11) (265)  (114)

  $  (240)  $  (94)  $ (644)

継続事業による法人所得税費用（ベネフィット）  $   (90)  $  902  $ (161)

非継続事業による法人所得税費用（ベネフィット）  $    (5)  $  (29)  $   (7)
 

 

(1) 2014年度の米国外のその他の管轄区域には、ブラジル、インドおよびメキシコからの重要な税金費用合計がそれぞれ44

百万ドル、38百万ドルおよび38百万ドル含まれていた。2013年度の米国外のその他の管轄区域には、ブラジル、インド

およびルクセンブルクからの重要な税金費用（ベネフィット）合計がそれぞれ59百万ドル、54百万ドルおよび(156)百万

ドル含まれていた。2012年度の米国外のその他の管轄区域には、インド、ブラジル、スペイン、カナダ、シンガポー

ル、およびオランダからの重要な税金費用（ベネフィット）合計がそれぞれ43百万ドル、36百万ドル、36百万ドル、33

百万ドル、32百万ドル、および(31)百万ドル含まれていた。
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下表は、法人所得税費用（ベネフィット）の実効税率と米国連邦法定所得税率との調整である。

 

  2014年度  2013年度  2012年度(1)

米国連邦法定所得税率  35.0％  35.0％  35.0％

米国連邦所得税ベネフィット控除後の米国州・地方
自治体の所得税率

 6.5  2.3  7.5

国内税額控除  (5.0)  (3.2)  (29.0)

非課税所得  (3.5)  (2.5)  (26.0)

米国外所得：       

外国税率の差異  (22.5)  (6.0)  (12.2)

再投資の意思表明の変更  1.4  (1.4)  4.2

外国税率の変更  ―  0.1  (0.2)

ウェルス・マネジメントの法的組織再編  (38.7)  ―  ―

損金不算入の訴訟費用  25.5  0.9  0.7

その他  (1.2)  (5.4)  (7.0)

実効税率  (2.5)％  19.8％  (27.0)％
　       

        

(1) 2012年度の税率には、当社の信用スプレッドの変動およびその他の信用要因に起因した当社の一定の長期および短期借

入債務の公正価値の変動により法人所得税計上前継続事業利益の水準が低下したことを反映している。

 

2014年度の当社の継続事業からの実効税率には、2,226百万ドルの一時的な正味税金ベネフィットの総額が反映

されていた。この一時的な正味税金ベネフィットの内訳は、主に当社の法人組織の簡素化を目的としたウェルス・

マネジメント業務の社内再編による繰延税金負債の取崩し1,380百万ドル、主に税務当局による複数年にわたる調

査の状況に関する新たな情報に起因した引当金および関連利息の再測定に関連する609百万ドル、ならびに米国外

利益の当初見積りを下回る費用による米国本国への送金に主に関連する237百万ドルであった。上記の一時的な正

味税金ベネフィットの総額を除いた場合、訴訟および規制案件に関連する損金不算入費用の影響を含む、2014年度

の継続事業による実効税率は59.5％となる。

2014年10月31日に、当社は、モルガン・スタンレー・スミス・バーニー・ホールディングス・エルエルシーの

パートナーシップから法人への税務上の取扱いの変更を含む、当社の法人組織簡素化を目的とした社内再編を完了

した。この税務上の取扱いの変更を受けて、当社は、2009年にスミス・バーニー取得の一環として払込剰余金の借

方計上を通じて認識した繰延税金負債を取り崩した。この一時的な正味税金ベネフィット1,390百万ドルは、当社

の2014年度連結損益計算書の法人所得税費用（ベネフィット）に含められており、ウェルス・マネジメント事業セ

グメントに帰属している。
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2013年度の当社の継続事業からの実効税率には、個々の正味税金ベネフィットの総額407百万ドルが含まれてい

た。この金額には、税務当局の一定の調査の状況に関する新たな情報に関連した引当金および関連利息の再測定に

係る161百万ドル、一定の法的組織再編による従来未認識であった繰延税金資産の計上に関連する92百万ドル、一

定の米国外子会社について見込まれる利益の本国送金に伴う外国税額控除を最大限に利用するタックス・プラニン

グ戦略に起因した73百万ドル、および2012年米国納税者救済法（以下「救済法」という。）の遡及的効力発生日に

よる81百万ドルの一時的な税金ベネフィットが含まれていた。2013年１月２日に制定された救済法は、特に、米国

外で稼得された一定の在外子会社の金融サービス収益に対する課税を当該収益が配当として米国本国に送金される

まで繰り延べる米国租税関連法の規定の効力の期間を、2012年１月１日に遡って延長した。上記の一時的な正味税

金ベネフィットの総額を除いた場合、2013年度の継続事業による実効税率は、28.7％となった。

2012年度の当社の継続事業からの実効税率には、正味税金ベネフィットの総額142百万ドルが含まれていた。こ

の金額には、該当する時効の成立またはIRSの一定の調査の状況に関する新たな情報に関連した引当金および関連

利息の再測定に係る299百万ドルの一時的な税金ベネフィット、ならびに主に当社の投資運用事業セグメントにお

けるパートナーシップ投資および過年度に計上した在外子会社の本国に送金された利益に関連した繰延税金資産の

過大計上を修正した総額157百万ドルの期間外の正味税金費用が含まれていた。当社は、法人所得税費用の過少計

上の影響について定性的および定量的に評価しており、これによる過去の年度または四半期の連結財務諸表への重

要な影響はなかったとの結論に達した。上記の正味税金ベネフィットの総額を除いた場合、2012年度の継続事業に

よる実効税率は、3.2％のベネフィットとなった。

2014年12月31日および2013年12月31日現在、当社は、在外子会社に帰属する累積的利益をそれぞれ約7,364百万

ドルおよび6,675百万ドルを有しており、これらについては、当該在外子会社の利益を本国へ送金した場合に生ず

る課税に対する米国の引当は計上していない。従って、2014年12月31日および2013年12月31日現在、これらの利益

に係るそれぞれ約841百万ドルおよび736百万ドルの繰延税金負債は計上されていなかった。

繰延税金は資産・負債の会計上の金額と税務ベースの金額との一時差異による税効果の純額を表しており、それ

らの差異が消滅すると予測される期に適用される法定税率および税法に基づいて算定されている。2014年12月31日

および2013年12月31日現在の当社の繰延税金資産・負債の主な内訳は以下のとおりである。
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(百万ドル)

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

繰延税金資産の総額：     

税額控除および繰越欠損金  $ 3,833  $ 5,130

従業員報酬・給付制度  3,715  2,417

評価性および負債性引当金  661  1,122

棚卸資産、投資および受取債権の評価  586  418

繰延税金資産合計  8,795  9,087

繰延税金資産の評価性引当金(1)  34  38

評価性引当金控除後の繰延税金資産  $ 8,761  $ 9,049
　     

繰延税金負債の総額：     

米国外事業  $  925  $ 1,293

固定資産  565  275

その他  65  253

繰延税金負債合計  $ 1,555  $ 1,821

繰延税金資産純額  $ 7,206  $ 7,228
　     

      

(1) 評価性引当金は、当社の一定の連邦税の繰越欠損金純額および州税の資本損失繰越額に関するベネフィットを、実現可

能性が50％を超えると考えられる金額まで減額している。2014年度に、一定の州税の資本損失の利用可能性に関連し

て、評価性引当金が４百万ドル減額された。

 

当社は、2014年12月31日および2013年12月31日現在で繰越税額控除を有しており、これに関連して繰延税金資産

をそれぞれ3,740百万ドルおよび4,932百万ドル計上している。これらの繰越額は年間使用限度額の制約を受け、使

用されない場合には、2020年に重要な金額の期限が到来する予定である。

当社は、7,206百万ドルの認識された繰延税金資産純額（評価性引当金控除後）は、当社が営業を行う管轄区域

における将来の課税所得に関する見積りに基づき、実現可能性が50％を超えると考えている。

当社は従業員株式報酬取引に関連して、2014年度、2013年度および2012年度にそれぞれ(６)百万ドル、121百万

ドルおよび114百万ドルの法人所得税費用（ベネフィット）純額を払込剰余金に対して計上した。

2014年度、2013年度および2012年度における法人所得税の現金支払額は、それぞれ886百万ドル、930百万ドルお

よび388百万ドルであった。
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下表は、2014年度、2013年度および2012年度における法人所得税費用（ベネフィット）計上前継続事業利益の、

米国および米国外の内訳をそれぞれ表している。

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

米国  $ 1,805  $ 1,738  $(1,165)

米国外(1)  1,786  2,820  1,761

  $ 3,591  $ 4,558  $  596
　       

        

(1) 米国外の利益は米国外に所在する事業から生じた利益と定義される。

 

適格アフォーダブル住宅プロジェクトへの投資

2014年１月、FASBは、低所得者向け住宅税額控除の適用を受けることができるアフォーダブル住宅プロジェクト

の運営またはこれらへの投資を行うフロースルーの有限責任事業体への投資に関する会計処理の指針を示す会計基

準更新書を公表した。この指針は、適格アフォーダブル住宅プロジェクトへの投資について、一定の条件が充足さ

れた場合に、当社が比例償却法を適用して会計処理する会計方針の選択を行うことを認めている。比例償却法の下

では、事業体は、受け取った税額控除およびその他の税金ベネフィットに比例して投資の当初原価を償却し、投資

の償却額を当社の連結損益計算書の法人所得税費用（ベネフィット）の構成項目として認識する。実務的簡便法と

して、投資者は、実質的に類似する測定結果がもたらされると合理的に予想する場合には、投資の当初原価を当該

投資者に配分された税額控除のみに比例して償却することが認められる。

当社は、上記の会計方針を選択し、2014年４月１日付で同指針を早期適用した。同指針の採用の結果、当社は、

以前持分法により計上した損失をその他の収益から除外し、すべての表示期間について比例償却法により計算した

償却費を法人所得税費用（ベネフィット）に計上するために遡及修正を行った。この早期適用による利益剰余金へ

の影響は重要ではなかった。2014年度において、当社はその他の収益から(18)百万ドルを除外し、法人所得税費用

（ベネフィット）に18百万ドルを計上した。さらに、2013年度および2012年度の両年度において、当社はその他の

収益から(76)百万ドルを除外し、76百万ドルを法人所得税費用（ベネフィット）に計上した。

未認識税金ベネフィットの合計額は、2014年12月31日、2013年12月31日および2012年12月31日現在それぞれ約22

億ドル、41億ドルおよび41億ドルであった。この合計額のうち、それぞれ約10億ドル、14億ドルおよび16億ドル

（州の問題に係る連邦税ベネフィット、監督官庁および外国税額控除を控除後）は、認識された場合には将来の期

間における実効税率に対して有利な影響を及ぼすと予想される未認識税金ベネフィットの金額を表している。

未認識税金ベネフィットに関連する利息および加算税は法人所得税費用に計上している。当社は、2014年度、

2013年度および2012年度の当社の連結損益計算書において、それぞれ(35)百万ドル、50百万ドル、(10)百万ドルの

支払（受取）利息（連邦および州所得税ベネフィット控除後）を認識した。未払利息は、2014年12月31日、2013年

12月31日および2012年12月31日現在、連邦および州所得税ベネフィット控除後でそれぞれ約258百万ドル、293百万

ドルおよび243百万ドルであった。上記年度の未認識税金ベネフィットに関連する加算税は、重要ではなかった。
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下表は、2014年度、2013年度および2012年度に関する未認識税金ベネフィットの期首および期末金額の調整を表

している（単位：百万ドル）。

 

未認識税金ベネフィット  

2011年12月31日現在残高 $ 4,045

当期に関連する税務ポジションに基づく増加   299

過去の期間に関連する税務ポジションに基づく増加 127

過去の期間に関連する税務ポジションに基づく減少 (21)

税務当局との解決に関連する減少 (260)

時効による消滅に関連する減少 (125)

2012年12月31日現在残高 $ 4,065
　  

当期に関連する税務ポジションに基づく増加 $   51

過去の期間に関連する税務ポジションに基づく増加 267

過去の期間に関連する税務ポジションに基づく減少 (141)

税務当局との解決に関連する減少 (146)

2013年12月31日現在残高 $ 4,096
　  

当期に関連する税務ポジションに基づく増加 $  135

過去の期間に関連する税務ポジションに基づく増加 100

過去の期間に関連する税務ポジションに基づく減少 (2,080)

税務当局との解決に関連する減少 (19)

時効による消滅に関連する減少 (4)

2014年12月31日現在残高 $ 2,228
　  

 

当社は、IRSならびに日本および英国等の一定の国々、ならびにニューヨーク州等の当社が重要な業務活動を

行っている州における他の税務当局の継続的な調査を受けている。当社は現在、1999～2005課税年度を対象とする

未解決問題について、IRS不服審判所による調査を受けており、2006～2008課税年度のIRSの調査に係る実地調査は

実質的に完了している。また、当社は現在、2007～2009課税年度に係るニューヨーク州およびニューヨーク市の調

査に関連する様々な段階の実地調査を受けている。2015年中に、当社は2010課税年度までの実質的にすべての問題

について英国の税務当局との間で結論に到達すると予想しており、その解決による当社の連結財務諸表に係る実効

税率への重要な影響はないと見込んでいる。

当社は、これらの税金に関する問題の解決は、特定の将来の期間の当社の連結損益計算書および解決した期間の

当社の実効税率に重要な影響を及ぼす可能性があるが、当社の連結貸借対照表に対しては重要な影響を及ぼさない

と考えている。当社は、未認識税金ベネフィットに対して、追徴金を課される可能性に関して妥当であると判断し

た引当金を設定している。一度設定した後は、当社は未認識税金ベネフィットを、より詳細な情報が入手できた場

合、または未認識税金ベネフィットの変更を必要とする事象が生じた場合に限り修正する。
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当社は、該当する時効の成立または当年度および次年度以降の調査の状況に関する新たな情報に起因して、それ

ぞれの税務管轄区域で課税される可能性について定期的に評価している。当社の定期的見直しの一環として、連邦

税および州税の未認識税金ベネフィットは戻入または再測定された。この再測定の結果、法人所得税費用には、

2014年度、2013年度および2012年度にそれぞれ609百万ドル、161百万ドルおよび299百万ドルの一時的な税金ベネ

フィットが含まれていた。さらに、上述したIRSの実地調査の状況に関する新たな情報に起因して、2014年度の未

認識税金ベネフィット総額が20億ドル減少した。

上述した税務当局の一定の調査に関連して、今後12か月以内に未認識税金ベネフィット総額に重要な変動が生じ

うる合理的な可能性がある。しかし現時点においては、未認識税金ベネフィットの総額に見込まれる変動や、今後

12か月にわたる当社の実効税率への影響を合理的に見積ることは不可能である。　

当社および当社の関連会社が営業を行う主要な税務管轄区域ならびに調査の対象となる最も古い課税年度は以下

のとおりである。

 

税務管轄区域  課税年度

米国  1999

ニューヨーク州および市  2007

香港  2007

英国  2010

日本  2012

 

21　セグメント・地域別情報

セグメント情報

当社は主に顧客に提供する金融商品・サービスの性質および当社の管理組織に基づいてセグメントを構築してい

る。当社は法人・機関投資家向け証券業務、ウェルス・マネジメント業務および投資運用業務の各事業セグメント

において、顧客に対して広範囲にわたる金融商品・サービスの提供を行っている。当社の事業セグメントの詳細に

ついては、注記１を参照。

各事業セグメントに直接関連する収益および費用は、その経営成績の計算に含められている。それ以外の特定の

事業セグメントに直接帰属しない収益および費用は、通常は各事業セグメントの純収益、非金利費用またはそれ以

外の固有の基準に基づく当社の配分方法に基づき配分されている。

他の事業セグメントとの取引による収益および費用を外部者との取引として扱う結果、当社の連結業績と事業セ

グメント別業績を一致させるために、「セグメント間消去」区分を設けている。セグメント間消去はまた、銀行預

金プログラムに関連して当社の法人・機関投資家向け証券事業セグメントから当社のウェルス・マネジメント事業

セグメントに支払われる手数料の影響を反映している。
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当社の事業セグメントの主要財務情報は下表のとおりである。

(百万ドル)
 
 

2014年度  

法人・機関
投資家向け
証券(1)  

ウェルス・
マネジ

メント(2)  

 
 

投資運用(2)  

 
セグメント
間消去  

 
 

合計
           

非金利収益合計  $ 17,463  $ 12,549  $ 2,728  $  (200)  $ 32,540

受取利息  3,389  2,516  2  (494)  5,413

支払利息  3,981  177  18  (498)  3,678

純利息  (592)  2,339  (16)  4  1,735

純収益  $ 16,871  $ 14,888  $ 2,712  $  (196)  $ 34,275
　           

法人所得税計上前継続事業利益（損失）  $   (58)  $ 2,985  $   664  $    ―  $ 3,591

法人所得税費用（ベネフィット）(3)  (90)  (207)  207  ―  (90)

継続事業利益  32  3,192  457  ―  3,681

非継続事業(4):           

法人所得税計上前非継続事業利益
（損失）

 (26)  ―  7  ―  (19)

法人所得税費用（ベネフィット）  (7) ―  2  ―  (5)

非継続事業純利益（損失）  (19)  ―  5  ―  (14)

純利益  13  3,192  462  ―  3,667

償還不能非支配持分に帰属する純利益  109  ―  91  ―  200

モルガン・スタンレーに帰属する純利益
（損失）

 $   (96)  $ 3,192  $   371  $     ―  $ 3,467
　           

 

(百万ドル)
 
 

2013年度  

法人・機関
投資家向け

証券  

ウェルス・
マネジ

メント(2)  

 
 

投資運用(2)  

 
セグメント
間消去  

 
 

合計
           

非金利収益合計  $ 16,620  $ 12,268  $ 3,060  $  (233)  $ 31,715

受取利息  3,572  2,100  9  (472)  5,209

支払利息  4,673  225  10  (477)  4,431

純利息  (1,101)  1,875  (1)  5  778

純収益  $ 15,519  $ 14,143  $ 3,059  $  (228)  $ 32,493
　           

法人所得税計上前継続事業利益  $   946  $ 2,604  $ 1,008  $    ―  $ 4,558

法人所得税費用（ベネフィット）  (315)  910  307  ―  902

継続事業利益  1,261  1,694  701  ―  3,656

非継続事業(4):           

法人所得税計上前非継続事業利益
（損失）

 (81)  (1)  9  1  (72)

法人所得税費用（ベネフィット）  (29)  ―  ―  ―  (29)

非継続事業純利益（損失）  (52)  (1)  9  1  (43)

純利益  1,209  1,693  710  1  3,613

償還可能非支配持分に帰属する純利益  1  221  ―  ―  222

償還不能非支配持分に帰属する純利益  277  ―  182  ―  459

モルガン・スタンレーに帰属する純利益  $   931  $ 1,472  $   528  $     1  $ 2,932
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(百万ドル)

 
 

2012年度  

法人・機関
投資家向け
証券(6)  

ウェルス・
マネジ

メント(2)
(6)  

 
 

投資運用(2)  

 
セグメント
間消去  

 
 

合計
           

非金利収益合計  $ 12,847  $ 11,387  $ 2,324  $  (175)  $ 26,383

受取利息  4,224  1,886  10  (428)  5,692

支払利息  5,970  326  28  (427)  5,897

純利息  (1,746)  1,560  (18)  (1)  (205)

純収益  $ 11,101  $ 12,947  $ 2,306  $  (176)  $ 26,178
　        )   

法人所得税計上前継続事業利益（損失）  $ (1,612)  $ 1,572  $   640  $    (4)  $   596

法人所得税費用（ベネフィット）(5)  (985)  538  286  ―  (161)

継続事業利益（損失）  (627)  1,034  354  (4)  757

非継続事業(4):           

非継続事業利益（損失）  (158)  94  13  3  (48)

法人所得税費用（ベネフィット）  (36)  26  4  (1)  (7)

非継続事業純利益（損失）  (122)  68  9  4  (41)

純利益（損失）  (749)  1,102  363  ―  716

償還可能非支配持分に帰属する純利益  4  120  ―  ―  124

償還不能非支配持分に帰属する純利益  170  167  187  ―  524

モルガン・スタンレーに帰属する純利益
（損失）

 $  (923)  $  815  $   176  $    ―  $    68
　           

  
(1) 当社の法人・機関投資家向け証券事業セグメントの2014年度における純損失は、主に訴訟費用の増加によるものであっ

た（注記13および注記25参照）。

(2) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント事業セグメントから当社の投資

運用事業セグメントに移管された。過去の期間の金額についてはすべて、当期の表示に合わせて再表示している。

(3) この金額には、当社のウェルス・マネジメント事業セグメントおよび法人・機関投資家向け証券事業セグメントに帰属

する、それぞれ1,390百万ドルおよび839百万ドルの一時的な正味税金ベネフィットが含まれている（注記20参照）。

(4) 非継続事業の詳細については注記１を参照。

(5) 2012年度の業績には、過年度のパートナーシップ投資に関連した繰延税金資産の過大計上に関連した当社の投資運用事

業セグメントに帰属する107百万ドルの期間外の正味税金費用、および過年度に計上した在外子会社の本国に送金された

利益に関連した繰延税金資産の過大計上に関連した当社の法人・機関投資家向け証券事業セグメントに帰属する50百万

ドルの期間外の正味税金費用が含まれている（注記20参照）。

(6) 2013年１月１日、インターナショナル・ウェルス・マネジメント事業は、当社のウェルス・マネジメント事業セグメン

トから当社の法人・機関投資家向け証券事業セグメント内の株式部門へと移管された。従って、過去の期間の金額につ

いては、インターナショナル・ウェルス・マネジメント事業を当社の法人・機関投資家向け証券事業セグメントの一部

として反映して再表示している。
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(百万ドル)
 
 
総資産(1)

  
法人・機関
投資家向け

証券
 

 
ウェルス・マ
ネジメント(2)

 
 
投資運用(2)

(3)
 

 
 

合計

2014年12月31日現在  $ 630,341  $ 165,147  $  6,022  $ 801,510
　         

2013年12月31日現在  $ 668,596  $ 156,503  $  7,603  $ 832,702
　         

          

(1) 全社資産は、すべて当社の各事業セグメントに配分されている。

(2) 2014年10月１日、マネージド・フューチャーズ業務は、当社のウェルス・マネジメント事業セグメントから当社の投資

運用事業セグメントに移管された。過去の期間の金額についてはすべて、当期の表示に合わせて再表示している。

(3) 2014年４月１日、当社は当社がスポンサーとなっている不動産ファンドに関連した一定の法的事業体に関して約16億ド

ルの総資産を連結から除外した（注記７参照）。

 

地域別情報

当社は米国内外の市場において営業している。当社の米国外の事業活動は主に、欧州およびアジア太平洋地域に

おいて行われ、管理されている。下表で開示されている純収益は、以下の作成方法に基づき、地域別の観点からの

当社の管理ベースの連結純収益を反映している。

・法人・機関投資家向け証券業務：アドバイザリーおよび株式引受業務－顧客の所在地、債券引受業務－収益計上

地、販売およびトレーディング－トレーディングデスクの所在地

・ウェルス・マネジメント：米州におけるウェルス・マネジメントの営業員の担当地域

・投資運用：顧客の所在地（ただし、マーチャント・バンキング業務および不動産投資業務は資産の所在地に基づ

く）

(百万ドル)

純収益   2014年度  2013年度  2012年度

       

米州  $ 25,140  $ 23,358  $ 20,276

EMEA  4,772  4,542  3,078

アジア太平洋  4,363  4,593  2,824

純収益   $ 34,275  $ 32,493  $ 26,178
　        

 

(百万ドル)

総資産   
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

     

米州  $ 622,556  $ 632,255

EMEA  104,152  123,008

アジア太平洋  74,802  77,439

合計  $ 801,510  $ 832,702
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22. 持分法投資

当社は持分法を適用する投資（注記１参照）を2014年12月31日および2013年12月31日現在それぞれ3,332百万ド

ルおよび4,746百万ドル有しており、当社の連結貸借対照表のその他の投資に含めている。2014年度、2013年度お

よび2012年度の持分法投資利益は、それぞれ156百万ドル、451百万ドルおよび52百万ドルで、当社の連結損益計算

書のその他の収益に含まれている。2014年度、2013年度および2012年度における当社の持分法投資利益は、以下に

記載する三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「MUMSS」という。）に対する当社の40％の持分に主に

関連していた。

以下は、2014年12月31日および2013年12月31日現在における一部の持分法投資先である。

(百万ドル)

    帳簿価額(1)

  所有割合  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社  40％  $ 1,415  $ 1,610

ランズダウン・パートナーズ(2)  19.5％  182  221

アベニュー・キャピタル・グループ(2)(3)  ―  220  198
　        

(1) これらの投資先の帳簿価額は、持分法による無形資産および持分法によるのれんを反映して、純資産に対する当社の持

分を超過している。

(2) 当社の所有持分はリミテッド・パートナーシップ持分を表わす。当社のリミテッド・パートナーシップ持分は持分法を

適用すべき持分についての判断基準である３％～５％を上回るため、当社はこれらのリミテッド・パートナーシップに

対して重要な影響力を持つとされる。

(3) 当社の所有持分は、アベニュー・キャピタル・グループ内の複数の異なる事業体に対するリミテッド・パートナーシッ

プ持分を表わす。

 

日本における合弁証券会社

MUMSSに対して当社は40％の議決権を、MUFGは60％の議決権を有している。当社は、MUMSSに対する持分を当社の

法人・機関投資家向け証券事業セグメントにおいて持分法投資として会計処理している。2014年度、2013年度およ

び2012年度中、当社はMUMSSに対する当社の40％の出資から生じた利益それぞれ224百万ドル、570百万ドルおよび

152百万ドルを、当社の連結損益計算書のその他の収益に計上した。

2014年６月および2013年６月に、MUMSSはそれぞれ約594百万ドルおよび287百万ドルの配当金を支払い、このう

ち当社は、MUMSSに対する当社の比例持分に応じて、それぞれ約238百万ドルおよび115百万ドルを受領した。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

399/611



以下は、MUMSSの財務データの要約を示している。

(百万ドル)

   12月31日現在

 2014年  2013年

     

総資産  $ 111,053  $ 118,108

総負債  108,263  114,648

非支配持分  37  13

 

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

       

純収益  $  2,961  $  3,305  $  2,365

法人所得税計上前継続事業利益  908  1,325  333

純利益  595  1,459  405

MUMSSに帰属する純利益  582  1,441  397

 

その他

ランズダウン・パートナーズはロンドンに本拠を置く投資運用業者である。アベニュー・キャピタル・グループ

はニューヨークに本拠を置く投資運用業者である。これらの投資は当社の投資運用事業セグメントに計上されてい

る。

当社はさらに、2014年12月31日および2013年12月31日現在、持分法を適用している一定の仕組取引および当社の

経営に不可欠ではないその他の投資に、それぞれ15億ドルおよび27億ドル投資している。
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23　親会社

親会社のみの要約貸借対照表

(百万ドル、株式データを除く)

  
2014年

12月31日現在
 

2013年
12月31日現在

資産     

現金および銀行預け金  $  5,068  $  2,296

銀行子会社への預け金  4,556  7,070

利付銀行預け金  1,126  6,846

トレーディング資産、公正価値  5,014  9,704

関連会社への売戻条件付購入有価証券  41,601  33,748

子会社貸付金：     

　銀行および銀行持株会社  19,982  17,015

　非銀行  112,863  114,833

子会社株式に対する投資：     

　銀行および銀行持株会社  24,573  24,144

　非銀行  34,649  34,968

その他の資産  7,805  7,508

資産合計  $ 257,237  $ 258,132

　     

負債     

短期借入債務  $    695  $    506

トレーディング負債、公正価値  4,042  1,135

子会社に対する支払債務  35,517  43,420

その他の負債および未払費用  2,342  3,312

長期借入債務  143,741  143,838

負債合計  186,337  192,211

コミットメントおよび偶発債務     

資本     

優先株式（注記15参照）  6,020  3,220

普通株式、額面金額0.01ドル
授権株式数: 2014年12月31日現在および2013年12月31日現在
3,500,000,000株
発行済株式数: 2014年12月31日現在および2013年12月31日現在
2,038,893,979株
流通株式数: 2014年12月31日現在1,950,980,142株および2013年12月31日
現在1,944,868,751株

 20  20

払込剰余金  24,249  24,570

利益剰余金  44,625  42,172

従業員株式信託  2,127  1,718

その他の包括損失累計額  (1,248)  (1,093)

自己普通株式－取得原価(額面金額0.01ドル)
流通株式数: 2014年12月31日現在87,913,837株および2013年12月31日現在
94,025,228株

 (2,766)  (2,968)

従業員株式信託に発行した普通株式  (2,127)  (1,718)

株主持分合計  70,900  65,921

負債および資本合計  $ 257,237  $ 258,132
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親会社のみの要約損益・包括利益計算書

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

収益：       

非銀行子会社からの配当  $  2,641  $  1,113  $    545

トレーディング  601  (635)  (3,400)

投資  (1)  ―  2

その他  10  27  36

非金利収益合計  3,251  505  (2,817)

受取利息  2,594  2,783  3,316

支払利息  3,970  4,053  5,190

純利息  (1,376)  (1,270)  (1,874)

純収益  1,875  (765)  (4,691)

非金利費用：       

非金利費用  214  185  114

法人所得税費用（ベネフィット）計上前利益（損失）  1,661  (950)  (4,805)

法人所得税費用（ベネフィット）  (423)  (354)  (1,088)

子会社の未分配利益（損失）計上前純利益（損失）  2,084  (596)  (3,717)

子会社の未分配利益  1,383  3,528  3,785

純利益  3,467  2,932  68

その他の包括利益（損失）、税引後：       

外貨換算調整額  (397)  (143)  (128)

キャッシュ・フロー・ヘッジ償却額  4  4  6

売却可能有価証券に係る未実現利益（損失）純額の増
減

 209  (433)  28

年金、退職後給付およびその他の関連調整額  29  (5)  (265)

包括利益（損失）  $    3,312  $    2,355  $    (291)
　       

純利益  $    3,467  $    2,932  $      68

優先株式配当金およびその他  315  277  98

モルガン・スタンレーの普通株主に帰属する
利益（損失）

 $    3,152  $    2,655  $     (30)
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親会社のみの要約キャッシュ・フロー計算書

(百万ドル)

  2014年度  2013年度  2012年度

営業活動によるキャッシュ・フロー       

純利益  $  3,467  $  2,932  $      68

純利益から営業活動により調達（使用）された純
キャッシュへの調整項目：

      

繰延法人所得税  98  (303)  (1,653)

普通株式およびストック・オプションによる報酬  1,260  1,180  891

償却費  (182)  (47)  23

子会社の未分配利益に対する持分  (1,383)  (3,528)  (3,785)

その他の営業活動  ―  ―  (29)

資産および負債の増減：       

トレーディング資産(トレーディング負債控除後)  2,307  (7,332)  9,587

その他の資産  (490)  (165)  1,235

その他の負債および未払費用  488  (4,192)  6,637

営業活動により調達（使用）された純キャッシュ  5,565  (11,455)  12,974

       

投資活動によるキャッシュ・フロー       

子会社貸付金および子会社株式に対する投資  (7,790)  7,458  6,461

関連会社への売戻条件付購入有価証券  (7,853)  14,745  1,864

投資活動により調達（使用）された純キャッシュ  (15,643)  22,203  8,325

       

財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入債務に係る純収入(支出)額  189  279  (872)

収入額：       

株式報奨に関連する超過税金ベネフィット  101  10  42

優先株式の発行（発行費控除後）  2,782  1,696  ―

長期借入債務の発行  33,031  22,944  20,582

支出額：       

長期借入債務  (28,917)  (31,928)  (41,914)

普通株式の買戻しおよび従業員の源泉徴収税額  (1,458)  (691)  (227)

現金配当  (904)  (475)  (469)

財務活動により調達（使用）された純キャッシュ  4,824  (8,165)  (22,858)

現金および現金同等物に係る換算差額  (208)  (100)  (32)

現金および現金同等物の純増加(減少)  (5,462)  2,483  (1,591)

現金および現金同等物の期首残高  16,212  13,729  15,320

現金および現金同等物の期末残高  $ 10,750  $ 16,212  $ 13,729

現金および現金同等物は以下を含む：       

現金および銀行預け金  $  5,068  $  2,296  $  1,342

銀行子会社への預け金  4,556  7,070  8,222

利付銀行預け金  1,126  6,846  4,165

現金および現金同等物の期末残高  $ 10,750  $ 16,212  $ 13,729
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キャッシュ・フロー情報の補足開示

利息に係る現金支払額は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ3,652百万ドル、3,733百万ドルおよび4,254百

万ドルであった。

法人所得税に係る現金支払額（還付受取額）は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ187百万ドル、268百万

ドルおよび(13)百万ドルであった。
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子会社との取引

当親会社は連結子会社との間で合意に基づき取引を行っており、また、一定の連結子会社の一部の無担保与信枠

および約定債務を保証している。当年度の表示に合わせて、過年度の金額に一定の組替を行っている。

 

保証

通常の営業過程において、当親会社はデリバティブおよびその他の財務的取決めに基づく当親会社の子会社の債

務の一部を保証している。当親会社は、要約貸借対照表上に、デリバティブ契約を含むトレーディング資産および

トレーディング負債を公正価値で計上している。

また、通常の営業過程において、当親会社は取引相手先に対して、当親会社の子会社に代わって、デリバティ

ブ、有価証券および株券貸借取引、および一定の年金商品に係る利息その他の支払に係る米国および国外源泉税を

含む税金に対して、標準的補償を提供している。これらの補償金の支払は、税法改正や該当する税務通達の解釈の

修正に応じても要求されうる。一定の契約においては、当該事由の発生時に当親会社が契約を終了できる旨の条項

が含まれている。これらの補償により当親会社が要求されうる将来の最大支払見込額は見積もることができない。

当親会社は、要約財務諸表上にこれらの補償に係る偶発債務を計上しておらず、これらの契約に基づく支払の誘因

となりうる事由が発生する可能性は低いと考えている。

当親会社は、証券および／または先物契約の取引および決済を行う米国内外の各種取引所および決済機関に対し

て、当親会社の子会社に代わって保証を行っている。これら保証の取決めに基づき、当親会社の子会社が取引所ま

たは決済機関に対して債務不履行となった場合には、取引所および決済機関において行なった取引に関連して、当

親会社の子会社の財務負債を支払うことが要求されうる。当親会社は、要約財務諸表上にこれらの取決めに係る偶

発債務を計上しておらず、これらの取決めに基づく支払が必要となる可能性は低いと考えている。

当親会社は子会社によって発行された一定の債務証書およびワラントを保証している。2014年12月31日および

2013年12月31日現在の債務証書およびワラントの合計金額は、それぞれ100億ドルおよび120億ドルである。子会社

のリース債務に関連して、当親会社は各種賃貸人に対し保証を行なっている。2014年12月31日および2013年12月31

日現在、当親会社には、主として英国における子会社のリース債務に関わる未履行保証残高がそれぞれ13億ドルお

よび14億ドルある。
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24　四半期実績(無監査)

(百万ドル、１株当たりのデータを除く)
 2014年度四半期  2013年度四半期

 第１  第２(1)  第３(2)  第４(3)  第１  第２  第３  第４(4)

非金利収益合計 $8,688  $8,341  $8,350  $7,161  $7,990  $8,316  $7,846  $7,563

純利息 308  267  557  603  182  204  110  282

純収益 8,996  8,608  8,907  7,764  8,172  8,520  7,956  7,845

非金利費用合計 6,626  6,676  6,687  10,695  6,572  6,725  6,591  8,047

法人所得税計上前継続事業利益（損

失）
2,370  1,932  2,220  (2,931)  1,600  1,795  1,365  (202)

法人所得税費用（ベネフィット） 785  15  463  (1,353)  350  575  363  (386)

継続事業利益（損失） 1,585  1,917  1,757  (1,578)  1,250  1,220  1,002  184

非継続事業（5）：                

非継続事業利益（損失） (2)  (1)  (8)  (8)  (30)  (42)  14  (14)

法人所得税費用（ベネフィット） (1)  (1)  (3)  ―  (11)  (13)  (2)  (3)

非継続事業純利益（損失） (1)  ―  (5)  (8)  (19)  (29)  16  (11)

純利益（損失） 1,584  1,917  1,752  (1,586)  1,231  1,191  1,018  173

償還可能非支配持分に帰属する

純利益
―  ―  ―  ―  122  100  ―  ―

償還不能非支配持分に帰属する

純利益
79  18  59  44  147  111  112  89

モルガン・スタンレーに帰属する

純利益（損失）
$1,505  $1,899  $1,693  $(1,630)  $  962  $  980  $  906  $   84

優先株式配当およびその他 56  79  64  119  26  177  26  48

モルガン・スタンレーの普通株主

に帰属する利益（損失）
$1,449  $1,820  $1,629  $(1,749)  $  936  $  803  $  880  $   36

                

基本的普通株式１株当たり利益

（損失）(6)(ドル)：
               

継続事業利益（損失） $ 0.75  $ 0.94  $ 0.85  $ (0.91)  $  0.50  $ 0.44  $ 0.45  $ 0.02

非継続事業純利益（損失） ―  ―  ―  ―  (0.01)  (0.02)  0.01  ―

基本的普通株式１株当たり利益

（損失）
$ 0.75  $ 0.94  $ 0.85  $ (0.91)  $  0.49  $ 0.42  $ 0.46  $ 0.02

                

希薄化後普通株式１株当たり利益

（損失）(6)：
               

継続事業利益（損失） $ 0.74  $ 0.92  $ 0.83  $ (0.91)  $  0.49  $ 0.43  $ 0.44  $ 0.02

非継続事業純利益（損失） ―  ―  ―  ―  (0.01)  (0.02)  0.01  ―

希薄化後普通株式１株当たり

利益（損失）
$ 0.74  $ 0.92  $ 0.83  $ (0.91)  $  0.48  $ 0.41  $ 0.45  $ 0.02

                

普通株式１株当たり配当宣言額(7) $ 0.05  $ 0.10  $ 0.10  $  0.10  $  0.05  $ 0.05  $ 0.05  $ 0.05

普通株式１株当たり帳簿価額 $32.38  $33.46  $34.16  $ 33.25  $ 31.21  $31.48  $32.13  $32.24

                 

(1) 2014年度第２四半期には、税務当局による複数年にわたる実地調査の状況に関する新たな情報に起因する引当金および

関連利息の再測定に主に関連する609百万ドルの一時的な正味税金ベネフィットが含まれていた（注記20参照）。

(2) 2014年度第３四半期には、米国外利益の当初見積りを下回る費用による米国本国への送金に主に関連する237百万ドルの

一時的な正味税金ベネフィットが含まれていた（注記20参照）。2014年度第３四半期には、141百万ドルのリテール用不

動産の売却益が含まれていた。これは、当社の連結損益計算書のその他の収益およびトランスモンターニュ・インクに

対する当社の所有持分の売却益に含められた。

(3) 2014年度第４四半期には、約31億ドルの訴訟引当金の増加（注記13および注記25参照）、当社の法人組織の簡素化を目

的としたウェルス・マネジメント事業セグメントの社内再編による繰延税金負債の取崩しに主に起因する、法人所得税

費用（ベネフィット）に認識された1,380百万ドルの一時的な正味税金ベネフィット（注記20参照）（この金額は、訴訟

および規制上の案件に関連する損金不算入費用の影響による約900百万ドルの税金費用により一部相殺された）、11億ド

ルの報酬費用繰延調整（注記18参照）、ならびにFVAの導入に関連する約468百万ドルの費用（注記２参照）（この金額

は、当社の法人・機関投資家向け証券事業セグメントのトレーディング収益の減額として反映された）が含まれてい

た。

(4) 2013年度第４四半期には、192百万ドルの一時的な税金ベネフィットが含まれていた。その内訳は、引当金および関連利

息の再測定に関連する100百万ドル、ならびに米国外の一定の法人の組織再編に関連する従来未認識であった繰延税金資

産の計上に関連する92百万ドルである（注記20参照）。さらに2013年度第４四半期には、和解および引当金の増加に関

連する14億ドルの訴訟費用（注記13参照）も含まれていた。
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(5) 非継続事業の詳細については、注記１を参照。

(6) 普通株式１株当たり利益に関する四半期別の合計額と年間の金額は、株式と株式同等証券の数を年間平均することの影

響により一致しない場合がある。

(7) 2014年４月17日に宣言された配当より、当社は四半期普通株式配当を１株当たり0.05ドルから１株当たり0.10ドルへと

増額した。

 

25　後発事象

当社は、当社の連結財務諸表における修正または開示を必要とする後発事象について本報告書の日付まで評価し

ており、以下に記載するものを除き、当該連結財務諸表またはその注記において別段報告されている事項以外に、

記録または開示すべき事象を識別していない。

 

普通株式配当

2015年１月20日、当社は、取締役会が普通株式１株当たり0.10ドルの四半期配当を宣言をした旨を発表した。当

該配当は、2015年１月30日現在の株主名簿上の普通株主に対し、2015年２月13日に支払われた（注記15参照）。

 

長期借入債務

2014年12月31日の翌日以降2015年１月31日までに、当社の長期借入債務（返済額控除後）は約54億ドル増加し

た。この金額には、2015年１月27日に当社が発行した優先債55億ドルおよび2015年１月30日に発行した優先債17億

ドルが含まれている。

 

訴訟

2015年１月20日付の当社の2014年度決算発表後の2015年２月25日に、民事局等との訴訟問題および一定の他の住

宅モーゲージに関する従来の訴訟問題に関連して（注記13参照）、2014年12月31日終了年度における当社の法人・

機関投資家向け証券事業セグメントの訴訟引当金が28億ドル増加した。これにより、2014年12月31日終了年度の継

続事業利益が27億ドル減少し、継続事業からの希薄化後EPSが1.35ドル減少した。民事局等および関連する訴訟問

題は、米国GAAPに基づき、当社の2014年12月31日における連結財務諸表の修正を必要とする後発事象として認識で

きると判断された。
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開示統制および開示手続の有効性に関する結論

 

当社は、最高経営責任者および最高財務責任者を含む当社経営者の監督と関与のもとで、証券取引所法規則第

13a-15(e)により定義される開示統制および開示手続の評価を行った。かかる評価に基づき、当社の最高経営責任

者および最高財務責任者は、当社の開示統制および開示手続が本年次報告書の対象期間の末日現在において有効な

ものであったと結論付けた。

 

財務報告に係る内部統制についての経営者の報告書

 

当社の経営者は、財務報告に係る適切な内部統制を確立し、維持する責任を負っている。当社の財務報告に係る

内部統制は、財務報告の信頼性および米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠した外部向けの財

務諸表の作成について合理的な保証を提供するように整備されている。

 

財務報告に係る当社の内部統制には、以下の方針および手続が含まれる。

・当社の取引や資産の処分について、合理的な詳細さで正確かつ適正に反映する記録を維持することに関す

る方針および手続

・米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して財務諸表を作成できるように取引が必要に

応じて記録され、当社の入出金が当社の経営者や取締役の承認によってのみ実施されることの合理的な保

証を提供する方針および手続、ならびに、

・当社の財務諸表に重要な影響を及ぼしうる当社の資産の取得、使用または処分が未承認でなされることの

防止または適時の発見に関する合理的な保証を提供する方針および手続

 

財務報告に係る内部統制には固有の限界が存在するため、虚偽表示を防止または発見できない場合がある。ま

た、将来の期間にわたる有効性の評価に関する予想は、状況の変化により内部統制が不適切となるリスクまたは方

針や手続の遵守の程度が低下するリスクから免れられない。

 

経営者は、2014年12月31日現在における当社の財務報告に係る内部統制の有効性を評価した。この評価の実施に

おいて、経営者は、トレッドウェイ委員会組織委員会(COSO)が「内部統制－統合的フレームワーク(2013年)」にお

いて定めた基準を使用した。経営者は、経営者の評価およびこれらの基準に基づき、当社が2014年12月31日現在に

おいて財務報告に係る有効な内部統制を維持していたと確信している。

 

当社の独立登録会計事務所は、当社の財務報告に係る内部統制の報告書について監査を行い、以下に掲載する報

告書を発行した。
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独立登録会計事務所の報告書

 

モルガン・スタンレー

取締役会御中および株主各位

 

私たちは、トレッドウェイ委員会組織委員会が発表した「内部統制－統合的フレームワーク(2013年)」において

定めた基準に基づいて、モルガン・スタンレーおよび子会社(以下「会社」という。)の2014年12月31日現在の財務

報告に係る内部統制について監査を行った。会社の経営者は、添付の財務報告に係る内部統制についての経営者の

報告書を含む、財務報告に係る有効な内部統制を維持する責任および財務報告に係る内部統制の有効性について評

価する責任を負っている。私たちの責任は、実施した監査に基づいて、財務報告に係る会社の内部統制に対して意

見を表明することにある。

 

私たちは、公開企業会計監視委員会（米国）の基準に準拠して監査を行った。これらの基準は、すべての重要な

点において、財務報告に係る有効な内部統制が維持されていたか否かに関する合理的な保証を得るために私たちが

監査を計画し、実施することを求めている。私たちの監査には、財務報告に係る内部統制について理解すること、

重要な欠陥が存在するリスクを評価すること、リスクの評価に基づき内部統制の整備および運用状況の有効性を検

証して検討すること、さらに状況に応じて必要と判断したその他の手続を実施することが含まれている。私たち

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 

財務報告に係る内部統制は、財務報告の信頼性および一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠した外部向け

財務諸表の作成について合理的な保証を提供するために、企業の主要な管理職および財務役員、または同様の職務

を遂行する職員によって整備され、または監視されるプロセスであり、かつ、取締役会、経営者およびその他の職

員によって達成されるプロセスである。財務報告に係る内部統制には、(1)企業の取引や資産の処分について、合

理的な詳細さで正確かつ適正に反映する記録を維持することに関する方針および手続、(2)一般に公正妥当と認め

られる会計原則に準拠して財務諸表を作成できるように取引が必要に応じて記録され、入出金が経営者や取締役の

承認によってのみ実施されることの合理的な保証を提供する方針および手続、ならびに、(3)財務諸表に重要な影

響を及ぼしうる企業の資産の取得、使用または処分が未承認でなされることの防止または適時の発見に関する合理

的な保証を提供する方針および手続が含まれる。

 

財務報告に係る内部統制には、共謀または経営者が不当に内部統制を無効ならしめることの可能性を含め、固有

の限界が存在するため、誤謬または不正による重要な虚偽表示を適時に防止または発見できない場合がある。ま

た、将来の期間にわたる財務報告に係る内部統制の有効性の評価に関する予想は、状況の変化により内部統制が不

適切となるリスクまたは方針や手続の遵守の程度が低下するリスクから免れられない。
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私たちの意見では、トレッドウェイ委員会組織委員会が発表した「内部統制－統合的フレームワーク(2013年)」

において定めた基準に基づいて、すべての重要な点において、会社は2014年12月31日現在において財務報告に係る

有効な内部統制を維持している。

 

私たちはまた、公開企業会計監視委員会（米国）の基準に準拠して、会社の2014年12月31日現在および同日を

もって終了した事業年度の連結財務諸表について監査を行い、2015年３月２日付の私たちの報告書は、当該財務諸

表について無限定適正意見を表明している。

 

 

デロイト・アンド・トウシュ LLP

ニューヨーク州ニューヨーク

2015年３月２日
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２ 【主な資産・負債及び収支の内容】

前掲の連結財務諸表の注記を参照されたい。

 

３ 【その他】

(1) 決算日後の状況

前掲の連結財務諸表の注記を参照されたい。

 

(2) 訴訟

以下の情報は、2014年様式10-Kおよび2015年第１四半期様式10-Qの抄訳である。

 

以下は、2014年様式10-Kからの抜粋である。

 

下記に記載する事項に加えて、当社は随時、グローバルで多様な総合金融サービス機関としての通常の事

業活動に関連して各種の訴訟(仲裁および集団訴訟等を含む。)の被告とされており、これらの係属中または

提起されるおそれのある訴訟のなかには多額の補償的または懲罰的損害賠償、あるいは不特定額の損害賠償

が請求されているものもある。また本来は主な被告となるべき事業体がすでに破産していたり、または財政

危機に直面していたりする事例もある。

加えて当社は随時、当社の事業、特に販売およびトレーディング業務、当社が出資、引受けまたは販売を

行う金融商品または募集ならびに会計および営業上の事項を対象として政府および自主規制機関が行う他の

公式・非公式の精査、調査および手続に関与しており、これらが最終的に不利益な決定、和解、罰金、反則

金、差止めその他による処分の結果をもたらす可能性がある。

当社は、係属中の各事件において、責任または損害賠償の金額について適宜争っている。入手された情報

により連結財務諸表の日付において債務発生の可能性が示され、当社が損失の金額を合理的に見積もること

ができる場合には、利益に対し見積損失予想額を費用計上する。当社は、当社を含むグローバル金融サービ

ス企業に影響を及ぼす政府機関による調査や民間訴訟の現状に鑑みて、将来の訴訟損失引当金は全体として

引き続き増加すると見込んでおり、訴訟損失引当金の期間毎の変動額は大きく上下する可能性がある。
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但し、多くの手続および調査において、損失が生じうるか、そもそもその可能性があるかを判断したり、

または損失予想額を見積もったりすることは本質的に困難である。特に事実が明らかにされつつあるか、あ

るいは争われている手続および調査や原告または政府機関が多額または不特定額の損害賠償、原状回復、不

当利得の返還または罰金を請求する手続および調査の場合、その解決の可能性、時期もしくは方法、または

最終的な和解金、罰金その他の救済の内容については確実性のある見通しを示すことができない。係属中の

手続または調査に関して損失、追加的な損失、損失もしくは追加損失の範囲を合理的に見積もることができ

るようになる前に、長期にわたる可能性のある証拠開示手続や重要な事実の判断、クラスの認定に関連する

問題の判断および損害賠償その他の救済の金額の算定等により、また当該手続または調査に関連のある新規

または未解決の法的な問題に対処することにより、多くの問題を解決する必要があるであろう。上記を前提

に、当社は、現時点で知る限りにおいてかつ顧問との協議のうえ、係属中の手続および調査の結果が、特定

期間における当社の収益または利益の水準によっては経営成績およびキャッシュ・フローにとって重要とな

る可能性はあるものの、当社の連結財政状態に重大な悪影響を及ぼすおそれはないと考えている。

過去数年間において、金融サービス業界では訴訟ならびに政府機関および自主規制機関による(公式・非公

式の)調査手続の件数が大幅に増加している。そのため当社では、当社に対し損害賠償その他の救済の請求が

増加する可能性があると予測しており、当社が個別または集合的に重大と確信する一定の手続を下記で特定

してはいるものの、現時点では提起されていないか、または重大であるとの判断に至っていない請求によ

り、追加的に重大な損失を被らないという保証はない。

 

住宅モーゲージおよび信用危機に関する事項

規制当局および政府当局に関する事項

当社は、サブプライムおよび非サブプライムの住宅用モーゲージ商品のオリジネーション、資金調達、購

入、証券化および回収ならびに関連事項(住宅モーゲージ担保証券(「RMBS」)、モーゲージ・パススルー証券

を裏付けとしまたは参照する債務担保証券(「CDO」)、仕組投資ビークル(「SIV」)およびクレジット・デ

フォルト・スワップを含む。)について、金融詐欺対策タスクフォースのRMBS作業部会のメンバー(米国司法

省民事局および複数の州の司法長官局を含む。)等、一部の連邦および州の規制当局および政府当局から召喚

状および情報提供要請を受けた。これらの事項(一部は進行した段階にある。)には、当社が証券化のために

購入したローンの審査、格付機関との連絡、投資家に対する開示ならびに債権回収および担保権実行に伴う

問題の取扱に関する調査等を含む。

2014年５月、RMBS作業部会のメンバーであるカリフォルニア州司法長官局(「CAAG」)は、当社がRMBSに関

して故意のかつ重大な不実表示を行い、カリフォルニア州職員退職年金基金を販売対象者とする有価証券を

発行したチェーンSIVに関する重大な不実表示を故意に行わせたとの一定の予備的結論を下したことを示唆し

た。CAAGはさらに、かかる当社の行為がカリフォルニア州法に違反したと考えており、三倍損害賠償、罰金

および差止めによる救済を請求する可能性があることも示唆している。当社はかかる結論に同意しておら

ず、これらに対する抗弁をCAAGに提出した。
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2014年９月16日、バージニア州司法長官局は、当社および他の複数の被告らを相手取り、リッチモンド市

巡回裁判所において、「インテグラ・アールイーシー・エルエルシーに関するバージニア州対バークレイ

ズ・キャピタル・インクほか」と題するRMBSに関する民事訴訟を提起した。訴訟においては、当社および他

の被告らが、バージニア州退職年金基金(「VRS」)の購入したRMBSを裏付けるローンに関して故意に不実表示

および不作為を行ったと主張されている。訴状は、VRSが当該有価証券に関し総額約384百万ドルの損失を

被ったと主張しているが、当社が出資または引受けを行ったRMBSに帰属するとされる損失額は明示されてい

ない。訴状においては、バージニア州納税者に対する詐欺告発法に基づく請求ならびに現実詐欺および擬制

詐欺に関するコモン・ロー上の請求が申し立てられており、特に三倍損害賠償および民事罰が求められてい

る。2015年１月20日、被告らは、訴状に対する妨訴抗弁および訴状却下を求める訴棄却答弁を提出した。

2014年10月、イリノイ州司法長官局(「ILAG」)は、当社に書簡を送付した。同書簡においては、当社が、

イリノイ州と関連のある一部の年金基金が購入したRMBSに関し、故意に不実表示を行ったと主張されてお

り、当社は、約88百万ドルをILAGに支払うよう求められている。当社はかかる主張に同意しておらず、これ

に対する抗弁をILAGに提出した。

2015年１月13日、RMBS作業部会のメンバーであるニューヨーク州司法長官局(「NYAG」)は、当社が出資し

た約30件のサブプライム証券化に関する訴訟を提起する意向を示した。NYAGは、同訴訟において、当社が証

券化対象のローンおよびこれを担保する不動産の審査、引受けおよび評価に関する重大な情報についての不

実表示を行い、またはかかる重大な情報を表示しなかったと主張する意向であること、また同訴訟はマーチ

ン法に基づき提起されることを示唆した。当社は、NYAGの主張に同意しておらず、これに対する抗弁をNYAG

に提出した。

当社は、2015年２月25日付けで、民事局等との間で、民事局等が当社に対して提起する意向を示していた

一定の請求の和解のために26億ドルを支払うことで原則合意に達した。当社と民事局等とは本件を和解する

ことで原則合意に達したが、当社と民事局等が和解に係る最終文書に合意する保証はない。

 

集団訴訟

2008年２月12日、当社ならびに特定の在任中および退任した経営幹部を被告として、集団訴訟を意図した

「ジョエル・シュトラット・マクルーアほか対モルガン・スタンレーほか訴訟」と題する訴訟がニューヨー

ク州南部地区米国連邦地方裁判所(「SDNY」)において提起された。同訴訟においては、2007年６月20日から

2007年12月19日までの間に当社の普通株式を購入し、これにより損害を被ったとする個人および事業体によ

る意図された集団を代表して請求が申し立てられた。修正訴状における主張は、大半が当社のサブプライム

およびその他のモーゲージ関連の損失に関係したものであり、当社の開示、内部統制、会計処理およびその

他の事項に係る主張も含まれた。2011年８月８日、被告らは第二次修正訴状の却下を求める申立てを行い、

同申立ては2013年１月18日に認容された。2013年５月29日、原告らは米国第２巡回控訴裁判所(「第２巡回裁

判所」)に上訴の申立てを行った。2015年１月12日、第２巡回裁判所は、本件の却下を支持した。
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2010年10月25日、当社、一部の関連会社および特定目的事業体(「SPV」)のピナクル・パフォーマンス・リ

ミテッドは、SPVがシンガポールにおいて発行した、ピナクル債と通称される有価証券に関する集団訴訟を意

図した訴訟の被告とされた。同訴訟は「ゲ・ダンドンほか対ピナクル・パフォーマンス・リミテッドほか」

と題され、SDNYにおいて係属中である。裁判所は、2013年10月17日にクラス認定を認容した。2014年１月31

日に提出された第二次修正訴状においては、被告らが、ピナクル債が破綻するような仕組みを採用すること

で投資家から資金を詐取する詐欺行為に関与し、同債券の破綻により後に利益を得たと主張されており、さ

らに同債券の募集関連資料には、同債券の裏付資産および被告らと投資家との間の利益相反について重大な

不実表示や不記載があったとも主張され、コモン・ロー上の詐欺、詐欺の幇助および教唆、詐欺的勧誘、詐

欺的勧誘の幇助および教唆ならびに善意かつ公正に取引を行う旨の黙示の了解の違反に関する請求が申し立

てられている。原告らは、約138.7百万ドルの損害賠償、契約無効化、懲罰的損害賠償および利息を請求して

いる。2014年７月17日、当事者は、本訴訟の和解について原則合意に達し、裁判所は2014年12月２日にこれ

を予備承認した。最終承認のための審理は、2015年７月２日に予定されている。

 

その他の訴訟

2009年12月23日、シアトル連邦住宅貸付銀行は当社と他の被告１名を相手取り、ワシントン州上位裁判所

において「シアトル連邦住宅貸付銀行対モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッ

ドほか」と題する訴訟を提起した。2010年９月28日に提出された修正訴状においては、被告らが、住宅モー

ゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告に販売する

にあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社が原告に販売したとされる証券

の総額は約233百万ドルであった。訴状ではワシントン州証券法に基づいて請求が提起されており、特に、原

告による当該証券の購入を無効とするよう求めている。2010年10月18日、被告らは訴訟の却下を求める申立

てを行った。2011年６月23日および2011年７月18日付けで発せられた各命令により、裁判所は、被告らによ

る包括的な修正訴状却下の申立てを否認した。2011年８月15日、裁判所は、当社が個別に行った修正訴状却

下の申立てを否認した。2013年３月７日、裁判所は、原告による陪審審理の要請につき、これを削除するよ

う求める被告らの申立てを認容した。
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2010年３月15日、サンフランシスコ連邦住宅貸付銀行は当社と他の被告らを相手取り、カリフォルニア州

上位裁判所において２件の訴訟を提起した。これらの訴訟は、それぞれ「サンフランシスコ連邦住宅貸付銀

行対クレディ・スイス・セキュリティーズ(米国)エルエルシーほか」および「サンフランシスコ連邦住宅貸

付銀行対ドイチェ・バンク・セキュリティーズ・インクほか」と題された。2010年６月10日に提出された修

正訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた多数のモー

ゲージ・パススルー証券を原告に販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されて

いる。当社が原告に販売したとされる証券の総額は、それぞれ約704百万ドルおよび276百万ドルであった。

訴状では連邦証券関連法およびカリフォルニア州法の双方に基づいて請求が提起されており、特に、原告に

よる当該証券の購入を無効とするよう求めている。2011年８月11日、原告が連邦証券法に基づいて提訴した

請求は再訴不能として却下された。2012年２月９日、他のすべての請求についての被告らの妨訴抗弁は却下

された。2013年12月20日、原告の過失による不実表示に係る請求は再訴不能として却下された。2015年１月

26日、「サンフランシスコ連邦住宅貸付銀行対クレディ・スイス・セキュリティーズ(米国)エルエルシーほ

か」訴訟において、原告は、当社に対する未決の請求すべてを再訴不能として却下するよう要請した。

2010年７月15日、チャールズ・シュワブ・コーポレーションは当社と他の被告らを相手取り、カリフォル

ニア州上位裁判所において「チャールズ・シュワブ・コーポレーション対ビーエヌピー・パリバ・セキュリ

ティーズ・コーポレーションほか」と題する訴訟を提起した。訴状においては、被告らが、住宅モーゲー

ジ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた多数のモーゲージ・パススルー証券を原告の１子会社に販

売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社が原告の子会社に販売し

たとされる証券の総額は約180百万ドルであった。訴状では連邦証券関連法およびカリフォルニア州法の双方

に基づいて請求が提起されており、特に、原告による当該証券の購入を無効とするよう求めている。原告

は、2010年８月２日に修正訴状を提出した。2011年９月22日、これらの被告らは修正訴状に対する妨訴抗弁

を提出した。2011年10月13日、原告は証券法に基づいて提起された請求を自ら取下げた。2012年１月27日、

裁判所は、被告らの妨訴抗弁を実質却下した。2012年３月５日、原告は第二次修正訴状を提出した。2012年

４月10日、当社は第二次修正訴状における一定の訴訟原因について妨訴抗弁を提出し、裁判所は2012年７月

24日にこれを却下した。2014年11月24日、過失による不実表示に係る原告の請求は、再訴不能として却下さ

れた。原告の請求の一部に関する初回審理は、2015年８月に開始される予定である。
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2010年７月15日、中華開発工業銀行(「CDIB」)は当社を相手取り、「中華開発工業銀行対モルガン・スタ

ンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッドほか」と題する訴訟を提起し、同訴訟はニューヨーク

州ニューヨーク郡高位裁判所(「ニューヨーク州高位裁判所」)において係属中である。請求内容は、STACK・

2006-1・CDOのスーパー・シニア部分を参照する275百万ドルのクレジット・デフォルト・スワップに関連し

ている。訴状では、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的勧誘および詐欺的隠蔽に関する請求が申し立てられてお

り、当社がCDIBに対し、STACK・2006-1・CDOのリスクについて不実表示を行い、またCDIBとのクレジット・

デフォルト・スワップ締結時点で当該CDOの裏付資産が粗悪であることを当社が認識していたと主張されてい

る。訴状においては、クレジット・デフォルト・スワップに基づく約228百万ドルとCDIBが主張する既損失額

に係る補償的損害賠償、CDIBの12百万ドルの追加支払義務の無効化、懲罰的損害賠償、エクイティに基づく

救済、手数料および費用の賠償が求められている。2011年２月28日、裁判所は、当社による訴状却下の申立

てを否認した。

2010年10月15日、シカゴ連邦住宅貸付銀行は当社と他の被告らを相手取りイリノイ州巡回裁判所に訴訟を

提起し、同訴訟は「シカゴ連邦住宅貸付銀行対バンク・オブ・アメリカ・ファンディング・コーポレーショ

ンほか」と題された。訂正後の修正訴状は、2011年４月８日に提出された。同訴状においては、被告らが、

住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた多数のモーゲージ・パススルー証券を原告に

販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張し、イリノイ州法に基づき請求を行って

いる。かかる訴訟において争点となっている、当社が原告に販売したとされる証券の総額は、約203百万ドル

であった。当該訴状は、特に、原告による当該証券の購入を無効とするよう求めている。2011年５月27日、

被告らは訂正後の修正訴状の却下を求める申立てを行い、同申立ては2012年９月19日に否認された。2013年

12月13日、裁判所は、争点となっている証券化のうち１件に関する請求をすべて退ける命令を発した。当社

が発行しまたは原告に販売したとされる証券の当該却下後の残額は、約78百万ドルであった。

2011年４月20日、ボストン連邦住宅貸付銀行は当社と他の被告らを相手取り、マサチューセッツ州上位裁

判所において「ボストン連邦住宅貸付銀行対アリー・ファイナンシャル・インク(旧ジーエムエーシー・エル

エルシー)ほか」と題する訴訟を提起した。修正訴状は2012年６月29日に提出され、被告らが、住宅モーゲー

ジ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告に販売するにあ

たり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社が発行しまたは原告に販売したとさ

れる証券の総額は約385百万ドルであった。修正訴状ではマサチューセッツ州統一証券法、マサチューセッツ

州消費者保護法およびコモン・ローに基づいて請求が行われており、特に、原告による当該証券の購入を無

効とするよう求めている。2011年５月26日、被告らは、本件をマサチューセッツ州米国連邦地方裁判所に移

送した。2012年10月11日、被告らは修正訴状却下の申立てを行い、2013年９月30日にかかる申立ての一部は

認容され、一部は否認された。原告は、争点となっている証券化のうち２件について、それぞれ2013年11月

25日および2014年７月16日に、当社に対して提起した請求を自ら取下げた。当社が発行しまたは原告に販売

したとされる証券の当該取下げ後の残額は、約358百万ドルであった。
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2011年７月18日、ウエスタン・アンド・サザン・ライフ・インシュアランス・カンパニーおよびその関連

会社の一部は、当社と他の被告らを相手取り、オハイオ州人民間訴訟裁判所において「ウエスタン・アン

ド・サザン・ライフ・インシュアランス・カンパニーほか対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタ

ル・インクほか」と題する訴訟を提起した。修正訴状は2012年４月２日に提出され、被告らが、住宅モー

ゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告らに販売す

るにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社が原告らに販売したとされる

証券の総額は約153百万ドルであった。修正訴状では、オハイオ州証券法、連邦証券関連法およびコモン・

ローに基づいて請求が行われており、特に、原告らによる当該証券の購入を無効とするよう求めている。

2012年５月21日、当社は修正訴状却下の申立てを行い、同申立ては2012年８月３日に否認された。2015年１

月20日、当社は、略式判決の申立てを行った。現在、2015年７月の審理開始が予定されている。

2011年11月４日、FDICは、フランクリン・バンク・エスエスビーの管財人として、当社を相手取り、テキ

サス州地方裁判所において２件の訴訟を提起した。これらの訴訟は、いずれも「フランクリン・バンク・エ

スエスビーの管財人としての連邦預金保険公社対モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・エルエル

シー(旧モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッド)」と題され、当社が、住宅

モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられたモーゲージ・パススルー証券を原告に販売するに

あたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張された。当社が引き受け、原告に販売したとされる

証券の額は、それぞれ約67百万ドルおよび35百万ドルであった。訴状では、それぞれ連邦証券関連法および

テキサス州証券法双方に基づいて請求が提起され、特に、原告による当該証券の購入に関する補償的損害賠

償を求めている。2012年６月７日、当該２件の訴訟は併合された。当社は略式判決および特例適用の申立て

を行ったが、2013年４月26日、当該申立ての実質的部分は否認された。2013年５月３日、FDICは第二次修正

併合訴状を提出した。当社は、略式判決および特例適用の申立てを否認した裁判所の命令について、中間上

訴の提出許可を求める申立てを行い、同申立ては2013年８月１日に否認された。2014年10月７日、裁判所

は、当社による略式判決および特例適用の申立てを否認した裁判所の命令について再審を求める当社の申立

てを否認したが、中間上訴の提出許可を否認した裁判所の命令について再審を求める当社の申立てについて

はこれを認容した。2014年11月21日、当社は、略式判決の申立てを行ったが、同申立ては2015年２月10日に

否認された。2014年11月25日、テキサス州第14控訴裁判所は、中間上訴を求めるモルガン・スタンレーの申

立てを否認した。現在、2015年７月の審理開始が予定されている。
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2012年１月20日、シーリンク・ファンディング・リミテッドは、当社を相手取り、ニューヨーク州高位裁

判所において「シーリンク・ファンディング・リミテッド対モルガン・スタンレーほか」と題する訴訟を提

起した。原告は、かつてザクセンLB・ヨーロッパが出資した一定の特別目的事業体(「SPV」)の請求の譲受人

となることを意図していた。2013年３月20日に提出された第二次修正訴状においては、被告らが、住宅モー

ゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券をSPVに販売するに

あたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社が発行しまたは販売したとされる

証券の総額は約507百万ドルであった。第二次修正訴状では、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的勧誘ならびに詐

欺の幇助および教唆に関する請求が行われており、特に、原告らによる当該証券の購入に関する補償的また

は原状回復による損害賠償および懲罰的損害賠償が求められている。2013年５月３日、当社は第二次修正訴

状却下の申立てを行い、2014年４月18日、裁判所は当社の申立てを認容した。2014年５月１日、原告は、か

かる決定につき上訴申立書を提出した。

2012年１月25日、デクシアSA/NVおよびその関連会社の一部は、当社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判

所において「デクシアSA/NVほか対モルガン・スタンレーほか」と題する訴訟を提起した。修正訴状は2012年

５月24日に提出され、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモー

ゲージ・パススルー証券を原告らに販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張され

ている。当社が発行しまたは原告らに販売したとされる証券の総額は約626百万ドルであった。修正訴状で

は、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的勧誘ならびに詐欺の幇助および教唆に関する請求が行われており、特

に、原告らによる当該証券の購入に関する補償的または原状回復による損害賠償および懲罰的損害賠償を求

めている。2013年10月16日、裁判所は、被告らによる修正訴状却下の申立てを認容した。2013年11月18日、

原告らは、却下を不服として上訴申立書を提出した。原告らはさらに、被告らによる却下申立てに対する異

議の更新の申立てを行ったが、裁判所は、2014年６月23日にこれを否認した。2014年７月16日、原告らはか

かる決定を不服として上訴申立書を提出し、かかる上訴の申立ては却下申立てに関する上訴に併合された。

2012年４月25日、ザ・プルデンシャル・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカおよびその一部

関連会社は、当社およびその一部関連会社を相手取り、ニュージャージー州上位裁判所において「ザ・プル

デンシャル・インシュアランス・カンパニー・オブ・アメリカほか対モルガン・スタンレーほか」と題する

訴訟を提起した。2012年10月16日、原告らは修正訴状を提出した。修正訴状においては、被告らが、住宅

モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告らに販

売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張されている。当社が出資し、引き受けまた

は販売したとされる証券の総額は約10.73億ドルであった。修正訴状では、ニュージャージー州統一証券法に

基づく請求のほか、コモン・ロー上の過失による不実表示、詐欺、詐欺的勧誘、エクイティ上の詐欺、詐欺

の幇助および教唆ならびにニュージャージー州RICO法違反に関する請求が申し立てられており、かつ三倍損

害賠償の請求が含まれている。2013年３月15日、裁判所は、被告らによる修正訴状却下の申立てを否認し

た。2015年１月２日、裁判所は、被告らによる更新後の修正訴状却下の申立てを否認した。
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2012年８月７日、ユーエス・バンクは、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-4SL

およびモーゲージ・パススルー証券、シリーズ2006-4SL(総称して「本件信託」)を代理して、当社を相手取

り、上記の受託者としての資格において訴訟を提起した。本件は、「モルガン・スタンレー・モーゲージ・

ローン・トラスト2006-4SLほか対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インク」と題され、

ニューヨーク州高位裁判所において係属中である。訴状においては、契約違反について請求されており、か

つ、とりわけ、本件信託のローン(当初元本残高約303百万ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張

されている。訴状では特に、取引の基礎となるモーゲージ・ローンの購入契約の無効化、特定履行および不

特定額の損害賠償ならびに利息等による救済が求められている。2014年８月８日、裁判所は、被告らによる

却下申立ての一部を認容し、一部を否認した。

2012年８月８日、ユーエス・バンクは、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-

14SL、モーゲージ・パススルー証券、シリーズ2006-14SL、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・ト

ラスト2007-4SLおよびモーゲージ・パススルー証券、シリーズ2007-4SLを代理して、当社を相手取り、上記

の受託者としての資格において訴訟を提起した。訴状は、「モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・

トラスト2006-14SLほか対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インクの持分譲受人であるモル

ガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホールディングス・エルエルシー」と題され、ニューヨーク

州高位裁判所において係属中である。訴状においては、契約違反について請求されており、かつ、とりわ

け、当該各信託の各ローン(当初元本残高それぞれ約354百万ドルおよび305百万ドル)が、各種の表明および

保証に違反したと主張されている。訴状では特に、取引の基礎となるモーゲージ・ローンの購入契約の無効

化、特定履行および不特定額の損害賠償ならびに利息等による救済が求められている。2012年10月９日、当

社は訴状却下の申立てを行った。2013年８月16日、裁判所は、当社による訴状却下の申立ての一部を認容

し、一部を否認した。当社および原告らは、それぞれ2013年９月26日および2013年10月７日に、裁判所が

2013年８月16日に下した決定に関する上訴申立書を提出した。

2012年８月10日、FDICは、コロニアル・バンクの管財人として、当社と他の被告らを相手取り、アラバマ

州モンゴメリー巡回裁判所において「コロニアル・バンク管財人としての連邦預金保険公社対シティグルー

プ・モーゲージ・ローン・トラスト・インクほか」と題する訴訟を提起した。2013年９月13日、原告は修正

訴状を提出した。訴状においては、当社が、住宅ローンを組み込む証券化信託に裏付けられたモーゲージ・

パススルー証券をコロニアル・バンクに販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行ったと主張

されている。訴状では、連邦証券法およびアラバマ州証券法に基づく請求が申し立てられており、特に補償

的損害賠償が求められている。当社が出資し、引き受けまたはコロニアル・バンクに販売したとされる証券

の総額は、約65百万ドルであった。2013年11月12日、被告らは修正訴状却下の申立てを行い、同申立ては

2014年４月10日に否認された。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

570/611



2012年９月28日、ユーエス・バンクは、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-

13ARXを代理して、当社を相手取り、上記の受託者としての資格において、「モルガン・スタンレー・モー

ゲージ・ローン・トラスト2006-13ARX対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インクの持分譲

受人であるモルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホールディングス・エルエルシー」と題する訴

訟を提起し、同訴訟はニューヨーク州高位裁判所において係属中である。ユーエス・バンクは、2013年１月

17日に修正訴状を提出した。訴状においては、契約違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信

託のローン(当初元本残高約609百万ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。修正訴状

においては、とりわけ、宣言的判決、特定履行および不特定額の損害賠償ならびに利息等による救済が求め

られている。2014年９月30日、裁判所は、当社による修正訴状却下の申立ての一部を認容し、一部を否認し

た。2014年11月７日、原告は、裁判所が2014年９月30日に下した決定に関する上訴申立書を提出した。

2012年12月14日、ロイヤル・パーク・インベストメンツ・エスアー／エヌヴィーは、当社および一部の関

連会社ならびに他の被告らを相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において「ロイヤル・パーク・インベス

トメンツ・エスアー／エヌヴィー対メリルリンチほか」と題する訴訟を提起した。訴状においては、被告ら

が、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券(総額

約628百万ドル)を原告に販売するにあたり、重大な不実表示および不作為を行ったと主張されている。2013

年10月24日、原告は、当社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において、「ロイヤル・パーク・インベ

ストメンツ・エスアー／エヌヴィー対モルガン・スタンレーほか」と題する新たな訴訟を提起した。新たな

訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲー

ジ・パススルー証券を原告に販売するにあたり、重大な不実表示および不作為を行ったと主張されている。

当社が出資し、引き受けまたは原告に販売したとされる証券の総額は、約597百万ドルであった。訴状では、

コモン・ロー上の詐欺、詐欺的勧誘、過失による不実表示ならびに詐欺の幇助および教唆に関する請求が行

われており、特に、補償的・懲罰的損害賠償が求められている。2014年２月３日、当社は訴状却下の申立て

を行った。

2013年１月10日、ユーエス・バンクは、モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-10SL

およびモーゲージ・パススルー証券、シリーズ2006-10SLを代理して、当社を相手取り、上記の受託者として

の資格において訴訟を提起した。訴状は「モルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2006-10SL

ほか対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インクの持分譲受人であるモルガン・スタン

レー・モーゲージ・キャピタル・ホールディングス・エルエルシー」と題され、ニューヨーク州高位裁判所

において係属中である。訴状においては、契約違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信託の

ローン(当初元本残高約300百万ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。訴状では、特

に、当社に対する、取引書類に定めるローン契約違反救済手続の遵守命令、不特定額の損害賠償および利息

等による救済が求められている。2014年８月８日、裁判所は、当社による訴状却下の申立ての一部を認容

し、一部を否認した。
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2013年１月31日、エイチエスエイチ・ノルトバンク・アーゲーおよび一部の関連会社は、当社および一部

の関連会社ならびに他の被告らを相手取り、ニューヨーク州高位裁判所に「エイチエスエイチ・ノルトバン

ク・アーゲーほか対モルガン・スタンレーほか」と題する訴状を提出した。訴状においては、被告らが、住

宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告らに

販売するにあたり、重大な不実表示および不作為を行ったと主張されている。当社が出資し、引き受けまた

は原告に販売したとされる証券の総額は、約524百万ドルであった。訴状では、当社に対する訴訟原因とし

て、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的隠蔽、詐欺の幇助および教唆、過失による不実表示ならびに契約無効化

が主張されており、特に補償的・懲罰的損害賠償が求められている。2013年４月12日、被告らは訴状却下の

申立てを行った。

2013年２月14日、バンク・ハポアリム・ビーエムは、当社および一部の関連会社を相手取り、ニューヨー

ク州高位裁判所に「バンク・ハポアリム・ビーエム対モルガン・スタンレーほか」と題する訴状を提出し

た。訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモー

ゲージ・パススルー証券を原告に販売するにあたり、重大な不実表示および不作為を行ったと主張されてい

る。当社が出資し、引き受けまたは原告に販売したとされる証券の総額は、約141百万ドルであった。訴状で

は、当社に対する訴訟原因として、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的隠蔽、詐欺の幇助および教唆ならびに過

失による不実表示が主張されており、特に、補償的・懲罰的損害賠償が求められている。2014年４月22日、

裁判所は、被告らによる却下申立ての実質的部分を否認した。2014年９月18日、当社は、被告らによる却下

申立てを否認した決定につき、上訴申立書を提出した。

2013年３月７日、米連邦住宅金融局は、サクソン・アセット・セキュリティーズ・トラスト、シリーズ

2007-1の受託者を代理して、当社およびその関連会社１社を相手取り、通知付召喚状を提出した。本件は

「サクソン・アセット・セキュリティーズ・トラスト、シリーズ2007-1の受託者を代理する連邦住宅金融抵

当金庫の財産管理人としての米連邦住宅金融局対サクソン・ファンディング・マネジメント・エルエルシー

およびモルガン・スタンレー」と題され、ニューヨーク州高位裁判所において係属中である。通知において

は、契約違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信託のローン(当初元本残高約593百万ドル)

が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。同通知においては特に、取引書類に定めるローン

契約違反救済手続に係る特定履行、不特定額の損害賠償、補償および利息等による救済が求められている。

2013年５月３日、「ドイツ信用協同組合中央金庫ほか対モルガン・スタンレーほか」の原告らは、当社お

よび一部の関連会社ならびに他の被告らを相手取り、ニューヨーク州高位裁判所に訴状を提出した。訴状に

おいては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パ

ススルー証券を原告らに販売するにあたり、重大な不実表示および不作為を行ったと主張されている。当社

が出資し、引き受けまたは原告に販売したとされる証券の総額は、約694百万ドルであった。訴状では、当社

に対する訴訟原因として、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的隠蔽、詐欺の幇助および教唆、過失による不実表

示ならびに契約無効化が主張されており、特に、補償的・懲罰的損害賠償が求められている。2014年６月10

日、裁判所は、被告らによる訴訟却下の申立てを否認した。2014年８月４日、２つの証券に関する請求は、

合意書により却下された。当社が発行しまたは原告に販売したとされる証券の当該請求却下後の残額は、約

644百万ドルであった。
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2013年５月17日、「清算手続中のアイケービー・インターナショナル・エスアーほか対モルガン・スタン

レーほか」の原告は、当社および一部の関連会社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判所に訴状を提出し

た。訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモー

ゲージ・パススルー証券を原告に販売するにあたり、重大な不実表示および不作為を行ったと主張されてい

る。当社が出資し、引き受けまたは原告に販売したとされる証券の総額は、約132百万ドルであった。訴状で

は、当社に対する訴訟原因として、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的隠蔽、詐欺の幇助および教唆ならびに過

失による不実表示が主張されており、特に、補償的・懲罰的損害賠償が求められている。2014年10月30日、

裁判所は、当社による却下申立ての一部を認容し、一部を否認した。４つの証券に関する請求は、すべて却

下された。当社が発行しまたは原告に販売したとされる証券の当該請求却下後の残額は、約116百万ドルで

あった。2014年12月１日、当社は2014年10月30日付けの裁判所の決定を不服として上訴申立書を提出した。

2013年７月２日、受託者であるドイチェ・バンクは、「モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタ

ル・ワン・インク・トラスト、シリーズ2007-NC1(MSAC2007-NC1)の受託者を代理する連邦住宅金融抵当金庫

の財産管理人としての米連邦住宅金融局対モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタル・ワン・イン

ク」の原告とされ、ニューヨーク州高位裁判所において「モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタ

ル・ワン・インク・トラスト、シリーズ2007-NC1の受託者としてのドイチェ・バンク・ナショナル・トラス

ト・カンパニー対モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタル・ワン・インク」と題する訴状を提出

した。2014年２月３日、原告は修正訴状を提出した。同修正訴状においては、契約違反および善意かつ公正

に取引を行う旨の黙示の了解の違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信託のローン(当初元本

残高約12.5億ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。同修正訴状では特に、取引書類

に定めるローン契約違反救済手続に係る特定履行、不特定額の損害賠償、契約無効化および利息等による救

済が求められている。2014年３月12日、当社は、修正訴状の却下申立てを行った。

2013年７月８日、「受託者としての資格のみにおけるユーエス・バンク・ナショナル・アソシエーション

によるモルガン・スタンレー・モーゲージ・ローン・トラスト2007-2AX対モルガン・スタンレーモーゲー

ジ・キャピタル・インクの合併承継会社であるモルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホール

ディングス・エルエルシーおよびグリーンポイント・モーゲージ・ファンディング・インク」の原告らは、

訴状を提出した。ニューヨーク州高位裁判所に提出された同訴状においては、契約違反について請求されて

おり、かつ、とりわけ、本件信託のローン(当初元本残高約650百万ドル)が、各種の表明および保証に違反し

たと主張されている。訴状においてはとりわけ、取引書類に定めるローン契約違反救済手続に係る特定履

行、不特定額の損害賠償および利息等による救済が求められている。2013年８月22日、当社は訴状却下の申

立てを行った。2014年11月24日、かかる申立ての一部は認容され、一部は否認された。
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2013年８月５日、バーデン・ヴュルテンベルク州立銀行およびその関連会社２社は、当社およびその一部

関連会社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において「バーデン・ヴュルテンベルク州立銀行ほか対モ

ルガン・スタンレーほか」と題する訴状を提出した。訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローン

を組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告らに販売するにあたり、重

大な不実表示および不作為を行ったと主張されている。当社が出資し、引き受けまたは原告らに販売したと

される証券の総額は、約50百万ドルであった。訴状では、当社に対する訴訟原因として、特にコモン・ロー

上の詐欺、詐欺的隠蔽、詐欺の幇助および教唆、過失による不実表示、ならびに当事者双方の錯誤に基づく

契約の無効化が主張されており、特に契約無効化、補償的損害賠償および懲罰的損害賠償が求められてい

る。2013年10月４日、被告らは訴状却下の申立てを行った。

2013年８月16日、「全米信用組合監督庁理事会対モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコー

ポレーテッドほか」の原告は、当社およびその一部の関連会社を相手取り、カンザス州米国連邦地方裁判所

に訴状を提出した。訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託によって発

行された一定のモーゲージ・パススルー証券を原告に販売するにあたり、重大な事実に関する不実の陳述を

行い、または重大な事実に関する陳述を行わなかったと主張されている。当社が出資し、引き受けまたは原

告らに販売したとされる証券の総額は、約567百万ドルであった。訴状では、当社に対する訴訟原因として、

1933年証券法第11条および第12条(a)(2)項の違反、1968年カリフォルニア州証券法の違反、ならびにカンザ

ス州ブルースカイ法の違反が主張されており、特に原状回復による損害賠償および補償的損害賠償が求めら

れている。2013年12月27日、裁判所は、被告らの却下申立ての実質的部分を認容した。存続する請求は、原

告が約17百万ドルの対価をもって購入した１証券に関連している。2014年11月17日、原告は修正訴状を提出

した。2014年12月15日、被告らは修正訴状の一部却下を求める申立てを行った。

2013年８月26日、「フェニックス・ライト・エスエフ・リミテッドほか対モルガン・スタンレーほか」と

題する訴訟が、当社およびその一部の関連会社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において提起され

た。訴状においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられた一定のモー

ゲージ・パススルー証券を原告らまたはその譲渡人に販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を

行ったと主張されている。当社が発行し、原告らまたはその譲渡人に販売したとされる証券の総額は、約344

百万ドルであった。訴状では、コモン・ロー上の詐欺、詐欺的勧誘、詐欺の幇助および教唆、過失による不

実表示ならびに当事者双方の錯誤に基づく契約の無効化が請求されており、特に、当該証券の購入に関する

補償的損害賠償、懲罰的損害賠償またはこれに代わる契約の無効化もしくは原状回復による損害賠償が求め

られている。2013年12月13日、被告らは訴状却下の申立てを行った。2014年６月17日、原告らは修正訴状を

提出した。当事者は、2014年７月18日付けの合意書をもって、当社が従前に行った却下の申立ては修正訴状

を対象とするものとみなすことについて合意した。

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

574/611



2013年９月23日、「全米信用組合監督庁理事会対モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコー

ポレーテッドほか」の原告は、当社およびその一部の関連会社を相手取り、SDNYに訴状を提出した。訴状に

おいては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託によって発行された一定のモーゲー

ジ・パススルー証券を原告らに販売するにあたり、重大な事実に関する不実の陳述を行い、または重大な事

実に関する陳述を行わなかったと主張されている。当社が出資し、引き受けまたは原告らに販売したとされ

る証券の総額は、約417百万ドルであった。訴状では、当社に対する訴訟原因として、1933年証券法第11条お

よび第12条(a)(2)項の違反、テキサス州証券法の違反、ならびに1953年イリノイ州証券法の違反が主張され

ており、特に原状回復による損害賠償および補償的損害賠償が求められている。2014年１月22日、裁判所

は、被告らによる1933年証券法に基づく請求に関する却下申立てを認容したが、被告らによるテキサス州証

券法および1953年イリノイ州証券法に基づく請求に関する却下申立ては否認した。2014年４月28日、裁判所

は、被告らの積極的抗弁の一部削除を求める原告の申立ての一部を認容し、一部を否認した。2014年７月11

日、被告らは、訴状却下の申立てに対する裁判所の命令の再審またはこれに代わる中間上訴の認定およびす

べての手続の停止を求める申立てを行ったが、かかる申立ては2014年９月30日に裁判所によって否認され

た。2014年11月17日、原告は修正訴状を提出した。

2013年11月６日、ドイチェ・バンクは、受託者としての資格において、「モルガン・スタンレー・エー

ビーエス・キャピタル・ワン・インク・トラスト、シリーズ2007-NC3(MSAC2007-NC3)の受託者を代理する連

邦住宅金融抵当金庫の財産管理人としての米連邦住宅金融局対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピ

タル・ホールディングス・エルエルシー」の原告とされ、ニューヨーク州高位裁判所において「モルガン・

スタンレー・エービーエス・キャピタル・ワン・インク・トラスト、シリーズ2007-NC3の受託者としての資

格のみにおけるドイチェ・バンク・ナショナル・トラスト・カンパニー対モルガン・スタンレー・モーゲー

ジ・キャピタル・インクの合併承継会社であるモルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホール

ディングス・エルエルシー」と題する訴状を提出した。訴状においては、契約違反および善意かつ公正に取

引を行う旨の黙示の了解の違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信託のローン(当初元本残高

約13億ドル)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。同訴状では特に、取引書類に定める

ローン契約違反救済手続に係る特定履行、不特定額の損害賠償、契約無効化、利息および費用等による救済

が求められている。2013年12月16日、当社は訴状却下の申立てを行った。
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2013年12月24日、コメルツバンク・アーゲー・ロンドン支店は、当社およびその他を相手取り、ニュー

ヨーク州高位裁判所において「コメルツバンク・アーゲー・ロンドン支店対ユービーエス・アーゲーほか」

と題する通知付召喚状を提出した。原告は、他の一定の事業体に係る請求の譲受人となることを意図してい

る。2014年５月20日に提出された訴状においては、当社が、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託

に裏付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告の譲渡人に販売するにあたり、重大な不実表示お

よび不作為を行ったと主張されている。当社が出資し、引き受けまたは原告らの譲渡人に販売したとされる

証券の総額は、約185百万ドルであった。訴状においては、当社に対する訴訟原因として、コモン・ロー上の

詐欺、詐欺的隠蔽ならびにコモン・ロー上の詐欺および詐欺的隠蔽の幇助および教唆が主張されており、特

に補償的損害賠償および懲罰的損害賠償が求められている。2014年12月５日、当社および他の被告らは、訴

状却下の申立てを行った。

2013年12月30日、ウィルミントン・トラスト・カンパニーは、当社を相手取り、モルガン・スタンレー・

モーゲージ・ローン・トラスト2007-12の受託者としての資格において訴訟を提起した。本件は「ウィルミン

トン・トラスト・カンパニー対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホールディングス・エル

エルシーほか」と題され、ニューヨーク州高位裁判所において係属中である。訴状においては、契約違反に

ついて請求されており、かつ、とりわけ、当該信託のローン(当初元本残高約516百万ドル)が、各種の表明お

よび保証に違反したと主張されている。訴状では特に、不特定額の損害賠償、利息および費用等による救済

が求められている。2014年２月28日、被告らは訴状却下の申立てを行った。

2014年１月15日、ユナイテッド・ウエスタン・バンクの管財人としてのFDICは、当社およびその他を相手

取り、コロラド州地方裁判所において「ユナイテッド・ウエスタン・バンクの管財人としての連邦預金保険

公社対バンク・オブ・アメリカ・ファンディング・コーポレーションほか」と題する訴訟を提起した。訴状

においては、当社が、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏付けられたモーゲージ・パスス

ルー証券をユナイテッド・ウエスタン・バンクに販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為を行っ

たと主張されている。当社が出資し、引き受けまたはユナイテッド・ウエスタン・バンクに販売したとされ

る証券の金額は約75百万ドルであった。訴状では、連邦証券法およびコロラド州証券法の双方に基づいて請

求が申し立てられており、特に、原告による当該証券の購入に関して補償的損害賠償が求められている。

2014年２月14日、被告らは本訴訟のコロラド州連邦地方裁判所への移送通知を提出した。2014年３月14日、

原告は差し戻しの申立てを行った。2014年４月30日、被告らは訴状却下の申立てを行った。
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2014年４月28日、ドイチェ・バンク・ナショナル・トラスト・カンパニーは、モルガン・スタンレー・ス

トラクチャード・トラスト・ワン2007-1の受託者としての資格において、当社を相手取り訴訟を提起した。

本訴訟は「ドイチェ・バンク・ナショナル・トラスト・カンパニー対モルガン・スタンレー・モーゲージ・

キャピタル・ホールディングス・エルエルシー」と題され、SDNYにおいて係属中である。訴状においては、

契約違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信託のローン(当初元本残高約735百万ドル)が、各

種の表明および保証に違反したと主張されている。訴状では、特に、取引書類に定めるローン契約違反救済

手続に係る特定履行、不特定額の補償的損害賠償または原状回復による損害賠償、利息および費用等による

救済が求められている。2014年７月21日、当社は訴状却下の申立てを行った。

2014年９月19日、フィナンシャル・ギャランティ・インシュアランス・カンパニー(「FGIC」)は、当社を

相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において、「フィナンシャル・ギャランティ・インシュアランス・カ

ンパニー対モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタル・ワン・インクほか」と題する訴状を提出し

た。訴状においては、契約違反について請求されており、かつ、とりわけ、当該信託のネット・インタレス

ト・マージン証券(「NIMS」)が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。FGICは、一定の社債

(当初残高約475百万ドル)に関して財務保証保険を発行した。訴状では、特に、取引書類に定めるNIM契約違

反救済手続に係る特定履行、不特定額の損害賠償、取引書類に基づく一定の支払いの返還、弁護士費用およ

び利息等による救済が求められている。2014年11月24日、当社は訴状却下の申立てを行った。

2014年９月19日、ドイチェ・バンク・ナショナル・トラスト・カンパニーは、モルガン・スタンレー・

エービーエス・キャピタル・ワン・インク・トラスト、シリーズ2007-NC4の受託者としての資格において、

当社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において「モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタ

ル・ワン・インク・トラスト、シリーズ2007-NC4の受託者としての資格のみにおけるドイチェ・バンク・ナ

ショナル・トラスト・カンパニー対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インクの合併承継会

社であるモルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホールディングス・エルエルシーおよびモルガ

ン・スタンレー・エービーエス・キャピタル・ワン・インク」と題する通知付召喚状を提出した。通知にお

いては、契約違反の請求がなされており、また、とりわけ、当該信託のローン(当初元本残高約10.5億ドル)

が、各種の表明および保証に違反したと主張されている。受託者は2015年１月23日に訴状を提出した。訴状

においては、表明保証違反、買戻義務違反および通知義務違反が主張されており、また、特に、取引書類に

定めるローン契約違反救済手続に係る特定履行、補償的損害賠償、結果的損害賠償、原状回復による損害賠

償、エクイティ上の損害賠償または懲罰的損害賠償、弁護士費用その他の関連経費および利息等による救済

が求められている。
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2014年９月23日、FGICは、当社を相手取り、ニューヨーク州高位裁判所において「フィナンシャル・ギャ

ランティ・インシュアランス・カンパニー対モルガン・スタンレー・エービーエス・キャピタル・ワン・イ

ンクほか」と題する訴訟を提起した。訴状においては、契約違反および詐欺的勧誘について請求されてお

り、また、とりわけ、当該信託のローンが各種の表明および保証に違反し、被告らが特定のクラスの証券(当

初残高約876百万ドル)に係る財務保証保険を発行させるべくFGICを勧誘するにあたり、不実の陳述および重

大な不作為を行ったと主張されている。訴状では特に、取引書類に定めるローン契約違反救済手続に係る特

定履行、補償的損害賠償、結果的損害賠償および懲罰的損害賠償、弁護士費用ならびに利息等による救済が

求められている。2014年11月24日、当社は訴状却下の申立てを行った。

 

その他の事項

当社は事例毎に、当社の利益となると結論付けた場合、RMBS、CDOおよびその他のモーゲージ関連の商品お

よびサービスに関連して生じる可能性のある民事請求に適用される時効を通知する契約を締結している。

2011年10月18日、当社は、ギブズ・アンド・ブランズ・エルエルピー(「本法律事務所」)から書簡を受領

した。本法律事務所は、当社が出資または引受けを行ったRMBS信託により発行されたモーゲージ・パスス

ルー証券についての投資顧問およびその保有者のグループを代理することを意図していた。同書簡では、本

法律事務所の依頼人らは、当社が出資または引受けを行った17件のRMBS信託に関して合計25パーセント以上

の議決権を有しており、かかる信託が合計60億ドルを上回る未払残高を有している旨主張されていた。同書

簡においては、これらの信託におけるモーゲージの多くが、モーゲージのオリジネーター、売手、預託者に

よる虚偽のまたは詐欺的表明保証に基づき信託に対して販売または預入された等と主張されていた。また同

書簡では、当社が、これらの信託におけるモーゲージ・ローンを慎重に回収することを怠ったとする証拠が

存在する等と主張されていた。2012年１月31日、本法律事務所は、当社が出資または引受けを行った250億ド

ルを上回るRMBSを担保する69件のRMBS信託に関して、依頼人が25パーセントを上回る議決権を有しており、

依頼人は当該信託の受託者に対し、これらの信託が保有している不適格とされるモーゲージに関して調査を

開始する指示を下したと発表した。また本法律事務所の報道発表において、本法律事務所の依頼人がさらな

る調査のため受託者に対して適宜追加の指示を提供しうると見込んでいることが示された。2012年９月19

日、当社は、当社が出資しまたは引き受けた住宅モーゲージを裏付資産とする有価証券280億ドル超を担保す

る各種信託に係る重要な議決権保有者を代表するとされる本法律事務所より、２件の不履行を主張する通知

を受領した。同通知は、サービサーおよびマスター・サービサーが履行を怠ったと保有者が主張する共同出

資・サービシング契約(「PSA」)における一定の誓約事項を特定するとされており、かかる不履行はそれぞ

れ、証券保有者の権利に重大な影響を与えており、かつ、関連PSAに基づく継続的な債務不履行事由を構成し

ていると主張している。2012年11月２日、当社はかかる書簡に対し、記載される主張を否定する内容の回答

を行った。
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商業用不動産担保貸付に関する事項

2011年１月25日、当社は、「ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン・トラスト、ナショナル・アソシ

エーション対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・インク」訴訟において被告とされ、同訴訟

はSDNYにおいて係属中である。本件は、一連の商業用モーゲージ・パススルー証券の受託者によって提訴さ

れ、当社がオリジネートしたうえで信託に譲渡した81百万ドルの商業用モーゲージ・ローンに関して当社に

一定の表明保証違反があったと主張している。訴状においては、特に、ローンの買戻しおよび追加の金銭的

損害賠償の支払いが求められている。2014年６月16日、裁判所は、当社による略式判決を求める補充的申立

てを認容した。2014年６月17日、裁判所は、当社を支持する判決を登録したが、これに対し原告は、2014年

７月16日に上訴申立書を提出した。

 

CDS市場に関する事項

2013年７月１日、欧州委員会(「EC」)は、当社を含む12社の金融機関、国際スワップデリバティブ協会

(「ISDA」)およびマークイット・グループ・リミテッド(「マークイット」)ならびに各関連会社に宛てた異

議告知書(「SO」)を発し、その受領者らが、2006年から2009年までの間に上場クレジット・デフォルト・ス

ワップ(「CDS」)商品の進展を阻害するため一定の行動を取り、または取ることを拒否して欧州連合競争法に

違反したと主張した。SOにおいては、ECが救済措置および罰金を受領者らに課す予定であると示されてい

る。2014年１月21日、当社およびその他のSO受領者らは、当該SOに対する回答を提出し、2014年５月12日か

ら同19日までの期間中、ECにおける口頭審理に出席した。当社の口頭審理は2014年５月15日に行われた。当

社は2014年７月11日に、SOに対する補足回答を提出した。当社およびその他の受領者らは、米司法省反トラ

スト局のCDS市場に関する調査にも応じている。

2013年５月以降、当社を含む12社の金融機関、ならびにISDAおよびマークイットは、反トラスト集団訴訟

を意図した複数の訴訟の被告とされ、当該訴訟は現在、SDNYにおいて「クレジット・デフォルト・スワップ

反トラスト訴訟」と題する単一の手続に併合された。当該訴訟の原告らは、被告らが2008年以降現在に至る

まで、上場CDS商品の進展を阻害するため従事したとされる行為に関連して米国反トラスト法に違反したと主

張している。訴状では特に、米国において被告らからCDSを購入した原告らのクラスの認定、三倍損害賠償お

よび差止めによる救済が求められている。2014年９月４日、裁判所は、第二次修正訴状の却下を求める被告

らの申立ての一部を認容し、一部を否認した。
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以下の事項は、2014年12月31日終了四半期中または当該四半期後に終了した。

集団訴訟を意図した「モルガン・スタンレーERISA訴訟」および「コールター対モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インコーポレーテッドほか訴訟」においては、当社のサブプライムその他のモーゲージ

関連の損失に関し、当社およびその他の当事者(在任中および退任した一定の取締役および役員を含む。)に

対し、当社の401(k)プランおよび従業員持株制度の参加者を代表して、1974年従業員退職所得保障法

(「ERISA」)に基づく請求が申し立てられた。両訴訟はSDNYによって却下され、かかる訴訟の却下は第２巡回

裁判所によって支持された。原告らによる上訴期間は、2014年12月３日をもって満了した。

SDNYにおいて係属していた集団訴訟と推定された「モルガン・スタンレー・モーゲージ・パススルー証券

訴訟」においては、特に、2006年および2007年に行われた一定のモーゲージ・パススルー証券の募集に関し

証券登録説明書および募集関連書類において、当該証券化の裏付資産である住宅ローンのプールに関し虚偽

記載および誤解を与える記載があったと主張された。2014年12月18日、当事者による和解合意について裁判

所の最終承認が得られ、2014年12月19日に裁判所が訴訟却下の命令を登録した。

SDNYにおいて係属していた集団訴訟「インディマック・モーゲージ担保証券訴訟」においては、特に、一

定のモーゲージ・パススルー証券の募集に関し証券登録説明書および募集関連書類において、当該証券化の

裏付資産である住宅ローンのプールに関し虚偽記載および誤解を与える記載があったと主張された。2015年

２月３日、裁判所は、当事者による和解合意を最終承認し、2015年２月23日には本訴訟を却下する最終判決

を登録した。

ニューヨーク州高位裁判所において係属していた「オールステート・インシュアランス・カンパニーほか

対モルガン・スタンレーほか」においては、被告らが、住宅モーゲージ・ローンを組み込む証券化信託に裏

付けられた一定のモーゲージ・パススルー証券を原告に販売するにあたり、不実の陳述および重大な不作為

を行ったと主張された。2015年１月16日、当事者は、本訴訟の和解に合意した。
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以下は、2015年第１四半期様式10-Qからの抜粋である。

 

2014年様式10-Kおよび下記に記載する事項に加えて、当社は随時、グローバルで多様な総合金融サービス

機関としての通常の事業活動に関連して各種の訴訟(仲裁および集団訴訟等を含む。)の被告とされており、

これらの係属中または提起されるおそれのある訴訟のなかには多額の補償的または懲罰的損害賠償、あるい

は不特定額の損害賠償が請求されているものもある。また本来は主な被告となるべき事業体がすでに破産し

ていたり、または財政危機に直面していたりする事例もある。

加えて当社は随時、当社の事業、特に販売およびトレーディング業務、当社が出資、引受けまたは販売を

行う金融商品または募集ならびに会計および営業上の事項を対象として政府および自主規制機関が行う他の

公式・非公式の精査、調査および手続に関与しており、これらが最終的に不利益な決定、和解、罰金、反則

金、差止めその他による処分の結果をもたらす可能性がある。

当社は、係属中の各事件において、責任または損害賠償の金額について適宜争っている。入手された情報

により要約連結財務諸表の日付において債務発生の可能性が示され、当社が損失の金額を合理的に見積もる

ことができる場合には、利益に対し見積損失予想額を費用計上する。当社は、当社を含むグローバル金融

サービス企業に影響を及ぼす政府機関による調査や民間訴訟の現状に鑑みて、将来の訴訟損失引当金は全体

として引き続き増加すると見込んでおり、訴訟損失引当金の期間毎の変動額は大きく上下する可能性があ

る。

但し、多くの手続および調査において、損失が生じうるか、そもそもその可能性があるかを判断したり、

または損失予想額を見積もったりすることは本質的に困難である。特に事実が明らかにされつつあるか、あ

るいは争われている手続および調査や原告または政府機関が多額または不特定額の損害賠償、原状回復、不

当利得の返還または罰金を請求する手続および調査の場合、その解決の可能性、時期もしくは方法、または

最終的な和解金、罰金その他の救済の内容については確実性のある見通しを示すことができない。係属中の

手続または調査に関して損失、追加的な損失、損失もしくは追加損失の範囲を合理的に見積もることができ

るようになる前に、長期にわたる可能性のある証拠開示手続や重要な事実の判断、クラスの認定に関連する

問題の判断および損害賠償その他の救済の金額の算定等により、また当該手続または調査に関連のある新規

または未解決の法的な問題に対処することにより、多くの問題を解決する必要があるであろう。上記を前提

に、当社は、現時点で知る限りにおいてかつ顧問との協議のうえ、係属中の手続および調査の結果が、特定

期間における当社の収益または利益の水準によっては経営成績およびキャッシュ・フローにとって重要とな

る可能性はあるものの、当社の連結財政状態に重大な悪影響を及ぼすおそれはないと考えている。

過去数年間において、金融サービス業界では訴訟ならびに政府機関および自主規制機関による(公式・非公

式の)調査手続の件数が大幅に増加している。そのため当社では、当社に対し損害賠償その他の救済の請求が

増加する可能性があると予測しており、当社が個別または集合的に重大と確信する一定の手続を下記で特定

してはいるものの、現時点では提起されていないか、または重大であるとの判断に至っていない請求によ

り、追加的に重大な損失を被らないという保証はない。
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以下は、様式10-Kにおいて従前報告された一定の事項に関して生じた進展、または2014年12月31日以降に

提起された新たな訴訟に関する進展である。

2015年２月23日、「シーリンク・ファンディング・リミテッド対モルガン・スタンレーほか」の原告は、

当社による第二次修正訴状却下の申立てを認容した2014年４月18日付けの裁判所の決定につき、上訴手続を

完了した。

2015年２月25日、カンザス州米国連邦地方裁判所において係属していた「全米信用組合監督庁理事会対モ

ルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコーポレーテッドほか」において、裁判所は、被告らによ

る修正訴状の一部却下を求める申立ての一部を認容し、一部を否認した。2015年３月23日、原告は、被告ら

による却下申立ての実質的部分を認容した2013年12月27日付けの命令につき、再審を求める申立てを行っ

た。

2015年３月24日、「ユナイテッド・ウエスタン・バンクの管財人としての連邦預金保険公社対バンク・オ

ブ・アメリカ・ファンディング・コーポレーションほか」の裁判所は、被告らによる却下申立ての実質的部

分を否認した。

2015年４月３日、ニューヨーク州南部地区米国連邦地方裁判所において係属していた「ドイチェ・バン

ク・ナショナル・トラスト・カンパニー対モルガン・スタンレー・モーゲージ・キャピタル・ホールディン

グス・エルエルシー」において、裁判所は、被告による訴状却下の申立ての一部を認容し、一部を否認し

た。

2015年４月23日、「フェニックス・ライト・エスエフ・リミテッドほか対モルガン・スタンレーほか」の

裁判所は、当社による修正訴状却下の申立てを認容した。
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４ 【日米会計慣行の相違】

本書に記載されている財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠して作成さ

れている。したがって、本邦において一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠した場合とは異なった処

理がされている点がある。それらの重要な相違点は以下の通りである。

(1) 財務諸表の様式

米国では、証券会社の貸借対照表は流動・非流動の区分を行わないが、本邦では、この区分が行われる。ま

た米国では、営業損益計算の区分がある区分損益計算書は通常採用されていない。

(2) 非継続事業

米国では、企業の一部で売却されたり売却目的保有に分類されたものは財務諸表において非継続事業として

報告される。2014年４月に早期適用された非継続事業の報告に関する新しい指針は、非継続事業を、処分され

たかまたは売却目的保有に分類された構成単位または構成単位グループの処分であって、企業の営業および財

務成績に重要な影響を与える（または与えることが予想される）戦略の変更を示すものと定義している。処分

されたかまたは売却目的保有に分類された個々に重要性のある構成単位が非継続事業の定義を満たさない場合

は、追加的な開示が要求される。

本邦ではこのような非継続事業の報告は要求されない。

(3) 一定のレポ契約およびリバース・レポ契約の金額の相殺

米国では、レポ契約およびリバース・レポ契約が同一の契約相手先との間に締結された契約であること、こ

れらの契約の決済日が同一であることが契約締結時に明示されていること、および他の一定の条件が充足され

ている場合には、これらのレポ契約に基づく債務として認識される金額とリバース・レポ契約に基づく債権と

して認識される金額を相殺することができる。

本邦では、レポ契約に基づく債務として認識される金額とリバース・レポ契約に基づく債権として認識され

る金額を相殺することを認める会計基準はなく、これらの契約は通常はその総額で表示される。

(4) 資産と負債の相殺に関する開示

米国では、デリバティブ、レポ契約および有価証券貸付取引のうち、財務諸表で相殺されているか強制力の

あるマスターネッティング契約または類似契約の対象となるものについての開示が求められている。

本邦では、そのような開示は求められていない。

(5) 企業結合およびのれん

米国では、2008年12月15日以後開始する事業年度の期首以後を取得日とする企業結合はすべて取得法により

会計処理される。取得法では、限られた例外を除いて、被取得企業における取得資産、引受負債および非支配

持分を取得日に認識し、同日の公正価値で測定する。取得法は、取得日現在で取得企業が保有する被取得企業

に対する持分が100％未満である企業結合の場合であっても、全部のれん方式を適用することを規定してい

る。のれんは減損処理の検討対象となり、償却を行わない。

本邦では、2010年４月１日以後実施される企業結合はすべてパーチェス法（取得法に類似する方法）により

会計処理されている。ただし、本邦では全部のれん方式を適用することは認められず、親会社持分に対応する

のれんのみが計上される。のれんは20年以内で償却され、必要に応じて減損処理の対象となる。
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(6) のれんの減損

米国では、2011年９月、財務会計基準審議会（以下「FASB」という。）は事業体がのれんの減損テストを行

う方法を簡略化する会計指針を公表した。当該指針に基づき、当社は、年に一度のテストおよび期中のテスト

の両方において、まず初めに、事象または状況の存在により報告単位の公正価値が帳簿価額を下回っている可

能性が50％を超えると決定することになるか否かを判断する定性的要因の評価を行う選択肢を有している。事

象または状況の全体を評価した後に、報告単位の公正価値が帳簿価額を超過している可能性が50％を超えると

当社が判断した場合には、二段階の減損テストの実施は要求されない。しかし、当社が異なる結論を下した場

合には、二段階の減損テストの第一ステップを実施しなければならない。のれんの減損額は、報告単位の見積

公正価値をそれぞれの帳簿価額と比較することにより決定される。見積公正価値が帳簿価額を超過する場合に

は、報告単位レベルののれんは減損していないと判断される。しかし、見積公正価値が帳簿価額を下回る場合

には、減損金額を決定するためにさらなる分析が要求される。さらに、報告単位の帳簿価額がゼロまたはマイ

ナスの価額であり、かつ、のれんが減損した可能性が50％を超えると判断される場合には、さらなる分析が要

求される。報告単位の見積公正価値は、各報告単位に対して市場参加者が用いるであろうと当社が考える評価

手法に基づいて導出される。見積公正価値は、一般に、割引キャッシュ・フロー法または一定の比較企業の株

価純資産倍率および株価収益倍率を織り込んだ方法を用いて決定される。

本邦におけるのれんの減損の会計処理は米国の会計処理と大きく異ならないが、帳簿価額がゼロまたはマイ

ナスである報告単位に関するのれんの減損テストに関する米国のような会計基準はない。また、減損の兆候が

ある場合には定量的評価を行うことが必要とされており、定性的評価に基づき公正価値がその帳簿価額を下回

る可能性が50％を超えると判断しない場合には定量的なのれんの減損テストの実施を不要とする米国の指針と

同様の会計基準はない。のれんを含む事業単位について減損損失を認識すべきと判定された場合には、当該事

業単位はその回収可能価額まで減額される。回収可能価額は、資産又は資産グループの正味売却価額と使用価

値（資産又は資産グループの継続的使用と使用後の処分によって生じると見込まれる将来キャッシュ・フロー

の現在価値）のいずれか高い方の金額と定められている。

(7) 変動持分事業体

米国では、変動持分事業体(以下「VIE」という。)は、リスクを負担する持分投資の総額が事業体がその活

動の資金調達を追加支援なしで行うことを可能とする程に十分ではなく、かつ、そのリスクを負担する持分投

資の保有者がグループとして、(a) 議決権または類似の権利を通じて事業体の経済的業績に最も重要な影響を

与える活動を指示する能力を有さない、(b) 事業体の期待損失を負担する義務を負わない、(c) 事業体の期待

残余利益を享受する権利を有しない、(d) 持分投資者の議決権がその経済的持分に比例しておらず、事業体の

活動が不均衡に僅少な議決権持分を持つ投資者に関係しているか当該投資者のために行われている事業体と定

義されている。当社がVIEの経済的業績に最も重要な影響を与える意思決定を行う能力を有し、かつ、VIEに

とって潜在的に重要な損失を負担する義務または便益を受ける権利を有する場合には、当社はVIEを連結する

ことが求められる。ただし、マネー・マーケット・ファンド、投資会社または会計目的上投資会社として適格

な事業体である一定のVIEはその範囲から除外される。
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本邦では、一般に、実質的に支配される事業体は連結しなければならないが、VIEの連結についての特定の

基準はない。ただし、特別目的会社については、適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的

会社が発行する証券の所有者に享受させることを目的として設立されており、その目的に従って事業が遂行さ

れているときは、当該特別目的会社に資産を譲渡した企業の子会社に該当しないものと推定される。子会社に

該当しないものと推定された特別目的会社（開示対象特別目的会社）に関しては、当該会社の概要、当該会社

を利用した取引の概要や当該会社との取引金額等を開示することが求められる。また、連結の範囲に含めた特

別目的会社のノンリコース債務については、連結貸借対照表上に他の項目と区別して記載するか、注記するこ

とが求められている。

(8) 非支配持分

米国では、完全所有に至らない連結子会社における第三者の保有持分は非支配持分と呼ばれている。これら

の子会社の純利益のうち非支配持分に帰属する部分は連結損益計算書において償還可能非支配持分に帰属する

純利益（損失）または償還不能非支配持分に帰属する純利益（損失）のいずれかとして表示されている。これ

らの子会社の株主持分のうち償還可能部分は連結貸借対照表の資本区分の枠外で償還可能非支配持分として表

示されている。これらの子会社の株主持分のうち償還不能部分は、連結貸借対照表および連結資本変動計算書

において資本合計の構成項目である償還不能非支配持分として表示されている。

本邦では、完全所有に至らない連結子会社における第三者の保有持分は少数株主持分と呼ばれている。連結

損益計算書において少数株主損益は純利益から控除される。また、連結貸借対照表および連結株主資本等変動

計算書において少数株主持分は株主資本と区別して純資産の一項目として表示することが定められている。

ただし、2013年９月13日に企業会計基準委員会は企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」を

改正しており、同改正会計基準に基づき、少数株主持分は非支配株主持分に変更され、当期純利益には非支配

株主に帰属する当期純利益が含まれることになる。なお、非支配株主持分は、子会社の資本のうち親会社に帰

属しない部分であり、引き続き株主資本とは区別される。同改正会計基準は、2015年４月１日以後開始する連

結会計年度の期首から適用されるが、当期純利益の表示に係る事項を除いて、2014年４月１日以後開始する連

結会計年度の期首から他の関連する改正会計基準と同時に早期適用することができる。

(9) 支配の変更を伴わない子会社株式の売却

米国では、支配の変更を伴わない子会社株式の売却は資本取引として会計処理され、その影響額は払込剰余

金に計上される。

本邦では、子会社株式を一部売却した場合で支配関係が継続している場合には、売却による親会社の持分の

減少額と投資の減少額との間に生じた差額は、損益として処理される。

ただし、上述の2013年９月13日に改正された企業会計基準第22号が適用されると、子会社株式の一部売却が

行われた場合で支配関係が継続している場合には、親会社の持分の減少額と売却価額との間に生じた差額は資

本剰余金に計上される。
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(10) 売却予定の長期性資産

米国では、売却目的保有に分類される一定の基準を満たす資産は、簿価(すなわち、取得原価から減価償却

累計額および減損損失を控除したもの)または見積売却費用控除後の公正価値のいずれか低い方で計上され

る。資産が売却目的保有に指定された後は、それ以降の減価償却費は計上されない。

本邦では、そのような売却予定の長期性資産に関する会計基準はない。ただし、売却又は廃棄予定の固定資

産は「固定資産の減損に係る会計基準」等に従って会計処理される。

(11) 在外支店の外貨換算

米国では、在外支店の財務諸表は機能通貨を使って作成され、通常、資産及び負債は期末日レートで、収益

及び費用は期中加重平均レートで報告通貨に換算される。

本邦では機能通貨の概念がない。在外支店の取引は本店での取引と同じように取引日のレートにより報告通

貨に換算される。

(12) デリバティブとヘッジ会計

米国では、デリバティブは時価評価される。取引が公正価値ヘッジとして認められる場合には、ヘッジ取引

としてのデリバティブとヘッジ対象項目のヘッジされたリスクに対応する損益は当期の損益として計上され

る。取引がキャッシュ・フロー・ヘッジとして認められる場合には、ヘッジ取引としてのデリバティブの損益

はその他の包括利益として計上され、ヘッジ対象としての予定取引が損益に計上される期間に応じて損益に振

替えられる。

本邦では、デリバティブは原則として時価評価される。ヘッジ取引のうち一定の要件を充たすものについ

て、原則としてヘッジ取引としてのデリバティブの損益を繰延べる繰延ヘッジ会計が採用され、繰延ヘッジに

係る損益はその他の包括利益として計上され、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰

り延べられる。

(13) 組込デリバティブの区分処理

米国では、組込デリバティブは関連する会計指針により、以下の要件をすべて満たす場合にのみ、主契約と

区分処理することが求められる。

①　組込デリバティブの経済的性格及びリスクが主契約の経済的性格及びリスクと明確かつ密接に関連して

いないこと

②　複合金融商品について他の一般に認められた会計原則により公正価値での再測定および公正価値変動額

の損益認識が要求されていないこと

③　組込デリバティブと同一条件の独立した商品が、会計指針に基づくデリバティブであること

証券化された金融資産の受益持分に組み込まれたクレジット・デリバティブの会計指針により、一つの金融

商品が他の金融商品に劣後する形のみで組成された組込クレジット・デリバティブを除いて、組込クレジッ

ト・デリバティブに係る適用除外は廃止されており、損益を通じて公正価値で会計処理されていない一定の受

益持分については、区分処理および個別認識を行うことが必要となる場合がある。

本邦では、複合金融商品（払込資本を増加させる新株予約権付社債以外）に組み込まれたデリバティブは、

次のすべての要件を満たした場合、組込対象である金融資産又は金融負債とは区分して時価評価し、評価差額

を当期の損益として処理する。なお、組込デリバティブの対象である現物の金融資産又は金融負債は、企業会

計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従って処理する。
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①　組込デリバティブのリスクが現物の金融資産又は金融負債に及ぶ可能性があること

②　組込デリバティブと同一条件の独立したデリバティブが、デリバティブの特徴を満たすこと

③　当該複合金融商品について、時価の変動による評価差額が当期の損益に反映されないこと

(14) サービシング資産および負債

米国では、金融資産のサービシングに関する会計指針により、別個に認識されたサービシング資産および

サービシング負債を、実務的に可能である限り、当初は公正価値で測定することが要求される。また、事業体

は、その後の測定方法として償却法と公正価値測定法のいずれかを選択することが認められる。

本邦では、譲渡資産の内のサービシング資産およびその他の留保持分は、従前の簿価を、売却された資産と

留保持分（該当する場合）とに、譲渡日現在の関連する公正価値に基づき配分することにより測定される。譲

渡者が金融資産の譲渡の一部として引き受けるサービシング負債は、当初は公正価値で測定される。サービシ

ング資産および負債は、その後、償却法を用いて測定される。

(15) 公正価値測定

米国では、公正価値測定に関する会計指針において、公正価値が定義され、公正価値測定に関するフレーム

ワークが設定され、公正価値測定に関する開示要求が拡充されている。公正価値は、測定日における市場参加

者間の秩序ある取引において、資産の売却により受け取るであろう価格または負債を譲渡するために支払うで

あろう価格（すなわち「出口価格」）として定義される。公正価値で測定される資産および負債は、同一の資

産・負債について活発な市場の相場価格（調整なしの）に最も高い優先順位（レベル１）、観察不可能のイン

プットに最も低い優先順位（レベル３）をつける、公正価値の階層に分類され、各レベル別に開示される。こ

の指針は継続的および非継続的に公正価値で測定される資産・負債に対して適用される。

本邦においては、継続的および非継続的に公正価値で測定される金融資産・負債並びに非金融資産・負債を

適用対象として公正価値測定全般に関して包括的に規定する上記のような会計基準はない。また、個々の公正

価値測定を、その公正価値測定に使用されるインプットの観察可能性に応じて、３つの階層別に開示すること

を求める会計基準はない。

(16) 公正価値オプション

米国では、金融資産および金融負債の公正価値オプションに関する会計指針において、企業が一定の金融資

産および負債に係る当初およびその後の測定に公正価値を取消不能の形で選択し、公正価値の変動額をその発

生時に損益に認識することを認める、公正価値オプションの選択肢が提供されている。この指針は、資産また

は負債の当初認識時または当該商品の会計処理の新たな基礎を生じさせる事象に際し、金融商品ごとに公正価

値オプションを選択することを認めている。

本邦では、上記のような公正価値オプションを提供する会計基準はない。金融資産および金融負債の貸借対

照表価額はその種類別に企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に定める方法に基づいて決定され

る。
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(17) 債券の減損

米国では、売却可能債券に関して、報告日現在において企業が当該証券を売却する意図があるか、または償

却原価ベースまで回復する前に売却が必要となる可能性が50％を超える場合に、損益計算書において一時的で

ない減損による損失を計上する。企業が売却することまたは売却が必要となることを見込んでいない債券に関

しては、当該債券が償却原価ベースまで回復する見込みがあるか否かを評価しなければならない。信用損失が

発生した場合、信用損失に関連する減損の金額のみが損益に認識される。信用以外の要因に関連する未実現損

失は、その他の包括利益（損失）累計額に税引後で計上される。

本邦では、債券（満期保有目的の債券およびその他有価証券）のうち、時価を把握することが極めて困難と

認められる金融商品以外のものについて時価が著しく下落したときは、回復する見込があると認められる場合

を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の損失として処理しなければならない。評価差額

を信用損失部分と信用損失以外の部分に区分した上で、信用損失部分は損益に認識し、信用損失以外の部分は

その他の包括利益（損失）累計額に税引後で計上するという会計処理を規定する会計基準はない。

(18) 確定給付年金およびその他の退職後給付制度

米国では、確定給付年金およびその他の退職後給付制度に関する事業主の会計処理に関する指針により、確

定給付および退職後給付制度の積立超過または積立不足の状況を、連結財務諸表において資産または負債とし

て認識することが要求されるとともに、かつ、積立状況の変動を変動が生じる年度に包括利益を通して認識す

ることが要求される。また、同指針により、事業年度末現在において確定給付および退職後給付制度の資産・

債務を測定することが要求されている。当社は、ほとんどの制度について、未認識純損益が予測給付債務また

は制度資産の時価関連価額のいずれか大きい方の10％を超える場合には、当該未認識純損益を現加入者の平均

的な将来の勤務期間にわたり、年金および退職後給付費用の構成項目として償却している（回廊アプロー

チ）。米国適格制度の未認識純損益は加入者の平均余命を使用して償却されている。

これらの年金制度は通常、各制度で規定された従業員の適格勤務年数や報酬レベルに基づく年金給付を負債

計上している（給付算定式基準）。

本邦においても、確定給付型年金制度に関する現行の会計基準において、積立状況を示す額を連結財務諸表

上にそのまま負債（退職給付に係る負債）又は資産（退職給付に係る資産）として計上し、未認識数理計算上

の差異及び未認識過去勤務費用を、税効果を調整の上でその他の包括利益累計額に認識するとともに、その後

の期間に組替調整を行うことが求められており、米国の会計指針と実質的に相違していない。

ただし、回廊アプローチの適用は認められず、一方で割引率を含めた基礎率等の計算基礎に重要な変動が生

じない場合には計算基礎を変更しない等、計算基礎の決定にあたって合理的な範囲で重要性による判断を認め

る方法（重要性基準）が定められている。

また、本邦では、退職給付見込額の期間帰属方法として、期間定額基準と給付算定式基準を選択適用するこ

ととされている。
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(19) 保証

米国では2002年12月31日より後に発行または修正される一定の保証については、保証人が引受けるその保証

債務に係る負債を公正価値で計上することが要求される。一定の保証契約については、追加の開示も求められ

る。

本邦では、金融資産又は金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公正価値で

計上することは求められない。このような保証に係る負債は、支払の可能性が高く、金額の見積りが可能であ

る場合に債務保証損失引当金として計上される。

(20) 法人所得税の不確実性

米国では、法人所得税の不確実性に関する会計指針において、企業の財務諸表に認識される法人所得税の不

確実性に関する会計処理を明確化し、税務申告書において取られたか、または取られると見込まれる税務ポジ

ションの、財務諸表上の認識および測定に関する認識範囲および測定属性を規定している。これはまた、認識

の中止、分類、利息およびペナルティ（加算税）、中間会計期間の会計処理、開示ならびに移行に関する指針

を規定している。

本邦では、不確実な税務ポジションの財務諸表上の認識および測定に関する認識範囲および測定属性を規定

する上記のような会計基準はない。

(21) １株当たり当期純利益

米国では、株式に基づく支払取引において付与された商品が参加型証券であるか否かの判断に関する会計指

針において、配当金または配当金相当額に対する一定の失効しない権利(支払いの有無に関わらず)を含む権利

未確定の株式に基づく報酬において付与された商品は、参加型証券とされ、２種方式により１株当たり当期純

利益の算定および開示が求められる。

本邦では、株式に基づく支払取引について２種方式による１株当たり当期純利益の算定および開示を求める

上記のような会計基準はない。

(22) その他の包括利益累計額から組替えられた金額の報告

米国では、その他の包括利益累計額から組替えられる金額が、米国の一般に公正妥当と認められる会計原則

に基づき全額を純利益に組替えることが要求されている場合に、その他の包括利益累計額からの重要な組替の

影響を純利益における各勘定科目別に報告することが求められている。

本邦では、当期純利益を構成する項目のうち、当期又は過去の期間にその他の包括利益に含まれていた部分

を、組替調整額として、その他の包括利益の内訳項目ごとに注記することが求められているが、重要な組替の

影響を勘定科目ごとに開示することは求められていない。
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第７ 【外国為替相場の推移】

　日本円と米ドルの為替相場は、過去５事業年度および過去６ヶ月の間、２紙以上の日本の日刊新聞に掲載されて

いるため、本項の記載は省略する。
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第８ 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

１ 日本における株式事務等の概要

(1) 株式名義書換取扱場所および株主名簿管理人

当社は、日本国内には名義書換取扱場所または株主名簿管理人を置いていない。

 

(2) 株主に対する特典

該当なし。

 

(3) 株式の譲渡制限

該当なし。但し、当社の方針により、また株式報奨報酬制度(「EICP」)をはじめとする当グループの各種福利制度

のもとで発行された株式に関連して、当グループの従業員は一定の譲渡制限に服する。

 

(4) その他株式事務に関する事項

Ａ　決算期

毎年12月31日

 

Ｂ　年次株主総会

年次株主総会は、毎年、取締役会の定める日に開催する。

 

Ｃ　株主名簿の閉鎖期間の始期

該当なし。

 

Ｄ　基準日

当社からの配当の支払いを受けることができる株主は、当該配当の支払いについて取締役会が定めた基準日現在、

当社の帳簿および記録に登録されているか、または当社の株主名簿に登録されている保管機関またはそのノミニー

名義を通じて株式を所有している実質株主である。従って、原則として、当社からの配当の支払いを受けることの

できる日本国内の株主は、日本時間で当該基準日と同一の暦日現在、保管機関が作成した実質株主名簿に記載され

ている株主である。

 

Ｅ　株券

任意の株数を表示した株券を発行することができる。

 

Ｆ　株券に関する手数料

米国においては、当社株式の名義書換や当社株券の登録について当社の株主名簿管理人または登録機関から手数料

を課されることはない。
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２ 日本における実質株主の権利行使に関する手続

(1) 実質株主の議決権行使に関する手続

日本における当社の実質株主は、ストック・ユニットを株式に転換しないと議決権を行使することはできない。議

決権の代理行使の勧誘が行われる場合には、保管機関は当社から十分な数の議決権の代理行使勧誘のための資料を

受け取り次第、同資料を基準日現在で実質株主明細表に記載されている株主に交付する。

 

(2) 配当請求等に関する手続

保管機関は、配当金額、配当支払日等の配当支払いに関する通知を当社から受け取った場合、基準日現在の実質株

主明細表に記載されている株主の口座にクレジットする。

上記で説明されている配当請求手続費用は全額当社の負担とし、実質株主にはそれに関する費用を一切請求しない

ものとする。

 

(3) 株式の譲渡に関する手続

当社株式の譲渡は株主名簿への記入方式によって行われる。日本国内の実質株主は、当社株式に関する権利を保管

機関における口座の移管によって譲渡することができる。この場合、取引の決済は保管機関に開設された口座間の

振替によって行われる。

 

(4) 本邦における配当等に関する課税上の取扱い

Ａ　配当

当社から株主に支払われる配当は、日本の税法上、配当収入として取扱われる。日本の居住者たる個人または日本

の法人に対して支払われる当社の配当金については、当該配当金額(米国における当該配当の支払いの際に米国ま

たはその地方公共団体の源泉徴収税が徴収される場合、当該控除後の金額)につき、当該配当の支払いを受けるべ

き期間に応じ、下表に記載された源泉徴収税率に相当する金額の日本の所得税が源泉徴収される。

 

配当課税の源泉徴収税率

 

配当を受けるべき期間 日本の法人 日本の居住者たる個人

2014年１月１日～2037年12月31日 所得税15.315％ 所得税15.315％、住民税５％

2038年１月１日～ 所得税15％ 所得税15％、住民税５％

 

(注記)「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」に従い、2013年１

月１日から2037年12月31日までの期間において、上記に従って計算された各所得税額の2.1パーセントが「復興特別所

得税」として追加で課税される。
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また、日本の居住者たる個人は、当社から支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合には確定申告をし

ない方法を選択することができ、また当該配当については、配当金額の多寡に関係なく確定申告の対象となる所得

金額から除外することができる。2009年１月１日以降に当社から株主に支払われる配当については、日本の居住者

たる個人は、申告分離課税を選択することが可能である。申告分離課税を選択した場合の確定申告の際の税率は、

2014年１月１日から2037年12月31日までに当社から当該個人株主に支払われる配当については20.315％(所得税

15.315％、住民税５％)、および2038年１月１日以降に当社から当該個人株主に支払われる配当については20％(所

得税15％、住民税５％)であるが、かかる配当所得の計算においては、2009年分以後における上場株式等の株式売

買損を控除することができる。上記にかかわらず、日本の居住者である個人が2016年１月１日以後に支払いを受け

た配当所得の計算においては、上場株式等および一定の公社債等の売買損・譲渡損を控除することができる。

米国において課税された税額は、配当につき確定申告した場合には日本の税法の規定に従い外国税額控除の対象と

なりうる。

 

Ｂ　売買損益

1)　個人株主の株式の売買によって生じた売買損益の日本の税法上の取扱は、原則として株式売買益は所得税の対

象となり、株式売買損は、株式売買益の範囲内で控除の対象となる。また、2009年以後の課税年度については、上

場株式等の売買によって生じた売買損は、当社株式およびその他の上場株式等の配当所得の金額(申告分離課税を

選択したものに限る。)から控除することができる。上記にかかわらず、日本の居住者である個人が2016年１月１

日以後に上場株式等の売買によって生じた売買損は、当社株式およびその他の上場株式等の配当所得の金額(申告

分離課税を選択したものに限る。)ならびに一定の公社債等の利子所得の金額等から控除することができる。

 

2)　当社株式の法人株主については、かかる株式の売買損益は、当該法人の損益として課税所得の計算上算入され

る。

 

Ｃ　相続税

日本の税法上日本の居住者である実質株主が、米国で発行された株式を相続または遺贈によって取得した場合、日

本の相続税法によって相続税が課されるが、一定の要件を満たしているときには、外国税額控除が認められること

がある。

 

(5) その他の諸通知

日本における当社株式の実質株主に対して株主総会等に関する通知が行われる場合には、保管機関が十分な数の通

知書を当社より受領し、しかる後に所定の方法により基準日現在における実質株主明細表に記載されている実質株

主にこれを交付する。
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第９ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は金融商品取引法第24条第１項第１号または第２号に掲げる有価証券の発行者に該当しないため、該当す

る記載事項はない。

 

２ 【その他の参考情報】

当社は2014年度開始日(2014年１月１日)から本有価証券報告書提出日までの間に下記の書類を関東財務局長に

提出した。

(1) 発行登録書および添付書類(2014年１月15日提出)

(2) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年１月17日提出)

(3) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年１月17日提出)

(4) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年１月27日提出)

(5) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年１月27日提出)

(6) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年１月31日提出)

(7) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年２月13日提出)

(8) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年３月４日提出)

(9) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年３月７日提出)

(10) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年３月10日提出)

(11) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年３月12日提出)

(12) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年３月20日提出)

(13) 有価証券報告書および添付書類(2014年５月７日提出)

(14) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年５月７日提出)

(15) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年５月７日提出)

(16) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年５月13日提出)

(17) 2014年１月15日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年５月16日提出)

(18) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年５月23日提出)

(19) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年６月２日提出)

(20) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年６月13日提出)

(21) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年６月16日提出)

(22) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年６月19日提出)

(23) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年７月２日提出)

(24) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年７月24日提出)

(25) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年７月25日提出)

(26) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年７月25日提出)

(27) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年８月１日提出)

(28) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年８月５日提出)
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(29) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年８月21日提出)

(30) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年８月27日提出)

(31) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年９月１日提出)

(32) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年９月２日提出)

(33) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年９月９日提出)

(34) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年９月12日提出)

(35) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年９月17日提出)

(36) 半期報告書および添付書類(2014年９月29日提出)

(37) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年９月29日提出)

(38) 2012年10月17日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年９月29日提出)

(39) 2012年10月17日提出発行登録書の発行登録取下届出書(2014年９月30日提出)

(40) 発行登録書および添付書類(2014年９月30日提出)

(41) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年10月24日提出)

(42) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年10月24日提出)

(43) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年10月29日提出)

(44) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年10月30日提出)

(45) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年11月６日提出)

(46) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年11月11日提出)

(47) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年11月11日提出)

(48) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年11月14日提出)

(49) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年11月14日提出)

(50) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年11月26日提出)

(51) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2014年11月26日提出)

(52) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2014年11月26日提出)

(53) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年11月28日提出)

(54) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年11月28日提出)

(55) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年12月８日提出)

(56) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年12月10日提出)

(57) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2014年12月10日提出)

(58) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2015年１月28日提出)

(59) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2015年１月28日提出)

(60) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年１月30日提出)

(61) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年１月30日提出)

(62) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年１月30日提出)

(63) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年２月９日提出)

(64) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年２月９日提出)

(65) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年２月13日提出)

(66) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年２月13日提出)
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(67) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年３月２日提出)

(68) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年３月２日提出)

(69) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号に基づく臨時報告書および添

付書類(2015年３月６日提出)

(70) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年３月６日提出)

(71) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年３月６日提出)

(72) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月９日提出)

(73) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2015年３月９日提出)

(74) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2015年３月９日提出)

(75) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年３月９日提出)

(76) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年３月９日提出)

(77) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月10日提出)

(78) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月10日提出)

(79) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月24日提出)

(80) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月24日提出)

(81) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月26日提出)

(82) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年３月26日提出)

(83) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年４月20日提出)

(84) 2014年１月15日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2015年４月27日提出)

(85) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書および添付書類(2015年４月27日提出)

(86) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年５月１日提出)

(87) 2014年９月30日提出発行登録書の訂正発行登録書(2015年５月１日提出)

(88) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年５月19日提出)

(89) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年５月19日提出)

(90) 2014年９月30日提出発行登録書の発行登録追補書類および添付書類(2015年５月27日提出)
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第１ 【保証会社情報】

該当事項なし。
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第２ 【保証会社以外の会社の情報】

１ 【当該会社の情報の開示を必要とする理由】

 

１-A　（理由）

　以下の各社債に関連する訂正発行登録書または発行登録追補書類（該当するもの）に記載のとおり、所定の期限

前償還事由（当該書類に規定される。）の有無、および／または所定のノックイン事由（当該書類に規定され

る。）の有無、および／または満期償還額は、当該会社（または当該会社を含む複数の対象会社）の普通株式の株

価に基づいて決定される。また、以下の社債の中には、所定のノックイン事由が発生した場合に当該会社（または

当該会社を含む複数の対象会社のうちの１社）の普通株式の交付および一定の条件に基づく差額調整金の支払い

（もしあれば）により償還されるものがある。したがって、当該会社の企業情報は当該社債の投資判断に重要な影

響を及ぼすと判断される。但し、当社、関連するディーラー、関連する売出人、関連する売出取扱人（もしいれ

ば）、その他の当該社債の売出しの関係者は独自に当該会社の情報に関しいかなる調査も行っておらず、以下に記

載される情報（以下に言及される書類に含まれる情報を含む。）の正確性および完全性について何ら保証するもの

ではない。なお、以下に記載した情報は公開の情報より抜粋したものである。

 

１-B　（各社債の内容）

１.　モルガン・スタンレー 2016年１月28日満期 期限前償還条項 ノックイン条項付 複数株式参照型 他社株転換

条項付 円建社債（荏原製作所、太陽誘電、Ｔ＆Ｄホールディングス）

 

(1)　発行日

 

2014年７月30日

 

(2)　売出金額

 

997,000,000円

 

(3)　上場金融商品取引所名又は登録認可金融商品取引業協会名

 

該当事項なし。

 

(4)　当該会社の名称及び住所

 

A　株式会社荏原製作所

東京都大田区羽田旭町11番１号

B　太陽誘電株式会社

東京都台東区上野６丁目16番20号

C　株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス

東京都港区海岸一丁目２番３号
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(5)　当該会社の株式の内容

 

A　株式会社荏原製作所

種類：普通株式

発行済株式数：465,565,829株(平成27年２月10日現在)

上場金融商品取引所：株式会社東京証券取引所（市場第一部）

内容：単元株式数は1,000株

B　太陽誘電株式会社

種類：普通株式

発行済株式数：120,481,395株(平成27年２月13日現在)

上場金融商品取引所：株式会社東京証券取引所（市場第一部）

内容：単元株式数は100株

C　株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス

種類：普通株式

発行済株式数：681,480,000株(平成27年２月12日現在)

上場金融商品取引所：株式会社東京証券取引所（市場第一部）

内容：単元株式数は100株

 

２.　モルガン・スタンレー 2016年６月３日満期 期限前償還条項 ノックイン条項付 複数株式参照型 他社株転換

条項付 円建社債（ＳＵＭＣＯ、沖電気工業、Ｔ＆Ｄホールディングス）

 

(1)　発行日

 

2014年12月４日

 

(2)　売出金額

 

681,000,000円

 

(3)　上場金融商品取引所名又は登録認可金融商品取引業協会名

 

該当事項なし。

 

(4)　当該会社の名称及び住所

 

A　株式会社ＳＵＭＣＯ

東京都港区芝浦一丁目２番１号

B　沖電気工業株式会社

東京都港区虎ノ門１丁目７番12号

C　株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス

東京都港区海岸一丁目２番３号
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(5)　当該会社の株式の内容

 

A　株式会社ＳＵＭＣＯ

種類：普通株式

発行済株式数：291,655,539株(平成27年５月14日現在)

上場金融商品取引所：株式会社東京証券取引所（市場第一部）

内容：単元株式数は100株

B　沖電気工業株式会社

種類：普通株式

発行済株式数：857,541,882株(平成27年２月13日現在)

上場金融商品取引所：株式会社東京証券取引所（市場第一部）

内容：単元株式数は1,000株

C　株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス

上記１を参照のこと。

 

３.　モルガン・スタンレー 2015年６月22日満期 期限前償還条項 他社株転換条項付 円建社債 （株式会社安藤・

間）

 

(1)　発行日

 

2014年12月19日

 

(2)　売出金額

 

400,000,000円

 

(3)　上場金融商品取引所名又は登録認可金融商品取引業協会名

 

該当事項なし。

 

(4)　当該会社の名称及び住所

 

株式会社安藤・間

東京都港区赤坂六丁目１番20号

 

(5)　当該会社の株式の内容

 

種類：普通株式

発行済株式数：185,209,189株(平成27年２月10日現在)

上場金融商品取引所：株式会社東京証券取引所（市場第一部）

内容：単元株式数は100株
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２ 【継続開示会社たる当該会社に関する事項】

 

１.　 モルガン・スタンレー 2016年１月28日満期 期限前償還条項 ノックイン条項付 複数株式参照型 他社株転

換条項付 円建社債（荏原製作所、太陽誘電、Ｔ＆Ｄホールディングス）

 

A　株式会社荏原製作所の情報

(1)　当該会社が提出した書類

イ．有価証券報告書およびその添付書類

(第149期)(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

平成26年６月26日関東財務局長に提出

 

ロ．四半期報告書または半期報告書

(第150期第３四半期)(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年２月10日関東財務局長に提出

 

ハ．臨時報告書

(a)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年６月27日に関東財務局長に提出

(b)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年９月９日に関東財務局長に提出

 

ニ．訂正報告書

上記ハ．(b)の臨時報告書に対する訂正報告書を平成26年10月１日に関東財務局長に提出

 

(2)　上記書類を縦覧に供している場所

名　　称（所　在　地）

株式会社荏原製作所大阪支社

（大阪市北区堂島一丁目６番20号）

株式会社荏原製作所中部支社

（名古屋市中区栄三丁目７番20号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

B　太陽誘電株式会社の情報

(1)　当該会社が提出した書類

イ．有価証券報告書およびその添付書類

(第73期)(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

平成26年６月27日関東財務局長に提出

 

ロ．四半期報告書または半期報告書

(第74期第３四半期)(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年２月13日関東財務局長に提出
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ハ．臨時報告書

上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年６月30日に関東財務局長に提出

 

ニ．訂正報告書

上記イ．の有価証券報告書に対する訂正報告書を平成26年10月３日に関東財務局長に提出

 

(2)　上記書類を縦覧に供している場所

名　　称（所　在　地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

C　株式会社Ｔ＆Ｄホールディングスの情報

(1)　当該会社が提出した書類

イ．有価証券報告書およびその添付書類

(第10期)(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

平成26年６月26日関東財務局長に提出

 

ロ．四半期報告書または半期報告書

(第11期第３四半期)(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年２月12日関東財務局長に提出

 

ハ．臨時報告書

(a)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年６月27日に関東財務局長に提出

(b)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年６月27日に関東財務局長に提出

(c)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書を平成27年２月２日に関東財務局長に提出

(d)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書を平成27年３月２日に関東財務局長に提出

(e)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内

閣府令第19条第１項および同条第２項第１号の規定に基づく臨時報告書を平成27年５月20日に関東財務局長に提出

 

ニ．訂正報告書

(a)　上記ハ．(b)の臨時報告書に対する訂正報告書を平成26年８月４日に関東財務局長に提出

(b)　上記ロ.の四半期報告書に対する訂正報告書を平成27年５月11日に関東財務局長に提出

(c)　上記ハ．(e)の臨時報告書に対する訂正報告書を平成27年５月21日に関東財務局長に提出
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(2)　上記書類を縦覧に供している場所

名　　称（所　在　地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

２.　モルガン・スタンレー 2016年６月３日満期 期限前償還条項 ノックイン条項付 複数株式参照型 他社株転換

条項付 円建社債 （ＳＵＭＣＯ、沖電気工業、Ｔ＆Ｄホールディングス）

 

A　株式会社ＳＵＭＣＯの情報

(1)　当該会社が提出した書類

イ．有価証券報告書およびその添付書類

(第16期)(自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年３月25日関東財務局長に提出

 

ロ．四半期報告書または半期報告書

(第17期第１四半期)(自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日)

平成27年５月14日関東財務局長に提出

 

ハ．臨時報告書

(a)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成27年３月26日に関東財務局長に提出

(b)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第１号の規定に基づく臨時報告書を平成27年４月２日に関東財務局長に提出

 

ニ．訂正報告書

(a)　上記ハ．(b)の臨時報告書に対する訂正報告書を平成27年４月20日に関東財務局長に提出

(b)　上記ハ．(b)の臨時報告書に対する訂正報告書を平成27年４月28日に関東財務局長に提出

 

(2)　上記書類を縦覧に供している場所

名　　称（所　在　地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

B　沖電気工業株式会社の情報

(1)　当該会社が提出した書類

イ．有価証券報告書およびその添付書類

(第90期)(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

平成26年６月25日関東財務局長に提出

 

ロ．四半期報告書または半期報告書

(第91期第３四半期)(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年２月13日関東財務局長に提出
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ハ．臨時報告書

(a)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年６月30日に関東財務局長に提出

(b)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨時報告書を平成27年２月３日に関東財務局長に提出

(c)　上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内

閣府令第19条第２項第12号および第19号の規定に基づく臨時報告書を平成27年５月８日に関東財務局長に提出

 

ニ．訂正報告書

該当事項なし。

 

(2)　上記書類を縦覧に供している場所

名　　称（所　在　地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

C　株式会社Ｔ＆Ｄホールディングスの情報

(1)　当該会社が提出した書類

上記１を参照のこと。

 

(2)　上記書類を縦覧に供している場所

上記１を参照のこと。

 

３.　モルガン・スタンレー 2015年６月22日満期 期限前償還条項 他社株転換条項付 円建社債 （株式会社安藤・

間）

 

株式会社安藤・間の情報

(1)　当該会社が提出した書類

イ．有価証券報告書およびその添付書類

(第１期)(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

平成26年６月27日関東財務局長に提出

 

ロ．四半期報告書または半期報告書

(第２期第３四半期)(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年２月10日関東財務局長に提出

 

ハ．臨時報告書

上記イ．の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成26年７月１日に関東財務局長に提出
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ニ．訂正報告書

上記イ．の有価証券報告書に対する訂正報告書を平成26年12月24日に関東財務局長に提出

 

(2)　上記書類を縦覧に供している場所

名　　称（所　在　地）

株式会社安藤・間　名古屋支店

（名古屋市中区丸の内一丁目８番20号）

株式会社安藤・間　大阪支店

（大阪市福島区福島六丁目２番６号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

３ 【継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項】

 

該当事項なし。
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第３ 【指数等の情報】

１ 【当該指数等の情報の開示を必要とする理由】

 

日経平均株価

当該指数等の情報の開示を必要とする理由

(1) 当社の発行している有価証券

1. モルガン・スタンレー 2017年３月15日満期 日経平均株価参照 利率変動円建社債

2. モルガン・スタンレー 2017年４月13日満期 円建 満期時元本確保型 日経平均株価指数連動社債

3. モルガン・スタンレー 2017年５月25日満期 円建 満期時元本確保型 ボーナスクーポン付 日経

平均株価指数連動社債

4. モルガン・スタンレー 2017年６月16日満期 日経平均株価参照　利率変動円建社債

5. モルガン・スタンレー 2017年７月21日満期 日経平均株価参照　利率変動円建社債

6. モルガン・スタンレー 2017年８月18日満期 日経平均株価参照　利率変動円建社債

7. モルガン・スタンレー 2017年９月15日満期 日経平均株価参照　利率変動円建社債

8. モルガン・スタンレー 2017年10月15日満期 円建 満期時元本確保型 日経平均株価指数連動社債

9. モルガン・スタンレー 2018年11月20日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

10. モルガン・スタンレー 2018年12月17日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

11. モルガン・スタンレー 2019年２月20日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

12. モルガン・スタンレー 2019年３月13日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

13. モルガン・スタンレー 2019年５月20日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

14. モルガン・スタンレー 2019年６月17日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

15. モルガン・スタンレー 2019年８月19日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

16. モルガン・スタンレー 2019年９月17日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

17. モルガン・スタンレー 2019年11月20日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

18. モルガン・スタンレー 2019年12月16日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債
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19. モルガン・スタンレー 2020年２月18日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

20. モルガン・スタンレー 2020年３月16日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

21. モルガン・スタンレー 2020年３月30日満期　円建　複数指数参照型 デジタルクーポン社債

（ノックイン型　期限前償還条項付）

22. モルガン・スタンレー 2020年５月14日満期 期限前償還条項付 日経平均株価連動デジタルクー

ポン 円建社債

23. モルガン・スタンレー 2020年５月21日満期 日経平均株価参照　利率変動円建社債

24. モルガン・スタンレー 2020年６月19日満期 日経平均株価参照　利率変動円建社債

 

(2) 関連する訂正発行登録書または発行登録追補書類に記載の通り、上記(1)の各社債の償還金額、償還時期

および利率については、日経平均株価および／またはS&P 500（S&P 500に関しては、「S&P 500」の項の(1)

にも記載のある社債に限る。）の水準により決定される。そのため、日経平均株価についての開示を必要と

する。

 

内容

日経平均株価は、株式会社日本経済新聞社が公表する、東京証券取引所において取引されている225銘柄から

構成される株価指数である。

 

ユーロ・ストックス50

当該指数等の情報の開示を必要とする理由

(1) 当社の発行している有価証券

1. モルガン・スタンレー 2019年11月20日満期 期限前償還条項付 ユーロ・ストックス50連動３段デ

ジタルクーポン 円建社債

2. モルガン・スタンレー 2019年12月16日満期 期限前償還条項付 ユーロ・ストックス50連動３段デ

ジタルクーポン 円建社債

3. モルガン・スタンレー 2020年２月18日満期 期限前償還条項付 ユーロ・ストックス50連動３段デ

ジタルクーポン 円建社債

4. モルガン・スタンレー 2020年３月16日満期 期限前償還条項付 ユーロ・ストックス50連動３段デ

ジタルクーポン 円建社債

5. モルガン・スタンレー 2020年５月14日満期 期限前償還条項付 ユーロ・ストックス50連動３段デ

ジタルクーポン 円建社債

 

(2) 関連する訂正発行登録書または発行登録追補書類に記載の通り、上記(1)の各社債の償還金額、償還時期

および利率については、ユーロ・ストックス50の水準により決定される。そのため、ユーロ・ストックス50

についての開示を必要とする。
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内容

ユーロ・ストックス50は、ストックス・リミテッドが公表する、複数のヨーロッパの取引所において取引さ

れている50銘柄から構成される株価指数である。

 

S&P 500

 

当該指数等の情報の開示を必要とする理由

(1) 当社の発行している有価証券

1. モルガン・スタンレー 2020年３月30日満期　円建　複数指数参照型 デジタルクーポン社債

（ノックイン型　期限前償還条項付）

 

(2) 関連する発行登録追補書類に記載の通り、上記(1)の社債の償還金額、償還時期および利率については、

日経平均株価および／またはS&P 500の水準により決定される。そのため、S&P 500についての開示を必要と

する。

 

内容

S&P 500はS&Pダウ・ジョーンズ・インダイシズ・エルエルシーが公表する、ニューヨーク証券取引所におい

て取引されている500銘柄から構成される株価指数である。

 

２ 【当該指数等の推移】

１　日経平均株価の過去の推移(日経平均株価終値ベース)

(単位：円)

最近５年間の
年度別最高・
最低値

年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高 11,339.30 10,857.53 10,395.18 16,291.31 17,935.64

最低 8,824.06 8,160.01 8,295.63 10,486.99 13,910.16

 

最近６ヶ月の
月別最高・
最低値

月別
2014年
７月

2014年
８月

2014年
９月

2014年
10月

2014年
11月

2014年
12月

最高 15,646.23 15,613.25 16,374.14 16,413.76 17,490.83 17,935.64

最低 15,164.04 14,778.37 15,476.60 14,532.51 16,780.53 16,755.32

 

出所：ブルームバーグ・エルピー

(注)　上記の情報は、投資家に対して参考のために記載するものであり、かかる価格の過去の推移は将来の動向を示唆する

ものではなく、本書第二部第３－１、「日経平均株価」の(1)に掲げる社債の時価を示すものでもない。また、過去の

上記の期間においてかかる価格が上記のように変動したことによって、かかる価格が前記の社債の存続期間中に同様

に変動することを示唆するものではない。

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

608/611



２　ユーロ・ストックス50の過去の推移（ユーロ・ストックス50終値ベース）

(単位：ユーロ)

最近５年間の
年度別最高・
最低値

年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高 3,017.85 3,068.00 2,659.95 3,111.37 3,314.80

最低 2,488.50 1,995.01 2,068.66 2,511.83 2,874.65

 

最近６ヶ月の
月別最高・
最低値

月別
2014年
７月

2014年
８月

2014年
９月

2014年
10月

2014年
11月

2014年
12月

最高 3,289.75 3,197.54 3,277.25 3,195.08 3,250.93 3,277.38

最低 3,115.51 3,006.83 3,175.05 2,874.65 3,034.24 2,982.90

 

出所：ブルームバーグ・エルピー

(注)　上記の情報は、投資家に対して参考のために記載するものであり、かかる価格の過去の推移は将来の動向を示唆するも

のではなく、本書第二部第３－１、「ユーロ・ストックス50」の(1)に掲げる社債の時価を示すものでもない。また、過

去の上記の期間においてかかる価格が上記のように変動したことによって、かかる価格が前記の社債の存続期間中に同

様に変動することを示唆するものではない。

 

３　S&P 500の過去の推移（S&P 500終値ベース）

(単位：ポイント)

最近５年間の
年度別最高・
最低値

年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高 1,259.78 1,363.61 1,465.77 1,848.36 2,090.57

最低 1,022.58 1,099.23 1,277.06 1,457.15 1,741.89

 

最近６ヶ月の
月別最高・
最低値

月別
2014年
７月

2014年
８月

2014年
９月

2014年
10月

2014年
11月

2014年
12月

最高 1,987.98 2,003.37 2,011.36 2,018.05 2,072.83 2,090.57

最低 1,930.67 1,909.57 1,965.99 1,862.49 2,012.10 1,972.74

 

出所：ブルームバーグ・エルピー

(注)　上記の情報は、投資家に対して参考のために記載するものであり、かかるポイントの過去の推移は将来の動向を示唆す

るものではなく、本書第二部第３－１、「S&P 500」の(1)に掲げる社債の時価を示すものでもない。また、過去の上記

の期間においてかかるポイントが上記のように変動したことによって、かかるポイントが前記の社債の存続期間中に同

様に変動することを示唆するものではない。
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[訳　　文]

 

独立登録会計事務所の報告書
　

 

モルガン・スタンレー

取締役会御中および株主各位

 

私たちは、添付のモルガン・スタンレーおよび子会社（以下「会社」という。）の2014年および2013年12月31日

現在の連結貸借対照表ならびに2014年、2013年および2012年12月31日をもって終了した事業年度の連結損益計算

書、連結包括利益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書および連結資本変動計算書について監査を行った。これ

らの連結財務諸表の作成責任は会社の経営者にあり、私たちの責任は、私たちの監査に基づいて、これらの連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

 

私たちは、公開企業会計監視委員会（米国）の基準に準拠して監査を行った。これらの基準は、財務諸表に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、私たちが監査を計画し実施することを求めてい

る。監査は財務諸表の金額および開示事項の基礎となった証拠を試査によって検証することを含んでいる。また、

監査には、経営者が採用した会計原則および経営者によって行われた重要な見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することが含まれる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

 

私たちの意見では、上記の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して、会

社の2014年および2013年12月31日現在の財政状態ならびに2014年、2013年および2012年12月31日をもって終了した

事業年度の経営成績およびキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している。

 

私たちはまた、公開企業会計監視委員会（米国）の基準に準拠して、トレッドウェイ委員会組織委員会が発表し

た「内部統制－統合的フレームワーク(2013年)」において確立された基準に基づき、2014年12月31日現在における

財務報告に係る会社の内部統制について監査を行い、2015年３月２日付の私たちの報告書は、財務報告に係る会社

の内部統制について無限定適正意見を表明した。

 

デロイト・アンド・トウシュ LLP

ニューヨーク州ニューヨーク

2015年３月２日
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REPORT OF INDEPENDENT REGISTERED PUBLIC ACCOUNTING FIRM

 
To the Board of Directors and Shareholders of Morgan Stanley:

 
We have audited the accompanying consolidated statements of financial condition of Morgan Stanley and subsidiaries (the

“Company”) as of December 31, 2014 and 2013 and the consolidated statements of income, comprehensive income, cash

flows, and changes in total equity for the years ended December 31, 2014, 2013 and 2012. These consolidated financial

statements are the responsibility of the Company’s management. Our responsibility is to express an opinion on these

consolidated financial statements based on our audits.

 
We conducted our audits in accordance with the standards of the Public Company Accounting Oversight Board (United

States). Those standards require that we plan and perform the audit to obtain reasonable assurance about whether the financial

statements are free of material misstatement. An audit includes examining, on a test basis, evidence supporting the amounts and

disclosures in the financial statements. An audit also includes assessing the accounting principles used and significant estimates

made by management, as well as evaluating the overall financial statement presentation. We believe that our audits provide a

reasonable basis for our opinion.

 
In our opinion, such consolidated financial statements present fairly, in all material respects, the financial position of the

Company as of December 31, 2014 and 2013, and the results of their operations and their cash flows for the years ended

December 31, 2014, 2013 and 2012, in conformity with accounting principles generally accepted in the United States of

America.

 
We have also audited, in accordance with the standards of the Public Company Accounting Oversight Board (United States),

the Company’s internal control over financial reporting as of December 31, 2014, based on the criteria established in Internal

Control—Integrated Framework (2013) issued by the Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission,

and our report dated March 2, 2015 expressed an unqualified opinion on the Company’s internal control over financial

reporting.

 
/s/ Deloitte & Touche LLP    

New York, New York

March 2, 2015

 

EDINET提出書類

モルガン・スタンレー(E05871)

有価証券報告書

611/611


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１本国における法制等の概要
	１会社制度等の概要
	(1)提出会社の属する国・州等における会社制度
	(2)提出会社の定款等に規定する制度

	２外国為替管理制度
	３課税上の取扱い
	４法律意見

	第２企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第３事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第４設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第５提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(3)発行済株式総数及び資本金の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況

	２配当政策
	３株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)当該事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価

	４役員の状況
	５コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①外国監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他の重要な報酬の内容
	③外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第６経理の状況
	１財務書類
	２主な資産・負債及び収支の内容
	３その他
	４日米会計慣行の相違

	第７外国為替相場の推移
	第８本邦における提出会社の株式事務等の概要
	第９提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	第１保証会社情報
	第２保証会社以外の会社の情報
	１当該会社の情報の開示を必要とする理由
	２継続開示会社たる当該会社に関する事項
	３継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項

	第３指数等の情報
	１当該指数等の情報の開示を必要とする理由
	２当該指数等の推移


	監査報告書

